
作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

項：

事業の受益者
（対象者）

来訪者
受益者数

（対象者数）
115,000

単
位

事業の目的

　日本遺産「播但貫く、銀の馬車道　鉱石の道」が日本遺産に認定されたことを受け、生野町の歴史の深さと誇
れる町であることを再認識頂くことで、地域住民の誇りの醸成を図り、国内外からの観光客の受け入れ態勢を
強化する。さらに、地域外の方に対して鉱山町独特の街並みや地域に現存する産業遺産の魅力を幅広くPRす
ることで、観光客の増加を図る。これにより地域の活性化に繋げることを目的とする。
　さらには、生野高校生が地域住民、観光施設等と連携し特産品の開発にむけて事業展開することで、まちへ
の愛着と誇りを醸成し、次世代を担う子供たちの人材育成を図る。

事業開始年度

人

事務事業名 銀の馬車道　鉱石の道活用事業 担当部課 生野支所　地域振興課

一般財源 1,139,531 0

合　　計 2,012,721 0

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 873,190 地方創生推進交付金 0

県支出金

合　　計 2,012,721 0

14.使用料及び賃借料 67,787 カラーコピー複合機使用料 0

12.役務費 80,546 フォーラム等チラシ折込代　ほか 0

13.委託料 982,340 映画放映委託料、空撮委託料、パッケージデザイン委託料等 0

136,260 講師旅費、職員出張旅費 0

11.需用費 455,788 フォーラム等チラシ印刷費、消耗品 0

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 290,000 コワニエ来日150周年事業講師報償費 0

9.旅費

産業振興と雇用促進 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

日本遺産「播但貫く、銀の馬車道　鉱石の道」の中心的な存在である生野町において、地域住民の意識醸成と
観光客数の増加を目指し次の事業を実施した。

①コワニエ来日150周年記念式典の実施
平成29年度は、我が国最初のお雇い外国人であるジャン・フランソワ・コワニエが、日本に派遣されてから150

年目にあたることから記念式典を実施した。
②特産品開発支援

生野高校及び地域と連携し、「但州銀山か寿てら」の開発
③志村喬、黒澤映画フェスティバルの開催
④“祝日本遺産認定「生野鉱山と馬車の道」”ＰＲ用シール作成
⑤生野秋祭りにおける人文字空撮

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

2

評価区分 評価

総務管理費 目： 企画費

6 月
決算 ）

重点

年

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 56.62%

銀の馬車道鉱石の道

別紙-001



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

銀山ボーイズで話題となっているシルバー生野等と連携することで、より多くの観光客を迎える体制を構築していくとともに、2020年の東京オリンピック
開催を機に、訪日外国人観光客の増加を視野に入れた、受け入れ態勢の整備と強化を進める。又、生野高校生の提案を元に作成した「但州生野銀
山か寿てら」の販路拡大を行う。

日本遺産認定を受けて、町内歴史観光施設来場者が微増していることに加え、銀山ボーイズが話題となり、生野銀山を訪れる観
光客が増加した。

現在認識している課題
観光拠点である歴史観光施設運営者の高齢化。
銀の馬車道、鉱石の道のサインの整備が不十分。

今後の方向、見通し等

シルバー生野、井筒屋、旧浅田邸、甲社宅来場者数 人 110,709 108,979 106,680 119,379

日本遺産の活用について、生野支所内で検討を行ったほか、日本遺産生野推進協議会が立ち上げられ、生野地域として日本遺
産の活用について検討を行った。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度
日本遺産に関する打ち合わせ（日本遺産生野推進協議会を
含む）

回 12

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 56.62%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 0 0 4,465,081
0 0 0 5,338,271

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 873,190
0 0

　臨時職員人件費 18,000

0 0 0 5,338,271

事業費計 0 0 0 2,012,721

　正規職員人件費 3,307,550

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

14.使用料及び賃借料 カラーコピー複合機使用料 0 0 0 67,787

13.委託料 映画放映委託料、空撮委託料、パッケージデザイン委託料等 0 0 0 982,340

12.役務費 フォーラム等チラシ折込代　ほか 0 0 0 80,546

11.需用費 フォーラム等チラシ印刷費、消耗品 0 0 0 455,788

9.旅費 講師旅費、職員出張旅費 0 0 0 136,260

8.報償費 コワニエ来日150周年事業講師報償費 0 0 0 290,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

銀の馬車道鉱石の道

別紙-002



６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

交付金終了後のH32年度以降の自走の在り方について検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

廃止

　29年度は、日本遺産認定を受け、今後の事業展開に向
けた体制作りやアクションプランづくりなどの準備期間に相
当し、概ね環境整備が整った段階である。
　今後は、これまでの観光ビジネスモデル構築事業を流れ
を受けながら、観光産業の充実による地域の活性化や維
持などを目的とした積極的な事業展開が重要なポイントで
あり、事業規模や予算を充実させながら計画的に取り組
むべきプロジェクトである。

C 市民ニーズの把握 2

９．二次評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

日本遺産認定を受けての当事業の各種取り組みが始ま
り、観光客の増加が顕著となってきた。この機会に中心地
域である生野において、住民の意識醸成、観光環境整備
を推進するためにも事業の継続実施が必要である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

2

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

遺産認定により個人・団体観光客が増加しており、受入体制の確立や観光導線の確保が望まれ
ている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

日本推進協議会等による検討の下で進められており、水準は均等であると考えられる。

シルバー生野、井筒屋、旧浅田邸、甲社宅来場者数 45

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

【３】代替サービスの有無 無

銀の馬車道鉱石の道

別紙-003
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

項：

事業の受益者
（対象者）

来訪者数
受益者数

（対象者数）
30,000

単
位

事業の目的
　黒川地域は、黒川渓谷・黒川温泉・ハンザキ研究所など観光資源に富んだ地域であるが、気候や地理的な
要因により、観光客数は伸び悩んでいることから、黒川地域を一体として活性化と集客の向上を図る。

事業開始年度

人

事務事業名 黒川地域等活性化事業 担当部課 生野支所地域振興課

一般財源 2,638,440 0

合　　計 2,638,440 0

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 2,638,440 0

13.委託料 1,582,200 黒川地域活性化基本構想策定業務委託料　ほか 0

234,540 専門家旅費 0

11.需用費 216,000 チラシ、ポスター印刷費として 0

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 605,700 黒川温泉経営改善指導・助言 0

9.旅費

産業振興と雇用促進 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○黒川温泉経営改善及び黒川地域活性化方法の調査研究
専門家による指導・助言を受け、黒川温泉の経営改善を図るとともに、NPOハンザキ研究所とタイアップし、

国の特別天然記念物であるオオサンショウウオなど、黒川地域にある観光資源を活用しながら、黒川地域を一
体として、地域に適合する活性化施策の調査研究を行い、集客向上に向けた今後の事業展開を検討・実施し
た。

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

2

評価区分 評価

総務管理費 目： 生野支所費

6 月
決算 ）

重点

年

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

黒川地域等活性化事業

別紙-005



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

本年度策定した基本構想に主軸とし、黒川温泉をはじめ、黒川地域に多く生息する国の天然記念物でもあるオオサンショウウヲや黒川地域特有の観
光資源、農産物などを活用し、地域の活性化と集客を図る。

一昨年、昨年とメディアに取り上げられる機会が多く夏季の来訪者数が増加となったが、今期はメディア等に取り上げられる機会
が少なかったこと、天候の影響等から夏季期間中の来訪者数は若干減少となった。

現在認識している課題
黒川地区は、観光資源は豊かであるが、地理的要因等から観光客は減少しつつある。
又、過疎化が進む地域の活性化と黒川温泉の持続につながる集客についての仕組みの構築が必要

今後の方向、見通し等

来訪者数 人 25,123 27,161 25,951 25,701

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

調査研究に係る委員会 回 13

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 0 0 3,181,240
0 0 0 3,181,240

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

0 0 0 3,181,240

事業費計 0 0 0 2,638,440

　正規職員人件費 542,800

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13.委託料 黒川地域活性化基本構想策定業務委託料等 0 1,582,200

11.需用費 チラシ、ポスター印刷費として 0 216,000

9.旅費 専門家旅費 0 234,540

8.報償費 黒川温泉経営改善指導・助言 0 605,700

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

黒川地域等活性化事業

別紙-006



６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

○ 拡充

協力隊・地域と連携して、地域活性化の基本構想を策定しながら、事業を展開する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

廃止

　限界集落が挑む地域活性化・維持の活動と連動させ、
経営改善に取り組む黒川温泉を核とした観光振興・地域
活性化事業に向けて一定の方向性を示すことができた。
　今後、魅力発信などによって黒字化が実現するととも
に、地域おこし協力隊1名を迎え、さらに日本遺産活用事
業と連携させた取り組みを展開することによって、一層の
事業効果が期待できる。

C 市民ニーズの把握 2

９．二次評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

29年度、黒川地区の観光振興・地域活性化基本構想を策
定し、黒川温泉については活性化検討委員会を立ち上
げ、ＳＮＳの活用などにより経営が上向くなど、計画が前進
し始めたところである。この機会に、さらに銀山湖等への
釣り客を黒川地域へ取り込むなど、事業の継続実施が必
要である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

2

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

黒川温泉の集客から、地域内への宿泊・移住誘致が望まれている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

温泉に関して、入浴料は同等である。

来訪者数 124

0

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

【３】代替サービスの有無 無

黒川地域等活性化事業
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

山東地域の概ね60歳以上高齢者
受益者数

（対象者数）
2,314

単
位

事業の目的 高齢者の自立と社会参加及び介護予防を促進し、生きがいと健康づくりを図る。

人

事務事業名 山東いこいの家事業 担当部課 山東支所　地域振興課

一般財源 0 0

合　　計 700,000 700,000

地方債 700,000 過疎地域自立促進特別事業債 700,000

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 700,000 700,000

700,000

事　 業　 の
実施内容等

旧小学校区（梁瀬・粟鹿・与布土）ごとに、民生委員の協力のもと、概ね60歳以上の高齢者（登録者）を対象に
「山東いこいの家」を開催（朝来市社会福祉協議会へ事業委託）

　内　容：生涯教室・健康教室・レクリエーション・講話・会食他
　回　数：3地域合同開催：年4回　地域別開催：年5回

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 700,000 山東いこいの家事業委託料

事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 山東支所費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

山東いこいの家事業

別紙-009



３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

従前どおり協力機関である民生委員児童委員協議会と連携を密にするとともに、区長会や民生委員の会議等で開催の
声掛けをお願いする等、参加者の増加に努める。また、事業のマンネリ化を防ぐため、対象者である高齢者のニーズを
把握し、魅力ある事業として継続実施する。

微減傾向にはあるものの延参加者数に大きな変化は無い。

現在認識している課題
３０年以上続く山東地域の特色ある事業で参加者もほぼ横這いである。山東地域の高齢者に対する有効な介護予防政
策である。山東地域の高齢者施策として定着していることから継続して実施したいと考えているが、近年、利用者の固
定化、減少、送迎バスの賃借料の値上がり等が課題としており、開催回数、事業内容を見直す等改善策が必要となる。

今後の方向、見通し等

延参加者数 867 854 843 839

変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

延実施回数 回 9 9 9 9

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

174,000 170,000 86,400 0
874,000 870,000 786,400 700,000

700,000 700,000 700,000 700,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

874,000 870,000 786,400 700,000

事業費計 700,000 700,000 700,000 700,000

　正規職員人件費 174,000 170,000 86,400 0

13.委託料 山東いこいの家事業委託料 700,000 700,000 700,000 700,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

山東いこいの家事業

別紙-010



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

他地域での実施状況を勘案し、事業の在り方について検討する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施
過疎地域における高齢者の生きがい・健康づくり（介護予
防）として有効な事業ではあるが、参加者の減少が見られ
ることから、社会福祉協議会や関係機関と連携し、市民の
高齢者福祉活動に対する理解を深め、参加者増を目指す
必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・少子高齢化が顕著な山東地域において、旧町時代から
特色ある高齢者施策の一翼を担っていると考えている。
　しかし、参加者の減少、固定化等課題はあることから、利
用者のニーズ把握に努めるとともに、協力いただいている
民生委員の意見も伺う中で、事業内容（実施方法）の見直
しも検討する必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
参加者数が微減傾向にある。参加申込み方法の再検討や民生委員児童委員協議会と連携を密にする。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

参加者からも継続を望む声が多い。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

民生委員が協力する特色ある独自事業であり、比較はできない。

延参加者数 1,008 1,019 933 834

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

山東いこいの家事業

別紙-011
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

未婚の男女（男性：市内在住者　女性：不問）
受益者数

（対象者数）
不特定多数

単
位

事業の目的
本市の重要課題である少子化及び定住促進を図る一つの取り組みとして、市内在住男性と市内外の女性の
出会いの場として交流事業を実施し、婚活（結婚活動）を支援する。

人

事務事業名 出会いサポート事業 担当部課 山東支所　地域振興課

一般財源 0 0

合　　計 2,400,000 1,800,000

地方債 2,400,000 過疎地域自立促進特別事業債 1,800,000

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 2,400,000 1,800,000

1,800,000

事　 業　 の
実施内容等

朝来市・山東町のPRや市内外の未婚男女の出会いの場づくりなど特色ある交流事業を募集エリアを拡大（福知山市内）して開催した。
（よふど温泉サポートクラブへ事業委託　年3回実施）
【応募要件：男性は市内在住者、女性は市内外から広く募集】＊年齢要件は25歳から概ね45歳

≪参考：平成29年度開催実績≫
　「第14回ホットないで湯でお結びパーティー」
　時期：平成29年5月21日（日）　場所：山東婦人・若者等活動促進施設「もやいの里」　ほか
　参加：男性22名　女性18名（成立カップル：7組）　※女性：市内・・・3名、市外・・・15名（但馬①、丹波③、その他⑪）
 「第15回ホットないで湯でお結びパーティー」

　時期：平成29年9月10日（日）　場所：神子畑選鉱場跡・生野銀山　ほか
　参加：男性17名　女性9名（成立カップル：4組）　※女性：市内・・・2名、市外・・・7名（但馬③、丹波　無　、その他④）
 「第16回ホットないで湯でお結びパーティー」
　時期：平成29年12月10日（日）　場所：山東婦人・若者等活動促進施設「もやいの里」　ほか
　参加：男性18名　女性23名（成立カップル：4組）　※女性：市内・・・　3名、市外・・・20名（但馬⑤、丹波③、その他⑫）

　≪過去の開催実績（H29.12.10現在≫
・開催回数・・・16回　※第２回から委託事業として実施
・延参加者数・・・698人（男性：355人　女性：343人）
・カップル成立数・・・80組　・成婚者数・・・11組（山東支所把握分）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 2,400,000 出会いサポート事業委託料

事業開始年度 評価区分 評価

23 出会い応援事業の推進 Ｈ 22 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 山東支所費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

出会いサポート事業

別紙-013



３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・毎回のアンケート実施により参加者のニーズを把握したうえで、アットホームな雰囲気での事業実施を心がける。
・近年、他の自治体、NPO法人、民間会社等による同様のイベント開催も増加しているが、本市のイベントは好評を得て
いる。人口政策として寄与できる魅力ある事業として継続させていくため、有効的な参加啓発と参加者ニーズに応じた内
容の見直しを図っていく。また、イベント開催後のアフターフォローの充実、市内の施設PRも加味した特色ある開催も検
討していく。

開催回数を年3回に増加したこと及び対象者ニーズが増加していることによるものと思われる。
（※H28年度数値は5月開催の募集定員を増加したことによるもの）
※平成28年度では参加者を多く募ってのイベント開催を行ったが、多すぎるとかえってまとまりがなくマッチングが難しいことから平成29年度
は１回の募集を40名（男女各20名）を基本とした。　（ただし、内容によっては少ない募集の場合もあり）

現在認識している課題
・男性参加者(市内在住者)が固定化傾向にあることから、募集要件等の再考も必要である。

今後の方向、見通し等

参加者数 人 84 91 156 107

未婚男女への出会いの機会をより多く提供するために平成２８年度から年３回の開催とした。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

実施回数 回 2 2 3 3

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,073,000 1,965,000 769,620 1,957,650
2,273,000 3,165,000 2,569,620 4,357,650

1,200,000 1,200,000 1,800,000 2,400,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

2,273,000 3,165,000 2,569,620 4,357,650

事業費計 1,200,000 1,200,000 1,800,000 2,400,000

　正規職員人件費 1,073,000 1,965,000 769,620 1,957,650

13.委託料 出会いサポート事業委託料 1,200,000 1,200,000 1,800,000 2,400,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

出会いサポート事業

別紙-014



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

新たな手法も検討しながら、継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施 第２次総合計画に掲げる人口政策に直結する事業であ
り、成婚率は14％とやや低いものの着実に成果を上げて
いる。
人件費の増加は、特色ある交流事業を企画し所期目的を
達成するため努力しているものであり一定の評価ができ
る。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充

・人口政策に直結する事業として行っており、ある程度の
成果は残していると考えている。
また、事業内容についても参加者アンケートによりニーズ
把握に努め参加しやすい内容となるよう毎回趣向を凝らし
ている。
　今後は更なる成果を得られるよう市内施設を活用した事
業実施も検討していく。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 有

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
単位あたりの金額は増加傾向にある。事業費（委託料）は適当であり変化は無いが、人件費が増加しているのがその原因であ
る。これは、イベント内容等を常に見直して事業に取り組んでいる結果であり適当である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

アンケートによる参加者のニーズ把握に努めることによりイベントの中身も好評をいただいてい
る。また、関係機関等からも高い評価を受けており、継続・拡充を望む声が多い。

【２】近隣市町で提供されて
  いるサービス水準との比較

近隣市では社協等に委託実施しているが、但馬・丹波地域の多くの自治体では、NPO法人等が
実施するイベントに対しての補助金事業となっている。

参加者数 27,060 34,780 16,472 40,726

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

出会いサポート事業

別紙-015
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

来場者
受益者数

（対象者数）
476

単
位

事業の目的

山東地域の中心に位置する矢名瀬町は、旧街道沿いの商店街を中心に賑わいと活気のある地域であった
が、過疎・高齢化と交通・生活スタイルの変化等により、空き家、空き店舗が増加し商店街は疲弊し閑散として
いる。
この現状からかつての賑わいを取り戻すため、まちなかの再生と活性化を目指す地域組織に対して支援を行
い、地域協働によるまちづくりを目指す。

人

事務事業名 酒蔵音楽会事業 担当部課 山東支所　地域振興課

一般財源 0 0

合　　計 1,000,000 1,000,000

地方債 1,000,000 過疎地域自立促進特別事業債 1,000,000

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 1,000,000 1,000,000

1,000,000

事　 業　 の
実施内容等

平成23年度から平成25年度までの3年間にわたり、支所提案型地域活性化事業（まちなか活性化事業）とし
て、まちづくり団体「山東新生まちづくりの会」が実施する「酒蔵音楽会」「鉄道展」「まちなかイルミネーション」
等のイベント開催に対して行政支援を行ってきた。平成25年度末をもっての支所提案型地域活性化事業の終
了に伴い、以降は、当該団体の自主運営事業とする方向で調整してきたが、「酒蔵音楽会」については、聴衆
の心の醸成やまちなか活性化に大きく寄与しており、また、来場者や当該団体からも開催を要望する声が強い
ことから継続して行政支援を行う。

≪実施内容（予定）≫
　時　 期　　平成29年8月18日（金）　1部開演17：00　2部開演19：00
　場　 所　　田治米酒造
　実　 施　　山東新生まちづくりの会
　内　 容　　ヴァイオリン、ピアノ等のプロ演奏者による「蔵シック」音楽会
　観客数　　約500人
≪参考：「山東新生まちづくりの会」の概要≫
　（設立）平成14年10月1日（会員数）個人：20名　企業：11社（年会費）個人：10,000円　企業：20,000円
　（活動内容）・酒蔵音楽会及び鉄道展の開催　・夢街道フェスタin矢名瀬の開催

・矢名瀬屋（おこのみ焼き）、矢名瀬陣屋、常設展示場の運営

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 1,000,000 酒蔵音楽会事業補助金

事業開始年度 評価区分 評価

32 地域づくり人材・組織の育成支援 Ｈ 22 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 山東支所費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

酒蔵音楽会事業

別紙-017



３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

上記の「新生まちづくりの会」の他に、近年若手を中心とした団体も結成され活動されており、これらの団体が上手く連
携することにより、更なる活性化の取り組みが広がることもある。
今ある事業だけでなく、活性化に向けた広がりのある事業となるよう更なる検討を行うこととする。

観客数（チケット販売）は、微減ではあるが、会場規模からほぼ横ばい状態である。毎年、チケットは完売状態で人気の高さを表
している。

現在認識している課題

旧街道沿いの商店街の活性化として、地域のまちおこし団体である「新生まちづくりの会」が主体となって実施してお
り、毎年好評であり、団体自ら考え行動する姿は、総合計画における『地域づくり人材・組織の育成』の先駆的な取り組
み活動であると考えてる。しかしながら、団体はもとより事業等継続していく上で、更なる人材の確保後継者の育成は
必要不可欠であり、この点について今後の課題と考えている。また、事業の実施にあたっては事業評価を踏まえた上
での財政支援の継続も必要である。

今後の方向、見通し等

観客数（チケット販売） 人 499 483 495 476

変化なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

実施回数 回 1 1 1 1

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

537,000 526,000 276,900 75,350
1,537,000 1,526,000 1,276,900 1,075,350

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

1,537,000 1,526,000 1,276,900 1,075,350

事業費計 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

　正規職員人件費 537,000 526,000 276,900 75,350

19.負担金補助及び交付金 酒蔵音楽会事業補助金 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

酒蔵音楽会事業
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

地域資源（酒蔵）を活用したプロの演奏家による音楽会
で、集客力もあり所期目的を達成している。
若手を中心とした新団体（ヒトツナギSANTO）と連携し、更
なる活性化の取り組みに期待できる。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充
・夏祭りの協賛イベントとして前夜祭で開催しており、プロ
の音楽家による演奏により集客もあり賑わいをみせてい
る。また、イベント時の駐車場は酒蔵周辺にはなく、支所
駐車場から矢名瀬地域の街並みを散策しながら会場に移
動していただくことで、地域の良さを感じることができ、活
性化につながる事業として継続して行っていくべきと思慮
する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
単位あたりの金額は少し減少傾向にある。事業費に対して観客数が微減しているのが要因である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

普段入るこのとできない酒蔵でのコンサートであり、独特な雰囲気の中での音楽鑑賞観客からも
継続開催を望む声が多い。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町でもコンサート等のイベントは数多く開催されているが、酒蔵を会場としたコンサートは
無いと思われる。

観客数（チケット販売） 3,080 3,159 2,580 2,259

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

酒蔵音楽会事業
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

山歳区の住民
受益者数

（対象者数）
237

単
位

事業の目的
汚泥等が堆積し、悪臭・害虫が発生する貯水池及び道路・水路の整備と防火水槽の新設を行い、生活環境の
改善と消防水利の確保を図る。

人

事務事業名 山歳地内池周辺整備事業 担当部課 山東支所　地域振興課

一般財源 1,577,600 1,500,000

合　　計 27,777,600 1,500,000

地方債 26,200,000 環境整備事業債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 27,777,600 1,500,000

1,500,000

15.工事費 26,767,800 山歳地内池周辺整備工事

事　 業　 の
実施内容等

山歳地内池周辺整備工事一式

・防火水槽（埋設地下式）の新設
・貯水池の整備
・周回道路及び水路の整備
・既存倉庫等の解体及び撤去

※平成28年度に当該工事に係る湧水調査及び設計業務を行った。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 1,009,800

事業開始年度 評価区分 評価

5 計画的な土地利用と市街地整備の推進 Ｈ 28 事業種別 3.施設等整備事業

項： 総務管理費 目： 山東支所費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

山歳地内池周辺整備
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３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

所期の目的を達成しているか。また、適切に運用管理されているか点検する。

変化なし

現在認識している課題本年度で事業完了。

今後の方向、見通し等

施工件数 件 1 1 1

変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

調査・設計業務委託件数 件 1 1 1

#DIV/0! 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 5,281,200 166,000 1,650,400
0 5,281,200 1,566,000 27,850,400

1,400,000 26,200,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

0 5,281,200 1,566,000 27,850,400

事業費計 0 5,281,200 1,479,600 27,777,600

　正規職員人件費 86,400 72,800

15.工事費 山歳地内池周辺整備工事請負費 4,525,200 0 26,767,800

13.委託料 山歳地内池周辺整備工事用地測量業務等委託料 756,000 1,479,600 1,009,800

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

山歳地内池周辺整備
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

○ 廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

事業完了により廃止する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 1 継続実施
地元地域から強い要望があり平成27年度に事業化。
地域の生活環境の改善と消防水利の確保を図る事業であ
る。
本事業は平成29年度で完了した。
地元地域から謝意が届いている。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 ○ 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・地域の長年の懸案であり、要望も強くあったもので、悪臭
等生活環境の改善とともに、地域住民の安心安全の確保
のための道路・水路の整備と防火水槽の新設であり、事業
完了したことにより地域の評価は得ている。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
単位当たりの金額が増加しているのは、今年度、大規模な工事に着手したため。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

地元地域から整備を望む声が強い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

比較対象無し

施工件数 #DIV/0! 5,281,200 1,566,000 27,850,400

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

山歳地内池周辺整備
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 朝来特産品PR事業 担当部課 朝来支所 地域振興課

項： 総務管理費

合　　計 236,158 264,600

その他

一般財源 236,158 264,600

県支出金

地方債

合　　計 236,158 264,600

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

14.委託料 60,000 体験圃場農作物管理 100,000

15.使用料及び賃借料 5,000 出店料 2,000

11.需用費 45,678 岩津ねぎキャンペーン材料代、その他消耗品 39,572

12.役務費 0 新聞折込手数料 7,128

120,000 体験学習等協力者謝礼 110,000

9.旅費 5,480 職員旅費等 5,900

事業の目的

・地元野菜の販売を通じて朝来の特産物をPRし、朝来のリピーターとしての交流人口を拡大する。
・地元農家等と連携して、地元小・中学生に特産岩津ねぎの植え付け・収穫体験・料理実習を通じて、岩津ねぎ
の歴史や地域活性化の取組を学び、農業の大切さ、地元地域、地元特産物への誇りや愛着を育むことを目的
とする。

事　 業　 の
実施内容等

１．特産品ＰＲ
　朝来地域自治協議会と連携し、神子畑桜まつり、ふれあい元気まつり、播磨町での地元野菜などの特産品販
売・PR活動を展開する。

２．体験学習
　地元小学生に郷土の特産品岩津ねぎを理解してもらうため、地元農家等と連携して、植え付け・収穫体験・料
理実習を行う。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

7 付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 23 事業種別 1.ソフト事業

目： 朝来支所費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

款： 総務費

重点

日
（ H 29

創生

年 6 月
決算年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート ）

29

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

朝来地域住民
受益者数

（対象者数）
5,773

単
位

人

決算 30
平成 30

特産品
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

ねぎの植付時期が夏休み前になることから、日程的に朝来中学校の体験学習ができなくなったことにより減となった。

現在認識している課題
各種イベントや播磨町で地元農産物の直売・PR活動を展開しており、今後も朝来地域自治協議会・地元農家等との綿
密な連携が必要である。

今後の方向、見通し等

体験学習参加者数 人 250 650 650 510

ねぎの植付時期が夏休み前になることから、日程的に朝来中学校の体験学習ができなくなったことにより減となった。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

小中学生体験学習開催数 回 8 9 9 6

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,488,117 2,319,307 475,450 402,958
2,488,117 2,319,307 475,450 402,958

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 187,000 182,000

2,488,117 2,319,307 475,450 402,958

事業費計 528,117 468,307 264,600 236,158

　正規職員人件費 1,773,000 1,669,000 210,850 166,800

14.使用料及び賃借料 出店料 55,000 50,000 2,000 5,000

13.委託料 体験圃場農作物管理 100,000 100,000 100,000 60,000

12.役務費 新聞折込手数料 0 0 7,128 0

11.需用費 岩津ねぎキャンペーン材料代、その他消耗品 91,947 96,237 39,572 45,678

9.旅費 職員旅費等 181,170 92,070 5,900 5,480

28年度 29年度

8.報償費 体験学習等協力者謝礼 100,000 130,000 110,000 120,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

　朝来地域自治協議会と地元農家等と連携し、各種イベントや播磨町での地元野菜などの特産品販売・PR活動を展開
し、地域活性化に繋げる。
　地元農家等と連携して、地元小・中学生に特産岩津ねぎの植え付け・収穫体験・料理実習を通じて、岩津ねぎの歴史
や地域活性化の取組を学び、農業の大切さ、地元地域、地元特産物への誇りや愛着を育む。

特産品
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

○ 廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

事業の目的を再確認し、他事業（学校・家庭・地域の連携協力推進事業等）との連携を検討する。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

平成30年度から、朝来地域交流・活性化事業に統合

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 ○ 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

平成30年度から、朝来地域交流・活性化事業に統合

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
ねぎの植付時期が夏休み前になることから、日程的に朝来中学校の体験学習ができなくなったことにより微増となった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

小学校からは、郷土の特産品を理解するために、栽培体験学習や料理実習を行ってほしいとの
意見がある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

なし

体験学習参加者数 9,952 3,568 731 790

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

特産品
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 花づくり運動推進事業 担当部課 朝来支所　地域振興課

項： 総務管理費

合　　計 1,583,038 1,048,809

その他

一般財源 1,583,038 1,048,809

県支出金

地方債

合　　計 1,583,038 1,048,809

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

14.使用料及び賃借料 30,000 ビニールハウス用地使用料 30,000

16.原材料費 0 苗木 179,496

12.役務費 40,273 新聞折込み手数料 40,273

13.委託料 380,000 育苗、庁舎周辺植栽（花いっぱい協会） 380,000

0 活動旅費（花いっぱい協会） 0

11.需用費 1,132,765 オープンガーデン冊子、チラシ印刷代、花苗ほか 419,040

事業の目的
市民と行政が連携して花づくりを展開することにより、安らぎとうるおいのある美しい景観を創出し、魅力あるま
ちづくりを推進する。

事　 業　 の
実施内容等

１．花づくり運動推進事業
　育苗や花づくり普及活動、花壇への植栽（庁舎周辺、朝来体育館、朝来駐在所前等）を委託し、より一層花に
あふれる地域を目指す。

２．オープンガーデン事業
　個人やグループの庭を一定期間一般に公開する。またオープンガーデン事業を市内外にPRし、花いっぱいの
まちとして市民の花づくり意欲を高める。

３．美しい里づくり事業
　地域ごとに特色のある花木で修景された美しい里の景観形成を推進するため、花木の植栽や管理を行う地区
または地区内グループに対し、花木などの現物支給による支援を行う。

４．美しい景観の拠点づくり事業
　公共施設や地域の公園、名所等を、花が咲く美しい景観の拠点として整備し、庭園化を進めるとともに、花づく
りの輪を広げることを目的として、個人やグループに対して花苗などを現物支給し、その植栽育苗活動を支援す
る。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

事業開始年度 評価区分 評価

12 循環と共生の環境保全の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 朝来支所費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 総務費

重点

日
（ H 29

創生

年 6 月
決算年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート ）

29

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

朝来地域住民
受益者数

（対象者数）
5,773

単
位

人

決算 30
平成 30

花づくり
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

減少傾向にあるが、花いっぱい協会会員が育苗に力を入れて取り組んでいる。

現在認識している課題

・花づくり運動推進事業 　花いっぱい協会会員が高齢化し、会員数も減少している。
・オープンガーデン事業　　オープンガーデンの出展者が、プライバシーを覗かれるのではないかという不安感があったり、期間中、家を留守にできな
いなどの理由で、出展を辞退する団体が増える傾向にある。また一般観覧者を増やし、市内全域に事業展開していくことが課題である。
・美しい景観の拠点づくり地域住民自らが参画することによって地域の景観を創出しようとする意識を高めていかなければならない。
・美しい里づくり事業　地域で特色ある景観づくり誇りの持てる美しい里づくりを地域の力で進めようとする意識を高めていかなければならない。

今後の方向、見通し等

花のポット苗配布数 個 15,570 15,615 11,700 12,160

花いっぱい協会会員が高齢化し、会員数も減少しているため。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

花の苗栽培人数 人 320 290 185 158

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,786,917 2,842,160 2,108,609 2,199,788
2,786,917 2,842,160 2,108,609 2,199,788

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 589,000 934,000 1,043,900 0

2,786,917 2,842,160 2,108,609 2,199,788

事業費計 1,552,917 1,185,160 1,048,809 1,583,038

　正規職員人件費 645,000 723,000 15,900 616,750

16.原材料費 苗木 379,728 224,208 179,496 0

14.使用料及び賃借料 ビニールハウス用地使用料 30,000 30,000 30,000 30,000

13.委託料 育苗、庁舎周辺植栽（花いっぱい協会） 321,312 380,000 380,000 380,000

12.役務費 新聞折込み手数料 43,302 41,164 40,273 40,273

11.需用費 オープンガーデン冊子、チラシ印刷代ほか 778,575 509,788 419,040 1,132,765

28年度 29年度

9.旅費 活動旅費（花いっぱい協会） 0 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

・花づくり運動推進事業 　　公民館の花講座や朝来地域自治協議会と連携を進め、地域住民主体の活動へ移行したい。
・オープンガーデン事業 　市民講座や花づくり講座を通じてオープンガーデン出展参加者を募る。また出展者の負担を軽減するため、短期間の開
催としている。
・美しい景観の拠点づくり事業 　関係団体や自治協、区長会を通じて、住民の意識を高める。花づくりの輪を広げるために、できるだけ株分けや挿
し芽で苗を増やせるような種類を選定し、配付する。
・美しい里づくり事業　　　　区長会、自治協議会と連携し、育樹活動を継続し地域で特色ある美しい里づくりを行う。

花づくり
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６．成果単位あたり金額（円）

○ 改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

事業内容、成果を検証し、改善見直しする。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

◆現状の事業を継続的に実施する。
朝来地域のみならず様々な地域において、山々の人工林
化が進み、人々の心に安らぎを与え、また、山々の環境を
守る天然林が減少しているなか、心安らぐ朝来地域のまち
づくりとして長年取り組んでいる事業であり、花いっぱい協
会会員においては、高齢化による会員減少が進んでいる
状況ではあるが、新たな会員勧誘に力を注ぎつつ花づくり
に取り組まれている現状を鑑み、市としても美しいまちづく
りに率先し事業展開を図っていく必要があると考える。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
朝来地域のまちづくりには花が必要であるとの意見が多い
ため、次年度以降も進めていきたい。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 有　花苗などの配布（県の事業）

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
花いっぱい協会会員が高齢化し、会員数も減少している中、育苗に力を入れ取り組んでいるため横ばいである。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

花の咲き誇る美しい住環境を作ることによって、地域の魅力度を高め、この地域に住んで良かっ
た、住んでみたいと思わせるような地域づくりをしたいという花いっぱい協会会員の意見が多い。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

オープンガーデン神鍋高原　公開箇所２０箇所
三方オープンガーデン　　　　公開箇所１０箇所

花のポット苗配布数 179 182 180 181

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

花づくり

別紙-031



別紙-032



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 朝来地域交流・活性化事業 担当部課 朝来支所　地域振興課

項： 総務管理費

合　　計 530,247 332,343

その他

一般財源 530,247 332,343

県支出金

地方債

合　　計 530,247 332,343

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

14.使用料及び賃借料 245,944 バス（日本遺産認定イベント）、資器材借上げ（元気まつり） 119,208

11.需用費 145,509 チラシ・大なべ準備費用等（元気まつり、日本遺産認定イベント） 148,407

12.役務費 69,199 郵便代(ふるさと朝来会）、傷害保険料（元気まつり） 18,020

51,275 事業協力者謝礼等（元気まつり） 40,048

9.旅費 18,320 職員旅費（ふるさと朝来会） 6,660

事業の目的
地域内、地域外の交流活動を推進し、交流を通じて連帯感を醸成すると共に、地元特産物などの物流を活発
化して、地域の活性化を目指す。

事　 業　 の
実施内容等

１．ふるさと朝来会との交流事業
　関西圏在住の旧朝来町出身者で構成する「ふるさと朝来会」と連携し、会員を増やすと共に会員へ朝来市の
情報を積極的に発信して朝来市の応援活動を呼びかける。

２．朝来ふれあい元気まつり
　地域内外の交流と物流の活性化を目指し、朝来地域自治協議会を始め、関係機関や各種団体が朝来支所
前に会し、「朝来ふれあい元気まつり」を開催する。また、文化協会「あさご劇場」と同日開催により、集客力を
高める。

３．日本遺産認定イベント
　神子畑地区を含む「播但貫く、銀の馬車道　鉱石の道」が日本遺産認定を受けたことを記念して、神子畑選
鉱場跡前広場で記念イベント（記念植樹・羽渕獅子舞・選鉱場上部からの見学）を実施。地域内外から多くの
関係者、観光者が訪れることにより、地域の活性化を図る。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

6 多文化交流の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 朝来支所費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

款： 総務費

重点

日
（ H 29

創生

年 6 月
決算年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート ）

29

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

朝来地域住民
受益者数

（対象者数）
5,773

単
位

人

決算 30
平成 30

地域交流
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

・ふるさと朝来会
　相互のメリットを考慮した交流を続けて、より多くの会員募り、朝来地域の発展につなげることが必要である。
・朝来ふれあい元気まつり
　朝来地域自治協議会と連携して、地域内、地域間交流を進めているが、自治協や地域の主体的な活動を進めていく
必要がある。

今後の方向、見通し等

ふるさと朝来会会員数 人 194 171 143 150

朝来ふれあい元気まつり開催回数 回 1 1 1 1

ふるさと朝来会の会員数は、ふるさと朝来会会長の呼びかけ（会員募集）により増となった。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ふるさと朝来会会員数 人 194 171 143 150

29年度

朝来ふれあい元気まつり開催回数 回 1 1 1 1

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,319,960 1,425,872 550,893 814,447
1,319,960 1,425,872 550,893 814,447

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 53,000 52,000 0 0

1,319,960 1,425,872 550,893 814,447

事業費計 526,960 342,872 332,343 530,247

　正規職員人件費 740,000 1,031,000 218,550 284,200

14.使用料及び賃借料 バス（日本遺産記念イベント）、資器材借上げ（元気まつり） 229,152 131,952 119,208 245,944

12.役務費 郵便代(ふるさと朝来会）、傷害保険料（元気まつり） 69,821 18,099 18,020 69,199

11.需用費 チラシ印刷費・大なべ材料代（元気まつり） 127,103 137,034 148,407 145,509

9.旅費 職員旅費（ふるさと朝来会） 0 11,880 6,660 18,320

28年度 29年度

8.報償費 事業協力者謝礼等（元気まつり） 100,884 43,907 40,048 51,275

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

・ふるさと朝来会
　情報提供や案内を続け、イベント等への参加を募り、朝来市とのつながり、交流を深めると共に、朝来市の活動に理解
と協力を求める。「朝来ふれあい元気まつり」を開催し、今後もふるさと朝来会を招待するなど市内外から多くの方に朝
来の良さをＰＲする。
・朝来ふれあい元気まつり
　自治協組織や各部会活動を充実させ、行政と自治協の役割や特性を活かして連携し、活発に事業に取り組み交流人
口の増加を図る。今後も文化協会「あさご劇場」と同日開催し、集客力を高める。

地域交流
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

◆現状の事業を継続的に実施する。
主に京阪神地域において、朝来地域出身者で組織された【ふる
さと朝来会】の会員においては、ふるさと朝来への愛着が強く、
朝来支所事業として、毎年、交流事業を展開し、様々な情報交
換をおこない交流を深めている。　また、朝来ふれあい元気まつ
りにおいては、文化協会事業である朝来文化祭と同時開催を図
るなかで、集客力ならびに地域間交流の向上を図っており、ま
た、近年、人気が急上昇している神子畑選鉱場の活用に向け、
土地所有者であるエコマネジメント(株)との調整部局として、日本
遺産活用の事業展開を図る必要があると考える。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
【ふるさと朝来会】会員から、朝来市とのつながりや交流を
深めるたいとの意見が多いため継続開催としたい。
【朝来ふれあい元気まつり】市民から継続開催してほしい
との意見が多いため。朝来地域を代表するまつりであり、
市民ニーズが高いため継続開催としたい。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・朝来ふれあい元気まつりでは、昨年度までは机等は支所の備品を使用していたが、老朽化により借用したため資器材等の借用料が増加し
た。
・日本遺産認定記念イベントを新たに開催し、バス借上料の増加等により全体事業費が増加した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

【ふるさと朝来会】会員から、朝来市とのつながりや交流を深め、ふるさとを盛り上げたいとの意
見が多い。
【朝来ふれあい元気まつり】市民から継続開催してほしいとの意見が多い。

【２】近隣市町で提供されて
  いるサービス水準との比較

なし

朝来ふれあい元気まつり開催回数 1,319,960 1,425,872 550,893 814,447

ふるさと朝来会会員数 6,804 8,338 3,852 5,430

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

地域交流

別紙-035
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

事業の目的

・朝来市内の国際交流協会と連携しながら、国際理解教育の向上や、諸外国との友好交流等を進め、国際性
豊かな市民の育成を図る。
・国際交流員（CIR）を雇用し、フランスバルビゾン市との交流の更なる発展。また、市の国際交流事業全般に
も従事させることでインバウンド観光の推進を図る。

人

事務事業名 国際交流協会支援事業 担当部課 市長公室　秘書広報課

一般財源 2,981,917 1,437,218

合　　計 3,433,779 1,708,000

地方債

その他 451,862 基金利子、CIR住宅賃料 270,782

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 3,433,779 1,708,000

19.負担金補助及び交付金 232,585 自治体国際化協会負担金等 0

19.負担金補助及び交付金 2,373,480 市国際交流協会補助金 1,708,000

12.役務費 26,370 JET傷害保険負担金 0

14.使用料及び賃借料 632,654 宿舎家賃 0

9.旅費 168,690 出張旅費・ＣＩＲ研修費 0

11.需用費 0 CIR消耗品等 0

事　 業　 の
実施内容等

■朝来市連合国際交流協会への補助金交付
①事業の実施主体

・朝来市連合国際文化交流協会
・生野町国際文化交流協会、わだやま国際文化交流協会、山東町国際文化交流協会、あさご町交流協会

②朝来市連合国際交流協会の特認事業
・あさご日本語教室運営事業（交流イベント含む）

⇒計48回開催（毎週火曜19：15～20：15）　学習者26名、ボランティア支援者15名
・会報誌発行事業

⇒600部作成
・記念品制作事業

⇒姉妹都市や国際交流に関する記念品

■国際交流員（CIR）による交流事業等
・フランスバルビゾン村との交流推進
・フランス語教室
・親子フランス料理教室

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 嘱託職員賃金、国際交流員賃金

事業開始年度 評価区分 評価

6 多文化交流の推進 Ｈ 20 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 一般管理費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

国際交流

別紙-037



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

支援者（ボランティア）を増加させるために、広報紙等で募集を行うとともに、教室主催の交流イベントなどを
通じて日本語教室の活動周知を行っていく。

現在認識している課題
在住外国人向けの日本語教室を開催しているが、学習者に対して支援者（ボランティア）の数が少ない状況
があり、今後、教師の運営にも支障が出てくる可能性がある。

今後の方向、見通し等

国際交流・国内交流など多彩な交流が推進されていると感じ
る市民の割合

％ 39 40 40 39

市内企業への外国人実習生が増えている。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

世帯

29年度

あさご日本語教室に通う学習者の人数 人 15 12 17 26

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

23,850,551 14,399,227 6,143,598 8,127,017
24,330,551 14,751,330 6,414,380 8,578,879

0 0
480,000 352,103 270,782 451,862

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 4,309,427 3,842,539 1,900,925 1,710,000

24,330,551 14,751,330 6,414,380 8,578,879

事業費計 10,550,250 3,189,000 1,708,000 3,433,779

　正規職員人件費 9,470,874 7,719,791 2,805,455 3,435,100

19.負担金補助及び交付金 市国際交流協会補助金 9,699,000 2,012,500 1,708,000 2,373,480

19.負担金補助及び交付金 自治体国際化協会負担金、JETプログラム負担金等 72,000 72,000 0 232,585

14.使用料及び賃借料 宿舎家賃 630,000 400,000 0 632,654

12.役務費 JET傷害保険料 25,180 25,180 0 26,370

11.需用費 観光パンフレット印刷（英語、フランス語） 0 550,000 0 0

9.旅費 CIR研修旅費 124,070 129,320 0 168,690

7.賃金 嘱託職員人件費

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

国際交流

別紙-038



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価及び外部評価のとおり、協会組織の一本化を検討しながら、事業の在り方を見直す。

継続実施

改善見直し

○ 抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

◆抜本的見直し（4/4）

　国際交流は必要であるが、事業におけるアウトプット、アウトカムがわかりづらい。どういった目標で海外
都市と事業を行うのかということを改めて検討する必要がある。また、交流は旧町単位で行われているた
めに市全体の国際交流となっていないのが実態であると考えられ、組織の一本化の検討が必要である。

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

◆現状の事業を継続しながら、国際交流事業の在り方を
見直していく必要がある。
◇旧町単位に４つの交流協会がそれぞれ事業を実施して
いるが、事業や参加者の固定化等が見られ、総会におい
て組織の一本化が提案されていることから、協会組織の
検討が必要である。
◇市内で生活する外国人が増加していることから、日本
語教室など暮らしを支える支援のほか、市民との交流な
ど施策展開が必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇中学生の海外派遣及び海外からの中学生受入事業の
希望者は多く、グローバル人材の育成に役立つものであ
る。
◇日本語教室は、現在、朝来市に267名の外国人が生活
をされており、企業の研修生も増えている。その方々が日
常生活を送るうえでも日本語の支援は不可欠である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

・旧町の国際交流協会会員数が年々減っており、かつ若い会員が入会しない。
・あさご日本語教室をもっと他の場所でも行ってほしい。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

豊岡市の日本語教室は豊岡市国際交流協会が運営する教室と、ＮＰＯ法人『あいうえお』とが運営する教
室の２つがあり、１人の教師に複数の学習者の学校スタイルを実施。養父市は当市と同様、１つの教室で
１対１での学習スタイルをとっている。

国際交流・国内交流など多彩な交流が推進されていると感じる市民の
割合

623,860 368,783 160,360 219,971

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

国際交流

別紙-039
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民・朝来市に興味関心を持つ人・その他
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

事業の目的
市民と行政が情報共有し、相互の理解を深めていくため、情報内容の充実や情報提供の迅速化、双方向化、
情報バリアフリーを図りながら、市民が必要な時に必要な情報が入手することができる環境をつくるとともに、市
民参画による情報発信を進める。

人

事務事業名 広報広聴事業 担当部課 市長公室　秘書広報課

一般財源 8,050,761 9,763,688

合　　計 8,940,761 10,895,608

地方債

その他 890,000 広告料等 1,131,920

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 8,940,761 10,895,608

19.負担金補助及び交付金 24,000 日本広報協会負担金 24,000

27.公課費 0 自動車重量税 6,600

14.使用料及び賃借料 2,082,460 ポータルサイト使用料等 2,105,400

18.備品購入費 349,920 編集用ＰＣ更新等 451,606

12.役務費 1,153,500 ホームページ管理システム保守料 1,203,790

13.委託料 0 広報編集委託費等 432,000

342,000

9.旅費 44,830 職員出張旅費 15,160

11.需用費 5,283,141 広報印刷費等 6,315,052

事　 業　 の
実施内容等

1広報紙発行
　一つひとつの情報を吟味し、ホームページ等の媒体とも連携させながら、コンパクトに要点をまとめ、情報の密度が高い紙面づくりを
進める。また、大きな施策は担当課と協力し特集で伝えるなど、メリハリをつけた内容に努めた。

2市政報道
  引き続き、市からの情報提供はもちろん、それ以外の面でも、気軽に記者の皆さんへの情報提供・情報交換を行っていくことで、報道
機関との信頼関係の構築を進め、朝来市からの情報発信が有益に進むように取り組んだ。

3市ホームページ管理運営
ホームページの内情充実と更新頻度の向上へ取り組んだ。

4市ポータルサイトの運営
　観光情報を中心に、飲食、宿泊等、その他市内の情報を一つのサイト（ポータルサイト）として情報発信体制の構築を行うとともに、新
たに市民向け情報の充実も図った。

5まちづくりフォーラム
　新たなコンセプトに基づいた形で、市民の皆さんとともに市の将来について考えることができるフォーラムとするよう進めた。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 2,910 新春懇談会スタッフ謝礼等

事業開始年度 評価区分 評価

29 広報広聴等の充実による情報発信 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 文書広報費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

広報広聴

別紙-041



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

①各課と調整も図りながら、市施策などの情報を市民へしっかりと発信できるようにする。
②まちづくりフォーラム、ふれあい市長室、企業訪問、子育て世代など幅広く意見交換ができる機会を設定し、市の施策
に反映できるように努める。

現在認識している課題

①あらゆる手法で情報発信がされている。広報紙では、市が取り組んでいる重要な施策について特集的に取り上げ、説
明およびPRを行っていく必要がある。
②まちづくりフォーラムをはじめとして、広聴事業への参加者に偏りが出ている現状がある。幅広い世代の意見を聴収
できる工夫を行う必要がある。

今後の方向、見通し等

ホームページページビュー数（アクセス数） 件 8,906,336 6,982,558 4,556,635 4,257,592

市勢要覧を新たに作成したため。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

市政要覧出荷部数 冊 700 450 500 1800

29年度

フォーラム参加者数 人 642 586 622 656

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

18,668,146 21,558,521 22,110,558 20,087,611
19,998,766 22,889,141 23,242,478 20,977,611

0 0
1,330,620 1,330,620 1,131,920 890,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 535,332 519,262 197,990 91,100

19,998,766 22,889,141 23,242,478 20,977,611

事業費計 6,822,507 10,895,886 10,895,638 8,940,761

　正規職員人件費 12,640,927 11,473,993 12,148,850 11,945,750

27.公課費 自動車重量税 6,600 0 6,600 0

19.負担金補助及び交付金 日本広報協会負担金等 24,000 24,000 24,000 24,000

18.備品購入費 広報用備品 0 0 451,606 349,920

14.使用料及び賃借料 広報編集機器リース料等 272,160 812,160 2,105,400 2,082,460

13.委託料 ホームページ仕様変更委託料等 456,624 3,709,800 432,000 0

12.役務費 ホームページ管理システム保守料 986,014 920,940 1,203,790 1,153,500

11.需用費 広報印刷費 4,639,919 5,024,346 6,315,082 5,283,141

9.旅費 職員出張旅費 77,190 69,840 15,160 44,830

8.報償費 まちづくりフォーラム会場スタッフ謝礼 360,000 334,800 342,000 2,910

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

広報広聴

別紙-042



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。まちづくりフォーラムは、若者や女性が参加しやすい工夫をする。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施
◆現状の事業を継続しながら、広報・広聴の内容や方法に
ついて改善を図っていく。
◇市広報については、市の重点施策等の周知や理解が進
むよう工夫を凝らした企画が必要である。
◇まちづくりフォーラムについては、人口減少が進む中、地
域自治・福祉・防災など市民生活と行政との密接なデーマ
を設定・企画するとともに、参加者を増やす工夫が必要で
ある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

1 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆市民の必要とする情報や行政施策について効果的に情
報発信を行っていく。
◇さまざまな媒体を利用して市をＰＲし、各施策に繋げてい
く。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
ホームページアクセス数の減少による。必要とされる情報の充実が必要である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

広報紙・ホームページとも、市からの情報提供はもちろん、市民の皆さんの情報も積極的に発信
出来るような工夫を続け、役に立つメディアとなることが必要。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

広報誌、ホームページ、その他のSNSは、近隣市町それぞれに特色があり、良い情報提供がなさ
れている。本誌も見劣りしている事は無い。

ホームページページビュー数（アクセス数） 2 3 5 5

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

広報広聴

別紙-043



別紙-044



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

ふるさと寄附者
受益者数

（対象者数）
19,649

単
位

事業の目的
ふるさと寄附制度を広く周知啓発し寄附金を集め、これを財源に効果的な事業を実施することで、市民生活の
利便性を向上させる。

人

事務事業名 ふるさと寄附金事業 担当部課 市長公室　秘書広報課

一般財源 37,947,902 32,564,860

合　　計 461,026,242 378,434,771

地方債

その他 423,078,340 ふるさと寄附金 345,869,911

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 461,026,242 378,434,771

14.使用料及び賃借料 26,179,850 各種システム利用料 20,788,764

25.積立金 281,098,943 ふるさと創生基金積立金 213,263,709

11.需用費 1,041,094 パンフレット印刷、封筒印刷 753,671

12.役務費 10,671,238 パンフレット郵送代、クレジット決済手数料、広報料 11,022,425

8.報償費 141,979,397 寄付者へのお礼の返礼品 132,606,202

9.旅費 55,720 職員出張旅費 0

事　 業　 の
実施内容等

①インターネットサイト（「ふるさとチョイス」「楽天ふるさと納税」「さとふる」）を活用しての寄附受付　②返礼品のPR及び新
規返礼品の企画調整　③メディア（雑誌、テレビ）への広報　④関係団体（東京あさご会、関東銀例会）での広報
■寄附金の使途
（1）好きなまちで働く事業　　（2）好きなまちでエコライフ事業　（3）好きなまちで子育て事業  （4）好きなまちで生涯現役事
業
（５）その他

■お礼の特産品　全242品（平成30年３月現在）
▼寄附金額　 ▼商品数　　▼返礼品額（還元率） ▼寄附金額  　▼商品数　　▼返礼品額（還元率）
5千円～　　　　51品　　　　　1,500円相当（30％） 1万円～　　　　　67品　　　　　3,000円相当（30％）
2万円～　 　44品　 　6,000円相当（30％）　 　3万円～　  25品　 　9,000円相当（30％）
5万円～　 　18品　 　15,000円相当（30％） 　8万円～　  10品　 　24,000円相当（30％）
10万円～　 　14品　 　30,000円相当（30％）  12万円～　 　1品　 　36,000円相当（30％）
20万円～　 　6品　 　60,000円相当（30％）  24万円～　 　1品　 　72,000円相当（30％）
30万円～　 　2品　 　90,000円相当（30％）  50万円～　 　2品　 　150,000円相当（30％）
120万円～　 　1品　 　360,000円相当（30％）

■平成29年度寄附件数・金額　19,649件／423,078,340円
■平成28年度寄附件数・金額　19,262件／345,869,911円

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 臨時職員賃金

事業開始年度 評価区分 評価

34 持続可能な自律した財政運営 Ｈ 20 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

総合計画を基軸とする行政マネジメントシステムの確立《実現の方策》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

ふるさと寄附
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・寄附者にとって寄附金でどのような事業を実施したのかを分かりやすく広報する。
・寄附件数・寄附金額の更なる増加のため、インターネットサイトでの返礼品ページの充実を図る。
・返礼品取扱事業者、生産者との連携を図り、新規返礼品の開拓に努める。

効果的なPRや寄付者への丁寧な対応、返礼品の見直しにより、件数及び寄付額とも増加した。

現在認識している課題

・寄附者にとっては、寄附金で具体的にどのような事業を実施しているのかが分かりにくい。
・過去に朝来市に寄附をしていただいた方への情報提供ができていない。
・寄附が集まる11月、12月にかけて業務が集中し、人手不足になる。
・返礼品のバリエーションを特産品を活かしながら、さらに充実させていく必要がある。

今後の方向、見通し等

ふるさと寄附金額 円 30,187,587 169,303,802 345,869,911 423,078,340

ふるさと寄附件数 件 1,017 10,196 19,262 19,649

寄附金の増加に比例して、必要経費も増加した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

事業費（積立金を除く） 円 657,000 67,045,881 165,171,062 179,927,299

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

12,233,686 79,001,673 41,090,940 49,550,627
42,421,273 248,305,475 386,960,851 472,628,967

0 0
30,187,587 169,303,802 345,869,911 423,078,340

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 802,999 1,402,008 4,008,680 4,636,575

42,421,273 248,305,475 386,960,851 472,628,967

事業費計 36,342,133 236,349,683 378,434,771 461,026,242

　正規職員人件費 5,276,141 10,553,784 4,517,400 6,966,150

25.積立金 ふるさと創生基金積立金 30,187,587 169,303,802 213,263,709 281,098,943

14.使用料及び賃借料 各種システム利用料 24,300 3,530,266 20,788,764 26,179,850

12.役務費 郵送代、クレジット決済手数料、広報料 50,000 1,937,843 11,022,425 10,671,238

11.需用費 パンフレット印刷、封筒印刷 403,180 486,940 753,671 1,041,094

9.旅費 職員出張旅費 0 0 0 55,720

8.報償費 寄付者へのお礼の返礼品 5,677,066 61,090,832 132,606,202 141,979,397

7.賃金 臨時職員賃金

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ふるさと寄附
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

○ 拡充

2次評価のとおり拡充する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施 ◆現状の事業を拡充し実施する。
◇財政難の中、毎年、寄付金額が増加しており市の重要
な財源となっており、今後も工夫を凝らし、寄付金の増を目
指す。
◇寄付者のニーズを測りながら、本市の産品の販売拡大
を考慮した返礼品の追加や見直し、有効なポータルサイト
の選択、丁寧な対応等で事業の維持拡大を図る。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

◆現状の事業を拡充し実施する。
◇ふるさと寄付金制度を活用し、全国から朝来市に関心を
持ってもらい、朝来市を知っていただき、寄付をいただくた
めの事業を展開しなければならない。
◇朝来市のPRとともに、移住、定住の情報も発信していく
ことが必要である。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
寄附金増加による事業費増額のため

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

市民ニーズは把握していないが、市内取扱事業者からは、商品ＰＲに繋がると好評をいただいて
いる。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

豊岡市は返礼品発注業務をＪＴＢに業務委託している。養父市は朝来市と同様に直営で実施して
いる。

ふるさと寄附件数 41,712 24,353 20,089 24,054

ふるさと寄附金額 1.41 1.47 1.12 1.12

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ふるさと寄附
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

19.負担金補助及び交付金 5,778,939 但馬空港推進協負担金、市促進協補助金

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

11 利便性のある公共交通の確保 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
但馬空港利用を促進し、空港を拠点として観光等による交流人口の拡大を図り、但馬地域及び朝来市の発展
に資する。

事　 業　 の
実施内容等

○ 但馬３市２町で構成する但馬空港推進協議会への負担金（850,000円）
○ 但馬空港利用促進を図るための、利用者への助成を行う朝来市但馬空港利用促進協議会への

補助金（4,928,939円）
○ 朝来市の利用目標人数は902人であったが、実績は1,383人で目標人数を達成した。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

4,866,570

合　　計 5,778,939 4,866,570

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 5,778,939 4,866,570

合　　計 5,778,939 4,866,570

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 但馬空港利用促進事業

但馬空港
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・但馬空港推進協議会構成団体である市内企業・団体等への積極的な搭乗を促すPRを図るとともに、広報
紙等でもＰＲを行う。
・東京乗継便（ホテルとセットの割安プラン）をＰＲし、利用者の増加を図る。
・平成30年５月より新型機が導入され、座席数が増加した。（48席）

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 推進協への負担金、市促進協への補助金 4,203,937 4,417,650 4,866,570 5,778,939

事業費計 4,203,937 4,417,650 4,866,570 5,778,939

　正規職員人件費 2,491,000 3,697,000 1,885,980 413,150

　臨時職員人件費 267,000 260,000 46,150 616,950

6,961,937 8,374,650 6,798,700 6,809,039

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

6,961,937 8,374,650 6,798,700 6,809,039
6,961,937 8,374,650 6,798,700 6,809,039

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

円

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

搭乗者数 人 677 739 933 1,383

平成27年度以降、ふるさと納税寄附者の利用が増加している。

現在認識している課題
・助成件数の約14%が一般市民、約24％が市役所職員である。
・一般市民の利用が相対的に少ない。

今後の方向、見通し等

但馬空港
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

搭乗者数 10,284 11,332 7,287 4,923

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成27年度からふるさと納税寄附者の利用により単位当たりの金額は減少している。
引き続き利用促進を図り、搭乗者数の増加を目指す。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

なし

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

但馬内全ての市町で但馬空港利用者への助成をしている。

【３】代替サービスの有無 なし

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆改善見直しを行う。
◇但馬空港を維持していくため県、但馬広域、但馬管内市
町が連携して利用促進を図る必要がある。
◇市民の利用を増やす取組みを検討し、搭乗目標の達成
のため、積極的なＰＲを実施する。

事業実施の必要性 2 継続実施

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

◆改善見直しを行う。
◇29年度は利用目標人数は902人であったが、実績は
1,383人で目標人数を達成したが、ふるさと納税の利用者
による市外の方の利用が大半であった。
◇市民の利用を増やす取組みを検討し、搭乗目標の達成
のため、積極的なＰＲを実施する。

事業手法の適切さ

2 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2

継続実施

C 市民ニーズの把握 1

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

H30年度の改善内容を踏まえ、継続実施する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

○ 継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

2

但馬空港
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

1.報酬 424,500 総合計画審議会、行財政改革推進委員会の委員報酬

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

総合計画を基軸とする行政マネジメントシステムの確立《実現の方策》 事業開始年度 評価区分 評価

33 総合計画に基づく成果志向の進行管理 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
　第2次総合計画に基づき計画的な自治体経営を推進する。実施計画・予算編成・行政評価が有機的に連動
した行政マネジメントシステムを確立する。
　平成33年度の普通交付税一本算定に向け、選択と集中による効果的・効率的な行財政改革に取り組む。

事　 業　 の
実施内容等

○総合計画の進行管理（行政マネジメントの推進）
部運営方針ヒアリングや事業計画レビューを通じて、総合計画の進行管理を行った。

○第2次総合計画後期基本計画の策定
総合計画審議会（8回）での答申を受け、H30.3に議会の議決を得て後期基本計画を策定した。

○市民アンケートの実施
総合計画の施策指標等の状況を把握するため、市民アンケート及び中学3年生アンケートを実施した。

○行財政改革の推進
第3次行財政改革大綱実施計画の進捗状況を把握し、市の行政経営や行政改革の現状評価や分析を行った。

○行政評価の推進
◆事務事業評価

各課による1次評価、各部長による2次評価及び市長副市長による最終評価（187事業）を行った。
市民や外部有識者等で構成する外部評価委員会を開催し、外部評価（8事業）を行った。

◆施策評価
市民アンケートで意向調査を行った上で、各課による1次評価及び各部長による施策評価（36施策）を行った。

○公共施設再配置の検討
個別施設の再編の方向性について、施設所管課との意見交換を行った。
公共施設の保全管理、不具合箇所の早期発見のため施設管理に関する研修会（11/27）を開催した。
公共施設管理システムの運用を開始した。

○政策（調整・決定）会議の開催
政策判断を要する各種案件を審議する政策調整会議（17回）及び政策決定会議（16回）を定期的に開催した。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

252,000

8.報償費 225,000 委員会委員等謝礼 275,000

9.旅費 65,460 職員出張旅費、委員職員出張旅費 105,730

11.需用費 898,865 会議用お茶、後期基本計画等印刷費 431,754

12.役務費 410,000 アンケート郵便料 200,000

13.委託料 6,092,820 行政評価支援業務、後期基本計画策定業務、公共施設指導業務 9,698,400

14.使用料及び賃借料 388,800 公共施設マネジメントシステム利用料 0

合　　計 8,505,445 10,962,884

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 8,505,445 10,962,884

合　　計 8,505,445 10,962,884

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 行政マネジメント推進事業

行政マネジメント

別紙-053



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

総合計画後期基本計画の35施策の進行管理を行う。
効果的かつ効率的な行政マネジメントシステムを構築し、常に業務改善を図りながら、施策・事務事業評価及び行財政改革の結果と予算反映が連動
した行政マネジメントを行う。
公共施設を取り巻く状況の変化に対応していくため、公共施設再配置基本方針に基づき、各公共施設個別のマネジメントに取り組む。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

1.報酬 総合計画審議会、行財政改革推進委員会の委員報酬 0 45,000 252,000 424,500

7.賃金 託児スタッフ賃金 2,460 0 0 0

8.報償費 委員会委員等謝礼 129,215 146,270 275,000 225,000

9.旅費 職員出張旅費、委員職員出張旅費 410,890 177,660 105,730 65,460

11.需用費 会議用お茶、後期基本計画等印刷費 116,471 172,663 431,754 898,865

12.役務費 アンケート郵便料 0 300,000 200,000 410,000

13.委託料 行政評価支援業務、後期基本計画策定業務、公共施設指導業務 3,024,000 8,013,600 9,698,400 6,092,820
14.使用料及び賃借料 公共施設マネジメントシステム利用料 0 0 0 388,800

18.備品購入費 共有LANディスク代 129,600 0 0 0
19.負担金補助及び交付金 人口減少に立ち向かう自治体連合負担金 0 10,000 0 0

事業費計 3,812,636 8,865,193 10,962,884 8,505,445

　正規職員人件費 10,311,000 7,101,000 12,070,710 11,865,500

　臨時職員人件費 133,000 130,000 274,040 487,200

14,256,636 16,096,193 23,307,634 20,858,145

財
源
内
訳

特
定
財
源

14,256,636 16,096,193 23,307,634 20,858,145
14,256,636 16,096,193 23,307,634 20,858,145
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

回

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

効率的な行政運営がされていると感じる市民の割合 % 18.6 19.8 18.6 21.2

徐々にであるが、上昇傾向にある。

現在認識している課題

全職員が総合計画の重要課題である人口政策（人口減少問題）を意識して業務に取り組む必要がある。
より効果的かつ効率的な行政マネジメントシステムを構築する必要がある。
公共施設の老朽化に伴う改修や建替え時期を迎える一方で、少子高齢化の進展等により、市民の行政サービスに対するニーズは大きく変化していく
ことが予想されることから、それらに適切かつ柔軟に対応していくことが求められる。
また、市の財政として将来的な歳入の大幅な伸びが見込めない中、老若男女さまざまな市民の皆さまが利用する公共施設において、改修や建替え
を適切に実施し、安全性を確保していくというあたりまえのことが困難な状況になっている。

今後の方向、見通し等

行政マネジメント
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

効率的な行政運営がされていると感じる市民の割合 766,486 812,939 1,253,099 983,875

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・平成28年度は行財政改革大綱の策定に係る人件費や需用費が増加したため、それぞれ成果単位あたり金額も増加している。
・常に業務改善を意識しながら、より効率的かつ効果的な行政運営を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

効率的な行政運営がされていると感じている市民の割合は、平成30年度23.3%、平成29年度
21.2%、平成28年度18.6%となっている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

他自治体でも総合計画に基づいた魅力あるまちづくりを展開している。また、厳しい財政状況の中でも良
質な公共サービスが 確実、効率的に実施されるよう、地域の実情に応じて自主的に行財政改革に取り組
んでいる。

【３】代替サービスの有無 なし

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充 ◆改善見直しをしながら、効率的な行政運営を行う。
◇市が主体となって総合計画に基づいたまちづくりを進め
る必要があり、市民全体に影響する事業である。
◇平成33年度の普通交付税一本化など厳しい財政状況
を見据え、市民サービスや地域活力の維持向上のため、
市民ニーズを把握しながら行財政改革・行政評価に取り
組んでいく。
◇第2次総合計画の進行管理を行い、効果等を検証しな
がら、効果的・効率的な行政運営を行う。

事業実施の必要性 2 継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

◆改善見直し。
◇29年度に後期計画を策定し、30年度から後期計画がス
タートする。成果指標を意識し、進捗状況を管理していく。
事務事業評価、行政改革、事業計画ﾚﾋﾞｭｰとの一体的な
取組により新年度予算につなげていく仕組みを再構築す
る。
◇第３次行革に本格的に取り組んでいく。実施計画の適
切な進行管理のほか、公共施設再配置、補助金検討委員
会、業務改善については積極的に推進していく。

事業手法の適切さ

3 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 3 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3

継続実施

C 市民ニーズの把握 3

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

行政マネジメントについては常に改善を図りながら、併せて行財政改革推進委員会の取り組みを推進す
る。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

○ 改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

3

行政マネジメント
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民・市外・企業
受益者数

（対象者数）
単
位

8.報償費 86,000 推進会議委員報償費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 56.03%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

1 朝来ブランドの創造 Ｈ 26 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
◆重点プロジェクト　1-①-1-1-【1】

朝来市の魅力を創造し発信することで、定住人口及び交流人口を拡大し、誰もが市に愛着と誇りが持てるま
ちづくりを進めるため、市民と行政が一体となった総合的かつ戦略的なシティプロモーションを推進する。

事　 業　 の
実施内容等

「朝来市シティプロモーション戦略」に基づき、朝来市独自のシティプロモーションを市内外へ向けて発信し、シ
ビックプライドの育みを試みた。一過性で終わりがちな「外向きの差別化」ではなく、持続的な発展を見据えた、
「内向きの主体化」を目指す。

◆シティプロモーション推進事業における事業内容
・推進会議、担当者会の開催（コミュニケーション拠点に関するあり方検討、各課推進事業の進捗状況の確認
など）
　【推進会議：11月21日・3月20日、担当者会：6月16日・2月20日】

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

90,000

9.旅費 92,960 職員出張旅費 15,100

11.需用費 135,316 中学生向け冊子印刷等 0

13.委託料 496,000 シティプロモーション推進会議等企画運営業務 0

合　　計 810,276 105,100

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 356,298 地方創生推進交付金

県支出金

地方債

その他 300,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 153,978 105,100

合　　計 810,276 105,100

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 シティプロモーション推進事業

シティプロモーション
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

シティプロモーション戦略に明記されている「コミュニケーション拠点」の要件を満たす機能・場所について、引き続き検
討していく。
検討していくうえで、現状に合わせたプロセスの見直しも行う。（推進会議委員の委嘱等含む）

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 推進会議委員報償費 444,000 196,000 90,000 86,000

9.旅費 戦略策定にかかる打合せ等 109,670 13,180 15,100 92,960

11.需用費 消耗品費、チラシ・中学生向け冊子印刷 5,519 412,476 135,316

13.委託料 シティプロモーション戦略策定業務、映像作成業務等 2,999,592 2,298,888 496,000

事業費計 3,558,781 2,920,544 105,100 810,276

　正規職員人件費 3,055,000 2,123,000 1,731,900 482,000

　臨時職員人件費 130,000 9,750

6,613,781 5,173,544 1,846,750 1,292,276

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 356,298
0 0
0 0
0 300,000

6,613,781 5,173,544 1,846,750 635,978
6,613,781 5,173,544 1,846,750 1,292,276

100.00% 100.00% 100.00% 56.03%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

シティプロモーション推進会議等開催件数 回 7 6 5 4

平成26～27年度にかけてシティプロモーション戦略の策定を行い、平成28～29年度は各課においてそれぞれの事業を
展開しているため、実施状況の確認等が会議の主要な内容となったため回数が微減した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市に誇りや愛着を持つ市民の割合 % 64.2 62.7 62.5 63.9

知人に朝来市への移住・定住を勧めたい市民の割合 % 37.7

シティプロモーション推進事業はH27～H29年度で第１フェーズが終了したところであり、自身がまちの一部だと気づく段階であ
り、H30年度から第2フェーズとして、まちと自分のつながりを体感する段階に入る。今後、シビックプライドが広がることで、誇りや
愛着を持つ市民や移住・定住を進める市民の割合が増えると予想している。

現在認識している課題
シティプロモーション戦略に基づき各担当課において事業が推進されているが、人がつながりフェイストゥフェイスで、ま
ちの良さを伝えることができるといった、コミュニケーション拠点における機能の整理など、あり方について未調整であ
る。

今後の方向、見通し等

シティプロモーション
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市に誇りや愛着を持つ市民の割合 103,018 82,513 29,548 20,223

知人に朝来市への移住・定住を勧めたい市民の割合 34,278

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
朝来市に誇りや愛着を持つ市民の割合は横ばいであるが、事業費が減少しているため、単位あたり金額が減少している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

シティプロモーション推進会議委員から市民や移住者、観光客が集うコミュニケーション拠点の必
要性とあり方への意見があった。また、情報発信の手法の改善の提案があった。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

朝来市のシティプロモーションは市外ではなく市内向きの発信を重視し、シビックプライドを醸成
することにポイントを置いている。

【３】代替サービスの有無
H30年度からシティプロモーション戦略の第2フェーズに入り、行政からの発信だけでなく、市民・
企業などもまちの魅力を発信する主体になるようにつなげていく。

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆シティプロモーション戦略に基づき継続して事業を行う。
◇市民のシビックプライドを醸成し「魅力的なまち」というイメージを発信
し、交流人口を増加させるとともに次代の担い手となる若者世代の定
住促進を図る。
◇広報誌に毎月掲載することにより市民の間にも周知が進んだ。また、
名刺や名札等の様式を統一することで、職員にも認識が深まった。
◇引き続き戦略に基づいた事業を行う。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 2 改善見直し

◆シティプロモーション戦略に基づき継続実施する。
◇市広報や人財育成事業などで事業展開を図ってきてお
り、少しずつ浸透してきている。
◇市民や企業の理解や協力を得るためのＰＲを積極的に
おこなうとともに、シビックプライドを育む人財育成事業の
展開により、若者世代の定住促進につなげていく。

事業手法の適切さ

1 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

1

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

市民や企業の理解や協力を得るための取り組みを再考する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

○ 改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

2

シティプロモーション
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

8.報償費 62,000 創生会議委員報償費等

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

総合計画を基軸とする行政マネジメントシステムの確立《実現の方策》 事業開始年度 評価区分 評価

33 総合計画に基づく成果志向の進行管理 Ｈ 27 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 朝来市創生に向けて、朝来市創生総合戦略に基づいた事業を行う。

事　 業　 の
実施内容等

○朝来市創生会議の開催　　　１回
「朝来市総合創生戦略」に基づく施策の検討、下記朝来市創生事業における効果の検証

＜地方創生推進交付金＞
・住みたい田舎移住促進プロジェクト
・福知山市・丹波市・朝来市定住生活圏域創生人財・産業育成事業
・銀の馬車道　鉱石の道活用推進事業

＜地方創生拠点整備交付金＞
・多々良木ロックフィルテラス整備事業
・経済環境循環「朝来モデル」推進事業

○朝来市創生事業にかかる各課調整及び国からの情報収集、交付申請事務
○新たな創生事業の検討

○ひょうご地域創生交付金にかかる各課調整及び県からの情報収集、交付申請事務

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

69,040

9.旅費 147,550 職員出張旅費、委員旅費 618,210

11.需用費 1,050 創生会議用お茶 3,300

13.委託料 0 創生推進事業アドバイザー業務等 996,000

19.負担金補助及び交付金 10,000 人口減少に立ち向かう自治体連合年会費 10,000

合　　計 220,600 1,696,550

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 220,600 1,696,550

合　　計 220,600 1,696,550

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 創生総合戦略推進事業

総合戦略
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

これまで実施した事業の進捗状況やその効果の検証を行う。
また、現状を踏まえ、これまでの取り組みやまちの強みを生かしながら、平成31年度新規創生事業の検討を行い、創
生総合戦略の一層の推進を図る。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 4,920

8.報償費 創生会議委員報償費等 524,649 69,040 62,000

9.旅費 職員出張旅費、委員旅費 1,421,510 618,210 147,550

11.需用費 創生会議用お茶 446,112 3,300 1,050

13.委託料 創生推進事業アドバイザー業務等 1,096,800 996,000
19.負担金補助及び交付金 人口減少に立ち向かう自治体連合年会費 10,000 10,000

事業費計 0 3,493,991 1,696,550 220,600

　正規職員人件費 1,918,000 2,795,500 2,537,900

　臨時職員人件費 1,950

0 5,411,991 4,494,000 2,758,500

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

0 5,411,991 4,494,000 2,758,500
0 5,411,991 4,494,000 2,758,500

#DIV/0! 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市創生会議の開催回数 回 5 1 1

創生総合戦略がH27年度に策定され、H29年度の創生会議ではH28年度に実施した事業の検証を行った。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市の制度を利用して転入した人数 人 129 116 107

市制度を利用した転入者数については、一定数を確保している。

現在認識している課題
創生総合戦略は５年計画（H27～31）で策定されており、折り返しをすぎたため、これまで実施した事業の進捗状況や
その効果の検証を行うとともに、改善が必要なところは、柔軟に改善しながら、効果的に事業を推進する必要がある。

今後の方向、見通し等

総合戦略
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市の制度を利用して転入した人数　 41,953 38,741 25,780

0

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
制度実績による転入者数は横ばいとなっているが、事業費が減少したため単位当たりの金額が減少している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

無

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣各市においても、人口減少に立ち向かうべく、移住定住促進等の事業に取り組んでいる。

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆継続実施する。
創生総合戦略の期間である平成31年度まで進行管理を
行いながら事業を実施する。
国の動向を注視しながら、平成32年度以降の取り組みに
ついての情報収集を行う。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 3 改善見直し

◆継続実施する。
◇地方創生推進交付金を活用しながら事業を実施し、ＫＰ
Ｉ達成状況を把握しながら進行管理、全体調整を行う。
◇平成29年度は5年計画の中間年に当たり、現行の推進
交付金事業を検証する一方で、現行事業の終了を見据
え、新たな事業の企画設計を行う必要がある。

事業手法の適切さ

3 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

現行の事業検証を行いながら、H32年度以降の新たな創生総合戦略に向けた準備を進める。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

○ 継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

2

総合戦略
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

8.報償費 25,600 協議会委員謝礼、市民のつどい参加団体謝礼

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 交通安全対策費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

10 消防・防犯体制と交通安全の充実 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
交通安全キャンペーンや交通安全教室を実施することにより交通安全意識の向上やモラルの高揚を図るとと
もに、交通立ち番などにより交通事故の抑制、防止に努める。

事　 業　 の
実施内容等

◆朝来警察署、朝来市交通安全協会等、各種団体と協力し、以下の事業を行った。
○朝来市交通安全対策協議会の開催【7月7日】
○各こども園、小中学校等で交通安全教室の開催【31回】
○老人クラブを対象とした高齢者への交通安全教室の開催【32回】
○新入生・新入園児に対する交通安全物品（黄色安全帽子、黄色ジャンプ傘、反射安全タスキ）を配布
○ＰＴＡ等に対する交通安全啓発資材（黄色安全帽子、黄色安全タスキ）の配布
○交通安全キャンペーンの実施（年４回）
○交通安全立ち番（春・秋の全国交通安全運動時）の実施
○青パトによる巡回広報、のぼり旗の掲出、ＣＡＴＶ・電光掲示板での啓発活動
○スケアードストレイト（スタントマンが事故を再現）による交通安全教室

【7月3日：八王子グラウンド　生野中学校・地元住民　約120名参加】
○市民のつどい開催（消費者生活センター・兵庫県防犯アドバイザーによる講和）【11月10日：ささゆりホール】
○交通災害共済加入促進事務

◆交通災害事務交付金（603,910円）
○加入募集推進経費（232,000円）

調整世帯数11,600世帯×＠20円
○事務取扱交付金（371,910円）

加入人数12,397人×＠30円

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

58,600

9.旅費 20,690 職員出張旅費 21,730

11.需用費 827,455 交通安全啓発用物品、青パト維持管理費、回転灯電気料等 929,773

12.役務費 24,163 自動車損害共済 56,996

27.公課費 0 自動車重量税 6,600

合　　計 897,908 1,073,699

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 603,910 交通災害事務交付金 618,760

一般財源 293,998 454,939

合　　計 897,908 1,073,699

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 交通安全対策事業

交通安全
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

朝来警察署・朝来市交通安全協会等の関係団体と連携を強化し、一層の交通安全啓発を推進する。
市民のつどいに、幼・小・中学生や市民が参加しやすいように、内容を精査していく。
共通災害共済制度については、廃止に向けて市民に分かりやすく周知していく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 協議会委員謝礼、市民のつどい参加団体謝礼 34,400 20,000 58,600 25,600

9.旅費 職員出張旅費 47,840 7,810 21,730 20,690

11.需用費 交通安全啓発用物品費、青パト維持管理費、回転灯電気料金等 1,198,407 886,910 929,773 827,455

12.役務費 自賠責保険料、車検手数料等 65,770 27,248 56,996 24,163

27.公課費 自動車重量税 6,600 0 6,600 0

事業費計 1,353,017 941,968 1,073,699 897,908

　正規職員人件費 1,701,000 4,249,000 3,108,970 1,025,630

　臨時職員人件費 268,000 130,000 132,470 334,875

3,322,017 5,320,968 4,315,139 2,258,413

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

644,530 629,980 618,760 603,910
2,677,487 4,690,988 3,696,379 1,654,503
3,322,017 5,320,968 4,315,139 2,258,413

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

交通安全キャンペーン 回 4 4 4 4

春・秋の全国交通安全運動、夏・年末の交通事故防止運動の期間に交通安全キャンペーンを実施している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

交通事故減少件数（人身）（平成25年度比延べ件数） 人 36 36 45 77

交通事故発生件数（人身） 人 101 101 92 60

平成25年度と比べてどの年度も交通事故件数（人身）は減少している。
平成25年度交通事故発生件数（人身）　137件

現在認識している課題

市民のつどいの参加者は、区長会・老人会等を中心とした参加となっており、もっと市民の参加意識を高める必要があ
る。
市民のつどいでは、講演等を充実させ、より効果的な意識啓発を図る必要がある。
交通災害共済制度が平成31年度をもって廃止が決まった。

今後の方向、見通し等

交通安全
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

交通事故減少件数（人身）（平成25年度比延べ件数） 92,278 147,805 95,892 29,330

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成29年度は著しく交通事故件数（人身）が減少している。
朝来警察署、朝来市交通安全協会等の関係団体と連携し、一層の交通安全啓発を推進する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

交通安全対策協議会では交通安全意識の普及啓発が重要との意見がある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

各市町とも警察、交通安全協会等と連携し交通安全の推進に努めている。

【３】代替サービスの有無 なし

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆継続実施する。
◇交通事故の減少、死亡事故ゼロを目指して、市民に対
して交通安全に対する自覚と責任を認識してもらう必要が
ある。
◇交通安全運動期間中だけでなくあらゆる機会を通じて
交通安全意識を高める啓発活動を行う。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 2 改善見直し

◆継続実施する。
◇市内の交通事故の実態として、高齢者の事故が多いた
め、それを踏まえた高齢者の交通安全教室等の啓発が必
要となっている。
◇市民のつどいについても、本市の交通事故実態を踏ま
えた内容にしていく必要がある。

事業手法の適切さ

3 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3

継続実施

C 市民ニーズの把握 1

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。交通災害共済廃止の周知を徹底する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

○ 継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

2

交通安全
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

19.負担金補助及び交付金 50,444,000 県及び市単独補助等

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 71.20%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 諸費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

11 利便性のある公共交通の確保 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
公共交通機関である路線バス運行について、補助金を交付することにより支援し、地域住民の福祉の向上及
び利便性の確保を図る。

事　 業　 の
実施内容等

路線バス事業者に対する赤字補てん。（国・県協調補助、市単独補助路線）
【対象路線】計21路線
☆地域間幹線系統（国庫協調補助）1路線＜全但バス＞①山口本線
☆地域間準幹線系統（県補助）9路線 　＜神姫 ＧＢ＞①粟賀生野学園線 ②粟賀喜楽苑線 ③新野駅生野学園線

　　＜全但バス＞①八鹿和田山線　②竹ノ内与布土線　③八鹿建屋線
④中央公園八鹿線　⑤生野本線　⑥山口本線

☆地域内フィーダー系統（市単独補助）　＜神姫 ＧＢ＞①生野駅栃原生野学園線②生野駅生野学園線
11路線 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③生野駅喜楽苑線④黒川線

　　＜全但バス＞①竹ノ内与布土線　②白井線　③柴線　④金浦線
⑤新井井坪線　⑥和田山駅生野線　⑦循環線

【補助内訳】
☆国・県協調補助（地域間系統）　 [全但バス]18,938千円　　[神姫GB]3,483千円
☆市単独補助（地域内系統）  [全但バス]17,862千円　　[神姫GB]9,216千円
☆車両減価償却補助（国県随伴）　[全但バス]    945千円
【補助負担等】
　国・県補助については、補助経費等の算出方法が事前算定方式となり、その算定に基づいた内定額の限度内で交付決定され
る。補助率は竹ノ内与布土線（旧市町域で複数に跨る）のみ1/2補助、その他（現市町域で複数に跨る）は2/3補助。市単独補助
については、実績に基づく事後算定方式により、交付決定する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

47,651,000

合　　計 50,444,000 47,651,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 14,530,000 地方バス等公共交通維持確保対策補助金 13,923,000

地方債

その他

一般財源 35,914,000 33,728,000

合　　計 50,444,000 47,651,000

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 路線バス確保対策事業

路線バス

別紙-069



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

路線バスとコミュニティバスとのダイヤ接続を重視し、利用促進を図っていく。
各路線別に利用状況を整理し、定期的に見直しを実施し、効率的・効果的な運行を目指す。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 県及び市単独補助等 43,894,000 40,072,000 47,651,000 50,444,000

事業費計 43,894,000 40,072,000 47,651,000 50,444,000

　正規職員人件費 664,000 1,611,000 256,450 232,900

　臨時職員人件費 133,000 130,000 0 37,200

44,691,000 41,813,000 47,907,450 50,714,100

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
12,344,000 10,818,000 13,923,000 14,530,000

0 0
0 0

32,347,000 30,995,000 33,984,450 36,184,100
44,691,000 41,813,000 47,907,450 50,714,100
71.88% 73.00% 70.78% 71.20%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

補助路線数 本 21 19 21 21

利用実績等により補助路線が決定する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

路線バス利用者数（※バス年度単位） 人 210,565 181,808 203,164 188,939

年に２回の乗降調査により、補助路線の利用者数を割り出している。
自動車運転免許を保有する高齢者の割合が増えているため、高齢者全体のバス利用者数が減少傾向にある。
平成28年度以降は、公共交通第二次再編によってアコバスの利用者が路線バスに振り替わり、増加したものと思われる。

現在認識している課題
高齢化が進み、公共交通の需要が高まると予想されることから、路線の確保と利用しやすい環境を整えるこ
とが必要である。

今後の方向、見通し等

路線バス
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

路線バス利用者数（※バス年度単位） 212 230 236 268

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
利用者の減少によりコストは年々高くなっている。
少子高齢化により公共交通の利用者は減少傾向にある。高齢者の自動車免許保有率は比較的高い。（75歳以上、約４割）
高齢者が関係する交通事故の増加や免許返納制度の促進など、近年の社会情勢を踏まえると、公共交通の重要性は高く、利
便性の向上は重要な課題となってくる。
市民ニーズを把握しながら、利用しやすい交通体系を整備し、利用者数の増加を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

公共交通機関が利用しやすいと感じている市民の割合は18.2％となっている。
本数を増やしてほしいとの意見も聞いている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

路線バスについては、幹線を中心に全但バスが運行している。

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆継続実施する。
◇路線バスは住民の広域的な移動手段であり、その重要
性は高く、引き続き事業を行う必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 3 改善見直し

◆改善見直しを行いながら、継続して実施する。
◇路線バスは地域住民の日常の買物、病院等への移動
手段として必要であるため、引き続き、赤字補てんし、事
業を実施していく。
◇28年5月に２次再編を行った。再編以降の利用実態や
市民意向を把握するため、アンケートを実施し、各地域の
利用実態に即した地域公共交通網利用計画を30年度～
31年度で策定する。

事業手法の適切さ

2 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

○ 継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

2

路線バス

別紙-071



別紙-072



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

13.委託料 29,598,567 運行委託料等

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 92.70%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 諸費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

11 利便性のある公共交通の確保 Ｈ 19 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
路線バスの補完的役割を担うとともに、高齢者をはじめとする市民の生活交通手段としてコミュニティバスを運
行していく。コミュニティバスを利用していただくことにより、外出支援や社会参加の促進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

○和田山、山東、朝来地域は曜日指定による定時定路線による運行（全但バスへ運行委託）
ただし、神子畑・老波・川上コースの一部区間はデマンド方式による運行

○生野地域は、デマンド方式による運行（神姫グリーンバスへ運行委託）
【全但バス①～⑥】23,071,244円
【神姫GB⑦～⑧】   2,061,098円
【運行コース】
①和田山・山東コース（平日毎日）
②朝日・内海コース（平日火木）
③岡・藤和コース（平日月水）
④神子畑・佐中コース（平日月金）
⑤神子・老波・川上コース（平日火木）
⑥田路多々良木コース（平日水金）
⑦デマンド黒川コース（平日火金）
⑧デマンド生野西コース（平日月木）

【車両貸付料】　4,466,225円

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

25,632,859

18.備品購入費 0 アコバス購入費（ポンチョタイプ） 19,410,351

合　　計 29,598,567 45,043,210

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 2,161,000 市町振興支援交付金 1,839,000

地方債 9,400,000 過疎債 19,400,000

その他 4,466,225 アコバス車両賃借料 584,154

一般財源 13,571,342 23,220,056

合　　計 29,598,567 45,043,210

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 コミュニティバス運行事業

コミバス
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

車両の更新を順次行っていく。
利用者アンケートなどによりニーズを把握し、１便平均1.0人以上（乗合）乗車を目標とする。
平成30年度、31年度に地域公共交通網形成計画を策定する。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

13.委託料 運行委託料等 24,115,093 26,009,834 25,632,859 29,598,567

18.備品購入費 アコバス購入費（ポンチョタイプ） 0 0 19,410,351 0

事業費計 24,115,093 26,009,834 45,043,210 29,598,567

　正規職員人件費 1,000,000 2,228,000 1,031,700 238,400

　臨時職員人件費 133,000 130,000 0 210,750

25,248,093 28,367,834 46,074,910 30,047,717

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0
1,932,000 1,932,000 1,839,000 2,161,000

0 19,400,000 9,400,000
0 584,154 4,466,225

23,316,093 26,435,834 24,251,756 14,020,492
25,248,093 28,367,834 46,074,910 30,047,717
91.99% 92.57% 95.92% 92.70%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

運行路線数 本 8 8 8 8

平成23年度に第１次再編を行い、10コースから８コースに再編した。
平成28年度の第2次再編においても、８コースとした。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

コミュニティバス利用者数（※年単位） 人 17,526 16,411 15,416 15,563

コミュニティバス利用者数は減少傾向にある。平成27年度から平成28年度にかけて約1，000人の利用者数が減少しているが、
この主な要因は公共交通２次再編によって利用者が路線バスへ振り替わったことによるものと考えられる。

現在認識している課題
車両が老朽化してきており、更新が必要となってくる。（トヨタハイエース３台）
利用者ニーズを把握しながら、評価基準に基づき定期的にバスダイヤ等の見直しの実施により利便性の向上を図る
必要がある。

今後の方向、見通し等

コミバス
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

コミュニティバス利用者数（※年単位） 1,441 1,729 2,989 1,931

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
利用者の減少によりコストは年々高くなっている。
平成28年度はアコバス車両購入のためコストが高くなっている。
少子高齢化により公共交通の利用者は減少傾向にある。高齢者の自動車免許保有率は比較的高い。（75歳以上、約４割）
高齢者が関係する交通事故の増加や免許返納制度の促進など、近年の社会情勢を踏まえると、公共交通の重要性は高く、利便性の向上
は重要な課題となってくる。
市民ニーズを把握しながら、利用しやすい交通体系を整備し、利用者数の増加を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

公共交通機関が利用しやすいと感じている市民に割合は18.2％となっている。
バス停の増設・移設の要望、デマンド運行により利用がしにくい（特に生野地区）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

養父市では、コミュニティバスに加え、国家戦略特区を活用して、タクシー利用が困難な地域における短
距離個別輸送の仕組みを構築している。

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆改善見直しをする。
◇バス利用者アンケートによってニーズを把握し、可能な
限り地域の実情に応じたアコバスの運行形態の見直しを
随時行っていく。また、利用頻度の低い路線に関しては、
地域に適した交通モードの検討を行うとともに路線バスと
アコバス、その他の公共交通を一体とした持続可能な交
通体系の再構築を検討していく。

事業実施の必要性 3 継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

◆改善見直しを行う。
◇28年5月に２次再編を行った。再編以降の利用実態や
市民意向を把握するため、アンケートを実施し、各地域の
利用実態に即した地域公共交通網利用計画を30年度～
31年度で策定する。

事業手法の適切さ

2 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 2 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

地域公共交通網利用計画策定後、計画に基づいた再編を行い、その実績を検証する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

○ 継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

2

コミバス
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

8.報償費 60,000 公共交通会議委員謝礼

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 諸費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

11 利便性のある公共交通の確保 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

公共交通を維持確保していくため、路線バス及びアコバスの運行等に関する調整及び路線、ダイヤなどの利
用状況の調査を行い評価見直しを行う。
地域の実情に応じた公共交通体系を確立するため、市民代表、交通事業者等により構成する公共交通会議を
開催する。
「地域の公共交通は市民みんなで乗って守る」という意識のもと、利便性の向上、利用促進策を講じる。

事　 業　 の
実施内容等

①公共交通会議の開催（３回、５月25日、８月25日、２月19日）
②路線バス、アコバスの運行評価及び見直し
③アコバスの利用実態調査、分析等
④高齢者優待乗車カード「あこか」の販売

平成25年度（実績）　一斉　853　随時321　合計1,174人
　平成26年度（実績）　一斉　796　随時384　合計1,180人
　平成27年度（実績）　一斉　713　随時375　合計1,088人
　平成28年度（実績）　一斉　679　随時458　合計1,137人
　平成29年度（実積）　一斉　649　随時482　合計1,131人

⑤「あこか」利用による路線バスへの減収補てん
【全但バス】16,710千円　　【神姫GB】3,190千円

⑥朝来市公共交通情報誌「あさごナビ」（14,000部）
⑦路線バスの乗降者数を把握するために行う調査員乗り込みによる乗降実態把握業務

年２回実施（６月、11月）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

40,000

9.旅費 49,060 職員旅費 6,740

11.需用費 1,115,467 あこか募集チラシ・カード作成、時刻表あさごナビ作成 1,247,416

12.役務費 927 建物災害共済分担金 77

13.委託料 4,062,000 アコバス利用分析入力作業、路線バス乗降実態把握業務、乗降実態集計分析業務 462,000

19.負担金補助及び交付金 19,900,000 あこか減収補てん 19,900,000

合　　計 25,187,454 21,656,233

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 4,149,000 高齢者等優待乗車カード利用料 4,407,500

一般財源 21,038,454 17,248,733

合　　計 25,187,454 21,656,233

担当部課 市長公室　総合政策課事務事業名 路線バス等生活交通利用促進事業

バス利用促進
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

平成30年度、31年度に地域公共交通網形成計画を策定する。
バスの利用実態やアンケート調査によるニーズを把握し、地域の実情に応じた交通モードの検討を行い、路線バスとコ
ミバス、その他の公共交通を一体として持続可能な公共交通体系を再構築するため検討を進める。
あこかの一斉販売における周知に力を入れ、一斉販売分の販売促進を展開していくとともに、制度自体の見直しも検
討していく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 公共交通会議委員謝礼 36,000 44,000 40,000 60,000

9.旅費 職員旅費 20,220 14,700 6,740 49,060

11.需用費 あこか募集チラシ、カード作成、時刻表あさごナビ作成 1,232,947 1,447,151 1,247,416 1,115,467

12.役務費 建物災害共済分担金 182 174,762 77 927

13.委託料 利用分析入力作業、再編計画策定作業 5,052,000 1,952,400 462,000 4,062,000

15.工事費 青倉バス停新設工事 0 1,297,574 0 0

17.公有財産購入費 青倉バス停用地購入費 0 160,000 0 0

18.備品購入費 青倉バス停看板 0 54,000 0 0
19.負担金補助及び交付金 あこか減収補てん 19,900,000 19,900,000 19,900,000 19,900,000

事業費計 26,241,349 25,044,587 21,656,233 25,187,454

　正規職員人件費 4,130,000 1,932,000 897,430 974,900

　臨時職員人件費 267,000 130,000 645,750 192,750

30,638,349 27,106,587 23,199,413 26,355,104

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

4,771,000 4,468,000 4,407,500 4,149,000
25,867,349 22,638,587 18,791,913 22,206,104
30,638,349 27,106,587 23,199,413 26,355,104
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

高齢者等優待乗車カード「あこか」販売数 人 1,180 1,088 1,137 1,131

あこかのトータル販売数はほぼ横ばいである。
内訳では、一斉販売数が減少傾向にあり、一方で随時販売数が増加傾向にある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

あこか利用によるコミュニティバスの乗車人数 人 14,841 14,165 13,145 13,713

あこか利用によるコミュニティバスの乗車人数は減っている。これは、コミュニティバス利用者数自体が減っているためであるが、
コミュニティバス利用者のうち、あこか利用による乗車数の割合は、ほぼ横ばいである。
平成27年度から平成28年度にかけて約1，000人の利用者数が減少している主な要因は公共交通２次再編によって利用者が路
線バスへ振り替わったことによるものと考えられる。

現在認識している課題

公共交通二次再編を行って２年が経過するが、均一的なアコバスの運行にはその持続性に限界があり、地
域の実情に合った公共交通体系を構築していく必要がある。
あこかの購入者数はほぼ横ばいであるが、内訳では一斉販売数が減少傾向である。

今後の方向、見通し等

バス利用促進
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

あこか利用によるコミュニティバスの乗車人数 2,064 1,914 1,765 1,922

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成29年度は乗降実態把握業務を行ったことによりコストは増加した。コミュニティバス利用者数の減少もコスト増加の要因となっている。
アコバス、路線バス、ＪＲの時刻表を掲載した総合交通情報誌あさごナビを毎年４月に全戸配布しており、28年度からは個人の利用に合わ
せた時刻表の発行も行えるようにシステムを導入した。これらを活用し、市民が利用しやすい公共交通体系へと再構築するためアコバスや
路線バス、その他の公共交通を一体的に検討していきたい。
公共交通の利用促進策を展開していくとともに、あこかの制度自体の見直しについても検討する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

あこか発行については乗り放題ということもあり、利用者には好評である。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

高齢者等優待について、養父市は１乗車150円で乗車できる「高齢者等優待乗車証（バス優待乗
車証）」を発行している。

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆改善見直しをする。
◇朝来医療センターの開院に伴い、公共交通二次再編を
行ってから２年が経過する。本市の社会情勢の変化に伴
い、バスの利用状況やアンケート調査によりニーズを把握
し、地域の実情に応じた交通モードの検討を行い、路線バ
スとコミバス、その他の公共交通を一体とした持続可能な
公共交通体系を再構築していく必要があると考える。

事業実施の必要性 3 継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

拡充

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

◆改善見直しを行う。
◇28年5月に２次再編を行った。再編以降の利用実態や
市民意向を把握するため、アンケートを実施し、各地域の
利用実態に即した地域公共交通網利用計画を30年度～
31年度で策定する。
◇アコカの購入者の購入状況を踏まえ、その分析を行い、
その結果に基づき販売促進を図る一方で、地域公共交通
網利用計画の策定後、利用料金についても見直しが必要
である。

事業手法の適切さ

2 廃止

改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2

廃止受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 2 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

地域公共交通網利用計画策定後、計画に基づいた再編を行い、その実績を検証する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

○ 継続実施

廃止

休止

受益者負担の適切さ

2

バス利用促進
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

130,140 日本遺産認定記念品（ピンバッジ）作成

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 50.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

日本遺産に認定された銀の馬車道と鉱石の道について、播但地域への誘客を促進し、人の交流と新たな経済
循環を促進するため、結節点となる朝来市として生野銀山や神子畑選鉱場などの歴史遺産を対外的にPRする
とともに、歴史遺産認定に対して市民の一体感の醸成を図りつつ歴史遺産に対する認識を深めるための事業
を実施する。

事　 業　 の
実施内容等

○銀の馬車道と鉱石の道の歴史遺産を巡るウォーキングツアーを実施
・馬車道ウォーク及び日本遺産認定シンポジウム参加ツアー（銀の馬車道）【1月21日開催　約40名参加】
・中瀬鉱山　まちあるきウォーキングツアー（鉱石の道）【3月24日開催　約10名参加】

○市民の一体感と機運の盛り上げを図るためのツール（啓発用のぼり、ピンバッジ）を作成

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

11.需用費 380,160 啓発用のぼり旗、ウォーキング用パンフレット印刷

12.役務費 4,000 中瀬鉱山ウォーキングツアー　ガイド料

14.使用料及び賃借料 161,280 シンポジウム参加ツアー、中瀬鉱山ウォーキングツアー　バス借り上げ料

合　　計 675,580 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 337,790 地方創生推進交付金

県支出金

地方債

その他 300,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 37,790 0

合　　計 675,580 0

事務事業名 銀の馬車道　鉱石の道活用事業 担当部課 市長公室　総合政策課

銀の馬車道鉱石の道
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

6市町が連携した事業を実施するため、日本遺産活性化計画に基づく事業の推進体制を整備するとともに、
朝来市においても創生事業として取り組んでいく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 日本遺産認定記念品（ピンバッジ）作成 130,140

11.需用費 啓発用のぼり旗、ウォーキング用パンフレット作成 380,160

12.役務費 中瀬鉱山ウォーキングツアー　ガイド料 4,000
14.使用料及び賃借料 シンポジウム参加ツアー、中瀬鉱山ウォーキングツアー　バス借り上げ料 161,280

事業費計 0 0 0 675,580

　正規職員人件費 3,955,100

　臨時職員人件費 28,500

0 0 0 4,659,180

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 337,790
0 0
0 0
0 300,000

0 0 0 4,021,390
0 0 0 4,659,180

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 50.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

銀の馬車道　鉱石の道　ウォーキングツアー参加者数 人 50

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

観光客入込客数 千人 2,618 2,450 2,293 2,353

生野銀山入込数 人 77,196 75,750 72,086 82,165

現在認識している課題

文化庁は、全国で１００のストーリーの日本遺産認定を目指しているが、これまで認定されたストーリーにつ
いは、認定を受けたがその活用がうまく機能していない例が多いことから、6市町が連携と役割分担を行い播
但地域が潤う施策作りが必要である。

今後の方向、見通し等

銀の馬車道鉱石の道
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

観光客入込客数 0 0 0 1,980

生野銀山入込数 0 0 0 57

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

無

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

日本遺産関連6市町において、多種多様な事業により誘客を図っている。

【３】代替サービスの有無
当市を含めた6市町のほか、日本遺産「銀の馬車道　鉱石の道」協議会、鉱石の道推進協議会、
銀の馬車道ネットワーク協議会が存在し、様々な事業展開を行っていることから、これらの組織
と連携・連動してサービスの見直しを図る必要がある。

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

◆拡充する。
日本遺産認定後一年が経過し、これからも市民向け及び
市外に向けてのプロモーションを拡げていく必要がある。
関係市町・団体と連携を取り、誘客に向けて一層醸成を図
ることが望ましい。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

1 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

継続実施
◆拡充する。
◇日本遺産認定を受け、29年度は日本遺産協議会関係
市町で積極的な事業展開を図ってきた。6市町による事業
推進においては本市が先導的な役割を担い、活発な活動
を行う動いている日本遺産の地にしていく。
◇市単独事業により生野と神子畑を一体化した観光を創
造し、併せて竹田城跡とも連携させて本市で完結する観光
商品で経済活性化につなげていく調整を行っていく。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク

1

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

事業実施の必要性 2

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

休止

拡充

交付金終了後のH32年度以降の自走の在り方について検討する。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

○ 継続実施

銀の馬車道鉱石の道
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

区長
受益者数

（対象者数）
159

単
位

人

17

説明等

区
分

29,431,174

事業種別

18.備品購入費

19.負担金補助及び交付金 区長研修補助金 563,000

職員出張旅費 19,800

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

総務費

事務事業名

重点 創生

28,799,774

前年度決算（円）

区長報償費

担当部課 市長公室　総合政策課

6 日

◆重点プロジェクト　3-③-5−5−【1】

区長相互の連携を図り、住み良い明るい社会の発展に寄与することを目的とする。

1.ソフト事業

評価区分 評価

2930 年
（ 決算 ）H平成 30 年度

決算

区長会運営事業

予算
行政マネジメント事務事業シート

総合
計画
体系 32 地域づくり人材・組織の育成支援

款：

15,400

月

事業の目的

目：項： 総務管理費

29

一般管理費

事　 業　 の
実施内容等

市行政と連携した地域社会の発展並びに地域住民の福祉の向上に係る活動。
区長相互の連絡調整。

・連合区長会への活動補助
・区長報償費の支払

平成29年度実績
　均等割　29.7%　8,586,000円
　世帯割　70.3%　20,278,310円

・区長会視察研修の実施（２年毎）　６月18日～19日（島根県雲南市、鳥取県）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円）

8.報償費

9.旅費

29,431,17430,714,710

地方債

合　　計

財
源
内
訳

国庫支出金

1,835,000

29,431,174

合　　計 30,714,710

その他

特
定
財
源

事業開始年度

Ｈ

48,6000 区長宅貸出用ファックス

県支出金

一般財源 30,714,710

国県支出金を除いた比率 100.00%

28,864,310

区長会
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

人口減少に伴う小規模集落化の問題・課題について、各区と自治協議会の連携を強める。

5,106,75018,637,00012,827,000

19.負担金補助及び交付金

29,431,174

220,875521,300285,000294,000

0
0

0
0

節区分

8.報償費

9.旅費

18.備品購入費

7,261,650

連合区長会の開催

0
0

38,197,235
100.00%

35,059,224
100.00%

35,059,224

29年度

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

38,197,23535,059,22449,579,07042,427,036

38,197,235

0
0

100.00%100.00%

6 7 5

単位
年　　度

26年度 28年度

現在認識している課題
人口減少・少子高齢化の進行により、小規模集落化が進み、行政区の運営が課題となってきている行政区
が増えつつある。

今後の方向、見通し等

29年度

28,864,310

15,400

0

1,835,000

28,799,774

19,800

48,600

563,000

27年度

28,797,870

24,200

0

1,835,000

42,427,036

年　　度
26年度

28,699,476

19,800

23,760

49,579,070

563,000

28年度

回

49,579,070
42,427,036

5

30,714,710事業費計

　正規職員人件費

27年度

29,306,036 30,657,070

連合区長会は平成25年度までは月１回開催していたが、平成26年度以降は必要に応じて開催している。
市民号と区長研修会を隔年で実施している。連合区長会役員研修会は毎年開催している。

説明等

財
源
内
訳

年　　度

26年度

区長報償費

職員出張旅費

区長宅貸出用ファックス

区長研修補助金

27年度 28年度 29年度

特
定
財
源

【２】事業の成果を表す数値 単位

区長会
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

10．外部評価

11．最終評価

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

休止

市民ニーズの把握

抜本的見直し

ランク

2

2

3

評価

廃止

事業実施の緊急性

廃止

A

B

C

2

休止

2

3

1

○

抜本的見直し

C

拡充

継続実施

改善見直し

評価理由

事業実施の必要性

B

27年度

拡充

市・自治協議会・行政区の役割の在り方について改善見直しを図りながら、継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

８．一次評価

28年度

A

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

年　　度

29年度
単位あたり金額

26年度

2

抜本的見直し

評価項目

◆改善見直しする。
◇行政区の組織は地域自治の根幹として今後も継続して
運営されていく必要があるが、市・自治協議会・行政区の
役割を明確にし、業務の見直しについて検討していく必要
がある。

ランク 評価

2 拡充

評価理由

◆現行の仕組みを前提としつつ、見直し改善を図る。
◇人口減少により区単位での自治運営が困難な区が出て
きている。今後もそのような状況が拡大傾向にあることか
ら、自治協議会の推進と併せて、市・自治協議会・行政区
の役割の在り方について見直し改善を図る必要がある。休止

3 廃止

継続実施

3 ○ 改善見直し

2直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

1

1

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

【３】代替サービスの有無

区長からのヒアリングによると、配布物が年々増えており困っているとの声がある。（担当課では
抑制に努めている）

養父市、豊岡市とも区長により広報の配布や市との連絡業務をしている。

無

７．事業環境

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

９．二次評価

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

区長会
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

地域自治協議会　・　朝来市民
受益者数

（対象者数）
11

30,848
単
位

協議会
人

事務事業名 地域自治協議会支援事業 担当部課 市長公室　総合政策課

合　　計 75,756,063 75,376,899

その他 75,681,983 地域振興基金・ふるさと創生基金　繰入金 54,955,000

一般財源 74,080 20,421,899

県支出金

地方債

合　　計 75,756,063 75,376,899

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

19.負担金補助及び交付金 75,588,063 各地域自治協議会への包括交付金 75,158,293

11.需用費 0 研修会等事務用品 5,076

14.使用料及び賃借料 0 研修会参加のための車両借り上げ 196,700

168,000 地域自治協議会研修会講師謝金 0

9.旅費 0 地域自治協議会研修会旅費 16,830

事業の目的

◆重点プロジェクト　3-③-5−4−【2】

　各地域自治協議会が地域の特色を活かし、創意工夫のもとに地域自治包括交付金を活用し、自律した地域
自治のまちづくりを行う。
　地域自治を充実強化し、分権型社会に対応できるシステムの構築を図る。

事　 業　 の
実施内容等

　地域自治協議会が策定した地域まちづくり計画に基づく事業を行うために地域自治包括交付金を交付すると
ともに、協議会役員及び地域マネージャー等の研修会の開催、情報共有の場の開催等、地域の自律に向けた
支援を実施した。

○地域自治包括交付金
・地域配分費　40,646,000円（均等：人口：面積＝２：７：１）
・事務局運営費　30,973,173円（2,800千円/小学校区を基本）
・地域協働事業費

　花づくり事業　1,483,550円（均等：人口＝７：３）
　環境保全事業　2,179,340円（区数割）
　交通安全啓発事業　306,000円（区数割）

○地域自治協議会研修会の開催（2月5日、参加者28人）
小規模多機能自治ネットワークのアドバイザーであるＩＩＨＯＥ[人と組織と地球のための国際研究所]

代表の川北秀人氏を招へいし、活動事例等について研修を実施

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

31 地域自治協議会の公共的活動への支援 Ｈ 19 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

款： 総務費

）
重点

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

国県支出金を除いた比率 100.00%

自治協議会
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　現在は世帯数が確保され行政区の運営が行えている地域についても、今後の人口推移を考慮すると地域自治協議会の組織強化
は必要である。地域自治協議会の会長、役員や事務局員を対象とした研修等を実施し、地域のニーズ把握、組織の柔軟な再編と進
化、問題解決に向けた議論の実施などを習慣化するよう促し、組織の更なる進化を図る。
　地域ニーズの把握については、中学校3年生以上の全住民アンケートに取り組む地域自治協議会もあり、住民と運営側の意識の
かい離を埋めていく最良の方法であると考えている。

　地域自治協議会活動への参画者数は増えているが、行事や事業に参加した人の割合は下がっている。一般の参加が減り、運
営側の人数が増えているという事になると、住民のニーズが事業に直結していない可能性が考えられる。

現在認識している課題

　地域自治協議会を構成する行政区の世帯数が多く、従来通り区の活動が維持できている地域については、各行政区の活動を支
援したり、地域での区長会事務局を行ったり、合同のイベントを開催したりという活動が中心となり、地域課題の抽出とその解決とい
う本来の小規模多機能自治組織に移行しにくい地域がある。参画者数は全体に増えているにもかかわらず、市民アンケートによる
「地域自治協議会の行事に参加した市民の割合」が下がっており、一般の参加者と運営側とで意識のかい離がおきていることが懸
念される。

今後の方向、見通し等

地域自治協議会の行事や事業に参加した市民の割合 ％ 41.0 40.9 34.7 34.7

地域自治協議会活動参画者数 人 1,340 1,440 1,646 1,655

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

27,293,073 25,898,161 22,709,349 2,926,980
83,314,073 81,815,161 77,664,349 78,608,963

0 0 0 0
56,021,000 55,917,000 54,955,000 75,681,983

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 321,000 312,000 40,300 24,000

83,314,073 81,815,161 77,664,349 78,608,963

事業費計 74,817,073 74,780,161 75,376,899 75,756,063

　正規職員人件費 8,176,000 6,723,000 2,247,150 2,828,900

19.負担金補助及び交付金 各地域自治協議会への包括交付金 74,743,807 74,689,440 75,158,293 75,588,063

14.使用料及び賃借料 研修会会場使用料・車両借り上げ料 10,530 196,700 0

11.需用費 研修会等事務用品 8,316 8,478 5,076 0

9.旅費 地域自治協議会研修会旅費 11,350 34,960 16,830 0

28年度 29年度

8.報償費 地域自治協議会研修会講師謝金 53,600 36,753 0 168,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

自治協議会
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。

継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施 ◆現行の仕組みを前提としつつ、見直し改善を図る。
◇地域協働の基盤として地域自治協議会運営が進められ
てきたが、人口減少や高齢化等の違いにより事業の取組
状況に温度差を生じている。各自治協議会の現状を確認
し、方向性を明確にしていく。
◇地域内の人口減少への対応を積極的に促し、自治協に
よる人口政策への取り組みを支援していく必要がある。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆改善見直しする。
◇発足から10年以上が経過し、地域自治協議会の認知も
深まり組織も活動も定着してきた。ただ、地域の課題を抽
出し積極的に解決していく姿勢には地域差がある。市・自
治協・行政区の役割を明確にし、地域住民のニーズに対
応した活動となるよう支援していく。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成26年度に交通安全啓発事業を包括交付金に組み込んだため、事業費が増加しコストが増えた。
今後の人口推移を鑑みると、地域自治協議会の更なる組織強化は地域を持続していくためにも必要不可欠であると考えられる。
イベントや行事主体の事業展開から、地域課題の抽出とその解決を実施していく事業展開へ変わっていくことで、地域自治協議
会への関わりが増えていくと考えられる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

発足以降、徐々に市民への認知も上がっている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

養父市、豊岡市、丹波市で小学校区単位の協議会か設置されている。

地域自治協議会活動参画者数 62,175 56,816 47,184 47,498

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

自治協議会
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民、協力隊員
受益者数

（対象者数）
30,848

7
単
位

人

事務事業名 地域協働推進事業 担当部課 市長公室　総合政策課

合　　計 30,809,731 36,472,815

その他

一般財源 30,809,731 36,472,815

県支出金

地方債

合　　計 30,809,731 36,472,815

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

18.備品購入費 977,941 活動用備品購入費 238,040

19.負担金補助及び交付金 2,000,000 地域おこし協力隊員起業支援補助金

14.使用料及び賃借料 879,535 会場等使用料・協力隊用借家借り上げ料 1,655,783

16.原材料費 69,282 活動用資材購入費

12.役務費 16,676 郵便料・各種手数料 4,800

13.委託料 11,183,600 活動支援業務委託料他 13,037,457

9.旅費 1,124,670 職員出張旅費・協力隊研修費 1,037,501

11.需用費 973,811 消耗品・食糧費・印刷費 1,091,880

13,116,900 地域おこし協力隊賃金 18,934,800

8.報償費 467,316 講演会講師等謝金・事業協力者謝礼 472,554

事業の目的

◆重点プロジェクト　3-③-5−4−【2】

　市民憲章及び朝来市自治基本条例を踏まえ、市民・議会・行政がそれぞれの役割と責務を確認し、参画・協
働の仕組みや市政運営のあり方を理解して、市民が主体となった市民自治のまちづくりを確立していくととも
に、自律した地域自治の運営をめざす。

事　 業　 の
実施内容等

○地域協働のまちづくりの推進

・地域協働を進めるため協働のまちづくりフォーラムを開催した他、ＮＰＯの設立相談会開催を支援した。
・小規模多機能自治ネットワークの活動を推進した。

○地域おこし協力隊の設置

・都市部の外部人材を活用し、地域の活性化を促進する目的で地域おこし協力隊員を配置した。
（朝来暮らし応援課、農林振興課、いくの・大蔵・梁瀬・粟鹿・与布土の各地域自治協議会　計7人）

・協力隊が行う地域活性化事業への支援を実施した。
・地域おこし協力隊が3年後の定住と地域の活性化に向けて活動していくためのフォローアップ研修会を

2回開催した。
・新任協力隊員の研修、受入担当者の研修をそれぞれ1回開催した。
・平成30年度採用地域おこし協力隊員の募集活動、選考を実施した。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

事業開始年度 評価区分 評価

30 市民と行政の役割を見直す組織機構等の最適化 Ｈ 20 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

款： 総務費

）
重点

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

地域協働

別紙-093



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

小規模多機能自治ネットワークの活動に参加し、地域運営組織に適した法人格の法制度化に向けて協力していく。
地域おこし協力隊の募集については、採用試験の前に地域の現状や課題、応募者の特技や資質を理解しあえるような機会を作り、採用の時期につ
いても柔軟に対応することで良い人材の確保に努めている。

　自治協議会が地域に定着していくことで、各施設等の管理委託や各種事業の委託が進んでいる。
　地域おこし協力隊の隊員数については、地域の要望に応じて変化している。

現在認識している課題
地域自治協議会に更なる権限を委譲していくには、組織の活性化と法人格の取得が必要となる。
地域おこし協力隊の配置については、年々募集の状況が変化している。近年、募集に対して応募が少なくなっている。

今後の方向、見通し等

地域おこし協力隊員数 事業 6 10 9 7

地域協働事業数（権限移譲数と委託業務数） 事業 12 14 15 15

　　地域おこし協力隊の隊員数については、地域の要望に応じて変化している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

地域おこし協力隊採用隊員数 人 6 4 0 3

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

26,512,806 41,706,890 40,183,420 35,071,051
26,512,806 41,706,890 40,183,420 35,071,051

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 133,000 130,000 289,835 349,320

26,512,806 41,706,890 40,183,420 35,071,051

事業費計 22,887,806 37,970,890 36,472,815 30,809,731

　正規職員人件費 3,492,000 3,606,000 3,420,770 3,912,000

19.負担金補助及び交付金 地域おこし協力隊員起業支援補助金 2,000,000

18.備品購入費 活動用備品購入費 306,200 347,570 238,040 977,941

16.原材料費 活動用資材購入費 69,282

14.使用料及び賃借料 会場等使用料・協力隊用借家借り上げ料 1,051,652 1,625,100 1,655,783 879,535

13.委託料 活動支援業務委託料他 6,990,000 11,690,850 13,037,457 11,183,600

12.役務費 郵便料・各種手数料 122,054 135,322 4,800 16,676

11.需用費 消耗品・燃料代・食糧費・印刷費 865,216 1,970,854 1,091,880 973,811

9.旅費 職員出張旅費・協力隊研修費 1,380,294 951,320 1,037,501 1,124,670

8.報償費 講演会講師等謝金・事業協力者謝礼 839,590 930,450 472,554 467,316

28年度 29年度

7.賃金 地域おこし協力隊賃金 11,332,800 20,319,424 18,934,800 13,116,900

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

地域協働

別紙-094



６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施
◆現行の仕組みを継続しつつ、見直し改善を図る。
◇関係市町との連携を図りながら、小規模多機能自治の
推進を図るほか、自治活動のベースとなる自治協の法人
化について国等へ働きかけを積極的に行う。
◇地域おこし協力隊については、地域の課題にピンポイン
トで対処でき、確実に移住につなげる手法に見直しを図っ
ていく。また、国等に動向を注視しながら、継業に係る協力
隊の活用を検討していく。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆継続実施する。
◇地域おこし協力隊は、市内での認知度もあがり各地域
での評価も高い。協力隊の活動に地域も刺激を受け、活
動の幅も広がっている。平成29年度末で延べ10人の隊員
が任期を終えたが、うち9人が市内に定住しており、全国
的にも評価が高い。今後も地域のニーズを聞きながら募
集を実施する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　地域おこし協力隊員数に応じて金額の増減がある。また、活動支援や定住に向けてきめ細やかな対応をすることにより、多くの
職員が業務に関わるようになっている。近年、地域おこし協力隊員が行う地域課題の解決に向けた活動が広く市民にも認知され
ており、一定の成果を出している。また、定住率も高く全国的にも高く評価されているため、今後も継続して支援を行っていく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

新聞や雑誌、テレビなどの出演や、市広報での寄稿により地域おこし協力隊の活動が広く認知さ
れてきた。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

地域おこし協力隊　　豊岡市10人　　養父市6人　　香美町7人　　新温泉町5人　丹波市10人

地域おこし協力隊員数 4,418,801 4,170,689 4,464,824 5,010,150

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

地域協働

別紙-095
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

事務事業名 市民活動推進事業 担当部課 市長公室　総合政策課

合　　計 1,115,047 63,580

その他 440,000 ふるさと創生基金繰入金　・　参加費

一般財源 181,784 63,580

県支出金

地方債

合　　計 1,115,047 63,580

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 493,263 地方創生推進交付金

11.需用費 29,527 消耗品 27,000

13.委託料 128,520 募集チラシデザイン委託料

957,000 AsagoLaboゲストスピーカー等謝礼 3,000

9.旅費 0 職員出張旅費 33,580

事業の目的
地域を支える市民活動団体、まちづくりグループ、NPOなどの人材・団体育成、地域リーダー育成のための学
びの場づくりを行う。

事　 業　 の
実施内容等

あさごラボ（市民活動をコミュニティビジネスやソーシャルビジネスにつなげ、市民活動や地域活動の経済的な
自立や、地域社会で担う新たな公共の拡充を目指した、専門的な学びの場の提供）の開催。

プレセミナー1回、本講座5回（11人）、番外編3回を開催（参加者延べ47人）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

32 地域づくり人材・組織の育成支援 Ｈ 25 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

款： 総務費

）
重点

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 55.76%

市民活動

別紙-097



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

他地域の事例などを研究し、新たな人材を発掘する事業の実施について検討をしていく。

「まちづくりカフェ」は多人数の参加者が見込まれる事業であったのに対し、「あさごラボ」は少人数の受講生にたいしてプランの
策定を支援するものであるため、事業を切り替えることにより参加者の増減が生じた。

現在認識している課題

「あさごラボ」を3年間実施することで、その受講生により新たな起業や市民活動が開始されたことは評価でき
る。受講者については開催時間等を変更するなど工夫することで、ある程度の上限に達しているように感じ
る。さらに間口の広い、参加のしやすい事業に取り組むことで、新たな人材の発掘を行う必要がある。

今後の方向、見通し等

参加者数　あさごラボ 人 0 14 4 11

参加者数　まちづくりカフェ　・　あさごラボ番外編 人 148 177 0 47

まちづくりカフェから発展させ、27年度から起業を目的とした講習会あさごラボの開催にシフトしたため。その後、まちづくりカフェ
は27年度で終了。
29年にはあさごラボのプレセミナーや番外編を開催し、新たな参加を促した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

研修・勉強会 回 5 11 6 9

100.00% 100.00% 100.00% 55.76%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,136,424 4,783,778 1,245,310 1,159,234
2,136,424 4,783,778 1,245,310 2,092,497

0 0
0 440,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 493,263
0 0

　臨時職員人件費 133,863 129,816 10,400 44,250

2,136,424 4,783,778 1,245,310 2,092,497

事業費計 82,891 924,316 63,580 1,115,047

　正規職員人件費 1,919,670 3,729,646 1,171,330 933,200

13.委託料 募集チラシデザイン委託料 128,520

11.需用費 消耗品、講師弁当代 661 7,316 27,000 29,527

9.旅費 職員旅費、講師旅費 28,530 0 33,580 0

28年度 29年度

8.報償費 講師謝礼 53,700 917,000 3,000 957,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

市民活動

別紙-098



６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

○ 抜本的見直し

休止

拡充

H31年度以降の在り方について、他事業との連携・統合を検討する。

継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施 ◆抜本的見直しを図る。
◇まちづくりカフェについては27年度で事業は終了した。
27年度から市民活動からコミュニティビジネスにつなげる
ための学びの場としてAsagoLaboを開設し、29年度で終了
した。
◇地域活動や人財づくりなど協働のまちづくりの事業展開
のため、新たな事業内容や方法を検討する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

○

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充 ◆改善見直しを行う。
◇平成25年度から開催した「あさごまちづくりカフェ」で、地
域の枠を超えて、人と人、人と団体、団体と団体とをつな
げる場づくりを行うことができた。これをきっかけに、市民
活動や地域活動への参加のきっかけをつくる新たな活動
がはじまるなど、若者を中心とした市民活動が活発化しは
じめている。
協働のまちづくりを進めていくため、さらなる人材発掘をし
ていく必要があり、事業実施内容を見直しながら取り組ん
でいく。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 有（ASAGO大学、商工会等の実施する起業塾）

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
29年「あさごラボ」の運営に際しては、地域おこし協力隊の運営支援や、受講生の増によりコストが下がった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

平成29年度の「あさごラボ」は子育て中のお母さんを対象に開催したが、結婚により朝来市に住むことに
なった方の参加がとても多く、活動を始めるきっかけや子育てをしている同じ環境の仲間ができたと好評
だった。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

コミュニティビジネスや市民活動を始めるためのセミナーを行っている例はない。

参加者数　あさごラボ － 341,698 311,328 190,227

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

市民活動
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

区、地域自治協議会、民間団体
受益者数

（対象者数）
-

単
位

-

事務事業名 地域づくり支援事業 担当部課 市長公室　総合政策課

合　　計 21,211,000 20,977,000

その他 0 ふるさと創生基金 1,983,324

一般財源 19,511,000 17,093,676

県支出金

地方債 1,700,000 過疎地域自立促進特別事業債 1,900,000

合　　計 21,211,000 20,977,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

21,211,000 地域づくり支援事業補助金 20,977,000

事業の目的
　地域等が地域の活性化等を目的に自主的な判断に基づき事業実施する事業に対して補助金交付し、効率
的で効果的な地域内の環境を改善するとともに、市民主体の地域づくりを支援する。

事　 業　 の
実施内容等

 地域内道路整備事業(補助率50%以内)　（８件　4,856,000円）
　農業用道路整備事業(補助率30%以内)　（５件　2,085,000円）
　生活用水路整備事業(補助率50%以内)　（２件　888,000円）
　農業用水路整備事業(補助率30%以内)　（５件　1,777,000円）
　有害鳥獣侵入防止策整備事業(補助率30%以内)　（２件　270,000円）
　共同施設等整備事業(補助率20%以内)　（１件　465,000円）
　公衆用トイレ整備事業(補助率50%以内)　（２件　1,541,000円）
　災害防止等整備事業(補助率50%以内)　（７件　3,811,000円）
　生活飲料水供給施設整備事業(補助率50%以内)　（１件　1,323,000円）
　地縁団体設立支援事業(補助率50%以内)　（５件　631,000円）
　市民活動促進事業1年目(補助率80%以内)　（３件　537,000円）
　活動広報促進事業(補助率50%以内)　（２件　179,000円）

　自主防災活動支援事業(補助率50%以内)　（防災安全課執行分）　（11件、2,208,000円）
　防犯カメラ等設置事業(補助額８万円)　（防災安全課執行分）　（８件、640,000円）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

32 地域づくり人材・組織の育成支援 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

款： 総務費

）
重点

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

地域づくり
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

行政区や民間団体等が活用しやすい補助メニューへと検討・見直しを行う。

平成26年度以降はほぼ横ばいとなっているが、平成29年度は防災安全課執行分が増加した。

現在認識している課題 毎年申請する行政区がある一方で、申請をしていない行政区もある。

今後の方向、見通し等

補助金交付団体数 団体 45 43 48 62

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

22,264,000 18,991,000 17,974,976 20,277,400
26,264,000 22,390,000 21,858,300 21,977,400

2,500,000 900,000 1,900,000 1,700,000
1,500,000 2,499,000 1,983,324 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 134,000 156,000 5,200 34,500

26,264,000 22,390,000 21,858,300 21,977,400

事業費計 22,650,000 19,178,000 20,977,000 21,211,000

　正規職員人件費 3,480,000 3,056,000 876,100 731,900

28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 地域づくり支援事業補助金 22,650,000 19,178,000 20,977,000 21,211,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

地域づくり
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。

継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施 ◆現行の仕組みを前提としつつ、見直し改善を図る。
◇地域等が地域の活性化等を目的に自主的な判断に基
づき事業実施する事業に対して補助するもので、合併以
降継続して行っている。しかし、実施する地域に偏りがあ
ることから、地域ニーズを調査し、実施メニューの追加や
見直しを行う必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆改善見直しを行う。
◇住みやすい地域の環境を整備するため、活用しやすい
補助メニューの検討・見直しを行う。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
各区が実施する内容により補助額も違うのでコストも変動する。事業は修繕等の突発的な内容が多く、例年件数にも隔たりが生
じる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

中心市街地より周辺農村部での利用が多い傾向にある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

無

補助金交付団体数 583,644 520,698 455,381 354,474

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

地域づくり
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

地域自治協議会等
受益者数

（対象者数）
-

単
位

-

事務事業名 コミュニティ助成事業 担当部課 市長公室　総合政策課

合　　計 17,300,000 5,000,000

その他 17,300,000 自治総合センター助成金 5,000,000

一般財源 0 0

県支出金

地方債

合　　計 17,300,000 5,000,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

17,300,000 コミュニティ事業助成金 5,000,000

事業の目的
（財）自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業としてコミュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備等
に対して助成し、地域コミュニティの充実・強化を図るため制度

事　 業　 の
実施内容等

１　助成事業
・一般コミュニティ助成事業

住民が自主的に行うコミュニティ活動の促進を図り、地域の連帯感に基づく自治意識を盛り上げるため、
コミュニティ活動に直接必要な設備に関する事業。

・コミュニティセンター助成事業
住民の行う自主的なコミュニティ活動を積極的に推進し、その健全な発展を図るため、住民の需要の実態

に応じた機能を有する集会施設の建設又は大規模修繕、及びその施設に必要な備品の整備に関する事業。

２　平成29年度実施地域
　実施地域　いくの地域自治協議会／一般コミュニティ助成事業　 　2,300,000円

　滝田区／コミュニティセンター助成事業　 　　15,000,000円

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

32 地域づくり人材・組織の育成支援 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

款： 総務費

）
重点

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

コミュニティ助成
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

助成制度の周知を行っていく。

兵庫県で採択団体の枠が決まっている。

現在認識している課題 まだ活用していない団体もある。

今後の方向、見通し等

利用団体数 団体 1 2 2 2

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,178,000 1,059,000 205,450 184,700
3,678,000 6,059,000 5,205,450 17,484,700

0 0
2,500,000 5,000,000 5,000,000 17,300,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 16,500

3,678,000 6,059,000 5,205,450 17,484,700

事業費計 2,500,000 5,000,000 5,000,000 17,300,000

　正規職員人件費 1,178,000 1,059,000 205,450 168,200

28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 コミュニティ事業助成金 2,500,000 5,000,000 5,000,000 17,300,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

コミュニティ助成
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

◆継続実施する。
◇（財）自治総合センターが宝くじを財源とする助成事業で
ある。例年、希望団体が多く、抽選を行っている。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆継続実施する。
◇例年希望団体が多く、抽選を行っている。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
補助メニューにより助成金上限額も違うため、年度によりコストも変動する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

希望する団体は多い。例年抽選を行っている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

県内同一条件

利用団体数 3,678,000 3,029,500 2,602,725 8,742,350

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

コミュニティ助成
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

事業・制度該当者、移住・定住希望者
受益者数

（対象者数）
1,000

単
位

人

国県支出金を除いた比率 92.38%

50,000

14.使用料及び賃借料 0

52,512,540

特
定
財
源

県支出金

一般財源

15.工事費

32,580

財
源
内
訳

のセルにのみ入力してください。

25,012,540

地域住宅交付金

0

954,604

ＪＯＩＮ移住・交流＆地域おこしフェア出展料

事業開始年度

Ｈ

合　　計

23,500,000

事業費
内　 訳

9.旅費

11.需用費

52,512,540

その他

地方債

33,740,509

ふるさと創生基金繰入金

40,381,509

国庫支出金

0

0

18.備品購入費

52,386,100

0

19.負担金補助及び交付金

12.役務費

定住促進事業

4,000,000

合　　計

（29年度実績）
◆通勤圏拡大による定住促進
・若者遠距離通勤者支援18件
◆若者世代定住のための住宅支援
・あさご暮らし住宅取得等応援事業（新制度）・・・住宅取得53件、家賃助成9件
・まちづくり定住促進事業(旧制度）・・・住宅取得に対する利子補給、家賃助成　　利子補給：170件、

　家賃助成：30件
・転入者住宅建設等対策事業（旧制度）・・・転入者の住宅建設・購入に対する助成　3件
・空き家活用促進事業・・・空き家の改修に対する助成　9件　　奨励金　3件
・多世代同居等支援事業：リフォーム支援0件、住み替え支援3件
◆婚活支援の推進
・婚活支援事業・・・他団体が開催する未婚男女交流事業への助成等　4件（朝来市社会福祉協議会）

節区分 平成29決算(円）

8.報償費

43,860

月

事業の目的

目：項： 総務管理費

29

諸費

予算

事　 業　 の
実施内容等

総合
計画
体系 4 持続的な定住に向けた施策の推進

款：

決算 ）H平成 30 年度
決算

行政マネジメント事務事業シート （
6 日

◆重点プロジェクト　1-④-1-4-【2】
総合計画の重点プランにある「持続的な定住に向けた施策の推進」に向け、朝来市の魅力を発信しながら、通
勤圏拡大による定住促進、若者世代定住のための住宅支援や空き家活用促進、婚活支援や婚活イベント実
施等の推進に取り組む。これらにより、人口政策の重点対象である20代から30代の子育て世代を中心にUIJ
ターンを促進し、人口減少に歯止めをかけていく。

1.ソフト事業

評価区分 評価

2930 年

総務費

事務事業名

重点 創生

81,800

前年度決算（円）

結婚仲人奨励金

担当部課 市長公室　総合政策課

261,171

48,616

1,168,160アンケート集計委託、空き家バンクHP改訂委託

137,238

職員出張旅費等 41,580

定住情報掲載、空き家バンクシステム保守費用

移住体験住宅用家電製品購入費

窓あき封筒印刷代等

好きなまちで働く《社会増促進》

13.委託料

37,515,540あさご暮らし住宅取得等応援事業など各種補助金

172,800移住体験住宅整備

区
分

40,381,509

493,000

事業種別17

説明等

6,148,000

定住促進
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

都市部の若者・子育て世代が魅力を感じるような「朝来らしさ」や「朝来での暮らし方のイメージ」、「都市部との暮らしの
比較」「朝来で夢や希望が叶う可能性（起業など）」「チャレンジを支える仕組み」などや、実際に移住し起業したりしてい
る先輩移住者の状況などを分りやすく表現しながら効果的に伝えることによって、移住定住者数を増やしていく。
また、地域で男女の出会いサポートに取り組んでもらえるように、支援制度のＰＲを強化していくとともに、イベントなど
への参加者集客を支援する。

各種支援制度を利用した転入者数 ％

事業費計

　正規職員人件費

年　　度

26年度 27年度 28年度

特
定
財
源

【２】事業の成果を表す数値 単位

移住体験住宅整備

移住体験住宅用家電製品購入費

あさご暮らし住宅取得等応援事業など補助金

結婚仲人奨励金

職員出張旅費等

制度紹介パンフレット増刷等

定住情報掲載、空き家バンクシステム保守費用

アンケート集計委託、空き家バンクHP改訂委託

ＪＯＩＮ移住・交流＆地域おこしフェア出展料

33,282,040 51,885,199

相談件数については、専門部署の設置（H26年度）により大きく増加している。27年度以降については雑誌、テレビ等のメディア
に取り上げられ注目度が増したことが件数増の大きな要因と思われる。
また、空き家バンク制度が浸透してきており、空き家バンク利用と並行した移住相談が増加したことも要因と考えられる。

説明等

財
源
内
訳 56,608,185 46,738,901

66,723,585

200

26年度

転入転出アンケート調査により把握した転入者数 人

件

－

年　　度

463 482

26年度

221,325

1,048,120

1,384,545

80,960,185

29年度

129 116 107

0
0
0
0

66,723,585

27年度

－

28年度

81,800

1,606,262

24,352,000
0
0

319,297

4,445,788

27年度

391,820

805,050

2,920,092

1,587,496

5,679,600

41,580

954,604

48,616

1,168,160

29年度

50,000

43,860

32,580

0

0

2016年の住みたい田舎ベストランキング１位、2018年でも近畿版で１位と人気・実績が続いており、メディアに取り上げられてい
ることに加え、移住定住の相談窓口設置などのワンストップサービス化や、移住定住・移住起業者に関する支援を充実したこと
により、一定数の移住者数を継続している。

現在認識している課題

朝来市へのＵＩターンなどによる移住者は限定的であり、まだまだ届けたいポイント（都市部の若者・子育て世代や移住
起業希望者）に届いていない現状にあることから、さらにターゲットに届けられる効果的な情報発信を進めていく必要が
ある。
また、関西都市部も人口が減少しているため、関西圏だけでなく、潜在的な移住希望者が多く人口も増えている首都
圏での効果的なＰＲ方法を検討する必要がある。
そのほか、近隣市町などとも連携し、結婚に向けて男女の出会いサポート事業への参加者増員を図る必要がある。

今後の方向、見通し等

83

53.07%100.00%

127 157 224

単位
年　　度

52,512,540

28年度 29年度

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

60,922,65053,379,90180,960,18566,723,585

0
0

23,500,000
0

493,000

60,922,650

節区分

8.報償費

9.旅費

11.需用費

12.役務費

13.委託料
14.使用料及び賃借料

移住・定住に係る相談件数

002,596,310

92.38%

0
6,148,000

0

12,998,39226,478,676 8,410,110

53,379,901
84.78%

33,422,650

261,171

15.工事費

18.備品購入費
19.負担金補助及び交付金

206,124

33,441,545

40,381,509

4,000,000

093,852

0137,238

24,303,300 52,386,100

178,848

32,867,432

0172,8007,108,2880

37,515,540

定住促進
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６．成果単位あたり金額（円）

空き家バンクシステム関係、転入出アンケートなどの事業を、28年度から「住みたい田舎促進プロジェクト事業」に移行したため、
金額が減額となっている。
予算に多くの割合を占める各種補助金、中でも過半を占める住宅取得補助については、補助期間が最大5年間のため、ボリュー
ムの大きいＨ２６～Ｈ２７年度の新規申請分の影響がまだ数年続くことになる。
今後も交付金の対象となる事業を調査しながら、移住者（転入者）の獲得を進める。

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

各種支援制度を利用した転入者数

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

【３】代替サービスの有無

平成３０年度の市民アンケートでは、約４割の方が「自分の家族や友人に朝来市への移住・定住を勧めた
い」と回答しており、そうは思わないを１０パーセント以上上回っている。また、「住みたい田舎ランキング」
でも、過去３ヵ年、常に上位に位置している。

各種住宅関連支援制度は近隣市町と概ね同じ水準か、制度によっては補助額の面において全国的に見
ても高水準である。

婚活イベント事業については、すでに事業を委託、もしくは事業実施主体に助成しており、市内の団体が
事業を担っている。

７．事業環境

3

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

2 休止

1 廃止

継続実施

2 ○ 改善見直し

2 抜本的見直し

評価項目

◆改善見直しを行いながら、定住促進に取り組む
市民アンケートの結果から現状の施策への一定の評価があっ
た。また、専門部署の設置や各種支援制度の充実は対外的な
アピールポイントとして重要である。ただし、若者遠距離通勤者
支援や多世代同居等支援制度などについては、利用者も少な
く、増加率も低いことから、移住希望者のニーズに合った内容に
改善が必要である。
特に、今後はまちの魅力や暮らしやすさ、快適さ、自己実現の
可能性の高さなど、財政支援以外のサポート充実による移住推
進に切り替えていく必要がある。

ランク 評価

3 拡充

評価理由

・全国の自治体が移住・定住支援策をが競って拡大している状
況にあり、、今後、当市が財政支援面において優位性を確保す
ることは困難である。
・このような認識のもと、地域ぐるみのあさご暮らし支援を展開し
ており、財政支援面ではなく、人の暮らしの本質的な面でのア
ピールポイントを磨いていき、移住・定住における競争力を確保
していく。

2

126,396

年　　度

29年度
単位あたり金額

転入転出アンケート調査により把握した転入者数

26年度

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

A

115,291

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

拡充

継続実施

８．一次評価

28年度

拡充

補助制度の終期を見据え、改善見直しする。

継続実施

評価 評価理由

○ 改善見直し

B

抜本的見直し

市民ニーズの把握

803,899 627,598 460,172 569,371

27年度

評価理由

C

休止

休止

2

1

3

○

廃止

A

B

C

2 抜本的見直し

ランク

3

2

2

評価

廃止

改善見直し

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

11．最終評価

10．外部評価

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

定住促進
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 54.01%

事業の受益者
（対象者）

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート ）

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

重点

項： 総務管理費 目： 企画費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

款： 総務費

事業開始年度 評価区分 評価

32 地域づくり人材・組織の育成支援 Ｈ 28 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

◆重点プロジェクト　1-①-1-1-【1】
第2次朝来市総合計画、朝来市創生総合戦略及び朝来市シティプロモーション戦略に基づき、市民一人ひとり
が好きなことや得意なことの延長にまちと関わりを持ちながら活動や起業する「ASAGOiNGな人」を育みなが
ら、シビックプライド（まちへの誇りや愛着、まちを構成する一員である自負心）を育み、さらには、「しごと」の創
出や雇用のマッチングにつなげ、朝来市のまちの好循環を目指していく。

事　 業　 の
実施内容等

子どもから大人までの各ライフステージに沿ってまちと関わり、学ぶ機会を創出し、「主体性」「多様性」「自己肯定感」「シビックプライド」
を育むことで、多岐にわたる「ASAGOiNGな人」が活躍するまちづくりにつなげる。
■人財育成の土台づくり

①自己肯定感を育む取り組み（ファミリー子育て教室の開催、パンフレットの作成など）
■中高生と地域がつながる場づくり

①高校生と地域をつなぐ（人財育成コーディネーターの配置２人）
②和田山高校キャリア教育と生野高校グローバル教育を中心とする高校と地域連携に係る事業の支援
③ASAGOiNGゼミU-18の開催

（ろじかるゼミ【前期・後期2回、延べ87人参加】、まちゼミ【前期・後期2回、延べ68人参加】、しごとゼミ【高校2校、185人参加】）
■若者の社会参加の促進

①フリーペーパーASAGOiNGの発行（年4回、各5,000部）
②子育てママの社会参加の機会づくり

（高齢者施設での赤ちゃん先生事業の展開【6～10月、計10回実施】、AsagoLabo等と連携した活動支援）
■若者の起業支援

①ASAGOiNG Garden KOUBAの社会実験運営（旧竹田保育所の施設整備、コミュニケーションポイントと
インキュベーション施設としての機能の必要性や意義を確認する社会実験委託）

②起業人財キャッチの取組み（ASAGOiNG MEET【8月・11月、2回開催】、ツアー等【8月5日実施】）
■その他

①朝来市創生推進人財育成フォーラムの開催（1回）【9月29日】
②市民主体の人財育成事業の支援

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 2,446,380 人財育成コーディネーター賃金 0

8.報償費 1,859,920 講師等謝礼、委員等謝礼、事業協力者等謝礼等 3,646,330

9.旅費 487,990 委員旅費、講師等旅費、職員出張旅費 1,394,680

11.需用費 5,688,437 消耗品費、印刷費、食糧費 3,053,374

12.役務費 129,989 保険料等 220,258

13.委託料 12,455,779 調査研究委託料、デザイン委託料、制作委託料等 19,294,560

14.使用料及び賃借料 376,646 自動車借上料、会場等使用料 83,160

15.工事費 8,948,522 工事請負費 0

18.備品購入費 1,844,501 備品購入費 1,627,670

19.負担金補助及び交付金 12,498,772 企業人材派遣負担金、国際人人財育成事業補助金等 17,091,272

合　　計 46,736,936 46,411,304

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 21,493,521 地方創生推進交付金 45,870,809

県支出金

地方債

その他 24,800,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 443,415 540,495

合　　計 46,736,936 46,411,304

事務事業名 創生推進人財育成プロジェクト事業 担当部課 市長公室　総合政策課

人財育成

別紙-113



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

家庭・地域・学校・行政が連携し、事業をそれぞれの主体が意識して展開していくことが必要。特に、中学生・高校生に
おいては、学校教育と地域とが連携できるしくみづくりを行うことで、できるだけ多くの生徒が多様な人と対話したり多く
の経験をしたりする機会を創出し、生徒の主体性や多様性を育んでいくことを進める。また、地域自治協議会と連携し
ていくほか、若者世代が居住地域にこだわらず自分らしさが発揮できる主体性を育む場づくりを展開していくことで、多
様な人材交流が生まれ、ASAGOiNGな人を多く輩出し、まちの活力につなげていく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 臨時賃金 0 2,446,380

8.報償費 講師等謝礼、委員等謝礼、事業協力者等謝礼 6,338,000 1,859,920

9.旅費 委員職員出張旅費、講師等旅費 3,932,000 487,990

11.需用費 消耗品費、食糧費、印刷費 2,982,000 5,688,437

12.役務費 通信費、保険料 0 129,989

13.委託料 設計監理・調査・制作・システム等業務委託料 21,970,000 12,455,779
14.使用料及び賃借料 自動車借上料、会場等使用料 378,000 376,646

15.工事費 工事請負費 0 8,948,522

18.備品購入費 備品購入費 2,500,000 1,844,501
19.負担金補助及び交付金 企業人材派遣負担金、国際人人財育成事業補助金等 19,480,000 12,498,772

事業費計 0 0 57,580,000 46,736,936

　正規職員人件費 10,074,900 14,926,550

　臨時職員人件費 0 0

0 0 67,654,900 61,663,486

財
源
内
訳

特
定
財
源

45,870,809 21,493,521
0 0
0 0
0 24,800,000

0 0 21,784,091 15,369,965
0 0 67,654,900 61,663,486

#DIV/0! #DIV/0! 20.34% 54.01%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ASAGOiNGゼミ受講者数（延べ人数） 人 － － 108 340

ASAGOiNGゼミ以外のセミナー、講座等受講者数（延べ人数） 人 － － 159 475

　本事業は平成28年度に新規事業として方向性の整理等を行い、平成29年度からその考え方に基づき本格的にプログラム展開をスタート
した。また、中高生を対象にしたASAGOiNゼミU-18は、年間プログラムから前期後期の2期に分け、さらに内容別にプログラム化することで、
中高生にとって参加しやすい工夫を行ったほか、高校の授業と連携したプログラムを実施することで、多くの高校生に多様な人材との対話
の機会を設ける工夫を行った。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市に誇りや愛着を持つ市民の割合 % 64.2 62.7 62.5 63.9

社会人になっても朝来市に住みたいと思う中学生の割
合

% 46.6 50.2 53.1 55.9

　人財育成事業の成果は即効性がみられるものでもなく、さらに、複合的な要素が絡み合い成果につながることであることで、微増につな
がっている。しかし、人財育成プログラムの対象となっている若者世代（20～30代）の数値が他の年齢に比べて低いため、まだ活動の成果
が表れているとは言えない。

現在認識している課題

朝来市で活躍する人財（ASAGOiNGな人）を育成するためには、子どもの頃から「まち」や「ひと」と多く関わりを持ち、多
様な人との対話や様々な経験を通して主体性・多様性・自己肯定感・シビックプライドを育むことが大切である。そのた
め、家庭・地域・学校・行政が一体となった取り組みが必要である。特に、中高生の年齢はそれぞれのキャリア形成に
おいて大切な時期であり、多くのことを吸収できる時期であるにも関わらず、地域とのつながりが薄れていることが課
題。また、地域自治協議会の活動内容や活動への参画の状況に応じて、中学生や若者世代の意識に地域差が生じて
いる。

今後の方向、見通し等

人財育成
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市に誇りや愛着を持つ市民の割合 0 0 1,082,478 965,000

社会人になっても朝来市に住みたいと思う中学生の割合 0 0 1,274,104 1,103,104

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　事業費の減に加え、各割合が高くなったことからコストが下がった。多様な主体が多様な取り組みを展開することで、プログラムに参加する
機会が増え、ASAGOiNGな人の育成につなぐことができるが、従来からある地域自治協議会の活動に加え、現在、市内県立高校との連携
により高校が主体的な取組みがスタートした以外は、いまだ行政主体の事業が主であり、市民・地域主体の新たな取り組みが展開されるな
どいった、事業の拡がりは少ない。今後は、多様な団体等と連携しながらプログラムを展開することで、多様な主体による自主的な人財育成
の取組みにつなげ、１人あたりの経費を削減した継続的な事業になるように工夫を行う。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

中高生の場合は、学校（勉強や部活）や塾で忙しく、今の生活の中に新たな学びの場に参加する
時間を捻出させることは厳しい。若者の場合は、気軽に集い人と人とがつながる場が少なく、動
きが広がる場がない。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

村岡高校では地域と学校と連携した取り組みを行いながら高校生の人財育成が展開されている
が、その他の高校や中学生ではほとんどない。丹波市では、市民が主体となって若い人がつな
がったり、学び合ったりできる場が作られている。

【３】代替サービスの有無
他県では私営にて中高生や若者のサードプレイスづくりや主体性を育む学びの場づくりなどが展
開されている。（有料の事業と委託事業の双方で経営）

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆改善見直しを行いながら、人財育成に取り組む
・地方創生交付金を活用し、プログラムづくりなど試行的
や投資的な事業を展開することで、事業の有効性や手法
を見出すことができた。
・その成果をもとに、地方創生交付金の交付期間（～H31
まで）を見据え、多様な主体が自主的に継続的に展開でき
るしくみへ改善していくことが必要。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

継続実施 ・当該事業は自分で人生を選択・デザインし、不確実でも
明るい未来を実現するための力を養うことを目的に行って
いるものであり、朝来市の将来を担う人財育成にも寄与す
るもの。
・当該事業の重要性を職員は当然のこと、住民に対しても
分かりやすく丁寧にご理解していただく工夫が必要。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク

2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 3

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

休止

拡充

交付金の事業期間（H31年度）までは継続実施とし、以降は拡充していく。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

○ 継続実施

人財育成

別紙-115



別紙-116



作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

移住・定住希望者
受益者数

（対象者数）
1,000

単
位

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 76.78%

事業の受益者
（対象者）

決算 30
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート ）

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

重点

項： 総務管理費 目： 諸費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

款： 総務費

事業開始年度 評価区分 評価

4 持続的な定住に向けた施策の推進 Ｈ 28 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

◆重点プロジェクト　1-④-1-4-【3】
Ｈ２７年の宝島社による住みたい田舎ランキングにおいて全国1位になったことにより、移住先としての朝来市
が脚光を浴び、移住希望者からの問い合わせが増加している。その受け入れ体制は定住促進事業により整備
してきたが、移住にいたる前段階の受け皿となる体験住宅の整備、地域側の受け入れ体制の整備等について
は不足する部分がある。また、空き家バンクを含む移住相談業務については、コストの適正化及びよりきめ細
かな対応のために、中間支援組織への外部委託を図ることも今後重要となる。これらを補完することにより、移
住・定住に係る受け入れ体制を充実し、注目度の高まりを実際の移住・定住者の増に着実につなげていく。

事　 業　 の
実施内容等

（29年度実績）
◆UIJターンに向けた総合情報発信
・定住情報発信事業・・・移住促進パンフ・支援制度説明パンフの増刷（各2000部）、

　転入･転出者アンケート調査の実施
◆地域ぐるみのあさご暮らし支援
・体験住宅整備事業・・・「あさご暮らし」体験住宅の整備　既存3件（川尻・竹田・林垣）の運用と

　新規1件（与布土）の整備
・田舎暮らし支援事業・・・田舎暮らし体験会等の実施　2回（都市部（神戸）・市内各1回）
・移住推進支援事業・・・他団体が実施する定住事業等への助成　3件、移住サポーターの募集、

　中間支援組織への業務移行方法の調査・研究
◆空き家活用による移住促進
・移住起業者支援事業・・・移住起業者に対する助成　6件
・空き家バンク事業・・・空き家バンクに関する事業　新規登録：利用者83件・所有者47件　成約：14件、

　中間支援組織への業務移行にかかるシステムの研究・開発

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 129,755 移住イベント等事業協力者謝礼等 56,000

9.旅費 100,380 職員出張旅費等 274,090

11.需用費 864,585 移住イベントチラシ・消耗品等、体験住宅維持管理費等 766,620

12.役務費 386,388 体験住宅片付け、空き家バンクＨＰ保守等 237,600

13.委託料 2,988,360 体験住宅工事設計管理、移住相談者システム開発・アンケート調査委託等 1,620,640

14.使用料及び賃借料 237,031 体験住宅借上料、下水道使用料、イベント会場使用料等 140,400

15.工事費 4,645,080 体験住宅新規整備改修工事 2,688,994

18.備品購入費 364,764 体験住宅家電整備等

19.負担金補助及び交付金 8,321,473 各種協議会等負担金、移住起業者支援事業補助金等

合　　計 18,037,816 5,784,344

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 4,188,777 地方創生推進交付金 2,892,172

県支出金

地方債

その他 7,240,000
ふるさと創生基金繰入金4,100,000
企業版ふるさと寄付金2,600,000  住宅利用料540,000

一般財源 6,609,039 2,892,172

合　　計 18,037,816 5,784,344

事務事業名 住みたい田舎移住促進プロジェクト事業 担当部課 市長公室　総合政策課

住みたい田舎
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

体験住宅の整備、移住サポーターの養成による地域側の受け入れ機運の醸成や体制の整備等により、よりきめ細か
な移住者の受け入れ体制を整備していく。併せて、空き家バンク運営業務や相談業務の一部外部化により、受け入れ
コストの適正化や対応の迅速性を図るとともに、先輩移住者など民間の力を活用して、より移住者の視点に立った支
援体制の構築・ＰＲを図るほか、空き家バンクへの物件登録の周知も進める。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 事業協力者謝礼等 56,000 129,755

9.旅費 職員出張旅費等 274,090 100,380

11.需用費 移住促進パンフレット、体験住宅維持管理費等 766,620 864,585

12.役務費 体験住宅片付け、空き家バンクＨＰ保守等 237,600 386,388

13.委託料 移住コンシェルジュ養成講座、システム研究・開発等 1,620,640 2,988,360
14.使用料及び賃借料 体験住宅借上料、下水道使用料等 140,400 237,031

15.工事費 体験住宅新規整備 2,688,994 4,645,080

18.備品購入費 体験住宅家電整備等 364,764
19.負担金補助及び交付金 協議会等負担金、移住起業者支援事業補助金等 8,321,473

事業費計 0 0 5,784,344 18,037,816

　正規職員人件費 3,249,598 5,606,740

　臨時職員人件費 0 0

0 0 9,033,942 23,644,556

財
源
内
訳

特
定
財
源

2,892,172 4,188,777
0 0
0 0
0 7,240,000

0 0 6,141,770 12,215,779
0 0 9,033,942 23,644,556

#DIV/0! #DIV/0! 50.00% 76.78%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

移住サポーター登録者数 人 － － － 23

新規事業としてＨ29年度から取り組んでいる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
移住に活用した空き家の延べ数（空き家バンクと空家活
用）

件 － － 24 14

空き家バンク成約数（29年度14件）のうち、市外からの移住者が成約した数（29年度6件）と、空き家活用促進事業を移住者本人
が利用した件数および移住者に賃貸するために所有者が利用した数（29年度8件）の合計で、28年度は移住者の利用が多かっ
たが、29年度度は市内在住者の利用が多かったため、件数が減少した。

現在認識している課題

移住について、朝来市に対し注目度が高い状態が続いている中、地域の受入れ、支援体制についても理解を求めて
いく必要があるほか、空き家バンクについて、賃貸利用希望と売却希望の件数の差異など、需要と供給の内容に差異
がある。
また、関西都市部も人口が減少しているため、関西圏だけでなく、潜在的な移住希望者が多く人口も増えている首都
圏での効果的なＰＲ方法を検討する必要がある。

今後の方向、見通し等

住みたい田舎
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

移住に活用した空き家の延べ数（空き家バンクと空家活用） 376,414 1,688,897

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
Ｈ29年度は新たな体験住宅を整備したほか、移住起業者支援事業の利用が多く、事業費が増加したため、コストがあがった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

平成３０年度の市民アンケートでは、約４割の方が「自分の家族や友人に朝来市への移住・定住を勧めた
い」と回答しており、そうは思わないを１０パーセント以上上回っている。また、「住みたい田舎ランキング」
でも、過去３ヵ年、常に上位に位置している。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

空き家バンク制度および体験住宅は、近隣市町と同レベルでのサービスである。体験住宅に関しては、職
員宿舎等でなく一般の民家で地区での付き合いもできるなど、より普通の暮らしに近い体験ができる。

【３】代替サービスの有無
空き家バンクの運用や移住に係る相談業務については、市内の団体がすでに一部を担っており、より多く
の部分を代替できる可能性があったため、３０年度から一部を委託。

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充 ◆改善見直しを行いながら、移住・定住体制づくりに取り組む。
市民アンケートの結果から、現状の施策への一定の評価があっ
た。
移住起業者への支援事業も件数を伸ばしており、需要が高まっ
ているが、さらに効果的な支援とするため、申請事業の評価方
法などを検討・改善する必要がある。
空き家バンク運用や移住相談業務について、事業の一部を中
間支援組織へ委託を行い、幅広い相談内容に対応しながら、迅
速性を確保するなどよりよい運営となるよ検証改善しながら進
める。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

継続実施
・空き家バンクの運用や移住相談業務の一部を中間支援
組織へ委託したことにより、地域ぐるみのあさご暮らし支
援が前進している。
・今後は、地域ぐるみのあさご暮らし支援をより進化させ、
地域主体のあさご暮らし支援になるよう事業展開（移住サ
ポーターの養成による地域側の受け入れ機運の醸成等、
地域主体の受入・支援体制の充実）を図っていく必要があ
る。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク

2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 2 ○

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

○ 継続実施

住みたい田舎
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1 作成・更新日 1

平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

移住・定住希望者
受益者数

（対象者数）
1,000

単
位

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 50.00%

事業の受益者
（対象者）

決算 30
平成 29 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート ）

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

重点

項： 総務管理費 目： 諸費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

款： 総務費

事業開始年度 評価区分 評価

4 持続的な定住に向けた施策の推進 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

朝来市の空き家件数は平成25年度住宅土地統計調査によると2,510戸、空き家率にすると17％という状況と
なっており、市街地を中心とした各地域で空き家の適正管理が問題視されている。本事業では、平成28年度に
行った空き家実態調査のアンケート調査等で、空き家バンクへの登録を希望した市民等の家屋現地調査を行
い、空き家バンク登録・利活用推進を行うことを目的とする。

事　 業　 の
実施内容等

◆空き家バンク物件調査業務
物件現地調査、空き家バンク登録のための資料作成。

事業費
内　 訳

節区分 平成29予算(円） 説明等 前年度予算（円）

13.委託料 1,851,120 空き家バンク物件調査委託料 0

合　　計 1,851,120 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 925,560 地方創生推進交付金

県支出金

地方債

その他

一般財源 925,560 0

合　　計 1,851,120 0

事務事業名 空き家バンク物件調査事業（繰越分） 担当部課 市長公室総合政策課

空き家バンク物件調査
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３．事業費等の推移（単位：円（予算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

体験住宅の整備、移住サポーターの養成による地域側の受け入れ機運の醸成や体制の整備等により、よりきめ細か
な移住者の受け入れ体制を整備していく。併せて、空き家バンク運営業務や相談業務の一部外部化により、受け入れ
コストの適正化や対応の迅速性を図るとともに、先輩移住者など民間の力を活用して、より移住者の視点に立った支
援体制の構築・ＰＲを図るほか、空き家バンクへの物件登録の周知も進める。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

13.委託料 空き家バンク物件調査委託料 1,851,120

事業費計 0 0 0 1,851,120

　正規職員人件費

　臨時職員人件費

0 0 0 1,851,120

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 925,560
0 0
0 0
0 0

0 0 0 925,560
0 0 0 1,851,120

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 50.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

空き家バンク登録書類作成件数 件 26

Ｈ29年度事業として実施

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度（目標） 29年度（目標）

空き家バンク新規登録件数 件 47

Ｈ29年度事業として実施

現在認識している課題
移住について、朝来市に対し、注目度が高い状態が続いている中、地域の受入れ、支援体制についても理解を求めて
いく必要がある。

今後の方向、見通し等

空き家バンク物件調査
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度（目標） 29年度（目標）

空き家バンク新規登録件数 39,386

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
Ｈ29年度事業として実施

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

平成３０年度の市民アンケートでは、約４割の方が「自分の家族や友人に朝来市への移住・定住を勧めた
い」と回答しており、そうは思わないを１０パーセント以上上回っている。また、「住みたい田舎ランキング」
でも、過去３ヵ年、常に上位に位置している。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

空き家バンク制度および体験住宅は、近隣市町と同レベルでのサービスである。体験住宅に関しては、職
員宿舎等でなく一般の民家で地区での付き合いもできるなど、より普通の暮らしに近い体験ができる。

【３】代替サービスの有無
空き家バンクの運用や移住に係る相談業務については、市内の団体がすでに一部を担っており、より多く
の部分を代替できる可能性があったため、３０年度から一部を委託。

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

平成28年度空き家実態調査分についてはおおむね書類の作成
が完了したため。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

1 ○ 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

継続実施

一次評価同様

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク

1

評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 2

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

○ 休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

休止

拡充

事業完了のため廃止する。

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

９．二次評価（H２８評価結果：H２７実施事業）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

空き家バンク物件調査
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 27.28%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 労働費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 労働費 目： 労働諸費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○ジョブサポあさごの運営
朝来市へのＵＩＪターンを希望する学生や既卒者の就職を支援する専用サイト「ジョブサポあさご」を運営する

○但馬地域に立地している企業等について、但馬３市２町と但馬県民局とが合同で就職の説明会・面接会を開
催（H３０．３．１３　大阪市）
○朝来市独自の企業説明会を開催

ハローワークと合同で朝来市に立地している企業のみで企業説明会を都市部で開催（H３０.３.１７）
○事業所向けセミナーの実施

外部講師による事業所向けセミナーの開催（ワーク・ライフ・バランス及び働き方改革についての講演）
○就活サポートブックの活用

就職活動支援に特化したサポートブックを作成し市内企業のPRを実施
市内中学校、市内及び近隣高等学校、近畿圏内の大学等へサポートブックを送付
市内中学生の進学先高校（但馬中心）の協力を得て、大学３年生になる生徒の実家にガイドブックを送付する

（生野、八鹿、近大豊岡）
○大学訪問

市内高校生の主な進学先の京阪神所在の大学を訪問し、市の取組をＰＲする

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 雇用専門員賃金 0

8.報償費 63,600 セミナー講師謝礼 20,000

9.旅費 146,720 職員出張旅費、長期インターンシップ参加者旅費 117,040

11.需用費 1,508,335 公用車燃料費、印刷費 152,476

12.役務費 501,200 サイト保守費、郵便料等 221,200

13.委託料 972,000 長期インターンシップ委託料 0

14.使用料及び賃借料 261,266 合同企業説明会物品使用料 115,020

19.負担金補助及び交付金 654,000 合同企業説明会参加負担金 300,000

合　　計 4,107,121 925,736

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 2,986,586 地方創生推進交付金

県支出金

地方債

その他 3,300,000 ふるさと創生基金

一般財源 ▲ 2,179,465 925,736

合　　計 4,107,121 925,736

社

事務事業名 雇用推進事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

市内事業者
受益者数

（対象者数）
1,866

単
位

事業の目的
　進学を機に都市部等に転出した学生等に、朝来市内や1.5時間通勤圏における就業に関する情報を提供し、
Ｕ・Ｉ・Ｊターンを促す

雇用推進
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 雇用専門員賃金

8.報償費 セミナー講師謝礼 20,000 63,600

9.旅費 職員出張旅費 21,950 103,290 117,040 146,720

11.需用費 公用車燃料費、印刷費 105,202 152,476 1,508,335

12.役務費 サイト保守費、郵便代等 221,200 501,200

13.委託料 サイト構築委託料 2,531,520 972,000

14.使用料及び賃借料 就職支援セミナー会場使用料 115,020 261,266
19.負担金補助及び交付金 合同企業説明会参加負担金 26,800 234,000 300,000 654,000

事業費計 48,750 2,974,012 925,736 4,107,121

　正規職員人件費 2,201,000 3,343,000 727,000 3,797,100

　臨時職員人件費 294,000 2,597,000 1,620,320 2,210,250

2,543,750 8,914,012 3,273,056 10,114,471

財
源
内
訳

特
定
財
源

3,226,188 2,986,586
0 0
0 0
0 3,300,000

2,543,750 8,914,012 46,868 3,827,885
2,543,750 8,914,012 3,273,056 10,114,471

100.00% 100.00% -248.50% 27.28%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ジョブサポあさご相談件数 人 － 3 17 17

兵庫県北部合同企業説明会参加企業数（朝来市） 社 － 9 12 12

市内企業では人材の確保が困難となってきている状況により合同企業説明に参加を希望する企業が増加傾向にある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

相談に応じた就職者成立件数 人 － 1 5 6

兵庫県北部合同企業説明会参加人数 人 － 217 188 149

　学生の地元就職意欲が低下していることや学生が有利ないわゆる売り手市場となっていることが伺える。
　市内に雇用意欲のある企業はあるものの十分に人材を確保できていない状況がある一方、求職者においては一般的に大企業
志向が強く、地域経済の核となる地元企業の魅力や情報が十分に伝わっていないなどのミスマッチが存在していると考える。

現在認識している課題
進学を機に都市部等に転出した学生等の就職時に地元への回帰率が低下していることにより、市内人口の減少、また経済の活性化等に
支障をきたしている。

今後の方向、見通し等
・「ジョブサポあさご」の運営、京阪神への学生へSNSを利用したPR及び大学等へのアプローチにより、朝来市へのUIJターン就職者を増加させる。
・市内の中高生及び保護者へ市内企業の魅力伝え、将来の就職活動の選択肢にしてもらい、地元就職率を高める。

雇用推進
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

相談に応じた就職者成立件数 #VALUE! 8,914,012 654,611 1,685,745

兵庫県北部合同企業説明会参加人数 #VALUE! 41,078 17,410 67,882

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成２７年度から雇用専門員を配置し「朝来市へのUIJターン」を希望される学生や既卒者の仕事探しを支援する
「ジョブサポあさご朝来市無料職業紹介所」サイトに係る開設費用等が生じたことによる変化。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

市内企業からは人手不足の声が聞かれる。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

豊岡市も無料職業紹介事業に取り組んでいる。

【３】代替サービスの有無 あり（ハローワーク）

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

◇現状の事業を拡大し実施する。
◇少子高齢化及び若年人口の流出は市民全体への影響
ある事業であり、かつ、市が率先して行うべきである。
◇就職については保護者の影響が強いため、将来を見据
え市内企業の魅力を伝えるため中高生の保護者を対象と
した事業にも力を入れる必要がある。

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

・人手不足が地域経済を維持していくうえでの阻害要因と
して顕在化しており、重要課題であると認識している。
・これまので「雇用推進事業」を評価・検証のうえ、いかに
雇用を確保していくのかという観点から事業展開を図って
いく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

○ 拡充

2次評価のとおり拡充する。

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

雇用推進
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○「中小企業融資事業」
市内に店舗又は事務所を有し、引き続き6箇月以上同一事業を経営する市税を滞納していない市内の商工業

者に対して融資するため、融資目標額の１／４相当額を取扱金融機関へ預託する
　朝来市中小企業制度融資を利用し、「兵庫県信用保証協会」の信用保証を得た事業者が、債務不履行に陥っ
た際、その債務の一部を事業者に代わり市が損失補償を行う
○「中小企業融資利子補給事業」・「信用保証料補助事業」

朝来市中小企業融資制度のうち、
・経営革新支援資金
・企業育成資金
・開業資金

　のいずれかの資金を、５年以上の期間、借入れを受けた事業者に対して、３年間の支払い利子全額を補給す
る
　また、平成２６年度から「兵庫県信用保証協会」の保証を受けた事業者が支払う保証料の半額を補助する制
度を創設し、事業者が利子補給か保証料補助かどちらかを選択できる制度とする
○「小規模事業者経営改善資金(通称：マル経融資)利子補給事業」（平成27年度で事業期間終了）

商工会を窓口とする「日本政策金融公庫」の「マル経融資」を受けた市内事業者に対して、支払い利子の半額
を３年間、利子補給する

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費 24,840 印刷費

19.負担金補助及び交付金 2,304,329 中小企業融資、マル経融資利子補給金 961,432

21.貸付金 150,000,000 中小企業融資預託金 250,000,000

22.補償補填及び賠償金 0 兵庫県信用保証協会損失補償金

合　　計 152,329,169 250,961,432

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 150,000,000 中小企業貸付元利収入 250,000,000

一般財源 2,329,169 961,432

合　　計 152,329,169 250,961,432

社

事務事業名 中小企業融資事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

市内中小事業者(農林漁業者除く)
受益者数

（対象者数）
1,817

単
位

事業の目的

○中小企業融資事業
・市内中小事業者が必要とする事業資金の融資を促進し、経営の安定と向上を図る
○中小企業融資利子補給事業・保証料補助事業・小規模事業者経営改善資金利子補給
・新規開業や異業種展開、利益を向上させる経営革新計画の認定を受けるなど、積極的に事業展開を行う事業
者の負担軽減による支援を行う

企業融資
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 印刷費 24,840
19.負担金補助及び交付金 中小企業、マル経融資利子補給金 900,939 1,144,655 961,432 2,304,329

21.貸付金 預託金 250,000,000 250,000,000 250,000,000 150,000,000
22.補償補填及び賠償金 兵庫県信用保証協会損失補償金 0

事業費計 250,900,939 251,144,655 250,961,432 152,329,169

　正規職員人件費 1,568,000 315,000 1,062,900 774,000

　臨時職員人件費 294,000 0 0

252,762,939 251,459,655 252,024,332 153,103,169

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

250,000,000 250,000,000 250,000,000 150,000,000
2,762,939 1,459,655 2,024,332 3,103,169

252,762,939 251,459,655 252,024,332 153,103,169
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

利子補給件数 件 11 14 15 24

　マル経融資利子補給及び信用保証料補助の件数が増加したため

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

新規融資額 千円 30,000 43,000 30,000 119,700

新規融資申込者数 2 2 1 12

市商工会と合同で金融機関訪問を行い市融資制度及び利子補給制度の周知徹底を行った結果、当制度を利用する金融機関の
増加による
景気が上向いてきており設備投資を行った事業者の増加による

現在認識している課題
・市の制度融資については、新制度を設けたり改善を行ってきているが、今後も実体経済に即した制度融資にするための検討が必要である
・朝来市の経済状況を鑑みながら、市内企業のニーズに応じた支援策を行う必要がある

今後の方向、見通し等
・事業者、商工会、専門家、金融機関の４者が参画して、事業実施に向けたスムースな資金融資の実行を目指す
・マル経融資については平成27年度にて事業期間が終了し、新規受付を中止したため、既存事業者の当該利子残額を平成31年度まで補給する

企業融資

別紙-130



６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

新規融資額 8,425 5,848 8,401 1,279

新規融資申込者数 126,381,470 125,729,828 252,024,332 12,758,597

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
預託金の減少及び新規融資額、新規融資申込者数の増加による

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町でも制度融資を実施している。

【３】代替サービスの有無 利子補給は代替サービスはない。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇改善見直しをする。
◇市内企業の利用状況を検証しニーズに合わないものに
ついては廃止も含めて見直していく。

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・民間金融機関においては目利きを活かしたリスクマネー
の供給を促されており、兵庫県や日本政策金融公庫にお
いては市よりも充実した代替サービスが提供される中、市
が金融支援を行う必要性は薄れている。
・預託金により逸失利益が生じいることを認識し、コスト感
覚を持って、支援メニューの見直しを図る必要がある。
・事業見直しに当たっては、先行する神戸市や姫路市を参
考にしつつ、資金需要も考慮のうえ支援のあり方を検討す
る必要がある。（昨年度からの改善点を記載しましょう。）

C 市民ニーズの把握 2

○

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 1 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

他市の状況を確認しつつ、資金需要も考慮の上、事業の在り方を検討する。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

企業融資
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○通常事業：１７，００５千円
「兵庫県地域経済活性化支援費補助金要綱」に基づき、毎年、県補助金が交付されている。随伴として、県補助金の３

割を目途に市補助金として交付している（「朝来市商工業振興対策事業補助金交付要綱」に基づく）
　　補助対象経費は、指導職員人件費、旅費、研修会・講習会等の開催費、視察関連費、金融指導費、労務対策費、青年
女性対策費等となっている

○特別事業：４，６００千円
・商工会が実施する特別事業に対する支援を行う

戦略的経営支援事業
・専門家による個別経営相談及びセミナーを開催し、事業者の経営課題に対応する。国が認定する商工会の「経営発達

支援計画」の実行に伴い、地域経済及び需要動向に関する情報収集・分析を行う。市が認定された創業支援事業計画に
則り、創業希望者等に対し、「あさご創業塾」を開催する。企業の組織活性化を目的としたセミナーを開催し、人材育成を
図る。これらの事業を通じて地域経済の発展を目指す。

① 経営力強化支援事業
② 経営発達支援事業
③ 創業支援事業
④ 組織活性化支援事業

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 21,605,000 通常事業補助金、特別事業補助金 19,776,000

合　　計 21,605,000 19,776,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 21,605,000 19,776,000

合　　計 21,605,000 19,776,000

人

事務事業名 商工会支援事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

商工会員
受益者数

（対象者数）
927

単
位

事業の目的
　市の商工行政の一翼を担う経済団体である朝来市商工会を支援し、商工業の振興及び地域の活性化を推進
する

商工会
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 通常事業補助金、特別事業補助金 24,838,000 21,645,000 19,776,000 21,605,000

事業費計 24,838,000 21,645,000 19,776,000 21,605,000

　正規職員人件費 2,775,000 2,575,000 76,050 374,150

　臨時職員人件費

27,613,000 24,220,000 19,852,050 21,979,150

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

27,613,000 24,220,000 19,852,050 21,979,150
27,613,000 24,220,000 19,852,050 21,979,150
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

補助金額 千円 24,838 21,645 19,776 21,605

県補助金の3割を市の補助金としており、県補助金の増に応じて増加している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

商工会員数（年度当初） 者 957 953 957 927

商工会員が加入者より脱退者が上回ったことによる。

現在認識している課題
・商工会の財政状況は、県補助金（国からの一般財源化された県交付金）と市補助金が大半を占めているが、商工会の役割はこれまでと比して増
しており新たな取り組みを行う事業者のみならず廃業、事業継承の支援など、幅広い専門家のアドバイスなどが必要である。

今後の方向、見通し等

・商工業の活性化には地域の経済団体である商工会が果たす役割は大きく、事業者の経営改善、新たな事業の創出などにより、地域の商工業の衰
退を食い止めるとともに、新たな事業に進出する事業者を商工会員として獲得する必要がある。
・地域の活性化には商工業の振興が必須であり、毎月１回程度の定例会議を開催し、情報共有・連携強化を図っており、今後もこの定例会議を通じて
市と商工会が一体となった商工業振興施策を企画立案し実施していく。

商工会
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

商工会員数（年度当初） 28,854 25,414 20,744 23,710

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

商工会から運営補助金、特別事業補助金ともに要望を受けている。また、県商工会連合会からも
財政支援の要望を受けている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

全ての自治体に商工会や商工会議所が存在している。

【３】代替サービスの有無 商工会は朝来市における唯一の経済団体である。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇引き続き支援を継続する。
◇商工会は朝来市における唯一の経済団体であり、市内
の商工業振興を図る上で、その存在は大きい。
◇今後も連携を深めて商工業振興を図る。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・定例会により商工会との情報共有は円滑になったもの
の、商工会と市の事業が上手く連携しているとは言えない
状況である。
・定例会を単に情報共有の場とするのではなく、相互理解
を深めながら、互いの事業を上手く連動させて相乗効果が
でるような仕組みの構築を進めていく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

商工会
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 24 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

　市内の空き家・空き店舗を利用して開業する事業者に対して補助金を交付する

○店舗改装費等補助
…改装費の1／２以内、　最高６００千円（１回限り）

○店舗賃借料等補助
…店舗賃借料の1／２以内、最高５万円／月（２年間）

　…店舗買取費用の1／２以内、最高１２０万円（１回限り）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 3,547,000 にぎわい創出事業補助金 3,936,000

合　　計 3,547,000 3,936,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 3,547,000 3,936,000

合　　計 3,547,000 3,936,000

件

事務事業名 朝来市にぎわい創出事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

市内の空家・空き店舗を利用して開業する事業者
受益者数

（対象者数）
9

単
位

事業の目的
　市内の空き家・空き店舗を利用して開業する事業者に対して補助を行い、市内ににぎわいをもたらし、起業等
の機会を創り出す

にぎわい
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 にぎわい創出事業補助金 6,088,000 4,897,000 3,936,000 3,547,000

事業費計 6,088,000 4,897,000 3,936,000 3,547,000

　正規職員人件費 1,486,000 881,000 200,400 397,450

　臨時職員人件費

7,574,000 5,778,000 4,136,400 3,944,450

財
源
内
訳

特
定
財
源

1,200,000 0 0
0 0
0 0
0 0

7,574,000 4,578,000 4,136,400 3,944,450
7,574,000 5,778,000 4,136,400 3,944,450

100.00% 75.50% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

店舗改装費等補助 件 9 3 2 4

店舗賃貸料等補助 件 4 10 13 5

　新規開業をした事業者が減少していることに伴い店舗賃貸料等補助の件数も減少している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

新規出店数 件 10 3 2 4

延べ出店数 件 16 19 21 25

　竹田城跡の来場者数がピークであった平成２６年度は新規出店数が増加したが、それ以降は減少傾向にある

現在認識している課題
・開業後の経営指導等のフォローアップが必要である。
・平成26年度をピークに新規出店者数が減少している。

今後の方向、見通し等
・開業前の商工会との審査において、さらに十分な事業計画についての協議を行うとともに、定期的な経営状況の確認、指導等のフォローアップを図
る。
・朝来市商工会、あさご元気産業創生センター、総合政策課と連携し、出店者ニーズの把握、適切な支援を行っていく。

にぎわい
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

新規出店数 757,400 1,926,000 2,068,200 986,113

延べ出店数 473,375 304,105 196,971 157,778

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

朝来市でチャレンジする事をバックアップするしくみは素晴らしい。
朝来市への魅力を感じるきっかけとして、役立つ制度である。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

豊岡市、養父市においても同様に事業を実施している。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇商工会との連携をさらに強化し、市内でのにぎわいを創
出する必要がある。
◇市内の空き家、空き店舗の活用と創業とを同時に達成
する事業である。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・創業件数は減少傾向にあるものの、廃業率は極めて低
い。
・支援事業者の開業後の事業の継続性及び経営状況等
について追跡調査を行うなど、事業効果について検証す
べき。
・金融機関や商工会と連携・役割分担のうえ、創業前後の
支援体制を構築し、創業しやすい環境を整えるべき。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

H31年度の制度終期を見据え、改善見直しする。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

にぎわい
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 25 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○補助内容：
・単独又は共同で行う、技術・製品開発、起業・新分野進出、大学等との共同研究等に係る費用のうち、
設計加工や市場調査、販路開拓、広告宣伝などの費用の１／２補助
・上限１００万円

○対象者：
・市内事業者
・市税及び市の使用料等を滞納していない者
・暴力団に関係する者でないこと

○事業期間：
・平成２５年度～３１年度（７年間）

○審査会の設置：
・案件を審査のうえ、補助事業者を決定する

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 90,000 審査会委員報償費 0

9.旅費 13,600 審査会委員旅費 0

19.負担金補助及び交付金 1,585,000 新製品・新技術開発等促進補助金 0

合　　計 1,688,600 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 1,688,600 0

合　　計 1,688,600 0

社

事務事業名 新製品・新技術開発等促進事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

市内事業者
受益者数

（対象者数）
1,866

単
位

事業の目的
　市内事業者が行う新製品及び新技術開発等に要する経費の一部を補助することで、市内事業者の技術開発
等の促進及び産業振興を図る

新製品
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 審査会委員謝礼 90,000 90,000 0 90,000

9.旅費 審査会委員旅費 23,240 16,900 0 13,600
19.負担金補助及び交付金 新製品・新技術等補助金 1,274,000 1,519,000 0 1,585,000

事業費計 1,387,240 1,625,900 0 1,688,600

　正規職員人件費 952,000 652,000 39,100 210,600

　臨時職員人件費 27,000 0 1,300 21,000

2,366,240 2,277,900 40,400 1,920,200

財
源
内
訳

特
定
財
源

1,620,000 0 0
0 0
0 0
0 0

2,366,240 657,900 40,400 1,920,200
2,366,240 2,277,900 40,400 1,920,200

100.00% 0.36% #DIV/0! 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

新製品・新技術開発件数 件 2 2 3 2

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

新製品・新技術開発件数 件 2 2 3 2

現在認識している課題

・厳しい経済情勢の影響を受けて市内立地企業が撤退していくなか、市内事業者による新技術の開発を促し、内発型の新産業の創出を図る必要があ
る。
・新製品・新技術開発には多額の費用がかかるが、資金調達が比較的難しい中小事業者にとって資金確保が課題である。
・新製品・新技術開発を検討している事業者に向けて効果的な広報を行う必要がある。

今後の方向、見通し等
・新製品・新技術開発等の前向きな事業活動を促進するためにも企業への訪問や金融機関、商工会等の関係機関と連携を図り事業を実施する。
・補助率の引き上げも視野に入れるべきであると考える。

新製品
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

新製品・新技術開発件数 1,183,120 1,138,950 13,467 960,100

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成２８年度においては、新製品・新技術開発に申請及び事業実施が行われなかったことによる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

新製品・新技術開発には多額の費用が必要となるため、このような制度で支援してもらえることは
非常にありがたい。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

養父市（事業費100万円以上、1/2補助、交付限度額150万円）
豊岡市（1/2補助、交付限度額300万円）

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇新たな技術開発や製品開発を支援する事業であり、既
存企業の支援として市が実施すべき事業である。
◇制度の積極的なPRが不足しており、手法を変えてＰＲす
る必要がある。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・制度利用が低調な理由を明らかにし、事業者（特に小規
模事業者）のニーズを踏まえ、制度を再設計する必要があ
る。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

新製品
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○補助内容：
・市内事業者が参加する見本市等への出展費用の１／２を補助
・国内：年間上限２０万円　海外：年間上限４０万円　国内、海外の併用可

○対象経費：
①出展小間料及び会場使用料等
②会場における装飾費（オプション代・レンタル装飾代等）

○対象者：
・市内中小事業者

○事業期間：
・平成２５年度～３１年度（７年間）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 1,181,000 見本市等出展支援補助金 730,000

合　　計 1,181,000 730,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 1,181,000 730,000

合　　計 1,181,000 730,000

社

事務事業名 見本市等出展支援事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

市内事業者
受益者数

（対象者数）
1,866

単
位

事業の目的
　市内事業者が見本市等へ出展するために要する経費の一部を補助することで、市内事業者の販路拡大や新
規受注の獲得につなげ、産業振興を図る

見本市
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 見本市等補助金 144,000 603,000 730,000 1,181,000

事業費計 144,000 603,000 730,000 1,181,000

　正規職員人件費 287,000 652,000 171,350 126,400

　臨時職員人件費 0 0 39,000

431,000 1,255,000 901,350 1,346,400

財
源
内
訳

特
定
財
源

600,000 0 0
0 0
0 0
0 0

431,000 655,000 901,350 1,346,400
431,000 1,255,000 901,350 1,346,400

100.00% 0.50% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

出展事業者件数 件 3 8 14 16

平成27年度から夢但馬産業フェアへの出展も当事業にて補助しているため、件数が増加している。
また、平成29年度についても、商工会と連携して、アグリフードEXPOの出展者について補助を行い、件数が増加している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

契約に結び付く見込みのある商談件数 11 132 91 145

夢但馬産業フェア及び商工会と連携しアグリフードEXPO大阪2018の出展者に対しての補助により、商談件数が増加している。

現在認識している課題 ・活用事業者の固定化も見られるため、市内事業者に対し、効率的に制度のＰＲする必要がある。

今後の方向、見通し等
・見本市の会場内では展示発表だけなく、商談・取引活動も多く行われており、市内事業者の受注拡大への寄与が期待される。
・活用事業者の固定化も見られ、事業効果の検証を実施する。

見本市
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

契約に結び付く見込みのある商談件数 39,182 9,508 9,905 9,286

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
全国及び世界で開催される見本市への出展により、商談件数が増加傾向にある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

出展料は高額であるため、補助金があることで助かっている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

養父市（事業費10万円以上、1/2補助、交付限度額50万円）
豊岡市（1/2補助、交付限度額30万円）

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇新たな商取引やビジネスマッチングにつながるものであ
り、販路拡大が期待できる事業である。
◇制度の積極的なPRが不足しており、手法を変えてＰＲす
る必要がある。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・商談件数や出展者数といった事業実施の成果のみなら
ず、その後のビジネスの事業成果をフォローアップする指
標の設定を検討するべき。
・補助活用事業者の固定化が見られるため、制度の積極
的なＰＲはもとより、財政基盤の脆弱な企業については補
助率を高める等、利便性の向上を図る必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

○

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

補助金だけではなく、企業に寄り添った伴走型の支援（企業コンシェルジュ等）の仕組みを検討する。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

見本市
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 -158.58%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 25 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○あさご元気産業創生センターの運営事業
・起業等の相談事業
・ASAGO大学本科（特別セミナー）を開催する
・ASAGO大学分科会においてグループワークや視察を行い「ふるさと名物応援事業」及び「メイドインあさご支

援事業」の検討・研究を行う
・企業の得意技術、保有する機械設備等の情報を掲載した企業紹介ブックを作成し、近隣市町と連携して事

業者マッチング支援を行う
・センター業務の情報発信を充実させる

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 センター長１名、コーディネーター２名賃金

8.報償費 258,000 ASAGO大学講師、運営委員謝礼等 42,000

9.旅費 358,130 先進地視察等旅費 231,720

11.需用費 865,050 消耗品費、印刷費 1,507,323

12.役務費 69,012 ホームページサーバー使用料 132,030

13.委託料 97,200 ロゴマーク作成委託料

14.使用料及び賃借料 86,160 ASAGO大学会場使用料 116,837

合　　計 1,733,552 2,029,910

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 4,482,607 地方創生推進交付金 11,741,492

県支出金

地方債

その他 6,000,000 ふるさと創生基金

一般財源 ▲ 8,749,055 ▲ 9,711,582

合　　計 1,733,552 2,029,910

社

事務事業名 地域産業創出支援事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

市内事業者
受益者数

（対象者数）
1,866

単
位

事業の目的
　朝来市では、地域経済を支えていた製造企業の撤退が相次いでおり、今後は、経済政策として企業誘致だ
けでなく、地域産業の振興支援、起業支援、産学官連携、農商工連携・６次産業化支援などで、内発型事業を
展開して、地域産業の創出と振興、雇用の確保を図る

地域産業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 センター長１名、コーディネーター２名賃金

8.報償費 ASAGO大学講師、運営委員謝礼等 10,548 147,640 42,000 258,000

9.旅費 先進地視察等旅費 121,480 238,360 231,720 358,130

11.需用費 消耗品、燃料代、印刷費 772,210 1,507,323 865,050

12.役務費 案内はがき 7,800 132,030 69,012

13.委託料 センターホームページ作成 532,224 97,200
14.使用料及び賃借料 ASAGO大学会場使用料 142,334 166,088 116,837 86,160

事業費計 274,362 1,864,322 2,029,910 1,733,552

　正規職員人件費 6,189,000 7,836,000 2,558,400 2,764,080

　臨時職員人件費 3,855,000 7,711,000 6,228,820 6,370,950

10,318,362 17,411,322 10,817,130 10,868,582

財
源
内
訳

特
定
財
源

11,741,492 4,482,607
0 0
0 0
0 6,000,000

10,318,362 17,411,322 ▲ 924,362 385,975
10,318,362 17,411,322 10,817,130 10,868,582
100.00% 100.00% -478.42% -158.58%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ASAGO大学開催回数 回 - 4 3 4

ASAGO大学加盟企業数等 人 - 87 94 103

ＡＳＡＧＯ大学開催数の増

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

創業・第二創業等相談件数 件 - 40 40 56

創業支援件数 件 - 2 2 4

センター業務の在り方を検討する中で相談業務を主とすることとしたことによる。

現在認識している課題
あさご元気産業創生センターの在り方を検討すべく、平成２９年度は外部委員による検討委員会を組織した。検討委員会からは、センターは主ではな
く従として動くべき組織との意見が出され、センター業務の在り方について検討した。

今後の方向、見通し等 センター業務と組織の在り方を見直し、方法改善を図る。

地域産業
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

創業・第二創業等相談件数 #VALUE! 435,283 270,428 194,082

創業支援件数 #VALUE! 8,705,661 5,408,565 2,717,146

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
相談件数の増加による単位あたり金額の減少

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

センターの支援の方法について見直す必要がある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

富士市のＦ－ｂｉｚの傘下で福知山に「どっこいせＢＩＺ」が誕生した。市が負担する委託料は高額で
ある。近隣市としての連携について検討する。

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 拡充

◇改善見直しを行う。
◇伴走型のセンターとなり、創業や第２操業等にチャレン
ジする方への相談に応じる。また、これからの課題となる
継業等についても市内の状況を把握し相談業務を中心に
支援していく。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・休止・廃止も含めて抜本的な見直しが必要である。
・設置当初より、事業目的が不明確なため、評価検証が困
難である。
・ものづくりの技術的支援であれば豊岡市に県の「ものづく
り支援センター但馬」、相談支援は月に一度市役所で県の
「よろず支援拠点」による出張相談の機会を設けている。

C 市民ニーズの把握 3

○

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 1 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

1 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり抜本的見直しする。

継続実施

廃止

改善見直し

○ 抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

地域産業
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 33.33%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 28 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

　地域資源を活かした先進的で持続可能な事業を行う事業者に対して、金融機関からの融資を受けることを条
件として補助を行う
　補助額は、補助対象経費から金融機関からの融資額及び事業者自己資金等を差し引いた額とし、上限
25,000千円（融資額が補助額の２倍以上である場合は40,000千円）とする

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 22,419,000 地域経済循環創造事業補助金 7,161,000

合　　計 22,419,000 7,161,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 14,946,000 地域経済循環創造事業交付金 4,774,000

県支出金

地方債

その他

一般財源 7,473,000 2,387,000

合　　計 22,419,000 7,161,000

社

事務事業名 地域経済循環創造事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

市内事業者
受益者数

（対象者数）
1,866

単
位

事業の目的
　地域資源を活かした先進的で持続可能な事業を実施しようとする民間事業者に対し、その事業化の取り組み
を促進し、地域での経済循環を創造する

経済循環
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 地域経済循環創造事業補助金 0 0 7,161,000 22,419,000

事業費計 0 0 7,161,000 22,419,000

　正規職員人件費 440,900

　臨時職員人件費

0 0 7,161,000 22,859,900

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 4,774,000 14,946,000
0 0
0 0
0 0

0 0 2,387,000 7,913,900
0 0 7,161,000 22,859,900

#DIV/0! #DIV/0! 33.33% 33.33%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

交付件数 社 － － 1 1

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

融資金額 円 － － 7,800,000 23,000,000

　申請事業者の事業内容が異なるため

現在認識している課題 実施事業の当初計画と経過報告を比較し、フォローアップをどのように行っていくかを事業所・金融機関とともに検討していく必要がある。

今後の方向、見通し等 当事業により事業を実施する事業者がいれば、県を通じ国へ事業申請を行う。

経済循環
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

融資金額 #VALUE! #VALUE! 1 1

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

企業の財源確保のためには有益な事業であるが、制度が複雑なため事業執行が困難である、と
の意見がある。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

近隣市町においても同補助金を活用して事業を執行している。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇地域資源を活かした先進的で持続可能な事業への支
援であるため引き続き、事業を促進していく。
◇金融機関との関係が強いため連携を深めＰＲしていく必
要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・民間金融機関の融資を前提とした国の制度であるため、
市としてはＰＲには努めているものの、需要の掘り起こし
は行っていない。（民間金融機関の貸出スタンスによると
ころが大きいため。）
・制度趣旨にあう事業があれば、積極的に市もサポートし
ていく。
・適切な予算計上のためにも、制度活用が見込まれる事
業を認知しておく必要があり、金融機関との連携強化が必
要である。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

経済循環
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 商工振興費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○補助内容：
・大工、左官、建具職人（個人）による技術を活用して行う住宅改修工事に対して補助を行う

○補助対象工事：
・１０万円以上の工事

○補助金の額
・補助対象工事に要する経費の１０分の１に相当する額（上限５万円）

　職人技活用住宅改修支援事業
　　補助額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，１６８，０００円

　補助に伴い実施された工事費総額　　４０，１３３，０８６円
　　補助対象者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２人

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費 64,800 印刷費 0

19.負担金補助及び交付金 2,168,000 職人技活用住宅改修支援補助金 0

合　　計 2,232,800 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 2,232,800 0

合　　計 2,232,800 0

人

事務事業名 職人技活用住宅改修支援事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

大工、左官、建具職人（個人）、市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

事業の目的
大工、左官、建具職人（個人）が行う住宅改修事業を支援し、職人技術の活用促進、技術の継承と個人事業者
の振興に寄与する。

職人技住宅改修
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 印刷費 0 0 0 64,800
19.負担金補助及び交付金 職人技活用住宅改修支援補助金 0 0 0 2,168,000

事業費計 0 0 0 2,232,800

　正規職員人件費 1,362,650

　臨時職員人件費 1,500

0 0 0 3,596,950

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 3,596,950
0 0 0 3,596,950

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

職人技活用住宅改修支援補助額 円 2,168,000

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

補助により実施された工事件数 件 52

補助により実施された工事費総額 円 40,133,086

現在認識している課題 ・市内の個人大工、左官等の職人技術の継承が課題となっている。

今後の方向、見通し等
市内の職人技術の継承と市民の住環境の向上を目的として単年度事業として実施した。
今後については、消費税増税時に実施したいと考える。

職人技住宅改修
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

補助により実施された工事件数 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 69,172

補助により実施された工事費総額 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 0

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
職人技術の活用促進、技術の継承を目的として単年度事業として実施。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

職人技術の継承と個人事業者の振興に補助金があることで助かっている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

無

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇市内の職人技術の継承と市民の住環境の向上を目的と
して実施することができた。
◇恒常的に行うものではないため、次回は消費税が導入
された時の経済政策としてそれまでは休止する。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 ○ 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・当初の目的を達成したため休止とする。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 1 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

○ 休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

再実施については、景気動向に注視しながら検討する。

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

○ 休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

職人技住宅改修
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 企業立地支援費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○ＰＲ活動
・「関西機械要素技術展」「夢但馬産業フェア」への出展

○企業訪問
・前年度に実施した企業誘致に関するアンケートのうち市からの面談を「可」とした企業へ訪問した。

○企業版ふるさと納税のＰＲ
・企業版ふるさと納税を企業誘致の際にお願いし、４社から６，５００千円の寄附を採納した。
平成２８年度：１件　１００千円　　平成２９年度：４件　６，５００千円

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 98,979 先進地視察謝礼、審査会委員報償費 67,000

9.旅費 498,130 職員出張旅費 610,290

11.需用費 76,124 消耗品費 1,166,702

12.役務費 0 郵便料 40,000

13.委託料 172,800 企業調査委託料 1,193,814

14.使用料及び賃借料 1,365,120 企業誘致イベント出展料 843,588

合　　計 2,211,153 3,921,394

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 2,211,153 3,921,394

合　　計 2,211,153 3,921,394

人

事務事業名 企業誘致促進事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

全市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

事業の目的
　朝来市の人口が減少している原因の一つとして、朝来市出身の若者が市内で働く場所が少なく都市部等へ
流出している状況にあるが、これらの状況を打破するため、市外から新たな企業誘致や市内既存企業の増設
などにより、雇用の創出と地域経済の活性化を図る

企業誘致
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 先進地視察謝礼等 79,296 59,145 67,000 98,979

9.旅費 職員出張旅費 836,126 509,280 610,290 498,130

11.需用費 消耗品費、印刷費等 1,332,320 1,400,513 1,166,702 76,124

12.役務費 郵便料 40,000 40,000 40,000 0

13.委託料 企業調査委託 54,000 613,263 1,193,814 172,800
14.使用料及び賃借料 企業誘致イベント出展料 983,388 838,188 843,588 1,365,120

事業費計 3,325,130 3,460,389 3,921,394 2,211,153

　正規職員人件費 3,752,000 1,793,000 4,067,750 3,128,580

　臨時職員人件費 26,000 77,000 200,720 394,500

7,103,130 5,330,389 8,189,864 5,734,233

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

7,103,130 5,330,389 8,189,864 5,734,233
7,103,130 5,330,389 8,189,864 5,734,233

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

企業誘致イベント出展回数 社 2 3 3 2

フロンティア産業メッセへの出展を取りやめたことによる減

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

誘致企業数 社 1 1 2 1

企業版ふるさと納税額 千円 100 6500

誘致企業数の減少及び企業版ふるさと納税額の増による。
地方創生の一環として制度を創設した企業版ふるさと納税については、企業訪問等の際に市外に本社を置く企業に直接説明し
協力を求めることとした。

現在認識している課題
・山東工業団地Ｂ区画を売却したことにより、市の抱える工業団地がＣ区画のみとなったことから今後の産業団地の在り方について検討する必要が
ある。

今後の方向、見通し等
総合計画では新市街地において流通業務系の企業誘致を進めることとしており、地元調整を図りながら企業誘致を勧めるとともに、市が所有する産
業団地についても必要性について検討する。

企業誘致
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

誘致企業数 7,103,130 5,330,389 4,094,932 5,734,233

企業版ふるさと納税額 #DIV/0! #DIV/0! 81,899 882

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
誘致企業数の減少により単価が増加したが、今後においても民有事業用地等のＰＲに努め誘致を促進する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

雇用の場としての企業誘致が求められている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

市内企業を紹介するガイドブックは、但馬内全市町が作成している。
企業版ふるさと納税は県下では２番目に多い寄附額となった。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇人口政策の中で住む所と働く所は関連が深く、雇用の
確保を図るには企業誘致は重要な課題であり、継続して
実施していく。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

・山東工業団地Ｂ区画が売却できたため、市の保有地は
残り１区画となった。
・市の企業誘致スタンスを決定するために、課内で、企業
立地動向調査等のデータを用いながら、企業誘致のあり
方について検討すること。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充
◆改善見直し（4/4）

　毎年、１～２社の誘致をしているという点においては、成果が上がっているといえる。優遇税制や奨励金
という面でインセンティブを与えるのではなく、朝来市に来たいというインセンティブを作る必要がある。その
ため、PR方法に関して、企業誘致イベントに力を入れて行うのかどうかの検討、誘致に成功した５社からヒ
アリングを行い、分析を行うとともに、他の方法におけるPR検討も必要である。今後は、企業誘致に関する
人口の増加、雇用者数の増加、誘致企業数などの具体的な目標を設定し、事業設計を行う必要がある。

継続実施

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価及び外部評価のとおり改善見直しする。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

企業誘致
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 企業立地支援費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

2 産業振興と雇用促進 Ｈ 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

○企業誘致及び雇用促進奨励金（固定資産税相当額及び雇用促進奨励金）　97,503,400円（11社、15件）
　冨士発條㈱（22年増設分・Ｃ棟）　 　4,161,900円　　冨士発條㈱（23年増設分・山東工業団地）　   9,111,600円
　冨士発條㈱（23年増設分・和田山工業団地Ｅ棟）　  6,955,500円　　ユウキメタルテック㈱　   2,109,500円

　　但馬屋食品㈱（22年増設分） 　763,300円　　但馬屋食品㈱（23年増設分） 　 2,435,100円
　　㈱早木電機 2,407,700円　　 ㈱ＡＴＡ 　156,700円
　　㈱タクミナ 　　8,963,600円　　三菱マテリアル㈱  1,564,200円
　　和田山精機㈱野村工場  3,102,800円　　 ㈱ハピネス　   2,275,700円
　　冨士発條㈱（26年増設分・山東工業団地）  16,732,000円　　 ㈱和田山農産 　29,126,200円
　　㈱ナフコ 7,637,600円

○機械等取得奨励金　732,000円（2社）
  ㈱フジモト 271,000円

　　田治米㈴　 　461,000円

○工場等新増設奨励金　3,714,000円（3社）
　　竹森鐵工㈱　　　 432,000円

シーレックス㈱ 　　2,810,000円
三菱マテリアル㈱ 472,000円

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 101,949,400 企業誘致及び雇用促進奨励金、工場等新増設奨励金等 156,260,300

合　　計 101,949,400 156,260,300

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債 29,200,000 過疎地域自立促進特別事業債 45,200,000

その他

一般財源 72,749,400 111,060,300

合　　計 101,949,400 156,260,300

社

事務事業名 工場等新増設支援事業 担当部課 市長公室　経済振興課

事業の受益者
（対象者）

新・増設及び機械等購入事業所
受益者数

（対象者数）
15

単
位

事業の目的
　市内において工場等を新設し、又は増設する事業主及び事業用機械等を新たに購入した事業主に対して奨
励金を交付することにより、地域経済の振興と雇用の促進を図ることを目的とする

工場等
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 企業誘致及び雇用促進奨励金、工場等新増設奨励金等 43,161,200 109,833,200 156,260,300 101,949,400

事業費計 43,161,200 109,833,200 156,260,300 101,949,400

　正規職員人件費 2,001,000 1,835,000 477,000 833,800

　臨時職員人件費 12,750

45,162,200 111,668,200 156,737,300 102,795,950

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

10,300,000 0 45,200,000 29,200,000
0 0

34,862,200 111,668,200 111,537,300 73,595,950
45,162,200 111,668,200 156,737,300 102,795,950
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

交付件数 社 10 13 16 20

　景気が上向いてきており設備投資を行った事業者の増加による

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

雇用奨励金対象人数 人 57 51 48 75

　設備投資を行った事業者の雇用人数の増加による

現在認識している課題
・企業誘致の更なる促進を目的として、平成２２年に交付要件の緩和、交付期間及び交付額の拡充を行い、更に平成２４年には新たに設備投資に対
する奨励金を創設した
・今後は改正した奨励措置のＰＲに努め、企業誘致及び規模拡充による一層の産業の振興、雇用の拡大につなげる必要がある

今後の方向、見通し等 ・拡充した支援措置のＰＲに努め、企業誘致に繋げていく

工場等

別紙-166



６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

雇用奨励金対象人数 792,319 2,189,573 3,265,360 1,370,613

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
工場増設及び設備投資による雇用人数の増加による。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

一定額の投資を要するものの、市内既存企業の支援策となっている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

近隣市町においても同様の奨励補助金制度を設けている。
固定資産税の奨励期間6年間は近隣でも最も高い水準である。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◇市内企業が投資を行うと同時に雇用の増に対する奨励
措置であり、雇用の場の確保に資する事業である。
◇企業の事業拡張を支援する必要はあるが、業種につい
ては効果を検証し、見直す必要がある。。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

・制度設計が現在の経済情勢や雇用情勢に則ったものか
検証するとともに、市の財政状況も考慮のうえ見直しに向
けた検討を行う必要がある。
（雇用の場の確保に資する事業とあるが、市内においては
人手不足が顕在化している。）

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

制度設計が現在の経済情勢や雇用情勢に則ったものか検証するとともに、市の財政状況も考慮の上、見
直しに向けた検討を行う必要がある。特に対象業種については効果を検証し、見直す必要がある。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

工場等
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地域防犯推進事業

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

国県支出金を除いた比率 100.00%

6,740

特

定

財

源

県支出金

一般財源

のセルにのみ入力してください。

1,020,820

32,400

事業開始年度

Ｈ

合　　計

財

源

内

訳

合　　計 1,020,820

その他

864,480

国庫支出金

851,000

9.旅費

1,020,820

月

事業の目的

目：項： 総務管理費

地方債

事　 業　 の

実施内容等

○朝来警察署、朝来防犯協会等各種団体と連携した事業の実施

・広報紙、CATVで啓発

・朝来防犯協会への活動支援

○犯罪被害者等への支援

・支援策等に係るチラシの作成・配付

事業費

内　 訳

事務事業名

11.需用費

864,480

130,680

節区分 平成29決算(円）

款：

29

諸費

地域防犯推進事業

予算
行政マネジメント事務事業シート （ 決算 ）H平成 30 年度

決算 6 日

犯罪のない安全で安心な朝来市の実現を目指すことを目的に、　警察、防犯協会等関係機関と連携を図り、地域、学校、

職場等での防犯教室の開催、児童・生徒・高齢者など各年齢層に応じた適切な啓発活動を実施し防犯意識の高揚に努め

るとともに犯罪被害者等の支援を行う。

1.ソフト事業

評価区分 評価

2930 年

重点 創生

13,480

前年度決算（円）

担当課長会議等職員旅費

担当部課 危機管理室　防災安全課

犯罪被害者等支援チラシ印刷代

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

総務費

総合

計画

体系 10 消防・防犯体制と交通安全の充実

犯罪被害者等支援チラシデザイン委託料

851,00019.負担金補助及び交付金 朝来防犯協会補助金

区

分

864,480

事業種別

13.委託料

17

説明等

事業の受益者

（対象者）
朝来市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人
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地域防犯推進事業

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

事業費計

　正規職員人件費

特

定

財

源

【２】事業の成果を表す数値 単位
27年度

職員出張旅費

犯罪被害者等支援チラシ印刷代

犯罪被害者等支援チラシデザイン委託料

朝来防犯協会補助金

856,340 865,920

防犯意識の高まりから防犯カメラの設置箇所が増加している。

説明等

財

源

内

訳

年　　度

26年度 28年度 29年度

1,346,920 1,493,830

1,653,420

100.00%

1,493,830

100.00%

2,095,340

28

1,020,820

29年度

1,653,4201,493,830

刑法犯認知件数（朝来警察署管内・年間） 件

箇所

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

221 197

年　　度

161 143

26年度

5,340

1,346,920

2,095,340

27年度

28年度

13,480

851,000

27年度

14,920

851,000 851,000

29年度

6,740

130,680

32,400

851,000

刑法犯認知件数は年々減少傾向にあるが、これは朝来市に限らず、全国的にも減少傾向にある。理由としては、防犯カメラの普及、自動車・

住宅等の防犯機能の強化、少子化による少年犯罪の減少等が考えられる。

現在認識している課題
地域自治協議会や区長会等が行っている防犯講習会、防犯パトロール、子どもの見守り活動等の防犯活動については、犯罪抑止

に役立っていることから、今後もこのような活動を継続していく必要がある。

今後の方向、見通し等

26年度

100.00%100.00%

14 18 20

単位
年　　度

28年度

1,346,9202,095,340

1,653,420

節区分

9.旅費

11.需用費

13.委託料

629,600

地域防犯カメラ設置台数

3,0001,95051,000134,000

627,400430,0001,105,000

13.委託料

864,480

朝来防犯協会と連携した防犯活動の更なる推進を図るとともに、地域自治協議会や区長会等が現在行っている防犯活動が今後も

継続して行える体制を整える。
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地域防犯推進事業

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

８．一次評価

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

事業費の大部分を朝来防犯協会補助金が占めているが、この補助金を活用して毎年度防犯活動を行っており、これらの活動が刑法犯認知件

数の減少に一定の効果で出ていると考えられる。刑法犯認知件数は減少しているが補助金額に変動がないことに加え、平成29年度は犯罪被

害者等支援に係る事業費が加わったことにより成果単位あたり金額は増加している。

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

【３】代替サービスの有無

防犯カメラの設置件数が年々増加していることなどから、市民の防犯意識が高まっている。

養父市でも同様の防犯協会は存在するが、養父市が支出する補助金額は950,000円である。

なし

７．事業環境

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

2

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

2 休止

1 廃止

○ 継続実施

3 改善見直し

3 抜本的見直し

評価項目

刑法犯認知件数は減少傾向にあるが、防犯カメラの設置件数の

増加や区、地域自治協議会での防犯に関する取組が続けられ

ていることから、今後も啓発活動等を継続して実施する必要があ

る。

ランク 評価

2 拡充

評価理由

本市の刑法犯認知件数は減少しているが、全国的に凶悪犯罪

が発生しており地域住民の安全安心な暮らしに対する意識が非

常に高くなっている。今後も継続して実施する必要がある。

3

11,562

年　　度

29年度
単位あたり金額

刑法犯認知件数（朝来警察署管内・年間）

26年度

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

A ○

9,481 6,837 9,278

28年度

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

B

27年度

拡充

継続実施

改善見直し

評価理由

抜本的見直し

C

休止

2

1

2

廃止

A

B

C

3

休止

市民ニーズの把握

抜本的見直し

ランク

2

3

3

評価

廃止

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

10．外部評価

11． 終評価
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

消防団員
受益者数

（対象者数）
1,006

単
位

人

事務事業名 消防団活動事業 担当部課 危機管理室　防災安全課

合　　計 64,922,777 69,533,647

その他 243,452 消防団員福祉共済制度返戻金等 50,000

一般財源 64,679,325 69,483,647

県支出金

地方債

合　　計 64,922,777 69,533,647

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

19.負担金補助及び交付金 25,788,817 各団体負担金、団員公務災害補償掛金等 26,401,992

11.需用費 2,460,712 団員被服、消防大会消耗品等 2,934,485

14.使用料及び賃借料 370,212 団幹部研修バス借上料 377,450

8.報償費 537,726 退団者記念品、記章等 520,175

9.旅費 483,310 職員、団幹部旅費 442,130

5.災害補償費 消防団員公務災害補償費 17,738

7.賃金 臨時職員賃金（別計上） 1,801,677

28,490,000 消防団員報酬 28,318,500

3.職員手当等 6,792,000 消防団員訓練・出動手当 8,719,500

事業の目的 火災等有事の際に有効に機能するように消火訓練及び水防活動の能力向上を図る。

事　 業　 の
実施内容等

○消防団活動の実施
平成29年度

・消火活動（火災での出動） 　 12回
・水防活動（風水害での出動） 　1回
・訓練活動（火災消火訓練等）  9回
・防火啓発活動等（防火パトロール・パレード等）　  25回

○消防団活動における団員報酬の支払い

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬

事業開始年度 評価区分 評価

10 消防・防犯体制と交通安全の充実 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 消防費 目： 非常備消防費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 消防費

決算 ）
重点

29 日
（ H 29

創生

30 年 6 月決算
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

消防団活動事業

別紙-173



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

「朝来市消防団組織再編計画」に基づく、分団の統廃合・再配置等再編を進め、消防団活動を強化する。

平成26年度、平成28年度は操法大会の開催年度であったため、出動人数が増加した。

現在認識している課題
朝来市消防団の組織再編を目的として平成27年度に「朝来市消防団組織再編計画」を策定した。今後は、計画に基づ
き着実に再編を進めて行く。

今後の方向、見通し等

消防体制が充実していると感じる市民の割合 ％ 56.9 51.0 54.0 54.1

消防団活動に係る出動人数（延べ人数） 人 5,592 4,123 5,118 4,326

「朝来市消防団組織再編計画」により平成28年度は平成27年度以前と比較して消防団員数が減少した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

消防団員数 人 1,031 1,028 1,006 1,006

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

77,698,528 73,220,879 79,227,250 73,514,675
77,698,528 73,270,879 79,277,250 73,758,127

50,000 50,000 243,452

財
源
内
訳

特
定
財
源

　臨時職員人件費 268,000 260,000 461,500 2,308,500

77,698,528 73,270,879 79,277,250 73,758,127

事業費計 68,540,528 65,933,879 67,731,970 64,922,777

　正規職員人件費 8,890,000 7,077,000 11,083,780 6,526,850

19.負担金補助及び交付金 各団体負担金、団員公務災害補償掛金等 26,487,849 26,504,849 26,401,992 25,788,817

18.備品購入費 消防分団旗 105,840

14.使用料及び賃借料 団幹部研修バス借上料 367,360 343,014 377,450 370,212

11.需用費 団員被服、消防大会消耗品等 3,221,949 2,575,902 2,934,485 2,460,712

9.旅費 職員、団幹部旅費 397,450 384,630 442,130 483,310

8.報償費 退団者記念品、記章等 651,420 615,144 520,175 537,726

7.賃金 臨時職員賃金（別計上）

5.災害補償費 消防団員公務災害補償費 17,738

3.職員手当等 消防団員訓練・出動手当 8,383,500 6,184,500 8,719,500 6,792,000

28年度 29年度

1.報酬 消防団員報酬 29,031,000 29,220,000 28,318,500 28,490,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

消防団活動事業
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

1 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

消防団は火災消火活動のみではなく、台風や豪雨時等の
自然災害時にも市民生活を守るため、組織的に活動を
行っており、必要不可欠な団体である。今後も消防団の組
織強化を図りながら継続していく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

市民アンケートによる消防体制が充実していると感じる市
民の割合はほぼ横ばいであるが、消防団活動は市民生活
の安全・安心を守るために必要不可欠な団体であるため、
今後も団員の確保を図り、消防団への理解を深める取り組
みが必要である。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
消防団活動に係る出動人数（延べ人数）の成果単位あたり金額は、操法大会開催年度は減少する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

市民アンケートによる消防体制が充実していると感じる市民の割合はほぼ横ばいである。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

消防団活動については、近隣市町と同水準にある。

消防団活動に係る出動人数（延べ人数） 13,895 17,771 15,490 17,050

消防体制が充実していると感じる市民の割合 1,365,528 1,436,684 1,468,097 1,363,366

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

８．一次評価

消防団活動事業
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

事務事業名 消防施設等整備事業 担当部課 危機管理室　防災安全課

合　　計 39,591,260 95,916,346

その他

一般財源 12,641,260 19,366,346

県支出金 50,000 消防団活性化事業補助金 50,000

地方債 26,900,000 緊急防災・減災事業債 76,500,000

合　　計 39,591,260 95,916,346

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

18.備品購入費 29,276,780 ポンプ自動車、積載車購入費等 15,017,446

19.負担金補助及び交付金 7,500,000 消火栓改良工事負担金 7,500,000

15.工事費 2,814,480 第２防災倉庫自動火災報知設備工事等 66,671,512

17.公有財産購入費 消防機庫用地買収費 3,283,525

消火栓用ホース修繕、パッキン等 51,100

13.委託料 消防機庫整備工事、防火水槽改修工事等設計委託料 3,392,763

事業の目的
適正な消防施設の整備を行い、火災や自然災害発生の有事の際に施設を有効に機能し、市民生活の安全安
心を確保するため、長年の使用により経年劣化や故障による修理等により災害対応への支障や障害が危惧さ
れている消防車両、機庫等消防施設を更新整備することにより、消防体制の充実強化を図る。

事　 業　 の
実施内容等

○消火栓の新設・取替・移設
○老朽化した消防ポンプ車、積載車の更新
○消防機庫の新設

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

10 消防・防犯体制と交通安全の充実 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

項： 消防費 目： 消防施設費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 消防費

決算 ）
重点

29 日
（ H 29

創生

30 年 6 月決算
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 99.87%

消防施設等整備事業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

81,000

適切な管理を行うとともに、予算を増額確保し計画的に取替等を行っていく。

毎年度、ほぼ同数の消火栓の新設・取替・移設等を行っている。また、市民アンケートによる消防体制が充実していると感じる市
民の割合はほぼ横ばいである。

現在認識している課題
市内に約1,950基余りの消火栓が設置されており、設置時よりの年月の経過により老朽化が進んでいるものもある。年
間10基程度の取替を行っているが、今後老朽化により使用が困難となる消火栓が多発することが予測される

今後の方向、見通し等

消防体制が充実していると感じる市民の割合 ％ 56.9 51.0 54.0 54.1

消火栓新設・取替・移設件数 基 12 14 13 12

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 99.95% 99.87%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

18,866,243 23,232,128 22,010,696 14,307,710
48,971,243 96,432,128 98,560,696 41,257,710

5,605,000 73,200,000 76,500,000 26,900,000
24,500,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

50,000 50,000

　臨時職員人件費 268,000 129,000 163,150 83,250

48,971,243 96,432,128 98,560,696 41,257,710

事業費計 45,324,243 91,053,128 95,916,346 39,591,260

　正規職員人件費 3,379,000 5,250,000 2,481,200 1,583,200

29,276,780
19.負担金補助及び交付金 消火栓改良工事負担金 4,368,960 10,314,600 7,500,000 7,500,000

2,814,480

17.公有財産購入費 消防機庫用地費 3,283,525

18.備品購入費 ポンプ自動車、積載車購入費等 30,403,383 31,392,200 15,017,446

13.委託料 消防機庫整備工事、防火水槽改修工事等設計委託料 3,540,240 3,392,763

15.工事費 防火水槽、消防機庫整備工事等 10,347,480 45,796,168 66,671,512

28年度 29年度

11.需用費 消火栓パッキン等 123,420 9,920 51,100

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

消防施設等整備事業
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

消防施設の更新や新設整備ついては、市民生活の安全・安心を守るために不可欠なものであるため、継続
実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

1 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施
消防施設の更新や新設整備については、市民生活の安
全・安心を守るために不可欠なものであるため、継続的に
実施しているが、現有施設の老朽化が加速度的に進行し
ており、防火体制の強化のため更なる事業の拡大推進が
必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

消防施設の整備については、市民生活の安全・安心を守
るために不可欠なものであることから、防火体制の強化の
ための更なる事業推進が必要である。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成27、28年度は消防機庫整備工事費、第２防災倉庫工事費及び消火栓改良工事負担金等が増加したことにより、成果単位あ
たり金額も増加した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

区からの消火栓の新設・交換・移設等の要望は多い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

近隣市町と同水準である。

消火栓新設・取替・移設件数 4,080,937 6,888,009 7,581,592 3,438,143

消防体制が充実していると感じる市民の割合 860,655 1,890,826 1,825,198 762,619

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

８．一次評価

消防施設等整備事業
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

事務事業名 防災推進事業 担当部課 危機管理室　防災安全課

合　　計 358,961 417,235

その他

一般財源 358,961 417,235

県支出金

地方債

合　　計 358,961 417,235

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

11.需用費 161,141 防災講演会消耗品費、一斉避難訓練チラシ印刷代等 110,160

12.役務費 49,200 一斉避難訓練アンケート返送用郵券代

30,000 防災講座講師謝礼等 21,805

9.旅費 118,620 職員出張旅費 285,270

事業の目的 災害に強く、安心して暮らせる社会の実現に向け、地域の防災力を高めることを目的として実施する。

事　 業　 の
実施内容等

○防災講演会の開催、防災教室の実施
平成29年度開催回数

・防災講演会　１回、・防災教室　６回
○朝来市一斉避難訓練の実施

平成29年度開催回数　　１回

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

9 みんなで取り組む災害に強いまちづくり Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 消防費 目： 災害対策費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 消防費

決算 ）
重点

29 日
（ H 29

創生

30 年 6 月決算
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

防災推進事業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

地域防災力向上には自主防災組織の活性化が必要不可欠であるため、一斉避難訓練の実施、防災講演会の開催とと
もに、区防災訓練や区防災体制の構築等を積極的に取り組んでいただくよう指導助言していく。

防災講演会参加者数については、ほぼ毎年度同数である。

現在認識している課題区により自主防災活動に対する取り組みに差がある。

今後の方向、見通し等

防災・減災対策など災害に強いまちづくりが進められて
いると感じる市民の割合

％ 28.0 29.2 31.7 35.1

防災講演会参加者数 人 224 195 193 201

防災意識の高まりから市民の一斉避難訓練への参加率が増加傾向にある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

一斉避難訓練への市民参加率 ％ 28.1 28.9 29.8 31.2

29年度

防災講演会 回 1 1 1 1

100.00% 78.89% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,865,351 6,117,823 1,988,885 4,881,661
2,865,351 6,167,823 1,988,885 4,881,661

財
源
内
訳

特
定
財
源

50,000

　臨時職員人件費 134,000 26,000 231,400 90,750

2,865,351 6,167,823 1,988,885 4,881,661

事業費計 242,351 236,823 417,235 358,961

　正規職員人件費 2,489,000 5,905,000 1,340,250 4,431,950

13.委託料 講演会駐車場整備・避難所看板設置委託料 2,763

12.役務費 アンケート調査郵便料 42,640 49,200

11.需用費 防災講演会消耗品費等 50,048 123,668 110,160 161,141

9.旅費 職員出張旅費等 138,330 94,590 285,270 118,620

28年度 29年度

8.報償費 防災講演会講師謝礼等 8,570 18,565 21,805 30,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

防災推進事業
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 拡充

2次評価のとおり拡充する。

継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

1 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施
大規模な災害が各地で発生しており、また、防災講演会や
一斉避難訓練を継続に行ってきたことにより市民の災害に
対する意識が向上している。災害に備え、防災力を高め、
災害に強いまちづくりを進めることが非常に重要であり、こ
れまで以上に事業の拡充を図る必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

近年各地で大規模な災害が発生しているが、このような災
害が本市を襲った場合に備えるため、防災力を高め、災害
に強いまちづくりを進めることが必要であることから、これ
まで以上に防災力の強化を図る必要がある。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
年度ごとの事業費に差があるため、成果単位あたりの金額に変動が生じる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

防災に対する市民の意識は高まっている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

防災講演会参加者数 12,792 31,630 10,305 24,287

防災・減災対策など災害に強いまちづくりが進められていると感
じる市民の割合

102,334 211,227 62,741 139,079

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

８．一次評価

防災推進事業
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

事務事業名 災害対策事業 担当部課 危機管理室　防災安全課

合　　計 7,832,641 7,998,057

その他

一般財源 7,725,641 5,848,857

県支出金 107,000 福祉避難所機能強化促進モデル事業補助金

地方債

合　　計 7,832,641 7,998,057

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 社会資本整備総合交付金 2,149,200

18.備品購入費 484,979 災害用備品等 1,482,332

13.委託料 5,268,240 業務継続計画・防災ハザードマップ改定業務委託料 5,270,400

14.使用料及び賃借料 1,090,800 テレビ会議システム、雨量計システム使用料 529,200

19,600 職員派遣旅費

11.需用費 969,022 716,125災害用備蓄物資等

事業の目的 有事の際に迅速に活動できるよう防災力を高め、防災資機材を整備し災害時に備える。

事　 業　 の
実施内容等

○災害時に備えシステムや備品の整備を行い防災体制の強化を図る。
○災害時に備え備品を購入し備蓄する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

事業開始年度 評価区分 評価

9 みんなで取り組む災害に強いまちづくり Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 消防費 目： 災害対策費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 消防費

決算 ）
重点

29 日
（ H 29

創生

30 年 6 月決算
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 98.63%

災害対策事業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

備蓄品、非常食等を計画的に購入し備蓄管理する。

災害時の備えとしてアルファ化米の備蓄量を増やした。

現在認識している課題

災害発生時に開設する二次避難所運営のための備蓄品（毛布、クッション、仕切り、仮設トイレ等）や非常食（アルファ
化米、飲料水等）の必要備蓄量の設定を検討する必要がある。また、備蓄している非常食は賞味期限があり定期的な
処分及び購入を行う必要がある。

今後の方向、見通し等

災害備蓄品量（アルファ化米） 食 750 1,000 3,800 4,500

災害備蓄品購入費 千円 1,689 2,294 2,198 1,181

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 73.13% 98.63%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

17,011,441 11,751,297 8,116,507 10,739,041
17,011,441 11,751,297 10,265,707 10,846,041

財
源
内
訳

特
定
財
源

2,149,200
107,000

　臨時職員人件費 268,000 52,000 216,900 9,000

17,011,441 11,751,297 10,265,707 10,846,041

事業費計 10,617,441 4,748,297 7,998,057 7,832,641

　正規職員人件費 6,126,000 6,951,000 2,050,750 3,004,400

18.備品購入費 災害用備品 617,975 1,603,584 1,482,332 484,979

14.使用料及び賃借料 テレビ会議システム、雨量計測システム 1,941,840 1,090,800

15.工事費 ＣＡＴＶシステム内部引込工事等 529,200

13.委託料 防災ハザードマップ作成業務等 8,910,000 5,270,400 5,268,240

12.役務費 ＴＶ会議用タブレット通信料等 18,268 512,604

11.需用費 災害用備蓄物資等 1,071,198 690,269 716,125 969,022

28年度 29年度

9.旅費 災害派遣旅費 19,600

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

災害対策事業
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 拡充

2次評価のとおり拡充する。

継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

1 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

大規模な災害が各地で発生しており、安心安全な市民生
活を確保するため、災害に備え、防災力を高め、災害に強
いまちづくりを進めることが非常に重要であり、これまで以
上に事業の拡充を図る必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

近年各地で大規模な災害が発生しているが、このような災
害が本市を襲った場合に備えるため、防災力を高め、災
害に強いまちづくりを進めることが必要であることから、こ
れまで以上に災害対策を進める必要がある。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成26年度は防災ハザードマップの作成、平成27年度は二次避難所用情報発信設備等を整備したことにより高くなっている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

防災・減災対策の充実を求める市民ニーズは高い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

近隣市町も同様の施策を行っている。

災害備蓄品購入費 10,072 5,123 4,670 9,184

災害備蓄品量（アルファ化米） 22,682 11,751 2,702 2,410

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

８．一次評価

災害対策事業
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

合　　計 5,936,052 5,098,189

国県支出金を除いた比率 100.00%

その他 80,370 職員研修助成金 67,230

一般財源 5,855,682 5,030,959

県支出金

地方債

合　　計 5,936,052 5,098,189

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

18.備品購入費 0

19.負担金補助及び交付金 476,530 派遣研修負担金等 721,997

13.委託料 772,360 職員研修委託料 1,251,560

14.使用料及び賃借料 3,000

11.需用費 98,679 消耗品費（新任職員研修事務用品等） 159,252

12.役務費 863,830 手数料（大学院授業料） 535,800

講演会講師等謝礼 6,480

9.旅費 3,694,653 職員研修旅費 2,420,100

総合
計画
体系

事　 業　 の
実施内容等

①研修機関への派遣
・研修機関：兵庫県自治研修所（14人）、但馬広域行政事務組合（76人）、市町村アカデミー（1人）、

 国際文化アカデミー（3人）等
・研修内容：階層別研修、専門研修

②行政機関・研究機関への派遣
・総務省自治行政局(1年間）、兵庫県市町振興課（１年間）、一般財団法人地域活性化センター（3年間）
での職場研修

・兵庫県立大学大学院地域資源マネジメント研究科への派遣（H28～29年度の2年間）
③庁内研修
・新任職員研修：採用後の一定期間、実地研修を交えて集中的に実施、半年後にフォローアップ研修を

実施
・監督職員研修：新任係長を対象として実施 ・人事評価研修：評価者を対象として実施
・OJT研修：管理・監督職を対象として実施 ・交通安全研修：全職員を対象として実施
・人権研修：人権に対する理解を深めるため全職員を対象として実施。
・ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成講座：こころの健康、自殺予防対策への理解を深める為、係長級以上を対象として実施
・3Cプロジェクト研修：職員の意識や行動、仕事の進め方の変革を促すため、全職員を対象として実施

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 30,000

事業の目的
住民ニーズの多様化・高度化、少子高齢化や高度情報化などに適切に対処し、市民の行政に対する満足度を
向上させるため、職員一人ひとりが全体の奉仕者としての自覚を持ち、時代の趨勢に的確に対応できる人材の
育成を目指すことを目的として実施する。

事業の受益者
（対象者）

職員、臨時嘱託職員
受益者数

（対象者数）
620

単
位

人

総合計画を基軸とする行政マネジメントシステムの確立《実現の方策》 事業開始年度 評価区分 評価

35 信頼される職員の育成 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 総務費 項： 総務管理費 目： 一般管理費

事務事業名 職員研修事業 担当部課 総務部　総務課

のセルにのみ入力してください。

創生

決算 30 年 6 月 28 日
（ H 29 決算 ）

重点
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

職員研修事業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

全職員を対象とした研修の講座数によって、延べ人数は変動する。

現在認識している課題 研修受講後のフォローアップの充実

今後の方向、見通し等
・市の独自性ある研修を充実させ、職員の研修意欲を高める。
・研修効果を測定する仕組みをつくる。
・研修の成果を自分自身のものだけにとどめず職場に還元するとともに、職員間で共有できるような仕組みをつくる。

職員研修受講者延べ人数(全職員対象の研修を除く）
※階層別、政策実務系研修対象

人 153 131 244 207

職員研修受講者延べ人数 人 1,603 631 781 1,158

平成29年度は、職員研修計画に基づき、概ね計画的に実施できたこととあわせて、自治研修所をはじめとする派遣研修への自
主的な参加が多かったことが講座数の増加につながっている。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

職員研修講座数（全職員対象の研修を除く）
※階層別、政策実務系研修対象

人 43 34 31 40

29年度

職員研修講座数 人 56 42 40 53

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

10,529,921 8,017,332 10,052,159 10,885,482
10,766,511 8,047,272 10,119,389 10,965,852

0 0 0 0
236,590 29,940 67,230 80,370

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 0 0 7,800 0

10,766,511 8,047,272 10,119,389 10,965,852

事業費計 4,969,511 4,671,272 5,098,189 5,936,052

　正規職員人件費 5,797,000 3,376,000 5,013,400 5,029,800

19.負担金補助及び交付金 職員研修負担金、職員自己啓発支援補助金 600,443 613,886 721,997 476,530

18.備品購入費 備品購入費 596,160 0 0 0

14.使用料及び賃借料 0 0 3,000 0

13.委託料 職員研修委託料 1,585,390 1,014,000 1,251,560 772,360

12.役務費 手数料（大学院授業料） 535,800 848,230 535,800 863,830

11.需用費 消耗品費（新任職員研修事務用品等） 139,609 94,626 159,252 98,679

9.旅費 職員研修旅費 1,512,109 2,100,530 2,420,100 3,694,653

8.報償費 講演会講師謝礼等 0 0 6,480 30,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

職員研修事業
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６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

○ 拡充

2次評価のとおり拡充する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

3 廃止受益者負担の適切さ

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 3
　行政サービスへのニーズが複雑・多様化する中で、限ら
れた職員で住民福祉の向上を目指すためには、職員個々
のスキルアップが不可欠であり、職員研修を充実させるこ
とにより、朝来市の行財政基盤を担う人財を育成していくこ
とが求められる。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

評価項目

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

環境の変化を認識し住民ニーズを的確に把握しながら、意
識や行動等を変革し、新しいことに挑戦し、朝来市を創造
する職員を育成していくため、職員研修の必要性は増して
いる。
今後は、社会環境の変化に応じて、研修内容を見直しなが
ら実施していく必要がある。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 職員研修の実施は、地方公務員法第39条に定められており、実施主体は市となる。

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

職場派遣者数や受講者数により、単位あたり金額は変動する。
研修を受講しやすい環境づくりに努めるとともに、研修の受講意欲を高めるための取組を推進していくことが必要である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

職員の研修報告書からは「研修で学んだことを今後の業務に活かしたい」「今後も積極的に研修
に参加し、スキルアップにつなげたい」などの報告を受けている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

本市においては、朝来市職員の研修に関する規程に基づいて各種研修を実施している。近隣市
においては、規則、規程、要綱と研修実施の根拠はさまざまであるが、研修の種類は同種のもの
を実施している。

職員研修受講者延べ人数(全職員対象の研修を除く）
※階層別、政策実務系研修対象

70,369 61,430 41,473 52,975

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

29年度

職員研修受講者延べ人数 6,716 12,753 12,957 9,470

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度

職員研修事業

別紙-191



別紙-192



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

不特定多数（情報公開に係る開示請求は何人でも可）
受益者数

（対象者数）
単
位

事務事業名 情報公開・個人情報保護事業 担当部課 総務部　総務課

合　　計 12,860 12,100

その他 22,070 開示請求等実費負担金 47,430

一般財源 ▲ 9,210 ▲ 35,330

県支出金

地方債

合　　計 12,860 12,100

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

9.旅費 12,860 審査会委員旅費 12,100

11.需用費 0 法令ハンドブック等 0

0 審査会委員報酬　＠4,500円×5人×4回 0

8.報償費 0 審査会答申書作成費 0

事業の目的

・情報公開制度については、市長、教育委員会など実施機関の保有する情報の公開を図り、市民の理解と協力
の下に公正で開かれた行政を推進し、市民の行政への参加を促進する。
・個人情報保護制度については、市が保有する個人情報の適正な取扱いを確保し、市の実施機関が保有する
個人情報の開示、訂正及び利用停止を求める個人の権利を明らかにし、市政の適正かつ円滑な運営を図りつ
つ、個人の権利利益を保護することを目的とする。

事　 業　 の
実施内容等

①情報公開制度については、市長、教育委員会など実施機関の保有する情報の公開等を実施する。
②個人情報保護制度については、市民等の請求により保有個人情報の開示・訂正・利用停止を実施する。
③情報公開条例及び個人情報保護条例に規定する不服申立て等を調査審議するため、「朝来市情報公開・個
人情報保護審査会」を設置する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬

事業開始年度 評価区分 評価

29 広報広聴等の充実による情報発信 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 総務管理費 目： 一般管理費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 総務費

28 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

情報公開・個人情報保護事業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・公文書開示請求の可能性を念頭においた公文書作成及び保管、保存に努める必要がある。
・個人情報を保有する関係課と連携し、その適正な管理に努める。

　平成29年度の個人情報開示請求は６件であり、いずれも不服申立てが無かった為、昨年度と同様、認容度は100％であった。

現在認識している課題
・情報公開条例の対象となる公文書の適切な保管、保存を図る必要がある（廃棄年度を過ぎた公文書の廃棄など）。
・市民の市政参加を進め、市政の透明性と市民との信頼関係を確保するため積極的な公開に努めているが、個人情報
の観点から、個人のプライバシー情報の流出を防ぐため、情報の適正な管理が必要となる。

今後の方向、見通し等

【個人情報】請求者容認度（不服申立てをしなかった件数
／請求件数）

％ 100 0 100 100

【情報公開】請求者容認度（不服申立てをしなかった件数
／請求件数）

％ 100 100 100 100

　請求者が開示を求められる情報の有無により件数が増減する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

個人情報開示請求件数 件 2 1 1 6

29年度

公文書開示請求件数 件 34 83 46 41

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,714,876 2,924,338 384,240 740,190
1,757,866 3,026,898 431,670 762,260

42,990 102,560 47,430 22,070

財
源
内
訳

特
定
財
源

　臨時職員人件費

1,757,866 3,026,898 431,670 762,260

事業費計 10,866 47,898 12,100 12,860

　正規職員人件費 1,747,000 2,979,000 419,570 749,400

11.需用費 法令ハンドブック等 3,366 4,581 0 0

9.旅費 審査会委員旅費 7,500 20,817 12,100 12,860

8.報償費 審査会答申書作成費 0 0 0 0

28年度 29年度

1.報酬 審査会委員報酬 0 22,500 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

情報公開・個人情報保護事業

別紙-194



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

廃止

B

3 抜本的見直し

主体の妥当性 3 改善見直し

　公正で開かれた行政、個人情報を保護する行政を推進
し、市民がともに参画し、市民から信頼される行政を確立
する必要がある。

3 改善見直し

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ 休止

受益者負担の適切さ 3

A

事業実施の緊急性 2 拡充

条例に基づき実施する事務であり、今後も引き続き実施す
る。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 条例に基づく手続であり、代替サービスは無し。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　対前年比で、開示請求件数及び事業費に大きな変化は無く、人件費が増加したことに伴い成果単位当たり金額が増となった。
引き続き、条例の規定に基づき、適切な対応を図るよう周知したい。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

制度の浸透に伴い、今後件数の増が見込まれる。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

法に基づき各自治体において条例を制定し、実施する事務であり、同等であると思われる。

【情報公開】請求者容認度（不服申立てをしなかった件数／請求件数） 17,579 30,269 4,317 7,623

【個人情報】請求者容認度（不服申立てをしなかった件数／請求件数） 17,579 #DIV/0! 4,317 7,623

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

情報公開・個人情報保護事業
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

29 決算 ）
重点

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月 25 日
（ H

のセルにのみ入力してください。

事務事業名 ケーブルテレビ運営管理事業 担当部課 総務部　ケーブルテレビセンター

款： 総務費 項： 総務管理費 目： 地域情報対策費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》 事業開始年度 評価区分 評価

29 広報広聴等の充実による情報発信 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

ケーブルテレビ施設を良好に維持管理し、加入者に安定したサービスを提供するとともに、ケーブルテレビの
自主放送や音声告知放送を利用した教育、福祉、産業、観光等の事業や地域の活性化、若者の定住促進等
につながる情報発信の充実を図る。

事　 業　 の
実施内容等

■施設を良好に維持管理し、自主放送番組の制作を主とする事業。
■テレビ放送（地上放送：9チャンネル、BS放送、CS放送、FMラジオ放送の再送信業務。)
■データ放送（自主放送の）データ放送サービスの提供。
■音声告知放送サービスの提供。
■各種サービス申し込みに係る課金処理。
■ケーブルテレビの自主放送の制作、放送業務

・市からの情報発信として各課と連携したお知らせ番組や、ニュース番組の制作、放映。
・地域活性化の一つとなる地域行事や祭、文化を紹介する番組の制作、放映。
・地域協働の取り組み紹介として地域自治協議会活動のニュースやお知らせ番組の制作、放映。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬 31,500 番組審議会委員報酬 0

7.賃金 嘱託・臨時職員は別計上

8.報償費 842,474 アナウンサー謝礼、番組制作協力謝礼 841,967

9.旅費 43,360 一般旅費、研修 22,920

11.需用費 13,910,782 消耗品、燃料費、印刷費、修繕費、高熱費、水道料 18,584,083

12.役務費 19,547,942 電話、郵便費、保険料、手数料、施設整備保守点検料 17,134,824

13.委託料 13,795,920 局舎警備、番組外注制作費等 14,102,640

14.使用料及び賃借料 46,696,396 STBリース料、土地使用料、放送受信料、著作権料等 51,017,719

18.備品購入費 1,140,480 光受信機、OLTインターフェイス予備機 299,592

19.負担金補助及び交付金 482,520 協議会等負担金、南但広域負担金（加入者管理） 466,520

25.積立金 0 0

27.公課費 42,400 公用車重量税 0

合　　計 96,533,774 102,470,265

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 96,533,774 CATV使用料、光ファイバー等貸付料、CATV施設保守運用費負担金等 102,470,265

一般財源 0 0

合　　計 96,533,774 102,470,265

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

ケーブルテレビ加入者
受益者数

（対象者数）
12,914

単
位

件

運営管理
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

1.報酬 番組審議会委員報酬 45,000 36,000 0 31,500

7.賃金 嘱託職員は別計上 0 0 0 0

8.報償費 アナウンサー謝礼、番組制作協力謝礼 892,711 813,956 841,967 842,474

9.旅費 一般旅費、研修 133,020 39,220 22,920 43,360

11.需用費 消耗品、燃料、印刷、修繕、高熱、水道 25,811,456 21,406,815 18,584,083 13,910,782

12.役務費 電話、郵便、保険、手数料、施設保守点検料 49,012,969 25,782,414 17,134,824 19,547,942

13.委託料 設計監理費、局舎警備、番組外注制作費等 14,261,400 14,200,920 14,102,640 13,795,920
14.使用料及び賃借料 STBリース料、土地使用料、放送受信料等 94,676,625 60,149,437 51,017,719 46,696,396

18.備品購入費 光受信機ユニット、無停電供給バッテリー等 5,506,920 1,465,560 299,592 1,140,480
19.負担金補助及び交付金 協議会等負担金、南但広域負担金 3,723,000 3,447,680 466,520 482,520

25.積立金 0 0 0 0

27.公課費 公用車重量税 0 53,400 0 42,400

事業費計 194,063,101 127,395,402 102,470,265 96,533,774

　正規職員人件費 15,556,000 13,461,000 13,437,845 18,963,710

　臨時職員人件費 15,257,000 16,097,000 15,006,160 17,713,328

224,876,101 156,953,402 130,914,270 133,210,812

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

194,063,101 127,395,402 102,470,265 96,533,774
30,813,000 29,558,000 28,444,005 36,677,038

224,876,101 156,953,402 130,914,270 133,210,812
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

自主放送番組の制作本数 本 621 616 647 690

高年福祉課や朝来市社会福祉協議会と共同で番組製作を行うなど、新番組の製作に取り組んだことで本数が増加した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ケーブルテレビ加入件数 件 12,160 12,439 12,706 12,914

現在認識している課題

・今後3年程度の間に、老朽化した地デジ、BS、CS受信送信システムや自家発電装置、自主放送製作機器
など高額な機器更新が必要。

今後の方向、見通し等

・機器の更新時期を見極め、適正な費用での更新を行い、安定したケーブルテレビサービスの提供を継続す
ることが重要である。

新規加入・利用申込者数が、休止・脱退数を上回ったことにより徐々に増加し、基本使用料の収入増となっている。

運営管理
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ケーブルテレビ加入件数 18,493 12,618 10,303 10,315

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
ケーブルテレビ光化事業により、ランニングコスト（保守費用等の役務費、電気代等の需用費）は減少となっている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

市民アンケート「5-22ケーブルテレビ自主放送が役に立っている（そう思う、まあそう思う）」の割
合
H27：34.6％、H28：35.0％、H29：37.0％、H30：40.5％

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣局の制作本数　神河町ＣＡＴＶ：300本　養父市ＣＡＴＶ：530本

【３】代替サービスの有無
現状朝来エリアで同等のサービス提供する民間・団体等は無い。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

現状の仕組みを前提としたうえで、更なる改善の可能性を
探り、今後朝来市にふさわしい形態の検討を進める。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

テレビ等難視聴対策、光インターネット環境の提供によ
る情報通信格差の是正、音声告知放送等の基本部分の
安定的な運用に努めつつ、市民ニーズに寄り添った自主
放送番組の制作・放映等については、今後も改善の余地
はあると思われる。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

休止

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充
◆改善見直し（4/4）

　地域密着型の情報ツールとしてのケーブルテレビは、年間で自主放送番組の本数が600本を超え、各課
とも連携をして発信をしている点は評価できる。しかし、他地域では民間のケーブルテレビもある中、朝来
市独自で事業を行う意義や価値を再考する必要がある。また、放送内容も多様性のある、幅広いコンテン
ツを朝来市内外に提供することで、より価値が向上すると考えられる。

継続実施

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価及び外部評価のとおり、放送内容や手段を検討しながら継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

2 休止

受益者負担の適切さ

運営管理
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 総務費

25 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 総務管理費 目： 地域情報対策費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》 事業開始年度 評価区分 評価

29 広報広聴等の充実による情報発信 Ｈ 14 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的

テレビ・FM放送サービスの安定供給（市域の約5割弱の難視聴対策）や情報格差の是正（市内全域で光イン
ターネットの利用が可能）、自主放送番組・音声告知放送サービスによる情報提供等のため、受信点設備、伝
送路設備（光ケーブル、自営柱等）、センター設備（放送、ネットワーク設備、音声告知放送設備等）等の更改、
改修、新設工事を実施する。

事　 業　 の
実施内容等

［経常的業務］
■伝送路工事（ドロップケーブル）

新規引込、撤去、移設、再引込等の工事
■伝送路工事（幹線ケーブル）

共架柱の建替等に伴う移設工事、改修、延長、クロージャ追加等の工事
■自営柱の建柱・抜柱・移設工事

［臨時的業務］
■ヘッドエンド設備（BS・自主放送）更新【整備時期：H22年度】
■西床ノ尾山受信点設備更新【整備時期：H12年度】
■データ放送システム更新【整備時期：H22年度】

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 30,920,400
ヘッドエンド設備（BS・自主放送）更新、西床ノ尾山受信点設備更
新、データ放送システム更新 29,757,240

15.工事費 29,026,316
伝送路工事（幹線ｹｰﾌﾞﾙの移設・改修・延長、ﾄﾞﾛｯﾌﾟｹｰﾌﾞﾙﾉの新規
引込・撤去・再引込） 66,479,508

合　　計 59,946,716 96,236,748

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 59,946,716 CATV使用料,新規加入負担金,引込工事費等実費受入金,伝送路等補償金 96,236,748

一般財源 0 0

合　　計 59,946,716 96,236,748

事務事業名 ケーブルテレビ施設整備事業 担当部課 総務部　ケーブルテレビセンター

事業の受益者
（対象者）

ケーブルテレビ加入者
受益者数

（対象者数）
12,914

単
位

件

施設整備
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

13.委託料

H27：既設自営柱の調査業務　H28：自主放送ｻｰﾊﾞ更
改、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾍｯﾄﾞｴﾝﾄﾞ設備ｻｰﾊﾞ更改　H29：ヘッドエンド
設備（BS・自主放送）更新、西床ノ尾山受信点設備更
新、データ放送システム更新

0 3,337,200 29,757,240 30,920,400

15.工事費

H29:伝送路工事（幹線の移設・改修・延長、新規引込・
撤去・再引込）
H28：伝送路工事（29,100千円）、H26～H28：口銀谷地
中化関連工事（H28：H27繰越含む。14,916千円）、
H28：UPS更改工事（22,464千円）※H28～：光化に伴い
工事費用の増化

21,861,781 21,338,492 66,479,508 29,026,316

事業費計 21,861,781 24,675,692 96,236,748 59,946,716

　正規職員人件費 5,974,000 7,508,000 3,072,650 3,626,500

　臨時職員人件費 2,409,000 519,000 34,840 5,625

30,244,781 32,702,692 99,344,238 63,578,841

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

21,861,781 24,675,692 96,236,748 59,946,716
8,383,000 8,027,000 3,107,490 3,632,125

30,244,781 32,702,692 99,344,238 63,578,841
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

支障移転・改修工事数 件 143 123 99 71

新規引込工事件数 件 125 181 161 165

支障移転・改修工事数：H25年度以降、関電柱の建替えが多かったことが要因だが、徐々に解消されている
新規加入者数の増加：フレッツ光の利用（H25年5月～順次開始）を目的とした事業所加入等が増加したことが要因

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

件

円

現在認識している課題

・工事の効率化による経費の削減。
・センター機器等の保守切れ等に伴う計画的な更新。

今後の方向、見通し等

・支障移転工事は、道路工事や関西電力などの工事に伴い発生するもので、工事箇所の減少などの改善対策はとれ
ない。そのため、工事の効率化によって経費の削減に努める。
・センター機器等について、長寿命化に努める。メーカーの保守切れ等により、修理対応ができなくなる場合は、計画
的に機器更新を実施するとともに、長期の保守が可能な機器を選定する。

施設整備
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
■ケーブル線の光化に伴い従前よりも工事費用が高くなり、施設整備事業の支出額が増加することが見込まれるが、事業全体（運営管理
事業、施設整備事業[設備更新等を除く] ）の経常的経費を見ると、大幅に黒字化している。
■事業費の中で大きなウエイトを占めているのが、幹線ケーブルの移設工事費用である。これは、電柱（関電、ＮＴＴ）の建替えに伴い必然
的に発生するもので、市はケーブル線を共架させてもらっている立場であることから、対応策は特にないため、工事の効率化によって経費
の削減に努める。
■H28・H29年度は、臨時的経費（センター機器等の更新）が発生したため支出額が増加している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

市民アンケート「24 情報・通信施設の整備が進んでいる割合」　H25：30.7％、H26：30.8％、H27：31.4％

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

ケーブルテレビ事業実施団体：神河町、新温泉町は自治体運営。養父市、加東市は、民間移行、自主放送のみ自治体が運営。
テレビ放送サービス：同水準、光インターネット：ほぼ同水準

【３】代替サービスの有無
有線テレビ放送サービス：無
光インターネットサービス：和田山町、山東町の一部地域でｅｏ光のサービス（ネットのみ）あり

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充
■テレビの難視聴対策、情報通信の地域格差是正、情報伝達
（音声告知放送、自主放送番組等）のために必要な事業であ
る。
■ケーブルテレビ推定加入率（住居系利用者数／国勢調査世
帯数×100＝）約90％
■光化事業により、事業全体の収益（歳入－経常的経費（職員
人件費含む））が大幅に黒字化した。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

　伝送路等の移設については、相手方の事情に因るところ
が大きく、選択の余地がないといえるが、センター設備等
については受益者の状況等を見極め、設置者として改善
を図る余地はあると思われる。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

テレビの難視聴対策、情報通信の地域格差是正、情報伝達のため、継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

施設整備
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

第３子以降の出生児
受益者数

（対象者数）
49

単
位

4,900,000 第３子以降出生祝金 5,000,000

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 福祉給付費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 23 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 朝来市の次代を担う子どもの健やかな育ちを応援し、もって福祉の向上等に資する。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
　第３子以降の子（以下「支給対象児」）を養育する者に、支給対象児１人当たり１０万円の祝金を支給する。
　（支給条件あり）

２　事業期間　平成２３年４月１日から平成３２年３月３１日まで

３　支給条件
（１）支給対象児の出生日前１年以上市の住民基本台帳に記録されており、出生日以後も引き続き朝来市に

居住する意思を有すること。
（２）支給対象児の他に、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過していない者を２人以上養育してい

ること。
（３）市税、市の使用料その他これらに類する市の納付金に滞納がないこと。
（４）支給対象児の出生の日から１箇月以内に市長に申請すること。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

20.扶助費

合　　計 4,900,000 5,000,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 4,900,000 5,000,000

合　　計 4,900,000 5,000,000

事務事業名 出生祝金支給事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 社会福祉費

祝金
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
　出生祝金が、「健やかな乳幼児の育成支援」の「次代の市を担う子どもの健やかな育ちを応援し、もって福
祉の向上等に資する」という目的に対して、十分に効果をあげているかどうか不明である。

今後の方向、見通し等
　平成31年度に事業期間の終了を迎えるため、アンケートや他市町の動向を確認したうえで、事業のあり方に
ついて慎重に検討していく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

20.扶助費 第３子以降出生祝金 3,400,000 3,900,000 5,000,000 4,900,000

事業費計 3,400,000 3,900,000 5,000,000 4,900,000

　正規職員人件費 2,340,000 2,340,000 0 0

　臨時職員人件費

5,740,000 6,240,000 5,000,000 4,900,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

5,740,000 6,240,000 5,000,000 4,900,000
5,740,000 6,240,000 5,000,000 4,900,000

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

出生祝金支給件数 件 34 39 50 49

　H27年度からH28年度にかけて大きく上昇したが、特段の変化の理由は確認できない。
※過去にも近い数値の時期があり、上昇を続けているわけではない。（Ｈ23年度は46件）

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

出生数 人 248 198 245 224

　出生数はここ10年で増減を繰り返しており、特段の変化の理由は確認できない。
　子の出生については、個人の考え方や価値観によるものが大きく、祝金制度の有無で大きく変化することはないと考える。
※H29年度出生数（224人）は、H25年度の出生数（228人）と近い数値であり、H28年度（245人）は、H26年度（248人）・H24年度（241人）・H21年度（240人）と
近い数値である。また、H27年度（198人）はＨ20年度（205人）と近い数値である。

祝金
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

出生数 23,145 31,515 20,408 21,875

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　出生祝金の支給金額と出生数による金額のため、前述の出生祝金支給件数と出生数の変化の理由と同様に特段の変化の理
由は確認できない。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

　H27年度に実施したアンケート結果によると、支給金額と第3子以降の出生時の支給については「妥当である」と過半数以上が支持
している。また、「本制度が子育て支援に役に立つか、今後も必要であるか」という設問については、「役立っており、今後も必要」とい
う意見が多くを占める結果になっている。
　ただし、このアンケートは出生祝金認定を受けた者に対する調査であり、全体的に好意的な意見が出やすい環境での結果である。
また、回収率が46.7%（150人に対して70人）であり、出生祝金を受給したにも関わらず回答の必要性を感じていない（制度に興味がな
い）者が半数以上いることが示されている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

　養父市は妊婦に3万円助成する制度があり、神河町は第3子以降に一定年齢ごとに計25万円を支給する制度がある。丹波市は第3
子以降に20万円を支給する制度があったが、H29年度に効果が乏しいとして廃止している。
　このように対応は様々だが、サービスを提供していない市町も多くあり、当市は水準が高いといえる。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充
　総合計画体系上重視すべきものではあるが、「健やかな
乳幼児の育成支援」のための手法として、年間500万円程
度支出する出生祝金支給事業が見合った効果をあげてい
るのか疑問である。
　今年度は継続実施と評価するが、事業が終了する平成
31年度に向けて、近隣市町の動向や市民アンケートの実
施結果をもとに、事業の継続または廃止等事業のあり方に
ついて検討を行っていく予定である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

少子化対策事業として取り組むものであり、「祝金」として
の扱いであり、今後については額の妥当性や金額的なも
のも含め市民アンケートを実施し、人口増に繋がる施策で
あるかを検証し事業の在り方を検討する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充
◆廃止（4/4）

　第３子に対する10万円の支給が効果的な人口減少対策となっているかという因果はなく、対策として有効
ではないと判断した。祝金の支給ということであれば、金額や支給方法は検討の余地があるが、第３子だけ
でなく第１子や第２子を含めた全ての子どもに対して支給をするべきである。そのことで、祝いや感謝の気
持ちを表明することも大切である。本事業は、31年度の時限をもって廃止。今後の市民アンケートで、代替
する新たな施策等に対する意見を求めるなどといった検討も必要である。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

H31年度の制度終期で当事業を廃止することとし、H30～31年度で今後の事業の在り方を検討する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

祝金
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

６５歳～６９歳の高齢者
受益者数

（対象者数）
203

単
位

0 職員出張旅費 0

11.需用費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 56.05%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 高齢者（６５歳以上６９歳以下）の医療費の一部負担金を助成することにより負担を軽減し、福祉の増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

高齢者（６５歳～６９歳）の医療費の一部を助成

・対象者　　65歳以上69歳以下の方
・所得制限

市町村民税非課税世帯（世帯全員が非課税者）で、
　かつ本人の公的年金等の収入金額と所得額の合計が80万円以下

・自己負担（一部負担）　　定率２割負担
【負担限度額】
　外来・12,000円（所得０の世帯の方は8,000円（月額）
　入院・35,400円（所得０の世帯の方は15,000円（月額）

※平成26年7月制度改正による経過措置
誕生日が昭和24年6月30日までの方（所得基準は改正前と同じ）
・自己負担（一部負担）　　２割（所得０の世帯は１割）
【負担限度額】
　外来・8,000円（月額）
　入院・24,600円（所得０の世帯の方は15,000円（月額）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

0 印刷費 0

12.役務費 0 郵便代 14,000

12.役務費 32,254 審査手数料 90,544

12.役務費 140,525 事務処理費 314,090

20.扶助費 2,318,444 医療費 6,568,214

合　　計 2,491,223 6,986,848

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 1,094,780 老人医療費助成事業補助金 3,353,000

地方債

その他

一般財源 1,396,443 3,633,848

合　　計 2,491,223 6,986,848

事務事業名 老人医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 社会福祉費

老人
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

　国における医療保険高齢受給者（７０歳～７４歳）の負担割合引き上げ（１割→２割）が平成２６年４月から実
施されたことに伴い、県の行革により、受給者の一部自己負担等が引き上げられている（年代による自己負
担割合の逆転現象を防ぐため）。　その結果、６５歳～６９歳の老人の自己負担が増えている。

今後の方向、見通し等 　平成２９年６月末をもって廃止。平成２９年７月から高齢期移行事業へ引き継がれた。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

9.旅費 職員旅費 10,010 0 0 0

11.需用費 印刷費、消耗品費 15,660 11,000 0 0

12.役務費 郵便代 137,000 25,000 14,000 0

12.役務費 審査手数料 75,174 80,522 90,544 32,254

12.役務費 事務処理費 258,285 277,405 314,090 140,525

20.扶助費 医療費 7,585,425 7,408,938 6,568,214 2,318,444

事業費計 8,081,554 7,802,865 6,986,848 2,491,223

　正規職員人件費 2,931,000 1,746,000 430,850 104,413

　臨時職員人件費 7,150 23,718

11,012,554 9,548,865 7,424,848 2,619,354

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
2,931,231 3,880,074 3,353,000 1,094,780

0 0
0 0

8,081,323 5,668,791 4,071,848 1,524,574
11,012,554 9,548,865 7,424,848 2,619,354
63.73% 50.27% 52.01% 56.05%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

医療費助成額 千円 7,585 7,409 6,568 2,318

　平成２６年４月から国における医療保険高齢受給者（７０歳～７４歳）の負担割合が引き上げ（１割→２割）となり、これに伴い、一部自己負担等の内容が平
成２６年度から変更となっている。結果として、６５歳～６９歳の老人自己負担が増えている。２９年度６月末で当該制度は廃止、高齢期移行事業へと移っ
た。受給資格に要介護２以上というこれまでにない条件も加わり、受給者数の伸びは緩やかになると思われるものの、医療費は増加している。※２９年度は
４月～６月までの数値

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

老人医療受給者数 人 166 192 198 203

　平成２９年６月末をもって、制度廃止。

老人
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

老人医療受給者数 66,341 49,734 37,499 12,903

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　治療の高度化、受診形態、感染症の流行有無等によって、医療費の増減は大きく影響される。
　７月以降、高齢期移行事業へ引き継がれる。

※２９年度は４月～６月までの数値

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

県事業につき、ほぼ同等

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 1 拡充

　平成29年6月末をもって当該制度は廃止となり、新たに高
齢期移行事業となった。

事業実施の必要性 1 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 ○ 廃止

　平成29年6月末をもって当該制度は廃止となり、新たに高
齢期移行事業となった。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 1 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり廃止する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

○ 廃止

改善見直し

抜本的見直し

老人
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

後期高齢者医療の被保険者のうちの重度障害者
受益者数

（対象者数）
390

単
位

0 消耗品費、印刷費 0

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 63.00%

区
分 年 6 月

29
創生

決算 30

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算 ）

款： 民生費

29 日
（ H

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
後期高齢者医療の被保険者で重度障害者に対し、医療費の一部を助成する事により負担を軽減し、福祉の増
進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

後期高齢者医療被保険者で、身体障害者手帳1・2級、療養手帳A判定、精神福祉手帳1級保持者に対し、医療
費の一部を助成する。

・対象者
後期高齢者医療の被保険者で、身体障害者手帳１・２級、療育手帳A判定、精神障害者保健福祉手帳１級

の方
・所得制限

本人・配偶者・扶養義務者の市民税の所得割額合計が２３万5千円未満
・自己負担（一部負担）

外来・医療機関ごとに１日につき600円（低所得者400円）月２回まで
　入院・１割負担、月額2,400円（低所得者1,600円）まで

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

34,000 郵便代 34,000

12.役務費 334,632 審査手数料 331,108

12.役務費

12.役務費 1,165,385 事務処理費 1,154,255

20.扶助費 33,014,931 医療費 31,503,696

33,023,059

県支出金 12,782,284 高齢重度障害者医療費助成事業補助金 10,290,882

合　　計

その他 7,548,073 後期高齢者医療給付調整金 6,992,313

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源 14,218,591 15,739,864

合　　計 34,548,948 33,023,059

地方債

事務事業名 高齢重度障害者医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

34,548,948

項： 社会福祉費

高齢重度
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　当該助成制度の対象者に対し、適正な受診を心がけるように促すことが必要。

29年度

12.役務費 34,000

11.需用費 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度

20.扶助費 33,014,931

12.役務費 1,165,385

12.役務費 334,632

37,580,076 31,503,696

1,145,230 1,127,945

事業費計 44,467,972 39,079,607 33,023,059 34,548,948

　正規職員人件費 324,3002,014,000 1,960,000 366,950

　臨時職員人件費 9,000

46,481,972 41,039,607 33,396,509 34,882,248

0 0
6,992,313 7,548,073

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
10,290,882 12,782,284

16,113,314 14,551,891
46,481,972 41,039,607 33,396,509 34,882,248

68.84% 63.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

高齢重度障害者医療費助成額 千円 42,946 37,580 31,503 33,015

29年度

受給者数 人 390

　２６年度と比較すると大幅に減少している。介護保険を利用した介護予防、介護リハビリ等が医療費の削減につながったのでは
ないかと考えられるが、治療の高度化、受診形態により増加する可能性もある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

　受給者要件が障害認定（身障１、2級、療育手帳A判定、精神保健福祉手帳１級）に基づくため、対象者数減は自然減少であると
思われる。

現在認識している課題 　将来的にさらなる医療技術の高度化、新薬登場に伴う医療費の増加が見込まれる。

今後の方向、見通し等

392413 407

67.19% 59.61%

22,382,730 15,552,809
9,509,128

14,590,114
0

9,701,311

0
15,785,487

5,100 0

41,000 34,000

1,154,255

6,500

330,884 325,486

医療費

事務処理費

審査手数料 331,108

39,000郵便代

消耗品費・印刷費

42,946,379

6,479

高齢重度
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

89,442

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　医療費については治療の高度化、受診形態、感染症の流行等に大きく影響される。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

受給者数 112,547 100,834 85,195

県事業につき、ほぼ同等

○ 継続実施

評価理由

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

A

事業実施の緊急性 2 拡充

主体の妥当性 3 改善見直し

事業実施の必要性

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価

８．一次評価

評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

９．二次評価

B

継続実施

事業手法の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク

　県の福祉医療制度の一環として、福祉的配慮が必要な
方々の医療費自己負担額の一部を助成し、経済的負担を
軽減することで、健康の保持や福祉の増進を図ることを目
的に実施している。
　医療のセーフティネットとして必要不可欠な事業である。

2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

重度障害者の方が、病気やけがをして医療機関を受診し
た場合に、医療保険における自己負担の一部を県費助成
範囲に上乗せするもので、一時評価のとおり必要不可欠な
ものと判断する。

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

休止

継続実施

廃止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

窓口で「この証がでると医療費の支払いが軽減されるのでありがたい。定期的受診があるので助
かる」との声がある。

無

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2

2次評価のとおり継続実施する。

○

高齢重度
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

重度障害者（児）で身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ判
定、精神福祉手帳１級保持者

受益者数
（対象者数）

308
単
位

0 消耗品費・印刷費 0

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 53.65%

区
分 年 6 月

29
創生

決算 30

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算 ）

款： 民生費

29 日
（ H

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 重度障害者（児）の医療費の一部を助成する事により、負担を軽減し福祉の増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

重度障害者(児）　【身体障害者手帳1・2級、療養手帳A判定、精神福祉手帳1級保持者】に対し、医療費の一部
を助成する。

・対象者
身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ判定、精神障害者保健福祉手帳１級の方

・所得制限
本人・配偶者・扶養義務者の市民税の所得割額合計が２３万5千円未満

・自己負担（一部負担）
外来・医療機関ごとに１日につき600円（低所得者400円）月２回まで

　入院・１割負担、月額2,400円（低所得者1,600円）

※７０歳以上の方は、支給申請に基づく償還払い

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

31,000 郵便代 31,000

12.役務費 200,658 審査手数料 204,066

12.役務費

12.役務費 701,700 事務処理費 713,025

20.扶助費 52,288,425 医療費 49,233,613

合　　計 53,221,783 50,181,704

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 24,666,246 重度障害者医療費助成事業補助金 22,002,123

地方債

その他

一般財源 28,555,537 28,179,581

合　　計 53,221,783 50,181,704

事務事業名 重度障害者（児）医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 社会福祉費

重度
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　当該助成制度の対象者に対し、適正な受診を心がけるように促すことが必要。

11.需用費 消耗品費・印刷費 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

12.役務費 審査手数料 200,658

12.役務費 郵便代 31,000

204,274 204,066209,774

20.扶助費 医療費 52,288,425

12.役務費 事務処理費 701,700

50,399,241

730,290

事業費計 51,373,385 48,223,781 50,181,704 53,221,783

　正規職員人件費 238,000

　臨時職員人件費 23,250

51,373,385 48,223,781 50,516,954 53,483,033

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
24,666,246

0 0
0 0

28,406,898 23,490,497 28,514,831 28,816,787
51,373,385 48,223,781 50,516,954 53,483,033
55.29% 48.71% 56.16% 53.65%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

重度障害者（児）医療費助成額 千円 50,400 47,270 49,234 52,288

29年度

重度障害者（児）受給者数 人 308

　医療費が増加しているのは、治療の高度化、長期化によって一人あたりの医療費が高額になっているものと考えられる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

現在認識している課題 　将来的にさらなる医療技術の高度化、新薬登場に伴う医療費の増加が見込まれる。

今後の方向、見通し等

　６５歳に到達すると、一定の障害がある方には後期高齢者医療制度及び高齢重度障害者医療制度に移ることができるため、６
５歳～７４歳の人口増加とともに、当該制度の受給者が減少してきていると考えられる。
　該当者には６５歳、７０歳到達時に後期高齢者医療保険移行への説明を行っている。

1,080 3,040 0

33,000 34,000 31,000

334 325

47,270,322

22,966,487

335

49,233,613

712,145 713,025

24,733,284 22,002,123

5,200

330,050

重度
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６．成果単位あたり金額（円）

29年度
単位あたり金額

年　　度

26年度 27年度 28年度

県事業につき、ほぼ同等

重度障害者（児）受給者数 153,353 144,383 155,437 173,646

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　ここ数年、受給者数は減少傾向にあるが、一人あたりの医療費が増えているものと思われる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

窓口で「この証がでると医療費の支払いが軽減されるのでありがたい。定期的受診があるので
助かる」との声が聞かれる。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　県の福祉医療制度の一環として、福祉的配慮が必要な
方々の医療費自己負担額の一部を助成し、経済的負担を
軽減することで、健康の保持や福祉の増進を図ることを目
的に実施している。
　医療のセーフティネットとして必要不可欠な事業である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 3 改善見直し

2

事業実施の緊急性 2

3 廃止受益者負担の適切さ

2 改善見直し

評価項目 ランク 評価

９．二次評価

A

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

評価理由

一次評価のとおり、県の福祉施策の一環であり重度障害
者の方が、医療機関を受診する場合の負担軽減に寄与す
るものである。

評価 評価理由

休止

休止

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

重度
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

０歳～小学３年生修了までの児童
受益者数

（対象者数）
2,233

単
位

26,940 職員出張旅費 19,910

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 76.39%

区
分 年 6 月

29
創生

決算 30

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算 ）

款： 民生費

29 日
（ H

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
乳幼児等（0歳～小学校3年生修了まで）の医療費の一部を助成する事により負担を軽減し、福祉の増進を図
り、子育て支援を充実する。

事　 業　 の
実施内容等

乳幼児等（0歳～小学校3年生修了まで）の医療費の一部を助成
・対象者

０歳から小学３年生
・所得制限

扶養義務者（幼児等保護者）の市民税の所得割額合計が23万5千円未満
　０歳児は所得制限なし

・自己負担（一部負担）
外来・入院とも自己負担なし

※県補助事業に上乗せして一部を市単独事業として実施している。
県事業

外来
　　医療機関（調剤含む）ごとに800円を月2回目まで一部負担金として受給者が負担し、それ以外の負担なし

　　入院
　　定率1割負担を一部負担金として受給者が負担、ただし3,200円までを負担限度とする。
　低所得者

　市民税非課税世帯で、世帯全員が年金収入を加えた所得が80万円以下の場合は、
　上記外来の一部負担金を400円、入院時の負担限度を2,400円とする。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

0 消耗品費・印刷費 35,000

12.役務費 168,000 郵便代 168,000

11.需用費

12.役務費 1,093,668 審査手数料 1,087,796

12.役務費 3,823,920 事務処理費 3,804,070

20.扶助費 72,187,558 医療費 70,570,707

合　　計 77,300,086 75,685,483

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 18,252,651 乳幼児医療費助成事業補助金 18,592,834

地方債

その他

一般財源 59,047,435 57,092,649

合　　計 77,300,086 75,685,483

事務事業名 乳幼児等医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 社会福祉費

乳幼児
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　未申請者を防止するため周知、啓発する必要がある。出生、転入時等、窓口対応の充実を図る。
　当該助成制度の対象者に対し、適正な受診を心がけるように促すことが必要。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 消耗品費・印刷費 0

9.旅費 職員出張旅費 26,940

70,740 75,000 35,000

3,870

12.役務費 審査手数料 1,093,668

12.役務費 郵便代 168,000

1,087,796

195,000 201,000 168,000

20.扶助費 医療費 72,187,558

12.役務費 事務処理費 3,823,920

71,617,201 74,086,204 70,570,707

事業費計 76,479,436 79,349,879 75,685,483 77,300,086

　正規職員人件費 276,7002,360,000 313,6501,613,000

　臨時職員人件費 32,250

78,092,436 81,709,879 76,015,383 77,609,036

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
18,252,651

0 0
0 0

58,164,292 61,213,012 57,422,549 59,356,385
78,092,436 81,709,879 76,015,383 77,609,036
73.94% 74.17% 75.43% 76.39%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

乳幼児費等医療費助成額 千円 71,617 74,086 70,570 72,188

29年度

乳幼児医療受給者数 人 2,233

　平成２５年度から自己負担額が無料となり単独助成分が増加。今年度もほぼ同等の水準で推移している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

　少子化に伴い年々受給者は減少している。

現在認識している課題
　０歳～小学３年生が対象であるが年々減少傾向である。また世帯合算で市民税所得割額23.5万円未満が対象である
ため、夫婦共働き世帯や高齢出産等に伴い、夫婦の市民税所得割額が上限を超えている世帯も増加しているのも原因
と考えられる。

今後の方向、見通し等

21,270 19,910

3,862,045 3,804,070

891,435 1,104,360

3,701,190

2,354 2,272 2,245

19,928,144 20,496,867 18,592,834

16,250

乳幼児
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

乳幼児医療受給者数 33,174 35,964 33,860 34,756

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　大きな変化はなく、ほぼ横ばいで推移している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

出生直後に入院や受診をした際、医療証があって助かるという声が聞かれる。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

県制度よりサービスを拡充している。　兵庫県下近隣市町とほぼ同等

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

継続実施

抜本的見直し

事業手法の適切さ

改善見直し

2

直接のサービスの相手方のひろがり

改善見直し

2 拡充

　県の福祉制度の一環として実施する中、自己負担額の
無償化を市単独事業として実施しており、子育て世代の
経済的負担の軽減を図っている。
　医療のセーフティネットとして必要不可欠な事業ではあ
るが、自己負担額０円であるが故の医療費の増加も懸念
され、一定の受益者負担も必要と考える。

９．二次評価

2

3

主体の妥当性 2

A

事業実施の緊急性

評価項目 ランク 評価

B

廃止

休止

A

事業実施の緊急性

主体の妥当性

事業実施の必要性 2 ○

拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

2

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

評価理由

一時評価のとおり、県の福祉施策の一環であり乳幼児
が、医療機関を受診する場合の子育て世代の負担軽減
に寄与すると同時に、子育て支援施策でもある。

継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

受益者負担の適切さ 1

改善見直し

抜本的見直し

乳幼児
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

１８歳に達した年度末までの児童を育てる母（父）子家庭の母
（父）及びその児童

受益者数
（対象者数）

141
単
位

0 印刷費 0

12.役務費

のセルにのみ入力してください。

年 6 月

国県支出金を除いた比率 48.16%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 母（父）子家庭の医療費の一部負担を助成する事により負担を軽減し、福祉の増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

母（父）子家庭の医療費の一部負担を助成
※県行革に準じ、平成２６年７月から対象となる所得制限及び自己負担額を変更する。

・対象者
18歳未満の児童を育てる母子家庭の母と児童、父子家庭の父と児童及び18歳未満の遺児

・所得制限　児童扶養手当全部支給対象者
扶養親族２人の場合

　母等扶養義務者の所得が950,000円

・自己負担（一部負担）
外来・医療機関ごとに１日につき800円（低所得者400円）月２回まで

　入院・１割負担、月額3,200円（低所得者1,600円）まで

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

21,000 郵便代 21,000

12.役務費 41,840 審査手数料 54,520

12.役務費 141,315 事務処理費 177,555

20.扶助費 5,165,905 医療費 6,219,804

合　　計 5,370,060 6,472,879

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 2,784,000 母子家庭等医療費助成事業補助金 3,297,000

地方債

その他

一般財源 2,586,060 3,175,879

合　　計 5,370,060 6,472,879

事務事業名 母子家庭等医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 社会福祉費

母子
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
　県の医療費助成制度改正により、受給対象者が半減した。
　受給者に対する制度の周知と、児童扶養手当制度との調整が必要である。

今後の方向、見通し等
　平成３０年８月から、当該制度の所得制限判定基準を準用する児童扶養手当全部支給基準が改められる
（緩和）ことにより、対象者が拡大するため、医療費の増加が予想される。

11.需用費 印刷費 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

12.役務費 審査支払手数料 41,840

12.役務費 郵便代 21,00052,000 54,000 21,000

20.扶助費 医療費 5,165,905

12.役務費 事務処理費 141,315

7,328,731 7,052,133 6,219,804

事業費計 7,747,827 7,403,005 6,472,879 5,370,060

　正規職員人件費 166,0002,000,000 2,028,000 264,450

　臨時職員人件費 8,250

9,747,827 9,431,005 6,743,829 5,544,310

6,500

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
3,810,000 3,271,000 3,297,000 2,784,000

0 0
0 0

5,937,827 6,160,005 3,446,829 2,760,310
9,747,827 9,431,005 6,743,829 5,544,310

50.82% 55.82% 49.06% 48.16%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

母子家庭等医療費助成額 千円 7,329 7,052 6,220 5,166

　県の医療費助成制度改正に伴い、平成２６年度に受給者は半減し、医療費も減少している。受給者の減少とともに医療費も減
少している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

母子家庭等受給者数 人 239 212 169 141

　県の医療費助成制度改正に伴い、平成２６年度に受給者は半減したが、それ以降は少子化の影響で減少しているとみられる。

0 2,000 0

278,440 226,040 177,555

88,656 68,832 54,520

母子
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

2

2

2

3

2

2

2
　県の福祉医療制度の一環として、福祉的配慮が必要な
方々の医療費の自己負担額の一部を助成して経済的負
担を軽減することで、健康の保持や福祉の増進を図ること
を目的に実施している。医療のセーフティネットとして必要
不可欠な制度である。

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

母子家庭等受給者数 40,786 44,486 39,904 39,321

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　平成２８年度は人件費の算定方法の変更により減少となった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

窓口で、「この医療証があるので助かっている」という声があった。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

県とほぼ同等

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 拡充

事業実施の必要性 ○ 継続実施

主体の妥当性 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 抜本的見直し

事業手法の適切さ 休止

受益者負担の適切さ 廃止

一時評価のとおり、県の福祉施策の一環であり18歳未満
の児童を監護する母又は父およびその児童、遺児が、医
療機関を受診する場合の負担軽減に寄与するもので、子
育て支援施策でもある。

C 市民ニーズの把握

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性

廃止受益者負担の適切さ

2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ 2

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

母子
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

６５歳未満で、かつて１８歳未満の児童を育てていた母子（父
子）家庭の母（父）

受益者数
（対象者数）

30
単
位

0 印刷費 640

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分 年 6 月

29
創生

決算 30

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算 ）

款： 民生費

29 日
（ H

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

生活を支える社会保障制度の適切な実施を図るため、寡婦（父）の医療費の一部を助成し、福祉の増進を図
る。

事　 業　 の
実施内容等

寡婦（父）医療費の一部助成

・対象者
かつて18歳未満の児童を育てていた母子家庭の母、及び父子家庭の父で、65歳未満の方

・所得制限
市町村民税非課税世帯（世帯全員が非課税者）で、かつ公的年金等の収入金額と所得額の合計が80万円

以下
・自己負担（一部負担）

外来・２割負担（低所得者は１割）
　入院・２割負担（低所得者は１割）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

7,000 郵便代 7,000

20.扶助費 699,286 医療費 786,730

12.役務費

合　　計 706,286 794,370

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 706,286 794,370

合　　計 706,286 794,370

事務事業名 寡婦（夫）医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 社会福祉費

寡婦
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　平成３０年６月末をもって廃止。今後は平成３０年６月以前に受診した医療費の償還払いに応じるのみとなる。

11.需用費 印刷費 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

20.扶助費 医療費 699,286

12.役務費 郵便代 7,000

476,022 641,629 786,730

事業費計 496,022 662,629 794,370 706,286

　正規職員人件費 217,0001,418,000 1,238,000 192,700

　臨時職員人件費 17,250

1,914,022 1,900,629 990,320 940,536

3,250

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

1,914,022 1,900,629 990,320 940,536
1,914,022 1,900,629 990,320 940,536

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

寡婦（夫）医療費助成額 千円 476 642 787 699

29年度

寡婦（夫）医療受給者数 人 30

　２８年度、一時的な受給者の増加があったため医療費が増加していたものとみられる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

　２８年度、一時的な増加はあったものの、ほぼ同等数で変化している。

現在認識している課題

①同程度の所得水準の一般家庭（寡婦等でない単身世帯）との不均衡がないか調査する必要がある。母子家庭の母
（父子家庭の父）でなかった人（母子医療の対象でなかった人）が、子が18歳到達後に離婚や配偶者の死亡等で寡婦
（夫）になっても、この事業の対象にはならない。
②母子家庭・父子家庭医療費助成の所得基準が、母子家庭等でない世帯との均衡を図るため見直された。（25年度、
県の第３次行革プランにより母子家庭等医療（18歳までの子を持つひとり親対する助成）の所得基準が見直され、受給
対象者が減少している。）　以上のことから平成３０年６月末で廃止.

今後の方向、見通し等

0 640

28 28 39

20,000 21,000 7,000

0

寡婦
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６．成果単位あたり金額（円）

　県の制度に基づき（県補助事業）実施している各種福祉
医療の中で、当該制度のみ市単独事業として実施している
が、県内で同様の制度を実施している市町は２市町のみと
いう状況であった。
　社会生活の変化に伴い対象となる者の基準において不
均衡が生じており、平成30年6月末で廃止となった。

2

1

2

3

1

1

1

廃止

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

寡婦（夫）医療受給者数 68,358 67,880 25,393 31,351

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　平成２８年度は人件費の算定方法の変更により減少している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

過去から、朝来婦人共励会からの要望により実施してきた経緯がある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

県内で新温泉町と朝来市のみ

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 拡充

事業実施の必要性 継続実施

主体の妥当性 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

休止

受益者負担の適切さ ○

９．二次評価

継続実施

一次評価のとおり

C 市民ニーズの把握

評価項目 ランク

1

評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性 1

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

廃止

休止

拡充

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し
2次評価のとおり廃止する。

継続実施

○

寡婦
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

小学４年生～中学３年修了までの児童
受益者数

（対象者数）
1,436

単
位

0 消耗品・印刷代 0

12.役務費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 82.18%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 22 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
こども（小学4年生～中学3年修了まで）の医療費の一部負担を助成する事により、子育ての負担を軽減し、福
祉の増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

こどもの医療費の一部負担金を助成

・対象者
小学４年生～中学３年生までのこども

・所得制限
扶養義務者（幼児等保護者）の市民税の所得割額が23万5千円未満

・自己負担（一部負担）
外来・入院とも自己負担なし

※県補助事業に上乗せして一部を市単独事業として実施している。
県事業
　医療保険における自己負担額の2/3を一部負担金として受給者が負担、残りを助成する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

134,000 郵便代 134,000

12.役務費 397,802 審査手数料 399,268

20.扶助費 31,557,471 医療費 30,659,193

合　　計 32,089,273 31,192,461

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 5,718,187 こども医療費助成事業補助金 6,595,836

地方債

その他

一般財源 26,371,086 24,596,625

合　　計 32,089,273 31,192,461

事務事業名 こども医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 社会福祉費

こども
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

　平成２５年度から中学３年まで自己負担ゼロへと制度を拡充し、子育て世代への経済的負担の軽減になっ
ているが、本来保険給付の対象となる学校でのけが等に福祉医療助成が行われないよう引き続き周知して
いく必要がある。

今後の方向、見通し等 　通院入院無料を継続実施できるよう適正な受診を啓発していく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

12.役務費 郵便代 134,000

11.需用費 消耗品・印刷代 00 61,000 0

130,000

20.扶助費 医療費 31,557,471

12.役務費 審査手数料 397,802405,646 427,332 399,268

32,164,679

事業費計 32,700,325 35,208,470 31,192,461 32,089,273

　正規職員人件費 1,001,750

　臨時職員人件費 3,000

34,204,325 37,568,470 31,331,761 33,094,023

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
5,718,187

0 0
0 0

22,382,151 31,207,513 24,735,925 27,375,836
34,204,325 37,568,470 31,331,761 33,094,023
63.85% 81.93% 78.85% 82.18%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

こども医療費助成額 千円 32,165 34,586 30,659 31,557

　今年度もほぼ同等の水準で推移している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

こども医療費受給者数 人 1,4361,595 1,523 1,459

　少子化によりこども人口の減少がみられる。また、世帯合算で市民税所得割額23.5万円未満が対象であるため、夫婦共働き世
帯や高齢出産等に伴い、夫婦の市民税所得割額が上限を超えている世帯も増加しているのも原因と考えられる。

11,822,174 6,360,957 6,595,836

134,000 134,000

34,586,138 30,659,193

1,950

1,504,000 2,360,000 137,350

こども
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

こども医療費受給者数 21,445 24,667 21,475 23,046

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　２８年度より増加しているが、大きくは変化していないと思われる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

窓口で「医療費の軽減がされるのでありがたい」という声を聞いている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

県事業につきほぼ同等

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　県の福祉制度の一環として実施する中、自己負担額の
無償化を市単独事業として実施しており、子育て世代の経
済的負担の軽減を図っている。
　医療のセーフティネットとして必要不可欠な事業ではある
が、自己負担額０円であるが故の医療費の増加も懸念さ
れ、一定の受益者負担も必要と考える。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

2 ○ 継続実施

　一時評価のとおり、県の福祉施策の一環であり小４から中３ま
でのこどもが、医療機関を受診する場合の子育て世代の負担
軽減に寄与するものであるが、市単事業としても無償化を実施
し子育て支援施策でもある。

C 市民ニーズの把握 2

抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2

抜本的見直し

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

評価 評価理由

廃止

　

拡充

継続実施

10．外部評価

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

休止

評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

11．最終評価

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

こども
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

基準に該当する未熟児
受益者数

（対象者数）
8

単
位

0 消耗品費 0

人

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 55.94%

区
分 年 6 月

29
創生

決算 30

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算 ）

款： 民生費

29 日
（ H

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 25 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
未熟児は、正常な新生児に比べて疾病にかかりやすく、心身の障害を残すことも多いため、生後速やかに適
切な処置をする必要がある。このため、医療を必要とする未熟児に対して医療給付を行う。

事　 業　 の
実施内容等

未熟児の医療費を助成する。

・対象者
①出生児の体重が2,000グラム以下の者
②生活力が特に弱く、規定する症状（一般状態、体温、呼吸器、循環器系、消化器系、黄疸）の

いずれかを示す者
③上記のいずれかに該当し、医師が入院療養を必要と認める者

・助成範囲
保険給付の残りについて助成する

・一部負担金　なし

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

1,083 審査手数料 1,209

20.扶助費 2,746,026 医療費 3,351,430

12.役務費

合　　計 2,747,109 3,352,639

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 910,000 未熟児養育医療負担金 630,000

県支出金 300,400 未熟児養育医療負担金 427,900

地方債

その他

一般財源 1,536,709 2,294,739

合　　計 2,747,109 3,352,639

項： 社会福祉費

事務事業名 未熟児養育医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

未熟児
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　給付がスムーズに受けれるよう医療機関と連携を図り制度を継続していく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

12.役務費 郵便代 0

11.需用費 消耗品費 00 0 0

0

20.扶助費 医療費 2,746,026

12.役務費 審査手数料 1,083593 124 1,209

事業費計 1,067,088 407,187 3,352,639 2,747,109

　正規職員人件費 70,00067,650

　臨時職員人件費 0

1,067,088 407,187 3,420,289 2,817,109

財
源
内
訳

特
定
財
源

630,000 910,000
427,900 300,400

0 0
0 0

56,815 ▲ 609,174 2,362,389 1,606,709
1,067,088 407,187 3,420,289 2,817,109
5.32% -149.61% 68.45% 55.94%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

未熟児養育医療費助成額 千円 1066 407 3,351 2,746

29年度

助成人数 人 8

　対象者が増加するとそれに伴い医療費も増加している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

　対象者数を予測することは難しく、年度ごとに大きく増減している。

現在認識している課題
　福祉的配慮が必要な方々の医療費助成であるので、申請から決定まで滞りなく速やかに対応していく必要
がある。

今後の方向、見通し等

0 0

780,000
236,361

407,063 3,351,430

0

1,066,495

6 3 13

780,000
230,273

未熟児
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

助成人数 177,848 135,729 263,099 352,139

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　対象者の病状等で受ける医療、期間も異なるため変動が大きくなっている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

病院から制度を紹介され対象者父母から問い合わせを受けている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

国の基準通り

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　当医療費助成制度は、早期に適切な治療が必要な未熟
児に対する医療費の自己負担額の一部を助成するもので
ある。
　保護者において経済的な心配をすることなく、子どもの
健康の保持や福祉の増進を図ることを目的に実施してい
る。
　医療のセーフティネットとして必要不可欠な事業である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

９．二次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

事業手法の適切さ 2

評価理由

身体の発育が未熟なままで生まれ、授かった命に対する
尊厳からも入院を必要とする乳児に対して、保護者が経
済的負担を気にすることなく、治療に必要な医療費を公費
負担することで、安心して子育てに専念できる。

市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

廃止

休止

未熟児
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

75歳以上(特定の障害のある人は65歳から)の後期高齢者
受益者数

（対象者数）
5,817

単
位

48,338 消耗品費・印刷費 57,245

12.役務費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 予防費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 20 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 いつまでも健康で生活する健康長寿を目指すため、特定健診の実施により、高齢者の健康維持・増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

後期高齢者を対象に市が実施する総合健診等で、特定健診費用を全額助成する。
総合健診等を受けられない方に、医療機関での人間ドック健診費用を1万円を上限に助成する。
歯科口腔健診を76歳を対象に実施し、一部助成する。
健診受診率向上のため、積極的に受診勧奨を行う。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

28,000 郵送料 28,000

13.委託料 4,611,961 特定健診委託料 4,321,812

13.委託料 270,000 人間ドック委託料 250,000

13.委託料 77,400 歯科口腔健診委託料 68,800

13.委託料 185,450 健診データ管理委託料 175,427

合　　計 5,221,149 4,901,284

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 4,770,838 広域連合補助金 4,576,210

一般財源 450,311 325,074

合　　計 5,221,149 4,901,284

事務事業名 後期高齢者保健事業 担当部課 市民文化部　市民課

項： 保健衛生費

後期保健
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

　歯科検診受診率の伸び悩み。
　平成29年度における朝来市の健診受診率は15.38％であり、兵庫県後期高齢者医療広域連合が目標値と
する20%に達していない。

今後の方向、見通し等
　個別検診の実施により受診者数が増加傾向にあるが、更なる受診率向上を目指すには、広報等による周
知を行い制度の存在を広く知ってもらう必要がある。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 消耗品費・印刷費 50,155 57,245 48,338

12.役務費 郵送料 28,000 28,000 28,000

13.委託料 特定健診委託料 2,557,387 3,748,773 4,321,812 4,611,961

13.委託料 人間ドック委託料 150,000 210,000 250,000 270,000

13.委託料 歯科口腔健診委託料 55,900 68,800 77,400

13.委託料 健診データ管理委託料 173,798 5,203 175,427 185,450

事業費計 2,881,185 4,098,031 4,901,284 5,221,149

　正規職員人件費 99,450 212,775

　臨時職員人件費 27,300 101,250

2,881,185 4,098,031 5,028,034 5,535,174

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

2,881,185 4,056,316 4,576,210 4,770,838
0 41,715 451,824 764,336

2,881,185 4,098,031 5,028,034 5,535,174
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

健診委託料 千円 2,557 3,749 4,322 4,612

　個別健診及び人間ドックの受診者数の増加より、委託料も増加している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

健診受診者数 人 722 707 778 818

人間ドック受診者数 人 15 21 25 27

　個別健診の実施や受診勧奨により増加している。

後期保健
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

健診受診者数 3,991 5,796 6,463 6,767

人間ドック受診者数 195,144 201,121 205,006

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　個別健診や人間ドックの受診者数が増加傾向にある。それに伴い、健診委託料が増加しているが、疾病の早期発見・治療が
健診の目的であり、医療費の削減につながるものであるため、やむを得ないものである。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

－

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

同等

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充 　健康診査による生活習慣病等の早期発見・早期治療を
図ることで、高齢者の医療費抑制につながる。
　また、健康診査結果のデータ分析により健康課題を明確
にすることで、疾病予防や重症化予防に関して効果的・効
率的な保健事業に取り組むことができるため、必要不可
欠な事業である。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

今後ますます高齢化が進み医療費の増大が予想される
中、若い世代が高齢者を支えるとともに、高齢者も保険料
と医療費の一部を負担することで共に支え合いの仕組み
づくりであり、検診を実施することにより慢性疾患の早期
発見・治療を行い医療費の抑制に寄与するものである。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

後期保健
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

29 決算 ）
重点

事業の受益者
（対象者）

市の区域内に住所を有する高校生等
受益者数

（対象者数）
約９００

単
位

20.扶助費 514,973 医療費 0

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月 29 日
（ H

のセルにのみ入力してください。

事務事業名 高校生等医療費助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

款： 民生費 項： 社会福祉費 目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 29 事業種別 １．ソフト事業

事業の目的
高校生等に係る医療費の一部を助成することにより、高校生等の保健の向上及び保護者の経済的負担を軽減
し、もってその福祉の増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

高校生等の入院療養に係る被保険者等負担額に相当する額を助成
・対象者

市の区域内に住所を有する下記の者のうち、１５歳に達する日の翌日以後最初の４月１日から２０歳に達する
日の属する月の末日までにあるもの。

(1)高等学校、中等教育学校又は特別支援学校に在学する者
(2)高等専門学校に在学し第3学年の課程を修了するまでの者
(3)専修学校（高等課程に限る）に在学する者
(4)外国人学校に在学する者

・所得制限
乳幼児等医療費助成制度の基準を準用（保護者の市町村民税所得割税額２３.５万円未満）

・事業実施期間
平成２９年４月診療分から実施

・助成内容
入院療養に係る被保険者等負担額に相当する額を助成

・支給方法
償還払い

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

合　　計 514,973 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 514,973 0

合　　計 514,973 0

国県支出金を除いた比率 100.00%

高校生
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

　平成２９年度からの新規事業であるため、市民へのさらなる周知・啓発を行い、子育て世代の経済的負担緩
和を図っていく。
　学校管理下でのケガ等による入院であれば別途保険（災害共済給付）が優先されるため保護者、医療機関
等への理解・協力を求め円滑な運営を目指す。

今後の方向、見通し等 　適正な受診を啓発していく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

20.扶助費 医療費 514,973

事業費計 0 0 0 514,973

　正規職員人件費

　臨時職員人件費

0 0 0 514,973

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

0 0 0 514,973
0 0 0 514,973

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

高校生等医療費助成額 千円 515

平成２９年４月からの新制度である。２００万円の想定を大きく下回った。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

高校生等医療費受給者数 人 5

平成２９年４月からの新制度である。想定受給者数２０件としていたが、２９年度は５人（のべ６件）にとどまった。

高校生
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

高校生等医療費受給者数 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 102,995

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

高校生対象の医療助成制度内容について問い合わせを数件受けている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

高校生を対象にする自治体は朝来市を含め県下６市町。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　２９年度においては、想定件数より申請数が少なかった。
　入院医療費は一定額を要するものであり、子育て世代の
経済的負担を軽減することで、健康の保持や福祉の増進
を図ることを目的に実施している。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

一時評価のとおりであり、暮らしやすいまちづくりに寄与
し、保護者の負担軽減に繋がる事業である。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

高校生
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

６５歳～６９歳の高齢者
受益者数

（対象者数）
203

単
位

0 職員出張旅費 0

12.役務費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 55.98%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 医療給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
６５歳以上６９歳以下で、一定の所得以下にあり、身体的理由から日常生活において自立できない方（要介護認
定２以上）に対し、医療費の一部負担金を助成することによって経済的負担を軽減、福祉の増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

高齢者（６５歳～６９歳）の医療費の一部を助成
・対象者　　65歳以上69歳以下の方
・所得制限

市町村民税非課税世帯（世帯全員が非課税者）で、
　かつ本人の公的年金等の収入金額と所得額の合計が80万円以下かつ要介護２以上

※誕生日が昭和24年7月1日～昭和27年6月30日の方については介護要件なし
・自己負担（一部負担）　　定率２割負担

【負担限度額】
　外来・12,000円（所得０の世帯の方は8,000円（月額）
　入院・35,400円（所得０の世帯の方は15,000円（月額）

※平成26年7月制度改正による経過措置
※誕生日が昭和24年6月30日までの方（所得基準は改正前と同じ、介護要件なし）

・自己負担（一部負担）　　２割（所得０の世帯は１割）
【負担限度額】
　外来・8,000円（月額） 　入院・24,600円（所得０の世帯の方は15,000円（月額）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

14,000 郵便代 0

12.役務費 71,786 審査手数料 0

12.役務費 214,570 事務処理費 0

20.扶助費 6,492,272 医療費 0

合　　計 6,792,628 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 2,990,220 高齢期移行事業補助金 0

地方債

その他

一般財源 3,802,408 0

合　　計 6,792,628 0

項： 社会福祉費

事務事業名 高齢期移行助成事業 担当部課 市民文化部　市民課

高齢期
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３．事業費等の推移（単位：円（予算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

　６５歳～６９歳の人口は現在ピークを迎えているため、これに比例し受給者も増加し医療費も高額となってい
る。
　医療の高度化、また感染症の流行など、その年々で変化が大きく、医療費の予測が立てにくい。

今後の方向、見通し等

　６５歳～６９歳の人口は現在ピークを迎えているが、今後は減少傾向にある。区分Ⅱについては、さらに所
得要件に要介護２以上という条件も加わり、対象者は現在のピークを超えると徐々に減少していくものと思わ
れる。
　今後は、一定の所得以下の方や日常生活において自立できない方を対象にし経済的な負担を軽減し福祉
の増進を図るという、より対象者を絞った制度になる。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

12.役務費 14,000

11.需用費 0

9.旅費 0

20.扶助費 6,492,272

12.役務費 214,570

12.役務費 71,786審査手数料

事業費計 0 0 0 6,792,628

　正規職員人件費 285,187

　臨時職員人件費 64,782

0 0 0 7,142,597

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
2,990,220

0 0
0 0

【１】事業の活動を表す数値 単位

0 0 0 4,152,377
0 0 0 7,142,597

千円 6,492

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 55.98%

29年度

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度（目標） 29年度（目標）

高齢期医療受給者数 人 203

　２９年度６月末で老人医療制度は廃止、高齢期移行事業へと移った。当分の間、経過措置として、前制度の受給者は引き続き
対象になっている。今回、受給資格に所得要件だけでなく、要介護２以上というこれまでにない条件も加わり、今後、受給者数の
伸びは緩やかになると思われる。

28年度

年　　度

26年度 27年度

郵便代

印刷費、消耗品費

職員旅費

医療費

事務処理費

医療費助成額

高齢期
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価（H２８評価結果：H２７実施事業）

#DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

県とほぼ同等

高齢期医療受給者数 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 35,185

評価理由

８．一次評価（H２８評価結果：H２７実施事業）

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　治療の高度化、受診形態、感染症の流行有無等によって、医療費の増減は大きく影響される。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

定期受診の高齢者にとっては医療費助成は大変助かるという声を聞いている。

#DIV/0! #DIV/0!

　県の制度改正に伴い、平成２９年６月末をもって廃止され
た老人医療制度を引き継ぐもので、当分の間、老人医療該
当者には経過措置があり、実質的には事業名称の変更を
伴う制度内容の見直しである。
　県の福祉医療制度の一環として、福祉的配慮が必要な
方々の医療費自己負担額の一部を助成し、経済的負担を
軽減することで、健康の保持や福祉の増進を図ることを目
的に実施している。医療のセーフティネットとして必要不可
欠な事業である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価

拡充

事業手法の適切さ

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

2

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2

評価項目 ランク 評価

休止

受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施 65から69歳の方で、所得がないことから自立できない方
や、一定の所得以下で身体的理由で日常生活動作が自立
できない方等を対象に、県の助成範囲に上乗せして助成
し、医療保険における自己負担の一部を公費負担すること
により安心して医療を受診できる環境整備を担保してい
る。

C 市民ニーズの把握 2

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

10．外部評価

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

廃止

高齢期
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公害対策

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

7,240

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

総務費

決算

公害対策事業

公害関係会議旅費8,940

月

17

説明等

113,910公害行政市町交付金

区

分

1,509,196

事業種別

13.委託料 河川等水質調査、自動車騒音常時監視業務

210,000

1,228,7161,281,852

210,000

重点 創生

63,240

前年度決算（円）

各種協議会委員謝礼、環境調査報償費

担当部課 市民文化部　市民課

6 日

公害のない快適な生活環境の確保を図る。

1.ソフト事業

評価区分 評価

2930 年
（ 決算 ）H平成 30 年度

予算
行政マネジメント事務事業シート

総合

計画

体系 12 循環と共生の環境保全の推進

款：

事務事業名

事業の目的

目：項： 総務管理費

29

公害対策費

事　 業　 の

実施内容等

１　公害防止対策協議会の開催

　市内の工場（３社）と近隣区の公害対策委員で協議会を開催し、公害対策について協議。

２　水質検査の実施

　市内１４ヶ所の河川の水質検査の実施。

３　自動車騒音監視業務の実施

　騒音規制法（昭和43年法律第98号）第18条の規定に基づく自動車騒音常時監視業務の実施。

４　各協議会等負担金

　・ひょうご環境創造協会会費

　・生野鉱山周辺地域カドミ汚染対策協議会負担金

　・フロン回収推進協議会負担金

　・ひょうご環境保全連絡会負担金

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円）

8.報償費

9.旅費

1,509,1961,559,870

19.負担金補助及び交付金 各種公害関係協議会負担金

1,395,286

地方債

国庫支出金

1,559,870

その他

合　　計

財

源

内

訳

のセルにのみ入力してください。

1,458,240

国県支出金を除いた比率 93.48%

59,078

特

定

財

源

県支出金

一般財源

事業開始年度

Ｈ

合　　計

101,630

事業の受益者

（対象者）
朝来市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人
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公害対策

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

11.需用費

12.役務費

13.委託料

19.負担金補助及び交付金

節区分

単位

市民アンケート（騒音・悪臭などの公害に悩まされている。） ％

事業費計

1,422,800

57,30076,700

1,509,196

1414

28年度 29年度

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

4,806,9703,008,696

101,760

3

8,025,846

210,000210,000200,000

1,281,8524,571,208 1,228,7161,149,336

4,705,340

14 12.8

2,894,786

1.報酬

8.報償費

9.旅費

3,189,800

公共用水域水質調査箇所

4,806,970

93.48%

3,008,696

92.45%

1,559,870

単位
年　　度

26年度

公害に対する苦情があった場合には、迅速に対応することとしている。

16.5 14.2

29年度

59,078

8,940

59,240

8,250

63,240

7,240

28年度27年度

3 3

162,916

32,680

8,128,826

394,207

15,266,751

6,182,0009,716,000

15,368,511

92.78%98.20%

14 14

年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

210,000

説明等

財

源

内

訳

年　　度

148,500

143,000

102,980

5,652,511 1,426,826

101,630113,910

公害防止対策協議会開催数

特

定

財

源

【２】事業の成果を表す数値

回

箇所

520,000

8,128,82615,368,511

27年度

3

現在認識している課題 ・市民の公害への感じ方が敏感になっており、生活環境への影響が強まっている。

今後の方向、見通し等
・朝来市生活環境保全条例並びに朝来市環境基本計画に基づき、市民・事業者・行政が一体となって環境の保全に努める。

・水質検査・騒音調査を引き続き実施して、公害の監視に努める。

　正規職員人件費

環境審議会委員報酬

各種協議会委員謝礼、環境調査報償費

公害関係会議旅費

公害関係図書費、消耗品

郵便料

河川等水質調査、自動車騒音常時監視業務

各種公害関係協議会負担金

26年度
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公害対策

６．成果単位あたり金額（円）

10．外部評価

11． 終評価

廃止

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

休止

拡充

継続実施

改善見直し

評価理由

人件費の増減によるもの。

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

3

3

2

抜本的見直し

市民ニーズの把握

抜本的見直し

ランク

2

3

3

評価

A

B

3

C

B

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

931,425 572,453 214,907 375,545

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

廃止

休止

休止

3 廃止

2

28年度

1,602,323

年　　度

29年度
単位あたり金額

公害防止対策協議会開催数

26年度 27年度

C

3 抜本的見直し

評価項目

◆現状の事業を継続的に実施する。

◇市が法律に基づき公害の監視・行政指導などをするべきもの

である。

◇市民の公害に対する関心も高まっており、その対応ができるよ

うにしておく必要がある。

◇公害の未然防止により人口施策に寄与するものと考える。

◇市民の快適な生活環境に直結する事業である。

評価

2 拡充

○ 継続実施

3 改善見直し

評価項目

事業実施の緊急性

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

3

事業実施の必要性

主体の妥当性

A ○

5,122,837 2,709,609 1,002,899

評価理由

◆現状の事業を継続的に実施する。

◇事業活動から発生する公害を防止し、市民の健康保護、生活

環境の保全を図ることで市民が快適に生活することができる。

◇市が法律に基づき公害の監視・行政指導などをするべきもの

である。

◇市民の公害に対する関心も高まっており、その対応ができるよ

うにしておく必要がある。

◇公害の未然防止により人口施策に寄与するものと考える。

◇市民の快適な生活環境に直結する事業である。

3

８．一次評価

９．二次評価

【３】代替サービスの有無 無し。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

市民アンケート（騒音・悪臭などの公害に悩まされている。）

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

騒音、野焼きへの苦情や河川水質異常の相談あり。

法令に基づくものであり、同水準と考えられる。

７．事業環境

別紙-255



別紙-256



畜犬

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 畜犬登録・狂犬病予防事業 担当部課 市民文化部　市民課

合　　計 744,610 683,358

合　　計 744,610 683,358

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他 744,610 犬の登録手数料、狂犬病予防注射済票交付手数料 683,350

一般財源 0 8

県支出金

地方債

動物愛護管理担当者会議

11.需用費 220,616 鑑札及び注射済票制作費、迷惑看板製作費 143,111

総合

計画

体系

その他 事業開始年度 評価区分 評価

37

項： 保健衛生費

日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 予防費

その他 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
狂犬病予防法に基づき、狂犬病予防対策を推進する。

動物愛護及び管理に関する法律に基づき、動物の適正管理を推進する。

事　 業　 の

実施内容等

１　畜犬登録及び狂犬病予防集合注射の実施。

２　広報・回覧チラシ等による犬の登録・狂犬病予防注射の呼びかけや注射未実施者へ督促を送付するなど、

　未登録者及び狂犬病予防注射未実施者への指導.

３　犬や猫を責任を持って飼育することや飼い方のマナーについて啓発の実施。

事業費

内　 訳

節区分

款： 衛生費

29

事業の受益者

（対象者）
犬の管理者

受益者数

（対象者数）
約1,800

単

位
人

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

12.役務費 310,600 通知郵券料、畜犬登録管理システム保守点検料 310,600

13.委託料 211,674 鑑札等交付事務委託料、集合注射事務委託料 229,647

1,720
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畜犬

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

大きな変化はない。

注射頭数（年度末） 頭 1,631 1,602 1,550 1,479

登録頭数については、全国的に犬の飼育数が減少していることが原因と考えられる。登録頭数の減少に比例して注射頭数も減少した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

登録頭数（年度末） 頭 1,962 1,918 1,875 1,771

99.23% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

9,500

2,950,000 2,774,000 1,242,008 1,407,260

4,179,570 3,498,745 1,925,358 2,524,460

1,220,070 724,745 683,350 1,117,200

　臨時職員人件費 393,900 315,150

4,179,570 3,498,745 1,925,358 2,524,460

事業費計 1,229,570 724,745 683,358 744,610

　正規職員人件費 2,950,000 2,774,000 848,100 1,464,700

18.備品購入費 畜犬登録管理システム購入費 540,000

13.委託料 鑑札等交付事務委託料、集合注射事務委託料 244,518 239,625 229,647 211,674

12.役務費 通知郵券料、畜犬登録管理システム保守点検料 310,600 310,600 310,600 310,600

11.需用費 鑑札及び注射済票制作費、迷惑看板製作費 132,732 172,800 143,111 220,616

28年度 29年度

9.旅費 注射事務等担当者会議 1,720 1,720 1,720

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

現在認識している課題
・注射を未接種の犬が多数存在する。

・登録されている犬に異動（転出・所有者変更・死亡）があっても届出をしない所有者がいる。

今後の方向、見通し等

・動物病院への受診時に、未接種犬に対し、受診を促してもらうように但馬獣医師会に依頼する。

・登録内容に変更が生じた際には、届出が必要であることを周知する。

・年齢が２０歳を超える犬について生存確認を所有者に対して行う。

・斎場への犬の死亡届設置については継続して行う。
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畜犬

６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

事業実施の必要性 3 ○ ◆現状の事業を継続的に実施する。

◇飼い犬登録事務は、法令により市に実施が義務付けられてい

るとともに、狂犬病の発生を予防し、その蔓延を防ぐため、今後も

関係機関と連携して、適正な飼い犬管理及び狂犬病予防注射の

接種率向上に向けた施策が必要である。

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

3 廃止受益者負担の適切さ

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

3 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。

◇法律に基づくものであり、市が主体となってするべきものであ

る。

◇飼い主以外にも影響（マナー、犬の糞など）するものであり、受

益者は幅広く考える必要がある。

◇予防接種率の向上に努める。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無し。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
人件費の増減によるもの。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
市民から野良猫・迷い犬の相談や犬猫の飼い方に対する苦情が寄せられる。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
法令に基づくものであり同水準と考えられる。

注射頭数（年度末） 2,563 2,184 1,242 1,707

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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環境保全推進

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

担当部課 市民文化部　市民課事務事業名 環境保全推進事業

合　　計 7,834,379 3,417,734

合　　計 7,834,379 3,417,734

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 7,834,379 3,417,734

県支出金

地方債

前年度決算（円）

8.報償費

11.需用費 120,229 消耗品費、チラシ印刷代 145,294

12.役務費 7,000 廃家電・廃タイヤ等処理手数料 1,600

147,000 クリーン作戦協力業者謝礼 144,000

9.旅費

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

12

項： 保健衛生費

日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 環境衛生費

循環と共生の環境保全の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
環境美化意識の高揚を図る。

不法投棄を防ぐため、関係機関と連携して監視を強化する。

事　 業　 の

実施内容等

１　「クリーン但馬１０万人大作戦」に合わせ、生野・山東・朝来地域と和田山地域を２週に分け、市内の各区ごとに不法投

棄されたごみの回収の実施。

２　不法投棄の監視パトロールと回収作業を実施。

３　環境への負荷を軽減するための取組として、朝来地域を中心として取り組んでいる環境浄化微生物「マイエンザ」の普

及啓発の実施。小学校でのマイエンザ出前授業を２回実施。

４　朝来市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の策定。

事業費

内　 訳

節区分

款： 衛生費

29

事業の受益者

（対象者）
朝来市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

5,310 研修旅費

13.委託料 7,530,840 不法投棄回収委託料、普及活動委託料、温暖化実行計画策定委託料 3,102,840

19.負担金補助及び交付金 24,000 クリーン作戦推進協議会負担金 24,000

平成29決算(円） 説明等
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環境保全推進

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

24,00024,00024,00024,00019.負担金補助及び交付金 クリーン作戦推進協議会負担金

13.委託料 不法投棄回収等委託料、普及活動委託料 2,942,000 3,102,840 3,102,840 7,530,840

12.役務費

環境学習（マイエンザ小学校出前授業）実施対象児童数 人 31 35 50 40

 クリーン作戦の回収量(可燃･不燃ごみ) ｔ 12.5 11.2 9.9 9

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

環境学習（マイエンザ小学校出前授業）実施回数 回 1 2 2 2

29年度

クリーン作戦実施回数 回 1 1 1 1

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

8,940,252 7,156,900 5,523,284 9,090,879

8,940,252 7,156,900 5,523,284 9,090,879

　臨時職員人件費 22,100 15,000

8,940,252 7,156,900 5,523,284 9,090,879

事業費計 3,169,252 3,380,900 3,417,734 7,834,379

　正規職員人件費 5,771,000 3,776,000 2,083,450 1,241,500

廃家電・廃タイヤ処理手数料 1,600 7,000

11.需用費 消耗品費、チラシ印刷代、環境教育・学習経費 27,472 110,060 145,294 120,229

9.旅費 研修旅費 31,780 5,310

28年度 29年度

8.報償費 クリーン作戦協力業者謝礼、環境作品展参加賞 144,000 144,000 144,000 147,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

現在認識している課題 ・全体量は減少してきているものの、依然として不法投棄が見受けられる。

今後の方向、見通し等

・クリーン但馬１０万人大作戦を引き続き行う。

・不法投棄パトロールを中心に、関係機関と連携して対処する。

・環境浄化微生物「マイエンザ」の普及啓発に努める。
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環境保全推進

６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2

C 市民ニーズの把握 2

2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。

◇市民の環境美化意識が高揚しており、市民と市役所とがお互

いに協力しながら実施していくことが必要である。

◇公共の敷地の美化は、行政に責任があり市がするべき事業で

ある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

拡充

マイエンザの普及啓発については、全市的な取り組みとなるよう在り方を検討する。

○ 継続実施

廃止

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

改善見直し

抜本的見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

3 廃止受益者負担の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

◆現状の事業を継続的に実施する。

◇クリーン作戦のときに、溝掃除や草刈など地域の環境美化活

動の取り組みが定着している。

◇公共の敷地の美化は、行政に責任があり市がするべき事業で

ある。市有地での不法投棄を回収しないと、益々不法投棄が増

える現状である。

評価項目 ランク 評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 休止

受益者負担の適切さ 3

A

事業実施の緊急性

評価理由

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
　市民から、市境や峠等人目に付かない場所での不法投棄の苦情が多い。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

　クリーン作戦の実施方法、不法投棄の回収等の実施方法に違いがあるが、サービス水準は同程度と思わ

れる。クリーン作戦への住民の参加意識は、高いと考える。

【３】代替サービスの有無 　ボランティア団体、区での環境美化活動が実施されている。

８．一次評価

 クリーン作戦の回収量(可燃･不燃ごみ) 715,220 639,009 557,907 1,010,098

環境学習（マイエンザ小学校出前授業）実施対象児童数 288,395 204,483 110,466 227,272

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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集団回収

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 集団回収事業 担当部課 市民文化部　市民課

合　　計 2,829,178 3,110,104

合　　計 2,829,178 3,110,104

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 2,829,178 3,110,104

県支出金

地方債

集団回収事業助成金 3,110,104

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

12

項： 清掃費

日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 清掃総務費

循環と共生の環境保全の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 廃棄物の適正処理についての意識の向上により、ごみの再資源化と減量化を図る。

事　 業　 の

実施内容等

小中学校PTA、自治会、地域自治協議会等の団体が実施する集団回収事業に対し助成金を交付。

　助成額　　・紙類（新聞・雑誌・ダンボール等）：３円／㎏

　　　　　　 　・繊維類：４円／㎏

　　　　　　 　・びん類：２円／本

事業費

内　 訳

節区分

款： 衛生費

29

事業の受益者

（対象者）
市民で構成される各種団体

受益者数

（対象者数）
22

単

位
団体

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 2,829,178
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集団回収

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

南但クリーンセンターによる古紙類収集もあり、また小中学校の児童生徒の減少により回収量が減少している。

集団回収量（びん類） 本 7,074 4,189 3,896 2,239

集団回収量（紙類） ｔ 1,056 948 944 853

実施団体に増減なはないが、各団体の実施回数が微減した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

集団回収実施回数 回 66 65 62 62

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

1,629,000 1,705,000 3,550,804 3,237,978

5,124,338 4,874,588 3,550,804 3,237,978

3,495,338 3,169,588

　臨時職員人件費

5,124,338 4,874,588 3,550,804 3,237,978

事業費計 3,495,338 3,169,588 3,110,104 2,829,178

　正規職員人件費 1,629,000 1,705,000 440,700 408,800

28年度 29年度

19.負担金補助及び交付金 集団回収事業助成金 3,495,338 3,169,588 3,110,104 2,829,178

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

現在認識している課題
・参加団体、実施回数が頭打ちになっている。集団回収は資源を活用しごみを減らすことだけではなく、地域のつながりの活性化にも効果があるのもであり、影響が

懸念される。

今後の方向、見通し等 ・南但広域行政事務組合による古紙回収と調整を図りながら、集団回収の実施継続を推進する。

別紙-266



集団回収

６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

事業実施の必要性 2 ○ ◆現状の事業を継続的に実施する。

◇PTA・地区などのリサイクルへの意識の向上及び市の計画収

集の効率化を図るために継続が必要。

◇回収物の業者への売払い料金の変動により事業の見直しが

考えられるが、現在のところ事業継続が必要である。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。

◇PTA・地区などのリサイクルへの意識の向上及び市の計画収

集の効率化を図るために継続が必要。

◇回収物の業者への売払い料金の変動により事業の見直しが

考えられるが、現在のところ事業継続が必要である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無料回収ボックス、廃品回収業者等。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
数字のばらつきは、人件費の増減及び集団回収量の減少に大きく左右されている。

各団体へ集団回収への取組強化を呼びかけていく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
少子化・人口減少により、回収実施に苦慮する団体あり。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
自治体により助成単価・助成品目にばらつきがある。

集団回収量（紙類） 4,850 5,142 3,761 3,796

集団回収量（びん類） 724 1,164 911 1,446

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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男女

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位

事務事業名 男女共同参画事業 担当部課 市民文化部　人権推進課

項： 社会福祉費

合　　計 3,658,947 1,575,676

その他

一般財源 3,658,947 1,575,676

県支出金

地方債

合　　計 3,658,947 1,575,676

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

14.使用料及び賃借料 119,880 啓発映画使用料 0

19.負担金補助及び交付金 51,000 更生保護女性会補助金 51,000

12.役務費 0 郵便料、啓発チラシ折込手数料 340,273

13.委託料 2,882,400 女性の悩み相談事業委託料等 789,042

9.旅費 20,080 職員等出張旅費 56,850

11.需用費 135,362 啓発物品等 105,099

一時保育賃金 0

8.報償費 448,000 男女共同参画講演会講師謝金、推進会議委員報償等 233,412

事業の目的

男女共同参画社会づくりの機運の醸成と取組を図る。

少子化や核家族化など市民のライフスタイルが変化する中で、女性が社会進出する機会も多くなってきたが、その一方で

古くからのしきたりや慣習によって、女性が男性と社会の構成員として等しくその責任を担うことができていない現実があ

る。そのような現実を踏まえ、女性は自らも社会で考え・行動することの大切さを実感し、男性は女性の社会進出の支援と

なるような役割を担うことの必要性を認識してもらうよう、市民の意識改革等の取り組みを進めることで男女共同参画社会

の実現をめざす。

事　 業　 の

実施内容等

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 2,225

評価区分 評価

15 全ての市民の人権が尊重されるまちづくり Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 社会福祉総務費

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 民生費

事業開始年度

6 月
決算 ）

重点

29 日
平成 30 年度

区

分

予算
（

決算 年

国県支出金を除いた比率 100.00%

H 29
創生

30

○ 第２次男女共同参画プランの推進と検証

プランの推進状況について調査及び評価する男女共同参画推進会議（計４回）を開催し、調査及び評価結果を報告し

た。

○ 男女共同参画映画会の開催

男女共同参画について考え、身近なところから取り組んでもらうきっかけとするため、映画上映会を開催した。

○ 男女共同参画に係る啓発活動の実施

男女共同参画推進委員と共に、活動映画上映会をはじめ、街頭啓発、男女共同参画に関するアンケート等を行った。

○ 女性の悩み相談及び女性のチャレンジ相談の開設

フェミニストカウンセラーによる女性のなやみ相談（毎月１回）、女性のための働き方セミナー等を実施した。

○ 女性団体ネットワーク及び朝来更生保護女性会の活動支援

女性団体ネットワーク団体の情報交換や、「女性の社会参画をさらに進めるために」をテーマに意見交換会をした。

○第３次男女共同参画プランの策定

第３次男女共同参画プラン検討委員会を開催（計５回）し、第3次男女共同参画プランを策定、合わせて女性の職業生活

における活躍推進に関する推進計画（包含）を策定した。

のセルにのみ入力してください。

行政マネジメント事務事業シート
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男女

３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

本市において、男女共同参画があらゆる人々にとって必要という認識が十分浸透しているとは言えない現状である。

今後の方向、見通し等

・男女共同参画の実現を図るためには、性や年齢にかかわらず男女が対等な人間関係を構築できるよう総合的な支援策を企業等

にも働きかけ、職場や地域社会、家庭が一体となって取り組んでいくことが必要である。

・本市が目指すべき男女共同参画社会の姿をわかりやすく、身近なものであることをあらゆる機会・媒体を通じて効果的に繰り返し

周知していく。

・男性の立場・視点からの理解を深める取組を積極的に行っていく。また、DＶ防止に向けた啓発に取り組んでいく。

・第3次男女共同参画プランに基づき男女共同参画社会を推進する。

男女平等を尊重したまちづくりが進められていないと感じる市

民の割合
％ 20.6 17.6 19.1 19.5

講演会及び映画上映会の参加者数については、講演者等の知名度により変動があると考えられる。

女性の悩み相談については、同じ人が何度も相談されるようになってきていることにより相談者が増えたと考えられる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

女性の悩み相談件数 件 18 23 25 25

29年度

男女共同参画講演会・映画参加者数 人 100 65 220 212

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

8,787,754 8,369,121 6,097,676 9,673,857

8,787,754 8,369,121 6,097,676 9,673,857

0 0

0 0

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

　臨時職員人件費

8,787,754 8,369,121 6,097,676 9,673,857

事業費計 684,754 722,121 1,575,676 3,658,947

　正規職員人件費 8,103,000 7,647,000 4,522,000 6,014,910

19.負担金補助及び交付金 朝来更生保護女性会補助金 51,000 51,000 51,000 51,000

14.使用料及び賃借料 啓発映画使用料 119,880

13.委託料 女性の悩み相談事業委託料他 293,163 293,163 789,042 2,882,400

12.役務費 チラシ折込手数料 44,193 41,342 340,273 0

11.需用費 消耗品費 101,008 100,616 105,099 135,362

9.旅費 職員出張旅費 43,390 40,000 56,850 20,080

8.報償費 推進会議委員報償、プラン策定委員報償 152,000 196,000 233,412 448,000

28年度 29年度

7.賃金 一時保育等賃金 2,225

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度
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男女

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11． 終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

　社会生活の多様性と共に、性別分担意識については改善され

る方向ではあるが、お互いが認め合い、支え合う社会構造へ導く

ための啓発を進める必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

男女平等を尊重したまちづくりが進められていると思わない割合

を改善するため、継続的に広報啓発事業として講演会や映画上

映会、街頭啓発等を進めていく必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・本年度は、男女平等を尊重したまちづくりが進められていないと感じる市民の割合はあまり変動がないが、第３次男女共同参画プラン策定に

伴う経費が増加したため、単位あたり金額は増加した。

・男女共同参画の実現を図るためには、性や年齢にかかわらず男女が対等な人間関係を構築できるよう総合的な支援策を企業等にも働きか

け、職場や地域社会、家庭が一体となって取り組んでいくことが必要であることから、本市が目指すべき男女共同参画社会の姿をわかりやす

く、身近なものであることをあらゆる機会・媒体を通じて効果的に繰り返し周知していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

（アンケートなど）
映画上映会の参加者アンケートからは、「男女共同参画を考えるきっかけとなった」等好評を得ている。

【２】近隣市町で提供されて

 いるサービス水準との比較
各市とも男女共同参画計画に基づき推進している。

男女平等を尊重したまちづくりが進められていないと感じる市民の割合 426,590 475,518 319,250 496,095

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

15 全ての市民の人権が尊重されるまちづくり Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
新成人の門出を祝う式典を挙行するとともに、「ふるさと朝来市」を再認識する機会づくりの場と地元定着化を育
んでいく場とする。

事　 業　 の
実施内容等

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 260,500 式典記念品代、協力者謝礼等 266,350

11.需用費 34,480 式典花代等 34,309

12.役務費 79,800 案内状郵送料等 76,800

13.委託料 14,740 駐車場整理事業委託料 14,740

合　　計 389,520 392,199

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 389,520 392,199

合　　計 389,520 392,199

○ 記念式典
オープニング（朝来市コーラス連盟、朝来市少年少女オーケストラ）
式辞、祝辞、謝辞

○ 記念撮影
※ 成人のつどい（新成人による実行委員会が企画・運営）については、生涯学習課が担当

事業の受益者
（対象者）

事務事業名 成人式開催事業 担当部課 市民文化部　人権推進課

目：項： 社会教育費

新成人（平成９年４月２日～平成１０年４月１日生の者）
受益者数

（対象者数）
302

単
位

事業開始年度 評価区分 評価

社会教育総務費

人

成人式
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３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 記念品代、協力者謝礼等 315,575 279,800 266,350 260,500

11.需用費 式典花代等 35,749 34,309 34,309 34,480

12.役務費 講師派遣手数料、郵便料他 484,800 84,800 76,800 79,800

13.委託料 駐車場整理事業宅料 14,740 14,740 14,740 14,740

事業費計 850,864 413,649 392,199 389,520

　正規職員人件費 3,998,000 3,374,000 906,100 1,012,800

　臨時職員人件費

4,848,864 3,787,649 1,298,299 1,402,320

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

4,848,864 3,787,649 1,298,299 1,402,320
4,848,864 3,787,649 1,298,299 1,402,320

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

今後の方向、見通し等 できる限り新成人の地元定着化を図るための事業を考え、継続する。

成人式出席者数 人 307 289 267 273

現在認識している課題

生まれ年により対象者が増減するため、出席者数も比例し増減する。出席率は例年約８０％を推移。

進学や就職などで現在市外に暮らす新成人が、将来「地元に戻って暮らしてみようか」と思えるような魅力あ
る情報の提供や、「ふるさと朝来市」の良さを再認識できるようなPRの機会の一つとして、関係課と連携し成
人式を活用していく必要がある。

成人式出席率 ％ 83 81 79.7 78.7

成人式
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

成人式出席率 58,420 46,761 16,290 17,819

成人式出席者数 15,794 13,106 4,863 5,137

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
金額の変動については、平成28年度は人件費及び成人のつどい（成人式実行委員会）を他部局へ業務分担、予算配分の変更等
を行ったため、変化している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

今までどおり成人式をしてほしいという意見がほとんどである

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

市により記念式典だけの所もあればアトラクション等の記念行事をされているところもあり色々で
ある

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

新成人の社会参加への意識啓発と高揚を図る。
過疎化が進む中、新成人が「ふるさと朝来市」の良さを再
認識し、郷土愛を高める機会のひとつと捉え、継続実施す
る必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

新成人の社会参加への意識啓発と図り、少子高齢化によ
り過疎化が進む中、市をあげて祝うことにより、ふるさとの
良さや郷土への愛着を深める機会となることから実施する
必要がある。
今後は成人年齢の引き下げにより、式典のあり方も含め検
討が必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

休止

11．最終評価

改善見直し

抜本的見直し

廃止

継続実施

廃止

９．二次評価

改善見直し

抜本的見直し

成人式
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人権啓発

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

行政マネジメント事務事業シート
月

平成 30 年度
区

分

予算

○ 人権啓発広報事業

懸垂幕・横断幕の掲揚や広報し、ケーブルテレビ等を活用し啓発

○ 啓発冊子等の発行

新成人対象に「元気アップじんけん」作成配布、「ぼくたち・わたしたちの人権標語」ポスター作成配布ほか

○ 人権学習会への支援

年間を通じて自治会、学校等各種団体で実施する人権学習会や地区巡回学習会を支援する

　人権啓発ビデオ購入

○ 地域啓発活動

CAP事業（こどもワークショップ）

　「ぼくたち・わたしたちの人権標語」全応募作品のパネル展示（イオン和田山店にて）

○ 人権講演会

○ 職員研修 　全職員対象に実施　　各種講演会等への参加啓発

決算 30 年 6

国県支出金を除いた比率 81.00%

29 日
（ H 29

創生
決算 ）

重点

項： 社会教育費 目： 地域教育費

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 教育費

事業開始年度 評価区分 評価

15 全ての市民の人権が尊重されるまちづくり Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

人権教育推進協議会など関係機関との連携を強化し、全ての市民の人権が尊重されるまちづくりを進める。

学校・地域・家庭・職場その他さまざまな場を通じて、市民がその成長段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、

これを体得することができるような多様な機会の提供、効果的な手法の採用、市民の自主性を尊重及び市の中立性の確

保を行いながら、人権教育・人権啓発に関する施策を行い、人権が尊重される社会の実現をめざす。

事　 業　 の

実施内容等

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 567,500 講演会講師謝礼、学習会事業協力者謝礼 562,600

9.旅費 44,820 職員出張旅費 19,560

11.需用費 504,698 啓発物品代、人権の花経費、人権標語印刷代等 489,863

12.役務費 316,044 講演会講師紹介料、郵便料 324,555

13.委託料 駐車場整理業務委託料

193,10418.備品購入費 177,552 啓発ＤＶＤ購入費

7,370

19.負担金補助及び交付金 1,706,000 朝来市人権教育推進協議会連合会補助金、但馬地区人権教育研究協議会補助金等 1,707,000

合　　計 3,316,614 3,304,052

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金 630,000 人権啓発事業補助金 592,000

地方債

その他

一般財源 2,686,614 2,712,052

合　　計 3,316,614 3,304,052

事務事業名 人権啓発事業 担当部課 市民文化部　人権推進課

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人
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人権啓発

３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 講演会講師謝礼他 616,800 564,600 562,600 567,500

9.旅費 職員出張旅費 25,640 6,080 19,560 44,820

11.需用費 啓発冊子代、消耗品費、人権標語印刷代 460,940 461,720 489,863 504,698

12.役務費 郵便料、講師派遣手数料 392,560 610,260 324,555 316,044

13.委託料 意識調査委託料 799,200 7,370

18.備品購入費 啓発ＤＶＤ購入費 234,900 241,704 193,104 177,552

19.負担金補助及び交付金 市人教連合会補助金、但人教補助金他 1,707,000 1,707,000 1,707,000 1,706,000

事業費計 3,437,840 4,390,564 3,304,052 3,316,614

　正規職員人件費 9,939,000 8,878,000 9,897,450 9,567,060

　臨時職員人件費

13,376,840 13,268,564 13,201,502 12,883,674

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

642,000 616,000 592,000 630,000

0 0

0 0

12,734,840 12,652,564 12,609,502 12,253,674

13,376,840 13,268,564 13,201,502 12,883,674

81.33% 85.97% 82.08% 81.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

人権講演会・学習会等の実施回数 回 31 40 29 40

人権講演会及び学習会等への参加者 人 1,981 1,906 1,719 1,910

隔年ごとに学習会の開催対象地区数が変動するために開催回数に影響がある。人権講演会の開催数は例年変化無し。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

人権が尊重されたまちづくりが進められていると感じる市民の

割合
％ 29.3 30.4 34.8 34.6

現在認識している課題
人権講演会等の参加者は壮年層と老年層が殆んどであり若年層の参加を促す取り組みが必要である。また人権啓発

の進め方として、市民の日常生活の中で自然に人権について考えていただけるような機会づくりを提供する必要がある。

今後の方向、見通し等

　今後も、ＰＴＡや企業といった比較的若い年代が活躍している団体に対する啓発事業を進め、教育委員会等と連携した

取組をすすめていく。

　人権文化をすすめる県民運動推進強調月間や人権週間期間内に広報誌による呼びかけ等も含め、多くの市民の目に

触れるような啓発の取組を行う。
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人権啓発

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

人権が尊重されたまちづくりが進められていると感じる市民の割合 456,547 436,466 379,354 372,361

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

（アンケートなど）

平成27年度に人権についての市民意識調査を実施した。効果的と思う啓発広報活動は、①テレビ、ラジオ

を活用した啓発②市の広報紙③講演会、研修会、学習会の順になっている。今後の啓発活動や事業実施

の参考としたい。

【２】近隣市町で提供されて

 いるサービス水準との比較

但馬地区人権教育研究協議会に年間を通じ、事業の共催や情報の共有を行っているため、近隣市町との

事業展開の水準については同等であると思われる。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充 さまざまな人権課題があるなかで、 近ではインターネットに起

因する人権問題やジェンダーに関する人権問題などが大きく取り

ざたされ、正しい知識と思いやりの心への啓発教育の必要性が

ますます高まっている。

人権課題は数多く存在するということを、市民ひとり一人に改め

て学習してもらうことが必須であり、具体的な方法として人権講

演会の開催や、ポスターを使っての広報活動や作文・標語の募

集を継続して行う必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

人権問題については、社会情勢の変化と共にインターネットに起

因する人権問題や、トランスジェンダー等の人権問題などがあ

り、正しい知識と人への思いやりを醸成する人権啓発教育の必

要性がますます高まっている。

人権課題は日々の生活の中で気づかずに存在しているというこ

とを、市民ひとり一人に改めて認識し学習してもらうことが必要で

あり、人権講演会の開催や、広報活動を通じて行う必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11． 終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

行政マネジメント事務事業シート
月

平成 30 年度
区
分

予算

教養文化講座の開催（大正琴、詩吟）
各種サークル活動（５講座）
その他　貸館事業等

決算 30 年 6

国県支出金を除いた比率 100.00%

29 日
（ H 29

創生
決算 ）

重点

項： 社会教育費 目： 地域教育費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 教育費

事業開始年度 評価区分 評価

15 全ての市民の人権が尊重されるまちづくり Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
一人ひとりの人権を尊重し合える環境をつくる。
多世代交流センターで行う教養文化講座や各種サークル活動を通して、地域住民の理解と交流を深め、同和
問題の解消と福祉の向上を図る。

事　 業　 の
実施内容等

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 0 【人件費別途計上（嘱託職員賃金）1,904,500円】 0

8.報償費 240,000 交流講座講師謝礼 240,000

9.旅費 0 職員出張旅費 0

11.需用費 649,887 消耗品、光熱水費、修繕料他 565,459

12.役務費 56,178 電話料、火災保険料、消防点検料 48,265

14.使用料及び賃借料 87,204 下水道使用料、放送受信料 87,204

合　　計 1,033,269 940,928

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 1,033,269 940,928

合　　計 1,033,269 940,928

事務事業名 多世代交流センター運営管理事業 担当部課 市民文化部　人権推進課

事業の受益者
（対象者）

市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

多世代
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３．事業費等の推移（単位：円（決算）

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 交流講座講師謝礼 290,000 230,000 240,000 240,000

9.旅費 職員出張旅費 0 0 0 0

11.需用費 消耗品、光熱水費、修繕料他 586,408 582,804 565,459 649,887

12.役務費 電話料、火災保険料、消防点検料 57,713 49,961 48,265 56,178
14.使用料及び賃借料 下水道使用料、放送受信料 18,473 22,577 87,204 87,204

事業費計 952,594 885,342 940,928 1,033,269

　正規職員人件費 1,354,000 1,571,000 57,250 216,100

　臨時職員人件費 2,677,000 2,596,000 2,335,450 2,817,077

4,983,594 5,052,342 3,333,628 4,066,446

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

4,983,594 5,052,342 3,333,628 4,066,446
4,983,594 5,052,342 3,333,628 4,066,446

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

センターの利用回数 回 230 226 283 264

前年度は講座開催回数が増えたため利用回数が増加した。本年度は前年度並みの利用回数と考えられる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

センターの延べ利用者数 人 1,810 1,796 2,192 2,163

利用者の多くは講座生、同好会参加者であり、本年度は前年並みの利用者数と考えられるが、受講生等の高齢化等により減少
傾向である。

現在認識している課題
固定化した講座や各種事業の内容や取り組みを十分精査し、必要であれば見直しや廃止、また新たな事業
の展開を行う必要がある。

今後の方向、見通し等

・固定化した講座や各種事業の内容や取り組みを十分精査し、必要であれば見直しや廃止、また新たな事
業の展開をする。
・センター利用が地元地区の方に限られているため、周辺地区の方々と交流する事業を開催していく。

多世代
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

センターの延べ利用者数 2,753 2,813 1,521 1,880

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

センターでの人権講演会については、毎回会場いっぱいの参加者があり、また、講座等について
は、継続して実施してほしい、という意見がほとんどである。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

他市町では１市町単位に隣保館的なものが２つ以上あるところは少なく、他市町に比べるとサー
ビス水準は高い

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

人権問題のため必要性は高く、かつ、市が率先して行うべ
きと考える。ただ、人件費の抑制を行うと共に、参加しやす
い講座の検討を行うなど、ニーズの高い事業を行っていき
たい。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

隣保館運営事業同様に、一人ひとりの人権を尊重し合え
る環境をつくるため、事業に参加しやすい環境づくりを行
い、交流を深める場を通して地域や世代を越えた住民相
互の理解と交流を深め必要があるが、利用実態からすれ
ば偏った傾向が見られることから、事業のあり方を検証願
いたい。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

多世代
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

11,800 職員出張旅費 10,580

11.需用費

45,442 紙芝居公演謝礼等

国県支出金を除いた比率

19,217 啓発用消耗品費、公用車燃料費

平成 30 年度
年 6

65,960

受益者数
（対象者数）

30,848

款： 総務費

事業の受益者
（対象者）

朝来市民

のセルにのみ入力してください。

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

単
位

決算

人

（ H 29
決算 30

）
重点

月

創生

100.00%

29 日

企画費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

1 朝来ブランドの創造 Ｈ 23 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

朝来市出身の児童文学作家、森はなは64歳の時、初出版の「じろはったん」で日本児童文学者協会新人賞を
受賞。遅咲きの新人と評価され80歳で亡くなるまで但馬を舞台に、人・自然・ふる里を慈しむ心に満ち溢れた多
くの作品を発表した。代表作「じろはったん」は児童文学のベストセラーで、その他、多くの作品も絵本となり、
子育ての若者世代を中心にアピールできること、生き様が高齢者を元気づけることから、「森はな」を広くＰＲし
朝来市の認知度、イメージ向上を図り、移住・定住促進を推進する。

事　 業　 の
実施内容等

〇森はな文学普及事業
・じろはったんの会による大型紙芝居公演を市内こども園等で実施

　４回　　約210人
・ドラマ化依頼　ＮＨＫ大阪放送局訪問
・森はな顕彰会高砂大会への参加　　（森はなパンフレット配布）
・森はな　ささゆり忌への参加

○森はな便り発行（13号）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

40,935

9.旅費

合　　計 76,459 117,475

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 76,459 117,475

合　　計 76,459 117,475

項： 総務管理費

事務事業名 森はな文学普及事業 担当部課 市民文化部　和田山地域振興課

目：

森はな
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等
森はな文学は、子育て世代に朝来市をアピールできる貴重な財産であり、縁の大蔵地区では、地域や小学
校等の日頃の活動に大きく取り入れ、森はな作品に込められた「慈しみの心」が繋がれているが、市内での
知名度は高いとは言えない。
「森はな・じろはったん」を核とした大蔵地域におけるまちづくりを支援し、地域活性化を図りながら、市内全域
に広めることが求められている。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 公演謝礼、公演時スタッフ謝礼ほか 154,465 269,841 65,960 45,442

9.旅費 アウトリーチ大型紙芝居公演、ＮＨＫ訪問ほか 51,330 69,120 10,580 11,800

11.需用費 ポスター・チラシ印刷、燃料ほか 1,531,078 662,822 40,935 19,217

12.役務費 公演チラシ新聞折込 54,988 41,342

13.委託料 公演委託料、駐車場整理業務委託料 994,710 1,634,679
14.使用料及び賃借料 公演出演者送迎バス借上げ、公演時機材借上げ 58,752

事業費計 2,786,571 2,736,556 117,475 76,459

　正規職員人件費 5,463,000 3,790,000 627,900 825,500

　臨時職員人件費 536,000

8,785,571 6,526,556 745,375 901,959

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

1,702,000 0 0
8,785,571 4,824,556 745,375 901,959
8,785,571 6,526,556 745,375 901,959

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ＰＲイベント回数 回 13 11 8 4

26､27年度は、森はなふるさと展や女優市原悦子による朗読公演などを開催したが、28,29年度はじろはったんの会による大型
紙芝居公演など、関連団体の活動支援を中心としているため、減少している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

イベント参加者数（延べ） 人 1,800 1,740 500 210

28､29年度は、1日当たりの参加者が多くなる展示イベントやホールを活用したイベントを開催していないことから参加者が少な
い。

今後の方向、見通し等

森はな文学普及事業が地域活性化の起爆剤として、定住促進・人口増に結びつくよう、ゆかりの高砂市・加
古川市における顕彰会、大蔵地域自治協議会等と連携し、様々な機会をとらえＰＲを図り、さらなる知名度
アップを図る。
じろはったんの会による市内こども園等での大型紙芝居公演を支援し、朝来市の将来を担う子供たちのふる
さと愛の醸成を図る。

現在認識している課題

森はな
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

イベント参加者数（延べ） 4,881 3,751 1,491 4,295

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
28年度から人件費の案分方法が見直されたため、単価に変化がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

「じろはったんの会」の皆さんの大型紙芝居、ゆかりの高砂市・加古川市での森はな顕彰会によ
る普及活動など市民団体による活動が活発に行われている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

山田風太郎、志賀直哉などゆかりの文学者を顕彰し、まちの知名度・イメージアップにより地域
活性化が図られている。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充 朝来市のイメージ向上、地域おこしに必要性が高いことか
ら継続する。ゆかりの3市で顕彰の機運が盛り上がってい
ること、作品のイメージがソフトで、子育て世代、特に女性
にアピールできること、代表作「じろはったん」は全国で今
も読み継がれ、多くの作品が絵本になっておりコストをか
けずにＰＲできること、大蔵地域自治協議会や大型紙芝居
「じろはったんの会」など、市民が自ら朝来市をＰＲする活
動が活発なこと、女性の参画が見込めることなどから、朝
来市の地域おこしの手法として効果的である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

　これまでから地道な普及活動を実施または支援してきて
おり、その継続性は評価できるが、今一歩広がり感に欠け
る印象もあり、これまでどおりの取り組みで良いか、関係
団体との関係性も含め検証を求めたい。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

将来に渡っていつまでも継続実施することはできないとの認識のもと、ドラマ化ができるだけの脚本が書け
るかなど、具体的な検討をする。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

森はな
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

322,000 地域活力推進事業補助金 752,000

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 企画費

総合
計画
体系

市民自治のまちづくりに向けた地域協働体制の確立《実現の方策》 事業開始年度 評価区分 評価

32 地域づくり人材・組織の育成支援 Ｈ 26 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
市内の団体による事業、行事、催事、興行等の実施を支援し、各地のにぎわい創出及び活性化を促進する。

事　 業　 の
実施内容等

　企業、組合、団体に属していない実行委員会、市民団体等の団体が行う地域おこし事業や朝来市のPRを目
的とする活動にかかる経費について、補助対象経費の70％以内、50万円を上限に予算の範囲内で助成し、活
動を支援する。
　平成29年度補助団体　2団体

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

合　　計 322,000 752,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 322,000 752,000

合　　計 322,000 752,000

事務事業名 地域活力推進事業 担当部課 市民文化部　和田山地域振興課

項： 総務管理費

地域活力

別紙-289



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

既存グループの高齢化等により、申請団体は減少する傾向にあるが、イベント開催を通して団体にノウハウ
が蓄積し、まちづくりへの参加意識の高まりも期待できることから、地域活性化を図るため、新たなグループ等
の発掘が課題となっている。

今後の方向、見通し等

地域課題解決につながる新たな取り組みを働きかけ、地域活性化を図る。
市民自らが市内外で積極的にシティープロモーションを行う活動に繋がることから、既存の団体の新たな取り
組みも支援する。また、既に地道に活動しているグループの活動がさらに広がるよう、本事業の活用も促す。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 地域活力推進事業補助金 521,000 255,000 752,000 322,000

事業費計 521,000 255,000 752,000 322,000

　正規職員人件費 1,376,000 1,809,000 200,350 111,800

　臨時職員人件費

1,897,000 2,064,000 952,350 433,800

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

1,897,000 2,064,000 952,350 433,800
1,897,000 2,064,000 952,350 433,800

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

申請団体数 回 4 2 3 2

27年度は悪天候により１団体事業中止となった。また、29年度も、申請者都合により１団体取消となった。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

イベント等開催回数 回 55 15 11 5

　

申請団体により活動内容が異なるため、回数も変動する。

地域活力
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

イベント等開催回数 34,491 137,600 86,577 86,760

　 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
申請団体により活動内容が異なり、イベント開催回数も変動するため、単価もに変化がある。
また、28年度から人件費の案分方法が見直されたため、同様に変化がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

まちづくりのアイデア、熱意をもちながら、資金面でイベント開催を躊躇される団体が存在する。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

市独自の制度であり、比較できない。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充 市民の自発的・主体的な活動を支援し、にぎわいの創出、
活性化を図り、また、まちづくりを担う人材育成等のための
補助制度であったが、総合政策課の補助金制度等もあり、
廃止の方向で検討したい。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 ○ 廃止

　市単独の事業であるが、周知不足も否めず監査委員か
らの指摘も含め、活用しやすい制度となるよう、改善を図っ
ていく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

地域づくり支援事業と一本化するなど、全市的なバランスを考慮しながら、活用しやすい事業を検討する。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

○ 抜本的見直し

地域活力
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

7,389 壱岐市訪問手土産 13,032

9.旅費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 総務費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 企画費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

6 多文化交流の推進 Ｈ 20 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

友好都市提携を締結した長崎県壱岐市との多様な歴史・文化・教育・経済・産業交流を通して、自らの歴史や文
化を再認識するとともに、地域活性化を図る。
交流のきっかけとなった元文一揆に端を発する小山弥兵衛とその孫娘、心諒尼の物語は、史実に基づき、家族
愛という普遍的テーマが根底にあることから、全国に広くＰＲし、朝来市の知名度・イメージアップ、ふるさと愛の
醸成を図り、移住、定住を促進する。

事　 業　 の
実施内容等

〇　「但馬・食文化まつり」参加者との交流（平成29年10月14・15日）
　　壱岐市参加者14名が2日間の同まつりに参加、出店　特産品販売、交流会等開催

〇　「壱岐市虹いろ商工祭」への参加（平成29年11月25・26日）
朝来市特産品販売

　　壱岐市の朝来市物産交流実行委員会が招聘する「和田山虎臥陣太鼓」出演を支援
〇　箱崎小学校の東河小学校訪問事業を支援（平成29年10月4～6日）
〇　交流のきっかけ「小山弥兵衛と心諒尼の物語」ＰＲチラシを作成し、道の駅、イベント会場等で配布

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

597,480 職員等出張旅費（壱岐市商工祭参加） 448,170

11.需用費 95,040 のぼり作成他消耗品費、チラシ印刷費 25,920

14.使用料及び賃借料 0 訪問バス借上げ料

合　　計 699,909 487,122

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 699,909 487,122

合　　計 699,909 487,122

事務事業名 壱岐市との交流事業 担当部課 市民文化部　和田山地域振興課

項： 総務管理費

壱岐市
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

公演や、道の駅の壱岐コーナー等により、壱岐市との友好都市提携は認知されるようになってきたが、壱岐
市、朝来市において市内全域の認知度は高くない。
関係する東河地区の活動により、東河小学校児童の壱岐市訪問が実現するなど、地域での活動に広がりが
見える一方、壱岐市は遠方のため、経済交流、市民交流を推進する上で、輸送費、交通費の負担が大きく、
異なる形での交流も必要になってきている。

今後の方向、見通し等

交流のきっかけとなった「小山弥兵衛と心諒尼の物語」は、史実に基づき、家族愛がテーマの壮大な物語で、
物語のＰＲにより、両市の交流の認知度を高めるとともに、特産品の付加価値を高め、地域活性化を推進す
る。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 市民劇団招聘、ステージ・音響スタッフ謝礼ほか 14,625 329,920 13,032 7,389

9.旅費 市民劇団招聘旅費、商工祭参加ほか 617,680 1,113,450 448,170 597,480

11.需用費 パネル、ポスター・チラシ・チケット印刷ほか 45,876 255,951 25,920 95,040

12.役務費 公演チラシ折込、公演道具運搬ほか 56,512

13.委託料 11,516

14.使用料及び賃借料 訪問バス借上げ、公演時施設使用料ほか 355,760 473,860

事業費計 1,033,941 2,241,209 487,122 699,909

　正規職員人件費 3,566,000 3,565,000 1,543,500 697,900

　臨時職員人件費

4,599,941 5,806,209 2,030,622 1,397,809

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

4,599,941 5,806,209 2,030,622 1,397,809
4,599,941 5,806,209 2,030,622 1,397,809

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

交流イベント回数 回 2 3 3 2

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

イベント参加者数（延べ） 人 47,000 47,650 52,000 36,000

　

H28年度は、市民主体の交流太鼓公演が盛大に実施されたため増加。
H29年度は、天候の影響により、例年より来場者が減少。

壱岐市
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

イベント参加者数（延べ） 98 122 39 39

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
28年度以降は人件費の案分方法が変わったため、変化している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

家族愛をテーマとした感動の物語が根底にあり、市民グループに支えられた交流は５０数年に及
び、平成２７年に友好都市提携を締結している。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町においても友好都市との交流が行われ、市民が主体となった地域間交流を促進するた
め、活動団体、市民の交流に対する助成制度が創設されている。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充 異なる風土・文化をもつ壱岐市との交流を通じて、朝来市
の魅力を発信し、イメージアップを図れること、市民が主体
となった地域間交流により地域活性化が図れることから継
続する。交流のきっかけとなった史実に基づく「小山弥兵衛
と心諒尼の物語」は、家族愛という普遍的なテーマを扱い、
まちへの愛着を醸成し、人を呼び込むとう朝来市創生総合
戦略の基本理念の体現に役立つものと考える。朝来市の
貴重な資源としてとらえＰＲすることで、交流人口の増加の
みならず、定住・移住人口の増加にも寄与すると考える。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

　史実をきっかけに始まった市民同士の交流を両市が互い
に支援し、昨年度には「友好都市提携」の締結をみたところ
であるが、本来的には行政が前面に出るよりも、市民レベ
ルの強い絆で結ばれた交流が一層深まるよう、継続しつつ
見直しの視点を持って取り組む方向に検討する必要があ
る。
　また、行政的には「友好都市提携」を軸に災害時の支援
等を軸に、自治体間の取組を行っていくことも必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

東河地域以外にも事業目的や内容をPRしながら、継続実施する。

○

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

壱岐市

別紙-295



別紙-296



保健体育一般

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

2,181,610

220,808

712,160

2,181,610

1,467,500

前年度決算（円）

スポーツ推進委員報酬

事　 業　 の

実施内容等

17

説明等

但馬スポーツ推進委員会負担金他

9.旅費

19.負担金補助及び交付金

11.需用費

平成 30 年度
決算 6

講演会講師謝礼他 366,000

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

教育費

消耗品、印刷費

委員職員出張旅費

185,118

47,400

朝来市スポーツ推進委員会、スポーツクラブ２１朝来市推進委員会を核として、市民が気軽にスポーツに親しめるための環

境づくりを推進する。

1.ソフト事業

評価区分

国庫支出金

47,400

総合

計画

体系 13 生涯学習・生涯スポーツの推進

款：

（

社会体育の振興

・朝来市スポーツ推進委員会の主管事業の開催

・スポーツクラブ２１朝来市推進委員会の開催（１回）

・幼児期からの運動能力の向上とスポーツを通じた親子ふれあい運動遊びの開催（２回）

・体力測定会（２回）の開催

・ジュニアスポーツ実技講習会の開催（バドミントン）

・あさご市スポレク大会の開催

評価

2930 年

事務事業名

区

分

重点 創生

担当部課 市民文化部　生涯学習課

決算 ）H

保健体育費

29

保健体育総務費

保健体育一般管理事業

予算
行政マネジメント事務事業シート

日

事業種別

月

事業の目的

目：項：

2,475,648

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円）

1.報酬

8.報償費

財

源

内

訳

合　　計

のセルにのみ入力してください。

2,475,648

115,59295,280

事業開始年度

Ｈ

2,181,610

国県支出金を除いた比率 100.00%

1,400,000

特

定

財

源

県支出金

一般財源

合　　計

2,475,648

その他

地方債
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保健体育一般

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

・スポーツ推進委員は、市内・但馬地区内においてスポレク大会、たたらぎダム湖マラソン大会をはじめとした各事業の

運営に関わり、また、研修会等への積極的な参加を行い、指導力の向上に努めているが、委員の活動全般に対しての市

民の認知度が高いとは言えない。

・スポーツクラブは基金残高の減少、後継者・指導者不足等により活動が停滞しているクラブがある。

今後の方向、見通し等

・スポーツ推進委員の指導力を生かし、市民に対してより魅力ある、時代に即したスポーツ事業の企画及び計画を行い、

スポーツを通した活力ある朝来市づくりを推進していくことが求められている。

・スポーツクラブについて、クラブ間の連合や統合は基金残高の問題もあり、なかなか進まないので、クラブ間や他ス

ポーツ団体との連携を進めていく。

47,40019.負担金補助及び交付金

財

源

内

訳

2,181,610

単位

スポーツ推進委員主管行事等開催数

【１】事業の活動を表す数値

大会が市民に定着してきたことが参加者の増につながったと考えられる。

100.00%100.00%

6 6 6

350,2502,60000

0

0

0

0

100.00%100.00%

6

9.旅費

11.需用費

12.役務費

29年度

1,400,000

712,160

95,280

220,808

0

28年度

1,467,500

40,352

366,000

115,592

185,118

0

説明等節区分

1.報酬

8.報償費

91,310

スポーツ推進委員報酬

講演会等講師謝礼、事業協力者謝礼、委員謝礼

委員職員出張旅費

19 19 20

27年度

1,575,500

167,000

149,000

197,208

0

21

26年度

年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

204 243

28年度 29年度

47,400

9,943,285

9,497,837

9,943,285

27年度

年　　度

9,943,285

72,400

470,523

194,100

5,923,360

2,475,648

5,739,548

9,497,837 5,923,360

5,923,3609,497,837

2,913,6503,739,1507,336,7297,411,000

回

事業費計

　正規職員人件費

特

定

財

源
0

　臨時職員人件費

5,739,548

0

00

5,739,548

回会議開催数

年　　度

26年度

1,350,000

386,000

2,532,285 2,161,108

例年大きな変化なく推移している。

スポレク大会参加者数 人 146 180

消耗品

但馬スポーツ推進委員会負担金等

【２】事業の成果を表す数値 単位
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保健体育一般

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

10．外部評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

８．一次評価

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

参加者が増加傾向になっていることが要因と考えられる。今後もスポレク大会の発展的な運営を行う。

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

A

B

C

2

休止

市民ニーズの把握

抜本的見直し

ランク

2

2

2

評価

廃止

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

廃止

11． 終評価

拡充

27年度

23,620

スポーツクラブ21については、組織運営支援や統合・連携に向けた再編を検討する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

年　　度

29年度
単位あたり金額

スポレク大会参加者数

26年度

68,105 52,766 29,036

28年度

評価項目

　スポーツ推進委員は法に基づく委員であり、継続した取り組み

が必要である。

　スポーツクラブ２１は自主運営の組織ではあるが、運営に行き

詰まっているクラブもあることなどから、市も主体的に関わってい

くことが必要と考えられる。

評価理由

無し

７．事業環境

評価理由

　スポーツ推進委員については、法に基づく設置であり、市のス

ポーツ振興・市民の健康増進に寄与している。

　スポーツクラブ21の組織運営支援や統合・連携に向けた再編

が必要と考えられる。

2

A ○

B

拡充

継続実施

改善見直し

C

2

2

2

廃止

継続実施

改善見直し

2 抜本的見直し

ランク 評価

2 拡充

2

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

2 休止

2

【３】代替サービスの有無

スポーツクラブの各団体は基金不足や後継者不足等の課題を抱えている。

近隣市町においても類似の社会体育事業を行っており、大きな差はない。

2 ○
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体育協会等支援

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

一般財源 2,471,000 2,471,000

合　　計 2,471,000 2,471,000

合　　計 2,471,000 2,471,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業の目的 スポーツ団体等への活動補助を行い、スポーツ活動を促進し、市民の健康・体力づくり、競技力の向上を図る

事　 業　 の

実施内容等
朝来市体育協会・朝来市陸上競技協会への活動補助金の交付

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 2,471,000 負担金補助及び交付金 2,471,000

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 保健体育総務費

事務事業名 体育協会等支援事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%
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体育協会等支援

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
構成員の減少、高齢化している加盟団体が見られ、今後も継続するようであれば活動の縮小も考えられる。

各団体での活動は活発であるが、他スポーツ団体との連携が不足している。

今後の方向、見通し等
朝来市スポーツ推進委員会・スポーツクラブ２１等の団体とも連携を密にし、競技スポーツ者として実技指導、助言できる

ような組織となるよう支援していく。

特に大きな変化はない。

朝来市体育協会加盟活動団体数 団体 36 39 35 35

参加者やスタッフの減少により開催していない事業があり、近年は減少傾向にある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

加盟団体が自主運営で行う大会等の回数 回 28 30 27 24

4,799,440 4,329,450

4,418,000 5,009,185 4,799,440 4,329,450

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

4,418,000 5,009,185 4,799,440 4,329,450

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0

0 0

4,418,000 5,009,185

　正規職員人件費 1,813,000 2,460,296 2,328,440 1,773,700

　臨時職員人件費 134,000 77,889 0 84,750

事業費計 2,471,000 2,471,000 2,471,000 2,471,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

19.負担金補助及び交付金 朝来市体育協会補助金 2,471,000 2,471,000 2,471,000 2,471,000
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体育協会等支援

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

　各協会毎にスポーツ大会を行うなどスポーツの推進に貢献され

ているが、協会を支える会員の減少も出てきているので、各協会

毎に組織の強化を図っていく課題がある。

　今後体育協会やスポーツ推進委員、スポーツクラブ２１、中学

校等と連携しスポーツを推進していく指導者の育成が重要となっ

ている。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

競技スポーツをリードする団体として活発な活動が期待される。

若い年齢層の発掘や新しい競技スポーツの浸透などを求めた

い。

事業実施の必要性 2 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
朝来市の加盟団体の競技種目は１６種目であるが、豊岡市では２０種目であった

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
活動団体が増加している場合は単位当たり金額は減少傾向にある。未加入団体の加盟を促進していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
社会体育施設（全天候運動場等）の新設を求める声があった

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市体育協会加盟活動団体数 122,722 128,441 137,127 123,699
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社会体育（全市）

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

社会体育事業参加料 98,000

一般財源 873,650 231,743

合　　計 1,002,814 329,743

合　　計 1,002,814 329,743

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 129,164

事業の目的 市民が気軽にスポーツに参加し、スポーツを通じた交流が出来るように各種スポーツ大会、教室を実施する。

事　 業　 の

実施内容等

・市長杯バレーボール大会

・市民ソフトボール大会

・市民壮年女子ソフトボール大会

・軟式野球大会

・市民ソフトボール交流大会

・スポレク大会

・スキー・スノーボード教室

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 426,634 式典等記念品、事業協力者謝礼 200,414

11.需用費 144,180 大会案内、プログラム等作成 129,329

14.使用料及び賃借料 432,000 スキー・スノーボード教室バス借り上げ 0

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 保健体育総務費

事務事業名 社会体育事業（全市） 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%
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社会体育（全市）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
毎年ほぼ同じ大会・教室を継続実施している。

競技系のスポーツ大会は体協が自主的に行っているので、気軽に参加できるニュースポーツ大会、教室の開催が課題。

今後の方向、見通し等
スポーツ関係団体、市民の意見も聞きながら、実施事業について精査していく。

気軽に参加できる実技講習や教室も事業に盛り込んでいく。

集団種目の参加者は減少傾向にあるが、個人種目の参加者は増加している。

参加人数 人 767 820 903 838

毎年同じ大会・教室を継続実施している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

大会・教室実施回数 回 7 8 7 8

5,063,523 3,921,750

5,639,926 4,970,037 5,161,523 4,050,914

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

5,639,926 4,970,037 5,161,523 4,050,914

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0

83,100 83,100 98,000 129,164

5,556,826 4,886,937

　正規職員人件費 4,796,000 4,326,903 4,797,980 2,773,600

　臨時職員人件費 0 0 33,800 274,500

事業費計 843,926 643,134 329,743 1,002,814

11.需用費 大会案内、プログラム作成 130,399 99,730 129,329 144,180

14.使用料及び賃借料 自動車借上料 275,400 0 0 432,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 式典等記念品、事業協力者謝礼 438,127 543,404 200,414 426,634
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社会体育（全市）

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

開催種目が固定されているので、全体的に参加者が減少気味で

ある。団体スポーツだけでなく、個人でも気軽に参加ができるス

ポーツも盛り込む必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

団体スポーツの開催では、年々参加が減少傾向にあり、新たな

スポーツや志向に合わせた内容に変化を持たせることも良いと

考える。

事業実施の必要性 2 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
各市で工夫を凝らした内容で事業が進められていると感じる。

【３】代替サービスの有無 主管団体を体育協会所属団体に依頼している。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
参加人数の減少に伴い事業費並びに人件費が減少したため、単位あたり金額も減少している。だれもが気兼ねなく参加できる事業内容を検討

していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

旧町単位で予選を行っている大会があるが、市に統合して10年以上経過しているのでひとつにしてはどうか

との意見が出ている。

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

参加人数 7,353 6,061 5,716 4,834

別紙-307



別紙-308



温水プール運営管理

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

土地建物貸付収入 49,348

一般財源 63,661,863 48,774,545

合　　計 63,699,463 48,823,893

合　　計 63,699,463 48,823,893

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 37,600

14.使用料及び賃借料 570,320 資機材等借上料、土地使用料 579,977

29,087,810

12.役務費 251,786 保険料、施設設備保守点検料 428,686

13.委託料 27,824,400 指定管理料、設計監理、モニター制度 18,458,000

事業の目的
市民の健康増進と心豊かな生活の醸成を育むため、プールを適正に管理運営し、利用者が安心して利用しやすい施設の

維持に努める。

事　 業　 の

実施内容等

・「エスポワ」のスクール、「くじら」の管理運営を指定管理者に委託。

・指定管理者との定期的な連絡会の実施。

・施設の維持に関する修繕等を実施。

・プールの利用促進と健康促進や運動効果を測定し、プールの利用効果を周知していくためのモニター制度の実施。

・庁内組織で今後の温水プールの在り方について意見を述べるための基礎資料（報告書）の作成をした。

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬 22,500 指定管理者選定委員会委員報酬 0

8.報償費 0 運営委員会委員等謝金 244,000

9.旅費 6,330 委員職員出張旅費 25,420

11.需用費 35,024,127 修繕料、光熱水費

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 体育施設管理費

事務事業名 温水プール運営管理事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%
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温水プール運営管理

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

エスポワ廃止となり、くじら１館での運営となっているが、くじらについても躯体の老朽化が進行している。

加えて、２館あったプールが１館になったことにより、利用者の一部から相当な不満の声がある。

以上のようなことから、今後の朝来市の温水プールの在り方について方向性を明確にする必要がある。

今後の方向、見通し等
公共施設再配置基本計画を基に、平成30年度には朝来市の今後の温水プールの在り方について、一定の方向性を示

すこととする。

平成２９年度６月よりエスポワ再開の予定であったが、廃止となった影響でくじら１館での運営となり、減少している。

利用者数 人 66,612 67,259 64,579 56,474

平成２９年６月に再開予定であったエスポワを廃止した関係で利用者への説明会に終始した。

庁内組織で温水プールの在り方についての報告書の作成を行うプロジェクトを数回に亘って開催した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

プール運営委員会 回 2 2 2 0

50,298,095 68,429,163

54,535,319 60,840,557 50,347,443 68,466,763

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

54,535,319 60,840,557 50,347,443 68,466,763

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0

49,348 37,600

54,535,319 60,840,557

　正規職員人件費 2,752,000 2,586,351 1,523,550 4,641,300

　臨時職員人件費 0 0 0 126,000

事業費計 51,783,319 58,254,206 48,823,893 63,699,463

18.備品購入費 入館システム更新料 0 0 0 0

13.委託料 指定管理料、モニター制度委託料 46,800,000 51,900,697 18,458,000 27,824,400

14.使用料及び賃借料 駐車場借上げ料、資機材借上料 350,000 350,000 579,977 570,320

11.需用費 修繕料、H28から光熱水費 4,262,760 5,607,480 29,087,810 35,024,127

12.役務費 保険料、手数料 302,559 302,659 428,686 251,786

8.報償費 運営委員会等報償費 68,000 32,000 244,000 0

9.旅費 選定委員旅費 0 11,870 25,420 6,330

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

1.報酬 指定管理者選定委員会委員報酬 0 49,500 0 22,500
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温水プール運営管理

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

　朝来市の温水プールについて、温水プールのあり方について、

幅広い視野から意見を求め、今後の公共施設再配置面から運

営方針を明確にして継続実施を行う必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

エスポワを廃止し、２館運営からくじら１館運営となっているが利

用者の一部からはエスポワ再建の声もある。

しかしながら、今後の朝来市の温水プールについて、公共施設

再配置の面からも運営方針の明確化を図っていく必要がある。

事業実施の必要性 2 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
高水準

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
ランニングコストは大きく変わらないので、利用者数によって増減する。

継続的に利用している者の維持と新規で利用する者の増が求められる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
2館運営の時は満足度は高かったが、現在は不満の声も一部にある。

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

利用者数 819 905 780 1,212
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体育施設整備

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

一般財源 4,458,564 96,858,425

合　　計 4,458,564 96,858,425

合　　計 4,458,564 96,858,425

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業の目的
・市民のスポーツ振興と健康増進、心身ともに心豊かな生活を営むスポーツ施設の適正な管理利用者が安心して利用でき

る施設の整備に努める。

事　 業　 の

実施内容等

・筒江農村広場ナイター照明設備修繕工事

・筒江農村広場高圧ケーブル更新工事

・山東農村広場ナイター照明灯具取替工事

・山東農村広場法面復旧工事

・朝来市栃原体育館縦樋・横樋等修繕工事

・朝来市栃原グラウンド倉庫・トイレ修繕工事

・朝来グラウンド舗装（出入口）修繕工事

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 0 設計管理委託料、施設点検委託料 1,944,000

15.工事費 4,458,564 工事請負費 94,914,425

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 体育施設管理費

事務事業名 体育施設整備事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%
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体育施設整備

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
体育館など建築から３０年余りを経過する施設が増え、老朽化が顕著となる中、優先度をつけた計画的な修繕、改修が

必要となっている。

今後の方向、見通し等 公共施設再配置計画に合わせ、今後の方向性を検討していく。

・平成28年度末で農業者トレーニングセンターが閉館となったが、その利用者は平成29年度は他の施設で受け入れた。

・和田山体育センターに施設管理人を常時配置したことにより、和田山体育センター・和田山武道館を利用している和田山中学校部活動の生

徒数等を把握することが可能になったことに伴い、利用件数が大幅に増加している。

体育施設利用件数 件 5,360 4,921 5,158 7,316

施設の老朽化により、修繕箇所が増加傾向にある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

工事等を行った回数 回 4 1 11 7

102,085,140 4,467,364

15,313,320 3,055,160 102,085,140 4,467,364

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

15,313,320 3,055,160 102,085,140 4,467,364

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

1,500,000 0 0

0 0

13,813,320 3,055,160

　正規職員人件費 1,593,000 1,954,597 5,020,015 8,800

　臨時職員人件費 0 25,963 206,700 0

事業費計 13,720,320 1,074,600 96,858,425 4,458,564

15.工事費 工事請負費 5,801,760 0 94,914,425 4,458,564

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

13.委託料 設計管理委託料、施設点検委託料 7,918,560 1,074,600 1,944,000 0
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体育施設整備

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

　当面機能を維持し継続実施としますが、今後各施設の機能等

の状況と使用状況等を整理した上で、大規模修繕をするか解体

するか統合するか等を中長期の方針を立てていく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

体育館など建築から３０年余りを経過する施設が増え、老朽化

が顕著となる中、優先度をつけた計画的な修繕・改修が必要と

なっている。

事業実施の必要性 2 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
地域の実情（老朽の程度等）に応じた更新がなされている

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
体育施設利用件数の変化が事業費の変化と比較すると緩やかなため、成果単位当たりの金額は事業費の多少に影響されている。定期的な

施設点検を行い、安全管理のため早期に修繕が必要な箇所については修繕を優先的に実施していくとともに、体育館等は避難所にも指定され

ていることから必要なものは改修をしていく必要がある。老朽化にともない修繕が必要な箇所も増えているので、費用対効果を考慮し、今後も

計画的に修繕を実施していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
計画的な施設の更新

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

体育施設利用件数 2,857 621 19,792 611
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温水プール整備事業

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

一般財源 82,567,188 53,732,160

合　　計 82,567,188 53,732,160

合　　計 82,567,188 53,732,160

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業の目的
市民の健康増進と心豊かな生活の醸成を育むため、プールを適正に管理運営し、利用者が安心して利用しやすい施設の

維持に努める。

事　 業　 の

実施内容等

・エスポワの解体工事

・くじら　電気設備（高圧受電設備更新工事）

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

12.役務費 38,880 手数料（ＰＣＢ分析調査料、繰越分） 0

13.委託料 9,754,560 設計管理（繰越分） 0

15.工事費 72,773,748 工事請負費（うち71,474,508円は繰越分） 53,732,160

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 体育施設管理費

事務事業名 温水プール整備事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%
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温水プール整備事業

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
エスポワは廃止としたが、くじらについても老朽化が進んでいることに加え、設備の更新や修繕、維持管理経費について

多額の費用を要している。

今後の方向、見通し等 平成30年度には、朝来市の今後の温水プールの在り方について、一定の方向性を示す。

変化なし

大規模整備実施箇所 1 1

変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

大規模整備実施箇所 箇所 1 1

56,051,310 84,209,788

0 0 56,051,310 84,209,788

#DIV/0! #DIV/0! 100.00% 100.00%

0 0 56,051,310 84,209,788

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

　正規職員人件費 2,319,150 1,511,350

　臨時職員人件費 0 131,250

事業費計 0 0 53,732,160 82,567,188

13.委託料 設計監理委託料 0 0 0 9,754,560

15.工事費 工事請負費 0 0 53,732,160 72,773,748

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

12.役務費 手数料 0 0 0 38,880
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温水プール整備事業

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

公共施設再配置計画も念頭に置きながら、必要に応じて整備を

していく。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

公共施設再配置計画も念頭に置きながら、必要に応じて整備を

していく。

事業実施の必要性 2 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
高水準

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
事業費の増減によって変化する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
エスポワに替わる新たな施設建設の声が利用者の一部にある

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

大規模整備実施箇所 － － 56,051,310 84,209,788
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

9.旅費

公用車保険料等

事業の受益者
（対象者）

朝来市民 30,848

7,500

人

公用車重量税

受益者数
（対象者数）

11.需用費

86,870

前年度決算（円）

青少年問題協議会委員、社会教育委員報酬

公用車、社会教育消耗品

39,000

17

説明等

388,676

単
位

73,770

6,600

県社会教育行政主管者会

100,000

88,708

466,026

ささゆり広場環境美化100,000

12,000

0ささゆり広場内通路修繕工事

19.負担金補助及び交付金

6,600

12,000

27.公課費

30 年度

社会教育委員会を設置し、社会教育に関する計画の立案や調査研究を行うことによって、社会教育に関する助
言を教育委員会に対して行う。
青少年問題協議会を開催し、各種団体の意見交換・相互連携を図っていく。
青い鳥学級を開催し、視覚障害者の生涯学習の機会の提供や社会参加の促進を行う。
社会教育課所管の公用車の適切な維持管理を行う。

1.ソフト事業

青い鳥学級講師謝金等

12.役務費

担当部課 市民文化部　生涯学習課

評価区分

教育費

事業種別

職員出張旅費

23,500

181,860

（ 決算 ）H
創生重点

月
29

6 日2930 年

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

項： 社会教育費 社会教育総務費目：

事務事業名

区
分

13.委託料

款：

事　 業　 の
実施内容等

決算

社会教育総務一般管理事業

行政マネジメント事務事業シート

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円）

1.報酬

平成

総合
計画
体系 13

予算

その他

合　　計

合　　計

1,599,110

国庫支出金

920,916

0

913,416

920,916

財
源
内
訳

地方債

一般財源

1,599,110

県支出金

国県支出金を除いた比率 100.00%

特
定
財
源

1,599,110

421,416

のセルにのみ入力してください。

8.報償費

15.工事費

事業の目的

事業開始年度

Ｈ生涯学習・生涯スポーツの推進

評価

229,500

・青少年問題協議会の開催
・社会教育委員会の開催
・青い鳥学級の開設
・公用車の維持管理
・ささゆり広場内通路修繕工事

283,500

社会教育総務一般
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

9.旅費

19.負担金補助及び交付金

11.需用費

12.役務費

1.報酬

8.報償費

今後の方向、見通し等

　正規職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

・不良行為による少年補導が増加している。また、ネット社会において青少年が犯罪にまきこまれるケースや若年層の利用環境、依存が社会問題に
なっている。
・社会教育委員については、答申審議だけでなく、活動の活発化や社会教育行政への積極的な関わり方が課題となっている。
・県の社会教育主事派遣制度が廃止されたため、社会教育主事の配置が必要なことから、年次的に人材育成をしていく必要がある。
・青い鳥学級については、学級生・ボランティア共に減少傾向であったが、新たな参加者も増えている。また、高齢化が進んでいるため、活動内容の見
直しも必要となってきている。

12,562,206

0
0

社会教育委員会は会議の開催回数は28年度に比べ減っているが、各地での研修に意欲的に参加したため、参加人数は横ばい
であった。
青少年問題協議会変化なし。

7,089,610

86,870

388,676

73,770

28年度

137,690

229,500

0

352,485

100,000100,000

29年度

920,916

6,011,000

12,000

6,600

266,950

68,350

年　　度

23,500

252,000

75,450

370,828

0

13.委託料

15.工事費

100,000

12,000

6,6006,6006,600

421,416

年　　度

11

1,599,110

9,460,781

797,250

12,00022,300

0

6,397,120

0

2,165,200829,000

9,362,125

100.00%
7,823,736

100.00%

9,485,9707,823,736

0
0

0
7,500

社会教育委員会、総会、研修会,役員会（市・但馬・県・近畿）

1

9,485,970
9,362,125

505,700

29年度

9,485,970

28年度

0

100.00%

27年度

12,562,206

回

回青少年問題協議会開催回数

42 67

現在認識している課題

88,708

1

事業費計

100.00%

12

9,362,125 12,562,206

9

　臨時職員人件費

26年度

27.公課費

69

27年度 28年度

1

12

39,000

1

0

181,860

466,026

県社会教育行政主管者会

公用車重量税

青少年問題協議会委員報酬等

青い鳥学級講師謝金等

職員出張旅費

公用車、社会教育消耗品

公用車保険料等

ささゆり広場環境美化

ささゆり広場内通路修繕工事

単位

特
定
財
源

単位

青少年協議会参加人数

財
源
内
訳

2,522,125

説明等
26年度

297,000

1,390,097

人

社会教育委員参加人数

社会教育委員会は会議の開催及び各地での研修に意欲的に参加した。
青少年問題協議会変化なし。

人

・青少年問題については、各種団体の情報交換や連携を密にし、未然防止対策や健全育成に取り組んでいく。
・社会教育委員の研究会を開催し、活動の活発化と社会教育への提言をまとめていく。
・社会教育主事については、人事異動による社会教育課内への有資格者の配置や新たに職員の資格取得など育成に取り組んでいく。
・青い鳥学級については、引き続き広報等で募集を行い、視覚障害者の生涯学習機会の提供を行っていく。

1312 12

【２】事業の成果を表す数値

936,225

100,000

0

14

26年度

59

7,816,236

29年度

年　　度

283,500

27年度
節区分

社会教育総務一般
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６．成果単位あたり金額（円）

10．外部評価

直接のサービスの相手方のひろがり 2

評価

廃止

A

B

C

2

休止

2

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

評価理由

改善見直し

評価

継続実施

評価理由

B

改善見直し

780,177

抜本的見直し

抜本的見直し

ランク

2 拡充

601,826 677,569

2

137,478

【３】代替サービスの有無

主体の妥当性

11．最終評価

評価 評価理由

2

2

休止

年　　度

A ○

158,680 299,100 116,772

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

８．一次評価

評価理由

廃止

拡充

参加者増に向けた取り組みを検討しながら、継続実施する。

○

廃止

2

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

拡充

1,046,851

今後も会議の開催と研修参加を継続する。また、社会教育行政に積極的に関わっていただけるよう、具体的な活動内容について
検討していかなければならない。
青少年問題については、関係機関が連携すること、また、市民の目で見守ることで、青少年の健全育成に取り組んでいかなけれ
ばならない。

 青少年問題協議会開催が年１回で、情報交換のみに終
わっている。関係団体が連携した活動を行うなど改善見直
しが必要であると考える。社会教育委員会は平成27年度
から委員会の回数を２回から４回へ増やし教育行政への
関わりをより深められているので、継続実施とする。

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

事業手法の適切さ 休止

継続実施

2 ○

市民ニーズの把握

2 拡充

直接のサービスの相手方のひろがり

27年度

改善見直し

2 廃止

市民と教育委員会とのパイプ役である社会教育委員の役割の再確認をする。

他市町ともほぼ同じ水準である。

無し。

28年度

抜本的見直し

29年度
単位あたり金額

社会教育委員参加人数

26年度

評価項目

 青少年問題協議会については、各種団体の情報交換や
連携を密にし、未然防止対策や健全育成に取り組んでい
る。
社会教育委員については、答申審議だけでなく、活動の活
発化や社会教育行政への積極的な関わり方の研究会を開
催し、社会教育への提言をまとめようとしている。

ランク 評価

継続実施

休止

2

C

改善見直し

抜本的見直し

2

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

2

継続実施

７．事業環境

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

青少年協議会参加人数

社会教育総務一般
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民

受益者数
（対象者数）

30,848
単
位

事務事業名 社会教育団体支援事業 担当部課 市民文化部生涯学習課

合　　計 3,217,000 3,441,000

その他

一般財源 3,217,000 3,441,000

県支出金

地方債

合　　計 3,217,000 3,441,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

3,217,000 社会教育団体補助金 3,441,000

事業の目的
青少年団体・文化協会等への活動補助を行い、青少年の健全育成や市民の自主的な生涯学習活動を促進す
る。

事　 業　 の
実施内容等

社会教育団体（青少年スポーツ・文化活動団体、文化協会、子ども会連絡協議会）への活動補助金の交付。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会教育費 目： 社会教育総務費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

社会教育団体支援
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

・社会教育団体（青少年）数について、活動種目の多様化に相反して少子化の影響で、各団体の加入者が減る傾向にあり、同一種目で近隣チームの
統合の動きも出てきている。
・子ども会については、子どもの減少により、地区子ども会だけでは活動が出来ないところも出てきている。
・文化協会については、加盟団体の高齢化が進んでいる。

今後の方向、見通し等
・青少年スポーツ・文化活動補助金については、上位大会への出場など成果を上げており、青少年健全育成と幼年期からのスポーツ・文化振興を図
るために今後も適切な補助を行いながら支援していく。
・子ども会連絡協議会が、唯一の市内の子ども会組織を連携する役割となっており、継続して支援をしていく。

子どもの数は減っているがその分きめ細やかな教育が行われている。

子ども会への加入数 ％ 78 86 86 59

県大会以上の大会へ出場した回数 団体 23 24 19 13

人口の減少により、団体の維持が困難となっている。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

文化協会団体数 団体 131 125 125 117

29年度

青少年スポーツ・文化活動団体数 団体 28 29 27 38

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

12,910,000 10,136,510 4,031,700 3,570,600
12,910,000 10,136,510 4,031,700 3,570,600

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 1,098,000 0 35,100 112,500

12,910,000 10,136,510 4,031,700 3,570,600

事業費計 3,880,000 3,289,000 3,441,000 3,217,000

　正規職員人件費 7,932,000 6,847,510 555,600 241,100

28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 社会教育団体補助金 3,880,000 3,289,000 3,441,000 3,217,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

社会教育団体支援

別紙-326



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

行財政改革推進委員会にて補助金の在り方について検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 2 改善見直し

◇市内の青少年スポーツや文化活動するこどもたちを支
援し、青少年の健全育成と世代を越えた交流、また自発的
な生涯学習機会への参加促進を図るため継続実施すべき
事業です。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

市内青少年スポーツ団体の強化が進んでいる。財政的に
厳しい状況ではあるが、同水準を維持すべきであると考え
る。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 市内体育団体への補助金等

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
子どもの数は減っているがその分きめ細やかな教育が行われている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

補助金額の増額を望む意見がある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町と比べると高いサービス基準である。

県大会以上の大会へ出場した回数 561,304 422,355 212,195 274,662

子ども会への加入数 165,513 117,866 46,880 60,519

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

社会教育団体支援
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民

受益者数
（対象者数）

30,848
単
位

事務事業名 生涯学習推進員設置事業 担当部課 教育委員会社会教育課

合　　計 1,749,063 1,891,934

その他 5,000 生涯学習推進員活動謝礼受取り辞退による源泉返金　144円,生涯学習推進員報償費受取り辞退による返金　4,856円

一般財源 1,744,063 1,891,934

県支出金

地方債

合　　計 1,749,063 1,891,934

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

12.需用費 191,463 消耗品、食糧費、印刷費 167,394

0 講演会託児賃金 5,340

8.報償費 1,557,600 講師謝金 1,719,200

事業の目的
各区に１名の生涯学習推進員を配置し、地域における自主的な生涯学習活動を促進し、学習成果を活かした
活力ある地域づくりを推進する。

事　 業　 の
実施内容等

・生涯学習推進員設置人数　１５９名
・各地区における、研修会と防犯パトロールの実施
・生涯学習推進員全体会（研修会）の開催（年１回）
・ラジオ体操の普及（講習会及び巡回みんなのラジオ体操会の開催）
・生涯学習講演会の開催（年１回）
・生涯学習推進員活動広報発行（年１回）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会教育費 目： 社会教育総務費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

生涯学習推進員
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
・生涯学習推進員の役割が見えにくく、各地域自治協議会などとの連携強化を図り、市民の自主的な生涯学習活動を推進をしていく必要がある。
・各地区に1名の生涯学習推進委員を設置しているが、区の高齢化や人口減少により、1名を選出しにくい地区が生じてきている。

今後の方向、見通し等
・生涯学習推進員のあり方(各区から一人の推進員の推薦、委嘱から自治協単位での推薦等)について検討していく。
・地域における生涯学習を推進していくため、生涯学習推進員の研修を通じた意識向上や活動を市民に周知するなど生涯学推進員活動の活発化に
取り組んでいくともに、地域自治協議会等との連携を検討していく。

ラジオ体操については、参加者が天候に左右される。講演会については講師によって聴講者が変動する。

生涯学習講演会（教育講演会）の聴講者 名 309 479 202 198

ラジオ体操講習会の参加者 名 465 431 401 445

変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

生涯学習講演会（教育講演会）の開催回数 回 1 1 1 1

29年度

ラジオ体操講習会の開催数 回 1 1 1 1

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

5,838,003 6,105,303 3,684,394 5,080,663
5,838,003 6,105,303 3,684,394 5,085,663

0 0
0 5,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 53,000 51,926 35,750 309,000

5,838,003 6,105,303 3,684,394 5,085,663

事業費計 1,637,003 1,944,245 1,891,934 1,749,063

　正規職員人件費 4,148,000 4,109,132 1,756,710 3,027,600

11.需用費 講演会看板・印刷等 171,074 223,905 167,394 191,463

8.報償費 講師謝礼、推進員謝礼 1,461,033 1,715,000 1,719,200 1,557,600

28年度 29年度

7.賃金 講演会託児賃金 4,896 5,340 5,340 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

生涯学習推進員
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

1 休止

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

1 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

1 廃止受益者負担の適切さ

2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

◇各支所が事務局となり、それぞれ各地域ごとに計画を立
て活動されているが活動回数や内容に差がある。また、市
全体での生涯学習の取組内容にも工夫が感じられるた
め、市民に共感される事業を行うこと等を含め改善見直し
が必要と考える。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 1 廃止

A

事業実施の緊急性 1 拡充 各支所に地区事務局があり、人口や特性に応じて地区単位で実
情に応じた活動ができている。その前提がある上で、活発に活
動している地域から他地区に同じウエイトの活動を要求するよう
な動きもあり、生涯学習課に改善要求がくる。担当課としては、
地区活動の把握、また改善要求ができず、ここ数年の課題と
なっているが、地区における人口や委員選任方法の違いから統
一または差別化を図ることは非常に困難である。現担当の見解
としては、実情を知り、他事業も含めて情報共有を行っている地
区事務局が協働し、全体事業を受け持つほうが効率的かつ地
区の実情に応じた市民サービスが提供できると考える。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無
生涯学習のためという団体に関しては無いが、市内の各団体において同一の活動が行われてい
る。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
ラジオ体操については、参加者が天候に左右される。講演会については講師によって聴講者が変動する。
次代のニーズを理解し、他団体との共催により、予算内で呼べる講師の幅を広げ、参加・聴講者の増加につなげていく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

地区での活動を拡充すべきという意見と、活動できないという意見が混在している。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

生涯学習のためにこれだけの人数を集めている組織は近隣他市町にはみられない。

ラジオ体操講習会の参加者 12,555 14,165 9,188 11,428

生涯学習講演会（教育講演会）の聴講者 18,893 12,746 18,240 25,685

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

生涯学習推進員
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民

受益者数
（対象者数）

30,848
単
位

事務事業名 野外活動施設運営管理事業 担当部課 教育委員会社会教育課

合　　計 3,119,869 2,133,348

その他 712,200 野外活動センター使用料 711,900

一般財源 2,407,669 1,421,448

県支出金

地方債

合　　計 3,119,869 2,133,348

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

15.工事費 878,688 アウトドアビレッジログハウス屋根張替え他 0

13.委託料 1,872,520 アウトドアビレッジ指定管理料他 1,853,050

14.使用料及び賃借料 145,113 土地使用料 145,113

149,800 野外活動施設修繕料、消耗品類、電気代、ガス代他 49,280

12.役務費 73,748 電話料、各種保険料 85,905

事業の目的
野外活動を通じて青少年の健全育成と市民の健康増進を図ることを目的に野外活動センターの適切な管理を
行う。また、市民及び県民に自然と親しむ機会を提供し、都市と農村の交流を図り野外活動を通じて自然の良さ
を感じ、心豊かな人づくりを目指す。

事　 業　 の
実施内容等

・さんとうアウトドアビレッジ
隣接する農村広場とともに、一般社団法人山東自然の家に指定管理者として委託。
・室尾野外活動センター
給水設備美化業務を実施。施設管理業務をシルバー人材センターに委託。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会教育費 目： 社会教育総務費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

野外活動施設運営管理
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

＜さんとうアウトドアビレッジ＞
施設も経年で老朽化しており、修繕の必要が出てきている。
＜室尾野外活動センター＞
山ヒルの発生や、熊の出没などの影響もあり利用者数が減少しており、あまり活用されていない。

今後の方向、見通し等

＜さんとうアウトドアビレッジ＞
修繕が必要となる箇所は適宜対応し、利用者にとって利用しやすい施設を目指す。
＜室尾野外活動センター＞
野外活動施設の設置目的や利用状況等を勘案する中で、必要最小限の維持管理を図っていくとともに、今後の施設のあり方について検討を進める。

夏から秋にかけての週末の悪天候により、さんとうアウトドアビレッジの利用者が減少した。
ヤマビル等の影響で自然学校利用が無くなり、利用者が減少している。

室尾野外活動センター施設利用者数 人 74 78 138 126

さんとうアウトドアビレッジ施設利用者数 人 1488 1706 1523 1310

無

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,404,755 2,234,460 1,817,628 2,670,469
2,404,755 3,001,260 2,529,528 3,382,669

0 0
766,800 711,900 712,200

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 25,963 0 0

2,404,755 3,001,260 2,529,528 3,382,669

事業費計 2,404,755 2,383,826 2,133,378 3,119,869

　正規職員人件費 591,471 396,150 262,800

15.工事費 アウトドアビレッジログハウス屋根張替え 0 0 0 878,688

14.使用料及び賃借料 土地使用料 145,113 145,113 145,113 145,113

13.委託料 指定管理料、維持管理料、室尾給水設備清掃 1,867,000 1,990,240 1,853,080 1,872,520

12.役務費 電話料、各種保険料 117,385 119,781 85,905 73,748

28年度 29年度

11.需用費 修繕料、消耗品類、電気代、ガス代他 275,257 128,692 49,280 149,800

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

野外活動施設運営管理
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

1 休止

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

1 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

1 継続実施

主体の妥当性 1 ○ 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 1 ○ 改善見直し

さんとうアウトドアビレッジについては利用者は減少傾向に
あるが、設備もまだ十分使用できるため、継続して実施す
べきと考える。室尾については設備も古く、またクマ、ヤマ
ビル、スズメバチ等の危険生物も多く利用者が減り、地元
区等と廃止向け調整しながら、改善見直しが必要である。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

さんとうアウトドアビレッジについては利用者は減少傾向に
あるが、設備もまだ十分使用できるため、継続して実施す
べきと考える。室尾については設備が古く現代のアウトドア
のニーズに合っていない。またクマ、ヤマビル、スズメバチ
等の危険生物も多く今後の方向性を検討すべき時期であ
ると考える。

事業実施の必要性 1 継続実施

【３】代替サービスの有無 有

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
夏から秋にかけての週末の悪天候により、さんとうアウトドアビレッジの利用者が減少した。
ヤマビル等の影響で自然学校利用が無くなり、利用者が減少している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

室尾については設備等が現代のニーズに合っていないという意見がある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

利用料金としては安価であるが、設備が古く整備が行き届いていない。

さんとうアウトドアビレッジ施設利用者数 1,616 1,759 1,661 2,582

室尾野外活動センター施設利用者数 32,497 38,478 18,330 26,847

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

野外活動施設運営管理
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
土曜日の教育活動参加者

受益者数
（対象者数）

122
単
位

事務事業名 学校・家庭・地域の連携協力推進事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

合　　計 2,166,450 1,956,770

その他

一般財源 736,450 656,770

県支出金 1,430,000 学校・家庭・地域の連携協力推進事業補助金 1,300,000

地方債

合　　計 2,166,450 1,956,770

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

11.需用費 590,000 運営委員会・教室用消耗品 489,910

12.役務費 0 指導者等保険料 14,000

1,464,140 運営委員・コーディネーター等謝金 1,442,690

9.旅費 112,310 職員等出張旅費 10,170

事業の目的
学校・家庭・地域の連携協力事業の「土曜日の教育活動」を開催し、週末や長期休暇等に子どもたちに学びの
場を提供するとともに、地域の教育力を向上させ、学校・家庭・地域の連携強化を図りながらふるさと教育を推
進する。

事　 業　 の
実施内容等

・運営委員会の開催
・コーディネーターの設置
・土曜日の教育活動　６教室（大蔵・生野・竹田・梁瀬・糸井・朝来小学校区）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

20 子育て支援の充実 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会教育費 目： 社会教育総務費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 33.99%

学校家庭地域連携
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
・学校の統合に伴い、範囲が広域化するとともに少子化や、週末・長期休暇における子どもの活動が多様化し、教室を実施することが難しい。
・指導者の確保が難しい。

今後の方向、見通し等
・未実施の協働本部を対象に、実施に向けた提案や支援に努める。
・子どもたちに学びの場を提供するとともに、学校・家庭・地域が連携し、地域の人材や資源を活用しながら地域全体で、子どもたちへのふるさと教育
に取り組んでいく。

平成２９年度１教室（朝来）増加による開催日数の増加。

放課後子ども教室、土曜の教育活動 日 20 34 67 75

平成２９年度１教室（朝来）実施による増加。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

放課後子ども教室、土曜の教育活動 箇所 1 2 5 6

33.33% 34.37% 33.56% 33.99%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,396,000 3,599,839 2,334,670 2,216,100
1,540,000 4,351,839 3,634,670 3,646,100

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
144,000 752,000 1,300,000 1,430,000

　臨時職員人件費 0 0 0 269,250

1,540,000 4,351,839 3,634,670 3,646,100

事業費計 216,000 1,145,890 1,956,770 2,166,450

　正規職員人件費 1,324,000 3,205,949 1,677,900 1,210,400

12.役務費 指導者保険料 2,500 10,000 14,000 0

11.需用費 運営委員会・教室用消耗品 87,500 273,500 489,910 590,000

9.旅費 職員旅費 0 23,890 10,170 112,310

28年度 29年度

8.報償費 運営委員謝礼、指導者謝礼 126,000 838,500 1,442,690 1,464,140

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

学校家庭地域連携
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

山の教室、わんぱく教室との線引きを行いながら、継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3 休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

3 継続実施

主体の妥当性 1 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 1 改善見直し

　学校・家庭・地域（各７自治協議会）の連携協力事業を活
用し、週末、長期休暇期間等子供達に学びの場を提供す
ると共に、地域住民（ボランティア）の教育力の向上と、学
校・家庭・地域の連携強化を図っている事業で、今後拡充
しながら事業を進める必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

学校・家庭・地域が連携・協働して、社会総がかりで未来
を担う子どもたちの成長を支えていく活動であり、学校・家
庭・地域の連携強化を図りながら、地域のコミュニティの活
性化や、ふるさと教育を推進する必要があると考えられ
る。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 無し。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成２９年度１教室（朝来）増加し、コーディネーター１名を生涯学習課内に配置し、全小学校区の実施に努めている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

地域自治協議会と連携し事業を展開している。近隣市町と比較し良い方向で進んでいます。

放課後子ども教室、土曜の教育活動 77,000 127,995 54,249 48,615

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

学校家庭地域連携
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
児童生徒・地域住民

受益者数
（対象者数）

30,848
単
位

事務事業名 人権教育推進事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

合　　計 408,994 367,173

その他

一般財源 408,994 367,173

県支出金

地方債

合　　計 408,994 367,173

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

11.需用費 59,969 消耗品費 62,913

12.役務費 35,200 学級生・指導者活動保険料 44,800

296,125 講師謝金、指導者謝金等 243,250

9.旅費 17,700 職員出張旅費 16,210

事業の目的
同和事業を重要な柱とした人権教育を図るため、地域・学校・家庭・行政連携して学級を開設する。
学級生には、差別を見抜く負けない意識を考えさせ、たくましく生きる力を養い、自分の故郷の誇りを持ち、地域
の方とともにこころ豊かな社会づくりをすすめる。

事　 業　 の
実施内容等

・小中学生を対象とした、あすなろ学級・希望学級の開設

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

15 全ての市民の人権が尊重されるまちづくり Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会教育費 目： 地域教育費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

人権教育推進
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 ・学級への児童・生徒の参加が減少している。

今後の方向、見通し等 ・学級の開設意識について、地域・学校・家庭・行政が検討行いながら取り組んでいく。

一定数の児童・生徒が参加している。

参加者人数 人 60 55 22 13

学級が減少傾向にある。理由は児童数の減少と地元子ども会等で継続した内容で活動できることによる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

開設学級数 学級 3 3 2 2

29年度

開催日数 日 60 52 48 50

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

5,031,812 2,222,596 1,248,663 1,782,194
5,031,812 2,222,596 1,248,663 1,782,194

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 0 0 0 90,750

5,031,812 2,222,596 1,248,663 1,782,194

事業費計 601,812 672,690 367,173 408,994

　正規職員人件費 4,430,000 1,549,906 881,490 1,282,450

12.役務費 学級生・指導者活動保険料 0 46,400 44,800 35,200

11.需用費 消耗品費 55,782 52,620 62,913 59,969

9.旅費 職員出張旅費 10,030 11,670 16,210 17,700

28年度 29年度

8.報償費 講師謝金、指導者謝金他 536,000 562,000 243,250 296,125

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

人権教育推進
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 2 改善見直し

◇人権学習に加え、故郷研修、各種の体験教室等に参加
し、人権に係る正しい理解、郷土愛の醸成、団体行動よる
絆づくりと人づくりに繋がる機会となり、継続すべきと考え
る。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

現在は、地域・学校・生涯学習課が連携し、継続して同和
学習がしやすい体制となっている。その体制のもと、児童・
生徒への学習は絶え間なく必要で、それにより強い心を持
ち適切に行動できるようになると考える。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
学級数減少に伴い低減している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

２つの学級については、継続した活動を求められる。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町でも同様の事業が実施されている。

参加者人数 83,864 40,411 56,757 137,092

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

人権教育推進
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
新成人（平成９年４月２日～平成10年４月１日生の者）

受益者数
（対象者数）

350
単
位

事務事業名 成人式開催事業 担当部課 市民文化部生涯学習課

合　　計 409,753 419,224

その他

一般財源 409,753 419,224

県支出金

地方債

合　　計 409,753 419,224

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

11.需用費 9,753 消耗品費 9,310

12.役務費 400,000 アトラクション等委託料 400,000

0 事業協力者謝礼 9,914

9.旅費 0 委員職員出張旅費 0

事業の目的
新成人の門出を祝う式典に際し、若者が自ら企画運営する成人のつどいを開催することにより、成人教育の一
環として社会参加への自覚を高め、「ふるさと朝来市」を再認識する機会を作っていく。

事　 業　 の
実施内容等

・新成人実行委員による、成人のつどいの企画・運営

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会教育費 目： 社会教育総務費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

成人式開催

別紙-345



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 市外へ転出している新成人が多く、実行委員会の開催が難しくなっている。

今後の方向、見通し等 実行委員会の開催方法や、つどいの内容を見直していく。

市外へ転出している新成人が多く、時間確保等の問題から実行委員に就任する人が減少傾向にある。

回

実行委員の数 名 13 8 8 6

年度毎に対象者数が異なり、その増減により参加者数も変化する。
新成人の有志で実行委員会を組織し、企画内容を検討していく。実行委員の案により企画数が変化する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

成人のつどい内の企画数 回 6 4 3 3

29年度

参加者数（成人式式典） 名 307 289 276 273

#DIV/0! 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 2,052,580 1,038,164 1,235,953
0 2,052,580 1,038,164 1,235,953

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 0 5,850 130,500

0 2,052,580 1,038,164 1,235,953

事業費計 0 462,757 419,224 409,753

　正規職員人件費 1,589,823 613,090 695,700

12.役務費 手数料 0 400,000 400,000 400,000

11.需用費 消耗品費 0 9,997 9,310 9,753

9.旅費 委員職員出張旅費 0 45,820 0 0

28年度 29年度

8.報償費 事業協力者謝礼 0 6,940 9,914 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

成人式開催
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2部の「集い」について在り方を検討する。特に実行委員会設置などの開催の仕方の検討が必要である。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 2 改善見直し

２部の成人の集いについては、実行委員会による自主的
な企画を検討されて行われていた。成人式に合わせて朝
来市のＰＲに関してさらに実行委員会で検討していただい
ている状況であるので、継続実施とする。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　社会の複雑化に伴い、20歳前後で求められる能力や役割が変
化し、個人情報保護の観点から新成人と連絡をとる事が難しく
なっている。そして就学、就職で市外に転出する若者が年々増
加したことや、市内在住者の職場、地域で求められる役割が大
きくなっていることを背景に実行委員になりたがる若者が減って
いる。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
企画内容の変化による人件費の増減に伴い、単位あたり金額も変化している。
平成29年度は実行委員数の減少により、単位あたり金額が増加している。
実行委員会の在り方や就任のハードルを下げる方法を検討する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

一般の意見として、成人のつどいは本当に必要なのかという意見がある。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

近隣他市では、実行委員をやりたい者がいるところは同様の事業、確保が困難である所について
は行政が主体で同様の事業を行っている。

実行委員の数 0 256,573 129,771 205,992

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

成人式開催
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

14.使用料及び賃借料 5,691,000

45,17061,170

78,893

事業の受益者
（対象者）

朝来市民他
受益者数

（対象者数）
30,848

国県支出金を除いた比率 100.00%

31,500

13.委託料

のセルにのみ入力してください。

19,920,380

単
位

人

1,594,690

特
定
財
源

事業開始年度

Ｈ

合　　計

8,069,891 ふるさと創生基金繰入金ほか

27,990,271

その他

県支出金

一般財源 16,028,034

国庫支出金

2,866,503

7,783,912

18.備品購入費

79,335

8,171,920

19.負担金補助及び交付金

27,990,271

地方債

合　　計

財
源
内
訳

事　 業　 の
実施内容等

◎資料の収集、貸出、返却、レファレンスサービス、おはなし会、読書案内、各種行事

　平成２９年度
○蔵書冊数　217,993冊　○資料の貸出　163,818冊　○利用者数　36,078人　○来館者数　105,094人
○予約件数　7,895冊　○レファレンス　1,114件　○登録者数　18,996人　○開館日数　292日
○館内おはなし会　221回（1,447人）　○館外おはなし会　146回（6,120人）
○行事　星空観望会（8月）、としょかんまつり（8月）
○工作会、イベントおはなし会、読書週間おはなし会　○ブックリスト発行　3回
○ブックスタート　229名

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円）

1.報酬

8.報償費

24,028,034

1,710,241

総合
計画
体系

月

事業の目的

目：項： 社会教育費

29

図書館運営費

図書館運営管理事業

予算
行政マネジメント事務事業シート

款：

（

事務事業名

決算 ）H平成 30 年度
決算 6 日

快適で利用しやすい図書館環境を維持するとともに、図書館資料を適切に整備する。
知識の提供を中心としたサービスを行う。

1.ソフト事業

評価区分 評価

2930 年

重点 創生

27,000

前年度決算（円）

図書館協議会委員10名

担当部課 市民文化部　生涯学習課

講演会講師等謝礼、ボランティアスタッフ謝礼 1,847,293

好きなまちでエコライフ

教育費

13 生涯学習・生涯スポーツの推進

職員等出張旅費

1,645,896

5,878,087

3,165,856電話、郵便、保険料、保守点検料

8,010,440

3,329,399コピー、事務機器、自動車借上、下水、ＰＣシステムリース料、電話リース、放送受信料

消耗品、印刷、修繕、光熱水費

館内清掃、警備、図書マーク作成委託

9.旅費

12.役務費

11.需用費

図書館図書購入費

日本図書館協会負担金他

区
分

24,028,034

8,000,000

事業種別17

説明等

図書館運営管理

別紙-349



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

【２】事業の成果を表す数値 単位

特
定
財
源

　正規職員人件費

・今年度、新規登録者数は337人増加したが、昨年度と比較して貸出数は6,292冊減少している。貸出冊数について減少傾向にあ
り、人口の減少、若年層の活字離れ等、また図書館利用のアピールや読書推進が十分に浸透していないと考えられる。
・館内やこども園等で行っているおはなし会の参加人数は昨年度から微増となった。館内のおはなし会の参加者やこども園に通
園する子どもの数が関係していると考えられる。

おはなし会参加者総数 人

年　　度

26年度 27年度 29年度28年度

貸出冊数（個人・団体） 冊

回おはなし会開催回数

年　　度

217,993

コピー、事務機器、自動車借上、下水道、ＰＣリース、電話リース、放送受信料

図書購入費等

日本図書館協会等負担金

68,290,116

図書館協議会委員10名

講演会等講師謝礼、ボランティアスタッフ謝礼

職員等出張旅費

消耗品、印刷、修繕、光熱水費

電話、郵便、保険料、保守点検料

清掃、警備、ＭＡＲＣ作成

31,695,916 29,630,872

・平成29年度の新規購入は4,711冊、寄贈本の受入が420冊あった。現在のところ書庫に余裕はあるが、毎年5,000冊程度増加し
ている。なお、除籍基準に基づき資料の処分を行っているが、今後の資料保管について検討していかなければならない。
・館内外でおはなし会を定期的に行っている。館外は年間の開催回数が決まっているのでほぼ同じだが、館内ではその時間に子
どもの来館者がいないと開催しないので変動する。

説明等

財
源
内
訳

360 401 384 367

19.負担金補助及び交付金

冊

178,661 172,369

26年度

27,000

2,455,204

40,650

67,725,872

8,000,000

28年度

27,000

7,567

7,938,000
60,352,116

27年度

194,953 188,504

59,725,872

1,601,772

7,603,830

9,746,7928,017,712

27年度

22,500

2,618,091

111,130

9,599,250

3,019,443

1,847,293

45,170

5,878,087

3,165,856

29年度

31,500

1,710,241

61,170

7,783,912

2,866,503

現在認識している課題
・貸出冊数の減少
・書庫の計画的利用

今後の方向、見通し等

・おはなし会や行事、読書推進の呼びかけなどを定期的に行うことにより、図書館のＰＲ及び利用促進を図る
・利用者アンケートの実施
・転入者へのＰＲ

26年度

8,110 8,034 7,393

100.00%100.00%

203,186 208,412 213,972

単位
年　　度

27,990,271

28年度 29年度

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

56,301,07156,592,70467,725,87268,290,116

48,231,180
8,000,000

56,301,071
100.00%

56,592,704
100.00%

48,592,704

節区分

1.報酬

8.報償費

9.旅費

24,240,550

蔵書冊数

4,070,25011,401,00012,982,00010,441,200

0
0

0
0

11.需用費

12.役務費

13.委託料

24,028,034

1,645,896

14.使用料及び賃借料

18.備品購入費

3,002,604

事業費計

21,163,67025,113,00026,153,000

0
8,069,891

0

1,594,6901,622,411

8,171,9208,010,440

69,000 79,33569,000

5,691,0003,329,3992,842,8948,857,505

78,893

図書館運営管理
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６．成果単位あたり金額（円）

８．一次評価

９．二次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・平成26年度から貸出冊数の減少傾向が見られる。新規登録者を含め、継続利用及び図書館の利用啓発の施策を考えなければ
ならない。
・おはなし会の参加者について減少傾向にあったが、平成29年度については微増となった。こども園等でのおはなし会を通じて図
書館を知っていただき、次の段階として図書館利用につなげていくことが課題となる。おはなし会は開館当初から続けており、子
どもたちに直接本の良さを伝えられる機会なので、継続していかなければならない活動の一つである。

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

小・中学生は「たくさん本があって毎日行きたいです」、一般は「よい本がそろっている」などの意
見をいただいた。

327

貸出密度（貸出冊数／人口）：朝来市５．５６、豊岡市５．８２、丹波市５．６３
実質貸出密度（貸出冊数／登録者数）：朝来市９．１３、豊岡市２２．１８、丹波市１１．６６

なし

７．事業環境

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

1

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

1 休止

3 廃止

○ 継続実施

2 改善見直し

3 抜本的見直し

評価項目

方針：レファレンスサービス（調査相談）の利用推進。
理由：小説や物語の資料だけではなく、日常生活や仕事などに
活用してもらえる資料の利用を広めたい。また、近年利用が増え
ている団体貸出や、市民が新しい活動を始める際の一助にもな
ればと考える。
方法：館内にレファレンスサービスの事例を貼り出すなど、気軽
に相談してもらえる環境を整える。おはなし会などの多くの子ど
もに直接触れ合える際に、図書館の利用方法や本を紹介する機
会を持つ。また、利用者アンケートを行い、市民ニーズを定期的
に把握することに努める。

ランク 評価

2 拡充

評価理由

平成26年度から貸出冊数の減少傾向が見られ、図書館の
利用方法や本を紹介する機会を持っていく。また利用者ア
ンケートを行い、市民ニーズを定期的に把握して運営する
ことが重要で、新規登録者を含め、継続利用及び図書館
の利用啓発の施策を考えなければならないが、生活学習
の重要な施設であるため、継続実施とする。

3

年　　度

29年度
単位あたり金額

貸出冊数（個人・団体）

26年度

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

A ○

350 359 317

【３】代替サービスの有無

28年度

休止

拡充

福知山市・丹波市との3市連携の取り組みを推進する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

B

27年度

評価理由

事業実施の必要性

抜本的見直し

C

休止

1

3

1

廃止

A

B

C

3

市民ニーズの把握

抜本的見直し

ランク

2

3

2

評価

廃止

事業実施の緊急性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

拡充

継続実施

改善見直し主体の妥当性

11．最終評価

10．外部評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

図書館運営管理
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

朝来市民他
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

0 図書館通路塗装修繕等 667,548

13.委託料

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 図書館運営費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的 快適で利用しやすい図書館環境を維持管理するとともに、図書館資料を適切に整備し利用者に提供する。

事　 業　 の
実施内容等

・和田山図書館　屋上防水改修工事
・あさご森の図書館電気メーター取替工事の実施
・和田山図書館男子トイレ改修工事の実施

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

486,000 空調機ガス漏れ調査委託、図書館用仮想サーバ構築作業委託、屋上防水工事（和）設計管理委託 2,235,600

15.工事費 7,898,513 図書館屋上防水改修工事、空調機修繕工事他 19,381,032

合　　計 8,384,513 22,284,180

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 3,000,000

一般財源 8,384,513 19,284,180

合　　計 8,384,513 22,284,180

事務事業名 図書館整備事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

項： 社会教育費

図書館整備
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 ・和田山図書館、あさご森の図書館ともに施設の老朽化がすすみ、大規模な修繕を要する。

今後の方向、見通し等 ・修繕箇所が年々増加しているが、できるだけ臨時休館して行わなくてもよいように工期の調整をするなど、利用者に
不便のないようにする。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 図書館通路塗装修繕等 667,548 0

13.委託料 屋上防水工事（和）他　設計管理委託 2,235,600 486,000

15.工事費 図書館屋上防水改修工事他 19,381,032 7,898,513

事業費計 0 0 22,284,180 8,384,513

　正規職員人件費 816,450 338,500

　臨時職員人件費 43,550 26,250

0 0 23,144,180 8,749,263

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

3,000,000 0
0 0 20,144,180 8,749,263
0 0 23,144,180 8,749,263

#DIV/0! #DIV/0! 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

来館者数 人 104,161 105,094

平成28年度は冬季の大雪で来館者が減少したが、平成29年度は天候にも恵まれ、来館者数は933人の増加となった。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

利用者数 人 37,491 36,078

図書館の利用者数については人口の減少、若年層の活字離れ等により年々減少しており、一人当たりの貸出冊数が以前に比べて減少傾
向にあることが考えられる。

図書館整備
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

利用者数 617 243

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・平成28年度は屋上防水改修工事(一部）、空調機器修繕工事、図書館用仮想サーバーの構築等により歳出が増加していた
が、平成29年度については、屋上防水改修工事の実施が主な歳出であった。
また、施設が築20年を超え、一部の設備に老朽化が見受けられるため、今後は改修を計画的に行い、施設維持に努める。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

現在の施設について、年数の割りに新しく見えるとの意見あり。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

現施設開館年【朝来市（和田山：平成７年、あさご：平成17年）、豊岡市(平成11年）、丹波市（平
成９年）】

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・開館から23年が経過し、施設の老朽化が散見されるた
め、施設の一部を計画的に改修する必要がある。
・毎年、資料の保管に伴い、書庫の空きスペースが減少し
ているため、数年後に保管に関して対応する必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

・開館から23年が経過し、施設の老朽化が散見されるた
め、施設の計画的な更新と改修が必要である。
・毎年、資料の保管に伴い、書庫の空きスペースが減少し
ているため、数年後に保管に関して対応する必要がある。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

図書館整備
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者
（対象者）

市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

事業の目的

・市民の実生活に役立つ教育、学術、文化、レクリエーション等各種の事業の推進と場を提供する。
・市民が主体的・協力的に教養の向上と健康増進を図ると共に地域における活動のリーダーの育成や自主

グループ活動を支援し、福祉の向上と地域コミュニティの醸成を促進する。
・福祉・高齢者・青少年・家庭教育の充実を図り、コミュニティの増進を図ることを目的とする。
・公民館を適正に維持管理し、講座生・市民の利用が円滑に支障をきたさないようにする。
・生野地域の図書活動を推進する。

事業開始年度

人

事務事業名 公民館運営管理事業（生野） 担当部課 市民文化部生涯学習課

項：

合　　計 1,928,945 2,083,228

その他 254,700 公民館使用料(13,700)、公民館講座等受講料(241,000) 313,310

一般財源 1,674,245 1,769,918

県支出金

地方債

合　　計 1,928,945 2,083,228

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

14.使用料及び賃借料 45,000 自動車借上料 0

18.備品購入費 11,080 図書購入費 183,168

11.需用費 517,356 消耗品費、食糧費、燃料費 367,376

12.役務費 196,394 郵便料、保険料、手数料 370,474

8.報償費 1,056,565 講演会講師等謝礼 1,116,500

9.旅費 102,550 職員出張旅費 45,710

17 事業種別 1.ソフト事業

事　 業　 の
実施内容等

公民館講座による生涯学習の実施
[主な公民館講座・教室]

・絵手紙教室
・墨絵ｌ教室
・童謡・唱歌の会
・生野特別講座
・りんどう学級　　など

図書の整備と充実、市内図書館との連携

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

評価区分 評価

社会教育費 目： 公民館費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 教育費

29
（ H 29

創生

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率

平成 30 年度

100.00%

日

生野公民館運営管理
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

講座数は減少しているが、自主活動などの市民の生涯学習の場として広く活用してもらうこととする。

講座受講生の減による利用の減。

現在認識している課題

・朝来市内の各生涯学習センター主催講座・事業の調整及び充実、実施方法の検討
・受講生の固定化及び高齢化
・若年層や勤労者の生涯学習に関わる機会が希薄である
・各自治協議会の実施事業との調整
・経年に伴う管理施設の老朽化

今後の方向、見通し等

生野生涯学習センター利用人数 人 8,318 4,438 3,178 3,170

講座受講延人数 人 1,841 1,549 932 942

従来の受講者数の少ない講座を徐々に廃止したことによる講座数の減。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

講座数 講座 18 15 7 5

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

6,201,901 6,655,614 5,697,968 1,729,945
6,587,721 7,066,224 6,011,278 1,984,645

0 0
385,820 410,610 313,310 254,700

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 2,676,000 2,466,000 1,856,400 0

6,587,721 7,066,224 6,011,278 1,984,645

事業費計 2,515,721 1,874,224 2,083,228 1,928,945

　正規職員人件費 1,396,000 2,726,000 2,071,650 55,700

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

27.公課費 自動車重量税 - - - 0

18.備品購入費 備品購入費 0 0 183,168 11,080

14.使用料及び賃借料 会場等使用料 75,000 50,440 0 45,000

12.役務費 郵便料、保険料、手数料 430,532 338,000 370,474 196,394

11.需用費 消耗品費、燃料費、食糧費 387,989 268,584 367,376 517,356

9.旅費 職員出張旅費 28,200 44,200 45,710 102,550

28年度 29年度

8.報償費 講演会講師謝礼 1,594,000 1,173,000 1,116,500 1,056,565

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

生野公民館運営管理
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

若年層や勤労者等の受講増を図る。

○ 継続実施

廃止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

・継続事業とするが、若年層や勤労者の生涯学習に関わ
る機会が希薄である為、新規利用者等の受講者の増を図
れていない状況である。今後自治協議会等調整し新規受
講生を増やす検討が必要である。

C 市民ニーズの把握 2

９．二次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・現状の事業を継続して実施する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

【３】代替サービスの有無 無

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
講座受講生の減により利用人数も減っている。
ニーズに応じた講座開設によって新規受講生の獲得をし、利用人数の増を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

講座内容の見直し

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

同程度

講座受講延人数 3,578 4,562 6,450 2,107

生野生涯学習センター利用人数 792 1,592 1,892 626

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

生野公民館運営管理
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作成・更新日 1

1 平成

- - - -

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

受益者数
（対象者数）

事業の受益者
（対象者）

市民 人
単
位

30,848

10

17

説明等

区
分

67,796

34,000

事業種別

12.役務費 手数料

06 01

消耗品、食糧費 43,916

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

教育費

06 01

事務事業名

重点 創生

23,880

前年度決算（円）

イベント参加謝礼

担当部課 生野支所地域振興課

予算コード

6 日

（１）市民（生野地区）の健康増進を図るとともに、住民との一体的事業により若者から高齢者まで幅広い参加
を促し交流を推進する。
（２）各区対抗スポーツ大会をスポーツ推進員、各区体育委員とともに開催し、地域・世代間等の交流と健康増
進を図る。

1.ソフト事業

評価区分 評価

2930 年
（ 決算 ）H平成 30 年度

決算

社会体育事業（生野）

予算
行政マネジメント事務事業シート

総合
計画
体系 13 生涯学習・生涯スポーツの推進

款：

73,087

月

事業の目的

目：項： 保健体育費

29

保健体育総務費

事　 業　 の
実施内容等

以下のスポーツ活動を実施

（１）生野地区ソフトボール大会
（２）生野地区グラウンド・ゴルフ大会
（３）生野地区女子バレーボール大会
（４）生野地区卓球大会

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円）

8.報償費

11.需用費

67,796103,799

地方債

国庫支出金

33,796

合　　計

33,000 社会体育事業参加料

103,799

その他

合　　計

財
源
内
訳

事業開始年度

Ｈ

05,832

のセルにのみ入力してください。

70,799

国県支出金を除いた比率 100.00%

24,880

特
定
財
源

県支出金

一般財源

社会体育事業（生野）
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 各地区の交流の意味もあるが少子高齢化により、参加が難しくなってきている。

今後の方向、見通し等 要綱等を変更し参加しやすい大会にする。

00

0

0

00

00

0

00

00

00

0 0

00

00

1,989,8302,978,000853,000

67,796

0

0000

0
0

0
0

節区分

8.報償費

11.需用費

12.役務費

739,500

大会開催数

0
33,000

0
34,000

843,299
100.00%

2,057,626
100.00%

103,799

28年度 29年度

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

843,2992,057,6263,057,982935,878

810,299

100.00%100.00%

4 4 4

単位
年　　度

26年度

大きな変化なし。

29年度

24,880

73,087

5,832

0

0

54,296

4,374

43,916

0

0

0

28年度

23,880

27年度

21,312

935,878

27年度

68 62

年　　度

66 61

26年度

20,600

55,960

6,318

3,057,982

大会参加　チーム数 チーム

回

年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

54,000
3,003,982 2,023,626

935,878

4

82,878 79,982

変化なし。

説明等

財
源
内
訳

イベント参加謝礼

消耗品、食糧費

手数料

特
定
財
源

【２】事業の成果を表す数値 単位

事業費計

　正規職員人件費

社会体育事業（生野）
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６．成果単位あたり金額（円）

８．一次評価

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

10．外部評価

11．最終評価

廃止

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

休止

市民ニーズの把握

抜本的見直し

ランク

2

2

2

評価

廃止

A

B

C

2

休止

1

2

2

抜本的見直し

C

拡充

継続実施

改善見直し

評価理由

B

27年度

拡充

2次評価のとおり継続実施する。事業主体の見直しを検討する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

28年度

A ○

13,763 49,322 31,176 13,825

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

年　　度

29年度
単位あたり金額

大会参加　チーム数

26年度

評価理由

　長い歴史を持つスポーツ行事であり、保健体育のほか
に地域住民相互の交流親睦の機能も果たしている事業で
ある。
　人口減少とともに高齢化によって、グラウンドゴルフなど
の高齢者スポーツが親しまれており、市及び支所主催以
外にも地域自治協主催などによって多くの事業が行われ
ている。
　生涯学習センターの位置づけを明確にするとともに、事
業主体の見直しが必要である。

2

2 抜本的見直し

評価項目

・現状の事業を継続して実施する。
・生野地域は高齢化率が高く、健康増進のため・娯楽施
設が少ない・交通機関が充実していない・交流の場の減
少ということを補填する意義からも社会体育事業を継続し
ていく必要はある。
しかし、支所職員が減少し、かつ町内店舗（事業所）に従
事する町民も減り、地域の次世代を若手で担っていくしく
みが構築しにくい。自治協議会員の意識の醸成も含め
て、地域と生涯学習センターで事業推進すべきである。

ランク 評価

2 拡充

休止

2 廃止

○ 継続実施

2 改善見直し

2

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

1

【３】代替サービスの有無

事前に各種目の代表者会議を実施し、町民の意見を吸い上げている。町民も各区対抗で積極
的に参加いただき、チームの人数が各区で合わない場合は、他地区から補填するなど交流が
はかれている。

市内でも種目数が多くサービスは手厚い。しかし、将来もますます高齢者が多くなることが想定
される生野地区では交流事業でもある体育事業は必要である。

有

７．事業環境

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
大会回数、参加チーム数に大きな変化はないので、人件費によって増減する。

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

社会体育事業（生野）
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少年少女オーケストラ

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

17

説明等

バイオリン、楽器ケース購入費

11.需用費

18.備品購入費

13.委託料

平成 30 年度
決算 6 日

4,105,333

0

事業種別

指導員謝礼１９人 593,100

好きなまちで子育て《自然増促進》

教育費

演奏指導委託料（ライツ室内管弦楽団）

弦楽器、管楽器修繕料

2,430,000

300,000

・活動を通して、クラシック音楽に触れる機会を提供することで、子どもたちの好奇心や夢を育み、青少年の健全育成を図

る。

・小中学生団員と高校生団員、大学生や社会人との異年齢の団員同士が教え学び合うなどの相互人材育成システムの

構築を図る。

・市外在住の元団員の市内へのＵターンにより地域の活性化を図る。

・市民にとって身近な音楽文化としてのクラシック音楽の普及振興を図る。

・市内を中心とした但馬全域でのオーケストラ事業の展開を目指す。

1.ソフト事業

評価区分

4,105,333

（ 決算 ）H

事　 業　 の

実施内容等

青少年の人材育成の場として活動を行う。週２回（火・土）の定期練習では、先輩の団員がリーダーとなって後輩の指導を行い、それを指導員（教職員）が補助するという

形態をとっている。また、月に２回程度、ライツ室内管弦楽団から質の高い指導を直接受けることで、団員の演奏技術の向上を図っている。

平成２９年度団員数　７９人（小学生２８人、中学生２１人、高校生１２人、大学生７人、社会人１１人）

定期練習（毎週）

・火曜日（18：30～20：00）

・土曜日（15：00～17：00）

強化練習

・夏季（８月）、春季（３月）

演奏活動

・定期演奏会（１１月）

・成人式オープニング演奏（１月）

・入団式、春のコンサート（２月）

・市内こども園等において演奏会

その他

・楽器のメンテナンス及び購入

評価

2930 年

事務事業名

区

分

重点 創生

担当部課 市民文化部　生涯学習課

月

事業の目的

目：項： 社会教育費

29

社会教育総務費

少年少女オーケストラ事業

予算
行政マネジメント事務事業シート

総合

計画

体系 21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進

款：

節区分 平成29決算(円）

7.賃金

8.報償費

463,500

前年度決算（円）

嘱託職員賃金、臨時雇（現場）賃金

421,772

2,430,000

999,000

財

源

内

訳

合　　計

400,000

事業費

内　 訳

のセルにのみ入力してください。

4,270,929

318,733383,882

事業開始年度

Ｈ

ふるさと創生基金繰入金

4,670,929

その他

地方債

4,670,929合　　計

国庫支出金

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

4,105,333

国県支出金を除いた比率 100.00%

436,275

特

定

財

源

県支出金

一般財源
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少年少女オーケストラ

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

財

源

内

訳

演奏会入場者数 人

4,105,333

単位

団員数

【１】事業の活動を表す数値

毎年行っている演奏会への入場者数はほぼ横ばいである。

100.00%100.00%

79 86 78

5,226,0772,127,1903,894,0003,586,000

0

0

0

0

100.00%100.00%

79

0

0

0

11.需用費

13.委託料

18.備品購入費

29年度

436,275

999,000

383,882

2,430,000

421,772

28年度

463,500

250,000

593,100

318,733

2,430,000

300,000

説明等節区分

7.賃金

8.報償費

249,825

嘱託職員賃金、臨時雇（現場）賃金

指導員謝礼

楽器修繕料

4 8 5

27年度

493,200

603,000

423,181

2,160,000

494,100

5

26年度

年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

94 103

28年度 29年度

2,700

8,691,325

9,463,481

1,947 4,293 3,000

0

0

0

500,000

8,191,325

27年度

年　　度

8,691,325

2,160,000

7,043,123

4,670,929

10,654,006

500,000

8,963,481 7,043,123

7,043,1239,463,481

757,000810,6001,396,0001,946,000

回

事業費計

　正規職員人件費

特

定

財

源
0

　臨時職員人件費

10,254,006

0

400,0000

10,654,006

回演奏会数

年　　度

26年度

0

499,500

3,159,325 4,173,481

団員は多少の入れ替わりはあるが、毎年継続して新規入団がある。また、卒業生が社会人団員となって指導を補助するなど、団員数を維持し

ている。定期練習のほかに、強化練習や楽器のメンテナンスも定期的に行っている。

年間活動日数 日 95 96

演奏指導委託料（ライツ室内管弦楽団）

楽器購入費

【２】事業の成果を表す数値 単位

現在認識している課題

・楽器を長持ちさせるための定期的なメンテナンスの実施及び楽器の購入

・演奏水準を維持向上させるための団員数の一定数以上の確保

・週２回の定期練習を中心として指導に当たってもらえる教職員の人員確保

・組織や運営方法の再検討

今後の方向、見通し等

・青少年健全育成事業として重要な役割を担っており、市独自の人材育成の取り組みを継続実施

・青少年の新しい教育の場としての活動の推進

・広く音楽文化を振興させるため、ジュピターホール以外での演奏会の開催を検討

・団員のレベルアップによる進路の充実（音楽系の高校・大学への進学）

・Ｕターン団員の指導者としての参画
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少年少女オーケストラ

６．成果単位あたり金額（円）

10．外部評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

演奏会数、観客動員数も大きな増減はない。今後も市民にとって身近な場所で演奏会を行うことで、市民へのクラシック音楽の普及と定着を

図り、市内芸術文化の振興を図る。今後は、定期演奏会以外での演奏会の場を増やしていきたい。

また、団員数を減らさないように、毎年の募集を行うことや、社会人団員の確保にも努めなければならない。

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

演奏会入場者数

A

B

C

1

休止

市民ニーズの把握

抜本的見直し

ランク

2

2

3

評価

廃止

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

廃止

11． 終評価

拡充

4,464 2,204 2,348 3,946

27年度

103,437

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

年　　度

29年度
単位あたり金額

年間活動日数

26年度

91,488 98,578 74,927

28年度

評価項目

・現状の事業を継続的に実施する。

・全国的にも特徴的な市独自の青少年育成事業として市内外か

ら高い評価を受けている。今後も演奏の場を増やしていくことで、

市内に音楽文化の更なる振興及び醸成を図りたい。

評価理由

無し。

７．事業環境

評価理由

・現状の事業を継続的に実施する。

・全国的にも特徴的な市独自の青少年育成事業として市内外か

ら高い評価を受けている。今後も演奏の場を増やしていくことで、

市内に音楽文化の更なる振興及び醸成を図りたい。

・平成３２年には３０周年を迎えるため、記念講演として東京県人

会の会合で演奏が出来ればと考えています。

2

A ○

B

拡充

継続実施

改善見直し

C

3

2

2

廃止

○ 継続実施

改善見直し

2 抜本的見直し

ランク 評価

2 拡充

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

3 休止

2

【３】代替サービスの有無

定期演奏会では、平均９６％以上の集客率を確保していることから、市民ニーズは高いと考えられる。

近隣市町に同様の事例はなく、朝来市の特徴的な事業である。

3

８．一次評価

９．二次評価
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公民館運営管理(和田山）

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

8,942,144

合　　計 10,438,838 10,015,144

国県支出金を除いた比率 100.00%

合　　計 10,438,838 10,015,144

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 1,021,480 講座・教室受講料、生涯学習センター使用料他 1,073,000

一般財源 9,417,358

881,764 コピー使用料、公用車リース料他 825,513

18.備品購入費 0 215,136

19.負担金補助及び交付金 36,000 公民館連合会負担金 36,000

14.使用料及び賃借料

・市民の実生活に役立つ教育、学術、文化、レクリエーション等各種の事業の推進と場を提供する。

・市民が主体的・協力的に教養の向上と健康増進を図ると共に地域における活動のリーダーの育成や自主

　グループ活動を支援し、福祉の向上と地域コミュニティの醸成を促進する。

・福祉、高齢者、青少年、家庭教育の充実を図り、コミュニティの増進を図ることを目的とする。

・公民館を適正に維持管理し、講座生・市民の利用に支障をきたさないようにする。

事　 業　 の

実施内容等

市民講座、生涯学習センター事業

　　１４講座・教室の開講、新春囲碁大会等事業の開催

生涯学習センター維持管理

　　生涯学習センター及び和田山地域内４市民会館（糸井・大蔵・東河・竹田）の維持管理

　　　・施設維持のための軽微な修繕、清掃、夜間管理等、設備保守

　　　・貸館業務

野外活動教室等事業

　　青少年の健全育成事業として、小学４年生から６年生を対象とし、室尾野外活動センターを拠点に「山の教室」を開催。

普段の生活では体験できない野外での活動を行う。山林の間伐、木工クラフト、飯ごう炊さん、氷ノ山登山、キャンプ等。大

自然に触れ、豊かな人間性と体力を養い、合わせて共同奉仕の力を培う。集団生活による協調性と責任感を育み、教室を

卒業してからも指導者として活動する力を育成する。

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬 22,500 公民館運営審議委員報酬 36,000

7.賃金 0 嘱託職員賃金 0

8.報償費 1,193,323 市民講座講師・山の教室指導者謝礼 1,423,524

9.旅費 74,020 講座現地学習・公民館大会他 65,380

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会教育費 目： 公民館費

事務事業名 公民館運営管理事業（和田山） 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

事業の目的

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

11.需用費 4,016,610 電気代、修繕料、講座用消耗品費他 3,671,588

12.役務費 1,196,980 消防設備・防火対象物点検料他 661,403

13.委託料 3,017,641 市民会館維持管理費他 3,080,600

別紙-369



公民館運営管理(和田山）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

和田山生涯学習センター利用者数 人 44,461 46,214 41,074 44,612

自主運営の教室などの定期的な使用があるので、利用者数の変化は少ない。

講座の移管や新規講座を開設したことによる講座数の増加があった。ただし、単発や短期の講座のため、受講人数の増加は少ない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

講座受講延人数 人 1,886 1,495 1,045 1,310

講座数 講座 13 9 6 14

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

0 0 0 0

0

25,416,522 18,879,705

21,874,808

2,337,000 6,331,000 2,348,250

25,416,522 18,879,705 33,972,674 22,896,288

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

33,972,674 22,896,288

0 0 0

1,044,000 1,190,000 1,073,000 1,021,480

24,372,522 17,689,705 32,899,674

　臨時職員人件費

事業費計 16,651,522 10,981,705 10,015,144 10,438,838

　正規職員人件費 6,490,000 5,561,000 17,626,530 10,109,200

2,275,000

18.備品購入費 191,340 0 215,136 0

19.負担金補助及び交付金 公民館連合会負担金 36,000 36,000 36,000 36,000

13.委託料 市民会館維持管理費他 7,437,960 3,077,700 3,080,600 3,017,641

14.使用料及び賃借料 コピー使用料、公用車リース料他 869,812 975,042 825,513 881,764

11.需用費 電気代、修繕料、講座用消耗品費他 5,126,601 4,379,936 3,671,588 4,016,610

12.役務費 消防設備・防火対象物点検料他 1,195,139 747,583 661,403 1,196,980

8.報償費 市民講座講師・山の教室指導者謝礼 1,678,010 1,658,774 1,423,524 1,193,323

9.旅費 講座現地学習・公民館大会他 80,660 70,670 65,380 74,020

1.報酬 公民館運営審議委員報酬 36,000 36,000 36,000 22,500

7.賃金 嘱託職員賃金

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・朝来市内の各生涯学習センター主催講座・事業の調整及び充実、実施方法の検討

・受講生の固定化及び高齢化

・若年層や勤労者の生涯学習に関わる機会が希薄である

・各自治協議会の実施事業との調整及び市民会館管理の委託先としての検討

・経年に伴う管理施設の老朽化

今後の方向、見通し等
・市民ニーズに合わせた講座の企画、開催及び参加の推進。

・個人が習得した教養や趣味、技術を各地域に還元し、主体的に活動するためのリーダーづくりを図る。

別紙-370



公民館運営管理(和田山）

６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

11． 終評価

評価 評価理由

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・現状の事業を継続に実施する。

・講座の移管や新規講座を開設して、講座数の増加は図れたが

受講人数は減少した。今後新規講座、自主活動などを多くの市

民に周知する努力が必要である。休止

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・各生涯学習センター主催講座・事業の調整、見直しを行ってい

る。

・市民が自主的に教育の向上、健康福祉の増進などの活動の

場として利用されており、市民ニーズに合わせた講座の企画、開

催及び参加の推進を図る必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
定期的な利用はあるため、利用者数の大きな変化は見られない。生涯学習センターは開館時間も長く、土日も開館しているので、より幅広い世

代にいろいろな形で利用してもらえるよう、新規講座や単発講座でアピールし、自主活動での利用なども呼びかけたい。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
利用件数、利用者数ともほぼ横ばいなので、ある程度の評価は受けていると考える。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
他市町ともほぼ変わらない。

【３】代替サービスの有無 無し。

講座受講延人数 13,476 12,629 32,510 17,478

和田山生涯学習センター利用者数 572 409 827 513

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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公民館施設整備(和田山）

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

5,741,971

合　　計 71,299,440 5,741,971

国県支出金を除いた比率 100.00%

合　　計 71,299,440 5,741,971

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債 56,800,000 社会教育施設整備事業債

その他 13,800,000 ふるさと創生基金繰入金 0

一般財源 699,440

市民の生涯学習活動拠点を安全面及び利用環境に配慮した施設として整備する

事　 業　 の

実施内容等

・大蔵地区市民会館、東河地区市民会館、竹田地区市民会館の耐震補強・改修工事及び監理業務の委託

・和田山生涯学習センター館内冷暖房機器の更新工事及び監理業務の委託

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 3,261,600 大蔵・東河・竹田地区市民会館耐震補強工事監理業務他 3,942,000

15.工事費 68,037,840 大蔵・東河・竹田地区市民会館耐震補強工事、和田山生涯学習センター冷暖房設備更新工事 1,799,971

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 27 事業種別 3.施設等整備事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会教育費 目： 公民館費

事務事業名 公民館施設整備事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

事業の目的

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人
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公民館施設整備(和田山）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

所管施設のうち大蔵・東河・竹田地区市民会館の耐震強度が不足していることから、耐震補強・改修工事を行った。

和田山生涯学習センターの冷暖房設備の更新工事を行った。

所管施設のうち大蔵・東河・竹田地区市民会館の耐震強度が不足していることから、耐震補強・改修工事を行った。

和田山生涯学習センターの冷暖房設備の更新工事を行った。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

施設整備済 数 1 1 4 4

施設整備 数 1 1 4 4

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

0 0 0 0

0

4,309,200 5,586,840

881,840

7,800 0

4,309,200 5,586,840 5,956,321 71,481,840

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

5,956,321 71,481,840

0 0 56,800,000

0 4,000,000 0 13,800,000

4,309,200 1,586,840 5,956,321

　臨時職員人件費

事業費計 4,309,200 5,586,840 5,741,971 71,299,440

　正規職員人件費 206,550 182,400

13.委託料 設計業務・監理業務委託料 4,309,200 876,960 3,942,000 3,261,600

15.工事費 地区市民会館耐震補強工事、和田山生涯学習センター冷暖房設備更新工事 0 4,709,880 1,799,971 68,037,840

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 施設備品等の耐用年数経過に伴う計画的な更新が必要である。

今後の方向、見通し等 施設維持管理を適切に行うことで生涯学習活動拠点の場を安定提供する。
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公民館施設整備(和田山）

６．成果単位あたり金額（円）

○

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

休止

拡充

事業完了につき廃止する。

継続実施

廃止

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

11． 終評価

評価 評価理由

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

事業手法の適切さ 3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

これらの施設においては、災害時において１次・２次避難所に指

定されている。日々の利用時のみならず緊急時においても地域

住民にとって安全安心な生涯学習施設であるべきであることか

ら、施設の長寿命化に向けた施設整備事業は、今後も定期的に

メンテを行い適切な維持管理が必要である。
休止

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

3

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 拡充

地域住民の生活に密接に関わっている生涯学習施設であること

から、今後も必要な維持管理を行い、利用者にとって利便性の

高い施設として適切に維持していく必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
３施設の耐震補強・改修工事及び和田山生涯学習センター冷暖房設備機器の更新工事の実施に伴い、２９年度の金額が増加している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

耐震補強工事を行った３施設については併せて外壁の清掃・補修及び塗装等を施したこと、また、和田山生涯学習セ

ンターにおいては冷暖房機器の更新工事に伴い、空調を安定的に利用できるようになったことから、施設利用者・地

域住民の満足度が向上した。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
法律に基づき実施しているため、サービス水準は同一である

【３】代替サービスの有無 無し

施設整備済 4,309,200 5,586,840 1,489,080 17,870,460

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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社会体育（和田山）

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

37,147

合　　計 53,938 50,147

国県支出金を除いた比率 100.00%

合　　計 53,938 50,147

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 11,000 社会体育事業参加料 13,000

一般財源 42,938

ソフトボール大会予選会の実施により、ソフトボールを通して市民が心身を健全に保ち、明るく豊かな生活を推進すると共に

地域社会の交流を深める。

事　 業　 の

実施内容等
朝来市ソフトボール大会和田山地区予選大会の開催

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 14,156 優勝・準優勝チーム用　盾 14,597

11.需用費 39,782 ボール・賞状等消耗品 35,550

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 保健体育総務費

事務事業名 社会体育事業（和田山） 担当部課 市民文化部　生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

事業の目的

事業の受益者

（対象者）
市民（和田山）

受益者数

（対象者数）
15,767

単

位
人
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社会体育（和田山）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

年度により増減が見受けられるが、ほぼ横ばいである。

変化なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ソフトボール（和田山地区大会）参加チーム数 チーム 11 12 13 11

ソフトボール大会（和田山地区大会） 回 1 1 1 1

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

0 0 0 0

0

607,292 356,494

138,938

26,000 18,200 0

607,292 356,494 259,147 149,938

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

259,147 149,938

0 0 0

12,000 12,000 13,000 11,000

595,292 344,494 246,147

　臨時職員人件費

事業費計 62,292 29,494 50,147 53,938

　正規職員人件費 277,000 301,000 190,800 96,000

268,000

8.報償費 優勝・準優勝チーム用　盾 13,292 13,182 14,597 14,156

11.需用費 ボール・賞状等消耗品 49,000 16,312 35,550 39,782

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 参加チームの固定化が見られるようになってきている。

今後の方向、見通し等 できるだけ多くの和田山地域の住民の交流が図られるようなスポーツの実施も検討していくことが必要である。
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社会体育（和田山）

６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。事業主体の見直しを検討する。

○ 継続実施

廃止

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

11． 終評価

評価 評価理由

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

参加チームの固定化が見受けられるられるが、参加者同士の地

区を越えた交流の場として、また、和田山地域の春の恒例行事と

して定着していることからも、継続して開催していくことが必要で

ある。休止

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

市決勝大会の予選会の位置づけであり今後も継続していくが、

地域の交流を図ることも目的であり、また、生野・和田山・朝来・

山東各地区の参加チーム数に差がある。

参加チームの固定化も見られるようになってきているため、でき

るだけ多くの和田山地域の住民の交流が図られるようなスポー

ツの実施も検討していくことが必要である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
大会運営に必要な石灰、救急セット代など固定経費は参加チーム数に関わらず一定であることから、参加チーム数によって金額が増減するこ

とはやむを得ないと考えられる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
代表者会を開催し、参加団体の意見を把握している。継続開催を希望する声が多い。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

和田山地区はソフトボール大会を実施しているが、他の社会体育事業を実施しておらず、やや低いと考えら

れる。

【３】代替サービスの有無 市内のスポーツ団体、各地域において種々の大会が企画され、実施されている。

ソフトボール（和田山地区大会）参加チーム数 55,208 29,708 19,934 13,631

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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公民館運営管理（山東）

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

5,901,337

合　　計 6,739,497 6,801,337

国県支出金を除いた比率 100.00%

合　　計 6,739,497 6,801,337

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 744,437 山東生涯学習センター使用料、市民講座受講料ほか 900,000

一般財源 5,995,060

・市民の実生活に役立つ教育、芸術、文化、レクリエーション等各種の事業の推進と場を提供する。

・市民が主体的・協力的に教養の向上と健康増進を図ると共に地域における活動のリーダーの育成や自主グループ活動

を支援し、福祉の向上と地域コミュニティの醸成を促進する。

・福祉・高齢者・青少年・家庭教育の充実を図り、コミュニティの増進を図ることを目的とする。

・生涯学習センターを適正に維持管理し、講座生・市民の利用が円滑に支障をきたさないようにする。

事　 業　 の

実施内容等

○山東生涯学習センターによる生涯学習の実施

[市民講座]

　・仏像彫刻教室　11回開催、延べ119人受講（14人）

　・コーラス教室　20回開催、延べ312人受講（37人）

[山東支所地域振興課]

　・ふるさと探検隊　6回開催（１回中止）述べ１０７名受講（４５名）

　・盆踊り講習会　５回開催、延べ１１０名受講（２６名）

　・みどりの笑楽校　１０回開催、延べ２４０名（３２名）

○施設の維持管理

　・生涯学習センターの施設管理を梁瀬地域自治協議会に委託

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 553,137 講師謝礼 582,450

9.旅費 13,150 職員等旅費 6,500

11.需用費 3,268,144 消耗品、燃料代、光熱水費、修繕料 3,239,602

12.役務費 749,740 保険料、保守点検料 821,502

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会教育費 目： 公民館費

事務事業名 公民館運営管理事業（山東） 担当部課 市民文化部生涯学習課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

事業の目的

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

13.委託料 2,002,160 梁瀬自治協委託料、害虫駆除委託料 2,002,160

14.使用料及び賃借料 153,166 AEDリース料、下水道使用料 149,123
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公民館運営管理（山東）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

0 0 0

0 0 0

施設の延べ床面積 ㎡ 1,319 1,319 1,319 1,319

・生涯学習センターの利用者数の増は、市文化協会事業を山東で開催したことや、貸館が増加したためと考えられる。

講座受講生の減少は、講座数の減少によるもの考えられる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

生涯学習センター(公民館）の利用者数 人 20,990 19,211 18,904 21,286

講座数 講座 7 6 6 5

講座受講延人数 人 1,399 1,344 1,111 888

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0

12,271,328 11,958,349

6,178,060

0 0

1,000,671 833,504 758,795

12,271,328 11,958,349 9,141,037 6,922,497

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

9,141,037 6,922,497

0

744,437

11,270,657 11,124,845 8,382,242

　臨時職員人件費

事業費計 8,118,397 6,620,219 6,801,337 6,739,497

　正規職員人件費 183,000

0

4,152,931 5,338,130 2,339,700

13.委託料 梁瀬自治協委託料、害虫駆除委託料 2,002,160

14.使用料及び賃借料 AEDリース料、下水道使用料 153,166

2,116,160 2,001,160 2,002,160

109,325 124,862 149,123

11.需用費 消耗品、燃料代、光熱水費、修繕料 3,268,144

12.役務費 保険料、保守点検料 749,740

4,067,635 2,992,981 3,239,602

915,826 820,584 821,502

8.報償費 講師謝礼 553,137

9.旅費 職員等旅費 13,150

905,051 678,532 582,450

4,400 2,100 6,500

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・朝来市内の各生涯学習センター主催講座・事業の調整及び充実、実施方法の検討

・受講生の固定化及び高齢化

・若年層や勤労者の生涯学習に関わる機会が希薄である

・各自治協議会の実施事業との調整

・経年に伴う管理施設の老朽化(45年経過）

今後の方向、見通し等
・現在検討されている山東庁舎の在り方検討に合わせ、山東庁舎の有効活用についての計画に基づき、山東生涯学習センターの

在り方について検討を行う。
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公民館運営管理（山東）

６．成果単位あたり金額（円）

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

休止

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。

継続実施

廃止

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

C

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

C 市民ニーズの把握

市民ニーズの把握 2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

改善見直し

抜本的見直し

休止

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・現状の事業を継続して実施する。

・築後４５年経過した山東生涯学習センターについて、市民の利

便性等に配慮しながら早急に移動等検討する必要がある。休止

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

評価項目 ランク 評価

2

評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・現状の事業を継続して実施する。

・築後４５年経過した山東生涯学習センターについて、市民の利

便性等に配慮しながら検討していく必要がある。

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
２９年度は、講座数の減少による利用減はあるものの、会議や事業開催で利用者数は増加した。市民にとって利用しやすい条件の整った施設

ではあるのだろうが、施設そのものの老朽化がすすみ、修理も多発しているため、改善策を早急に講じる必要がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
生涯学習センターの老朽化が激しく、利用者から改善の声が上がっている。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
同程度

【３】代替サービスの有無 無

生涯学習センター(公民館）の利用者数 585 622 484 325

施設の延べ床面積 9,304 9,066 6,930 5,248

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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社会体育（山東）

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

96,866

合　　計 70,399 101,866

国県支出金を除いた比率 100.00%

合　　計 70,399 101,866

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 3,000 参加料 5,000

一般財源 67,399

市民が気軽にスポーツに参加し、スポーツを通じた交流ができるように各種スポーツ大会、教室を実施する。

事　 業　 の

実施内容等

山東地区におけるスポーツ大会の開催

・ソフトボール大会（朝来市民ソフトボール山東地区予選：5月）

・元旦マラソン大会（1月）

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬 66,815 報償費 37,097

11.需用費 3,584 消耗品・食糧費 64,769

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 保健体育総務費

事務事業名 社会体育事業（山東） 担当部課 山東支所地域振興課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

事業の目的

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人
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社会体育（山東）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

市民ソフトボール大会（山東地区）参加チーム数 人 5 5 5 3

朝来市内のマラソン大会の統合によるもの。（和田山町で開催されていたマラソン大会がなくなったため、山東町で開催される元旦マラソンの

参加者数が増となったことが見込まれる）

変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

元旦マラソン参加者数 人 0 156 185 233

大会開催数 回 1 2 2 2

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

0 0 0 0

0

2,573,221 1,721,494

397,099

2,573,221 1,721,494 392,116 400,099

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

392,116 400,099

0 0 0

10,000 10,000 5,000 3,000

2,563,221 1,711,494 387,116

　臨時職員人件費

事業費計 115,223 89,564 101,866 70,399

　正規職員人件費 2,457,998 1,631,930 290,250 329,700

1.報酬 報償費 39,966 20,736 37,097 66,815

11.需用費 消耗品・食糧費 75,257 68,828 64,769 3,584

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
高齢化や趣味の多様化等によりスポーツ大会への参加者（団体）が減少傾向にあるが、自己の健康管理のため、個々に積極的な

スポーツ活動を実施している。

今後の方向、見通し等 各区長及び体育委員等を通じて積極的な参加を促す。
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社会体育（山東）

６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。事業主体の見直しを検討する。

○ 継続実施

廃止

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

11． 終評価

評価 評価理由

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

スポーツを通して地区内の住民が親交を深めることや健康増進

が目的であり、一定の効果は期待できる。

しかし、交流、健康増進の方法については近年多様化し、また、

少子高齢化の影響もあって、参加者の減少は今後も続くと考え

られる。しばらくの間は継続実施が望ましいが、状況を鑑みて改

善見直しを行っていく必要があると考える。

休止

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

スポーツを通して地区内の住民が親交を深めることや健康増進

が目的であり、一定の効果は期待できる。

しかし、交流、健康増進の方法については近年多様化し、また、

少子高齢化の影響もあって、参加者の減少は今後も続くと考え

られる。しばらくの間は継続実施が望ましいが、状況を鑑みて改

善見直しを行っていく必要があると考える。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
市民ソフトボール大会、元旦マラソン共に多くの参加をしていただけるよう、広報等で周知を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

代表者による抽選会で、意見を聴取。もう少し参加チーム数が増えることを希望する。

地区予選と決勝大会のルールを同じにしてほしい（ホームランラインは決勝でも設置してほしい。）

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
同程度

【３】代替サービスの有無 山東地区内では代替サービスは無い。

元旦マラソン参加者数 #DIV/0! 11,035 2,120 1,717

市民ソフトボール大会（山東地区）参加チーム数 0 344,299 78,423 133,366

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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公民館運営管理(朝来）

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

2,023,761

国県支出金を除いた比率 100.00%

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

合　　計 1,939,334

合　　計 1,939,334 2,023,761

その他 493,700 公民館使用料　 　公民館講座等受講料 546,600

一般財源 1,445,634 1,477,161

9.旅費 10,800 職員旅費他 8,400

11.需用費 435,588 消耗品、燃料費、修繕費、光熱費、水道料、材料費 362,517

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 嘱託職員賃金

8.報償費 954,760 講座講師謝礼他 1,006,760

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

公民館費

事務事業名 公民館運営管理事業（朝来） 担当部課 市民文化部生涯学習課

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会教育費 目：

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

事業の目的

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

12.役務費 114,985 保険料、折込代、消防施設点検料他 256,240

13.委託料 166,320 清掃委託料 166,320

14.使用料及び賃借料 256,881 バス借上げ、会場使用料、下水道使用料他 223,524

・市民の実生活に役立つ教育、学術、文化、レクリエーション等各種の事業の推進と場を提供する。

・市民が主体的・協力的に教養の向上と健康増進を図ると共に地域における活動のリーダーの育成や自主

グループ活動を支援し、福祉の向上と地域コミュニティの醸成を促進する。

・福祉・高齢者・青少年・家庭教育の充実を図り、コミュニティの増進を図ることを目的とする。

・朝来生涯学習センターを適正に維持管理し、講座生・市民の利用が円滑に支障をきたさないようにする。

事　 業　 の

実施内容等

市民講座による生涯学習の実施

[主な市民講座・教室]

・絵画教室

・お菓子作り教室

・いきいきクッキング教室

・着付け教室

・編物教室

・書道教室

・コーラスささゆり

・子育て応援学級

・いけ花

あさご文化祭、世代間交流事業の開催

施設の維持管理

事業費

内　 訳
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公民館運営管理(朝来）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

生涯学習センターの利用者数 人 6,432 8,336 7,571 8,085

あさご・ささゆりホールと隣接しているため、ホールの控室としての活用及び位置的に朝来市の中間ということから会議の使用があり利用者が

増加したと考えられる。講座については自主講座に移行したものがあるため、延受講人数としては減少しているが、利用者数に含まれている。

現在認識している課題

今後の方向性、

見通し等

・朝来市内の各生涯学習センター主催講座、事業の調整及び充実、実施方法の検討。

・受講生の固定化及び高齢化。

・若年層や勤労者の生涯学習に関わる機会が希薄である。

・各自治協議会の実施事業との調整。

・経年に伴う施設の老朽化。

講座数は減少しているが、自主活動などの市民の生涯学習の場として広く活用してもらうこととする。

講座数は微減だが、各講座を受講する人は増加している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

講座受講延人数 人 1,675 1,548 1,364 1,186

講座数 講座 15 12 12 10

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

5,596,792 9,044,131

3,373,914

3,557,000 2,572,700 974,480

5,596,792 9,044,131 7,002,091 3,867,614

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

7,002,091 3,867,614

0 0

551,030 651,335 546,600 493,700

5,045,762 8,392,796 6,455,491

　臨時職員人件費

事業費計 2,773,792 2,399,131 2,023,761 1,939,334

　正規職員人件費 949,000 3,088,000 2,405,630 953,800

1,874,000

14.使用料及び賃借料 バス借上げ、会場使用料、下水道使用料他 265,050 227,208 223,524 256,881

18.備品購入費 備品購入 48,038 21,600

12.役務費 保険料、折込代、消防施設点検料他 353,966 320,597 256,240 114,985

13.委託料 清掃委託料 166,320 166,320 166,320 166,320

9.旅費 職員旅費他 6,500 7,600 8,400 10,800

11.需用費 消耗品、燃料費、修繕費、光熱費、水道料、材料費 566,158 358,046 362,517 435,588

7.賃金 嘱託職員賃金

8.報償費 講座講師謝礼他 1,367,760 1,297,760 1,006,760 954,760

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
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公民館運営管理(朝来）

６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

評価

評価項目 ランク

廃止

休止

改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

11． 終評価

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・各生涯学習センター主催講座・事業の調整、見直しを行ってい

る。

・市民が自主的に教育の向上、健康福祉の増進などの活動の

場として利用されており、市民ニーズに合わせた新規の講座を企

画し、多くの方が参加できる講座が必要である。休止

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・各生涯学習センター主催講座・事業の調整、見直しを行ってい

る。

・市民が自主的に教育の向上、健康福祉の増進などの活動の

場として利用されており、市民ニーズに合わせた講座の企画、開

催及び参加の推進を図る必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
講座数が減ったため受講人数は減少したが、自主講座の開催や会議の利用などで、センターの利用者数は増加している。市内の各町からの

アクセスが比較的容易なため、その利用しやすさや部屋数の多さを周知して、多様に使ってもらえるよう提案する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

（アンケートなど）
講座開催時に確認

【２】近隣市町で提供されて

 いるサービス水準との比較
同程度

【３】代替サービスの有無 無

講座受講延人数 3,341 5,842 5,133 3,261

生涯学習センターの利用者数 870 1,085 925 478

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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社会体育(朝来）

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

32,748

国県支出金を除いた比率 100.00%

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

合　　計 39,386

合　　計 39,386 32,748

その他 23,000 社会体育事業参加料 17,000

一般財源 16,386 15,748

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費 32,420 消耗品費 25,620

12.役務費 6,966 新聞折込手数料 7,128

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 保健体育費 目： 保健体育総務費

事務事業名 社会体育事業（朝来） 担当部課 朝来支所地域振興課

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

事業の目的

事業の受益者

（対象者）
市民（朝来）

受益者数

（対象者数）
5,773

単

位
人

　市民（朝来地区）の健康増進を目的としたスポーツ活動の促進

事　 業　 の

実施内容等

朝来地域において市民の健康増進・コミュニケーションの場としてスポーツ大会を実施する。

・朝来地区ソフトボール大会（５月開催）

・朝来バレーボール大会（春季）

・朝来バレーボール大会（秋期）

事業費

内　 訳
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社会体育(朝来）

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

H28年度とH29年度のチーム数の変化の理由としては、春のバレーボール大会の開催時期が半月遅くなったため、他市町等のバレーボール

大会と重ならず、他市町からの参加が増になった為と思われる。

現在認識している課題

今後の方向性、

見通し等

参加チームの固定化が見られるようになってきているため、開催日程によって参加の増減がある。

できるだけ多くの朝来地域の住民の交流が図られるようなスポーツの実施も検討していくことが必要である。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

大会参加チーム数（朝来地区大会） チーム 18 17 14 19

大会開催数（朝来地区大会） 回 3 3 3 3

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

804,301 270,582

314,746

0 6,500 0

804,301 270,582 328,298 337,746

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

328,298 337,746

0 0

20,000 28,000 17,000 23,000

784,301 242,582 311,298

　臨時職員人件費

事業費計 59,301 47,582 32,748 39,386

　正規職員人件費 745,000 223,000 289,050 298,360

0

11.需用費 消耗品費 54,517 40,454 25,620 32,420

12.役務費 手数料 4,784 7,128 7,128 6,966

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
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社会体育(朝来）

６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。事業主体の見直しを検討する。

○ 継続実施

廃止

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

評価

11． 終評価

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

評価理由

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

休止

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・参加者同士が地区を超えた交流の場となることと、朝来地域の

恒例行事として定着しているため、継続して実施することが必要

である。休止

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

各大会については、市の全体大会への予選会及び他市町・地域

との交流の場としての意味合いもあり、今後も継続。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
参加チーム数が増になった事によるもの。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
大会前に代表者会議を実施

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
同程度

【３】代替サービスの有無 無

大会参加チーム数（朝来地区大会） 44,683 15,917 23,450 17,776

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

30
平成 30

市内外のランナー
受益者数

（対象者数）
4,000

単
位

人

決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート ）

29 日
（ H 29

創生

年 6 月
決算

重点

目： 保健体育総務費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

款： 教育費

事業開始年度 評価区分 評価

13 生涯学習・生涯スポーツの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
朝来市多々良木ダム湖マラソンのスポーツイベントを通じて、全国のランナーに朝来の景観や特産物をPRし、
朝来のリピーターとしての交流人口を拡大する事業。

事　 業　 の
実施内容等

多々良木ダム湖マラソン実行委員会を支援し、行政と協働して事業を実施。
朝来市最大のスポーツイベントを開催するための補助金。
また、当日はランナーを対象に但馬牛や岩津ねぎなど特産品が当たるお楽しみ抽選会や、バザーなども開催
して全国のランナーに朝来の景観や特産物のPRを行い、朝来のリピーターとしての交流人口を拡大する。

第３２回たたらぎダム湖マラソン大会
開催日　　平成２９年６月４日（日）
場　所　　多々良木ダム湖周辺
部　門　　ハーフマラソン、１０㎞、５㎞、ジョギング２㎞
主　催　　たたらぎダム湖マラソン大会実行委員会
参加者　　２，０４７人

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

14.使用料及び賃借料 334,800 更衣室用テント等借上料 0

19.負担金補助及び交付金 4,400,000 たたらぎダム湖マラソン大会補助金 4,400,000

合　　計 4,734,800 4,400,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 4,734,800 4,400,000

合　　計 4,734,800 4,400,000

事務事業名 たたらぎダム湖マラソン事業 担当部課 市民文化部　生涯学習課

項： 保健体育費

マラソン
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

朝来市が行う全国ネットのスポーツイベントとして、より充実した大会とし、継続して朝来市のPRを積極的に行う。
必要経費の増大に伴い、平成２７年度の大会から参加料を３，０００円から３，５００円に値上げを行っている。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
14.使用料及び賃借料 更衣室用テント等借上料 334,800
19.負担金補助及び交付金 たたらぎダム湖マラソン大会補助金 4,400,000 4,400,000 4,400,000 4,400,000

事業費計 4,400,000 4,400,000 4,400,000 4,734,800

　正規職員人件費 4,108,590 3,470,900

　臨時職員人件費 353,600 169,950

4,400,000 4,400,000 8,862,190 8,375,650

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

4,400,000 4,400,000 8,862,190 8,375,650
4,400,000 4,400,000 8,862,190 8,375,650

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

マラソン運営人員数 人 400 450 450 450

例年大きな変化はない。なお、実行委員会、体育協会、朝来市スポーツ推進委員会、陸上競技協会、朝来地域事業所、朝来中
学校生徒及び市職員により運営を行っている。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

マラソン参加選手数 人 2,240 2,319 2,222 2,047

イベント参加者数 人 4,000 4,000 4,000 4,000

マラソン参加選手数は例年横ばいである。なお、駐車場に限りがあるのと、走路（道路）の幅員が狭いため、多くなると大変危険
なため、参加申込み人数をハーフ１，０００人、５㎞・１０㎞１，０００人とジョギンング５００人としている。

現在認識している課題
全国ネットのスポーツイベントとして継続して朝来市のPRを行うことが必要である。
大会運営は実行委員会で行っているが、消費税の増税、バス代の値上げなど必要経費が増大している。

今後の方向、見通し等

マラソン

別紙-398



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

マラソン参加選手数 1,964 1,897 3,988 4,092

イベント参加者数 1,100 1,100 2,216 2,094

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
事業費が横ばいであり、成果単位に大きな変化はない。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

インターネット（ランネット）での意見では、満足度が高い。また、リピーターが多いのは、満足度
が高いと思われる。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

兵庫神鍋高原マラソン全国大会　参加選手数３，９３９人
兵庫市川マラソン全国大会　参加選手数１，５００人

【３】代替サービスの有無 なし

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
朝来市多々良木ダム湖マラソンのスポーツイベントを通じ
て、全国のランナーに朝来の景観や特産物をPRすること
や、朝来のリピーターとして交流人口を拡大するために
も、継続して開催する必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

◆現状の事業を継続的に実施する。
朝来市最大のスポーツイベントを通じて、交流人口の拡大
を図るため、継続開催が必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

マラソン
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民　*市外からの利用もあり

受益者数
（対象者数）

項：

30,848
単
位

社会教育費

事業開始年度 評価区分

事務事業名 文化会館自主文化事業 担当部課 市民文化部　芸術文化課

合　　計 30,473,812 23,298,437

その他 16,851,870 入場料・参加料 12,851,870、ふるさと創生基金繰入金 4,000,000 22,579,900

一般財源 13,621,942 718,537

県支出金 入場料・参加料 6,404,900、㈶県市町村振興協会市町交付金 9,375,000、

地方債 ふるさと創生基金繰入金 4,000,000、自治総合センター助成金 2,800,000

合　　計 30,473,812 23,298,437

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 【前年度 特定財源 その他の内訳】

14.使用料及び賃借料 805,246 著作権使用料、映画フィルム借上料 622,742

19.負担金補助及び交付金 1,432,000 ジュピターホール歌謡祭補助金 1,380,000

12.役務費 972,030 ピアノ調律料、折込・新聞広告料 965,415

13.委託料 23,844,889 出演者委託料、駐車場整理委託料、入場券販売委託料 16,579,944

628,520 ボランティアスタッフ費用、現地オペレーター費用 838,020

11.需用費 2,791,127 看板作成、ポスター・チラシ・プログラム・チケット等印刷費 2,912,316

事業の目的

「市民が主役の会館」を運営基本方針の柱に掲げ、それぞれのホールの特性を活かしながら運営し、市民の
芸術・文化の振興と心豊かなまちづくりに寄与するとともに、朝来市の存在を全国に示していくこと。
その重点基本方針は以下の6点である。

①市民の参画・協働による会館運営を行う。
②市民に、優れた舞台芸術を鑑賞・学習する機会を提供する。
③豊かなコミュニティ形成のできる場を提供する。
④子どもたちが豊かな感性を磨く場を提供する。
⑤将来の芸術・文化の発展に必要な人材の育成を図る。
⑥朝来市のエネルギーを発信できるホール運営をめざす。

事　 業　 の
実施内容等

以下の事業について、文化会館運営委員会に諮り、各文化会館の特性を活かした自主文化事業を実施。
　　（鑑賞型事業・アウトリーチ事業・市民普及型事業・市民参加型事業等の実施）
【自主文化事業】
①兵庫県警察音楽隊ふれあいタウンコンサート(吹奏楽)　 ②山内達也プレゼンツ 極上のエンターテイメント(ｸﾗｼｯ
ｸ)
③人形劇団ののはな ちいちいにんにん（人形劇） ④県民芸術劇場 ヴィヴァルディ「四季」（クラシック）
⑤第13回ASAGO国際音楽祭2017(6日間)（クラシック）（ASAGO国際音楽祭実行委員会主催）
⑥大黒摩季 Live-STEP!（J-POP） ⑦わらび座ミュージカル「ブッダ」（ミュージカル）
⑧Kalafina Acoustic Tour 2017（J-POP） ⑨林家たい平独演会（落語）
⑩マインホールキネマ・家族はつらいよ２(2回公演)(映画)   ⑪ベビーカーで行く クラシックコンサート（クラシック）
⑫第26回ジュピターホール歌謡祭（市民参加）（ジュピターホール振興協会主催）
⑬アウトリーチ「響谷アンサンブル」(市内小中７校)(クラシック)

自主文化事業以外の事業（朝来市共催事業）
①兵庫県立ピッコロ劇団公演但馬公演（演劇） ②第4回朝来市合唱祭(朝来市コーラス連盟主催)
③兵庫稲美少年少女合唱団SPECIAL CONCERT

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

評価

14 豊かな心を育む文化芸術の振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 文化会館費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

24 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

自主文化事業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

①市民参加型（市共催・市民公募型・プロとの共演）などの事業を増やし、一人でも多くの市民に関心を持ってもらえるよう企画を検
討する。
②学校を通じて子ども達へ事業のチラシを配布して周知を図っていく。
　学校などを中心に訪問コンサート等音楽芸術にふれる機会を増やし、芸術意識の向上を図る。
　広報の有効な手段が他にないか、検討・研究をする。

・入場者数については、29年度はJ-POP系を2本開催できたため、若干改善した。

現在認識している課題

①自主事業入場者数が伸び悩んでおり、チケット販売および入場者率があがらない。事業内容にもよるが、若年層の参加が少な
い。
②各事業の広報について、チラシの新聞折込、ホームページでの告知、フェイスブック等SNSを利用しての告知、ケーブルテレビで
の告知、新聞記事への記載依頼等を実施しているが、なかなか周知ができているとはいい難いところがある。

今後の方向、見通し等

入場者数 人 3,800 5,813 4,948 5,798

・入場率の低下により入場料収入が多く見込めないことから、公演本数についてはここ近年10～11本となっている。ただ、共催
事業として数本行うことで、自主文化事業の減少分を補う形となっている。（共催事業は上記数値には含まれない）
・年度により事業内容に差ができることについては、各事業経費等により変動する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

自主文化事業開催回数 回 10 11 10 13

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

25,107,023 20,988,223 7,682,337 20,884,392
36,811,268 30,289,423 30,262,237 37,736,262

0 0
11,704,245 9,301,200 22,579,900 16,851,870

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 2,142,000 1,739,000 1,951,950 2,637,750

36,811,268 30,289,423 30,262,237 37,736,262

事業費計 29,235,268 22,754,423 23,298,437 30,473,812

　正規職員人件費 5,434,000 5,796,000 5,011,850 4,624,700

19.負担金補助及び交付金 ジュピターホール歌謡祭補助金 1,300,000 1,500,000 1,380,000 1,432,000

14.使用料及び賃借料 著作権使用料、映画フィルム借上料 405,121 478,221 622,742 805,246

13.委託料 出演者委託料、駐車場整理委託料、入場券販売委託料 23,996,357 16,006,211 16,579,944 23,844,889

12.役務費 ピアノ調律料、折込・新聞広告料 747,517 647,706 965,415 972,030

11.需用費 看板作成、ポスター等印刷費 2,275,989 2,980,010 2,912,316 2,791,127

9.旅費 自主事業出演者旅費（直接払分） 0 186,760 0 0

28年度 29年度

8.報償費 ボランティアスタッフ費用、現地オペレーター費用 510,284 955,515 838,020 628,520

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

自主文化事業
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施 ホールの役割として、市民の豊かな心を育む文化芸術
振興を担う事業であり、継続して実施する必要がある。
　すべての市民が対象であるが、一度に全ての市民を対
象とした事業を実施することが不可能であり、その年毎に
選別した事業展開が必要となる。
　若年層が参加する事業を検討する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

市民の豊かな心を育む文化芸術振興を担う事業であり、
継続的に行っていく必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無
貸館で企業等による歌謡コンサート等催しが実施されるが、対象者が限定され、一般向けとは
言えず、代替サービスとしては成り立たないことが多い。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
成果単位あたりの金額は以前よりは改善してきている。広報・告知が最大の課題であることから、現在行っている近隣市町へ
の新聞折込の範囲を拡大するなど、広報周知の方法を検討する。
文化会館の催しを知ってもらい、また、文化事業に関心を持っていただくことが入場者数の増加にも繋がるのもと思われる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

Ｊ－ＰＯＰコンサートを筆頭に伝統芸能（落語・歌舞伎など）、大編成クラシックなど大きな金額と
なりやすいものが人気となっている。毎公演時にアンケートをとり集計している。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

兵庫県は他府県に比べ、文化会館が特に多く、同様の公演を商圏が被るものは行えないため、比較し難
いが、徐々に各ホールで連携して公演料を安くしていくなど話合いの場もある。

入場者数 9,687 5,211 6,116 6,508

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

自主文化事業
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民　*市外からの利用もあり

受益者数
（対象者数）

項：

30,848
単
位

社会教育費

事業開始年度 評価区分

事務事業名 文化会館施設等整備事業 担当部課 市民文化部　芸術文化課

合　　計 26,409,658 2,621,376

その他 24,900,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 1,509,658 2,621,376

県支出金

地方債

合　　計 26,409,658 2,621,376

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

15.工事費 22,140,000 ジュピター大ホール舞台吊物機構改修 413,856

4,269,658 スタインウェイオーバーホール（ささゆり）、照明寿命部品 1,710,720

13.委託料 0 ＩＴＶシステム改修にかかる設計委託（H28） 496,800

事業の目的
・地域文化の拠点となるよう、文化会館の設備・施設更新を行う。
・利用者が安心・安全に施設を使用できるように設備・施設を年次的に更新する。

事　 業　 の
実施内容等

（1）文化会館の各設備・施設更新事業
・舞台／音響／照明／電気／空調／消防／建築設備、建築物関係、その他の設備・施設を年次的に更新す

る。
 ジュピターホール舞台吊物機構の整備については、モーターより異音が発していることから、設備上また利用
者の安全を最優先とし、計画外の整備となった。

①【ささゆり】ピアノ（スタインウェイ）オーバーホール
②【ｼﾞｭﾋﾟﾀｰ】空調機湿度調節器修理
③【3館】照明交換取付修繕
④【ジュピター・大】舞台吊物機構改修工事（音響反射板(天井２枚)駆動モーター等の改修）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

評価

14 豊かな心を育む文化芸術の振興 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

目： 文化会館費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

24 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

会館施設等整備

別紙-405



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

①各ホールの施設、設備の状況を見ながら計画的に更新修繕を行っていく。
　文化会館の今後の在り方と方向性を検討（3館存続、統廃合、用途変更等）
②ホールセキュリティ・監視の強化により、安全な管理運営を行う。

年度により、改修規模が異なる。

現在認識している課題

和田山ジュピターホール　　26年経過（平成4年4月開館）
生野マインホール　　　　　　28年経過（平成2年1月開館）
あさご・ささゆりホール　　　16年経過（平成14年8月開館）

①文化会館の老朽化による必要維持管理費の増
②ホールセキュリティの脆弱性

今後の方向、見通し等

大規模修繕回数 回 2 3 4 4

H26・・【ジュピター小】舞台吊物制御盤等改修、【ジュピター】LED照明器具取替工事・設計監理委託
H27・・【ジュピター】ピアノオーバーホール（2台）、研修室等照明器具取替、【ジュピター小】舞台諸幕地取替工事
H28・・【ジュピター】空調機中性能フィルター交換、通用口セキュリティ工事、【ささゆり】空調機中性能フィルター交換
H29・・【ジュピター】空調機室温調節器修理、音響反射板(天井2枚)ﾓｰﾀｰ等取替、【ささゆり】ピアノオーバーホール(S)、【3館】照明交換取付

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

大規模修繕費 円 18,531,100 9,301,145 2,621,376 26,409,658

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

15,517,100 10,851,145 2,621,376 1,509,658
19,692,100 10,851,145 2,621,376 26,409,658

0 0 0 0
4,175,000 0 0 24,900,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 0 0 0 0

19,692,100 10,851,145 2,621,376 26,409,658

事業費計 18,531,100 9,301,145 2,621,376 26,409,658

　正規職員人件費 1,161,000 1,550,000 0 0

15.工事費 3ホール設備改修工事費 10,096,300 3,456,000 413,856 22,140,000

13.委託料 設計・監理委託費 928,800 0 496,800 0

28年度 29年度

11.需用費 3ホール設備修繕費等 7,506,000 5,845,145 1,710,720 4,269,658

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

会館施設等整備

別紙-406



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

各ホールの特徴、立地条件、催しの利用状況等を整理し、統合や他施設への転用を含め検討が必要であ
る。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施
　現段階では市が主体的に運営する必要があるが、大規
模改修時期までに、各ホールの特徴、立地条件、催しの利
用状況等を整理し、統合や他施設への転用を含め検討が
必要である。
　施設を利用するまでは、利用者が安全かつ安心して利用
できるよう、施設・設備等の整備を計画的に行う必要があ
る。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

地域文化の拠点施設として、安全に、かつ安心して市民が
利用できるように施設・設備の整備を、計画的に継続的に
行っていく必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無
改修中の使用はできないため、小規模であれば市内他館での開催も可能である。民間の代替
サービスはなし。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
年度により、改修等の規模・箇所が異なる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

安全に、トラブルがなく安心して使用できる施設。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

近隣市町のみならず、全国的にどのホールも経年劣化の問題はおこっており、安全に長寿命化さ
せるためには大規模改修が必要（近隣では豊岡市が3年前に実施している）

大規模修繕回数 9,846,050 3,617,048 655,344 6,602,415

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

会館施設等整備

別紙-407
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民　*市外からの利用もあり

受益者数
（対象者数）

項：

30,848
単
位

社会教育費

事業開始年度 評価区分

事務事業名 美術館企画展事業 担当部課 市民文化部　芸術文化課

合　　計 6,126,038 5,140,672

その他 2,080,550 美術館使用料 1,676,800

一般財源 3,015,488 963,872

県支出金 1,030,000 電源立地地域対策交付金 2,500,000

地方債

合　　計 6,126,038 5,140,672

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

14.使用料及び賃借料 0 作品借用料 158,760

12.役務費 446,542 チラシ等送料、新聞折込料、作品保険料等 242,239

13.委託料 3,827,576 展示業務等 3,410,660

137,380 企画調整旅費及び講師旅費など 103,440

11.需用費 1,714,540 チラシ・ポスター・図録等印刷、看板作成等 1,225,573

事業の目的
・期間別にテーマを設定した芸術性の高い展覧会を開催し、より多くの市民が作品鑑賞、創作体験などを通
して芸術に触れることによって、朝来市全体の芸術文化の振興を図る。

事　 業　 の
実施内容等

・市民ニーズに適合した、より集客性の高い企画展の実施。
・企画展を開催するための、作品借り上げ、展示及び撤去、PR用ポスター・チラシ作成、チラシ折り込み、作
品借用返却などを実施する。

（29年度実施の主な企画展）
①ほほ笑みと祈り 円空展　3/18～5/7
②三浦悠「竹田城跡」写真展　3/18～4/16
③兵庫県公館所蔵兵庫ゆかりの作家展　5/13～6/25
④夏のアートフェスティバル～あれからはや20年・・・～　4/22～6/18
⑤こころのアート展　7/1～17
⑥水中の生き物たち 骨格標本展　7/22～9/3
⑦織作峰子写真展「朝来散策」　9/17～10/15　　※織作峰子写真教室（カメラ女子対象）実施　9/24　20人
⑧アート2018干支展「戌」　12/9～1/14
⑨梶本丑朗回顧展 2/3～18
⑩忍たま乱太郎の原画・忍者道具展 　3/17～5/6
⑪立原えりかのグリム童話絵本原画展 　3/17～5/6
⑫その他作家活動支援展など

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

評価

14 豊かな心を育む文化芸術の振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 美術館費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

24 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 83.19%

美術館企画展

別紙-409



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

集客力のある展示内容の展覧会を、集客が見込める時期（ゴールデンウィーク、夏休み）にできるだけ実施し、入館者
の増加を図る。

企画展数の増に伴い、企画展入館者数（延べ人数）も増加。

現在認識している課題 集客性の高い企画展の実施

今後の方向、見通し等

企画展入館者数（延べ人数）
※入館者数がダブルカウントとなる場合あり

人 21,534 13,715 14,975 19,857

全館使用の企画展が多い年度は、回数が少ない。加えて28年度は、美術館の改修工事に伴う休館により少ない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

企画展開催回数（貸館含む） 回 13 12 11 13

79.68% 71.18% 51.37% 83.19%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

10,773,114 9,838,264 4,092,472 6,215,038
15,836,464 14,889,914 8,269,272 9,325,588

0 0 0 0
3,271,350 2,551,650 1,676,800 2,080,550

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
1,792,000 2,500,000 2,500,000 1,030,000

　臨時職員人件費 2,811,000 2,492,000 702,000 833,250

15,836,464 14,889,914 8,269,272 9,325,588

事業費計 8,818,464 8,675,914 5,140,672 6,126,038

　正規職員人件費 4,207,000 3,722,000 2,426,600 2,366,300

14.使用料及び賃借料 展示作品借用料 0 0 158,760 0

13.委託料 作品搬送展示撤去業務委託料 6,388,679 6,808,400 3,410,660 3,827,576

12.役務費 チラシ等送料、新聞折込料、作品保険料等 382,709 376,437 242,239 446,542

11.需用費 チラシ・ポスター・図録等印刷、看板作成等 1,781,196 1,358,437 1,225,573 1,714,540

9.旅費 作品借用返却等の職員旅費 265,880 102,640 103,440 137,380

28年度 29年度

8.報償費 ギャラリートーク等講師謝礼 0 30,000 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

美術館企画展

別紙-410



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

多くの集客を見込める事業を検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

　全ての市民を対象に、芸術文化に親しみ、心豊かな市
民生活ができるように、継続的な事業実施が必要であ
る。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

芸術文化に親しむ機会を充実させるために、継続的な事
業実施が望ましい。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
27年度は臨時職員の人件費が多く配分されたことで、コストが高くなっている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

H30市民アンケート
芸術文化に親しむ機会や場所の提供が充実していると感じる市民の割合：39.3％
この1年間に、市内のホールや美術館などで文化・芸術鑑賞をした市民の割合：26.5％

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

企画展入館者数（延べ人数）
※入館者数がダブルカウントとなる場合あり 735 1,086 552 470

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

美術館企画展

別紙-411
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民　*市外からの利用もあり

受益者数
（対象者数）

項：

30,848
単
位

社会教育費

事業開始年度 評価区分

事務事業名 美術館美術活動支援事業 担当部課 市民文化部　芸術文化課

合　　計 5,189,783 6,357,771

その他 341,400 事業参加料 1,228,512

一般財源 3,989,383 3,606,259

県支出金 859,000 電源立地地域対策交付金 1,523,000

地方債

合　　計 5,189,783 6,357,771

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

13.委託料 754,879 イベント駐車場警備、展示委託料 1,887,744

14.使用料及び賃借料 588,488 イベントテント、音響照明等借上料 1,277,200

11.需用費 2,384,722 チラシ・ポスター等印刷、イベント用消耗品、講座材料費等 1,794,417

12.役務費 365,804 チラシ等送料、参加者保険、新聞折込料等 449,210

780,000 芸術講座等講師謝礼・イベント出演謝礼 727,500

9.旅費 315,890 講師旅費 221,700

事業の目的
・絵画や陶芸などの各種講座、子供向けのワークショップや美術館に気軽に足を運べるイベントなどを開催し、
市民に質の高い芸術に触れる機会を提供するため、美術活動支援事業を実施する。
・フランス・バルビゾン市との芸術文化交流事業を推進する。

事　 業　 の
実施内容等

　市民ニーズに適合した芸術文化イベントや講座を開催。またこれまでの公募展受賞作家や芸術グループなどの作品発
表等、活動支援事業を実施。

（29年度実施の講座・イベント等）
①ギャラリートーク（作品解説会）　5/21、10/29
②芸術村とフリーマーケット　　5/21
③チャイルドアートキャンプ1泊2日　7/28～29、8/4～5、10/21～22、3/24～25
④夏のアートフェスティバル（アートＤＥ遊ぼう、織体験）　8/4～6
⑤芸術講座　　絵画11回、陶芸9回
⑥美術館ワークショップ 　7/22、7/23、8/11、8/12、12/17
⑦美術館出張ワークショップ  6/4ダム湖マラソン、11/1～12但馬まるごと感動市
⑧風と光のページェント 　12/22～23
⑨兵庫稲美少年少女合唱団クリスマスコンサート　12/16

（支援展）
①大賞作家展／　竹田正美展
②地元作家、グループ芸術活動支援／　学校厚生会但馬支部美術展、美術館友の会会員交流美術展　、芸術講座展

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

評価

14 豊かな心を育む文化芸術の振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 美術館費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

24 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 83.45%

美術館美術活動

別紙-413



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

夏のコンサートに代わるイベントとして、従来の提供型から参加型のイベントへと形態を変え、28年度から、新たに
「キャンドルイベント」を実施。特に市内のこどもたちにキャンドル絵を描いてもらうなど市民参加型イベントとして盛り上
げながら、来訪者に芸術の森の美しい空間、魅力を伝え、芸術の森ファンやリピーターの増加につなげるべく継続して
実施したい。
芸術講座は、参加者のレベルに応じた内容設定が必要。特に陶芸については、初心者でも取組みやすい場を提供し
ていく。

講座は、28年度の県立人と自然の博物館の「昆虫ゆめはく号」の実施による参加者分が増加。
イベントは、29年度、多数参加が見込める都市部での出張ワークショップの機会がなかったことと、「風と光のページェント」が寒
い季節の開催で出足が鈍ったことにより、前年に比べて参加者が減少した。

現在認識している課題
夏のコンサートの休止により来場者数が激減している。
芸術講座については、メンバーの固定化や、新規メンバーがあまり増加していない。

今後の方向、見通し等

イベント参加者数 人 4880 3056 2743 1774

各種講座参加者数 人 485 370 471 373

28、29年度は、芸術の森での創作体験ワークショップを、夏休みを中心に積極的に実施した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

イベント開催回数 回 7 4 6 7

29年度

講座開催回数 回 33 33 39 40

43.22% 56.21% 76.05% 83.45%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

9,389,637 7,682,123 6,900,959 7,572,733
16,760,887 9,429,923 9,652,471 8,773,133

0 0 0 0
1,371,250 188,800 1,228,512 341,400

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
6,000,000 1,559,000 1,523,000 859,000

　臨時職員人件費 2,543,000 2,337,000 438,100 431,250

16,760,887 9,429,923 9,652,471 8,773,133

事業費計 10,566,887 3,559,923 6,357,771 5,189,783

　正規職員人件費 3,651,000 3,533,000 2,856,600 3,152,100

14.使用料及び賃借料 イベントテント、音響照明等借上料 3,072,615 538,800 1,277,200 588,488

13.委託料 業務委託（イベント運営、駐車場警備） 4,471,000 320,000 1,887,744 754,879

12.役務費 チラシ等送料、参加者保険、新聞折込料等 347,578 457,833 449,210 365,804

11.需用費
チラシ・ポスター等印刷、イベント用消耗品、講座材料
費等

1,342,004 1,033,570 1,794,417 2,384,722

9.旅費 講師旅費 491,190 319,720 221,700 315,890

28年度 29年度

8.報償費 芸術講座等講師謝礼・イベント出演謝礼 842,500 890,000 727,500 780,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

美術館美術活動

別紙-414



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

多くの集客を見込める事業を検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施
幅広い年代の市民が、芸術文化に親しむ機会を提供し、
感性をみがき、心豊かに生活できるよう、継続的な実施が
必要である。
　広報・告知が課題であることから、広報周知の方法を検
討する。
文化会館の催しを知ってもらい、また、文化事業に関心を
持っていただくことが入場者数の増加にも繋がるのもと思
われる。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

気軽に足を運べる身近な美術館であり、また質の高い芸
術に触れる機会を提供するために必要な事業であるた
め、継続的な実施が望ましい。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

H３０市民アンケート/
芸術文化に親しむ機会や場所の提供が充実していると感じる市民の割合：３９．３％
この１年間に、市内のホールや美術館などで文化・芸術鑑賞をした市民の割合：２６．５％

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

各種講座参加者数 34,559 25,486 20,494 23,520

イベント参加者数 3,435 3,086 3,519 4,945

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

美術館美術活動

別紙-415
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民　*市外からの利用もあり

受益者数
（対象者数）

項：

30,848
単
位

社会教育費

事業開始年度 評価区分

事務事業名 美術館公募展事業 担当部課 市民文化部　芸術文化課

合　　計 6,937,012 7,283,288

その他 164,600 公募展出展料 590,000

一般財源 6,772,412 6,693,288

県支出金

地方債

合　　計 6,937,012 7,283,288

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

13.委託料 625,644 作品搬送展示撤去委託料 1,034,124

11.需用費 1,735,904 看板等消耗品、募集要項・チラシ印刷代等 1,733,154

12.役務費 1,108,646 チラシ等郵送料、新聞折込料、広告掲載料、作品保険料等 947,246

3,259,668 審査員謝金、入賞・入選者賞金 3,264,094

9.旅費 207,150 審査員旅費、職員旅費 304,670

事業の目的
　芸術に携わる人々が目標とし、また現在活躍中の作家のみならず、これから美術界で新しいポジションを
得ていく作家たちをも応援し、新しい作家を育てる役割を担うため、公募展を実施する。

事　 業　 の
実施内容等

　あさご芸術の森およびあさご芸術の森美術館を会場とした公募展の開催と、優秀作品の展覧会を行い、優
秀な作品や作家を顕彰するとともに、地元および作家同士の交流をはかり、情報発信を行った。

①あさごアートコンペティション（ＡＡＣ）
屋内作品展と野外彫刻展を交互に行っているが、29年度は野外彫刻展を行った。作品は模型で募集。優

秀模型作品展を美術館で開催するとともに、大賞作品は実物大で制作委託し野外に設置した。

②全国こども絵画選抜展
全国の小中学生を対象にした公募展で、「花と緑」「ふるさと」をテーマとする絵画を募集。県内学校への

要項配布および優秀作品展について、（財）兵庫県学校厚生会と共催。優秀作品展は、美術館で開催したほ
か、生野マインホール・神戸の学校厚生会の展示場「アートホール神戸」で巡回展を実施した。

③朝来市市展「朝展」
絵画、立体・工芸、書・画、写真の４部門で作品を全国公募し、優秀作品展を美術館で開催した。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

評価

14 豊かな心を育む文化芸術の振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 美術館費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

24 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

美術館公募展

別紙-417



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

ＡＡＣについては、まちなみ環境整備事業の計画に合わせて、芸術の森にふさわしい作品環境をつくるとともに、必要
に応じて、公募形態の変更も視野に入れる。
こども絵画展については、今後も全国の小中学校に発信を続ける。
朝展については、写真、絵画、書・画、立体・工芸の４部門のうち、参加の少ない部門の見直しについて検討する。

こども絵画については、募集要項発送先を毎年変えており、年によって出品点数が変化している。
アートコンペについては、インスタレーション（展示空間を含めて作品とみなす手法）といった、枠にとらわれない現代美術の表
現の流れが見られる昨今、絵画や彫刻作品単体で出品する作家が年々減ってきている。

現在認識している課題
ＡＡＣについては、年々、応募数が減ってきている。
こども絵画展については、少子化や美術の授業の縮小などにより出品点数が減少傾向にある。
朝展については、市民レベルをメインとした公募展であるため、年によって応募数の変動が大きい。

今後の方向、見通し等

公募展出品点数 点 2614 2153 1647 2029

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

公募展の実施数 回 3 3 3 3

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

12,534,037 12,456,264 10,590,338 10,485,312
13,281,037 12,858,764 11,180,338 10,649,912

0 0 0 0
747,000 402,500 590,000 164,600

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 2,141,000 2,337,000 1,179,750 1,192,500

13,281,037 12,858,764 11,180,338 10,649,912

事業費計 7,489,037 6,988,764 7,283,288 6,937,012

　正規職員人件費 3,651,000 3,533,000 2,717,300 2,520,400

14.使用料及び賃借料 審査用資材借上料 0 47,520 0 0

13.委託料 作品搬送展示撤去委託料 1,017,360 409,860 1,034,124 625,644

12.役務費 チラシ等送料、新聞折込料、広告料、作品保険料等 991,848 1,036,142 947,246 1,108,646

11.需用費 看板等消耗品、募集要項・チラシ印刷代等 1,913,904 1,957,359 1,733,154 1,735,904

9.旅費 審査員旅費、職員旅費 166,500 249,780 304,670 207,150

28年度 29年度

8.報償費 審査員謝金、入賞・入選者賞金 3,399,425 3,288,103 3,264,094 3,259,668

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

美術館公募展

別紙-418



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

公募展の在り方について検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

次代を担う子供たちや作家・市民が、芸術を制作すること
により、より感性の優れた人材を育成することができる。
また、全国に発信することにより、朝来市の情報を発信す
ることができ、継続して実施することが必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

朝来市が次代を担う作家を育てるなど、芸術という切り口
で独自の取り組みを行っているものであり、全国に情報
発信することで朝来のイメージアップにも大いに貢献して
いるため、継続して実施することが望ましい。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

H３０市民アンケート/
芸術文化に親しむ機会や場所の提供が充実していると感じる市民の割合：３９．３％
この１年間に、市内のホールや美術館などで文化・芸術鑑賞をした市民の割合：２６．５％

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

公募展出品点数 5,081 5,972 6,788 5,249

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

美術館公募展

別紙-419
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民　*市外からの利用もあり

受益者数
（対象者数）

項：

30,848
単
位

社会教育費

事業開始年度 評価区分

事務事業名 美術館作品収集事業 担当部課 市民文化部　芸術文化課

合　　計 4,132,180 550,220

その他

一般財源 4,132,180 550,220

県支出金

地方債

合　　計 4,132,180 550,220

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

15.工事費 123,000 野外公募作品設置基礎工事 0

80,480 作品調査等旅費 106,340

13.委託料 3,928,700 収蔵作品修繕委託料、野外公募作品制作・設置委託料 443,880

事業の目的 　優れた芸術文化の鑑賞機会を提供するため、コレクションを充実させる。

事　 業　 の
実施内容等

・淀井敏夫作品（原型を含む）の収蔵保管
・公募展買い上げ作品の収蔵
・淀井作品や野外彫刻作品を含む収蔵作品の修繕管理
・あさごアートコンペティション大賞受賞作品の野外設置

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

評価

14 豊かな心を育む文化芸術の振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 美術館費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

24 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

美術館作品収集

別紙-421



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

収蔵庫については、市有施設の再利用または有利な財源活用による整備を検討するとともに、作品の他施設での展
示・設置により、収蔵量の軽減を図る。

28年度は、織作峰子氏から写真作品26点の寄贈を受けて大幅な増。

現在認識している課題
収蔵庫の拡充と機能充実
収蔵作品の調査・研究が不十分

今後の方向、見通し等

総コレクション数 点 918 926 955 957

28年度は、織作峰子氏から写真作品26点の寄贈を受けて大幅な増。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

コレクションの増加数 点 8 8 29 2

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

3,004,399 5,087,800 1,225,520 4,167,480
3,004,399 5,087,800 1,225,520 4,167,480

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 750,000 182,000 26,650 1,500

3,004,399 5,087,800 1,225,520 4,167,480

事業費計 1,163,399 4,051,800 550,220 4,132,180

　正規職員人件費 1,091,000 854,000 648,650 33,800

15.工事費 収蔵作品設置工事、公募作品設置基礎工事 0 620,000 0 123,000

14.使用料及び賃借料 高所作業車借上料 52,999 0 0 0

13.委託料 作品搬送、作品修繕、作品制作・設置委託等 146,880 3,380,800 443,880 3,928,700

12.役務費 新収蔵作品保険料 297,000 0 0 0

11.需用費 収蔵庫改修費 570,240 0 0 0

28年度 29年度

9.旅費 作品調査等旅費 96,280 51,000 106,340 80,480

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

美術館作品収集
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

作品の保管の在り方について検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施 美術館は、淀井敏夫記念館でもあり、淀井の作品を中心
に作品を収蔵している。また、朝来市にゆかりのある作家
の作品等も収集しており、それらの収蔵作品の適切な管
理や野外に設置している彫刻等の管理を適切に行い、市
民の憩いの場としての提供をするため、継続して実施す
ることが必要である。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

美術館コレクションの充実、収蔵作品の適正な管理、野
外彫刻設置による魅力ある空間を創出するために必要
である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
27年度と29年度は、あさごアートコンペティションの野外設置により、コストが高くなっている。今後、31年度と33年度の野外作
品公募で、ひとまず計画終了となる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

H30市民アンケート/
芸術文化に親しむ機会や場所の提供が充実していると感じる市民の割合：39.3％
この１年間に、市内のホールや美術館などで文化・芸術鑑賞をした市民の割合：26.5％

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

総コレクション数 3,273 5,494 1,283 4,355

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

美術館作品収集
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会福祉費 目： 社会福祉総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
・福祉団体の活動支援と経費の補助を行う。
・団体の自主自立活動を促進し、社会福祉の増進に寄与する。

事　 業　 の
実施内容等

兵庫県遺徳顕彰会、市遺族会及び婦人共励会への活動助成金

　【主な活動内容】
　市遺族会……兵庫県遺族会の下部組織として、朝来市内に居住する戦没軍人軍属の遺族をもって組織し、

 会務の運営に当たるとともに、会員相互の親睦を図り、戦没者の慰霊並びに遺族の生活の
安定を目指す団体

・全国戦没者追悼式・朝来市戦没者追悼式への出席
・研修会開催等

　婦人共励会…朝来市内に居住する母子家庭及び寡婦の自立更生意欲の涵養と福祉増進を図ることを目的
に活動する団体

・但馬及び朝来市女性団体ネットワーク会議に出席
・但馬ブロック若年母子家庭のつどい、兵庫県婦人共励会の各種会議や研修会に参加
・県及び市の母子寡婦福祉大会の開催と出席
・市母子家庭等野外活動「親と子のつどい」、「サークル活動」、物品販売事業の実施
・母子家庭等福祉懇談会を市と共催で実施等

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 72,000 県遺徳顕彰会負担金 72,000

19.負担金補助及び交付金 68,200 市婦人共励会補助金 79,200

19.負担金補助及び交付金 310,800 県遺族会朝来支部補助金 330,000

合　　計 451,000 481,200

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 451,000 481,200

合　　計 451,000 481,200

事務事業名 福祉団体支援事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

市遺族会及び婦人共励会の会員数
受益者数

（対象者数）
1,098

単
位

人

福祉団体
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 県遺徳顕彰会、県遺族会朝来支部、市婦人共励会 497,700 492,200 481,200 451,000

事業費計 497,700 492,200 481,200 451,000

　正規職員人件費 358,000 257,000 57,900 76,200

　臨時職員人件費 26,000 44,850

855,700 775,200 583,950 527,200

財
源
内
訳

特
定
財
源

855,700 775,200 583,950 527,200
855,700 775,200 583,950 527,200

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

兵庫県遺族会朝来市支部　会議等活動回数 人 14 18 18 16

婦人共励会　会議等活動回数 人 11 11 11 16

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

兵庫県遺族会朝来市支部会員及び婦人共励会会員 人 1187 1118 1108 1098

・会員の高齢化に伴い会員数が減少傾向にある。

現在認識している課題 ・会員の高齢化に伴い、会員数が減少傾向にある。

今後の方向、見通し等 ・今後の会員数の推移や活動について注視するとともに、活動内容や会員数に応じ、適切に補助、支援を行う。

福祉団体
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

兵庫県遺族会朝来市支部会員及び婦人共励会会員 721 693 527 480

0

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・会員数の減少に伴い予算も減額しているため、成果当たり金額も減少傾向にある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

戦没者の遺族等への支援であり、継続的な支援を要望されている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

豊岡市、養父市では定額で補助実施。豊岡市591,000円（会員2,200人）、養父市125,000円（会員
400人）

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

戦没者の遺族や母子・寡婦の自立活動を促進する団体へ
の支援であり、市が主体となって実施する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

会員の確保が引き続き課題であるが、団体の目的から、継
続実施とする。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

1

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

福祉団体
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会福祉費 目： 社会福祉総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 　戦没者の遺族とともに、朝来市の戦没者1,885名に追悼の意をささげ、新たな平和の誓いを込めて実施する。

事　 業　 の
実施内容等

・市主催による戦没者追悼式を開催
・平成29年11月18日（土）ささゆりホール
・179人参加

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 7,200 ホールスタッフ報償費 5,400

11.需用費 668,120 供花等消耗品 672,656

13.委託料 4,145 駐車場スタッフ委託料 4,145

合　　計 679,465 682,201

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 25,000 追悼式供花料（兵庫県他） 41,468

一般財源 654,465 640,733

合　　計 679,465 682,201

事務事業名 戦没者追悼式事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

兵庫県遺族会朝来市支部会員
受益者数

（対象者数）
1,036

単
位

人

追悼式
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 ホールスタッフ報償費 7,200 0 5,400 7,200

11.需用費 供花等消耗品費 683,134 665,912 672,656 668,120

13.委託料 駐車場スタッフ委託料 8,291 8,291 4,145 4,145

14.使用料及び賃借料 送迎バス借上げ料 91,800 0 0

事業費計 790,425 674,203 682,201 679,465

　正規職員人件費 1,259,000 1,682,000 411,900 420,400

　臨時職員人件費 177,450

2,049,425 2,356,203 1,094,101 1,277,315

財
源
内
訳

特
定
財
源 25,000 25,000 41,468 25,000

2,024,425 2,331,203 1,052,633 1,252,315
2,049,425 2,356,203 1,094,101 1,277,315

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

追悼式参列者等 人 255 243 219 179

・遺族会の会員の高齢化及び会員数の減少に伴い、参加者が減少傾向にある。

現在認識している課題 ・遺族会の会員数の減少に伴い、参加者が減少傾向にある。

今後の方向、見通し等
・戦争で亡くなった方を追悼し、不戦の誓いを行う場である。出席者数が大きく減ったとしても何らかの形で追悼の場を
設けることが必要である。

追悼式
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

追悼式参列者等 8,037 9,696 4,996 7,136

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・参加者の減少しているが、式典は同規模で実施しているため、単位当たり金額が増加した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

平成23年度から土曜日開催に変更。参列しやすくなったとの声を聞いている

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

同様の追悼式を開催

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

国・県・各市町村でも同様の式典を実施しており、追悼と平
和を祈念する事業として実施していく。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

事業の趣旨から、継続実施とする。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

追悼式
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会福祉費 目： 社会福祉総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
・住み慣れた地域で一人ひとりがお互いに支え合い、安心して暮らせる地域社会の構築を目指す。
・民生委員・児童委員と協力し地域住民の身近な相談相手、住民の見守り役、専門機関へのつなぎ役として活
動する福祉委員の活動を支援する。

事　 業　 の
実施内容等

・民生委員・児童委員の配置されていない行政区に対し福祉委員を朝来市長が委嘱している。
・民生委員・児童委員の指導・助言等に従い、協力して福祉活動を行い、地域福祉の向上を図っている。

　福祉委員の活動等
　総活動日数　1,547日
　総活動件数　1,849件

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 700,000 活動報償費 699,973

12.役務費 12,000 保険料 25,500

合　　計 712,000 725,473

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 712,000 725,473

合　　計 712,000 725,473

事務事業名 福祉委員活動事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

福祉委員
受益者数

（対象者数）
35

単
位

人

福祉委員
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 活動報償費 715,266 706,666 699,973 700,000

12.役務費 保険料 12,500 13,000 25,500 12,000

事業費計 727,766 719,666 725,473 712,000

　正規職員人件費 1,517,000 789,000 188,950 51,600

　臨時職員人件費 24,495

2,244,766 1,508,666 914,423 788,095

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

2,244,766 1,508,666 914,423 788,095
2,244,766 1,508,666 914,423 788,095

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

福祉委員数 人 36 35 35 35

・民生委員・児童委員の配置がない区に福祉委員を配置しているが、平成27年度に一地区で民生委員・児童委員が配置された
ため委員数が減少した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

訪問等活動件数 件 1,459 1,552 1,443 1,849

・平成28年度は一斉改選の年で全35名中29名の委員が改選となり、一時的に活動件数は減ったが、新規の委員も活動に慣れら
れ活動数が増加したものと考えている。

現在認識している課題

今後の方向、見通し等 ・地域の困られている方等の窓口となっていただけるよう、研修等を通じスキルアップしてもらう。

福祉委員
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

訪問等活動件数 1,539 972 634 426

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・福祉委員の活動件数が増加したことにより、成果単位あたりの金額が減少している。さらに活動が活発になるようよう研修を実
施していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

複数区担当の民生委員・児童委員からは、民生委員・児童委員が配置のない区の状況把握がし
にくい状況であるとの声がある。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

豊岡市、養父市では、社会福祉協議会が福祉委員を委嘱しており、豊岡市では各地区に福祉委
員を配置、養父市では、民生委員・児童委員が配置されない区に配置されている。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

高齢化が進むなかで、民生委員の配置のない区におい
て、民生委員活動を補完する福祉委員の果たす役割は大
きく必要な施策である。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

事業の趣旨から、継続実施とする。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

福祉委員
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会福祉費 目： 社会福祉総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
・日常生活の支えとなる社会福祉団体を支援する。
・朝来市社会福祉協議会への財政的支援（人件費補助）を行う。

事　 業　 の
実施内容等

・運営補助金については、朝来市社会福祉協議会運営事業補助金交付要綱、人件費補助基準による。
・正規職員9名（社協職員のうち地域福祉担当の職員分）に係る人件費のうち、実支給水準の4号下位の給料、
諸手当、社会保険料を補助対象とし、その70％を補助する。

・市町ボランタリー活動支援事業補助金については、災害ボランティアに特化し対象経費2,000千円×1/2＝
1,000千円を上限に活動を支援する。

・朝来市社会福祉協議会の事務所移転に伴う移転費の一部（1/2）を補助する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 40,810,000 人件費補助金、移転事業費補助金、災害ボランタリー活動補助金 37,108,000

合　　計 40,810,000 37,108,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 40,810,000 37,108,000

合　　計 40,810,000 37,108,000

事務事業名 社会福祉協議会支援事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

朝来市人口（Ｈ30.3月末時点）
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

社協
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 人件費補助金、災害ボランタリー活動補助金 40,256,000 36,215,000 37,108,000 40,810,000

事業費計 40,256,000 36,215,000 37,108,000 40,810,000

　正規職員人件費 658,000 685,000 174,100 251,400

　臨時職員人件費

40,914,000 36,900,000 37,282,100 41,061,400

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

40,914,000 36,900,000 37,282,100 41,061,400
40,914,000 36,900,000 37,282,100 41,061,400
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

対象職員数 人 10 9 9 9

・定年退職に伴う職員減に合わせ、補助基準の対象職員数を9名と改めた。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

対象職員数 人 10 9 9 9

現在認識している課題 ・賃金の上昇により今後も予算額は増加していく。

今後の方向、見通し等 ・地域福祉を担う中核的組織である。計画的、持続的に支援を行う。

社協

別紙-438



６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

対象職員数 4,091,400 4,100,000 4,142,456 4,562,378

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・H29年度は移転費補助が臨時的に発生したため、単位当たり金額が増加した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

福祉活動支援に寄与している

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

県下19市において約30%～100％の間で、同様の補助を行っている。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・地域福祉の中心となる団体であり、ひいては市民全体の
福祉サービスの向上につながるものであり、市が行うべき
である。
・平成26年度に見直しを行った。当面は現在の方式で運用
する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

情報の共有は、今以上に必要な課題と考える。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

1

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

行財政改革推進委員会にて補助金の在り方について検討する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

社協
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会福祉費 目： 社会福祉総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 ・朝来地域の健康福祉活動の拠点として、当該施設の維持管理を行う。

事　 業　 の
実施内容等

・朝来地域の健康福祉活動の拠点として、当該施設の維持管理を行う。
(管理委託先：(福）ひまわり　あさがおホール）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費 226,174 修繕料 29,376

12.役務費 6,813 建物火災保険料 9,734

13.委託料 360,000 管理委託料 360,000

合　　計 592,987 399,110

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 592,987 399,110

合　　計 592,987 399,110

事務事業名 福祉多目的ホール運営管理事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

朝来地域の住民基本台帳人口（H30.3月末時点）
受益者数

（対象者数）
5,773

単
位

人

多目的ホール
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 修繕料 246,485 899,856 29,376 226,174

12.役務費 建物火災保険料 9,734 9,734 9,734 6,813

13.委託料 管理委託料 360,000 360,000 360,000 360,000

事業費計 616,219 1,269,590 399,110 592,987

　正規職員人件費 215,000 236,000 10,250 16,000

　臨時職員人件費 52,000

831,219 1,557,590 409,360 608,987

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

831,219 1,557,590 409,360 608,987
831,219 1,557,590 409,360 608,987

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

施設利用者数 人 6,134 6,290 5,730 5,831

・平成27年度は支所のイベントやあさがおホール主催の「感謝の集い」が開催されたが、平成28年度以降は開催されなかったの
で利用者数が減少した。

現在認識している課題 ・経年による修繕費が増加している。

今後の方向、見通し等 ・適切な維持管理を行うとともに、計画的な修繕計画を検討する。

多目的ホール
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

施設利用者数 136 248 71 104

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・修繕費の発生具合、修繕内容により単位当たり金額が増減している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

目的内の利用であれば、ホールの使用料は無料であり使い勝手が良いとの意見を窓口にて聞い
ている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

不明

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

・ホールは、市民活動に広く利用されている。
・今後は、ホールの管理方法(委託・譲渡など）について、
市の手を離れる方向での検討が必要

事業実施の必要性 2 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

公共施設の再配置との関係から、見直しが必要。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

施設の複合化も検討しながら、改善見直しする。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

多目的ホール
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 災害救助費 目： 災害救助費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 ・火災・水害等による被災者に対し、見舞金又は弔慰金を支給する。

事　 業　 の
実施内容等

・「朝来市災害弔慰金の支給等に関する条例」や「朝来市災害見舞金等の支出金に関する内規」に基づき、火
災・水害等に係る弔慰金又は見舞金を支給する。

家屋等の全焼、全壊又は全流出
　住宅１戸当たり　100,000円
　付属建物１棟当たり　50,000円以内
　事業所等１棟当たり　50,000円以内

家屋等の半焼、半壊、又は半流出
　住宅１戸当たり　50,000円
　付属建物１棟当たり　30,000円以内
　事業所等１棟当たり  30,000円以内

災害に起因して死亡した場合
　１人当たり　50,000円

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

20.扶助費 300,000 火災見舞金（2件） 200,000

合　　計 300,000 200,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 300,000 200,000

合　　計 300,000 200,000

事務事業名 災害救助事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

朝来市人口（H30.3月末時点）
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

災害救助

別紙-445



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

20.扶助費 火災等見舞金 250,000 170,000 200,000 300,000

事業費計 250,000 170,000 200,000 300,000

　正規職員人件費 29,200 301,000 108,800 45,100

　臨時職員人件費

279,200 471,000 308,800 345,100

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

20,000 0 0
279,200 451,000 308,800 345,100
279,200 471,000 308,800 345,100

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

火災見舞金支給件数 件 4 1 2 2

現在認識している課題

今後の方向、見通し等 ・市としてお見舞いの気持ちを示す事業である。迅速的確に支給する。

災害救助

別紙-446



６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

火災見舞金支給件数 69,800 471,000 154,400 172,550

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・火災の種類、件数により増減がある。今後も適切に見舞金等を支給する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

なし

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

豊岡市、養父市においても同様の制度あり

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 拡充

被災者への弔慰金・見舞金であり、生活再建支援の一助
となっているため引き続き実施する。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

事業の目的から、継続実施とする。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

災害救助
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 66.77%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 社会福祉費 目： 福祉給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
・生活を支える社会保障制度の適正な実施を図る。
・ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援するため、児童を養育している母または父等に児童扶養手当を支給
する。

事　 業　 の
実施内容等

・母子・父子家庭等のうち、前年所得その他に基づき経済的支援が必要な世帯で請求のあった者について、審
査の上手当を支給する。

支給要件：父母の婚姻解消、未婚、遺棄　他
所得制限：あり（受給者本人及び同居する親族等扶養義務者）
支給日：12月、4月、8月の年3回、各4ヶ月分
支給額（H29年度）

　全部支給月額単価　＠42,290円
　一部支給月額単価　＠42,280円～＠9,980円
　児童2人の場合2人目は最大で9,990円を加算
　児童が3人以上の場合は3人目以降１人増えるごとに最大で5,990円を加算

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

12.役務費 46,000 郵便料 40,000

20.扶助費 109,261,150 児童扶養手当 115,302,500

合　　計 109,307,150 115,342,500

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 36,327,029 児童扶養手当支給費負担金 38,125,473

地方債

その他

一般財源 72,980,121 77,217,027

合　　計 109,307,150 115,342,500

事務事業名 児童扶養手当給付事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

受給者数（H30.3月末時点）
受益者数

（対象者数）
242

単
位

人

児扶手

別紙-449



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

9.旅費 職員出張旅費 6,080

12.役務費 郵便代 300,000 39,000 40,000 46,000

20.扶助費 児童扶養手当 115,881,350 114,153,100 115,302,500 109,261,150

事業費計 116,187,430 114,192,100 115,342,500 109,307,150

　正規職員人件費 3,666,000 3,385,000 1,992,890 1,072,000

　臨時職員人件費 95,550 166,095

119,853,430 117,577,100 117,430,940 110,545,245

財
源
内
訳

特
定
財
源

38,370,523 37,992,703 38,125,473 36,327,029

0
81,482,907 79,584,397 79,305,467 74,218,216

119,853,430 117,577,100 117,430,940 110,545,245
66.98% 66.73% 66.95% 66.77%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

受給者数 人 246 250 223 242

・世の中の価値観、経済状況の悪化等により、非婚化、晩婚化、少子化等が増えいると推測している。

現在認識している課題
・受給資格の確認は毎年８月の現況届において実施しているが、詳細な生活実態の調査が必要な場合において、把握
が難しい状況にある。

今後の方向、見通し等 ・法に定められた制度である。今後も適正に事務を執行する。

児扶手

別紙-450



６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

受給者数 487,209 470,308 526,596 456,799

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・受給者数の推移が横ばい傾向にあることから単位当たり金額も横ばいとなっている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

離婚等により経済的に不安定になる中で、一定額の手当があることはありがたいとの意見が窓口
であり。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

児童扶養手当法に基づく制度であるため同水準。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

児童扶養手当法に基づく国の給付制度であり、市民ニー
ズにはなじまない。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

法に基づいた制度であり、継続実施とする。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

児扶手
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 78.83%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 児童福祉費 目： 児童福祉総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
・住み慣れた地域で一人ひとりがお互いに支え合い、安心して暮せる地域社会の構築を目指す。
・母子家庭等が経済的な自立を図れるよう支援や援助を行う。

事　 業　 の
実施内容等

・母子・父子自立支援員を１名設置　【朝来市母子・父子自立支援員設置規則】
・配偶者のいない女子等で現に児童を扶養している者及び寡婦の個々の状況に応じ、相談支援を行う。
・子育て・生活支援・就労支援・養育費の確保・経済的支援策等の諸施策を組み合わせ、自立に向けた総合的
な支援を行う。
・母子父子自立支援相談指導結果　３１６件／５７５回
・朝来市母子家庭等福祉懇談会開催（朝来市婦人共励会　親子のつどい共催）参加者１６名（共励会含む）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 【母子自立支援員賃金1名分　1,970,911】

9.旅費 89,800 支援員出張旅費 55,370

14.使用料及び賃借料 50,000 母子家庭等福祉懇談会「親子のつどい」バス借り上げ料 50,000

合　　計 139,800 105,370

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 0 母子家庭等対策費補助金（自立支援プログラム策定事業） 200,000

県支出金 29,600 母子父子寡婦福祉資金償還事務費市交付金 25,900

地方債

その他

一般財源 110,200 ▲ 120,530

合　　計 139,800 105,370

事務事業名 母子・父子自立支援員設置事業 担当部課 社会福祉課

事業の受益者
（対象者）

母子・父子・寡婦世帯
受益者数

（対象者数）
356

単
位

世帯

母子自立支援員

別紙-453



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 母子自立支援員賃金１名

9.旅費 支援員出張旅費 89,890 78,020 55,370 89,800

14.使用料及び賃借料 自動車（バス）借上料 50,000 50,000 50,000

事業費計 89,890 128,020 105,370 139,800

　正規職員人件費 2,274,507 704,554 616,950 1,128,000

　臨時職員人件費 2,596,363 2,466,495 1,343,290 1,939,800

4,960,760 3,299,069 2,065,610 3,207,600

財
源
内
訳

特
定
財
源

160,000 80,000 100,000
22,500 25,300 25,900 29,600

4,778,260 3,193,769 1,939,710 3,178,000
4,960,760 3,299,069 2,065,610 3,207,600

-103.03% 17.75% -19.48% 78.83%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

相談件数 件 274 255 269 316

相談件数は年々増加している

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

就労支援件数 件 17 12 19 15

　就労相談、就労支援は横ばいである。

現在認識している課題 自立支援に向けた就労支援等を行っているが、本人の就労意欲が乏しく就労になかなか結び付かない。

今後の方向、見通し等 相談を受ける中で、指導助言を行い、継続的なサポートを実施し、自立の支援をする。

母子自立支援員
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

相談のうち、就労につながった相談１件あたりの人件費 291,809 274,922 108,716 213,840

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　平成28年度から人件費計算シートの按分方法が変更になり、事務事業に係る人件費比率が減少したことにより少なくなってい
る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

就労支援をすることにより、母子等の自立の手助けとなり、喜ばれている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣の市町でも母子・父子自立支援員１名の配置であり、同水準。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

母子及び父子並びに寡婦福祉法により委嘱が義務づけら
れている制度であり、母子等から相談を受ける中で、指導
助言を行い、継続的なサポートを実施し、自立の支援をし
ていくために必要である。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

事業の趣旨、目的から、継続実施とする。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

1 休止

1

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

1 休止

母子自立支援員
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 障害者団体等支援事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

合　　計 876,500 883,500

その他

一般財源 876,500 883,500

県支出金

地方債

合　　計 876,500 883,500

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

676,000

185,500

1.ソフト事業

事業の目的
障害のある人が、自らの能力を最大限に発揮し、地域の中で自立して生活できるよう、各団体の活動を支援す
る。

事　 業　 の
実施内容等

・障害のある人が自らの能力を最大限に発揮し、地域の中で自立して生活できるよう、朝来市身体障害者福祉
協会、朝来市手をつなぐ育成会、但馬地区身体障害者協議会に対して、補助金を交付する。
・各団体においては、障害者及びその家族が中心となり、社会参加の機会をつくるためのスポーツ大会等の開
催や、様々な啓発活動、行政の行う事業への参画等を行っている。

・朝来市身体障害者福祉協会
【主な活動内容】　県・市スポーツ大会、県・但馬・市グラウンドゴルフ大会、各種研修会、相談会（毎月）等

・朝来市手をつなぐ育成会
【主な活動内容】　親と子の学級事業、親子ふれあい事業、レクリエーション事業、各種研修会等

・但馬地区身体障害者協議会
【主な活動内容】　研修会等

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 17 事業種別

項： 社会福祉費 目： 障害者福祉費

）
重点

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

身体障害者団体・知的障害者とその家族の団体
受益者数

（対象者数）
727

単
位

19.負担金補助及び交付金 876,500 22,000

人

平成 30 年度

但馬地区身体障害者協議会負担金 22,000

676,000

178,500朝来市手をつなぐ育成会補助金

朝来市身体障害者福祉協会補助金

障害者団体
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

手帳の所有者数の減少等に伴い、会員数が減少傾向にある。

朝来市手をつなぐ育成会　会員数 人 57 55 53 51

朝来市身体障害者福祉協会　会員数 人 1,527 676 676 676

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,516,620 1,340,500 1,053,900 1,003,235
1,516,620 1,340,500 1,053,900 1,003,235

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 0 0 0 48,735

1,516,620 1,340,500 1,053,900 1,003,235

事業費計 1,136,620 890,500 883,500 876,500

　正規職員人件費 380,000 450,000 170,400 78,000

朝来市手をつなぐ育成会助成金 259,500 192,500 185,500 178,500

朝来市身体障害者福祉協会助成金 855,120 676,000 676,000 676,000

28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 但馬地区身体障害者協議会負担金 22,000 22,000 22,000 22,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

現在認識している課題 会員数の減少や高齢化に伴い、活動が活性化し難い。

今後の方向、見通し等 会の周知や活性化を促進するため、広報活動や紹介のチラシの作成等について、側面からも支援する。

障害者団体
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

行財政改革推進委員会にて補助金の在り方について検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

多くの団体の共通の課題として、会員の加入が増加せず、
高齢化の課題が生じている。会員数増が、会の活性化に
繋がり、その事が、障がい者福祉の向上に繋がっていくも
のと考える。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

障害のある人が地域の中で自立して生活できるよう活動す
る団体に対する支援であり、継続して市が行うべきである。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

手帳の所有者数の減少等に伴い、会員数が減少傾向にある。
手帳の交付時に、会の活動内容等周知を図ることで、新規入会の機会を増やす。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

会員となり行事等に参加することにより情報交換ができる。（会員）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町でも補助金を交付している。

朝来市身体障害者福祉協会　会員数 993 1,983 1,559 1,484

朝来市手をつなぐ育成会　会員数 26,607 24,373 19,885 19,671

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

障害者団体
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 障害者相談員設置事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

項： 社会福祉費

一般財源 259,000 259,000

合　　計 259,000 259,000

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 259,000 259,000

7,000 ボランティア保険料 7,000

事業の目的
・障害のある人や保護者からの相談に応じることができるよう、身近な相談窓口として、身体障害者相談員及び
知的障害者相談員を委嘱し、相談体制の充実を図る。
・相談支援事業との連携により地域生活の充実を図る。

事　 業　 の
実施内容等

・身体障害者相談員　１０名
・知的障害者相談員　　４名
（その他県委嘱　精神障害者相談員　４名）

【具体的活動】
・個別相談の充実のため、広報等での相談員の周知
・相談員活動の充実のため来所相談日の設定等の実施

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 24 事業種別 1.ソフト事業

目： 障害者福祉費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

障害者（児）とその家族等
受益者数

（対象者数）
約2,500

単
位

252,000 身体障害者相談員及び知的障害者相談員謝礼 252,000

12.役務費

人

平成 30 年度

障害者相談員
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

28年度は相談員の改選で新たに相談員となった方もあり、相談件数が減少した。
障害福祉サービス等の周知、インターネットの普及等で情報を得やすくなったこともあり、年々相談件数が減少している。

身体・知的障害者相談員　相談活動件数 件 413 490 334 281

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

584,460 637,086 422,700 445,000
584,460 637,086 422,700 445,000

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

584,460 637,086 422,700 445,000

事業費計 266,000 252,000 259,000 259,000

　正規職員人件費 318,460 385,086 163,700 186,000

12.役務費 ボランティア保険料 7,000 0 7,000 7,000

11.需用費 消耗品費 7,000 0 0 0

9.旅費 研修会講師旅費 0 0 0 0

8.報償費 身体障害者相談員及び知的障害者相談員謝礼 252,000 252,000 252,000 252,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 相談窓口の周知、相談活動の方法等に関する相談員のスキルアップ等

今後の方向、見通し等
相談員について周知し、活動の場を広げていきたい。相談業務については、障害者が地域で生活する上で身
近な相談手段として重要な役割と考える。

障害者相談員
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

相談員制度の広報・PR展開を充実しながら、継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

相談員制度の、広報・PR不足の感が否めない。相談員の
スキルアップの為にも、研修機会の増や、各種情報共有の
場が必要と考える。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

身体、知的障害者の地域においての身近な相談窓口とし
て、相談体制の充実を図るうえで重要な役割を果たしてい
る。
また、県からの委譲事務であり、市が行うべきである。
引き続き、相談員設置事業について周知を図っていく。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

障害福祉サービス等の周知、インターネットの普及等で情報を得やすくなったこともあり、年々相談件数が減少している。
相談員について広報する機会を増やし、また、市への相談者に紹介をしていく。
また、２年任期の相談員の入れ替わりに対し、研修への積極的な参加を促す等、相談員のスキルアップに努める。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

相談員について周知し、活動の場を広げていきたい。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

各市町で相談員を委嘱し、相談窓口を設置している。

身体・知的障害者相談員　相談活動件数 1,415 1,300 1,266 1,584

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

障害者相談員
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 知的障害者小規模作業所支援事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

項： 社会福祉費

一般財源 8,723,000 6,262,000

合　　計 10,612,000 7,824,000

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 1,889,000
地域生活支援センター基礎的事業及び障害者小規模通所援護事
業補助金

1,562,000

合　　計 10,612,000 7,824,000

事業の目的
障害のある人が自らの能力を最大限に発揮し、地域の中で自立して生活できるよう、社会参加等を促進する
ため、障害者小規模作業所等を運営する団体等に補助金を交付する。

事　 業　 の
実施内容等

【地域活動支援センター】
障害のある人で、雇用されることが困難な人の日中活動の場として、自らの能力を生かした創作的活動や生
産活動の機会の提供、日中の居場所づくり、社会との交流促進等の機会の提供などを行う。

「地域活動支援センターおいで」　（朝来市）　5,763,000円（利用登録：9人、実利用：5人）
「幸せきっぷ」　（朝来市）　3,241,000円（利用登録：8人、実利用：3人）
「地域活動支援センターぴあほのか」 （豊岡市）　731,000円（利用登録：1人、実利用：1人）
「地域活動支援センター開拓松葉園」（多可町）　 877,000円（利用登録：1人、実利用：1人）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 25 事業種別 1.ソフト事業

目： 障害者福祉費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 82.20%

事業の受益者
（対象者）

利用登録者数
受益者数

（対象者数）
19

単
位

10,612,000 地域活動支援センター補助金 7,824,000

人

平成 30 年度

小規模作業所
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

地域活動支援センターが、市内に１箇所新設されたことにより、H29年度は、利用登録者数が増加した。

利用登録者数 人 11 13 11 19

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

81.83% 80.67% 80.04% 82.20%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

6,657,690 7,631,000 6,305,200 9,197,900
8,031,690 9,300,000 7,867,200 11,086,900

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
1,374,000 1,669,000 1,562,000 1,889,000

　臨時職員人件費

8,031,690 9,300,000 7,867,200 11,086,900

事業費計 7,563,690 8,636,000 7,824,000 10,612,000

　正規職員人件費 468,000 664,000 43,200 474,900

19.負担金補助及び交付金 地域活動支援センター補助金 7,563,690 8,636,000 7,824,000 10,612,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

運営側の課題として、利用者の就労継続支援サービス等へのステップアップ希望などによる安定的な利用
者の確保が得にくいことや、一定の給付サービス量が確保できる他の障害者自立支援法による個別給付と
異なり、事業に対する補助制度となっているため、この事業単独での利益を上げることは、なかなか困難で
ある。

今後の方向、見通し等

事業や施設についての周知や関係機関との連携を図る。
他の事業との組み合わせにより、相乗的な効果を得るなかで、経営の合理化を図りながらの展開を考えて
いく必要もある。

小規模作業所

別紙-466



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

情報共有の場、施設長会議など、ネットワーク化が図れる
ような検討が必要と考える。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

障害者の活動の場を提供する団体への補助であり、障害
者の社会参加を促すものである。利用者からのニーズは
高い。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

地域活動支援センターが、市内に１箇所新設されたことにより、H29年度は、利用登録者数が増加した。
引き続き、事業者や施設の周知を図り、利用者数の増加に努める。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

昼間の居場所として必要な施設である。（利用者）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

補助基準に基づき運営費の補助を実施している。

利用登録者数 730,154 715,385 715,200 583,521

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

小規模作業所
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 障害者（児）地域生活支援事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

一般財源 19,746,748 20,907,821

合　　計 33,040,748 33,213,821

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 8,863,000 障害者地域生活支援事業補助金 8,204,000

県支出金 4,431,000 障害者地域生活支援事業補助金 4,102,000

合　　計 33,040,748 33,213,821

19.負担金補助及び交付金 200,000 自動車改造費助成 100,000

20.扶助費 13,960,603
日常生活用具給付等事業、移動支援事業、更生訓練費事業、日
中一時支援事業、障害者タクシー助成事業

14,089,381

12.役務費 334,180 医師意見書作成手数料 371,625

13.委託料 18,163,530
相談支援機能強化事業、意思疎通支援事業、生活訓練事業、ス
ポーツレクリエーション教室開催等事業、精神障害者デイケア事
業、区分認定調査業務等

18,145,630

8.報償費 31,075 意思疎通支援者派遣事業 2,825

11.需用費 72,360 障害者タクシー利用料金助成券印刷費 72,360

1.ソフト事業

事業の目的 障害がある人が自らの能力を発揮し、地域の中で自立して生活することができるよう支援する。

事　 業　 の
実施内容等

【委託料】
・相談支援事業：委託相談支援事業所　5,000,000円（3箇所）、1,800,000円（1箇所）
・手話奉仕員養成研修事業：手話奉仕員養成講座講師委託料 332,550円
・社会参加支援（レクリエーション活動等支援）
身体障害者スポーツ大会委託料　100,000円、知的障害者（児）プール利用時補助 46,800円

・日常生活支援（生活訓練等）
理学療法士等派遣委託料　64,000円

・精神障害者デイケア事業：毎月2回実施　460,000円
・障害程度区分認定調査業務委託料　　360,180円
【扶助費】
・日常生活用具給付等事業　8,375,032円（816件）
・移動支援事業　　2,911,980円（個別支援型：2,305,100円、車両移送型：606,880円）
・障害者タクシー助成事業　1,987,000円（235件）

（重度の障害者に対し、１枚500円のタクシー利用料金助成利用券を年間24枚を限度として交付。）
・日中一時支援費　686,591円（実利用者数：13人、延べ利用回数：211回）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 18 事業種別

項： 社会福祉費 目： 障害者福祉費

）
重点

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 59.76%

事業の受益者
（対象者）

障害者（児）手帳保持者
受益者数

（対象者数）
1,883

単
位

1.報酬 279,000 認定審査会委員報酬 432,000

人

平成 30 年度

地域生活支援
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

手帳の所持者数の減少に伴い、利用者数はやや減少傾向にある。

事業利用者数 人 776 784 750 711

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 59.48% 62.95% 61.70%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

34,627,847 21,142,955 22,706,841 23,995,050
34,627,847 33,811,955 35,012,841 37,289,050

0 0 0
0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

8,446,000 8,204,000 8,863,000
4,223,000 4,102,000 4,431,000

　臨時職員人件費 146,120

34,627,847 33,811,955 35,012,841 37,289,050

事業費計 32,351,847 31,266,955 33,213,821 34,710,000

　正規職員人件費 2,276,000 2,545,000 1,652,900 2,579,050

20.扶助費
日常生活用具給付等事業、移動支援事業、更生訓練費事
業、日中一時支援事業、障害者タクシー助成事業 15,230,742 12,773,390 14,089,381 14,730,000

19.負担金補助及び交付金 自動車改造費助成 0 200,000 100,000 1,091,000

13.委託料
相談支援機能強化事業、意思疎通支援事業、生活訓練事
業、スポーツレクリエーション教室開催等事業、精神障害者デ
イケア事業、区分認定調査業務等

17,047,000 17,782,240 18,145,630 18,184,000

12.役務費 医師意見書作成手数料 0 144,720 371,625 283,000

11.需用費 障害者タクシー利用料金助成券印刷費 71,280 71,280 72,360 73,000

8.報償費 意思疎通支援者派遣事業 2,825 2,825 2,825 34,000

1.報酬 認定審査会委員報酬 0 292,500 432,000 315,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
　国県補助金の交付枠に限度があり、本来の補助率どおりの交付が受けられないため、市の負担額が大き
くなっている。

今後の方向、見通し等 　他市町においても同様の現状があることから、国県に対し、引き続き連携して要望していく。

地域生活支援
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

廃止

休止

拡充

委託事業者と一層連携を強化しながら、継続実施する。

○ 継続実施

11．最終評価

評価 評価理由

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

地域共生社会の実現に向けて、利用者ニーズの把握を図
り、需要と供給のバランスを考えた事業の再構築の検討を
始める必要がある。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

障害者の増加やケースの増加により、相談支援機能強化
事業をはじめとして、行政では人員的、時間的などの事情
から実施できない事業を委託している。
障害者（児）が地域で自立した生活を送るために必要な支
援であり、利用者も増加している。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・手帳の所持者数の減少に伴い、利用者数はやや減少傾向にあるものの、総事業費は横ばい状態である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

障害者（児）が地域で生活するために必要な支援である。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

各市町で補助基準に基づき実施している。

事業利用者数 44,624 43,127 46,684 52,446

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

地域生活支援
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 グループホーム利用者等助成事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

一般財源 1,376,594 1,188,978

合　　計 2,751,594 2,375,978

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 1,375,000 グループホーム等家賃負担軽減事業補助金 1,187,000

合　　計 2,751,594 2,375,978

1.ソフト事業

事業の目的
・共同生活援助事業所及び共同生活介護事業所の利用者の家賃負担の一部を助成する。
・障害者の地域での自立生活を支援するとともに、費用面での負担を軽減することで地域生活移行を推進す
る。

事　 業　 の
実施内容等

　障害者（非課税）が利用・入居するグループホーム等の家賃額から１０，０００円を差し引いた金額の１／２を助
成する。（差し引いた１０，０００円は補足給付費として障害福祉サービス費とともに事業者に支払う。）

※朝来市グループホーム等利用者家賃負担軽減事業実施要綱

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 17 事業種別

項： 社会福祉費 目： 障害者福祉費

）
重点

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 50.03%

事業の受益者
（対象者）

グループホーム等入所者
受益者数

（対象者数）
34

単
位

20.扶助費 2,751,594 グループホーム等家賃負担軽減事業扶助費 2,375,978

人

平成 30 年度

グループホーム
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

グループホームへの入居希望は多く、それに伴い近隣市町においてもグループホームが建設されており、入居者が増加してい
る。

グループホーム利用者等助成事業対象者 人 28 31 33 34

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 58.35% 50.04% 50.03%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,219,098 1,645,742 1,209,128 1,468,844
2,219,098 2,545,742 2,396,128 2,843,844

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
900,000 1,187,000 1,375,000

　臨時職員人件費

2,219,098 2,545,742 2,396,128 2,843,844

事業費計 1,914,092 2,160,656 2,375,978 2,751,594

　正規職員人件費 305,006 385,086 20,150 92,250

20.扶助費 グループホーム等家賃負担軽減事業扶助費 1,914,092 2,160,656 2,375,978 2,751,594

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 　グループホーム入所希望者が増加しているが、但馬管内、朝来市のグループホームに空きがない。

今後の方向、見通し等 　入所希望のニーズに対応できるよう施設整備について検討をすすめている。

グループホーム
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

安心して暮らすことのできる、地域社会の実現のために、
受け皿づくりの検討は重要である。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

障害者が地域で自立した生活を送るために必要な支援で
ある。
グループホームの空きを待つ利用者は多く、実際の利用
者も増加しており、ニーズが高い。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
入居するグループホームの家賃額に応じて変化している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

無

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

他市町でも実施している

グループホーム利用者等助成事業対象者 79,254 82,121 72,610 83,642

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

グループホーム
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 重度心身障害者（児）介護手当支給事業 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

一般財源 187,500 270,000

合　　計 200,000 320,000

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 12,500 重度心身障害者（児）介護手当支給事業補助金 50,000

合　　計 200,000 320,000

1.ソフト事業

事業の目的
・重度心身障害者(児)の介護者に、介護手当を支給する。
・介護者又は障害者の負担を軽減し、地域の中で生活ができるよう支援する。

事　 業　 の
実施内容等

【対象者】　重度の心身障害者(児）の介護者
【手当額】　年額160,000円　（２月と８月に半額を支給)

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

26 障害のある人の自立支援の充実 Ｈ 17 事業種別

項： 社会福祉費 目： 福祉給付費

）
重点

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 93.75%

事業の受益者
（対象者）

重度心身障害者(児)の介護者
受益者数

（対象者数）
2

単
位

20.扶助費 200,000 重度心身障害者（児）介護手当 320,000

人

平成 30 年度

介護手当
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　新規の認定者が無く、既存の対象者が入所等により資格喪失となったため。

手当受給者 人 4 3 2 2

　新規の認定者が無く、既存の対象者が入所等により資格喪失となったため。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

手当受給者 人 4 3 2 2

100.00% 88.97% 84.38% 93.75%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

756,391 1,085,055 333,400 231,700
756,391 1,135,055 383,400 244,200

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 50,000 50,000 12,500

　臨時職員人件費

756,391 1,135,055 383,400 244,200

事業費計 560,000 453,333 320,000 200,000

　正規職員人件費 196,391 681,722 63,400 44,200

20.扶助費 重度心身障害者（児）介護手当 560,000 453,333 320,000 200,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 手帳交付時等、制度について説明しているが、受給要件に該当する介護者がない。

今後の方向、見通し等 　継続して介護者に対して手当を支給するとともに、制度の周知に努める。

介護手当
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

事業の趣旨、目的を考慮し、継続実施が必要である。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

在宅の重度障害者を介護している家族を対象としている
制度であり、障害のある人が、地域で自立した生活を送る
ために必要な支援である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　年度途中の資格喪失による。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

無

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

各市町で実施しているが、手当額については補助基準額を上回っているところが多い。

手当受給者 189,098 378,352 191,700 122,100

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

介護手当
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 児童福祉一般管理事業（社会福祉課） 担当部課 健康福祉部　社会福祉課

一般財源 256,389 550,222

合　　計 464,389 777,222

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 148,000 子ども・子育て支援交付金（子供を守る地域ネットワーク機能強化事業） 136,000

県支出金 60,000 子ども・子育て支援交付金（子供を守る地域ネットワーク機能強化事業） 91,000

合　　計 464,389 777,222

19.負担金補助及び交付金 15,000 但馬地区里親会負担金 15,000

27.公課費 0 自動車重量税 5,000

12.役務費 80,834 公用車保険料等 65,560

13.委託料 0 児童相談システム改修費 216,000

9.旅費 83,840 職員出張・研修旅費、講師招聘旅費 68,470

11.需用費 268,715 消耗品費・燃料費・印刷費・修繕料 328,192

1.ソフト事業

事業の目的
・関係機関との連携を図り、子育て支援体制・制度やサービスの充実・強化を図る。
・要保護児童の早期発見及び適正な支援に努める。

事　 業　 の
実施内容等

・要保護児童対策地域協議会を設置
代表者会議、実務者会議、個別支援会議を組織する。

　調整機関（事務局）を担い、必要な事務経費を措置する。

　代表者会議：年１回開催　構成員　１４名
　実務者会議：年３回開催　構成員　１０名程度
　個別支援会議：①定例会議　月１回(基準：第３月曜日）開催（年１２回）　構成員　　１０名程度

②個別ケースの支援会議　　随時開催　　構成員はケース毎の関係者　　１０名程度

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

20 子育て支援の充実 Ｈ 17 事業種別

項： 児童福祉費 目： 児童福祉総務費

）
重点

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 55.21%

事業の受益者
（対象者）

18歳未満の者
受益者数

（対象者数）
4,898

単
位

8.報償費 16,000 委員謝礼、講師謝礼 79,000

人

平成 30 年度

児童福祉一般
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

　検討案件の増減による。

個別支援会議 回 39 73 60 60

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

80.79% 79.09% 78.64% 55.21%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

668,655 544,814 611,222 256,389
827,655 688,814 777,222 464,389

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

86,000 94,000 83,000 148,000
73,000 50,000 83,000 60,000

　臨時職員人件費

827,655 688,814 777,222 464,389

事業費計 827,655 688,814 777,222 464,389

　正規職員人件費

27.公課費 自動車重量税 5,000 0 5,000 0

19.負担金補助及び交付金 但馬地区里親会負担金 15,000 15,000 15,000 15,000

13.委託料 児童相談システム改修費 0 0 216,000 0

12.役務費 専用ダイヤル通信費、公用車保険料等 306,109 247,882 65,560 80,834

11.需用費 消耗品費・燃料費・印刷費・修繕料 417,256 267,722 328,192 268,715

9.旅費 職員出張・研修旅費、講師招聘旅費 44,290 129,210 68,470 83,840

8.報償費 委員謝礼、講師謝礼 40,000 29,000 79,000 16,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 　関係機関（豊岡こども家庭センター・保育所・こども園・小中学校）との連携強化

今後の方向、見通し等

　児童虐待防止に関する取組みの強化
　　・関係機関による情報共有の徹底を図る
　　・広報紙やパンフレットなどにより、児童虐待防止に関する情報を提供し、住民の関心を喚起する
　　・調整機関（事務局）職員の専門性強化を図る
　　　　児童福祉司任用資格取得後の研修や、児童虐待への専門性を向上させるための研修等

児童福祉一般
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

関係機関との連携を強化しながら、支援体制の構築を図る。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施
乳幼児虐待も増加傾向があり、乳幼児遺棄もあった。社会
情勢、経済情勢の急激な変化で、家族の在り方も大きな曲
がり角に来ており、乳幼児、児童を取り巻く環境は益々厳
しくなってきており、小さな困りごとから、十分な対応が必要
であり、しっかりした、支援体制の構築が重要である。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

要保護児童対策地域協議会は、児童福祉法において位置
づけられており、関係機関の連携による適切な保護や支援
を行っていくためにも必要である。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成26年度から28年度においては、システムの改修費や相談専用ダイヤル等設置により単位当たり費用が増えている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

無

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

但馬管内では各市町に設置されている。

個別支援会議 21,222 9,436 12,954 7,740

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

児童福祉一般
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市内65歳以上の高齢者

受益者数
（対象者数）

約10,350
単
位

事務事業名 老人保護措置事業 担当部課 健康福祉部　高年福祉課

合　　計 71,879,867 60,631,568

その他 14,899,275 老人保護施設入所者徴収金 13,789,712

一般財源 56,980,592 46,841,856

県支出金

地方債

合　　計 71,879,867 60,631,568

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

20.扶助費 71,816,347 老人保護措置費 60,570,178

32,000 入所判定委員謝礼 32,000

9.旅費 31,520 出張旅費、入所者訪問調査等 29,390

事業の目的
住環境が粗悪、身寄りがない、また、低所得などの理由により、自宅での独立した生活が営めない概ね65歳以
上の高齢者を養護老人ホームに入所させ、安心・安全で尊厳ある生活を確保することを目的とする。

事　 業　 の
実施内容等

○現在の被措置者は35人で11施設に入所（30年3月末）
鶴林園(加古川市)2人、コスモス荘（豊岡）4人、ことぶき苑（豊岡市）2人、かるべの郷あじさい(養父市)10人、
青葉荘(丹波市)4人、三相園（丹波市）1人、五輪荘（丹波市）3人、五色園（洲本市）3人、たつの荘（姫路市）1

人、三愛荘（福知山市）3人、福寿園（福崎町）2人
○入所者負担金

利用者費用徴収基準(39階層)に基づき徴収する。扶養義務者がいる場合は税額等により18階層あり、別途
徴収する。

○入所判定委員
医師（2名）、福祉施設（福祉施設施設長）、行政機関（健康福祉事務所長、課長、専門員）で組織された入所
判定委員会で、養護老人ホームの入所は適切かを判定する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬

事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会福祉費 目： 老人福祉費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 民生費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

措置

別紙-485



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
　身寄りのない一人暮らし高齢者が年々増加してきており、この制度の対象となる可能性の者が今後も増加すると考えられる。
　また、養護老人ホーム入所者で、介護度が進み特別養護老人ホームへの入所転換が必要となる方が発生している。

今後の方向、見通し等
　地域包括支援センターや生活保護担当、民生委員等と連携して、情報の収集と早期対策に取り組む。
　身寄りがなく福祉事務所長が身元引受人になっている入所者については、成年後見制度の利用を進めていく必要がある。

　合併以後、少しずつ措置者数は増加してきており、今年度は特に急増している。

措置者数 人 27 28 29 35

　合併以後、少しずつ相談件数は増加している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

相談件数 件 7 5 5 12

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

48,428,196 49,126,894 49,010,256 58,435,692
61,891,708 62,324,842 62,799,968 73,334,967

13,463,512 13,197,948 13,789,712 14,899,275

財
源
内
訳

特
定
財
源

　臨時職員人件費 0 0 0 0

61,891,708 62,324,842 62,799,968 73,334,967

事業費計 60,863,708 61,108,842 60,631,568 71,879,867

　正規職員人件費 1,028,000 1,216,000 2,168,400 1,455,100

20.扶助費 老人保護措置費 60,798,978 61,062,442 60,570,178 71,816,347

9.旅費 出張旅費、入所者訪問調査等 52,730 26,400 29,390 31,520

28年度 29年度

8.報償費 入所判定委員謝礼 12,000 20,000 32,000 32,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

措置
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 3 改善見直し

法に沿って実施すべき事業である。

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

A

事業実施の緊急性 3 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇老人福祉法第11条に定められた業務のため、市が必ず
行わなければならない業務であり、存廃検討の余地はな
い。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　成果数値に大きな変化はない。
　引き続き、困窮高齢者の存在に目を配り、必要な者に必要なタイミングで必要な措置を行っていく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

民生委員をはじめ地域の住民や、ケアマネージャー等老人福祉に係わる関係者から、好意的な
コメントを頂くことが多い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

老人福祉法で定められた業務のため、他自治体とサービスの差異はない。

措置者数 2,292,285 2,225,887 2,165,516 2,095,285

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

措置
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

法人
事業の受益者

（対象者）
朝来市シルバー人材センター

受益者数
（対象者数）

1
単
位

事務事業名 シルバー人材センター支援事業 担当部課 健康福祉部　高年福祉課

合　　計 10,920,000 10,920,000

その他

一般財源 10,920,000 10,920,000

県支出金

地方債

合　　計 10,920,000 10,920,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

10,920,000 朝来市シルバー人材センターへの補助金ほか 10,920,000

事業の目的
高齢者となっても生き生きと生活・活躍する場づくりを行うことが求められており、高齢者の就業機会の確保や
技術研修などを実施するシルバー人材センターを支援することにより、高齢者の健康・生きがいづくりを促進す
る。

事　 業　 の
実施内容等

主たる事業の内容：就業開拓及び提供、適正就業の徹底、労働者派遣事業への参入
事業実績
　公共的事業：JR無人駅乗車券販売業務、公共道路の清掃、草刈業務、社会教育施設の管理人

、幼稚園、小学校用務員業務、文化会館公演時駐車場整理業務ほか
　市民対象事業：主に高齢者世帯を対象にした家事支援事業で、草刈り、住宅改修、家の内外整理

・片付け・処分、介護支援など、年々増加傾向となっている。

補助金 10,920千円

(内訳) 10,800千円（事務事業補助金）
50千円（国シルバー協会費）
70千円（県シルバー協会費

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会福祉費 目： 老人福祉費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 民生費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

シルバー
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
　今後ますます高齢者が増加するため、高齢者の培われた知識や技術を活用し、今必要とされている就業に繋げることが目的である。そのためのサ
ポートをシルバー人材センターが行い、就業することでやりがいや生きがいづくりを行う。
　今後も会員数の更なる増加に繋がるように努力していく必要がある。

今後の方向、見通し等
　一人暮らしや高齢者夫婦のみ世帯が増加し、自宅周辺の整理や買い物など家事支援が必要な高齢者世帯が増加している。
　また、介護保険制度では賄いきれない生活支援の要望もあるため、シルバー人材センターでは、平成24年度から福祉・家事援助事業を本格的に実
施しており、このため本課では福祉・家事援助事業を側面的に支援する。

　受注件数に大きな変化はない。

受注件数 件 2557 2335 2279 2334

　会員数に大きな変化はない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

シルバー人材センター会員数 人 478 460 462 469

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

13,302,000 11,198,000 10,950,000 11,147,200
13,302,000 11,198,000 10,950,000 11,147,200

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 0 26,000 0 0

13,302,000 11,198,000 10,950,000 11,147,200

事業費計 10,920,000 10,920,000 10,920,000 10,920,000

　正規職員人件費 2,382,000 252,000 30,000 227,200

28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 朝来市シルバー人材センターへの補助金ほか 10,920,000 10,920,000 10,920,000 10,920,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

シルバー
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

決算状況を適切に把握し、交付金額の妥当性を検討する。

継続実施

改善見直し

○ 抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充
◆抜本的見直し（4/4）

　平成26～29年度まで毎年10,920千円が交付金として、朝来市シルバー人材センターに交付されている。
毎年同額の交付金を交付する算定根拠というものが明らかにされなかった。シルバー人材センターに対す
る支援は継続する必要があるが、交付金の金額の算定根拠を明らかにし、その交付金額が適正であるの
かということを明確にする必要がある。また、成果指標が会員数のみであり、成果の評価が難しいというの
も課題となった。

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 3 改善見直し

高齢者の生きがいづくり、居場所づくりに繋がり、このこと
が、医療費抑制、介護予防、健康寿命の延伸に繋がる施
策とも考えられる。積極的に連携し、更なる活性化を模索
する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇2015時点で本市の老年人口は10,532人であり、市の人
口構成の約33.9%である。今後も老年人口の割合は増加す
ることが予想されており、市民全体への影響のある事業で
あるといえる。事業全体として民間主体の事業実施の可能
性を検討しながら継続実施していくべきと考える。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　受注件数に大きな変化はないため、人件費の変化が、成果単位あたりの金額の減少につながっていると考える。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

シルバー人材センターで働いている方からは、自分の技能を生かした就業の場が得られてうれし
い、という好意的なコメントを、また、利用者からも、安価で手軽にサービスを利用できる、という好
意的なコメントを聞く。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬内他自治体でも、シルバー人材センターに同程度の補助を行っている。

受注件数 5,202 4,796 4,805 4,776

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

シルバー
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
事業実施対象者

受益者数
（対象者数）

1,058
単
位

事務事業名 地域福祉基金運用事業 担当部課 健康福祉部　高年福祉課

合　　計 1,600,000 1,795,000

その他 1,600,000 地域福祉基金積立金利子収入、基金繰入金 1,866,928

一般財源 0 ▲ 71,928

県支出金

地方債

合　　計 1,600,000 1,795,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

1,600,000 ボランティアグループ育成事業・市内福祉施設合同連絡会事業補助金 1,795,000

事業の目的
「朝来市地域福祉基金」から生じる利子を財源として、民間団体等が行うボランティア活動等の地域福祉活動事
業に活動補助金を交付し、高齢者の保健福祉の増進と民間福祉活動の活性化を図る。

事　 業　 の
実施内容等

①ボランティアグループへの活動補助
地域のボランティア団体の活動を支援するとともに、新しい組織を育成するため、ボランテイア組織に活動
助成を行う。

②高齢者施設合同連絡会(喜楽苑、あさがおホール、平生園、緑風の郷、さくらの苑)
市内の特養5施設連携とボランティア活動の人材育成や福祉従事者の知識・技術の習得と向上を図る。
機関紙の発行、合同研修会など。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会福祉費 目： 老人福祉費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 民生費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

地域福祉基金
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 　ゼロ金利の影響で、今後当分の間、財源である基金の利子が激減する見込みである。

今後の方向、見通し等 　基金を繰り入れるとともに、対象事業の縮小、または事業実施団体の負担増を行いながら、今後も同様に事業を実施していく。

　高齢者の増加に伴う、介護関係者、ボランティア者数の増加や、高齢者問題への関心の高まりにより、増加傾向にあると考えら
れるが、ボランティアグループ活動補助団体数については、事業実施団体の単独財源削減により、対象団体を縮小したことにより
減少している。

高齢者施設合同連絡会事業研修会参加者 人 380 330 386 366

　利子収入が年々減少してきており、平成26年度に対象事業を減らした。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

補助対象事業 事業 2 2 2 2

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

149,000 150,000 ▲ 14,778 38,300
2,189,000 1,945,000 1,852,150 1,638,300

0 0 0 0
2,040,000 1,795,000 1,866,928 1,600,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 0 0 0 0

2,189,000 1,945,000 1,852,150 1,638,300

事業費計 2,040,000 1,795,000 1,795,000 1,600,000

　正規職員人件費 149,000 150,000 57,150 38,300

28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 ボランティアグループ育成事業・市内福祉施設合同連絡会事業補助金 2,040,000 1,795,000 1,795,000 1,600,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

地域福祉基金
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

行財政改革推進委員会にて補助金の在り方について検討する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

2 継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 3 改善見直し

◆現状の事業を改善し見直す。
市内の、他のボランティア団体、民生児童委員協議会等と
の連携に、今以上に取り組み、情報共有の場の見直しも課
題である。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充
◆現状の事業を継続的に実施する。
◇行政だけではカバーしきれない、ボランティア団体等の
育成や活動補助を行う制度として必要な事業である。
◇今後も老年人口の割合は増加することが予想されてお
り、間接的にではあるが市民全体への影響ある事業であ
るといえる。
◇基金利子内での事業実施であるため、事業拡大は難し
いが、継続実施していくべき事業である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　事業費の減少と、成果数値の増加により、成果単位金額は減少傾向にある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

利用者への直接的な事業執行ではないため、利用者からの意見はわからないが、補助交付団体
からは好意的な意見を聞いている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

県内多くの市町で同様の制度がある。

高齢者施設合同連絡会事業研修会参加者 5,761 5,894 4,798 4,476

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

地域福祉基金
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
福祉車両でないと外出できない者

受益者数
（対象者数）

324
単
位

事務事業名 外出支援サービス事業 担当部課 健康福祉部　高年福祉課

合　　計 10,141,810 10,940,866

その他

一般財源 10,141,810 10,940,866

県支出金

地方債

合　　計 10,141,810 10,940,866

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

100,000 消耗品費、印刷費 103,456

13.委託料 10,041,810 タクシー事業所への委託料 10,837,410

事業の目的
要介護・要支援認定者、障害者等で、一般の交通機関が利用できない外出困難な者に対し、通院及びリハビリ
等の目的で、福祉タクシーによる外出を支援する。

事　 業　 の
実施内容等

年間30万円（人工透析を受けている者にあっては36万円）の通院等に要する運賃を基準額とし、基準額に公費
負担率を乗じた額を負担限度額とする。

○自宅と医療機関・リハビリ等機能訓練施設の送迎にかかる福祉タクシー運賃について公費負担をする。
※福祉車両（ストレッチャー、車椅子対応、回転シート）のみの利用に限る。

○対象者は、要介護・要支援認定者、身体障害者（下肢、体幹、腎臓機能障害）、人工透析患者で、福祉車両で
しか外出できない方。

※通常の歩行に介助者の支援が必要な方に限る。
○公費負担額　100%、90%、75%、50%の4段階

○事業委託事業所
福祉車両所有の22事業所（うち市内10事業所）

○利用範囲
朝来市、養父市、豊岡市、神崎郡

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会福祉費 目： 老人福祉費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 民生費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

外出支援
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
　平成26年度から公費負担率の区分ごとに公費負担限度額を設定したことに伴い、当面公費負担は減少する見込みだが、対象者の増加も見込ま
れ、今後も委託料については、増大していくことが見込まれる。

今後の方向、見通し等 　外出困難な方への医療機関への移送支援は引き続き必要であり、補助を継続する必要がある。

　利用回数に大きな変化はない。
　対象者は年度毎に更新して認定の見直しを行っているが、長期入院や亡くなる以外に、一度認定されると減る事例は殆ど無
い。

述べ利用回数 回 3425 3594 3587 3875

　利用者数に大きな変化はない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

サービス利用者数 人 383 343 342 324

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

16,343,650 14,136,004 12,673,196 11,917,010
16,343,650 14,136,004 12,673,196 11,917,010

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 2,141,000 1,298,000 1,608,880 1,572,750

16,343,650 14,136,004 12,673,196 11,917,010

事業費計 13,420,650 11,739,004 10,940,866 10,141,810

　正規職員人件費 782,000 1,099,000 123,450 202,450

13.委託料 タクシー事業所への委託料 13,320,650 11,634,540 10,837,410 10,041,810

28年度 29年度

11.需用費 消耗品費、印刷費 100,000 104,464 103,456 100,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

外出支援
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

3 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 2 改善見直し

今後も、継続的な実施は必要である。事業者との事務的な
調整など、効率的な事務手続きの簡素化等、事務的見直
しは必要である。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇利用者、利用件数ともに今後増加していくことが予想さ
れる。外出困難な方への有効的な補助制度として必要な
事業である。
◇今後も老年人口の割合は増加することが予想されてお
り、市民全体への影響ある事業であるといえる。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　人件費の算定基準が変更になり、人件費が減少したため、成果数値は減少している。更なる制度の周知を行っていく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

窓口に更新に来られる家族や施設職員からは、好意的な意見を聞いている。対象を拡充してほし
い、という意見も多く聞く。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

県内多くの市町で同様の制度がある。

述べ利用回数 4,772 3,933 3,533 3,075

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

外出支援
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
100歳到達者・最高齢者（男女）・最高齢夫婦

受益者数
（対象者数）

13
単
位

事務事業名 敬老祝福事業 担当部課 健康福祉部　高年福祉課

合　　計 274,468 431,140

その他

一般財源 274,468 431,140

県支出金

地方債

合　　計 274,468 431,140

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

4,468 消耗品費 1,140

20.扶助費 270,000 商品券代 430,000

事業の目的 長寿をお祝いし、併せてその家族をねぎらうことにより、市民の敬老思想の高揚を図る。

事　 業　 の
実施内容等

市長が下記の対象者を訪問し、長寿を祝福するとともに、家族の介護にかかる労をねぎらい、お祝い状及びお
祝いの品を贈呈する。

①100歳到達者
20,000円相当の商品券を贈呈

②最高齢者祝い（男女）
30,000円相当の商品券を贈呈

③最高齢夫婦祝い
１組30,000円相当の商品券を贈呈

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

25 豊かな高齢社会の創出 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会福祉費 目： 福祉給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 民生費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

敬老祝福
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 なし

今後の方向、見通し等 　9月の高齢者月間における敬老思想を啓蒙する行事として必要な事業であり、継続実施していく。

　例年に比べ、28年度は100歳到達者が多かった。

祝福対象者数 人 16 17 21 13

　100歳以上人口に大きな変動はない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100歳以上人口 人 29 31 31 34

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

811,619 541,465 695,690 535,418
811,619 541,465 695,690 535,418

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 0 0 0 0

811,619 541,465 695,690 535,418

事業費計 330,619 353,465 431,140 274,468

　正規職員人件費 481,000 188,000 264,550 260,950

20.扶助費 商品券代 330,000 350,000 430,000 270,000

28年度 29年度

11.需用費 消耗品費 619 3,465 1,140 4,468

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

敬老祝福
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

3 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 2 改善見直し

この祝福事業を心待ちにしておられる高齢者も多くおられ
るが、他の自治体の状況等、把握をしたい。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇９月の高齢者月間における敬老思想を啓蒙する行事と
して必要な事業である。
◇当事業は、高齢者の家族をねぎらうことにも大きな意義
があると考える。家族の支えなしでは豊かな高齢社会は築
くことはできないため、その一助となる啓蒙行事は継続して
いくできである。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　26年度は臨時職員の削減と正規職員の減員で人件費が増えたことにより、また、29年度は100歳到達者が少なかったため、成
果数値が高くなっている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

毎年、訪問家庭で、感謝のコメントを聞く。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

但馬内各市町とも同様の事業を実施している。

祝福対象者数 50,726 31,851 33,128 41,186

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

敬老祝福
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
介護保険のサービスを利用せずに、家族が介護している在
宅介護者

受益者数
（対象者数）

0
単
位

事務事業名 家族介護手当事業 担当部課 健康福祉部　高年福祉課

合　　計 0 100,000

その他

一般財源 0 100,000

県支出金

地方債

合　　計 0 100,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

0 家族介護手当 100,000

事業の目的
介護保険のサービスを利用せずに、要介護高齢者を介護している家族の精神的、経済的負担を軽減するた
め、家族介護者に手当てを支給する。

事　 業　 の
実施内容等

○対象者
在宅で寝たきり又は認知症状態にあり、要介護認定が要介護4又は5に該当する市民税非課税世帯

の者（過去1年間介護保険サービスを受けていない者）
○支給額

要介護高齢者1人につき、年額10万円を支払う。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

20.扶助費

事業開始年度 評価区分 評価

28 みんなで支える地域福祉の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会福祉費 目： 福祉給付費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 民生費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 #DIV/0!

家族介護手当
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 　対象者の把握が困難であり、事務量も多いが、実際に該当者も1件のみであり事業効果が低いと思われる。

今後の方向、見通し等
　この制度の当初から現在への社会情勢のシフトを考慮した場合は、効果も低く、時代に逆行している状況にあると思われるため、この制度より、必
要な介護サービス利用をすすめ、該当者が介護サービスを利用された時点で制度を廃止するよう検討してきたが、平成28年度末に対象者が死亡さ
れたため、制度を廃止した。

　平成29年3月に対象者が死亡された。

手当支給申請者・対象者 人 1 1 1 0

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

―

100.00% 100.00% 100.00% #DIV/0!

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,139,000 203,000 142,200 16,000
1,139,000 203,000 142,200 16,000

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0

　臨時職員人件費 0 0 0 0

1,139,000 203,000 142,200 16,000

事業費計 100,000 100,000 100,000 0

　正規職員人件費 1,039,000 103,000 42,200 16,000

28年度 29年度

20.扶助費 家族介護手当 100,000 100,000 100,000 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

家族介護手当
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

○ 廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり廃止する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 ○ 廃止受益者負担の適切さ

1 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 1 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 3 改善見直し

◇対象者が居なくなったため、廃止する。

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 ○ 廃止

A

事業実施の緊急性 1 拡充

◇対象者が居なくなったため、廃止する。

事業実施の必要性 1 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　平成29年度に対象者が死亡されたため、制度を廃止した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

対象者からは感謝のコメントを聞くが、介護関係者や住民からは、当制度を知らない、という声も
多い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

県内多くの市町で同様の制度がある。但馬丹波地域内各市町の対象者数は０～７（人／市町）
程度。

手当支給申請者・対象者 1,139,000 203,000 142,200 #DIV/0!

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

家族介護手当
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 献血推進事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 110,843 54,606

合　　計 110,843 54,606

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 110,843 54,606

15,983 用紙代等

12.役務費 4,860 ごみ袋詰替え作業手数料 2,106

事業の目的
　安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律に基づき、献血に関する理解を深め、計画的に献血事
業を推進し、血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図る。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
(１) 計画献血の実施

①兵庫県の採血計画に基づく献血計画の作成及び献血の実施
②各区保健衛生委員やライオンズクラブ等の組織及び会場周辺の市内事業所への協力依頼
③市広報・ホームページ・チラシ等による周知、普及啓発
④実施状況
・地域計画献血…11日間、13会場
・職域計画献血…  3日間、 3会場
・献血者への謝礼…市内在住者：ごみ袋（5枚入り、1袋300円）、市外在住者：ボールペン（1本250円）

（２） 事業所献血・街頭献血への協力
①文字放送等にて実施日等を市民へ周知
②協力企業を募り、会場の提供等の協力を依頼

（３） 献血事業についての普及啓発
広報、ホームページ等で献血事業についての普及啓発活動や成人式等でのリーフレットの配布

（４） 朝来市全体での実施状況（地域・街頭献血・事業所・職域）
朝来市目標数：  1,217人、採血者数： 1,260人（市外者も含む）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

27 安心できる地域医療体制の充実 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

16歳～69歳までの市民
受益者数

（対象者数）
20,289

単
位

90,000 献血協力者謝礼（ごみ袋・ボールペン） 52,500

11.需用費

人

平成 30 年度

献血
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

献血協力者数は年々減少している。少子高齢化に伴い、献血可能年齢の人口が減少していることや、若年層（10代～30代）の
献血に対する理解が十分得られておらず、献血者数が減少していることが考えられる。独自に献血を行う団体はあるが、計画献
血でないため計画献血協力者数には含めていない。

朝来市居住献血者数 人 1,318 1,365 1,233 1,334

地域計画献血協力者数 人 620 536 457 483

29年度は例年通りの日数とした。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

各種献血推進運動のホームページ、広報、文字放送掲
載回数

回 23 20

29年度

計画献血(地域・職域）実施回数 会場 16 15 16 16

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

944,960 630,200 997,266 847,193
944,960 630,200 997,266 847,193

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 268,000 335,790 462,000

944,960 630,200 997,266 847,193

事業費計 357,960 341,200 54,606 110,843

　正規職員人件費 319,000 289,000 606,870 274,350

12.役務費 ごみ袋詰替え作業手数料 12,960 16,200 2,106 4,860

11.需用費 用紙代等 15,983

8.報償費 献血協力者謝礼（ごみ袋・ボールペン） 345,000 325,000 52,500 90,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・少子高齢化による献血人口の減少及び若年層の献血率の低下により、献血者を確保することが困難と
なってきている。
・地域献血は平日に実施するため、献血者を募ることが厳しい状況にあり、参加者も減少傾向である。企業
や組織との協力をすすめる等実施体制を見直す必要がある。

今後の方向、見通し等

・保健衛生推進協議会や地域自治協議会などの各種団体や企業・市内高等学校等との連携強化を図り、若
年層を含めた新たな献血者の確保に努める。
・広報やホームページ、CATVなどの媒体を有用活用し、献血の必要性等の周知を強化し、献血への理解を
深める。

献血
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

事業の目的から、継続実施と考えるが、1日当たりの献血
量を増やす観点から、効率的な場所設定や、時間帯など、
検討の必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充
◆現状の事業を継続的に実施する。
◇将来的には、献血者数が大幅に不足すると予測されて
おり、血液製剤の安定供給を図るためには、献血事業は
今後も継続して実施する必要がある。国や県の法律及び
計画に基づき実施する。
◇関係機関と協議すると共に今後は若年層の献血者を確
保するための実施方法等を検討する。市民の理解と協力
を得て推進していく。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
献血協力者数に比例して増減するため、協力者数の増加につながる取組を行っていく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

若年層の地域献血への参加が困難であるとの意見もあるが、積極的に協力をしていただける方
も多い。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬圏域各市町とも献血計画に基づき献血を実施しているが、市民周知の方法など実施方法について
は各市町により異なる。保健衛生委員等の組織に協力依頼をしているのは朝来市のみである。

地域計画献血協力者数 1,524 1,176 2,182 1,754

朝来市居住献血者数 717 462 809 635

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

献血
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 母子保健事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 6,503,009 6,869,441

合　　計 6,854,009 7,217,441

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 179,000 子ども・子育て支援交付金 174,000

県支出金 172,000 乳児家庭全戸訪問事業補助金 174,000

合　　計 6,854,009 7,217,441

13.委託料 2,048,506 新生児・妊産婦訪問指導委託料、３か月児健診委託料、2歳児歯科検診委託料等 2,300,678

11.需用費 754,073 乳幼児健診・教室消耗品、封筒等印刷代、栄養実習材料費 753,573

12.役務費 268,000 郵便料、クリーニング代 314,400

36,000 事業協力者謝礼 38,000

9.旅費 57,430 相談事業医師等旅費、職員出張旅費 68,190

事業の目的

◆重点プロジェクト　2-③-3−5−【1】
母子保健法、児童福祉法等の規定に基づき、乳幼児健康診査、健康相談等の一層の徹底を図り、乳幼児の

健康管理の向上を図る。
母子健康手帳交付、妊娠、出産、育児の各段階を一貫して支援できるサービス提供体制の整備に努め、安心

して子どもを生み育てられる環境づくりを推進する。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
各種健診、育児教室を実施し、子どもの健やかな発育支援と親への育児支援を行う。

（１）母子健康手帳、父子健康手帳の交付と健康相談：交付件数　219件
（２）妊産婦・新生児訪問：訪問委託件数　69件、その他457件
（３）乳児健康診査   ①（３か月健診）実施者数　234人、市内小児科医院に委託し随時実施

②（８か月健診）実施者数　229人、朝来市保健センター１回/月実施
（４）幼児健康診査（１歳半・３歳児）朝来市保健センター　各１回/月：実施者数

①１歳６か月児健診235人、②３歳児健診235人
（５）５歳児発達相談事業：スクリーニング数　246人　個別相談19回実施　（実20人、延34人）
（６）健診等フォロー事業：個別相談102回（延235人）、集団教室11回（延47組）
（７）定例育児相談（1回/月）：実施回数１２回（延300人）
（８）子育て世代包括支援センター総合相談(随時）：（来所相談）274件、(電話相談）611件
（９）２歳児歯科健診：受診者数149人（フッ素塗布107人）
（10）乳幼児栄養指導：離乳食教室前期12回（158人）、後期12回（135人）
（11）連携事業：①発達相談巡回指導「すくすく相談」13施設（延27回、延64人実施）、 ②ひよママクック4回（23組）

③むし歯予防に関する職員スキルアップ事業　研修会7回、巡回指導11回
（12）こんにちは赤ちゃん事業：実施者数　207人
（13）養育支援訪問事業：支援計画作成３件

２　補助率（助成率）
　こんにちは赤ちゃん事業：子ども・子育て支援交付金  国補助1/3

乳児家庭全戸訪問事業補助金 　県補助1/3

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 94.88%

事業の受益者
（対象者）

乳幼児及びその保護者
受益者数

（対象者数）
3,362

単
位

3,690,000 医師等出務賃金 3,742,600

8.報償費

人

平成 30 年度

母子保健
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

H27年度以降は、母子保健に携わる職員配置が減り業務を見直し実施してきた。H27年度に妊娠期からの切れ目ない支援としての総合相談
体制を強化し、妊娠期の精神的・身体的変化や産後の育児不安、子育ての困難感などに対して自由に来所相談や電話相談が出来たり、産
後も自由に参加できる育児相談を定例開設するなど支援体制の整備・強化を図ったことが「妊娠・出産に満足している割合」の増加につな
がっていると考える。またH29年度は、乳幼児健診後や育児相談のフォローの場として、心理士によるこども健康相談につなぎ、子どもの発
達に応じた関わり方を一緒に考える機会も増やすなど、保護者の困り感に寄り添う支援にさらに力を入れた。

妊娠・出産に満足している割合 ％ 68.7 66.1 85.3 85.3

乳幼児健診受診者数は出生数により変動はあるが、100％近い受診率で推移している。また、H27年度以降、「子育て世代包括
支援センター」を開設し、相談窓口の見える化を図り、従来の定例相談事業以外にも保護者が自由に来所相談や電話相談、訪
問等の支援を受けることができる体制を強化したため相談指導件数が増加した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

妊産婦・乳幼児相談指導（電話・来所・訪問）件数 件 1,597 1,580 1,721 1,921

29年度

乳幼児健診受診者数 人 958 929 898 933

95.21% 96.23% 95.18% 94.88%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

54,651,856 34,393,312 30,644,211 29,043,285
54,970,856 34,645,312 30,992,211 29,394,285

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

179,000 126,000 174,000 179,000
140,000 126,000 174,000 172,000

　臨時職員人件費 4,015,000 6,309,000 4,053,270 3,711,769

54,970,856 34,645,312 30,992,211 29,394,285

事業費計 6,653,856 6,678,312 7,217,441 6,854,009

　正規職員人件費 44,302,000 21,658,000 19,721,500 18,828,507

13.委託料 新生児・妊産婦訪問指導委託料、2歳児歯科検診委託料 1,259,247 1,986,298 2,300,678 2,048,506

12.役務費 郵便料、クリーニング代 269,400 297,000 314,400 268,000

11.需用費 乳幼児健診・教室消耗品、封筒等印刷費 694,714 674,384 753,573 754,073

9.旅費 相談事業医師等旅費、職員出張旅費 52,495 64,630 68,190 57,430

8.報償費 講師謝礼、事業協力者謝礼 28,000 32,000 38,000 36,000

7.賃金 医師等出務賃金 4,350,000 3,624,000 3,742,600 3,690,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・若年妊婦や喫煙妊産婦、産後うつなど健康管理がより重要となる妊産婦が増加傾向にある。
・養育支援ネットの件数や乳幼児虐待件数の増加、さらに発達障害児（疑いを含む）等、支援の必要な児が増加傾向にある。
・少子化、核家族化が進んだ影響により、子育てに関する知識や体験の少ない保護者が増加している。不慣れな育児に不安感や困難感を募らせてい
る保護者も多い。

今後の方向、見通し等

・母子保健法に基づき継続実施する。
・職員配置は減っているが、助産師・保健師・栄養士等の専門職による支援体制は今後も充実させていく必要がある。これにより育児不安や子育て困
難感を抱える保護者に対する相談体制が強化出来るので、専門職の確保に関する継続的な取り組みは不可欠である。今後も市民に周知し、早期支
援につながるよう努める。
・乳幼児健診等母子保健事業を通じて、児の心身の異常の早期発見に努めるとともに、安心して育児が出来るよう適切な指導を行うなど保護者支援を
強化する（虐待防止の効果も期待できる）。
・増加傾向にある発達障害児（疑いを含む）等の支援が必要なケースに対して、医師・臨床心理士等による専門的相談などの支援の充実を図る。
・教育委員会や社会福祉課、医療機関などの関係機関との連携を密にして、各種事業を実施する。

母子保健
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

安心して妊娠・出産・子育てができる環境整備のため、継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

現状のままではなく、少ない職員数でも、市民満足度の高
い対応ができるよう、研究・検討をしていかなければならな
い。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充 ◆現状の事業を継続的に実施する。
◇妊娠・出産に満足している割合は経年的変化では年々上がってきて
おり、効果的な事業展開はできている。
◇少子化、核家族化が進み、ハイリスク妊婦や産後の育児不安を抱え
る産婦、また発達特性を持つ子どもや、育てにくさを感じる保護者が増え
てきており、保健師や助産師、栄養士、歯科衛生士、臨床心理士などの
専門職の担う役割は大きい。関係機関とも十分な連携を図り、支援して
いく体制の強化は引き続き重要と考える。
◇乳幼児健診等の母子保健事業を通じて、児の心身の異常を早期発見
するよう努め、安心して妊娠・出産・子育てができるための各種事業を継
続実施していく必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
「妊娠・出産に満足している割合」はH28年度に比べ変わりないが、経年的な変化をみれば増加傾向にある。成果単位あたりの事業費も減少
しており、効果的な母子保健事業が展開できているものと考える。引続き目標値を達成するために、母子保健事業や子育て支援等の各種事
業を通じて、児の心身の異常の早期発見や早期支援に努め、保護者への相談支援体制を充実させるなど安心して妊娠・出産、子育てが出
来るよう切れ目ない支援を提供することは今後も重要と考える。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

市民を対象としたアンケートは実施していないが、新生児訪問での個別対応により育児への安心感を得ら
れた、３か月児健診が個別健診になったことで、まだ小さい子どもを抱えての健診の待ち時間が短くなり助
かった、などの意見を聞いている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

実施方法は各市町によって違うが、事業については同様に実施されている

妊娠・出産に満足している割合 800,158 524,135 363,332 344,599

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

母子保健
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 地域医療対策推進事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 5,089,824 5,715,037

合　　計 5,089,824 5,715,037

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 5,089,824 5,715,037

19.負担金補助及び交付金 364,793 但馬地域小児救急医療電話相談負担金、医師就労支援対策交付金 883,740

21.貸付金 0 医師確保対策就業支援金貸与 0

12.役務費 0 0

13.委託料 4,604,850 あさご健康医療電話相談ダイヤル24委託料 4,604,850

9,550 医師確保活動 7,400

11.需用費 0 用紙代等 97,427

事業の目的
　朝来市の地域医療の充実に向け、公立豊岡病院組合及び兵庫県、開業医との連携を強化するとともに、市民
がかかりつけ医を持ち、地域の医療機関を適正に利用することができる。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
（１） 医療センター、医師会等との医療連携会議の開催
（２） 医師確保（招聘）活動：研修医、大学、医学生等への医師招聘活動
（３） 医師確保対策事業　：平成30年3月末までの事業であったが、「朝来医療センター」の医師確保を

 引き続き行うため3年間延長。(平成33年3月末まで）
①朝来市医師就労支援対策交付金

医師の更なる志学の向上を支援するために、市内の公立医療センターに勤務することへの優位性を持
たせながら、勤務医への支援を行う。また、市内開業医（歯科医師を除く）で組織された団体の組織強
化と活動のための支援を行う。

②朝来市医師確保対策就業支度金貸与
市内の公立医療センターの医師確保を図るため、新たに勤務する医師に対し、就業資金を貸与する。
貸与期間は、貸与を決定した日から起算して3年間とする。

・認定資格：指導医・・・600万円以内　　・専門医・・・450万円以内
・認定資格のない医師・・・300万円以内

（４） 電話相談窓口
①あさご健康医療電話相談ダイヤル24

24時間年中無休で医師、看護師等による無料電話相談（H23.7開始）
②但馬地域小児救急医療電話相談　： 但馬3市2町で運営(H24.5開始）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

27 安心できる地域医療体制の充実 Ｈ 22 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

全市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

110,631 医療連携会議謝礼、医師招聘活動記念品等 121,620

9.旅費

人

平成 30 年度

地域医療
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

妊娠届出時、8か月児健診、1歳6か月児健診、3歳児健診、予防接種通知時にチラシを配布。平成28年度には市内医療機関一覧
表に電話相談ダイヤルを掲載し全戸配布するとともに、市民課が行う福祉医療受給者証及び後期高齢者医療通知時にチラシと
ステッカーを同封し周知を図った。平成29年度は全戸配布していないため件数が減少している。

「但馬地域小児救急医療電話相談」利用者数 件 23 31 35 31

「あさご健康医療電話相談ダイヤル24」利用者数 件 1,208 1,025 1,296 1,348

妊娠届出時、8か月児健診、1歳6か月児健診、3歳児健診、予防接種通知時にチラシを配布。平成28年度には市内医療機関一覧
表に電話相談ダイヤルを掲載し全戸配布するとともに、市民課が行う福祉医療受給者証及び後期高齢者医療通知時にチラシと
ステッカーを同封し周知を図った。平成29年度は全戸配布していないため件数が減少している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

電話相談ダイヤル周知24件数 回 269 296 24,059 12,265

99.69% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

26,184,891 12,997,214 9,039,087 6,096,624
26,328,191 15,497,214 9,039,087 6,096,624

0 0 0
93,300 2,500,000 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0
50,000 0 0

　臨時職員人件費 2,677,000 13,000 40,500

26,328,191 15,497,214 9,039,087 6,096,624

事業費計 16,034,191 5,012,214 5,715,037 5,089,824

　正規職員人件費 7,617,000 10,485,000 3,311,050 966,300

21.貸付金 医師確保対策就業支度金貸与 10,500,000 0 0 0

19.負担金補助及び交付金 但馬地域小児救急医療電話相談負担金、医師就労支援対策交付金 340,607 340,685 883,740 364,793

14.使用料及び賃借料 市民フォーラムバス借り上げ料 0 0 0

13.委託料 あさご健康医療電話相談ダイヤル24委託料等 4,618,669 4,604,850 4,604,850 4,604,850

12.役務費 郵便料 43,480 0 0 0

11.需用費 チラシ代、講演会看板代等 243,335 13,465 97,427 0

9.旅費 医師確保活動 0 0 7,400 9,550

8.報償費 講演会・セミナー講師謝礼 288,100 53,214 121,620 110,631

7.賃金 嘱託職員 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・新医師臨床研修制度により、全国的に偏在による医師不足が続いている。二次医療や二次救急などの医療
提供に支障をきたしている現状がある。医師確保を含め、安定的な地域の医療体制を守るため、市民に対し
ても適正な医療機関の受診を促していく必要がある。

今後の方向、見通し等

・引き続き、豊岡病院組合と連携し医師確保に努める。
・医師確保対策事業の期間を平成33年度末まで延長した。
・医師の負担を軽減するため、相談窓口等の周知を継続して行い、市民へ医療機関の適正受診を促してい
く。

地域医療
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

現状の事業を改善し見直す。
立
　「あさご健康医療電話相談ダイヤル２４」については、今
以上に啓発を推進することが必要。
　医師確保についても、引き続き、豊岡病院組合と連携し
ながら推進すると共に、医師の定着を図ることにも、対応し
ていく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充
◆現状の事業を継続的に実施する。
◇公立豊岡病院組合、兵庫県に積極的に働きかけを行
い、医師確保対策に取り組んでおり、医師数は微増してい
るため、地道な活動が必要。
◇あさご健康医療電話相談ダイヤル２４は、利用者が増加
しており、「兵庫県小児救急電話相談」と併せて継続周知
を図ることで、市民全体の安心と地域の医療を守ることに
結びつくため、継続した周知が必要。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 民間サービスに委託し実施しているが、近隣には同様水準のサービス提供機関がない。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
妊娠届出時、8か月児健診、1歳6か月児健診、3歳児健診、予防接種通知時にチラシを配布。加えて市民課が行う福祉医療証及
び後期高齢者医療費確定に伴う通知時にもチラシとステッカーを同封し周知を図った。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

市民アンケートで「あさご健康ダイヤル」を知っている割合が59.3%であった。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬及び兵庫県での小児救急医療電話相談があるが、相談日時の制限がある。

「あさご健康医療電話相談ダイヤル24」利用者数 21,795 15,119 6,975 4,523

「但馬地域小児救急医療電話相談」利用者数 1,144,704 499,910 258,260 196,665

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

地域医療
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 ドクターカー運行事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 8,224,326 2,898,110

合　　計 8,224,326 2,898,110

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 8,224,326 2,898,110

事業の目的

　公立豊岡病院但馬救命センター所有のドクターカーに、救命センターの医師、看護師、運転手等が同乗し、救
命処置等の必要な救急患者が発生した救急現場に出場して医療行為を行うことができる体制を整備すること
で、重篤・重傷な急性期患者に対して必要な処置を行いながら直ちに病院に搬送し、救命率の向上及び後遺症
の軽減を図る。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
公立豊岡病院但馬救命センター所属のドクターカーに、救命センターの医師、看護師、運転手等が乗務し、救
命処置等の必要な救急患者が発生した救急現場に出場して医療行為を行うための支援。
（１）運行     H22年度：ドクターヘリの補完

 H23年10月～：ドクターヘリとの併用
（２）運行時間　　24時間（H29年5月～）
（３）出動要請　　消防本部への119番通報受診時又は救急隊等が救急現場に到着した時点で、ドクターヘリ

 要請基準に基づき、早期に医師の治療が必要な場合に要請できる。
（４）運行経費　　人件費（医師・看護師・運転手）、車両維持管理費、燃料費、緊急走行研修費、携帯電話

 維持管理費その他の経費について、但馬３市２町で負担する。負担割合は、均等割20％、
 利用割（出動件数割）80％。

（５）出動件数    ①朝来市分　404件　（うち深夜   87件）
②全体分   2,467件　（うち深夜　426件）

（６）その他 車両更新を実施

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

27 安心できる地域医療体制の充実 Ｈ 22 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

全市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

8,224,326 朝来市負担分 2,898,110

人

平成 30 年度

ドクターカー
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

救急医の増員、高齢化の進行、交通網の充実などにより、ドクターカーの総出動件数が年々増加しており、朝来市における出動
件数も比例している。平成28年度から平成29年度の増分については、24時間運行の開始による深夜の出動回数増によるものと
考える。

ドクターカー出動件数 件 266 283 329 404

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

‐ ‐

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

4,378,129 3,463,535 2,898,110 8,330,726
4,378,129 3,463,535 2,898,110 8,330,726

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

4,378,129 3,463,535 2,898,110 8,330,726

事業費計 4,378,129 3,463,535 2,898,110 8,224,326

　正規職員人件費 106,400

19.負担金補助及び交付金 ドクターカー運行事業朝来市負担分 4,378,129 3,463,535 2,898,110 8,224,326

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
・運行実態や各市町の利用実態を把握していく必要がある。
・24時間運行の開始により、必要経費も増加している。

今後の方向、見通し等 豊岡病院と連携し、事業の実施状況を確認し、実態把握に努める。

ドクターカー
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

市民の安心安全な生活を守るためにも、引き続き実施して
いくことが必要である。

C 市民ニーズの把握 1

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇3次救急医療体制の維持は、市民の健康及び安心な生
活に大きく影響を及ぼす。
◇但馬の天候や夜間を考えると、ドクターカーとドクターヘ
リと一体的に運行することが、救急医療にとってより効果的
と考える。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

平成29年度については、車両更新と24時間運行の開始による経費の増額によるものと考えられる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

利用者の意見を聞く機会がなかった。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬３市２町で同様に実施している。

ドクターカー出動件数 16,459 12,239 8,809 20,621

#DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

ドクターカー
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 妊婦健康診査費助成事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 20,773,146 21,091,248

合　　計 20,773,146 21,091,248

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 20,773,146 21,091,248

20,751,146 妊婦健康診査委託料、妊婦歯科健診委託料 21,070,248

事業の目的

◆重点プロジェクト　2-②-3−5−【1】
母子保健法第１３条に基づき、妊婦健康診査の徹底を図る。妊婦健康診査を受ける者に対し、当該健康診査

の費用を助成することにより、妊婦の健康の保持及び増進を図り、健やかな子の出生に寄与する。また、経済
的負担を軽減し、少子化解消の一助に資する。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
（１）妊婦健康診査 一般

①対象者及び助成実績：妊婦健康診査受診日に市内に住所がある妊婦
助成実人員359人
　［内訳］・H28年度申請者（継続）　123人

・Ｈ29年度申請者（新規）　236人
②助成金額：妊婦健康診査にかかる費用について、全額助成を行う。
③助成方法：助成券交付及び償還払い方式

 母子健康手帳交付時に制度の案内をし、申請に基づき助成券を交付する。申請前の妊婦
  健康診査及び未契約の医療機関での妊婦健康診査については、償還払いにより助成を行う。

（２）妊婦健康診査 歯科
①対象者及び受診者数：歯科健康診査受診日に市内に住所がある妊婦　　受診者数108人
②妊娠中に歯科健康診査（歯周病検診）を1回無料で受けることができる。
③助成方法：母子健康手帳交付時に制度の案内をし、健診票を交付する。市が委託する医療機関において

歯科健康診査を受ける。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

12.役務費

事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 18 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

妊婦
受益者数

（対象者数）
359

単
位

22,000 郵便料 21,000

13.委託料

人

平成 30 年度

妊婦健診助成
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の割合は、経年的な変化をみれば年々増加している。要因は様々あると考
えられるが、平成28年度からは妊婦健診にかかる費用助成を全額助成に拡充し、また妊婦歯科健診の実施も開始しており、出産
を迎えるにあたって妊婦の健康管理が十分に行われるよう体制整備を図っている。

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の
割合

％ 32.5 33.9 39.1 39.4

・妊娠の届出があった場合は母子健康手帳の交付と合わせて全員が申請しており、各年度の母子健康手帳交付者数により助成
実人員は変動する。
・妊婦歯科健診については、母子健康手帳交付時や妊婦支援時に受診勧奨をしており、予定人数は超えているものの、出産者
からみた受診率は約4割となっており、前年度とほぼ横ばいである。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

妊婦歯科健診費助成実人数 人 68 108

29年度

妊婦健康診査費助成実人数 人 359 354 386 359

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

19,494,462 18,994,052 21,091,248 21,743,496
19,494,462 18,994,052 21,091,248 21,743,496

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 772,500

19,494,462 18,994,052 21,091,248 21,743,496

事業費計 19,494,462 18,994,052 21,091,248 20,773,146

　正規職員人件費 197,850

13.委託料 妊婦健康診査委託料、妊婦歯科健診委託料 19,472,462 18,971,052 21,070,248 20,751,146

12.役務費 郵便料 22,000 23,000 21,000 22,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・身体的または精神的な疾患、家庭環境等により、健康管理がより重要となる妊婦が増加傾向にある。
・母体や胎児の健康確保を図る上で、妊婦健康診査は重要であるが、健診にかかる費用の平均額は年々増加傾向にある。必要な回数・内容の妊婦
健診が受けられるよう体制整備は必要である。
・妊娠中はホルモンやつわり等の影響により、口腔衛生状態が悪化しやすいと言われており、重度の歯周病は早産・低出生体重児の出産の頻度が高
まる可能性も報告されている。妊娠中の口腔衛生管理は重要であるが、妊婦歯科健診の受診率は4割程度にとどまっており、受診を勧めていくための
働きかけが必要である。

今後の方向、見通し等

・子ども・子育て支援法に基づき、継続して実施する。
・厚生労働省が示す妊婦健康診査についての望ましい基準を実施できるよう、適切な妊婦健康診査の実施を図るとともに、妊婦健康診査の重要性に
ついて、妊婦等へ周知し受診勧奨に努める。
・妊婦及び生まれてくる子への歯科に対する意識を高めるためにも、妊娠中の歯科健診の重要性についての周知を強化し、受診勧奨に努める。

妊婦健診助成
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

妊婦検診の確実な実施を推進することが各自治体の責務
となっており、国県の動向や近隣自治体の現状、動向も把
握しながら事業内容の検討を行っていく。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充 ◆少子化対策として現状の事業を継続的に実施する。
◇妊婦健康診査は「子ども・子育て支援事業」にも位置付けられ
ており、安全・安心な出産のためにも重要である。妊婦健診の確
実な実施を推進することは各自治体の責務となっている。
◇妊婦健康診査を全額助成し、妊婦歯科健診を実施することで
妊婦の健康管理に役立っており、現在の事業を継続して実施す
る。
◇朝来市の合計特殊出生率はH22年は1.72、H27年は1.67と減
少していることからも、経済的負担を軽減し、安心して妊婦健診
を受診し出産を迎えられる環境をつくることは、人口自然増に効
果があると考える。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
妊婦健診については、平成28年度より全額助成となり、事業費合計金額は増加している。28年度と比較して29年度は助成人数が
少ないため、事業費は減少しているが、市民アンケートの結果は微増であり、結果として成果単位あたりの金額は減少している。
今後も、事業費は助成人数により増減すると見込まれるが、安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の割合が増え
ていくよう、保護者への支援体制を充実させ、効果的な事業を展開していく必要がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

妊婦健康診査にかかる費用助成により、経済的負担が軽減され、安心して妊娠出産を迎えられるとの意見がある。ま
た妊婦の歯科健診をきっかけとし、歯科治療につながっている方もある。市民アンケートによる「安心して子どもを産
み育てることができると感じる市民の割合」は経年的変化をみれば増加傾向にある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

妊婦健診助成：豊岡市・新温泉町…14回80,000円助成、香美町…14回以上100,000円助成、養父市…14回以上
130,000円助成
妊婦歯科健診：但馬圏域では全市町実施あり

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の割合 599,830 560,297 539,418 551,865

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

妊婦健診助成
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 特定不妊・不育症治療費助成事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 2,775,400 2,954,237

合　　計 2,775,400 2,954,237

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 2,775,400 2,954,237

事業の目的

◆重点プロジェクト　2-②-3−5−【1】
特定不妊治療、不育症の検査及び治療費にかかる医療費が高額であることから、治療に要する費用に対し

て、その一部を助成することにより、経済的負担を軽減し、安心して妊娠・出産ができる環境づくりをすすめるこ
とを目的とする。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
（１）特定不妊治療費助成

①対象者：兵庫県特定不妊治療費助成事業該当者
②助成額：特定不妊治療（体外受精・顕微授精）に要した医療費から、県要綱に基づく助成額（1回15万円、

 但し,治療内容により７万５千円）を控除した額について、1回あたり10万円（但し、治療内容に
より5万円）を上限に助成する。県の助成回数に準ずる。

③助成実績：助成人員　延37件（実24人）、助成金総額 2,775,400円

（２）不育症治療費助成
①対象者：市に住所を有する法律上の夫婦であり、不育症の治療等の開始日に妻の年齢が43歳未満の者

　夫婦合算の所得額の制限はなし
②助成額：不育症治療等にかかる費用のうち医療保険適用外の医療費に対し、1年度につき15万円を上限

に助成する。
③助成実績：0人

２　補助金
　不育症治療費助成事業のみ補助あり
　但し、夫婦合算の所得額400万未満の者に対する助成のみ、県補助が該当
　医療費の自己負担額に対して、市が1/2助成した額について、県補助1/2

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 23、28 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

特定不妊治療や不育症の治療等を受けられた夫婦で助成
要件に該当する者

受益者数
（対象者数）

延37
単
位

2,775,400 特定不妊治療費助成金（市単独助成事業）、不育症治療費助成金 2,954,237

組

平成 30 年度

特定不妊・不育症
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・助成制度を活用された方で毎年、確実に妊娠・出産につながっている。この助成事業を活用されたことで、経済的な負担が少しは軽減出来
ていることからも、安心して産み育てることができる環境づくりにつながっていると思われる。

妊娠届出数 人 7 7 8 15

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の
割合

％ 32.5 33.9 39.1 39.4

・申請者の予測がつかず、変動はある。ここ２～３年は延申請件数は40人弱あり、以前より増えてきており、子どもが欲しいと望んでいる夫婦が複数回の治療
を受けることができている
・市の助成制度を広く周知し、活用していただくために、特定不妊治療費助成に関しては、県の事業担当者とも連携を図り、当該事業の対象者に直接的に市の
制度を紹介してもらっている。また、これらの助成事業については、近隣の産婦人科病院に事業ポスターの掲示依頼を行い、また、市のホームページにも事業
内容等を掲載している。

育症治療費 成事業 年度 制度 者 なく 今後も き続き事業 知を く
【２】事業の成果を表す数値 単位

年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

不育症治療費助成延人員 人 1 0

29年度

特定不妊治療費助成延人員 人 25 36 40 37

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,447,640 4,232,970 3,196,637 3,134,200
2,447,640 4,232,970 3,196,637 3,134,200

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 0

2,447,640 4,232,970 3,196,637 3,134,200

事業費計 2,100,640 3,024,970 2,954,237 2,775,400

　正規職員人件費 347,000 1,208,000 242,400 358,800

19.負担金補助及び交付金 特定不妊治療費助成金（市単独助成事業）、不育症治療費助成金 2,100,640 3,024,970 2,954,237 2,775,400

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・子どもが欲しいと願っていても、経済的な理由から十分な治療が受けられず、子どもを持つことをあきらめざるを得ない夫婦もある。
（不妊症の治療は1回の治療で妊娠する確率は低いため、何度も治療を受けるケースが多い。また不育症の医療費も保険適用外の治療もあり、
  妊娠期間中、継続した治療が必要となるため、経済的な負担が多い）
・特定不妊治療費助成申請件数は増加傾向にあるが、引き続き実情に応じて事業継続する必要がある。

今後の方向、見通し等

・少子化対策をすすめていく中で、市民が安心して妊娠・出産できる環境を整えるためには、引き続き、経済的な負担軽減を図る治療費助成事業
　を継続実施していく。
・特定不妊治療については、H28年度から県が男性不妊治療費の助成について追加した現状から、今後、市でも男性不妊治療への助成について
　他市町の動向も把握しながら検討していくことが必要である。
・不育症治療費助成事業はH28年10月から事業開始をしたため、市民への普及啓発を強化しながら事業実施する。

特定不妊・不育症
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

引き続き、安心して子どもを産み育てることのできる環境
整備を推進する。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充 ◆少子化対策として現状の事業を継続的に実施する。
◇申請件数も増えていることから、事業継続の必要性があると
思われる。
◇朝来市の合計特殊出生率はH22年は1.72、H27年は1.67と減
少していることからも、子どもが欲しいと願う夫婦の経済的負担
を軽減し、必要な治療が受けられる環境をつくることは、人口自
然増に効果があると考えられる。
◇直接的な市民のニーズについての把握は難しいが、今後、本
事業については、近隣他市町の現状も考慮しながら助成額の上
限額など内容検討する必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・助成制度を活用され、妊娠につながった方が、H29年度は多かったことから成果単位当たりの事業費は減少している。
・市民アンケートの「安心して生み育てることができると感じる市民の割合」は経年的変化をみれば年々増加しているので、引続
き、若い世代の子どもが欲しいと願う夫婦の経済的負担の軽減を図っていくためにも、国や県、近隣市町の動向も見ながら本事
業を継続実施していくことが必要である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

把握していない

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

【豊岡市】1年度あたり上限20万円　　　【新温泉町】1年度あたり上限10万、年度1回申請
【養父市】1回あたり上限なし(全額助成）、申請回数及び通算期間の制限なし
【香美町】1回あたり上限10万円（治療区分によっては上限5万）、回数は県と同じ、男性不妊治療費1回あたり上限10万
円

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の割合 75,312 124,866 81,755 79,548

妊娠届出数 349,663 604,710 399,580 208,947

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

特定不妊・不育症
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 医師修学資金貸付事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 5,574,200 ▲ 300,000

合　　計 7,500,000 7,500,000

地方債

その他 1,925,800 医師修学資金貸付金返戻金（公立豊岡病院組合） 7,800,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 7,500,000 7,500,000

事業の目的
　豊岡病院組合の医師確保のために、組合構成市の豊岡市と朝来市で医師を目指す学生に医師修学資金を
貸与することで、将来、豊岡病院組合で勤務する医師を養成し、医療体制の充実を図る。

事　 業　 の
実施内容等

１　貸与資格
　豊岡病院組合医師修学資金貸与制度により貸与を受ける者で、修学資金の貸付を希望する者。

※医学部に進学する者、もしくは修学中の者で、大学卒業後、公立豊岡病院で2年間の臨床研修をし、
医師として組合立病院で勤務する意思のある者。

２　負担割合　経費のうち、朝来市1／4、豊岡市3／4

３　新規貸与人数　　4人

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

21.貸付金

事業開始年度 評価区分 評価

27 安心できる地域医療体制の充実 Ｈ 18 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

医学生
受益者数

（対象者数）
4

単
位

7,500,000 医師修学資金貸付金 7,500,000

人

平成 30 年度

医師修学資金
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

公立豊岡病院組合が実施する医師修学資金貸与希望する医学生が増加したため。

医師修学資金貸与者数 人 1 3 0 4

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

8,521,000 3,371,000 ▲ 300,000 5,651,200
8,521,000 8,521,000 7,500,000 7,577,000

0 0
5,150,000 7,800,000 1,925,800

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 0

8,521,000 7,565,000 7,500,000 7,577,000

事業費計 7,500,000 7,500,000 7,500,000 7,500,000

　正規職員人件費 1,021,000 65,000 77,000

21.貸付金 医師修学資金貸付金 7,500,000 7,500,000 7,500,000 7,500,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 ・地域医療の充実のためには、医師確保は最重要課題である。

今後の方向、見通し等
・今後も公立豊岡病院組合と協力し、医師確保対策を継続する。地域医療を担う医師の養成と確保が必要
であり、事業を継続して実施していく。

医師修学資金
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

地域医療体制の維持する上で医師確保は、重要課題であ
り、今後も、医師確保のための、より効果的な事業実施に
ついて、豊岡病院組合と連携しながら協議していく必要が
ある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充
◆現状の事業を継続的に実施する。
◇人口減少（少子化）に伴い、医師を目指す学生の減少
が懸念されるが、地域医療体制を維持する上で医師確保
は重要である。
◇養成医が医療現場で業務するようになっているが、定
着して勤務する医師がどの程度あるか、動向を確認しつ
つ、本事業の今後の在り方について、豊岡病院組合と共
に検討を重ねていく必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
貸与希望者の人数により、金額が増減するものであるが、実施主体は公立豊岡病院組合であるため、市の関与は困難である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

市民アンケートでは、医療の充実が常に言われている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

なし

医師修学資金貸与者数 8,521,000 2,521,667 #DIV/0! 1,894,250

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

医師修学資金
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 但馬こうのとり周産期医療センター運営事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 342,000 363,000

合　　計 342,000 363,000

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 342,000 363,000

事業の目的
　平成２７年１月オープンした「但馬こうのとり周産期医療センター」について、但馬の産科を守り、ハイリスクの
妊娠、胎児、新生児に対応するため、但馬管内の行政機関や医療機関と協働して周産期センターのソフト面の
魅力を向上させることで、産婦人科医師や助産師等を確保し、マグネットホスピタルとしての機能を充実させる。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
（１） 医師等確保対策事業

①事業内容　：看護職員奨学金加算貸与（実績なし）、医師豊岡病院見学旅費助成等
②事業実績  ：40千円　（基準額　40千円）
③負担割合　：但馬3市2町　【朝来市分16％】

（２） 魅力アップ事業
①事業内容　：産婦人科医・小児科医（25名）、NICU看護師（4名）・産婦人科助産師等（11名）に対する

 研修会参加支援、医師当直応援支援(23回）
②事業実績  ：10,256千円　（基準額　4,140千円）
③負担割合　：但馬3市2町、豊岡病院組合各50％　【朝来市分16％】

（３） その他
①事業内容　：産婦人科医・小児科医の研修会等開催支援(1回）
②事業費  ：60千円　（基準額　60千円）
③負担割合　：但馬3市2町、豊岡病院組合各50％　【朝来市分16％】

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

事業開始年度 評価区分 評価

27 安心できる地域医療体制の充実 Ｈ 25 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

受益者数
（対象者数）

単
位

342,000 ソフト事業負担金 363,000

平成 30 年度

周産期

別紙-537



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・交通の便が良いため、生活圏が但馬だけでなく中播磨や京都府など広範囲になっており、出生病院も広範囲になっている。

公立豊岡病院（こうのとり周産期医療センター）での出生
数

人 47 49 43 55

・豊岡病院組合主催の会議であるため、開催回数は市は関与しない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

但馬周産期連絡会議等連絡調整会議への出席 回 1 1 1 1

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,980,000 517,000 373,990 348,000
37,180,000 517,000 373,990 348,000

34,200,000 0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 0

37,180,000 517,000 373,990 348,000

事業費計 36,159,000 452,000 363,000 342,000

　正規職員人件費 1,021,000 65,000 10,990 6,000

19.負担金補助及び交付金 但馬こうのとり周産期医療センター負担金 36,159,000 452,000 363,000 342,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
・全国的に産婦人科医、小児科医の確保は大変厳しい状況にある。但馬圏域全体で、豊岡病院組合と連携し
ながら、心安全な周産期体制を作り上げることが課題である。

今後の方向、見通し等

・引き続き周産期医療センターの事業を推進し、産婦人科医や助産師等を確保し、但馬地域の周産期医療を
守る。
・周産期にかかわる関係者の会議を通じて、但馬地域の妊娠・出産の現状把握に努め、妊娠・出産包括支援
事業や母子保健事業との連携を図る。

周産期

別紙-538



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

平成30年4月より、公立神崎病院での出産が不可能にな
り、但馬圏域の周産期医療についても、今後集約化が議
論されることも視野に入れながら、豊岡病院組合、八鹿病
院組合とも連携を密にしながら、適切な対応を図る。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充
◆現状の事業を継続的に実施する。
◇医療機関運営の構成市町となっており、市内に分娩を取
り扱う医療機関がなく、但馬地域全体としても産科医師が
減少の傾向にある。
◇医師及び助産師等産科に係るスタッフにとって魅力ある
医療機関の体制を整えることで、スタッフ数の増加につな
がるよう、公立豊岡病院組合、構成市町と引き続き検討を
重ねる。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・担当をしている職員の負担割合の減少による。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

妊娠・出産・育児についての不安の対応に満足している人の割合：66.1％（H27市民アンケート）
安心して子供を産み育てることができると感じる市民の割合：33.6％（H25市民アンケート）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

公立八鹿病院での出産は、医療体制の影響から受け入れ対象者を限定している。

公立豊岡病院（こうのとり周産期医療センター）での出生数 791,064 10,551 8,697 6,327

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

周産期
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 新生児聴覚検査費助成事業 担当部課 地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 767,570 0

合　　計 767,570 0

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 767,570 0

事業の目的
◆重点プロジェクト　2-③-3−5−【1】

新生児聴覚検査に要する費用の一部を助成することにより、聴覚検査の普及啓発を進め、新生児の聴覚障
害の早期発見と早期支援を図る。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
（１）対象者および助成実績：新生児聴覚検査を受けた新生児   助成実人数162人
（２）助成金額：初回検査に要した費用に対し、5,000円を上限に助成
（３）助成方法：助成券交付及び償還払い方式

 母子健康手帳交付時に制度の案内をし、申請に基づき助成券を交付する。未契約の医療機関
 での新生児聴覚検査については、償還払いにより助成を行う

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料

事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

新生児
受益者数

（対象者数）
162

単
位

767,570 新生児聴覚検査委託料

人

平成 30 年度

新生児聴覚助成
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

平成29年度からの新規事業である。これまで新生児聴覚検査は保護者の希望による任意の検査であり、検査費用が経済的負
担となる家庭においては、受検していない新生児がいたが、本事業を実施した事で受検率が95.6％と多くの新生児が検査を受け
られた。これにより、異常の早期発見ができ、適切な支援につなぐことが出来る体制が充実してきたと思われる。

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民
の割合

％ 39.4

平成29年度より実施している新規事業であるため、助成人数の経年的変化は分からない。
助成券が利用できない医療機関で検査を受けた場合の償還払いの請求可能期間が受検日より1年以内としているため、平成29
年度は162人（助成率70.7％）と少なかった。H30年度に入ってからの申請者があると思われるため、今後、継続して確認してい
く。（平成29年度出生児数に対する受検率は95.6％）。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

新生児聴覚検査費助成実人数 人 162

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 0 0 1,140,420
0 0 0 1,140,420

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 1,500

0 0 0 1,140,420

事業費計 0 0 0 767,570

　正規職員人件費 371,350

13.委託料 新生児聴覚検査委託料 767,570

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・新生児聴覚検査は保護者の希望による任意の検査であるため、検査の重要性が認識されていなかったり、検査費用
が経済的負担となったりする家庭においては、受検していない新生児がいる。
・大半の医療機関において新生児聴覚検査ができる体制が整備されているが、中には整備されていない医療機関が
ある。
・新生児の聴覚障害の早期発見と早期支援を図るために、全ての新生児が聴覚検査を受けられるよう継続した周知が
必要である。

今後の方向、見通し等

・新生児の聴覚障害の早期発見と早期支援につなげるため、全ての新生児が聴覚検査を受診できるよう、検査費用の
一部を助成し経済的負担の軽減を図る。
・新生児聴覚検査の重要性について、妊娠期から周知及び受診勧奨に努める。
・新生児聴覚検査の受診結果を確認し、要支援児とその保護者に対する適切な支援を行う。

新生児聴覚助成
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

事業の目的に即し、安心して子どもを産み育てることができる環境整備を推進する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

事業の目的に即し、安心して子どもを産み育てることので
きる環境整備を推進する。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充 ◆新生児時期に聴力の確認をすることは、子どもの健や
かな成長、発達のため重要であり、本事業の実施は必要
である。
◇事業開始前の調査から比較すると、受検率が上がって
いることからも事業継続の必要性があると思われる。
◇国は初回検査と確認検査までの検査費用を助成するよ
う地方交付税措置の対象とした。本市の制度は、初回検
査のみ対象としているので、今後、近隣市町の動向等を
見ながら制度の拡充についても検討していく。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成29年度より実施している新規事業であるため、成果からみた事業費の変化は分からない。
本事業を実施したことで、子育て世帯の経済的な負担が軽減ができ、受検率が95.6％と多くの新生児が検査が受けられたこと
で、異常の早期発見ができ、適切な支援につなぐことが出来る体制の確立は「安心して子どもを産み育てることができると感じ
る」環境づくりにつながるもので重要な事業であると思う。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

新生児聴覚検査についての周知や、検査費用助成により、聞こえと子どもの発達の密接な関係
を知ることができ、また経済的負担が軽減され、安心して子育てができるとの意見がある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

養父市：全額助成　　豊岡市：無
香美町：全額助成　　新温泉町：無

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の割合 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 28,945

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

新生児聴覚助成
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 妊娠・出産包括支援事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 666,340 0

合　　計 1,476,340 0

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 810,000 母子保健衛生費国庫補助金

県支出金

合　　計 1,476,340 0

1,296,340 産後ケア事業委託料 0

事業の目的
◆重点プロジェクト　2-③-3−5−【1】

妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援を強化し、保護者が安心して、妊娠・出産・育児ができ
る環境づくりをすすめることを目的として実施する

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
（１)産後ケア事業（宿泊型、通所型、訪問型）

①対象者：家族等から十分な援助が受けられない出産後３か月未満の母親と乳児で、産後に心身の不調
や育児不安等がある者

②内容　 ：産後の療養上の世話、母親や児に対する保健指導や授乳指導、育児に関する指導や育児サポ
ート等を提供する。

③事業実績：［宿泊型]利用日数17日間（実3人）、[通所型]0人、[訪問型]利用回数131回(実54人）

（２）産前・産後サポート事業「すまいるひろば」
①対象者：妊婦及び産後１年未満の者と乳児
②内容　 ：妊産婦が抱える妊娠、出産、子育てに関する悩み等への相談支援や交流の場を提供することで

　孤立感の解消を図る。（助産師等の専門職による保護者交流会、相談支援　1回/月）
③実績：実施回数12回、延参加者数169人（実71人）

２　補助率
　妊娠・出産包括支援事業「産前・産後サポート事業」「産後ケア事業」

 母子保健衛生費国庫補助金　1/2補助

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

19 健やかな乳幼児の育成支援 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

目： 保健衛生総務費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 45.13%

事業の受益者
（対象者）

妊産婦と乳幼児
受益者数

（対象者数）
500

単
位

180,000 産前・産後サポート事業　助産師 0

13.委託料

人

平成 30 年度

妊娠・出産
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・H29年度新規事業として実施したため、経年的変化からの事業成果の評価は分からない。しかし、産後の支援が十分に受けられず負担を感じる産婦や、
授乳や子育てに関する不安や困り感を訴える産婦に対して、これまでは直接的な支援ができていなかったが、H29年度から取り組んた本事業により、産婦
人科等の医療機関や在宅助産師などと連携した直接的なサービスが提供できるようになり、産婦の不安や育児等の困り感に寄り添う支援が充実したと思
われる。これらの事から「妊娠・出産に満足する者の割合」が増えていることにつながっていると考える。

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民
の割合

％ 32.5 33.9 39.1 39.4

妊娠・出産に満足している者の割合 ％ 68.7 66.1 85.3 85.3

・H29年度新規事業として実施したため、活動指標の経年的な変化は分からないが、産後すぐからの直接的な支援として、市民周知を強化
し、市のホームページにも内容等を掲載したり、母子健康手帳交付時(妊婦）に個別面接を通じて産後の支援について丁寧に紹介した。ま
た、要支援の産婦には、産後すぐに在宅助産師と連携を図り、新生児・産婦訪問や相談等各種事業を通じて適切な支援が受けられるよう積
極的に事業を紹介し活用いただいた。
 

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

産前・産後サポート事業参加者延人数 人 169

29年度

産後ケア事業利用延件数 件 148

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 45.13%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 0 0 2,947,490
0 0 0 3,757,490

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 810,000
0 0

　臨時職員人件費 134,250

0 0 0 3,757,490

事業費計 0 0 0 1,476,340

　正規職員人件費 2,146,900

13.委託料 産後ケア事業委託料 1,296,340

8.報償費 産前・産後サポート事業　助産師 180,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・少子化により子どもに接する機会が減少したことや、核家族化が進む中で、産後、家族からの十分な協力が得られない家庭や初
めての妊娠、出産により育児の難しさに直面し,戸惑ってしまうなど、妊産婦が抱える育児不安や負担が増えつつある。
・出産後は、女性ホルモンのバランスが不安定な時期であることに加え、不安を抱えたままの母親は産後うつや子どもへの虐待につ
ながる可能性もあることから,出産後すぐからの専門職による支援が必要となってきている現状がある。

今後の方向、見通し等
・少子化対策の一環として、安心して妊娠・出産、育児ができる環境づくりを進めていくためには本事業に取り組み、子育て支援を強
化する必要がある。

妊娠・出産
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

安心して妊娠・出産・子育てができる環境整備のため、継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充
◆継続実施（4/4）

　平成29年度に開始された新規事業のため、成果測定をまだできていない状況ではあるが、これまで朝来
市で手薄であった出産・育児に対する事業として、良い成果を上げていると考える。当事業において、形成
される母親間などのコミュニティをより広げられるよう、事業を行う必要がある。また、出生数の増加などの
成果指標を充実させること、民生委員等を活用した地域と連携した事業を展開し、当事業を利用していな
い親に対するケアも検討する必要がある。

○ 継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

国県、他の自治体の状況を把握し、今以上に、安心して子
どもを産み育てることのできる環境整備を推進する。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充 ◆H29年度の新規事業なので、今後も引き続き市民の二-ズを十分に
把握しながら、事業継続していく。
◇本事業はこれまで産後初期の支援が途切れがちだった時期で産婦
の不安が一番大きくなる時期への直接的な支援として、新たに取り組
んだことで、国が勧める妊娠期からの切れ目ない支援体制としてさらに
強化できたと思う。妊産婦の不安や困り感に寄り添う支援として今後も
効果的な実施ができるよう、近隣他市町の状況も把握しながら、充実し
た支援となるよう内容検討していく。
◇子どもが健やかに生まれ育つための環境づくりは母子保健を推進し
ていくうえで重要な施策であり、本市の少子化対策、人口自然増を図る
ためにも重要である。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・H29年度新規事業として実施したため、成果単位あたりの事業費の経年的変化は分からないが、今後、「妊娠・出産に満足して
いる者の割合」が増え、市民アンケートでも「安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の割合」が増加し、自然人口
増の一助となるよう子育て支援を充実させながら継続実施していく必要がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

H27年度に実施したアンケートによれば、産後、乳房ケアや授乳指導、産後の休養や赤ちゃんを預かってくれる支援
があればよい等と答えた産婦が多かった。また産前・産後サポート事業の参加者のアンケートからは、「他の保護者の
話が聞けてよかった」「産後、家にこもりがちなので他の保護者と話したり、相談する場があって気分転換になる」等の
意見が聞かれた。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬３市２町のうち、新温泉町のみ妊娠・出産包括支援事業を実施していない。その他の市町は同様の
支援を実施している。

妊娠・出産に満足している者の割合 0 0 0 44,050

安心して子どもを産み育てることができると感じる市民の割合 0 0 0 95,368

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

妊娠・出産

別紙-547



別紙-548



作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 保健対策推進事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 3,658,396 2,464,192

合　　計 3,666,555 2,464,192

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金 8,159 感染症予防事業費負担事業補助金

合　　計 3,666,555 2,464,192

11.需用費 932,922 健康ポイント実践手帳印刷代、血圧計、防疫薬剤費等 660,912

12.役務費 1,256,453 通信費（郵便）、血圧計廃棄手数料 612,000

1,281,100 健康会議、医師会等連絡会謝礼、健康づくり報償品 1,169,200

9.旅費 196,080 職員出張旅費 22,080

事業の目的

◆重点プロジェクト　３‐②‐４‐２‐【１】【３】
総合計画や健康増進計画・食育推進計画（健康あさご２１）に基づき、個人の健康づくりを地域全体で支え

合い、協働して健康づくりに取り組めるよう環境を整備し、「健康で安心して暮らせるまちづくり」を推進する。
　感染症を予防し、安全な生活環境を整えるため、正しい知識の普及を図る。
　市民一人ひとりの健康意識の高揚を図り、健康づくりを効果的に進めるため、健康づくりポイント事業や健
幸づくり推進事業を推進する。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
(1) 各種団体・組織との会議を開催し、健康課題や体制などについて検討・協議する。

① 健康会議：2回開催 ② 歯科保健事業連絡会：2回開催 ③ 保健事業連絡会：1回開催
④ 母子保健事業連絡会：3回開催

(2) 感染症対策
① 感染症予防のチラシを作成し、市民への配布を行う。
② 市広報・ＣＡＴＶ・音声告知・ホームページ等を活用した周知を行う。
③ 薬剤配布と保健指導の実施：9月台風18号水害時の薬剤配布と保健指導を実施

(3) 健康づくりポイント事業
市民の健康づくり、無関心層への動機づけ策として、運動の実践、保健事業の参加について、実践手帳に記録し
ポイントを貯め、一定のポイントが貯まれば、市内こども園等への図書カードの寄附、運動施設等利用助成券、
市指定のごみ袋への交換など特典を受け取れる。
・参加者数：2,245人（市民：2,072人　市内在勤者：173人）
・ポイント寄附交換者数：889人（寄附：のべ91人　交換：のべ847人）
・事業評価：モニター調査（体組成・体力測定・意識や生活習慣の変化等分析　5月～11月　19人参加）、

アンケート調査（11月実施1509人に送付　回収率50.7％）、医療費との関連分析
(4) 歩く健幸づくり推進事業

「歩く」を視点に環境づくりを行い市民の健康の保持増進を図る。
・先進地への視察、庁内関係課との事業検討会、市内ウォーキングコース等の調査

(5) 働く世代への健幸づくり支援事業
働く世代の健康への関心や意識を向上し、生活習慣の見直しや健康行動の実践を支援する。
・市役所職員を対象としたモニター事業、市役所階段への健康標語等の看板設置

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

事業開始年度 評価区分 評価

24 こころとからだの健康づくりの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 予防費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 99.78%

事業の受益者
（対象者）

全市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

0 0

8.報償費

人

平成 30 年度

保健対策
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

健康づくりポイント事業の寄附交換者数は増加したが参加者数の増加によるもので、申請率は39.8％とH28年度42％より減少となった。
アンケートやモニター調査の結果から、事業の参加が健康意識の向上や健康づくりへのきっかけづくりになっていることが分かった。事業評
価のためのアンケート調査では、「交換品は現行のままでよい」が93.4％、事業への満足も「満足」「やや満足」を合わせると８割を占めたが、
「手帳の記入が面倒」「対象事業を増やしてほしい」との回答も多く、満足度も高く、おおむね現行の事業内容でよいが、手帳の内容や対象活
動の見直しなどは必要と考える。

健康づくりポイント事業寄附・交換申請者数 人 285 367 643 889

健康づくりポイント事業では、市内事業所への協力依頼を行い、10～40歳代の働く世代の参加者が増加した。また、いきいき百
歳体操を実施しているグループが、グループぐるみで事業に参加され80歳以上の参加者が増加した。ホームページ、CATVの
活用・広報での協力事業所紹介、高年福祉課や生涯学習課、地域自治協議会等と協力し積極的に事業の周知を行った。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

健康づくりポイント事業参加者数 人 1,604 1,607 1,607 2,245

29年度
健康会議・歯科保健事業連絡会・保健事業連絡会議の
開催回数

回 4 4 6 8

100.00% 100.00% 100.00% 99.78%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

8,472,539 18,421,927 3,669,352 13,053,286
9,472,539 19,221,927 3,669,352 13,061,445

0 0
1,000,000 800,000 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 8,159

　臨時職員人件費 267,000 649,000 24,700 369,750

9,472,539 19,221,927 3,669,352 13,061,445

事業費計 1,279,539 4,298,927 2,464,192 3,666,555

　正規職員人件費 7,926,000 14,274,000 1,180,460 9,025,140

13.委託料 計画策定業務委託料 0 2,121,120 0 0

12.役務費 通信費（郵便） 100,000 310,000 612,000 1,256,453

11.需用費 保健事業予定表印刷代、防疫薬剤費等 771,339 1,112,431 660,912 932,922

9.旅費 職員出張旅費 0 0 22,080 196,080

8.報償費 健康会議、医師会等連絡会議等謝礼、 408,200 755,376 1,169,200 1,281,100

7.賃金 事務員等出務賃金 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・朝来市健康増進計画・食育推進計画の目標達成に向け、市民、地域、関係機関、行政等が協働して市民が自主的に健康づくりを
実践できるような施策の展開が必要である。
・感染予防は被害拡大を防止するため、迅速な対応が必要となるが、大規模な災害や感染症対策は災害対策本部や県の指示に基
づいて対応することとなり、調整に時間を要する。災害時や感染症発生時等の活動マニュアルの作成も必要である。
・健康づくりポイント事業の参加者は増えているが、寄附・交換者数の割合は増加しない。モニターやアンケート調査から、事業参加
により意識が向上することは把握できたが、行動変容や実践の継続などへの支援が必要であり、仲間とともに取り組める工夫や健
康に関心がもてるような機会(体力測定会など）を持つなど事業の工夫をするとともに、地域や関係課と連携した事業の実施が必要
である。

今後の方向、見通し等

・朝来市健康増進計画・食育推進計画に基づき、地域や関係機関等との連携を強化し、市民一人ひとりが実践できる健康づくりを推
進する。
・感染症予防のため、関係機関との連絡を密にし、迅速な対応に努める。
・健康づくりポイント事業は、市民が自ら健康づくりに取り組めるよう、健康情報の普及・啓発を行い、健康増進事業等の保健事業と
あわせて実施する。アンケートやモニター調査の結果をもとに、31年度からの事業を検討する。
・歩く健幸づくりや働く世代の健幸づくりなど、健康（健幸）づくりへの関心の向上と健康づくりに取組みやすい環境づくりを推進する。

保健対策
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

健康増進、健康意識の高揚は重要な施策であり、その結果が、医療費抑制、介護予防にも繋がるもので
あり、国県、他の自治体の状況を把握し、事業の推進を図る必要がある。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

市民の健康寿命の延伸を図る意味でも、健康増進、健康
意識の高揚は、重要な施策であり、その結果が、医療費
抑制、介護予防にも繋がるものであり、国県、他の自治体
の状況を把握し事業の推進を図る必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充 ◆現状の事業を拡充し実施する。
◇市民が生きがいを持ち健康で安心して暮らせるまちづくりの推
進は、市民全体の課題でもあり、市民個々の取組みに加え、地
域や職場などと連携し健康づくりの仕組みづくりをしていく必要
がある。29年度に健幸づくり推進係が新設され、さらなる施策の
充実・拡充が必要で、効果的かつ有効的な施策の立案・展開が
必要である。
◇今後も、必要に応じ市民アンケート等を行い、市民や関係機
関が参加する会議を継続して開催し、健康課題の解決に向けて
具体策の検討を行う。また、健康づくりポイント事業や歩く健幸
づくり推進事業など、若い世代や無関心層が健康づくりを自主
的に実践できるよう事業内容の検討を行う。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成27年度は、第2次健康増進計画・食育推進計画の策定年度であったため、策定にかかる諸費用（報償費・需用費・委託料）
や策定にかかる職員の人件費が増加している。健康づくりポイント事業参加者の増加や健康づくりへの関心度の向上により成
果単位あたりの金額も減るので、事業の評価・見直し行い、市民の健康づくりへの意識の向上や取組みの継続を促す仕組みづ
くりが必要である。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

計画策定時の健康づくりアンケートでは、青壮年層で運動を心がけている人は40.1％である。また、市民ア
ンケートでスポーツを定期的にしている人は38.7％。日ごろから運動・スポーツをしている人の割合で「全く
していない」人は42.3％である。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬各市町とも健康づくりの基本計画を作成し、健康づくりを推進しているが、実施内容や組織との調整の
有り方は異なる。健康づくりポイント事業については、但馬圏域では朝来市の他2市1町が取り組んでいる
が、対象者や実施方法については市町ごとに異なる。

健康づくりポイント事業寄附・交換申請者数 33,237 52,376 5,707 14,692

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

保健対策

別紙-551



別紙-552



作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 健康増進事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

合　　計 5,968,929 5,785,222

その他 1,080,949 検診等実費徴収金、まちぐるみ健診助成金 865,360

一般財源 2,224,980 2,574,862

県支出金 2,663,000 健康増進事業費補助金・自殺対策強化市町補助事業補助金 2,345,000

地方債

合　　計 5,968,929 5,785,222

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

471,000 教室案内・検診通知 556,000

13.委託料 4,004,460 検診委託料 3,860,834

421,200

9.旅費 24,955 講演会講師旅費、職員出張旅費 27,040

11.需用費 657,714 パンフレット・用紙・封筒印刷代等 582,748

総合
計画
体系

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 302,000 医師・看護師等出務賃金 337,400

事業の目的

◆重点プロジェクト　３-②-４-２-【2】
市民一人ひとりが「自分の健康は自分でつくり・守る」という意識の高揚を図り、個人が健康に関する正しい知

識をもち、定期的に健診を受け、健診結果に基づき、食生活の改善や生活習慣を身につけられるよう、がん対
策や生活習慣病の対策と心の健康づくりを推進する。
　健康増進法に基づく保健事業と市独自の健康づくり事業、また心の健康づくりや自殺対策基本法に基づく自
殺予防対策事業を実施し、市民の健康管理と健康づくりの実践を支援するとともに、地域が協働して健康づくり
に取り組める環境を整備し「健康で安心して暮らせるまちづくり」を推進する。

事　 業　 の
実施内容等

1 事業概要
（１）健康増進法に基づく保健事業

①健康教育　運動・地区・栄養・病態別健康教室等： 2,525 人
②健康相談　こころのケア相談・健康相談・歯科相談・栄養相談等（電話・面接による相談含む）：1,590人
③健康診査　医療保険未加入者等の特定健診　（生保等）：４人

肝炎ウイルス検診　40、45、50、55、60、65、70歳：378人、41歳以上で問診で該当者：３人
骨粗鬆症検診　40、45、50、55、60、 65、70歳の女性：271人
歯周病検診　40、45、50、55、60、65、70歳：213人、2歳児歯科健診の保護者：51人（市内歯科医院委託）

④訪問指導　　特定健診やその他検診の事後指導、保健指導等：180人
（２）市独自の事業

①被用者保険加入者の貧血検査：372人 ②被用者保険加入者の血清クレアチニン・尿酸・eGFR検査：591人
③特定基本健診事業　20・30歳代の被用者保険加入者も健診受診機会を提供し、若い時からの受診を推進する：205人

（３）自殺対策事業
①普及啓発　　こころの健康づくり講座：１回47人、うつに関する地区出前講座５回147人、こころの健康づくり・うつ予防・

ひきこもり・自殺予防等のパンフレット配布、広報・ホームページでの普及啓発（自殺予防週間・月間）、他課との連携
（自殺予防月間での図書コーナー設置、死亡届時の相談チラシ配布、市内公共施設での相談窓口チラシの設置）

②相談支援事業　再掲）こころのケア相談（精神科医師）5回12人、こころのケア相談（心理士）：6回16人、ひきこもりに
関する相談会2回７人、電話・訪問・面接相談対応、妊娠期のストレスや産後うつへの対応、相談窓口の周知

③人材育成事業　ゲートキーパーの養成（市職員・地域ケアスタッフ・民生委員）：5回226人
④連携強化　市職員間（自殺対策庁内連絡会議）2回30人、健康会議での自殺対策の検討2回32人

関係機関とのネットワークづくり（他機関との連絡会議）、精神保健連絡会での情報交換、断酒会やひきこもり支援団体
との連携、市内医療機関での相談窓口チラシの設置、ハイリスク者・生活困難者等の支援にむけたケース検討

⑤自殺既遂者の実態把握・分析（自殺に関するデータ・要因等の把握、既遂者に関する事例検討会（健康福祉事務所と協働）

単
位

人

款： 衛生費 項： 保健衛生費

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

24 こころとからだの健康づくりの推進 17 事業種別 1.ソフト事業

月
決算 ）

重点

Ｈ

のセルにのみ入力してください。

目： 予防費

日
（ H平成 30 年度

区
分

予算

事業開始年度 評価区分 評価

30 29
29

創生

年 6

事業の受益者
（対象者）

20歳以上の市民
受益者数

（対象者数）
25,300

8.報償費 508,800 講演会講師等謝礼

12.役務費

国県支出金を除いた比率 55.39%

行政マネジメント事務事業シート
決算

健康増進
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・健診結果での血糖値の異常者数（要指導・要医療）は、28年度、29年度と徐々に減っている。
・自殺者数は年々減少している。平成22年度から継続して実施してきた自殺対策事業の事業自体の評価は出来ると考える。しかし社会情勢などが自殺者数に
影響するため、地域や地域医療・健康課の取組みが直接自殺者減につながったと評価することは難しく、事業を継続して行い長期的な視点での事業評価が必
要である。（自殺の要因は様々であり、自殺者数、自殺率が自殺対策の成果指標として必ずしも適切とは言えない）

・国保加入者の医療費分析から、40歳代から「高血圧疾患」・「糖尿病」等の生活習慣病での治療が多くなっており、若い年齢層からの健康づくりへの意識向上や生活習慣
の改善、健康管理に向けた支援が必要。
・国保加入者の医療費は歯周病や歯肉炎の治療費が高いが、歯科保健への関心が低い。歯科検診受診率も低く、歯科教室の参加者数も少ない。
・朝来市は、徐々に自殺者数が減っていたが、自殺率が県平均・但馬圏域と比較すると高い状況であった。平成29年の朝来市の自殺率は、国・県・但馬地域と比較し、低く
なった。
・今後も継続して「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、地域の様々な関係機関、関係団体、庁内部署の果たすべき役割を明確・共有化して連携、協
働していけるような仕組みを構築していく必要がある。
・悩みを持つ市民が危機に陥ったときに援助を求めることが出来るよう、相談窓口の周知を強化する必要がある。
・周囲のうつ状態にある人や自殺のサインに気づき、必要な相談、支援につなげることが出来るよう、こころの健康づくりに関する知識の普及啓発、学習機会の充実を図る
必要がある。

今後の方向、見通し等

・第2次朝来市健康増進計画に基づき健康づくりを推進する。
・市民が自らの健康づくりに取り組めるよう、健康づくりポイント事業、健幸づくり推進事業と合わせ、効果的に保健事業を実施する。
・食生活の改善や運動習慣の定着化等の予防に重点をおいた対策を推進するとともに市民課の国保保健事業とあわせ、合併症や症状の進展等の重症化予防に重点をお
いた対策を進めていく
・地域の歯科医師・歯科衛生士と連携し、口腔衛生の意識向上を図るため、様々な場面で歯科保健の普及啓発に取り組む。
・平成30年度に地域の関係機関、関係団体の代表者等をメンバーとした自殺対策推進協議会をたちあげ、自殺対策計画を策定するとともに連携強化を図り、自殺対策を推
進する。自殺対策事業は、引き続き、継続して実施する。
・悩みをもつ市民が必要な相談、支援につながるよう、関係機関、関係団体、庁内部署と連携、協力しながら相談窓口の周知を強化する。

自殺者数：内閣府・厚生労働省　地域における自殺の基礎資料データ（暦年） 人 9 7 6 4

健診結果での血糖値の異常者数（要指導・要医療） 人 989 1,058 976 912

健康教育、健康相談、訪問指導実施人数は、専門職種の人数等の影響を受ける。また年度ごとに課題・事業計画を検討し、保健事業を実施しており、年度により対象、内容が異
なるため、実施人数に増減がある。
ゲートキーパー養成研修受講者人数は、民生委員、地域ケアスタッフ、市職員対象に実施している。ゲートキーパー養成講座は、自殺の実態や講座の実施状況、実施内容の検
討、評価を行いながら講座の対象や内容を数年単位で計画し、実施している。年度により対象、内容が異なるため、受講人数に増減がある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ゲートキーパー養成研修受講者人数 人 64 93 112 226

29年度

健康教育参加人数・健康相談利用人数・訪問人数（延べ） 人 4,567 3,595 4,214 4,295

51.83% 62.83% 59.47% 55.39%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

17,786,709 13,755,852 16,653,672 22,978,975
21,394,641 16,646,770 19,864,032 26,722,924

0 0
904,932 789,918 865,360 1,080,949

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
2,703,000 2,101,000 2,345,000 2,663,000

　臨時職員人件費 4,256,000 1,584,000 1,233,440 1,019,250

21,394,641 16,646,770 19,864,032 26,722,924

事業費計 5,611,641 5,651,770 5,785,222 5,968,929

　正規職員人件費 11,527,000 9,411,000 12,845,370 19,734,745

13.委託料 検診委託料 3,192,095 3,602,297 3,860,834 4,004,460

12.役務費 教室案内、検診通知 780,000 733,000 556,000 471,000

11.需用費 パンフレット・用紙・封筒印刷代等 808,496 502,703 582,748 657,714

9.旅費 講演会講師旅費、職員出張旅費 64,850 38,170 27,040 24,955

8.報償費 講演会等講師謝礼 500,800 451,600 421,200 508,800

28年度 29年度

7.賃金 医師・看護師等出務賃金 265,400 324,000 337,400 302,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

現在認識している課題

健康増進
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

健康で安心して暮らせるまちづくりを推進することで、その結果が、医療費抑制、介護予防にも繋がるもの
であり、国県、他の自治体の状況を把握しながら、事業の推進を図る必要がある。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

3 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性

受益者負担の適切さ 廃止

事業の目的のとおり、「健康で安心して暮らせるまちづくり」を推進するこ
とで、その結果が、医療費抑制、介護予防にも繋がるものであり、国県、
他の自治体の状況を把握し事業の推進を図る必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充
◆現在の事業を踏まえ、地域の健康課題に着目、検討し事業を強化す
る。
◇市民一人ひとりが健康に対する意識をもち、家庭、地域において健康
的な生活習慣を身につけ、疾病の予防や健康増進に努め、生涯にわ
たって自分の健康管理が出来るよう、健診や健康教育等の保健事業等
の充実を図り、普及啓発を実施していくことが必要である。
◇市民自ら健康づくりに取り組めるよう、健幸づくり推進事業とあわせて
効果的に保健事業を実施していく必要がある。
◇平成30年度に地域の関係機関、関係団体の代表者等をメンバーとし
た自殺対策推進協議会をたちあげ、自殺対策計画を策定する。「誰も自
殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、地域の様々な関係
機関、関係団体、庁内部署の果たすべき役割を明確・共有化して連携、
協働していけるような仕組みを構築していく必要がある。

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・健診結果での血糖値の異常者数（要指導・要医療）は、平成28年度、29年度は減っている。成果単位あたりの金額は、その年
度にかかる職員人件費の増減により変動している。
・自殺者数を評価指標にもってくると成果単位あたりの数字は、自殺者数が減ると増える仕組みになっている。また職員人件費
の増減により成果に関する単価が変動している。
・引き続き、第2次朝来市健康増進計画に基づく健康づくりや自殺対策事業を実施、推進していくことが必要と考える。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

【３】代替サービスの有無

「第2次朝来市総合計画後期基本計画」のアンケートで「健康づくりへの支援が充実している」で「そう思う」「まあそう思う」と回答した人
が平成28年度は41.3％であったのが平成29年度は43.9％と増加している。健康教育実施後アンケートでは、ほぼ100％の方が講義に
満足され、講義内容について「理解できた」「ほぼ理解できた」と回答。健康教育後、自分自身の生活を見直し、より積極的に健康づくり
に取り組もうとされている方が多い。こころの健康づくり講演会後のアンケートでは、こころの健康づくりについて参考になったと多くの
人が回答されている。

健康増進法に基づく保健事業は、実施方法が異なることがあるが、但馬圏域でも同様に実施。各市町の健康課題に応じ市独自の健
康増進事業を展開している。自殺予防対策も但馬圏域でも実施されているが、内容は、市の現状にあわせて実施している。

健康教育のみ、一部委託が可能。

健診結果での血糖値の異常者数（要指導・要医療） 21,633 15,734 20,352 29,301

自殺者数：内閣府・厚生労働省　地域における自殺の基礎資料
データ（暦年）

2,377,182 2,378,110 3,310,672 6,680,731

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

８．一次評価

健康増進
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 結核検診事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 1,188,820 1,238,780

合　　計 1,188,820 1,238,780

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 1,188,820 1,238,780

361,000 郵便料 369,000

13.委託料 797,040 検診委託料、検診運行補償料 837,056

事業の目的

◆重点プロジェクト　3-②-4-2-【2】
感染症予防法に基づき、65歳以上の者に対し結核の早期発見のために検診を実施する。

また、結核予防について市民が結核に関する正しい知識を持ち結核予防や健康管理に役立てるよう、普及啓
発を推進する。

事　 業　 の
実施内容等

１　内容：胸部レントゲン撮影

２　方法：検診車による市内地区巡回　９日間実施　1,215人

３　受診料：無料
※感染症予防法の規定により、健康診断にかかる費用は市町村が支弁することになっている。

４　検診の周知：市広報、隣保回覧、音声告知等で周知する。
　個別通知者は新規対象者（65歳到達者全員）、過去5年間に受診したことがある65歳以上の者
　過去５年間に検診を受診していない節目年齢の該当者に対し個別受診勧奨を行う。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

24 こころとからだの健康づくりの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 予防費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

65歳以上の市民
受益者数

（対象者数）
11,109

単
位

30,780 封筒印刷代 32,724

12.役務費

人

平成 30 年度

結核検診

別紙-557



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

事業対象者の中で、総合健診での肺がん検診、医療機関での胸部レントゲン検査を受ける者は本事業の対象から除外されるこ
と、また、検診車にて自力で検査を受けることができる者に限られることから、寝たきり者等も除外され、受診者が減少する可能性
があり得る。

結核検診受診者数 人 1402 1308 1276 1215

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

結核検診日数 日 9 9 9 9

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,408,532 2,780,968 1,849,730 2,007,220
2,408,532 2,780,968 1,849,730 2,007,220

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 642,000 779,000 42,900 56,250

2,408,532 2,780,968 1,849,730 2,007,220

事業費計 1,324,532 1,252,968 1,238,780 1,188,820

　正規職員人件費 442,000 749,000 568,050 762,150

13.委託料 検診委託料、検診運行補償料 919,712 858,048 837,056 797,040

12.役務費 郵便料 360,000 369,000 369,000 361,000

11.需用費 封筒印刷代 44,820 25,920 32,724 30,780

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・検診受診者数が年々減少傾向にあるが、検診以外で個々に医療機関の胸部レントゲン検査を受診している人の状況が把握できない。
・広報やＣＡＴＶ、隣保回覧等で検診の周知を行っているが、受診者が伸びない。受診歴がない者への個別受診勧奨の方法を検討していく必要があ
る。
・朝来健康福祉事務所管内で毎年数人の新登録結核患者がある。
・新登録患者のうち、高齢者の占める割合が高い状況が続いている.。
・検診では、各区の公民館等市内を巡回しきめ細かく受診機会を提供しているが、受診者数の少ない地域もあり非効率となっている面もある。
・検診車がフイルムからデジタル化されるため、委託料が増額となると聞いている。また、車両が大きくなるため、従来通りの巡回ができるか、確認・調
整が必要である。

今後の方向、見通し等

・結核の早期発見・早期治療のため、検診受診の啓発と、結核についての正しい知識の普及を引き続き行う。
・検診対象者への個別受診勧奨を継続するとともに、CATVや広報等を活用し受診勧奨を行う。
・検診受診歴のない節目年齢の該当者に対し個別受診勧奨を検討する。
・過去の受診状況や地理的な状況も考慮し、受診しやすくかつ効率よく実施できるよう検診会場の検討を行う。

結核検診

別紙-558



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

感染症予防法に基づく事業であり、現状に事業を継続して
実施していく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続し実施する。
◇感染症予防法に基づく事業であり、疾病予防の観点か
ら必要な事業である。
◇市民が受診しやすくかつ効率的に事業実施できるよう、
検診会場や受診方法等、今後の検討していく。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
事業に当たる職員の人件費が増加したが、受診者集が減少したため、単位当たりの金額が増加したと考えられる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

受診者からは検診会場が居住区内であり、移動手段を持たない方からも受診しやすいとの声が
ある。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬圏域内の他市町でも同様に実施

結核検診受診者数 1,718 2,126 1,450 1,652

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

結核検診

別紙-559
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 予防接種事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 98,275,772 96,075,232

合　　計 98,275,772 96,075,232

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 98,275,772 96,075,232

13.委託料 68,452,564 予防接種委託料 66,201,923

22.補償補填及び賠償金 0 0

11.需用費 29,283,428 冊子購入、予診票等印刷代、医薬材料代 29,356,549

12.役務費 432,000 郵便料 389,000

92,800 事務員等出務賃金 112,000

9.旅費 14,980 職員出張旅費 15,760

事業の目的

　予防接種法に基づき、伝染のおそれがある疾病の発生とまん延及び重症化を予防するため、法で定められた
対象者に予防接種を行い、もって市民の健康増進を図る。
　任意予防接種であるインフルエンザ予防接種は、特に、感染すると重症化する恐れがある小児や心臓や腎
臓、呼吸器、免疫機能の障害を有する者のインフルエンザの発症又は重症化を予防し、伝染のおそれがあるイ
ンフルエンザの発生及びまん延の防止を図り、もって公衆衛生の向上と市民の健康増進を図るとともに、経済
的な負担を軽減する。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
　予防接種法に基づき、ヒブ、小児用肺炎球菌、B型肝炎、ポリオ、破傷風、百日咳、ジフテリア、BCG、麻しん、
風しん、日本脳炎、子宮頸がん、高齢者インフルエンザ、高齢者肺炎球菌感染症の予防接種を行う。
（１） 定期予防接種
A類及びB類の高齢者インフルエンザは全額公費助成とし、B類の高齢者肺炎球菌は一部自己負担ありとする。
朝来市医師会、兵庫県医師会及び各医療機関と契約して予防接種を行う。
◆接種者数(延べ人数）

[A類]   ①  ヒブワクチン　　912人   ②  小児用肺炎球菌ワクチン　917人   ③  B型肝炎    684人
④  不活化ポリオ　 　3人　 ⑤　4種混合　 894人   ⑥　２種混合　   222人

    ⑦　BCG　             211人  ⑧　麻しん風しん混合　 491人   ⑨　日本脳炎　1,206人
       ⑩　子宮頸がん        0人   ⑪　水痘　454人

 [B類]    ⑫  高齢者インフルエンザ  6,791人　⑬　高齢者肺炎球菌　1,136人
（２） 任意予防接種
任意の予防接種に係る費用の助成を行う。一部自己負担あり。
◆接種者数(延べ人数）

⑭ インフルエンザワクチン　身体障害者手帳受給者 ：12人
⑮ インフルエンザワクチン　13歳未満：2,781人、13歳～16歳未満（中学3年生）：292人

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

1.報酬

事業開始年度 評価区分 評価

24 こころとからだの健康づくりの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 予防費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

各予防接種対象者
受益者数

（対象者数）
18,415

単
位

0 予防接種事故調査委員会報酬 0

7.賃金

人

平成 30 年度

予防接種
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

出生数により、変更や定期予防接種の各予防接種対象者や延接種者数に影響がある。

定期予防接種の延接種者数 人 13,844 12,997 14,575 13,921

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

‐ ‐ ‐ ‐

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

105,474,201 95,122,376 100,683,912 102,892,691
106,474,201 97,122,376 100,683,912 102,892,691

0 0
1,000,000 2,000,000 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 2,195,000 1,039,000 137,540 773,269

106,474,201 97,122,376 100,683,912 102,892,691

事業費計 95,624,201 90,290,376 96,075,232 98,275,772

　正規職員人件費 8,655,000 5,793,000 4,471,140 3,843,650

22.補償補填及び賠償金 0 0 0 0

13.委託料 予防接種委託料 65,569,935 62,622,489 66,201,923 68,452,564

12.役務費 郵便料 160,000 339,900 389,000 432,000

11.需用費 冊子購入、予診票印刷代、医薬材料代 29,747,306 27,175,107 29,356,549 29,283,428

9.旅費 職員出張旅費 15,760 8,880 15,760 14,980

7.賃金 事務員等出務賃金 131,200 144,000 112,000 92,800

1.報酬 予防接種事故調査委員会報酬 0 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・定期接種、任意接種含めて、予防接種の種類、接種間隔、回数、期限などが年々複雑化しており、保護者が適切に管理すること
が難しくなっている。予防接種事故を防ぎ、安全で効果的に接種するために、保護者に対してスケジュールを考えるための支援が必
要である。
・正しい知識の普及と早期接種開始の周知が必要。
・予防接種にかかる法令等の改正などにより、大きく増減することがある。

今後の方向、見通し等

・医師会、教育委員会と連携し、未接種者に対する接種勧奨や、予防接種に関する知識の普及など啓蒙活動を継続して行う。
・子宮頸がん予防ワクチンの接種は、積極的勧奨の差し控えが継続されているが、再開については国の審議会において継続審議されており、その結
果に基づき対応を行う。
・診療報酬の改定に伴い、委託料に反映させることで医師会と調整済み。診療報酬の改定がH30年4月に行われ、H31年度、32年度に反映させること
で医師会と調整していく。
・ワクチンギャップの解消に向けた調査・研究・審議等が国で行われており、その結果に基づき、新たに定期接種に追加される疾病等が決定する。国
の動向を見ながら予防接種事業を推進する。

予防接種
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

市民の健康増進のため、継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施
法律で定められた事業であり、個人の感染予防及び社会
防衛の目的があることから、市レベルで検討する余地がな
い事業であるが、確実に予防接種を受けていただき、市民
の健康増進のため、接種者数のさらなる増加に繋がるよ
う、啓発・情報発信に努める必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。今後、法改正に伴う拡充はありうる。
◇法で定まっている事業であり、個人の感染予防及び社会防衛の目的もあること
から、市レベルで検討の余地がない事業である。
◇市民の健康増進のため、更なる接種者数の増加につながるよう啓発に努める
必要はある。
◇今後も定期予防接種の種類が増加する見込みであり、事業経費の増額が予
測されるため、Ｂ類疾病に関しては、受益者負担について検討が必要である。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
出生数の減少傾向はあるが、定期接種の種類の追加や、委託料及びワクチン単価の改定により、大きな変化は見られていない。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

子どもが何人かいると、インフルエンザ予防接種を受けさせたいが高くつくため受けにくい。少しで
も補助があるとありがたい。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

定期予防接種は法で定められたものであり、近隣市町においても同様に実施している。任意予防接種はイ
ンフルエンザのみ養父市が13歳未満及び身体障害者手帳１・2級所持者に対し1回2,000円の助成を行って
いる。

定期予防接種の延接種者数 7,691 7,473 6,908 7,391

0

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

予防接種
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 がん検診事業 担当部課 健康福祉部　地域医療・健康課

項： 保健衛生費

一般財源 24,410,681 25,202,503

合　　計 32,412,581 33,555,003

地方債

その他 7,883,900 検診等実費徴収金 8,230,500

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 112,000 がん検診総合支援事業費補助金 118,000

県支出金 6,000 アスベスト健康管理支援事業補助金 4,000

合　　計 32,412,581 33,555,003

19.負担金補助及び交付金 12,602 アスベストフォロー検診助成金 9,560

13.委託料 29,464,110 検診委託料 30,549,094

18.備品購入費 0 84,240

691,869 検診消耗品、封筒・チラシ印刷代 692,058

12.役務費 2,094,000 郵便料 2,072,451

事業の目的

◆重点プロジェクト　3-②-4-2-【2】
・健康増進法や市の独自のがん対策により各種がん検診を実施し、がんの早期発見・早期治療により市民の健
康の保持増進を図る。
・市民が、がん予防に関する正しい知識をもち、定期的な検診受診や生活習慣の見直しなど健康の保持増進に
向け実践できるようがん予防の普及啓発を推進する。

事　 業　 の
実施内容等

１　事業概要
（１）総合健診で特定健診・肝炎ウイルス検診・骨粗鬆症検診を同時に実施する。（4会場19日間実施）

①胃がん検診…35～79歳　1,320人
②肺がん検診　　ア．胸部検診…20歳以上　3,259人　　イ．喀痰検査…40歳以上の胸部検診受診者で該当者　29人
③大腸がん検診…35歳以上　2,960人 ④前立腺がん検診…50歳以上の男性　1,094人
⑤腹部エコー検診…40～69歳　1,573人 ⑥アスベスト検診…3人

（２）女性のがん検診
①子宮頸がん検診…782人　②乳がん・甲状腺検診…40歳以上の女性　812人

（３）新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業
下記の検診該当者に対し、検診手帳とクーポン券を交付しがん検診の受診促進を図るとともに、がんの早期発見と
正しい健康意識の普及啓発を図る。また、5大がんの検診の個別受診勧奨と精密検査未受診者への個別受診勧奨
を行う。

①子宮頸がん検診…20歳の女性　6人　　②乳がん検診…40歳の女性　79人
③個別受診勧奨・精密検査未受診者への個別受診勧奨
※事業補助金　検診費　国庫基準額の1/2　事務費　国庫基準額の1/2

（４）兵庫県アスベスト健康管理支援事業
経過観察者の検査費用の助成　4人　※アスベスト健康管理支援事業補助金　県費1/2

（５）生活保護受給者の検診費用無料化
肺がん・胃がん・大腸がん・子宮頸がん・乳がん検診の５大がんについて、生活保護受給者の検診費を無料にする

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

事業開始年度 評価区分 評価

24 こころとからだの健康づくりの推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 予防費

総合
計画
体系

好きなまちで生涯現役《自然減抑制》

）
重点

款： 衛生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 99.64%

事業の受益者
（対象者）

20歳以上の市民
受益者数

（対象者数）
25,300

単
位

150,000 看護師・事務員出務賃金 147,600

11.需用費

人

平成 30 年度

がん検診
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

ＣＡＴＶ、市広報、個別通知などさまざまな機会を活用した受診勧奨、申込者のうちの未受診者への受診勧奨を行い多少受診者数が増加し
た。働く世代の受診者数がなかなか伸びない現状がある。

精密検査受診数 人 339 345 360 381

がん検診のべ受診者数 人 12379 12370 12266 12808

乳がん検診の申込み及び受診者数が増加したため、医療機関において実施する検診日数を増やし対応した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度
検診実施日数（総合健診・子宮頸がん検診・乳がん検
診）

日 98 93 99 115

100.00% 98.49% 99.64% 99.64%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

41,831,616 30,741,259 27,178,053 27,014,371
41,831,616 38,232,659 35,530,553 35,016,271

0 0 0
6,982,400 8,230,500 7,883,900

財
源
内
訳

特
定
財
源

505,000 118,000 112,000
4,000 4,000 6,000

　臨時職員人件費 267,000 29,250 4,500

41,831,616 38,232,659 35,530,553 35,016,271

事業費計 34,499,616 33,633,659 33,555,003 32,412,581

　正規職員人件費 7,065,000 4,599,000 1,946,300 2,599,190

19.負担金補助及び交付金 アスベストフォロー検診助成金 1,590 8,770 9,560 12,602

18.備品購入費 がん啓発用備品購入 0 0 84,240 0

13.委託料 検診委託料 30,264,708 29,539,577 30,549,094 29,464,110

12.役務費 郵便料 3,007,000 2,988,000 2,072,451 2,094,000

11.需用費 検診消耗品、封筒・チラシ印刷代 1,070,318 940,512 692,058 691,869

7.賃金 看護師・事務員出務賃金 156,000 156,800 147,600 150,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

・医療機関での乳がん検診は、病院の体制や医師不足により実施日数や１日の受診人数が限られている。
・朝来市のがん検診受診率は県平均と比較すると高いが、但馬地域の市町に比べ、やや低く、また健康増進計画の目標と比較しても低い状況にあ
る。
・精密検査未受診者に対し、電話連絡、訪問等で継続した受診勧奨を実施し精密検査の受診率を向上させる必要がある。精密検査受診率の低い検
診への対策を検討する必要がある。
・各検診の受診率向上に向け、受診勧奨や受診費用補助、知識の普及を積極的に行っているが、受診率は大きく伸びない。
・医師の不足により、医療機関に委託している子宮頸がん・乳がん検診の実施が今後困難になってくる可能性があり、検診実施日数の確保が課題と
なってくる。
・乳がん検診、胃がん検診については、国の指針改正に合わせ、医療機関や検診機関との検診方法等の調整が必要である。
・胃がん検診はH30から、肺がん検診はH31からフイルムからデジタル化され、検診委託料が増額となると聞いている。自己負担額の増額も検討する
必要がある。

今後の方向、見通し等

・今後も、生活習慣病・がんに関する予防と受診勧奨の普及を継続実施する。
・受診率向上に向け、受けやすい検診体制の整備や休日検診の実施、受診勧奨方法等を検討する。
・検診会場の集約や検診日の増加により、市民が受けやすい検診体制を整備する。また、検診機関と協議しプライバシーにも配慮した検診体制をと
る。
・今後も精密検査未受診者の把握と受診勧奨・指導の継続を実施する。
・医師会や検診機関と連携し、がん検診の受診率・精密検査受診率の向上に向け取り組む。
・国の対策が急遽変更されることがある。国の動向に注目し情報収集を行う。
・胃がん検診はH30から自己負担額を増額するが、肺がん検診もH31からの自己負担額増額を実施するか否か検討する必要がある。

がん検診
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

周知方法（チラシの作り方や募集時期など）を検討しながら、継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

健康増進法に基づく事業であり、疾病予防・早期発見・早
期治療の観点から必要な事業である。今以上に、市民が
受信しやすく、かつ効率的に事業実施できるよう、検診体
制の検討が必要と考える。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充
◆現状の事業を継続し実施する。
◇健康増進法に基づく事業であり、疾病予防・早期発見・
早期治療の観点から必要な事業である。
◇がんの早期発見・早期治療により、医療費の抑制・自然
減の抑制につながる
◇市民が受診しやすくかつ効率的に事業実施できるよう、
検診体制の整備を検診機関・協力医療機関と連携・協議し
て行く必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
事業にかかる職員人件費は増加しているが、検診や精密検査の受診者数が増加していることが、成果単位あたりの金額の減少に関係して
いると考えられる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

総合健診で、一度にまとめて検診を受けることができるので助かる、休日の受診機会が設定されており、受診機会が
増えてよいとの声がある。また、乳がん検診は、他の市町と違い医療機関と連携し施設検診を実施している。協力医
療機関は協力的で、検診時に受診者に対し医師・看護師が検診の必要性や自己検診法など指導している。（市はが
んモデルの貸し出し・資料提供で協力）

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

対象年齢や自己負担額に差はあるが、但馬圏域の他市町も同様に実施している。

がん検診のべ受診者数 3,379 3,091 2,897 2,734

精密検査受診数 123,397 110,819 98,696 91,906

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

がん検診
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7畜産農家

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
畜産農業者

受益者数

（対象者数）
14

単

位
戸

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 1,440,000

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 50.00%

目： 農業振興費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 26 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
　朝来市内にある畜産農業者が減少傾向にある中で、畜産農家の確保と新規参入者への支援を行うことで、市内畜産業

の振興に寄与することを目的とする。

事　 業　 の

実施内容等

■優良和牛維持確保事業

　〇導入・保留対策

　　・繁殖雌牛の増頭に向けた取組みとして、繁殖和牛農家が優良な雌和牛を導入・保留する際の費用の一

　　　部を助成する。（18頭×80,000円）

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

但馬牛増頭促進事業 1,440,000

合　　計 1,440,000 1,440,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 720,000 720,000

県支出金 720,000 但馬牛増頭促進事業補助金 720,000

地方債

合　　計 1,440,000 1,440,000

事務事業名 畜産農家支援事業 担当部課 産業振興部　農林振興課
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7畜産農家

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
但馬牛の価格高騰の一方で、生産者の高齢化、後継者不足等により畜産業に従事する農業者数は右肩下がりに減っ

ている。他市町に比べ補助メニューが少ないという不満の声も、一部の畜産農業者からは上がっている。

今後の方向、見通し等 但馬牛の高騰に伴い、数は少ないものの若い農業者を中心に増頭の意欲は高いため、引き続き支援を行う。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

19.負担金補助及び交付金 優良和牛維持確保事業補助金 1,200,000 1,200,000 1,440,000 1,440,000

事業費計 1,200,000 1,200,000 1,440,000 1,440,000

　正規職員人件費 1,064,000 752,000 891,700 690,700

　臨時職員人件費

2,264,000 1,952,000 2,331,700 2,130,700

2,264,000 1,952,000 2,331,700 2,130,700

0 0

0 0

50.00% 50.00% 50.00% 50.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

600,000 600,000 720,000 720,000

1,664,000 1,352,000 1,611,700 1,410,700

29年度

繁殖雌牛導入・保留頭数 頭 15 15 18 18

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

近年、但馬牛の価格は高騰しており、本事業を利用した導入保留頭数は増加傾向にある。
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7畜産農家

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
頭数及び事業費の変動が少ない中で、事務の効率化もあり、人件費が一定程度抑制されたため。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
増頭促進事業は畜産農業者から頭数を増やしてほしいという意見を受けて15頭から18頭に拡充された。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
但馬の他市町と比較すると支援制度の充実度はやや低い。

繁殖雌牛導入・保留頭数 150,933 130,133 129,539 118,372

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

3 ○ 拡充

◆拡充する必要がある。

朝来市は但馬牛の産地にあり、かつて百件以上あった畜産農業

者は現在10件程度となっている。現在子牛価格が高騰しており、

雌牛の導入に必要な金額負担も大きいものとなっている。その一

部を補填する本事業は但馬牛の安定供給に必要な事業となって

いる。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 2
平成30年度に但馬食肉センターを「兵庫県版ハサップ」に対応し

た施設に改修することとしており、と畜頭数も今後、増やしていく

計画もある。

但馬牛の需要は高まっており、若者の新規の参入の動きもあり、

但馬牛の安定供給に必要な事業である。

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

但馬牛の安定供給に向けて、継続実施する。

○ 継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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8農産物加工施設

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
農業者

受益者数

（対象者数）
3,611

単

位
戸

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

13.委託料 1,739,700 朝来市山東婦人・若者等活動促進施設指定管理料 1,739,700

18.備品購入費 641,520 栃原農産物加工所真空包装機 2,300,400

203,689

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農業振興費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 17 事業種別 2.維持管理事業

事業の目的

①地元農産物の活用、加工を通じて地域の特産品の開発、製造を推進し、地域の活性化、農業の振興に繋げるとともに、

女性・高齢者の働く場を創出して、付加価値の高い農業の実現、農業所得の向上と生きがいの創造を目指す。

②朝来市山東婦人・若者等活動促進施設（もやいの里）を活用、施設を運営して地域自体の活性化及び利用者の生きが

いづくりを促進する。

事　 業　 の

実施内容等

①指定管理の「朝来農産物加工施設」、「栃原農産物加工施設」、「八代茶園研修所」の火災保険料を市が負担（維持管理経費）

②伊由市場作業所の火災保険料、八代茶園研修所の火災保険料・電気代を市が負担（維持管理経費）

③各グループによる利活用を促すとともに雇用の創出と農家所得の向上を図る。

 ・朝来農産物加工施設（㈲朝来農産物加工所）

　　製造商品：黒大豆入り味噌、三五八漬けの素、ハッタイ飴、玄米ほうじ茶、アマランサス入り玄米ほうじ茶、朝来の漬物

 ・栃原農産物加工施設（栃原ゆうみいグループ）

　　製造商品：生野峠みそ、餅、惣菜、菓子類

 ・八代茶生産グループ

　　製造商品：あさごみどり（朝来高原茶）

④朝来市山東婦人・若者等活動促進施設は、「ようど温泉運営管理組合」と指定管理協定を締結している。

 ・火災保険料・食品加工設備の保守点検料を市が負担

 ・温泉施設を中核として食堂・売店・食品加工施設等を運営し、市内外からの利用者に地域で生産された米・野菜・加工品等の提供

及びイベント等を通じたリピーターの獲得

 ・市内のミニデイサービスの受入れを行っている（山東・朝来・和田山地区）。

 ・食品加工施設の利用団体・・・もやいグループ、与布土生活研究グループ、にっこりライス、その他（料理講習会場を提供）

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

修繕料189,930円、光熱費13,759円 1,389,071

12.役務費 137,540 火災保険料40,740円、手数料96,800円 31,460

合　　計 2,722,449 5,460,631

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 2,722,449 5,460,631

県支出金

地方債

合　　計 2,722,449 5,460,631

事務事業名 農産物加工施設維持管理事業 担当部課 産業振興部農林振興課
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8農産物加工施設

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
施設・設備等の老朽化に伴い、必要に応じて修繕する必要がある。

加工グループ員の高齢化に伴い構成員が減少している。

今後の方向、見通し等
財政負担の増大が見込まれる。

若手のグループ員の確保が必要である。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

12.役務費 火災保険料、保守点検料 112,000 74,660 31,460 137,540

28年度 29年度

11.需用費 施設・設備改修 676,424 204,287 1,389,071 203,689

18.備品購入費 設備機器更新 0 0 2,300,400 641,520

13.委託料 朝来市山東婦人・若者等活動促進施設指定管理料 1,739,700 1,739,700 1,739,700 1,739,700

事業費計 2,528,124 2,018,647 5,460,631 2,722,449

　正規職員人件費 1,408,000 1,379,000 251,400 399,400

　臨時職員人件費

3,936,124 3,397,647 5,712,031 3,121,849

3,936,124 3,397,647 5,712,031 3,121,849

0 0

1,000 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

3,936,124 3,397,647 5,711,031 3,121,849

29年度

施設 箇所 5 5 5 5

施設 箇所 5 5 5 5

指定管理の委託数に変動なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

指定管理の委託数に変動なし。
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8農産物加工施設

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

施設修繕や設備機器の更新等、突発的な費用があるため年度によって変動が生じる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
施設及び設備の老朽化により、特に食品加工という環境から、その都度修繕していく必要がある。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

施設 787,225 679,529 1,142,406 624,370

2 拡充 ◆継続して実施する必要がある。

①農産物加工に携わる農業者へ施設管理を委託している。

②食品加工工程上、水気や蒸気により床・壁・天井など腐食が

生じるため、随時、修繕・備品更新等が必要となる。

③地域活性化、農業振興、雇用創出という側面から施設の存在

意義は大きい。

④各施設とも献身的に利用しており、やりがい・生きがいをもって

活動している。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

ふるさと納税返礼品として人気の加工品（味噌等）も作っており、

農業振興、地域振興、雇用創出の役割を果たしている。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

施設の維持管理の在り方について検討する。

継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 1

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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9土づくりセンター

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

14.使用料及び賃借料 154,240 八代区土地使用料（1,928坪） 154,240

4,812,423

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農業振興費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 17 事業種別 2.維持管理事業

事業の目的
有機資源を堆肥化して農地還元し、循環活用することにより環境負荷を低減し、土づくり及びその提供を行って、農畜産業

の振興を図る。

事　 業　 の

実施内容等

■朝来市土づくりセンターの施設、機械、車両の維持管理について

　○平成１７年２月２２日第３セクター法人「㈱あさご有機」が発足

　○平成２３年４月１日「あさご有機」と基本協定を締結して、指定管理により運営を行っている。

■業務内容

　○家畜ふん尿及び籾殻等を発酵堆肥化処理

　○堆肥の販売及び運搬散布を行う。

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

撹拌機修理費、車両等修繕料 10,764,692

12.役務費 708,289 施設火災保険料、施設設備保守点検料 419,619

合　　計 5,674,952 11,338,551

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 5,674,952 11,338,551

県支出金

地方債

合　　計 5,674,952 11,338,551

事務事業名 土づくりセンター維持管理事業 担当部課 産業振興部農林振興課
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9土づくりセンター

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

・昨年度、大規模改修を実施し安定的に堆肥製造ができる環境整備がほぼ整ったため、安定的な生産体制の確立が必要である。

・但馬牛増頭計画に基づき、また、取引価格の高騰による飼養頭数の増加により、市内畜産農家から排出される糞の量が増加して

いるため安定した処理が行えるよう生産体制の構築が必要である。

今後の方向、見通し等

・環境創造型農業の推進を図るため朝来市土づくりセンターを核施設として、有機堆肥のほ場散布等を行う。市内全域で安全安心

な農作物の生産を目指すこととする。

・指定管理会社と連携して良質な堆肥の生産、販売、散布の一層の推進を図る。

・車両、機材の適正な運用を行うとともに、年次計画に基づき更新する必要がある。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

12.役務費 保険料、施設整備保守料 834,108 498,726 419,619 708,289

28年度 29年度

11.需用費 機械設備修繕料ほか 5,185,169 7,959,364 10,764,692 4,812,423

27.公課費 自動車重量税４台 127,100

14.使用料及び賃借料 土地使用料（八代区） 154,240 154,240 154,240 154,240

事業費計 6,300,617 8,612,330 11,338,551 5,674,952

　正規職員人件費 3,468,000 2,863,000 2,103,650 1,065,200

　臨時職員人件費

9,768,617 11,475,330 13,442,201 6,740,152

9,768,617 11,475,330 13,442,201 6,740,152

0 0

0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

9,768,617 11,475,330 13,442,201 6,740,152

糞尿処理量 ｔ 5,110 4,375 4,877 5,635

29年度

堆肥生産量 ｔ 1,658 1,967 1,263 1,298

堆肥施用面積（生産量からの推計　85%田、15%畑） ha 132.2 132.2 94.0 96.5

堆肥生産量は当初の施設計画では1,814ｔ、糞尿処理は4,130ｔであるが、年々堆肥の需要が増えつつあるため、当初計画を上回るよう事業展

開している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

堆肥生産量は当初の施設計画では1,814ｔであり、生産したすべての堆肥を市内圃場に還元することを目標としている。

しかし、堆肥製造の基となる原料処理量に変化が生じるため、できる限りの水分調整を行って堆肥生産しているが、どうしても多少の変動はあ

り得る。

また、堆肥販売先の農家がほぼ毎年同じであるが、堆肥還元する圃場が異なるため多少の変動はある。
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9土づくりセンター

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　施設の大規模改修工事期間中に堆肥生産が止まったことにより生産量が減少し、また、堆肥施用面積についても減少した。

　今後、安定した生産体制の構築に向けて人員の確保及び販路の拡大を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

市内全域で安全安心な農産物の生産を行う農家数は、目指し環境創造型農業を推進するためには、市民

ニーズは高い。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

養父市おおや堆肥センター：小袋15kg 300円、フレコン1,751円～（400kg、運搬散布込）

村岡有機センター：小袋15kg280～356円、バラ堆肥10,800円～11,880円（1t当たり、運搬・散布込）

小代堆肥センター：小袋15kg223円、バラ堆肥16,000円～（1t当たり　配送・散布込）

堆肥施用面積（生産量からの推計　85%田、15%畑） 73,893 86,803 143,002 69,846

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

①有機農業へのニーズは、市民全体として増加傾向にある。

②市が率先して有機農業を推進するべきである。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

昨年度、施設を改修し安定供給できる施設となった。

畜産農家と連携し、有機資源を堆肥化し農地に還元することによ

り、有機農業を普及し、儲かる農業を推進する必要がある。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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16人・農地問題解決

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
農地を有する区

受益者数

（対象者数）
143

単

位
区

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

12.役務費 60,000 電話代、郵便代 63,000

19.負担金補助及び交付金 50,000 朝来市農業再生協議会 504,000

28,000

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 64.79%

目： 農業振興費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 24 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

人と農地に関わる問題について、地域での話し合いにより、「地域の中心となる経営体」の確保、経営体への農地の集積、

経営体とそれ以外の農業者を含めた地域農業のあり方等を記載した「人・農地プラン」を策定し、農地の保全・農業の安定

化を促す。

事　 業　 の

実施内容等

■人・農地問題解決加速化支援事業（国庫10/10）

　○関係機関打合せ、地域・集落での合意形成、情報提供等推進事業

　○「人・農地プラン作成」への周知、啓発

■「人・農地プラン」に位置付けられた「地域の中心となる経営体」や協力者への関連施策

　○担い手育成総合支援事業（県1/2、市1/2）

　　・朝来市農業再生協議会　　54,000円

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

人・農地プラン検討会委員報酬 12,000

11.需用費 75,000 消耗品費,燃料費 78,673

合　　計 213,000 657,673

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 138,000 582,673

県支出金 75,000 人・農地問題解決加速化支援事業補助金 75,000

地方債

合　　計 213,000 657,673

事務事業名 人・農地問題解決加速化支援事業 担当部課 産業振興部農林振興課
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16人・農地問題解決

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
地域としてプランを持つことの必要性を周知していく必要である。

地域の農村環境の保全による地域のメリットや人口減少による農地の維持管理方法や手段の見直しが必要である。

今後の方向、見通し等

・地域に現状を認識してもらうことで、地域の考え方を把握する。

　認識を促し、考え方をまとめるための支援を市・普及センターが随時行っていく。

・プランが作成された地域では、毎年話し合いや見直しを行っていく。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

11.需用費 消耗品、燃料費 271,239 69,695 78,673 75,000

28年度 29年度

1.報酬 人・農地プラン検討委員会4,000円*6人*回 0 28,000 12,000 28,000

19.負担金補助及び交付金 朝来市農業再生協議会 60,000 654,000 504,000 50,000

12.役務費 電話代、郵便代 80,000 80,000 63,000 63,000

事業費計 411,239 831,695 657,673 216,000

　正規職員人件費 2,474,000 3,117,000 2,019,950 868,000

　臨時職員人件費

2,885,239 3,948,695 2,677,623 1,084,000

2,885,239 3,948,695 2,677,623 1,084,000

0 0 0 0

0 0 0 0

39.21% 18.84% 88.60% 65.28%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

250,000 675,000 75,000 75,000

2,635,239 3,273,695 2,602,623 1,009,000

29年度

説明及び研修会 回 8 22 53 41

プラン作成数 プラン 0 4 4 5

地域への周知に際し、区役員等への説明を詳細に行うことで、理解が進みプラン策定がスムーズになっている。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

　地域が2年・3年かけて話し合った結果、策定されたプランである。

プラン数は13で、毎年の見直しを行い中心経営体等の増減については再度プランの提出を受け、地域の状況を把握していく。
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16人・農地問題解決

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

平成27、28年度は補助金支出した額を含んだ成果単位を算出していたが、29年度は補助金支出が他の事業へ移管され、事業総額が減少し

たため。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

プラン作成数 987,174 669,406 216,800

2 拡充 ◆継続して実施する必要がある。

①地域としてプランを持つことの必要性を周知していく必要であ

る。

②地域の農村環境の保全による地域のメリットや人口減少によ

る農地の維持管理方法や手段の見直しが必要である。

③地域の認識を促し、考え方をまとめるための支援を市・普及セ

ンターが随時行っていく。

④地域によって認識に差があり、農村環境の維持・危機感等が

異なっている。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○

持続可能な力強い農業を実現するためには、基本となる人と農

地の問題を一体的に解決する必要がある。

プラン作成済みは１３地区と全体の１割にも満たず、関係機関と

連携しながらプラン作成を推進する必要がある。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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18特産物

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
農業者

受益者数

（対象者数）
3,611

単

位
戸

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

11.需用費 301,159 PR消耗品、PR物品印刷費、燃料費 272,125

14.使用料及び賃借料 78,000 自動車借上料、会場等使用料 78,000

155,604

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農業振興費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

　高収益につながる特産物の生産拡大、ブランド化及び需要の掘り起こしを行うための支援及びPR活動等を行うことによ

り、農家所得の向上を図る。

　また、コウノトリ育む農法による水稲や土づくり促進事業により、環境にやさしい農業の普及を図るほか、農地の有効利

用、地産地消及び食育の推進を図る。

　さらに、朝来市特産の岩津ねぎの更なる周知、生産農家の意欲・所得向上、地産地消及び食育の推進を図る。

事　 業　 の

実施内容等

①特産物のＰＲ活動

　・全国ねぎサミット等各種イベントへの参加

　・岩津ねぎ料理コンテストの開催

②土づくり促進事業　有機堆肥の推奨

　・補助金額　2,955,120円（小袋：＠80円×21,764袋、フレコン＠500円×2,428袋、申請者数1）

③黒大豆の集落集積型（団地化）事業　　黒大豆栽培の団地化推進

　・補助金額　862,300円（＠5,000円/10a×1,724.6a、申請者数6）

④コウノトリ育む農法による水稲の作付け及び団地化補助　　環境配慮型農業の推進とブランド米栽培による農家所得の向上を図る

　・補助金額　1,235,705円（作付：＠1,500円/10a×5,987.1a、団地化：＠1,000円/10a×3,376.4a、申請者数10）

⑤販売促進事業　　振興作物の転作の推進を図る

　・補助金額　4,690,530円（山椒：＠10,000円/10a×55.6a、ピーマン：＠16,000円/10a×92.8a、岩津ねぎ：＠10,000円/10a×2,458.4a、黒大豆：＠5,000円/10a×

4,056.1a、申請者数248　）

⑥大規模型事業　　岩津ねぎ・黒大豆の機械化・省力化の推進を図る

　・補助金額　黒大豆　40,845円（事業費163,382円　申請者数1）

　・補助金額　岩津ねぎ　3,483,190円（事業費9,158,769円　申請者数20）

⑦岩津ねぎ雪対策　　岩津ねぎの出荷安定・農家所得の向上を図る

　・補助金額　130,500円（事業費302,480円　@30円/m×総延長4,350m　申請者数10）

⑧山椒普及事業　　耕作放棄地の解消・農家所得の向上を図る

　　補助金額　325,000円（＠1,000円/苗木×325本　申請者数20）

⑨地産地消促進事業　　味噌の地産地消の推進を図る

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

岩津ねぎ料理コンテスト入賞者副賞、イベント出役及び取材等協力者謝礼 250,390

9.旅費 207,910 イベント出役旅費 125,780

19.負担金補助及び交付金 14,488,800 特産物振興対策事業補助金 12,403,185

合　　計 15,231,473 13,129,480

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 15,231,473 13,129,480

県支出金

地方債

合　　計 15,231,473 13,129,480

事務事業名 特産物振興事業 担当部課 産業振興部　農林振興課
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18特産物

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

・近年、特産物の各作物の生産面積は横ばい又は減少傾向となっており、栽培者の高齢化による労力の減退によることが考えられ

る。

・水田での路地野菜が主であるため、天候や気象条件により安定した出荷が出来ない。

今後の方向、見通し等
・新規栽培者の確保、育成及び誘導を図る。

・特産物の安定した栽培及び出荷を行うため、きめ細かい栽培マニュアルの作成、農家への情報提供手段の確立を図る。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

9.旅費 イベント出役旅費、視察旅費 229,920 259,520 125,780 207,910

28年度 29年度

8.報償費 岩津ねぎ料理コンテスト入賞者副賞等、イベント及び取材等協力者謝礼 64,000 220,860 250,390 155,604

14.使用料及び賃借料 自動車借上料、会場等使用料 28,000 87,850 78,000 78,000

11.需用費 PR消耗品、燃料費、PR物品印刷費 340,703 373,114 272,125 301,159

19.負担金補助及び交付金 特産物振興対策事業補助金 15,353,577 17,622,569 12,403,185 14,488,800

事業費計 16,016,200 18,563,913 13,129,480 15,231,473

　正規職員人件費 4,582,000 4,601,000 2,066,950 2,459,700

　臨時職員人件費

20,598,200 23,164,913 15,196,430 17,691,173

20,598,200 23,164,913 15,196,430 17,691,173

0 0

3,000,000 0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

17,598,200 23,164,913 15,196,430 17,691,173

29年度

特産物振興対策事業補助金対象者 人 354 344 313 320

栽培面積（岩津ねぎ、黒大豆、ピーマンの合算） ha 85.38 82.92 67.49 67.05

農家の高齢化や後継者の不足により、対象作物の栽培を休まれたり、栽培を取り止めたりするため、対象者が減少傾向にある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

農家の高齢化や後継者の不足により、対象作物の栽培を休まれたり、栽培を取り止めたりするため、対象面積が減少傾向にある。
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18特産物

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
各年度の気象条件や、補助対象機械の購入時期等が一定でないため、単位あたりの金額が異なってくる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
農家より、所得の向上や特産物栽培の維持・拡大のため、継続して補助してほしいとの意見がある。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

養父市で朝倉山椒関係の補助金あり。補助内容としては同じくらい。豊岡市ではコウノトリ育む農法に取り

組まれた方に対する補助あり。

栽培面積（岩津ねぎ、黒大豆、ピーマンの合算） 241,253 279,365 225,166 263,850

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

2 拡充
◆継続して実施する必要がある。

①民間では農業に関する補助等は無く、農業者の収入の安定や

補助が出ることにより生産意欲が向上することが見込まれるた

め、今後も継続して事業を実施する。

②生産意欲の向上により、朝来市内の農地が遊休農地化する

のを防ぎ、また新たに農業を始める人材の発掘にも寄与できると

考えている。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

今年度「朝来市農業推進戦略プラン」を策定中であり、新規施

策、販路拡大、新商品開発など、従来の補助内容を見直す戦略

的な補助を打ち出す必要がある。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

朝来市農業推進戦略プランを策定し、新規施策、販路拡大、新商品開発など、従来の補助内容を見直す戦略的な補

助を打ち出す必要がある。

継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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19有害鳥獣

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

　
2.事業費等（単位：円）

事業種別 1.ソフト事業

782,727

のセルにのみ入力してください。

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

12.役務費 77,526 サル監視システム通信料 77,526

8.報償費

11.需用費 180,418 有害鳥獣処理装置電気代等 121,886

事業の受益者

（対象者）

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

事業の目的
　有害鳥獣による農林業被害を防止・軽減することで、農業者の生産意欲の減退を抑止し、市内農林業の振興に寄与する

ことを目的とする。

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 17

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

捕獲報償費 33,786,000

116,480

有害鳥獣対策協議会補助金ほか 12,813,122

27,597,000

決算 30 年 6

市民

事　 業　 の

実施内容等

■有害鳥獣による農作物の被害を防止・軽減していくために次の事業を実施する。

　○シカ・イノシシ対策…銃器による捕獲活動、わなによる捕獲活動を継続して実施し、捕獲活動の一層の推進を図る。

　　・銃器による捕獲活動：4月初旬～10月下旬

　　・わなによる捕獲活動：4月初旬～10月下旬

　　・シカ捕獲実施隊編制支援事業：　4月1日～11月14日、3月16日～3月31日

　○サル対策…生野・朝来地域では被害が深刻化しているため、銃器・箱わなによる捕獲活動の推進、集落と一体となった追い払い体制の構築を

　　行い、捕獲・防除の両面で被害防止対策を推進する。

　　・捕獲活動：銃器・箱わなによる捕獲、神河町との合同で実施している大型檻による捕獲活動　4月～3月

　　・防除活動：サルメールの活用（加入者：50名）、追い払い技術被害対策講習会（轟音玉講習会）を開催（H29.9.21）

　　・サルメール用タブレット契約及び通信費：サル位置情報の配信のため携帯会社と契約を行う。

　○クマ対策…目撃情報・痕跡情報を的確に判断し、人身事故等を未然に防ぐため捕獲活動を実施する。

　　・捕獲活動：出没状況により、朝来農林振興事務所と協議を行い実施。

　　・被害防止対策：不要果樹の伐採、緩衝帯整備等。

　○小動物対策…増加傾向であるアライグマ、ヌートリア、ハクビシンなどの外来生物に加え、在来種のアナグマ等の捕獲を実施する。

　　・捕獲活動…被害状況により、捕獲許可を交付して捕獲活動を実施する。

　〇有害鳥獣対策協議会

　　・整備事業…侵入防護柵の資材提供（761m）

　　・推進事業…捕獲檻の導入（2基）、くくりわなの導入（10基）、ライトセンサス調査（3班、述べ6日間）

　〇狩猟者育成事業・・・兵庫県猟友会朝来支部の狩猟者は、高齢化によって減少が進んでいる。狩猟者の減少は、有害鳥獣捕獲活動の効率悪化に

　　つながる。そのため、新規狩猟免許取得者に対して、支援を行うことで狩猟者の育成を進める。（1件）

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（平成 30 年度

農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

9.旅費 140,500 旅費

目： 農業振興費

月
決算 ）

重点

項：

H 29

4,516,000

13.委託料 776,311 へい死獣処理委託料、有害鳥獣処理装置設置委託料

18.備品購入費 0 594,000

19.負担金補助及び交付金

合　　計 33,287,755 48,291,741

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他 8,800 鳥獣飼養許可更新手数料、対象鳥獣捕獲等参加証明書交付手数料 27,600

一般財源 20,517,955 26,371,861

県支出金 12,761,000 鳥獣被害防止総合対策事業補助金等 21,892,280

地方債

合　　計 33,287,755 48,291,741

国県支出金を除いた比率 61.66%

事務事業名 有害鳥獣対策事業 担当部課 産業振興部　農林振興課
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19有害鳥獣

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

57,772,151 47,037,055

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

9.旅費 旅費 116,480 140,500

28年度 29年度

8.報償費 捕獲報償費 25,026,000 34,380,000 33,786,000 27,597,000

12.役務費 タブレット通信費 60,328 71,060 77,526 77,526

11.需用費 燃料費、事務用品費等 308,359 67,201 121,886 180,418

18.備品購入費 サル捕獲用大型檻 594,000

13.委託料 へい死獣処理委託料 776,160 789,139 782,727 776,311

19.負担金補助及び交付金 有害鳥獣対策協議会補助金ほか 29,588,424 21,199,174 12,813,122 4,516,000

事業費計 55,759,271 56,506,574 48,291,741 33,287,755

　正規職員人件費 12,571,000 5,065,000 5,443,000 9,449,550

　臨時職員人件費 7,218,000 5,193,000 4,037,410 4,299,750

75,548,271 66,764,574 57,772,151 47,037,055

0 0 0

39,600 41,600 27,600 8,800

75,548,271 66,764,574

42.81% 46.57% 54.67% 61.66%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0

31,889,582 30,190,400 21,892,280 12,761,000

43,619,089 36,532,574 35,852,271 34,267,255

29年度

猟友会会員数 人 101 110 122 120

シカ・イノシシ・サル・クマ有害捕獲数 頭 1,033 2,173 2,203 1,863

会員の高齢化が進む一方、ジビエへの注目の高まり等もあって若い世代を含む新規加入者が一定程度有り、減少数と増加数が均衡に近い

状態にあるためと推測される。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

有害捕獲の進展等により、捕獲数に占める割合が も高いシカの市内での生息頭数が減少に転じたと推定されている。これに伴い捕獲数も

減少傾向になったと推測される。

現在認識している課題

一部の獣種では生息数の減少はあるものの、農林業被害が無くなったわけではなく、適正な生息数にとどめるための管

理を継続して行っていく必要がある。

特に、近年被害の深刻さが指摘されているカワウ被害については次年度以降何らかの対策を進める必要がある。また、

クマについてはＨ30年度は堅果類の不作に伴う集落への出没増加が懸念されている。不要果樹の伐採等の集落ぐるみ

の対策を進める必要がある。

今後の方向、見通し等
兵庫県の定める各獣種毎の管理計画を基本として、生息数管理を継続して行っていく。また、集落ぐるみでの被害対策

等、地域を巻き込んだ対策の推進も今後必要な方向である。
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19有害鳥獣

６．成果単位あたり金額（円）

A

評価理由

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
捕獲数が減少する一方で、防護柵の新規設置数が、国の基準遵守の厳格化もあり、28年度以前に比較して、大幅に減となるなど事業費が抑

制されることとなり、単位あたりの金額も低くなった。

シカ・イノシシ・サル・クマ有害捕獲数 73,135 30,725 26,224 25,248

#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

【３】代替サービスの有無 無し。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

農林業被害調査の結果をみると、被害額は減少傾向にあるものの、依然として被害があるという農家の意

見を聞くことも多い。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
同等。

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

2

○

拡充

◆継続して実施する必要がある。

一部の獣種では生息数の減少はあるものの、農林業被害が無く

なったわけではなく、適正な生息数にとどめるための管理を継続

して行っていく必要があるため。

事業実施の必要性 3 継続実施

９．二次評価

ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

事業実施の必要性 2 ○

猟友会による有害捕獲や防護柵の設置により一定の効果をあげ

ている。被害状況を的確に把握し、防護柵の設置を進める必要

がある。加えて、近年被害の深刻さが指摘されているカワウ被害

について対策を進める必要がある。

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価

拡充

継続実施

11． 終評価

評価

改善見直し

抜本的見直し

休止

C 市民ニーズの把握

評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

○ 継続実施

廃止

2次評価のとおり継続実施する。

評価

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

評価項目
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20野菜等ハウス

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
朝来農産物直売所連絡会に加入する農産物生産者（延べ人数）

受益者数

（対象者数）
1,900

単

位
人

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 901,420

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農業振興費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 22 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
　年間を通じて安定した農産物の生産と供給を可能にさせるパイプハウス（以下「ハウス」という。）による栽培を推進し、農

地の利用促進、及び農家の生産意欲を高め、農家所得の増加を図る。

事　 業　 の

実施内容等

■事業概要

　農産物の栽培を目的としてハウスを設置する者への支援を行う。平成28年度から平成30年度までの3ヵ年事業であり、

大規模ハウスや複数ハウスを設置される方、複数年計画として年度毎にハウスを設置される方で意欲のある農業者の方

にも十分サポートできるような内容としている。

■補助金の額

　ハウス設置資材費（1基当たり100,000円以上のものに限る。）の2分の1以内で、かつ1,000千円を限度とし、同一年度内

で1回限りとする。

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

野菜等ハウス設置事業補助金 1,964,000

合　　計 901,420 1,964,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 901,420 1,964,000

県支出金

地方債

合　　計 901,420 1,964,000

事務事業名 野菜等ハウス設置支援事業 担当部課 産業振興部　農林振興課
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20野菜等ハウス

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 ハウス栽培者の高齢化、後継者の不足、加えてハウス栽培者の知識・技術の情報提供が必要である。　

今後の方向、見通し等

冬期に出荷できる農産物の確保が難しい中、ハウス栽培は農産物の安定供給と地域で生産された農産物を地域で消費する地産

地消の拡大を図るための必要不可欠な事業であることから、県朝来農業改良普及センターと連携しハウス栽培の技術指導を行う

など本業の更なる推進を図る。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

19.負担金補助及び交付金 野菜等ハウス設置事業補助金 2,772,000 2,000,000 1,964,000 901,420

事業費計 2,772,000 2,000,000 1,964,000 901,420

　正規職員人件費 866,000 1,483,000 530,500 253,500

　臨時職員人件費

3,638,000 3,483,000 2,494,500 1,154,920

3,638,000 3,483,000 2,494,500 1,154,920

0 0

0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

3,638,000 3,483,000 2,494,500 1,154,920

29年度

パイプハウス設置数 棟 9 5 5 5

パイプハウス設置面積 ㎡ 1,318 735 853 370

予算上限額の違いにより、設置数が異なる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

設置数の違いや、大型のハウスよりも小型のハウスの設置数が増えてきたため。
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20野菜等ハウス

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
設置面積の増減により金額が変化している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
農家から補助金の継続要望が多数あり

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
養父市で同じような補助金制度あり

パイプハウス設置面積 2,760 4,739 2,924 3,121

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

①交付対象者は限定されるが、同様の補助事業は民間には無

く、ハウスによる安定した農産物の生産により、農業者の収入の

確保と生産意欲向上のため、市として取り組む必要がある。

②「たじまんま」が新たに整備され、より一層安定的な野菜等の

生産物が必要となってくるため、継続して実施したい。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

ハウス栽培による安定した農産物の生産・供給により、農業者の

生産確保と生産意欲向上につなげる必要がある。

「三田まほろばブレッツア」や「たじまんま和田山」など、新たな販

路も拡大している。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

H30年度までの事業であり、事業内容を見直す。

継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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22コウノトリ

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

4.共済費

9.旅費 6,880 職員出張旅費 6,990

11.需用費 940,046 コウノトリ（親鳥2羽+雛1羽）餌代、飼育舎施設電気代、燃料費 995,288

261,890

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農業振興費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 23 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

「コウノトリが棲める環境が、私たち人間にとっても安全で安心な、真に豊かな持続可能な社会である」とのビジョンのもと、

失われた自然や環境を見つめなおし、環境創造型農業の推進や水田・河川の自然再生、里山の整備等の取組みが進め

られているため、コウノトリの飼育及び放鳥を兵庫県の協力を得て実施するとともに、コウノトリ野生復帰に向けた普及啓

発を推進する。

事　 業　 の

実施内容等

■兵庫県「コウノトリ野生復帰グランドデザイン」短期目標に掲げる「豊岡盆地個体群から但馬地域個体群への拡大」に向

け、平成25年度から5年連続で幼鳥のソフトリリース（放鳥）を実施した。より一層のコウノトリの野生化・定着化が望まれ

る。

○コウノトリ放鳥拠点施設でのコウノトリの飼育及び放鳥

　　・飼育員1名の雇用によるコウノトリの飼育・繁殖・放鳥

　　・飼育舎施設（ビオトープ）の維持管理

○コウノトリの野生復帰（定着）に向けた普及啓発

　　・コウノトリファンクラブ事業への参画

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

臨時職員（1名）社会保険・雇用保険・労災保険料 271,210

7.賃金 0 【人件費別途計上（嘱託職員賃金1,857,250円）】 0

19.負担金補助及び交付金 250,000 コウノトリファンクラブ負担金 250,000

13.委託料 49,104 ビオトープ農作業（代かき）管理作業委託料 49,104

14.使用料及び賃借料 140,206 飼育舎施設土地賃貸借料 140,206

合　　計 1,648,126 1,712,798

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他 1,059,570 コウノトリ放鳥拠点事業飼育員負担金 1,069,533

一般財源 588,556 643,265

県支出金

地方債

合　　計 1,648,126 1,712,798

事務事業名 コウノトリと共に暮らす郷づくり事業 担当部課 産業振興部　農林振興課
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22コウノトリ

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

・平成25年度から毎年幼鳥のソフトリリース（放鳥）を実施し、平成27年度においては拠点で飼育されているペアから生まれたヒナが

初めて放鳥され、29年度は多摩動物園で生まれた卵を托卵させ、孵化したヒナを放鳥した。放鳥は順調に行われているが、朝来市

への定着が見られないため、コウノトリの野生復帰、さらには定着に向けた取組を推進するため、関係機関で協力して行う必要があ

る。

今後の方向、見通し等 ・県立コウノトリの郷公園、与布土地域自治協議会、三保区、但馬県民局など関係機関と連携を図りながら事務を推進する。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

7.賃金 臨時職員（1名）賃金・通勤手当・時間外勤務手当 0 0 0 0

28年度 29年度

4.共済費 臨時職員（1名）社会保険・雇用保険・労災保険料 267,518 266,081 271,210 261,890

11.需用費 コウノトリ（親鳥2羽+雛2羽）餌代、飼育舎施設電気代、車両燃料費 648,058 905,499 995,288 940,046

8.報償費 職員出張旅費 9,440 7,400 6,990 6,880

14.使用料及び賃借料 飼育舎施設土地賃貸借料 140,206 140,206 140,206 140,206

13.委託料 ビオトープ農作業（代かき）管理作業委託料 369,104 49,104 49,104 49,104

15.工事費 ビオトープ水田整備工事費、コウノトリモニュメント設置工事費 2,655,990 0 0 0

19.負担金補助及び交付金 コウノトリファンクラブ負担金 250,000 250,000 250,000 250,000

事業費計 4,340,316 1,618,290 1,712,798 1,648,126

　正規職員人件費 2,275,000 1,911,000 674,250 706,700

　臨時職員人件費

6,615,316 3,529,290 2,387,048 2,354,826

6,615,316 3,529,290 2,387,048 2,354,826

0 0 0

1,156,000 1,156,000 1,144,000 1,059,570

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0

0 0 0

5,459,316 2,373,290 1,243,048 1,295,256

29年度

放鳥 羽 2 1 2 2

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ヒナの孵化数による。孵化については、コウノトリの郷公園の計画に則って行われている。
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22コウノトリ

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
ビオトープ水田の整備等が行われた年度、放鳥数が少なかった年度においては単位あたりの金額が多くなっている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
三保区から継続して放鳥事業を維持したいとの意見が出ている。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
養父市にも飼育舎があり、コウノトリの飼育・繁殖・放鳥を行っている。

放鳥 3,307,658 3,529,290 1,193,524 1,177,413

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

2 拡充
◆継続して実施する必要がある。

①コウノトリが生息できる環境が、私たちにとっても安全で安心な

環境であるため、今後もコウノトリの野生復帰に向けた事業を推

進していく。

②放鳥は毎年順調に実施できており、飛び立ったヒナたちも各地

で活躍しているので、今後は朝来市に定着してくれるよう、関係

機関と協力しながら継続して行いたい。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 県内に民間の飼育舎はない。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

・朝来市がコウノトリの繁殖可能な自然湯豊かな環境であること

をＰＲすることにより、食の安全をＰＲすることにつながっている。

・東河地区や他の地域にもコウノトリが度々飛来し、地域の環境

に対する機運も盛り上がっている。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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23住みたい田舎

作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
農業者

受益者数

（対象者数）
3,611

単

位
戸

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

11.需用費 0 資料等作成消耗品費、印刷費 496,800

13.委託料 17,284,600 計画策定業務委託料、指導業務委託料等 2,252,800

80,000

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 68.65%

目： 農業振興費

持続的な定住に向けた施策の推進 Ｈ 28 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

　朝来市に移住・定住する新規就農者及び担い手農家への農業支援を進め、岩津ねぎをはじめとする特産物の生産・販

路拡大を図る。併せて、農業者・有識者等とともに将来の朝来市における農業戦略を定め、より具体的な施策を総合的、計

画的に推進する。

事　 業　 の

実施内容等

■農業人フェア等への出展

　○協力受入農家への報償費、旅費

　○農業フェア出展料

■農業ＰＶ制作業務

　○農業ＰＶ制作業務委託料

　

■朝来市農業推進戦略プランの策定

　○生産者及び流通業者調査（マーケティング）業務委託料

　○農業政策の立案業務委託料

　

■新規就農者への支援

　○農業指導業務委託料

　○新規就農者支援補助金

　　・45歳以下：月額150,000円、46歳以上61歳以下：月額100,000円

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

4

事業協力者等謝礼 76,000

9.旅費 77,840 職員等出張旅費 309,560

19.負担金補助及び交付金 7,000,000 新規就農者支援補助金 0

14.使用料及び賃借料 118,800 会場等使用料 0

18.備品購入費 0 ＰＲ用持出し用パソコン購入 200,880

合　　計 24,561,240 3,336,040

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金 7,700,620 地方創生推進交付金 3,118,300

その他 13,700,000 ふるさと創生基金繰入金、企業版ふるさと寄付金

一般財源 3,160,620 217,740

県支出金

地方債

合　　計 24,561,240 3,336,040

事務事業名 住みたい田舎移住促進プロジェクト事業 担当部課 産業振興部　農林振興課
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23住みたい田舎

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

　農業者の高齢化及び担い手不足により耕作放棄地が年々増加しており、とりわけ朝来市を代表する特産物の岩津ね

ぎについても栽培面積が横ばい状態で収穫量の確保に苦慮していることに加え、流通形態が固定化し販路が拡大して

いないという構造的な問題に直面している。

今後の方向、見通し等
　総合政策課及び都市開発課など関係課と強力に連携を図りながら、担い手農家の協力を得て移住・定住による新規

就農者を増やすとともに、岩津ねぎをはじめとした特産物の生産・販路拡大を目指す。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

9.旅費 職員等出張旅費 309,560 77,840

28年度 29年度

8.報償費 事業協力者謝礼 76,000 80,000

13.委託料 計画策定業務委託料、指導業務委託料等 2,252,800 17,284,600

11.需用費 資料等作成消耗品費、印刷費 496,800 0

18.備品購入費 ＰＲ用持出し用パソコン購入 200,880 7,000,000

14.使用料及び賃借料 会場使用料 0 118,800

19.負担金補助及び交付金 新規就農者支援補助金 0 7,000,000

事業費計 0 0 3,336,040 31,561,240

　正規職員人件費 2,310,600

　臨時職員人件費

3,336,040 33,871,840

3,336,040 33,871,840

0 0

13,700,000

6.53% 75.60%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

3,118,300 7,700,620

0 0

217,740 12,471,220

29年度

農業人フェア等への参加 回 9

移住・定住した新規就農者 人 8

　実質の事業スタートが平成29年度であったため成果指標の比較ができなかった。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

　実質の事業スタートが平成29年度であったため成果を表す数値の比較ができなかった。

岩津ねぎ出荷額 円 96,507,000
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23住みたい田舎

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　実質の事業スタートが平成29年度であったため成果単位あたり金額の比較ができなかった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

市内すべての地域において、農業後継者不足により耕作放棄地が増加しており、農業後継者の育成が急

務となっている。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

本市と同様な施策は、どこの地域でも実施されているが、移住希望者と密接の関わりを持ち、寄り添うこと

で他地域との差別化を図る。

移住・定住した新規就農者 4,233,980

岩津ねぎ出荷額 0.35

3 ○ 拡充

◆拡充する必要がある。

①本市 重要課題である人口施策と直結していること。

②担い手確保及び農業振興を図ることで、住み続けられる地域

として環境維持に寄与する。

③儲かる農業の実現に向け、本市特産の岩津ねぎの生産、販売

拡大を目指す。

事業実施の必要性 2 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 2

本制度開始以降、現在11名が7事業体において研修しており、現

在も、9名程度と調整中で、今後も増える予定である。

市が進める人口施策に基づく事業であり、儲かる農業の実現に

向け、更なる人材確保が必要である。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

儲かる農業の実現に向け、継続実施する。

○ 継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 3

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性

別紙-603



別紙-604



24(土づくり整備事業)

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
市民

受益者数

（対象者数）
30,848

単

位
人

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

15.工事費 67,880,160 施設大規模改修（屋根、発酵機、小袋詰機） 0

18.備品購入費 5,182,920 マニアスプレッダ1台 0

0

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 70.15%

目： 農業振興

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 29 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的
有機資源を堆肥化して農地還元し、循環活用することにより環境負荷を低減し、土づくり及びその提供を行って、農畜産業

の振興を図る。

事　 業　 の

実施内容等

■朝来市土づくりセンターの施設、機械の大規模改修工事

　○老朽化した施設（発酵処理棟）の屋根、発酵機、小袋詰機の改修

事業費

内　 訳

節区分

款： 農林水産業費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 農業費

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

攪拌機修繕一式 12,483,180

13.委託料 540,000 施設大規模改修に係る設計及び設計監理費 0

合　　計 73,603,080 12,483,180

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金 21,973,574 地方創生拠点整備交付金 0

その他

一般財源 51,629,506 12,483,180

県支出金

地方債

合　　計 73,603,080 12,483,180

事務事業名 土づくりセンター整備事業 担当部課 産業振興部　農林振興課
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24(土づくり整備事業)

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題

・昨年度、大規模改修を実施し安定的に堆肥製造ができる環境整備がほぼ整ったため、安定的な生産体制の確立が必

要である。

・但馬牛増頭計画に基づいた増額。また、取引価格の高騰による飼養頭数の増加により、市内畜産農業者から排出され

る糞量が増加しているため安定した処理が行えるよう生産体制の構築が必要である。

今後の方向、見通し等

・環境創造型農業の推進を図るため朝来市土づくりセンターを核施設として、有機堆肥のほ場散布等を行う。市内全域

で安全安心な農作物の生産を目指すこととする。

・指定管理会社と連携して良質な堆肥の生産、販売、散布の一層の推進を図る。

・車両、機材の適正な運用を行うとともに、年次計画に基づき更新する必要がある。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

13.委託料 施設大規模改修に係る設計及び設計監理費 540,000

28年度 29年度

11.需用費 攪拌機修繕一式 12,483,180

18.備品購入費 マニアスプレッダ1台 5,182,920

15.工事費 施設大規模改修（屋根、発酵機、小袋詰機） 67,880,160

事業費計 0 0 12,483,180 73,603,080

　正規職員人件費

　臨時職員人件費

0 0 12,483,180 73,603,080

0 0 12,483,180 73,603,080

0 0

0 0

#DIV/0! #DIV/0! 100.00% 70.15%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 21,973,574

0 0

0 0 12,483,180 51,629,506

糞尿処理量 ｔ 5,110 4,375 4,877 5,635

29年度

堆肥生産量 ｔ 1,658 1,967 1,263 1,298

堆肥施用面積（生産量からの推計　85%田、15%畑） ha 132.2 132.2 94.0 96.5

　堆肥生産量は当初の施設計画では1,814ｔ、糞尿処理は4,130ｔであるが、年々堆肥の需要が増えつつあるため、当初計画を上回った事業展

開している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

　堆肥生産量は当初の施設計画では1,814ｔであり、生産したすべての堆肥を市内圃場に還元することを目標としている。

　しかし、堆肥製造の元となる原料処理量に変化が生じるため、できる限りの水分調整を行って堆肥生産しているが、どうしても多少の変動は

あり得る。

　また、堆肥販売先の農業者がほぼ毎年同じであるが、堆肥還元する圃場が異なるため多少の変動はある。
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24(土づくり整備事業)

６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
施設の大規模改修工事期間中に堆肥生産が止まったことにより生産量が減少し、また、堆肥施用面積についても減少した。

　今後、安定した生産体制の構築に向けて人員の確保及び販路の拡大を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

市内全域で安全安心な農産物の生産を行う農家数は、目指し環境創造型農業を推進するためには、市民

ニーズは高い。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

養父市おおや堆肥センター：小袋15kg 300円、フレコン1,751円～（400kg、運搬散布込）

村岡有機センター：小袋15kg280～356円、バラ堆肥10,800円～11,880円（1t当たり、運搬・散布込）

小代堆肥センター：小袋15kg223円、バラ堆肥16,000円～（1t当たり　配送・散布込）

堆肥施用面積（生産量からの推計　85%田、15%畑） 0 0 132,800 762,726

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

①有機農業へのニーズは、市民全体として増加傾向にある。

②市が率先して有機農業を推進するべきである。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

但馬牛増頭計画に基づき排出量も増加傾向にある。

環境創造型農業推進のために不可欠な施設であり、今後も車

両、機材の適正な運用を行うとともに、年次計画に基づき更新す

る必要がある。

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性
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1公有林

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

602,680

1,671,840

1,722,100

1,238,760 カーボンオフセットクレジット売込収入

国県支出金を除いた比率 100.00%

特

定

財

源

県支出金

一般財源

合　　計

国庫支出金

その他

1,841,440合　　計

事業の目的

目：項： 総務管理費

29

財産管理費

事　 業　 の

実施内容等

【補助事業】

　○公的森林整備推進事業　事業費：37,023千円

　　　［和田山町柳原、内海、竹ノ内、和田、藤和、岩津地内］

　　・下刈等　0.49ha

　　・枝打ち　6.00ha

　　・保育間伐　6.00ha

　　・間伐　31.2ha

　　・作業道　1,566ｍ

　※台風災害により作業道が被災を受け、現地へ入ることができないため、平成30年度へ全て繰り越しした。

【単独事業】　事業費：1,842千円

　　[新井地内]

　　・植栽箇所の保育（下刈）施業等　A= 2.49ha

　　・作業道測量設計業務委託料　L= 1,000ｍ

　　・県公有林野協議会負担金

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円）

13.委託料

19.負担金補助及び交付金

42,559,6801,841,440

予算
行政マネジメント事務事業シート

総合

計画

体系 8 森林がもつ多面的な機能を発揮させる林業の振興

款：

事務事業名

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

総務費

決算

公有林造林事業

重点 創生

42,466,680

前年度決算（円）

造林事業委託料、測量設計委託料

担当部課 産業振興部　農林振興課

6 日

【補助事業】

　市有林、市分収林の森林整備を行うことにより、森林資源の造成や木材生産に資するとともに、森林の有する水源かん

養、土砂災害防止などの公益的機能の向上を目的とする。

【単独事業】

　市民に親しまれ21世紀にふさわしい森づくりの場として整備した森林公園において、植栽した苗木を適正に管理するため

保育（下刈）を行う。　また、「県公有林野協議会」が実施する地域森林の情報交換や調査研究をはじめ、講演会等の事業

費の一部を負担する。

3.施設等整備事業

評価区分 評価

2930 年
（ 決算 ）H平成 30 年度

17

説明等

18,205,500

区

分

42,559,680

21,200,000

1,432,080

事業種別

県公有林野協議会負担金

Ｈ

公有林面積
受益者数

（対象者数）
714

単

位
ha

事業の受益者

（対象者）

月

事業開始年度

93,000169,600

地方債
財

源

内

訳
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1公有林

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

特

定

財

源

【２】事業の成果を表す数値

1,376,500

　正規職員人件費

年　　度

26年度

財

源

内

訳

造林事業委託料、測量設計委託料

県公有林野協議会負担金

立木補償費

29年度

1,671,840

169,600152,800

41,069,300

21,600,000

1,238,760

21,200,000

27年度

3,018 0

6,553,040

76,896,800

82.23%

単）下刈り

209,000

93,000

1,432,080

46,100,280

88,800

1,100,943

13,126,557

1,966,140

74,298,800 7,744,680

44.72%

84.20

単位
28年度 29年度

2,427

5,262,700

020.91

2.49 2.49 2.49

26年度

朝来市森林経営計画に基づき、年次毎に搬出間伐計画地に作業道を開設している。

２９年度については、台風災害により補助事業分を全て繰り越ししたため、開設実績無し。

補）除間伐、枝打ちなど保育実施面積

年　　度

10,395,680

2.49

0補）作業道開設 ｍ

ha

10,395,68076,896,800

1,360,580

3,540,600

57.22%

1,841,440

28年度 29年度

0

2,651,0002,598,000

500,000

757,900

2,599,34046,100,280

10.52

0

018,205,500

事業費計 42,559,680

節区分
28年度

13.委託料

19.負担金補助及び交付金

22.補償補填及び賠償金

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値 単位

年　　度

42,466,680

26年度

74,210,000

27年度

7,382,880

説明等

現在認識している課題
・市行造林地においては高齢林化が進む中、作業道開設等により利用間伐等を計画的に推進する必要があるが、全市有林面積が

１54ha、全市行造林面積が560haと森林整備面積も大きく、予算的にも十分対応できていない。

今後の方向、見通し等

【補助事業】

　・市行造林地においては、水源かん養等の機能を有するほか、二酸化炭素の吸収源としての重要な機能を有していることから、

今後においても適切な森林管理が望まれる。

【単独事業】

　・植栽した樹木が、草に負けないようになるまであと数年は下刈が必要である。

ha

2,599,340

100.00%

27年度

朝来市森林経営計画に基づき、年次毎に保育業務を委託している。

29年度については、台風災害により補助事業分を全て繰り越ししたため、作業実績無し。
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1公有林

６．成果単位あたり金額（円）

【３】代替サービスの有無

特になし

豊岡市…本市と同様に毎年度、市行造林事業で保育業務、作業道開設業務を行っている。

なし

７．事業環境

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

1B

C

ランク 評価

2 拡充

○ 継続実施

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

評価理由

◇公有林を適正に管理するためには、同程度の事業規模で推

移する必要がる、木質バイオマス発電事業に朝来市として安定

供給体勢の整備を図っていく必要がある。

2

休止

3 廃止

2

3 抜本的見直し

3 改善見直し

A ○

25,479

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

B

- 18,995

評価項目

◆継続して事業を実施する必要がある。

①森林環境譲与税を活用し、継続的に実施し、適正な森林管理

を図る。

②木質バイオマス発電事業による未利用材の安定供給を図るた

めの体制づくりが必要である。
廃止

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

3

3

3

ランク

休止

28年度26年度

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

廃止

休止

抜本的見直し

A

2

C

改善見直し

-

年　　度

29年度
単位あたり金額

補）作業道開設

市民ニーズの把握

抜本的見直し

3

3

3

評価

継続実施

拡充

評価理由

27年度

作業道開設延長により単位当たり金額が変動する。

作業道開設により利用間伐を計画的に推進し、また、木質バイオマス発電事業による未利用材の活用を進めるなど、さらなる森林整備を図る

必要がある。

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

10．外部評価

11． 終評価

８．一次評価
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5河川工作物

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農地費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 23 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的

　平成21年9号台風による災害で新井・立野地区にある新橋が甚大な被害を受けたことで、河川流下能力が不足している

ことが判明した。そのため、新橋の上下流に設置されている中井井堰と長屋井堰を機能統合し、河床を切り下げることに

よって流下能力を確保する県営事業の推進に市として対応し、市民の安全な暮らしを確保する。

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 農林水産業費 項：

事業開始年度 評価区分 評価

7

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

15.工事費

19.負担金補助及び交付金 0 県営農業用河川工作物応急対策事業負担金 3,087,849

31
単

位
戸

節区分

事　 業　 の

実施内容等

■現在、新井側で取水している「中井井堰」を上流にある「長屋井堰」と統合し、洪水時に一定量の水位が上がると堰を倒し

て通水断面を確保し、多くの水量を流せるようにするとともに、元の「中井井堰」を撤去して、川底を下げ、新橋地点の通水

断面を大きくすることで、安全に流下させる。

　○平成28年度で県営事業が完了するため、事業対象とならなかった堤内水路及び農道整備工事を朝来市で実施する。

　　・平成23年度　詳細設計

　　・平成24年度　左岸側工事の実施

　　・平成25年度　右岸側工事の実施

　　・平成26年度　用地の整理

　　・平成27年度　用地の整理及び用地買収

　　・平成28年度　堤外水路工事の実施

　　・平成29年度　堤内水路及び農道整備工事の実施　4,611,600円

　　　　　　　　　　　　　　（堤内水路整備L=70ｍ　農道整備L=115ｍ）

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》

4,611,600 堤内水路及び農道整備工事　4,611,600円 0

3,087,849

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 4,611,600 3,087,849

県支出金

地方債

合　　計 4,611,600 3,087,849

事業費

内　 訳

合　　計 4,611,600

事務事業名 県営農業用河川工作物応急対策事業 担当部課 産業振興部　農林振興課

農業費

事業の受益者

（対象者）
関係戸数

受益者数

（対象者数）
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5河川工作物

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

22.補償補填及び賠償金 物件移転補償金 0

28年度 29年度

9.旅費 職員出張旅費 12,860 37,530 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

15.工事費 堤内水路及び農道整備工事 0 0 0 4,611,600

13.委託料 物件・土地調査委託料等 156,600 1,150,775 0 0

19.負担金補助及び交付金 事業負担金 427,974 0 3,087,849 0

17.公有財産購入費 用地買収費 0 6,553,600 0 0

事業費計 597,434 22,354,905 3,087,849 4,611,600

　正規職員人件費 3,022,000 1,685,000 118,800 142,500

　臨時職員人件費

3,619,434 24,039,905 3,206,649 4,754,100

3,619,434 24,039,905 3,206,649 4,754,100

4,500,000 0 0

0 0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0

0 0 0

3,619,434 19,539,905 3,206,649 4,754,100

29年度

1 1 1

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

工事個所数 ｍ 1

今後の方向、見通し等

平成23年度　詳細設計

平成24年度　左岸側工事の実施

平成25年度　右岸側工事の実施

平成26年度　用地の整理

平成27年度　用地買収及び物件移転補償

平成28年度　堤外水路工事の実施

現在認識している課題 今回事業に関連して接続する農道整備要望の可能性がある。

平成23年度から事業実施しているが工事個所数に変化はない。

0 14,613,000
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5河川工作物

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

平成23年度から実施している県営事業であり、早期完成が強く望まれていた。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
近隣市町でも本事業による河川工作物の整備が実施されている。

工事個所数 3,619,434 24,039,905 3,206,649 4,754,100

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

評価

なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無

B

拡充

事業実施の必要性 1

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 1

改善見直し

◆休止

　平成23年度から県営事業で実施されており、平成29年度に完

了した。

　河川流下能力不足については、本事業により解消され、市民の

安全な暮らしに効果を発揮している。

事業実施の必要性 1 継続実施

評価項目 ランク

3

○ 休止

1 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

◆休止

　平成23年度から県営事業で実施されており、平成29年度に完

了した。

　今後は、受益者による適切な管理を望まれる。

継続実施

主体の妥当性 1

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

事業完了のため廃止する。

継続実施

○ 廃止

1 拡充

○ 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

平成23年度から実施しており、年度によって事業内容が異なるため。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
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8松くい虫

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 50.00%

目： 林業振興費

森林がもつ多面的な機能を発揮させる林業の振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

　松林は、木材等林産物の供給をはじめ、防風、飛散防止、土砂崩壊等の国土の保全、自然環境の保全・形成等の上で

大きな役割を果たしている。特に、朝来市では、竹田城跡をはじめとする観光的資源を惹き立たせる重要な要素であるた

め、松くい虫による被害木の防除を行う。

事　 業　 の

実施内容等

■朝来市内森林（特に竹田城跡周辺）において、松くい虫による枯損木を伐倒し、また、樹幹注入を行い、景観阻害を防止

する。

　・朝来市松林面積：5,605ha

　・対策対象松林面積：118ha

　・伐採料：4,104,000円

　・平成29年度実施対象区域（景観伐倒）　和田山町　42.46ha

                                                       朝来町　　10.35ha

　・樹幹注入は7年毎に実施しており、3地区で実施している。平成28年度は、竹田・佐嚢で実施した。

　　平成29年度については該当がなかった。次回は平成31年度に多々良木で実施予定。

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

8

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 4,104,000 松くい虫防除委託料（景観伐倒） 4,830,000

合　　計 4,104,000 4,830,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 2,052,000 2,416,000

県支出金 2,052,000 森林病害虫駆除予防事業補助金（県単分） 2,414,000

地方債

合　　計 4,104,000 4,830,000

担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 農林水産業費 項： 林業費

事業の受益者

（対象者）
被害対策地区実施計画面積

受益者数

（対象者数）
11,747

単

位
ha

事務事業名 松くい虫防除事業（県単）
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8松くい虫

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

13.委託料 松くい虫防除委託料 6,689,000 6,707,000 4,830,000 4,104,000

事業費計 6,689,000 6,707,000 4,830,000 4,104,000

　正規職員人件費 318,850

　臨時職員人件費

6,689,000 6,707,000 4,830,000 4,422,850

6,689,000 6,707,000 4,830,000 4,422,850

0 0 0

0 0 0

42.85% 42.60% 50.02% 50.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0

3,823,000 3,850,000 2,414,000 2,052,000

2,866,000 2,857,000 2,416,000 2,370,850

29年度

伐倒本数 本 473 912 912 1,425

被害木伐倒材積 ㎥ 200 400 400 390

施業地により枯損木の本数が変化する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

平成27年度については、竹田城跡周辺及び馬場山キャンプ場周辺も伐倒処理を行っているため、平成26年度に比べ数量が約2倍になってい

る。平成28年度以降は、竹田と佐嚢について集中的に実施している。

平成29年度については、県予算の範囲内での執行となったので、平成28年に比べ微減となった。

現在認識している課題
継続して伐倒処理及び樹幹注入を実施しているため、被害が急激に広がっている様子は見られず、事業の一定の効果

は出ている。

今後の方向、見通し等 今後も景観に配慮し継続的に実施していく。
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8松くい虫

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

材積あたり費用 33,445 16,768 12,075 11,341

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

年々枯損木処理の単価が下がっている。

観光客の増加に伴い、今後も枯損木伐倒処理を行い、景観阻害の防止を図る。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
地元からの要望

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

豊岡市…本市と同様に、松くい虫防除事業を実施している。

新温泉町…本市と同様に、松くい虫防除事業を実施している。

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

　竹田城跡への観光客の増加に伴い、枯損木を伐倒し、倒木に

よる事故防止及び景観阻害を防止するため、事業を継続的に実

施する必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

◆継続して実施する必要がある。

　抵抗性マツの導入も視野に入れたい。

継続実施

主体の妥当性 2

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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9ヤマビル

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 林業振興費

森林がもつ多面的な機能を発揮させる林業の振興 Ｈ 18 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

　近年、市内においてヤマビルが多数生息し、農林業従事者ばかりでなく一般住民や観光客にまで吸血被害が発生して大

きな問題になっているため、ヤマビルを駆除し、住環境も改善、及び一次産業などの労働環境の確保のほか、観光等の振

興を図る。

事　 業　 の

実施内容等

■希望区への防除薬剤の無償配布

　・人家周辺での被害を減少させ、生息区域の拡大を抑制するため、希望する区に防除薬剤の無償提供する。

■市内公共施設におけるヤマビル薬剤散布

　・市内の公共施設や観光施設において、駆除を目的とした草刈りや落ち葉を片付けるなど環境を整えた上で、薬剤を散布

し駆除する。

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

8

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費 2,349,796 薬剤購入費 2,361,000

13.委託料 996,948 薬剤散布委託料 997,000

合　　計 3,346,744 3,358,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 3,346,744 3,358,000

県支出金

地方債

合　　計 3,346,744 3,358,000

担当部課 産業振興部農林振興課

款： 農林水産業費 項： 林業費

事業の受益者

（対象者）
薬剤散布対象公共施設

受益者数

（対象者数）
10

単

位
箇所

事務事業名 ヤマビル防除対策事業

別紙-621



9ヤマビル

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

13.委託料 薬剤散布委託料 997,000 997,000 997,000 997,000

28年度 29年度

11.需用費 薬剤購入費 3,110,000 2,661,000 2,361,000 2,349,796

事業費計 4,107,000 3,658,000 3,358,000 3,346,796

　正規職員人件費 575 844 89,370 218,150

　臨時職員人件費

4,107,575 3,658,844 3,447,370 3,564,946

4,107,575 3,658,844 3,447,370 3,564,946

0 0 0 0

0 0 0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

0 0 0 0

4,107,575 3,658,844 3,447,370 3,564,946

29年度

薬剤配布数 本 1,136 694 385 442

薬剤散布面積 ㎡ 113,600 69,400 82,300 83,000

当初は必要薬剤数が各区把握しづらく申請本数も多かったが、徐々に散布要領が分かってきたこともあり、 近では申請本数も落ち着いてき

ている。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

薬剤を適切に散布すれば一定の効果がみられる。

現在認識している課題 薬剤を巻いても媒介するシカ、イノシシが移動するため生息域は広がる一方となっている。

今後の方向、見通し等 今後も続ける必要がある。

別紙-622



9ヤマビル

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

薬剤散布面積 36 53 42 43

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

薬剤を適切に散布すれば一定の効果がみられるので、需要は今後もあるので事業を続ける必要がある。一方でヤマビルを運び生息域を拡大

させている、シカ、イノシシ等の駆除も並行して実施する必要がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

無償なので利用者の評判は悪くないが、直接ヤマビルにかからないと効果がないため、適正に散布してい

なければ、効果が薄く、効かないという意見もある。鑑賞用植物が枯れるなどしたこともある。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
他市町ではヤマビル被害は少ない。

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

　ヤマビル被害のある山林に近い地区と市街地でニーズには差

がある。山林に近い地域では切実な悩みであり、薬剤配布の

ニーズは高い。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ　 1 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 1

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

山林に近い地区には切実な悩みであるが、薬剤散布に労力を要

す割に効果は少ない、効率的な駆除方法を研究されたい。

継続実施

主体の妥当性 2

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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10夜久野高原

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農地費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 27 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的
担い手への農地集積及び農業の高付加価値化等の政策課題に応じた農地及び農業用水利施設の整備を実施し、農業競

争力の強化を図る。

事　 業　 の

実施内容等

■事業実施内容

　○平成27年度：【委託費】地形図作成、調査設計、換地計画　28,582,200円

　　　　　　　　　　　 【工事費】農業用施設整備工事　7,801,920円

　○平成28年度：【委託費】調査設計、換地計画

　○平成29年度：【委託費】事業計画書修正業務、品種病害虫調査試験

　○平成30～34年度：県営事業（詳細設計、区画整理、農業用水利施設整備）

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費 85,460 用地交渉旅費 0

13.委託料 868,810 事業計画書修正業務、品種病害虫調査試験 8,436,475

合　　計 954,270 8,436,475

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 954,270 916,475

県支出金 7,520,000

地方債

合　　計 954,270 8,436,475

担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 農林水産業費 項： 農業費

事業の受益者

（対象者）
受益面積

受益者数

（対象者数）
29

単

位
ha

事務事業名 夜久野高原開発事業
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10夜久野高原

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

9.旅費 用地交渉旅費 0 0 0 85,460

13.委託料 調査設計、測量設計 0 28,582,200 8,436,475 868,810

事業費計 0 28,582,200 8,436,475 954,270

　正規職員人件費 2,352,000

　臨時職員人件費

0 28,582,200 8,436,475 3,306,270

0 28,582,200 8,436,475 3,306,270

0 0 0

0 0 0

54.52% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0

13,000,000 0 0

0 15,582,200 8,436,475 3,306,270

29年度

事業計画面積 ha 33.5 33.5 33.5

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

同じ事業エリアを対象として毎年、順次事業を行うため、成果として指標設定した。

現在認識している課題

優良な農地（畑地）であるが、基盤整備の中断を一因とする荒廃農地が増加し、併せて農業用施設（農道、水利施設、ため池等）の

維持管理に多大な労力を要し、苦慮していることから、早急な農地整備等が必要である。

農業法人及び認定農業者を中心とした農地集積を行うことが必要である。

今後の方向、見通し等
県営事業に先立ち、地元区、地元認定農業者及び農業生産法人との協議を重ね、計画概要を作成する。

事業実施に向けた法手続き、地元承諾手続きを進める。
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10夜久野高原

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

事業計画面積 853,200 251,835 98,695

なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

年度により事業の内容が変わるため。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）

拡大する耕作放棄地について、地元でも懸念されており、早期事業着手が望まれている。（受益者に対する

アンケート調査をH28に実施。）

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
同程度

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

今後、県営業事業としてH30～H34の計画で区画整理等工事が

実施される。

市として、地元調査や換地計画書等進めていく必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 ○

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

高原地形を利用した農作物の作付けにより、壮大な景観を生み

出しており、農業と観光を融和させ竹田城跡に次ぐ景勝地として

今後、観光客の増加と、滞在時間を延ばすことで当市に経済効

果が発揮できるよう、高原全体構想が求められる。

継続実施

主体の妥当性 2

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 拡充

農業と観光を融合させ竹田城跡に次ぐ景勝地となるよう、高原全体の構想を策定する。

継続実施

廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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12カーボンオフセット

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 林業振興費

森林がもつ多面的な機能を発揮させる林業の振興 Ｈ 22 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

　日常生活や経済活動の中でどうしても排出してしまう二酸化炭素(カーボン)を、他の場所で行われるCO2削減活動に投資

することで埋め合わせる「カーボンオフセット制度」に賛同し、地球温暖化の原因といわれる二酸化炭素を減らして、地球環

境の保護活動を推進する。

事　 業　 の

実施内容等

■Ｊ－クレジット制度

　・カーボン・オフセットに用いる温室効果ガスの排出削減量・吸収量を信頼性のあるものとするため、森林整備によって生

じ　　た排出削減・吸収量を認証する「オフセット・クレジット（J-クレジット）制度」を利用し、森林吸収系の間伐促進型プロ

ジェクトの取組みを進める。

　・間伐実施後、2031年3月末まで主伐・土地転用ができない縛りがあるため、市の裁量で施業が行える市行造林を対象

に事業化を行なう。

　・認証クレジットの販売を「兵庫県森林組合連合会」に委託する。

　

■みなとモデル二酸化炭素固定認証制度

　・間伐材の林外への搬出が造林補助金の給付条件となったことから、多量に搬出されることが予想される木材の流通先

を確保する手立ての一つとして、東京都港区が新たな事業として取組みを始めた港区内の建築物に協定先の木材を優先

的に使用するとした「みなとモデル二酸化炭素固定認証制度」に平成23年度から引き続き参加している。

　・低炭素社会の実現に貢献することを目的とした「みなと森と水ネットワーク会議」に参加（年1回程度開催）

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

8

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費 35,440 出張旅費（みなと森と水ネットワーク会議等） 99,000

13.委託料 185,814 Ｊ－クレジット販売委託料 279,000

合　　計 221,254 378,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 221,254 378,000

県支出金

地方債

合　　計 221,254 378,000

担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 農林水産業費 項： 林業費

事業の受益者

（対象者）
二酸化炭素排出削減に取り組む事業者

受益者数

（対象者数）
1

単

位
社

事務事業名 カーボン・オフセット推進事業
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12カーボンオフセット

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

13.委託料 Ｊ－クレジット検証委託料、クレジット販売委託料 2,671,000 2,455,000 279,000 185,814

28年度 29年度

9.旅費 出張旅費 99,000 99,000 99,000 35,440

事業費計 2,770,000 2,554,000 378,000 221,254

　正規職員人件費 610,000 965,000 185,970 173,850

　臨時職員人件費

3,380,000 3,519,000 563,970 395,104

3,380,000 3,519,000 563,970 395,104

0 0

0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

3,380,000 3,519,000 563,970 395,104

29年度

累計CO2クレジット認証量（累計） ｔ 3,822 6,904 8,409 8,409

クレジット売却量（累計） ｔ 3,004 3,422 3,730 3,988

「CO2クレジット認証量」とは、間伐を行うことによって樹勢を促進し、間伐林損から算出されたCO2吸収量をクレジットとして国が認証したもの。

朝来市では市有林での伐採材積をクレジットとして保有しており、これまでの認証量が8,409ｔである。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

「クレジット売却量」とは、企業それぞれにCO2削減目標値があるが、自社努力では達成できない場合、クレジットの購入により補うことができる。

朝来市では兵庫県森林組合連合会を通じて販売先を探し、売却している。3,988ｔは、今までの売却量(ｔ)累計である。

現在認識している課題 企業の業績伸び悩み等から、温室効果ガスの排出量が減少傾向にあるためクレジットの購買意欲も低下している。

今後の方向、見通し等

市保有クレジットをカーボンオフセット実施事業者（ノーリツ等）が購入する年度間実績の推移を注視し、クレジット残高が不足する

少なくとも2ヶ年度前には、Ｊ－クレジット制度の認証申請の是非や申請時期等の方針を課内で固めておくことが必要である。

（※認証関係の協議先：兵庫県森林組合連合会）
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12カーボンオフセット

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

クレジット売却量（累計） 1,125 1,028 151 99

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

無し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

企業の業績伸び悩み等から温室効果ガスの排出量が減少傾向にあるため、クレジットの購買量が減っている。

継続的にクレジットを購入していただくよう企業への働きかけを今後も行っていく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
無し

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

本事業に取り組む近隣市町との比較については、累計クレジット売却量で比較すると、現況はやや上回っ

ていると考えられる。

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

　国の地球温暖化温室効果ガス排出削減の取り組む。

　また、当市森林整備にも一部寄与するため、今後も継続実施

が必要と考えられる。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 1

評価理由

A

事業実施の緊急性 2

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 1

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

　地球温暖化温室効果ガス排出削減への取り組み。

　また、当市森林整備にも一部寄与するため、今後も継続実施

が必要と考えられる。

継続実施

主体の妥当性 2

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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14森林管理100％

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 62.65%

目： 林業振興費

森林がもつ多面的な機能を発揮させる林業の振興 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的
間伐が必要な概ね26年生以上、60年生以下のスギ・ヒノキ人工林について、県と連携した公的関与の充実により、間伐実

施・作業道の開設等による森林管理の徹底を図る。

事　 業　 の

実施内容等

○市内森林組合等による森林施業のうち造林事業補助金の対象となる間伐等事業の補助残を県・市で助成する。

　・間伐等：104.1ha

　・作業道開設：6,232ｍ

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

8

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費 39,383 消耗品費 165,000

19.負担金補助及び交付金 11,580,242 「森林管理１００％作戦」推進事業補助金 24,320,000

合　　計 11,619,625 24,485,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 7,279,353 18,787,000

県支出金 4,340,272 「森林管理100%作戦」推進事業補助金 5,698,000

地方債 （うち事務費補助134,000円）

合　　計 11,619,625 24,485,000

担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 農林水産業費 項： 林業費

事業の受益者

（対象者）
事業対象面積

受益者数

（対象者数）
301

単

位
ha

事務事業名 「森林管理100%作戦」推進事業
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14森林管理100％

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

19.負担金補助及び交付金 「森林管理１００％作戦」推進事業補助金 32,935,000 25,963,000 24,320,000 11,580,242

28年度 29年度

11.需用費 消耗品費 218,000 171,000 165,000 39,383

事業費計 33,153,000 26,134,000 24,485,000 11,619,625

　正規職員人件費 915,000 1,382,000 412,450 604,650

　臨時職員人件費

34,068,000 27,516,000 24,897,450 12,224,275

34,068,000 27,516,000 24,897,450 12,224,275

0 0 0 0

0 0 0 0

77.30% 77.44% 76.73% 62.65%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

7,525,000 5,895,000 5,698,000 4,340,272

26,543,000 21,621,000 19,199,450 7,884,003

29年度

申請件数 件 66 69 56 33

整備面積 ｈａ 238.39 330.84 203.14 104.61

本事業は造林事業の補助残に対する補助事業であるため、造林事業の申請数に伴う。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

本事業は造林事業の補助残に対する補助事業であるため、造林事業で実施した面積に伴う。

現在認識している課題
本事業は造林事業の補助残に対する補助事業であり、事業量把握のため、各実施主体（森林組合等）が計画する造林

事業実施計画の精度を高めていく必要がある。

今後の方向、見通し等 今後も森林組合等が行う間伐や作業道開設などの造林事業に係る森林整備を継続して支援する。
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14森林管理100％

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

整備面積 142,909 83,170 122,563 116,856

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

無し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

本事業は造林事業の補助残に対する補助事業であるため、造林事業量に伴う。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
無し

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
近隣市町と同程度の実績であると考えられる。

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

　森林所有者の森林整備への意欲・関心の低下による森林の荒

廃、林業の衰退に歯止めをかけ、森林のもつ公益的機能の維

持・増進を支援する。

　造林事業の上乗せ補助事業である本事業を継続的に実施す

べきと考えられる。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 1 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

市の面積の８割を占める森林を整備する事は、水源涵養、防災

面からも意義があり、本事業を継続的に実施すべき。

継続実施

主体の妥当性 2

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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15林道機能回復

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 林業振興費

森林がもつ多面的な機能を発揮させる林業の振興 Ｈ 25 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的
　「森林・林業再生プラン」が森林・林業を再生する指針として国により策定され、森林整備における間伐材の搬出が必須と

なった。このような状況の中、林道機能の回復により、今後の搬出間伐等の施業を推進することを目的とする。

事　 業　 の

実施内容等

■事業内容

　○集中豪雨等により、崩土、路面の洗掘等の林道の維持修繕に要する経費の一部を助成する。

　　　ただし、市の林道台帳に記載された林道に限る。

          〔林道台帳記載路線数〕

　　　　　　・生野：16路線、和田山：23路線、山東：16路線、朝来：34路線、計89路線

　○補助対象者　市内森林組合等

　○補助率及び補助額

　　　・事業費の5割以内。ただし、1箇所に対する補助金の限度額は、40万円とする。

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

8

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 400,000 林道機能回復事業補助金 400,000

合　　計 400,000 400,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 400,000 400,000

県支出金

地方債

合　　計 400,000 400,000

担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 農林水産業費 項： 林業費

事業の受益者

（対象者）
補修箇所

受益者数

（対象者数）
1

単

位
箇所

事務事業名 林道機能回復事業
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15林道機能回復

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

19.負担金補助及び交付金 林道機能回復事業補助金 303,000 0 400,000 400,000

事業費計 303,000 0 400,000 400,000

　正規職員人件費 122,000 719,000 76,650 89,100

　臨時職員人件費

425,000 719,000 476,650 489,100

425,000 719,000 476,650 489,100

0 0 0 0

0 0 0 0

100.00% #DIV/0! 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

0 0 0 0

425,000 719,000 476,650 489,100

29年度

被災箇所 箇所 1 0 1 1

復旧箇所の路線数 路線 1 0 1 1

修繕の必要性については、各年度によって異なることから申請件数が変わる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

修繕の必要性については、各年度によって異なることから申請件数が変わる。

現在認識している課題
・近年のゲリラ降雨等により林道の被災路線が増加しているが、木材価格の低迷から森林所有者による林道復旧は困難な状況で

ある。

今後の方向、見通し等 ・今後も林道の復旧が必要な路線が多くあるが、優先度、緊急性等を勘案して、計画的に補修していく必要がある。
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15林道機能回復

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

復旧箇所の路線数 425,000 #DIV/0! 476,650 489,100

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

修繕の必要性については、各年度によって異なることから申請件数が変わる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
森林施業の推進だけでなく、山地に関する防災面においても林業施設の適切な維持管理が望まれている。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
近隣市町においても当該事業の類似制度がある。

2 拡充

◆継続して実施する必要がある。

　林道及び作業道については、森林施業に必要不可欠な施設で

あり、豪雨による崩土、路面の洗掘については森林施業者が維

持修繕を行っている。

　搬出間伐等施業の推進を図るべく継続的な事業の実施が必

要。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

　朝来市の森林を守ることは、市民生活に大いに貢献する、林道

及び作業道の維持は、森林施業に必要不可欠であり、継続的な

事業の実施が必要である。

継続実施

主体の妥当性 2

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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16広域基幹林道

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 林業振興費

森林がもつ多面的な機能を発揮させる林業の振興 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的
県営林道を整備することにより、林業の機械化等による生産性の向上と山村地域の振興を図り、また、森林の適切な維持

管理に資する。

事　 業　 の

実施内容等

■事業内容

　○路線名：森林基幹道「須留ヶ峰線」

　　・事業量：全体延長24km（内朝来市、L=8.8km）、幅員　W=5.0ｍ

　　・利用区域面積：2,530.9ha　（内朝来市：815.3ha）

　　・事業負担金：県営事業費の10％を負担する。

　　・事業実施期間：平成元年～平成32年度

　　・全体事業費：9,900,000千円

　

　○路線名：森林基幹道「千ヶ峰三国岳線」

　　・事業量：全体延長34.8km（内朝来市、L=7.9km）、幅員　W=5.0ｍ

　　・利用区域面積：3,901.0ha（内朝来市：466.8ha）

　　・事業負担金：県営事業費の10％を負担する。

　　・事業実施期間：平成8年度～平成34年度

　　・全体事業費：9,600,000千円

　　　平成29年度施工延長　L=230ｍ（10－8工区）、事業費　68,508千円

　　・事業費負担金：68,508千円×負担割合（公共）10％＝6,850,800円

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

8

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 0 須留ヶ峰線林道用地測量費 961,200

19.負担金補助及び交付金 6,850,800 千ヶ峰三国岳線開設工事費負担金68,508千円×10％ 18,715,600

合　　計 6,850,800 19,676,800

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 6,850,800 19,676,800

県支出金

地方債

合　　計 6,850,800 19,676,800

担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 農林水産業費 項： 林業費

事業の受益者

（対象者）
利用区域

受益者数

（対象者数）
1,282

単

位
ha

事務事業名 広域基幹林道整備事業
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16広域基幹林道

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

28年度 29年度

13.委託料 県営林道用地測量業務委託料 982,800 982,800 961,200 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

19.負担金補助及び交付金 県営林道工事費負担金 13,000,000 21,000,000 18,715,600 6,850,800

事業費計 13,982,800 21,982,800 19,676,800 6,850,800

　正規職員人件費 866,000 2,487,000 1,100,900 108,200

　臨時職員人件費

14,848,800 24,469,800 20,777,700 6,959,000

14,848,800 24,469,800 20,777,700 6,959,000

0 22,100,000 18,500,000 0

0 0 0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 0

0 0 0 0

14,848,800 2,369,800 2,277,700 6,959,000

29年度

整備延長 ｍ 669 1,035 590 230

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

県営林道であるため、予算により開設延長が変化する。

現在認識している課題 ・林道開設は、年間の開設延長が限られるため、長期間の事業計画となっている。

今後の方向、見通し等
・須留ヶ峰線は平成３２年度に全線開通を目指して、今後も事業を推進していく。

・千ヶ峰三国岳線は平成３４年度に全線開通を目指して、今後も事業を推進していく。
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16広域基幹林道

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

整備延長 22,196 23,642 35,216 30,257

なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

県営林道であるため、予算により開設延長が変わり、ｍ当たりの開設単価も変化する。県営林道を整備することにより、林業の機械化等による

生産性の向上と山村地域の振興が図られるため、今後も事業を推進していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
森林整備の推進と健全な森林の維持管理の面において事業の進歩が望まれている。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較

森林基幹道「須留ヶ峰線」…養父市（年次毎に予算の範囲内で開設工事が実施されている。）

森林基幹道「千ヶ峰三国岳線」…多可町、神河町（年次毎に予算の範囲内で開設工事が実施されている。）

3 拡充
◆継続して実施する必要がある。

　現在、林業採算性の悪化により、人工林の手入れが不足し、水源涵養や土

砂流出の防止など森林の持つ多面的機能の低下が懸念されている。そこで県

は、高性能林業機械等の搬入、伐採した原木の搬出など、原木の低コスト安定

供給体制を支えるアクセス道路として年次的に森林基幹道整備を行っている。

　今後は、森林基幹道を利用することで、作業道開設経費の縮減及び効率的

な伐採搬出作業が可能となり、適切な森林整備、保全が図られるため、本事業

を継続的に実施する必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

　森林基幹道を利用することで、作業道開設経費の縮減及び効率的な伐採搬

出作業が可能となり、適切な森林整備、保全が図られるため、本事業を継続的

に実施べきである。

継続実施

主体の妥当性 3

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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17市単治山

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 林地崩壊防止事業費

みんなで取り組む災害に強いまちづくり Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的 　県営で整備した治山施設の下流部分を市単独治山事業で整備することにより、再度災害の防止を図る。

事　 業　 の

実施内容等

■事業内容

　○県営治山事業の施工範囲は森林内に限られるため、森林外の流路工の整備を行う。

　　・治山流末整備工事（さのう）L=10ｍ、工事請負費：436,104円

　　・治山流末整備工事（土肥） L=15ｍ、工事請負費：495,720円

事業費

内　 訳

節区分

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

総合

計画

体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度 評価区分 評価

9

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

15.工事費 931,824 県営治山事業流末整備工事 3,836,160

合　　計 931,824 3,836,160

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 931,824 3,836,160

県支出金

地方債

合　　計 931,824 3,836,160

担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 農林水産業費 項： 林業費

事業の受益者

（対象者）
事業個所

受益者数

（対象者数）
2

単

位
箇所

事務事業名 市単独治山事業
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17市単治山

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

15.工事費 県営治山事業流末整備工事 2,273,400 194,400 3,836,160 931,824

事業費計 2,273,400 194,400 3,836,160 931,824

　正規職員人件費 1,889,000 2,324,000 1,203,600 542,800

　臨時職員人件費

4,162,400 2,518,400 5,039,760 1,474,624

4,162,400 2,518,400 5,039,760 1,474,624

0 0

0 0

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

4,162,400 2,518,400 5,039,760 1,474,624

29年度

流末整備箇所 箇所 1 1 1 2

工事延長 ｍ 20 10 60 25

県営治山事業実施箇所数の変化に伴うもの。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

県営治山事業実施箇所数の変化に伴うもの。

現在認識している課題 治山事業については、用地買収ではなく土地使用承諾による工事実施となるため、慎重な地元調整が必要。

今後の方向、見通し等 県営治山事業の要望が多く、今後も流末の整備を進めていく必要がある。
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17市単治山

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

工事延長 208,120 251,840 83,996 58,985

なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

本事業は県営治山工事の施工範囲外の下流流路工を整備するものであるが、各箇所によって整備する範囲、構造、規模等が異なるため金

額が変化する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
県営事業により整備された治山施設について、再度災害を防止するべく下流域の整備が望まれている。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
近隣市町においても県営事業の下流域は市町による整備が行われている。

3 拡充

◆継続して実施する必要がある。

　県営事業により整備された治山施設の流末整備については、

事業制度上市町が実施する。

　県営事業完了後早急に整備しなければ再度災害の恐れがある

ため、流域市民の生命財産の保全を図るべく事業の継続実施が

必要。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

拡充

事業実施の必要性 2 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2

改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

　県営事業により整備された治山施設の流末整備については、

事業完了後早急に整備しなければ再度災害の恐れがあるため、

流域市民の生命財産の保全を図るべく事業の継続実施が必要。

継続実施

主体の妥当性 3

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無
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27現年施設災害復旧

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
被災件数

受益者数

（対象者数）
7

単

位
件

事務事業名
農地・農林業施設災害復旧事業

（農地・農林業施設）【単独】
担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 災害復旧費 項： 現年発生単独災害復旧費

現年発生単独災害復旧事業債 0

合　　計 2,328,700 2,461,320

合　　計 2,328,700 2,461,320

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 1,628,700 2,461,320

県支出金

地方債 700,000

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

15.工事費 2,328,700 農地・農林業施設復旧工事 2,072,520

13.委託料 0 388,800

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

目： 農地・農林業施設災害復旧費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的 平成29年9月及び10月の台風により被災した農地農林業施設の復旧を行う。

事　 業　 の

実施内容等

■農地・農業用施設

○単独復旧工事  4件 　（口銀谷、金浦、上ゲ町2件）　  1,152,792円

■林業施設

○単独復旧工事 　3件　 （城山線、粟鹿山線2件）　 　1,175,908円

事業費

内　 訳

節区分
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27現年施設災害復旧

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 近年の異常気象、局地的豪雨等により、災害発生件数が増加傾向にある。

今後の方向、見通し等
契約繰越した工事について平成３０年度に完成予定。

今後、災害が発生した場合は早急な復旧事業を実施していく。

その年の気象状況により災害発生件数が変化する。

復旧件数 件 1 7

その年の気象状況により災害発生件数が変化する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

被災件数 件 1 7

#DIV/0! #DIV/0! 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0 2,461,300 1,628,700

0 0 2,461,300 2,328,700

0 700,000

0 0

　臨時職員人件費

0 0 2,461,300 2,328,700

事業費計 0 0 2,461,300 2,328,700

　正規職員人件費

13.委託料 測量設計業務 388,800 0

28年度 29年度

15.工事費 林業施設復旧工事 2,072,500 2,328,700

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度
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27現年施設災害復旧

６．成果単位あたり金額（円）

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

市民の生活生命財産を守るべく早急な復旧が必要。

継続実施

主体の妥当性 3

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

3 廃止受益者負担の適切さ

拡充

事業実施の必要性 3 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 3

改善見直し

3 拡充

◆現状の事業を継続的に実施していく。

近年の異常気象に伴う局地的豪雨や台風により全国的にも被災

件数が増加している。

災害が発生した場合、市民の生活生命財産を守るべく早急な復

旧が必要。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

年度及び被災内容により復旧内容が異なるため変化が生じている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

（アンケートなど）
台風、局地的豪雨等に起因する災害の復旧事業を関係受益者から強く望まれている。

【２】近隣市町で提供されて

 いるサービス水準との比較
近隣市町においても同様の事業が実施されている。

復旧件数 2,461,300 332,671

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
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27-1現年施設

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
被災件数

受益者数

（対象者数）
18

単

位
件

事務事業名
農地・農林業施設災害復旧事業

（農地・農林業施設）【補助】
担当部課 産業振興部　農林振興課

款： 災害復旧費 項： 現年発生補助災害復旧費

現年発生補助災害復旧事業費 0

合　　計 9,601,200 1,166,400

合　　計 9,601,200 1,166,400

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

その他

一般財源 3,783,200 1,166,400

県支出金 1,618,000 農地農業用施設災害復旧事業委託費県補助金 0

地方債 4,200,000

平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 9,601,200 測量設計 0

15.工事費 0 1,166,400

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

7

29 日
（ H 29平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 83.15%

目： 農地・農林業施設災害復旧費

付加価値を高める農畜産業の振興 Ｈ 事業種別 3.施設等整備事業

事業の目的 　平成29年9月及び10月の台風により被災した農地農林業施設の復旧を行う。

事　 業　 の

実施内容等

■農地・農業用施設

○測量設計 　農地　8件　（三波、喜多垣、迫間、塩田、山歳、三保、柿坪、久留引）

 施設　4件　（岡田、三保、田中、金浦）　　 　6,381,720円

■林業施設

○測量設計 　林道　6件　（粟鹿山線5カ所、毘沙門線1カ所）　 　3,219,480円

事業費

内　 訳

節区分
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27-1現年施設

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 近年の異常気象、局地的豪雨等により、災害発生件数が増加傾向にある。

今後の方向、見通し等
契約繰越した工事について平成３０年度に完成予定。

今後、災害が発生した場合は早急な復旧事業を実施していく。

その年の気象状況により災害発生件数が変化する。

復旧件数 件 1 1 3 18

その年の気象状況により災害発生件数が変化する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

被災件数 件 1 1 3 18

100.00% 100.00% 100.00% 83.15%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 1,618,000

399,600 1,115,640 1,166,400 3,783,200

399,600 1,115,640 1,166,400 9,601,200

0 4,200,000

0 0

　臨時職員人件費

399,600 1,115,640 1,166,400 9,601,200

事業費計 399,600 1,115,640 1,166,400 9,601,200

　正規職員人件費

15.工事費 林業施設復旧工事 0 1,115,640 0 0

28年度 29年度

13.委託料 測量設計業務 399,600 0 1,166,400 9,601,200

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度
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27-1現年施設

６．成果単位あたり金額（円）

主体の妥当性 3 改善見直し

A

事業実施の緊急性

【３】代替サービスの有無

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

11． 終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

市民の生活生命財産を守るべく早急な復旧が必要。

継続実施

主体の妥当性 3

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

3 廃止受益者負担の適切さ

拡充

事業実施の必要性 3 ○

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

C 市民ニーズの把握 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 3

改善見直し

3 拡充

◆現状の事業を継続的に実施していく。

近年の異常気象に伴う局地的豪雨や台風により全国的にも被災

件数が増加している。

災害が発生した場合、市民の生活生命財産を守るべく早急な復

旧が必要。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

年度及び被災内容により復旧内容が異なるため変化が生じている。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

（アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて

 いるサービス水準との比較

復旧件数 399,600 1,115,640 388,800 533,400

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 観光費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
観光振興を図り、交流人口を増加させ、地域産業、経済の発展につなげて、市の活性化に寄与するため、市内
観光協会事業及び市内観光イベント実行委員会へ補助を行う。

事　 業　 の
実施内容等

各観光協会、各イベント実行委員会等へ補助金による支援を行い、地域の活性化を図る。

■観光協会
生野町観光協会（補助金：１，８２８，０００）
和田山町観光協会（補助金：１，３４８，０００）
朝来市山東町観光協会（補助金：７４１，０００）
朝来市あさご観光協会（補助金：１３３，０００）

■イベント
和田山夏祭り（補助金：２，４５４，０００）
わだやま竹田お城まつり（補助金：１，０６８，０００）
竹田秋祭り（補助金：６７，０００）
竹田地区観光事業（補助金：１６０，０００）
山東夏祭り（補助金：１，２６４，０００）
朝来夏祭り（補助金：１，６８６，０００）
へいくろう祭り（補助金：３２９，０００）
銀谷祭り（補助金：１，２８６，０００）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 879,120 花火大会安全設備設置 0

14.使用料及び賃借料 0 879,120

19.負担金補助及び交付金 12,364,000 各観光協会、各イベント実行委員会への補助金 12,217,000

合　　計 13,243,120 13,096,120

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債 2,000,000 過疎地域自立促進特別事業債 2,000,000

その他 7,900,000 ふるさと創生基金繰入金 8,000,000

一般財源 3,343,120 3,096,120

合　　計 13,243,120 13,096,120

事務事業名 観光協会等支援事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

観光協会
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

13.委託料 花火大会安全設備設置委託料 0 0 0 879,120
14.使用料及び賃借料 花火大会安全設備資機材借上 1,361,880 879,120 879,120 0

18.備品購入費 花火大会目隠しネット 0 0 0 0
19.負担金補助及び交付金 各観光協会、各イベント実行委員会への補助金 12,443,000 12,431,750 12,217,000 12,364,000

事業費計 13,804,880 13,310,870 13,096,120 13,243,120

　正規職員人件費 13,089,000 11,388,000 5,003,350 287,030

　臨時職員人件費 1,499,000 2,389,000 387,400 984,750

28,392,880 27,087,870 18,486,870 14,514,900

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

2,000,000 2,000,000 2,000,000
8,803,000 8,000,000 7,900,000

28,392,880 16,284,870 8,486,870 4,614,900
28,392,880 27,087,870 18,486,870 14,514,900
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

補助団体数 団体 12 12 12 12

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

観光客入込客数 千人 2,618 2,450 2,450 2,353

市内の観光入込客数は、対前年比で約５パーセント減少している（※ただし、観光動向調査統計上は、竹田城下町交流館をポイ
ント追加したことにより、６万人程度増加している）。

現在認識している課題
観光協会の統合
朝来市版ＤＭＯの検討

今後の方向、見通し等 まずは観光協会の統合に向けた事務調整を進める

観光協会
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

観光客入込客数 10,845 11,056 7,546 6,169

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
市内の観光入込客数は、対前年比で約５パーセント減少している（※ただし、観光動向調査統計上は、竹田城下町交流館をポイ
ント追加したことにより、６万人程度増加している）。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

観光協会の統合により組織を大きくし、より強力に観光推進を図る必要があるとの声があがって
いる。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

観光協会の統合により、近隣市町のサービスよりも、より充実が図れる。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充 　現状の補助制度を前提に、観光振興や地域の賑わいづ
くりを図り、地域産業、経済の発展につなげていくために、
市内観光協会事業及びイベント実行委員会へ補助を継続
し、育成支援を図っていく。事業には応分の負担を導入し
ているが、夏祭り等については、継続が困難になってきて
いる事業もあり、実施方法等の改善が求められる。また、
観光協会については、市内の観光資源の連携による観光
振興施策の展開や、団体として成熟を図っていくために
も、統合の動きを促進・支援していく必要がある。

事業実施の必要性 2 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

　平成30年度は第２次朝来市観光基本計画策定、朝来市
ＤＭＯに関する検討を進める中で、観光協会の統合も視
野に入れている。
　観光イベントへの補助金は、イベントごとの評価を行い、
費用対効果の検証も必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり改善見直しする。

継続実施

廃止

○ 改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

観光協会
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 観光費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

　平成６年に開催された「但馬・理想の都の祭典」イベント『「但馬・食文化プラザ」の趣旨『但馬の食文化の継承
と創造、交流人口の創出』の精神を継承して、但馬の３市２町がそれぞれの特色を活かした食文化を紹介する
など情報を地域内外に広く発信し、農村と都市の交流を深めて、但馬地域の産業振興に寄与するため但馬・食
文化まつりを開催する。

事　 業　 の
実施内容等

■但馬・食文化まつり
（１）テーマ：食材の宝庫―但馬・お国自慢
（２）開催時期：１０月１４・１５日
（３）主催：但馬・食文化まつり実行委員会
（４）イベント：お国自慢バザール、但馬・うまいもん村、展示・PR、ステージ・芸能披露ほか

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 4,150,000 但馬・食文化まつり補助金 3,500,000

合　　計 4,150,000 3,500,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 4,000,000 ふるさと創生基金繰入金 3,500,000

一般財源 150,000 0

合　　計 4,150,000 3,500,000

事務事業名 但馬・食文化まつり事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

食文化まつり
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 芝生修繕 151,833 0 0 0
19.負担金補助及び交付金 但馬・食文化まつり補助金 4,000,000 3,000,000 3,500,000 4,150,000

事業費計 4,151,833 3,000,000 3,500,000 4,150,000

　正規職員人件費 3,551,000 3,575,000 1,782,280 1,618,550

　臨時職員人件費 0 26,000 113,750 67,500

7,702,833 6,601,000 5,396,030 5,836,050

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

3,500,000 4,000,000
7,702,833 6,601,000 1,896,030 1,836,050
7,702,833 6,601,000 5,396,030 5,836,050

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

出店数 団体 76 75 75 75

会場のキャパシティは変わらないので出店数に大きな変化はない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

来場者数 人 34,000 32,000 36,000 26,000

2日目が大雨だったため、来場者数が減少した。

現在認識している課題 ふる協負担金の減額

今後の方向、見通し等
ポスト祭典事業の方針決定と食文化まつりの今後の在り方を検討
※平成30年度から会場及び事業内容を変更予定

食文化まつり
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

来場者数 227 206 150 224

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
ふるさとづくり協会の負担金が増加した分、市補助金を増加したため。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

事業継続を望む声が多い

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

同種同類のイベントして但馬まるごと感動市がある

【３】代替サービスの有無 有（但馬まるごと感動市）

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　実行委員会に対し、朝来市と但馬ふるさとづくり協会が補助金
２分の１ずつを出して実施していたが、協会補助を平成２９年度
から縮小したうえで、平成３１年度を最終に無くなるため、イベン
トを廃止するか、市単独で縮小して継続するか、市の補助を拡
大して現行どおり実施するか、抜本的見直しをする必要がある。

事業実施の必要性 2 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 ○ 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

　平成３２年度以降の開催についてイベントを廃止するか、市単
独で縮小して継続するか、市の補助を拡大して現行どおり実施
するか、抜本的見直しをする必要がある。
　また、市内産業、事業所を紹介する産業フェア的要素を取り入
れ、開催することも検討する。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

○

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

H32年度以降の開催について、イベントを廃止するか、市単独で縮小して開催するかなど、事業の在り方に
ついて検討する。

継続実施

廃止

改善見直し

○ 抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

食文化まつり
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 観光費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
　朝来市への観光入込客数など交流人口の増加により、市の観光振興、地域産業及び地域の活性化に寄与す
るため、戦略的な観光ＰＲを行う。

事　 業　 の
実施内容等

■朝来市観光ＰＲ特急バス広告事業（年間維持費）
　神戸方面の全但特急バスの車体に観光写真をラッピング。

■朝来市観光ＰＲ事業
・パンフレット、雑誌、新聞等による観光PRや広告宣伝 ・旅行ｴｰｼﾞｪﾝﾄ等へのプロモーション活動
・但馬のまほろばＰＥＰＰＥＲ観光案内業務　　・各種観光展出展（ツーリズムＥＸＰＯ　等）
・大阪・京都・神戸でのデジタルサイネージを使った「まるごと１週間：竹田城ウイーク」キャンペーンを展開

■朝来市観光大使、元気あさご応援隊事業
・観光大使、応援隊の活動支援

■朝来市ぶらり観光スタンプラリー事業
・着地型観光促進（市内周遊事業）

■ちゃすりんＰＲ事業
・朝来市のマスコットキャラクター「ちゃすりん」を活用した観光ＰＲ、ノベルティ配布

■あさごフォトコンテスト事業（H29リニューアル）
・市内風景を被写体としたフォトコンテストの実施。

■交通対策事業
・但馬周遊バス「たじまわる」　負担金：県2/3、実施市町1/3

■観光交流キャンペーン事業人件費

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 1,900,012 嘱託職員賃金 1,908,899

8.報償費 216,825 講師謝礼、観光大使謝礼、フォトコン賞金 209,728

9.旅費 622,710 セミナー、会議、プロモーション、キャンペーン旅費 1,129,260

11.需用費 3,030,220 消耗品、朝来市観光パンフ印刷 2,004,385

12.役務費 1,774,118 郵便、手数料、広告料 1,015,088

13.委託料 3,981,108 ＰＥＰＰＥＲ観光案内業務、森林観光資源調査 983,692

14.使用料及び賃借料 0 イベント資機材借上料、出展料 204,500

19.負担金補助及び交付金
たじまわる負担金、地域おこし企業人人件費負担金、たけだ街中
周遊イベント負担金

合　　計 12,803,993 9,519,552

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 12,803,993 9,519,552

合　　計 12,803,993 9,519,552

事務事業名

事業の受益者
（対象者）

朝来市民

観光交流キャンペーン事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

30,848

2,064,0001,279,000

人
単
位

受益者数
（対象者数）

観光交流キャンペーン
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 嘱託職員 0 0 1,908,899 1,900,012

8.報償費 講師謝礼、観光大使謝礼、フォトコン賞金 55,800 358,775 209,728 216,825

9.旅費 セミナー、会議、プロモーション、キャンペーン旅費 380,230 747,650 1,129,260 622,710

11.需用費 消耗品 5,052,244 5,182,114 2,004,385 3,030,220

12.役務費 郵便、手数料、広告料 1,607,990 2,965,694 1,015,088 1,774,118

13.委託料 観光案内業務、調査委託、警備委託 0 802,736 983,692 3,981,108

14.使用料及び賃借料 イベント資機材借上料、出展料、車借り上料 0 334,332 204,500 0

18.備品購入費 備品購入費、着ぐるみ制作 27,000 0 0 0
19.負担金補助及び交付金 たじまわる負担金、地域おこし企業人負担金 2,526,000 2,338,000 2,064,000 1,279,000

事業費計 9,649,264 12,729,301 9,519,552 12,803,993

　正規職員人件費 8,984,000 14,207,000 18,257,480 7,632,300

　臨時職員人件費 3,078,000 2,259,000 1,831,700 495,750

21,711,264 29,195,301 29,608,732 20,932,043

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

273,110 17,850 0 0
21,438,154 29,177,451 29,608,732 20,932,043
21,711,264 29,195,301 29,608,732 20,932,043
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

2,293 2,353

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

今後の方向、見通し等

現在認識している課題 竹田城への観光客数の減少

観光客入込客数 千人 2,618 2,450

竹田城への観光客が減ることは市内観光に大きな影響を与える。数ある観光地の中から選ばれるように、魅力を伝えるためには継続的かつ効果的な
広告を行う必要があり、外国人観光客対策もしっかっり行っていく必要がある。

市内の観光入込客数は、対前年比で５パーセント減少している（実質的には、たけだ城下町交流館をポイント追加したことにより
増加している）。

竹田城跡を除く観光客入込客数 千人 2,035 2,034 2,100 2,129

観光交流キャンペーン
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

観光客入込客数 8,293 11,916 12,913 8,896

竹田城跡を除く観光客入込客数 10,669 14,354 14,099 9,832

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
市内の観光入込客数は、対前年比で５パーセント減少している（実質的には、たけだ城下町交流館をポイント追加したことにより
増加している）。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

・観光の受入れ体制ができていない
・経済的視点で見て地域が潤うしくみを考えるべき
・観光の方向性「観光振興による朝来市の活性化」

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

・各自治体ごとで独自の取り組みを行っている

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充 　竹田城跡の入込客数が減少傾向にあるなかで、市民意
向調査でも、観光イメージ・ブランドの確立、都市圏に向け
た情報発信、グルメ・特産品の開発といった施策への期待
が高い。
　東京オリンピックをひかえ、インバウンド需要など観光入
込客数の増加による市の観光振興、地域産業育成、地域
の活性化など地方創生の観点から関係団体と協働しなが
ら、市が率先して、戦略的にプロモーションを実施し、施策
拡大を図っていく必要がある。

事業実施の必要性 2 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

　竹田城跡への入込減少が続くなか、昨年の台湾キャン
ペーンや国内エージェント訪問などにより、インバウンドの
増加や新たな団体旅行も造成されていることから、ＰＲ事
業は継続して行う必要がある。
　日本遺産を捉えた協議会の活動や、県のゴールデン
ルートにある姫路市、豊岡市との連携も強固にする。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 ○ 拡充

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

改善見直し

11．最終評価

評価 評価理由

休止

廃止

2次評価のとおり拡充する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

主体の妥当性 2 改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 拡充

９．二次評価

観光交流キャンペーン
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 54.71%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 観光費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
竹田城跡や生野銀山の観光客に、市内を周遊させ滞在時間を確保し、経済波及効果を生み出すためのマー
ケティング及び観光プログラムを担う人材育成支援事業の創出を行う。

事　 業　 の
実施内容等

■観光プロモーション・マーケティング人材の育成
・有識者会議の開催
・観光動態・マーケティング調査の実施

■朝来市内高校と連携した観光人材育成
・市内高校と連携した社会活動プログラムの実施

■海外メディアプロモーション人材育成
・台湾ブロガーやフィルムコミッションと連携した情報発信
・香港・台湾への現地プロモーションの展開

■竹田城下観光産業人材発掘
・竹田まちなか観光に向けたまちあるきMAPの作成
・まちなかガイド育成研修の実施

■市内観光施設運営人材育成
・観光施設の安定的経営に向けたアドバイザーの招聘

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 622,000 有識者会議・研修等講師謝礼

9.旅費 1,117,632 委員、講師出張旅費、職員旅費

11.需用費 1,470,900 ＭＡＰ印刷費

12.役務費 1,110,120 筆耕翻訳料

13.委託料 7,071,140 調査・会議・広告・人材育成委託料

14.使用料及び賃借料 522,000 会場使用料

19.負担金補助及び交付金 960,000 戦国中事業補助金

合　　計 12,873,792 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 5,830,726 地方創生推進交付金

県支出金

地方債

その他 7,000,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 43,066 0

合　　計 12,873,792 0

事務事業名 観光マネジメント人材育成事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

観光マネジメント人材育成事業
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 有識者会議・研修等講師謝礼 622,000

9.旅費 委員、講師出張旅費、職員旅費 1,117,632

11.需用費 ＭＡＰ印刷費 1,470,900

12.役務費 筆耕翻訳料 1,110,120

13.委託料 調査・会議・広告・人材育成委託料 7,071,140
14.使用料及び賃借料 会場使用料 522,000
19.負担金補助及び交付金 戦国中事業補助金 960,000

事業費計 0 0 0 12,873,792

　正規職員人件費 10,245,150

　臨時職員人件費 353,250

0 0 0 23,472,192

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 5,830,726
0 0
0 0
0 7,000,000

0 0 0 10,641,466
0 0 0 23,472,192

54.71%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

多言語パンフレット等の種類 種類 4

平成29年度からの新規事業

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市への観光客入込客数 千人 2,353

竹田城跡の外国人入込客数 人 6,662

平成29年度からの新規事業

現在認識している課題
・竹田城跡の入込客数が減少傾向にある。
・竹田城跡の観光客が市内に周遊しておらず、観光消費額も少ない。

今後の方向、見通し等
・朝来市の観光振興・地域活性化を図るため、朝来市に観光客を呼び込む団体として朝来市版ＤＭＯの立ち上げについて検討する。
・海外からの観光誘客を図れるよう、海外における実働の機会を創出する。
・外国人目線で海外への情報発信を行う。

観光マネジメント人材育成事業
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

朝来市への観光客入込客数 9,975

竹田城跡の外国人入込客数 3,523

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成29年度からの新規事業

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

観光で市全体を同じ方向に引っ張っていく組織が必要

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

各自治体ごとで独自の取り組みを行っている

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 拡充 　竹田城跡の入込客数は減少傾向であるが、外国人観光
客数は年々増加している。特に台湾、香港からの旅行客
が多くなっており、2020年の東京オリンピックを意識しなが
ら引き続き、海外に向けて効果的なＰＲを進める必要があ
る。また、観光来訪者に市内観光資源を周遊させるプログ
ラム作りや近年増加傾向にある外国人旅行者の更なる誘
客促進及び受け入れ態勢の充実等、朝来市の観光振興
を進める専門的な組織体制の整備について検討を進める
必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

　２９年度は台湾、３０年度は台湾、香港でキャンペーンを
行い、インバウンドの増加や台湾等からのテレビ取材もあ
り、成果が上がっている。
　朝来市の観光振興を進める専門的な組織体制の整備に
ついても、継続して検討する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価
評価 評価理由

拡充

実施効果を検証しながら、継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

観光マネジメント人材育成事業
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 50.00%

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 商工費 目： 観光費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 29 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
日本遺産を朝来市の観光に活用する。竹田城跡に集中する観光客を生野銀山等市内に周遊させ、滞在時間
を増加させる。

事　 業　 の
実施内容等

■日本遺産市内周遊バス運行
・市内日本遺産関連施設を巡る周遊バスツアーの実施

■日本遺産パンフレット作成
・市内の日本遺産紹介パンフレットの作成

■日本遺産広報マネジメント展開
・YOUTUBE広告を活用した映像プロモーション等
・マーケティングによる効果的な広報戦略のための支援委託及び人材の確保

■日本遺産ガイド育成
・ガイド養成講座の開催及びガイドマニュアルの作成

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費 1,231,872 日本遺産紹介パンフレット・啓発用のぼり・横断幕

12.役務費 767,200 特急ラッピング、デジタルサイネージ

13.委託料 30,816,760 デジタルマーケティング・ガイド養成講座・デジタルサイネージ

14.使用料及び賃借料 84,900 周遊バスツアーバス借り上げ料

合　　計 32,900,732 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 16,450,366 地方創生推進交付金

県支出金

地方債

その他 16,400,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 50,366 0

合　　計 32,900,732 0

事務事業名 銀の馬車道　鉱石の道活用事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

人

銀の馬車道鉱石の道
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

11.需用費 日本遺産紹介パンフレット・啓発用のぼり・横断幕 1,231,872

12.役務費 特急ラッピング、デジタルサイネージ 767,200

13.委託料 デジタルマーケティング・ガイド養成講座・デジタルサイネージ 30,816,760
14.使用料及び賃借料 周遊バスツアーバス借り上げ料 84,900

事業費計 0 0 0 32,900,732

　正規職員人件費 5,999,800

　臨時職員人件費 9,000

0 0 0 38,909,532

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 16,450,366
0 0
0 0
0 16,400,000

0 0 0 6,059,166
0 0 0 38,909,532

50.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

生野銀山・神子畑選鉱場跡ガイド件数 件 809

平成29年度からの新規事業

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

市内道の駅における観光消費額（まほろば） 千円 1,001,577

観光入込客数 千人 2,353

平成29年度からの新規事業

現在認識している課題
・日本遺産に認定されたことが十分に周知されていない
・観光案内ガイド等の受入態勢が不十分である
・外国人観光客の受入態勢が不十分である

今後の方向、見通し等

・日本遺産紹介パンフレットを作成し、市内の観光施設等に配布することにより、市内を訪れた観光客を日本遺産に誘導する。また、各地で開催され
ているイベントに参加するなど積極的なＰＲを展開する。
・日本遺産を含む市内の歴史・文化遺産並びにその他観光資源を紹介する動画をＹｏｕＴｕｂｅ動画広告等で配信することにより、国内外に向けて朝来
市の魅力を配信する。
・多言語を含むガイド養成講座を実施することにより、新たなガイドを養成するとともに、市内で活躍するガイド団体の質の向上を図ることにより、観光
客の満足度を向上させリピーターの向上につなげる。

銀の馬車道鉱石の道
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

市内道の駅における観光消費額（まほろば） 39

観光入込客数 16,536

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成29年度からの新規事業

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

日本遺産に認定されたことが十分に周知されていない
観光案内ガイド等の受入態勢が不十分である

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

各自治体ごとで独自の取り組みを行っている

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 拡充
　昨年度の日本遺産認定を契機に、生野銀山や神子畑選鉱場
跡などの近代化産業遺産群を活用し、地域の活性化や地域経
済・観光産業の発展につなげていくことが求められている。一
方、竹田城跡への観光来訪者数は平成26年度をピークに年々
減少傾向にあり、市内への観光来訪者の周遊による地域経済
への波及効果は十分とは言えない状況である。
　今後は、観光来訪者に市内観光資源を周遊させるプログラム
作りや近年増加傾向にある外国人旅行者の更なる誘客促進及
び受け入れ態勢の充実等を進める必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

日本遺産に認定されて１年以上が経過するが、認知度は
まだ低く、市内周遊観光にも繋がっていない状況である。
一方、廃墟ブームも相まって、ロック系のグループなどの
プロモーションビデオ撮影など、新しい需要も増えている。
案内ガイドの増員、市内全域を案内できるガイドの養成な
ど観光客受入態勢整備も必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

交付金終了後のH32年度以降の自走の在り方について検討する。実施効果を検証しながら、継続実施す
る。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

銀の馬車道鉱石の道
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ロックフィルテラス

作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

0

合　　計 179,939,840 0

国県支出金を除いた比率 50.00%

合　　計 179,939,840 0

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金 89,969,920 地方創生拠点整備交付金 0

県支出金

地方債 80,100,000 観光施設整備事業債 0

その他

一般財源 9,869,920

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料 8,640,000 設計監理委託料 0

15.工事費 151,700,000 工事請負費 0

18.備品購入費 19,599,840 備品購入 0

事業の目的

　休館中の「多々良木みのり館」を改修し、あさご芸術の森エリアの滞在拠点となるように再整備する。市内へ観光客を増

加させ滞在時間を拡大することにより、市の観光振興と地域活性化を目指す。

※平成28年度繰越事業（「地方創生拠点整備交付金」事業）

事業の受益者

（対象者）
観光入込者数

受益者数

（対象者数）
2,293,000

単

位
人

事　 業　 の

実施内容等

■ドームハウス８基を新設

■ログハウス・管理棟・研修棟・交流棟を改修

■浴室棟・宿泊棟を解体

■備品購入

総合

計画

体系

好きなまちで働く《社会増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 28 事業種別 3.施設等整備事業

事務事業名 ロックフィルテラス整備事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

款： 商工費 項： 商工費 目： 観光費

のセルにのみ入力してください。

決算 ）
重点 創生

決算 30 年 6 月 29 日
平成 30 年度

区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート （ H 29
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ロックフィルテラス

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

２９年度整備の施設であるため成果指標はない。

現在認識している課題 平日・冬期における利用者の確保

今後の方向、見通し等 市と指定管理者による経営戦略会議を月１回開催

２９年度整備の施設であるため成果指標はない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

0 15,009,320

0 0 0 185,079,240

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 50.00%

0 0 0 185,079,240

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 89,969,920

0 0

0 80,100,000

0 0

0 0

　正規職員人件費 5,139,400

　臨時職員人件費

事業費計 0 0 0 179,939,840

15.工事費 工事請負費 151,700,000

18.備品購入費 備品購入 19,599,840

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

13.委託料 設計監理業務 8,640,000
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ロックフィルテラス

６．成果単位あたり金額（円）

11． 終評価

評価 評価理由

拡充

事業完了のため廃止する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

○ 廃止

C 市民ニーズの把握 2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

開業４ヶ月が経過し、夏休み期間は稼働率も高くなっている。

年間を通じ、安定した経営となるよう、芸術の森活性化協議会を

開催し、関係者が連携をとって集客、おもてなしに勤める。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充 　多々良木みのり館は、運営固定比率が高く、宿泊・宴会場の利

用率が低い状況にあり、指定管理施設としての運用が頓挫して

いた。

　この度、多々良木の風景や自然を 大限に活かしたアクティビ

ティの体験、アートに触れ合うファミリー層をターゲットとしたアウ

トドア施設として再整備を行った。

　今後は、安定的な経営運営ができるように利用促進を図ってい

く。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
２９年度整備の施設であるため成果指標はない。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

（アンケートなど）
２９年度整備の施設であるため、ニーズ調査等ができていない。

【２】近隣市町で提供されて

  いるサービス水準との比較
２９年度整備の施設であるため、サービス水準の比較等ができていない。

【３】代替サービスの有無 無

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 山城サミット開催事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

項： 商工費

一般財源 601,893 482,750

合　　計 601,893 482,750

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 601,893 482,750

31,503 山城サミット事務局書類郵便 31,420

19.負担金補助及び交付金 25,000 全国城郭管理者協議会負担金 25,000

事業の目的

　「天空の城」として全国的に認知されるようになった竹田城跡だが、入城者数に減少傾向がみられる。一方、
全国的に見れば各城郭の入城者数はいまだ増加傾向にあり、「お城ブーム」は続いていると考えられる。また、
現在のお城ブームは「山城ブーム」でもあり、一般に馴染みのなかった山城も「天空の城」等として取り上げられ
る機会が増えてきている。
　これらの状況のなか、全国山城サミット連絡協議会や全国城郭管理者協議会の活動を通し、各城郭と情報共
有し、相互の連携を強化し、竹田城跡の観光施策に活用する。また、全国山城サミット連絡協議会については
固定事務局を担い、情報発信や自治体間の連携強化に努める。

事　 業　 の
実施内容等

○全国山城サミット連絡協議会関連
・「第２４回全国山城サミット佐野大会」への参加（平成２９年１０月）
・情報共有に関する課題及び対応策のアンケート調査

○全国城郭管理者協議会関連
・「全国城郭管理者協議会」総会への参加（山形県上山市：平成２９年７月）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 24 事業種別 1.ソフト事業

目： 観光費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

）
重点

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

全国山城サミット連絡協議会加盟自治体
受益者数

（対象者数）
93

単
位

545,390 山城サミット参加（栃木県）、全城郭総会参加（山形県） 426,330

12.役務費

団体

平成 30 年度

山城サミット
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

サミット開催は、加盟市町村の持ち回りとなっており、開催地の地理的条件などにより増減している。

全国山城サミット参加自治体数 市町村 15 24 20 24

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

全国山城サミット連絡協議会加盟自治体数 市町村 89 90 93 95

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

6,082,261 2,444,927 1,479,960 1,071,393
6,082,261 2,444,927 1,479,960 1,071,393

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 268,000

6,082,261 2,444,927 1,479,960 1,071,393

事業費計 494,261 204,920 482,750 601,893

　正規職員人件費 5,320,000 2,240,007 997,210 469,500

19.負担金補助及び交付金 全国城郭管理者協議会負担金 25,000 25,000 25,000 25,000

12.役務費 山城サミット事務局書類郵便 108,000 1,886 31,420 31,503

11.需用費 各種消耗品 171,821 9,084 0 0

9.旅費 職員出張旅費 78,440 168,950 426,330 545,390

8.報償費 講師謝礼等 111,000 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
山城サミット加盟自治体は増加傾向にある一方で、山城サミット参加自治体数はそこまで増えていません。いかにサミットに参加させるか、即ちサミット
に加盟・参加することの意義を打ち出せるかが課題であると考えられます。

今後の方向、見通し等
現在、城ブームは続いており、今後もサミット加盟自治体数は増加することが見込まれます。加盟自治遺体間の情報共有の強化し、サミット加盟の意
義を打ち出します。また、参加自治体数の増加を目的に、必要に応じてサミット開催市を補佐します。

山城サミット
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

竹田城跡への入込が減少する中で、他の城と情報共有し
連携することは必須である。山城サミットや全国城郭管理
者協議会総会・研修会に参加しネットワークを強固にする
必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充 拡充すべき事業として考える。
竹田城跡の入城者数に減少が見られ始めた今こそ新たな
施策を実施する必要があり、山城サミット・全城郭を通じて
他の城郭と情報共有し、連携し、お互いの施策を参考にす
ることは、竹田城跡の活用を考える上で必須のことであ
る。今後も全城郭の総会・研修会に参加し、各城郭におけ
る現状や施策について積極的に情報共有を行う。また山
城サミットについても、固定事務局としてサミットの開催の
サポートを行い、加盟自治体間のネットワーク強化・拡大の
ため必要な施策を実施する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 加盟団体が全国にわたっており、民間における代替サービスは無いと認知している

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
参加自治体数が増加するよう、山城サミットの情報発信や常日頃からの情報共有・連携に努めていく。
各地で山城ブームが広がれば、山城で知名度のある竹田城跡を訪れる観光客が増えるものと考える。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

朝来市の他に参加している県内市町として、全国山城サミット連絡協議会では、姫路市、宍粟市、
上郡町が、全国城郭管理者協議会では、姫路市があげられる

全国山城サミット参加自治体数 405,484 101,872 73,998 44,641

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

山城サミット
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作成・更新日 1 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 竹田城活用まちづくりプログラム事業 担当部課 産業振興部　観光交流課

項： 商工費

一般財源 710,000 3,600,000

合　　計 710,000 3,600,000

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 710,000 3,600,000

560,000 竹田城跡ライトアップ補助金 3,200,000

事業の目的
竹田城跡が「天空の城」として有名になる一方で、竹田のまちを含む周辺エリアを訪れる観光客は少ない。周
辺エリアの観光スポット発掘を行うとともに、竹田城跡をふくめてより良いおもてなしができるよう必要な施策を
実施する。

事　 業　 の
実施内容等

・竹田城跡ライトアップ支援事業
・おもてなし武将隊（甲冑）事業

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

3 朝来の強みを活かした観光振興 Ｈ 25 事業種別 1.ソフト事業

目： 観光費

総合
計画
体系

好きなまちで働く《社会増促進》

）
重点

款： 商工費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

竹田城跡観光客及び竹田地区住民
受益者数

（対象者数）
360,000

単
位

150,000 甲冑修繕料、消耗品 400,000

19.負担金補助及び交付金

人

平成 30 年度

まちプロ
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

竹田まちなか宿泊施設による営業活動により利用者が増加した。

竹田まちなか宿泊施設利用者数 人 3,390 4,093 4,820 5,084

平成２６年度をピークに減少傾向にある。バス料金の値上げにより国内団体客が減少した。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

竹田城跡入込者数 人 582,282 416,008 324,715 224,075

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

4,903,000 473,000 3,600,000 1,594,150
4,903,000 473,000 3,600,000 1,594,150

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 6,000

4,903,000 473,000 3,600,000 1,594,150

事業費計 4,903,000 473,000 3,600,000 710,000

　正規職員人件費 878,150

19.負担金補助及び交付金 竹田城跡ライトアップ事業補助金 3,200,000 560,000

18.備品購入費 *甲冑購入費 2,115,000

14.使用料及び賃借料 *親子見学会バス借上料 76,000

11.需用費 消耗品費、印刷費等 706,000 257,000 400,000 150,000

8.報償費 *おもてなし研修会、ＡＪＰ活動 140,000 140,000

7.賃金 *臨時職員賃金 1,942,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 プログラム策定当時と現在とで、竹田城跡周辺の観光の状況が異なってきている。

今後の方向、見通し等 昨年度のビジョン会議等踏まえて観光振興の必要性が認知されているが、当初と状況も異なってきており、事業内容の見直しを行う予定です。

まちプロ
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

1 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 1 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

地域全体で観光客を迎えることが重要であり、おもてなし
意識の醸成を図っていく必要がある。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 1 廃止

主体の妥当性 1 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　竹田のまちの観光振興は、観光客だけでなく地域住民
にも波及効果が想定されるものであり、竹田地域ビジョン
会議においてもその必要性が認識されている。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 有。和田山町観光協会、NPOあさご創生プロジェクト、朝来市商工会等

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
事業費の減少

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

昨年度開催された「竹田地域ビジョン会議Ⅱ」において、竹田地域における観光振興施策の必
要性が提言された。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

他市町において観光振興事業は、主に観光協会など民間団体において行われている。

竹田まちなか宿泊施設利用者数 1,446 116 747 314

0

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

まちプロ
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 道路橋梁新設改良事業 担当部課 都市整備部　建設課

一般財源 133,980,716 117,971,717

合　　計 533,025,716 398,119,717

地方債 141,500,000 道路橋梁新設改良債ほか 102,000,000

その他 5,015,000 竹田城跡観覧料 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 244,530,000 社会資本整備総合交付金ほか 171,148,000

県支出金 8,000,000 電源立地地域対策交付金 7,000,000

合　　計 533,025,716 398,119,717

18.備品購入費 112,320 備品購入費

22.補償補填及び賠償金 4,906,880 物件移転 3,112,744

15.工事費 364,404,389 各路線工事請負費 283,057,680

17.公有財産購入費 5,663,270 用地 5,712,327

841,320 手数料 864,000

13.委託料 156,284,893 測量試験費 104,519,160

事業の目的
市道の道路改良工事（拡幅・視距改良など）を実施することにより、円滑な道路交通と安全を確保し、事故防止
を図るとともに民政の安定と公共の福祉に資する。

事　 業　 の
実施内容等

安全で快適な交通を確保し、緊急車両等にも対応するため市道を拡幅・改良し整備する。
市道局部改良事業
　物部８号線：法面防災　L=33ｍ　W=4.0ｍ    林垣寺線：用地・物件補償　L=90ｍ W=4.0ｍ
社会資本整備総合交付金事業
　舗装修繕：1路線　橋梁修繕：補修設計9橋　修繕工事5橋　法面防災1箇所
過疎対策事業
　楽音寺大月線：舗装改良L=191ｍ　W=4.0ｍ　 　森枚田代線：道路改良L=260ｍ　W=4.0ｍ
　大月下市場線：道路改良L=140ｍ　W=3.0ｍ  清水町小谷線：交差点改良（継続）
辺地対策事業
　中芳賀野線：道路改良 L＝120ｍ　W=4.0ｍ　田路線：道路改良L=340ｍ　W=6.0ｍ
電源立地交付金事業　柏上１号線：道路改良L=82ｍ　W=5.0ｍ（継続）
地域創生道整備推進交付金事業
　白井山東線：道路改良　L=165ｍ W=9.0ｍ  （継続）
　玉置七味線：道路改良　L=140ｍ W=14.0ｍ（継続）
市単独事業
　林垣寺内山手線：道路新設　L=200ｍ　W=4.0ｍ（継続）　寺内：80m　林垣：34m
　山城の郷線：維持管理（継続）L=50m　W=7.0m　 　病院周辺安全対策（継続）
　新岡山手線：測量設計 L=130ｍ　W=4.0ｍ

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

17 快適な生活基盤の整備 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

項： 道路橋梁費 目： 道路橋梁新設改良費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

決算 ）
重点

款： 土木費

20 日
（ H 29年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 52.62%

事業の受益者
（対象者）

市道
受益者数

（対象者数）
1,518

単
位

812,644 消耗品、燃料代 853,806

12.役務費

路線

平成 30

道路橋梁新設改良
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

市道認定による路線延長に増が生じた。

市道総延長 ｋｍ 620 623 624 625

補助事業の年度計画及び総合計画事業実施計画による整備路線に変化が生じた。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

整備路線数 路線 25 29 31 35

70.62% 61.67% 55.25% 94.83%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

239,168,691 169,316,293 119,954,267 367,599,216
396,354,971 336,239,943 409,922,267 541,692,216

43,100,000 31,900,000 102,000,000 141,500,000
9,955,000 9,820,000 5,015,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

109,586,280 117,268,650 171,148,000 19,578,000
4,500,000 7,800,000 7,000,000 8,000,000

　臨時職員人件費 1,388,000 2,259,000 130,000

396,354,971 336,239,943 409,922,267 541,692,216

事業費計 388,247,971 326,306,943 398,119,717 533,025,716

　正規職員人件費 6,719,000 7,674,000 11,672,550 8,666,500

22.補償補填及び賠償金 物件移転 15,919,613 9,580,494 3,112,744 4,906,880

18.備品購入費 112,320

17.公有財産購入費 用地 18,736,184 8,281,626 5,712,327 5,663,270

15.工事費 各路線工事請負費 315,082,240 206,015,426 283,057,680 364,404,389

13.委託料 測量試験費 37,514,880 100,328,760 104,519,160 156,284,893

12.役務費 手数料 1,167,480 864,000 841,320

11.需用費 消耗品、燃料代 995,054 933,157 853,806 812,644

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
・財源配分が厳しく、予算の制約もあり、実施に向けて苦慮している。
・国からの財源配分が厳しくなっている。

今後の方向、見通し等 道路は日常生活に欠かせない重要な公共施設であり、地域の活性化にも貢献できるので事業の推進をしていく。

道路橋梁新設改良
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６．成果単位あたり金額（円）

休止

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

拡充

正に必要な事業を精査しながら、新たな特定財源を確保するよう努める。

廃止

改善見直し

抜本的見直し

11．最終評価

評価 評価理由

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施 　道路は、市民に密着した公共施設であり、災害時の避難
路・運搬路となることから、安全・安心を確保することは重
要であることから、地域との連携を図り、計画的な整備を行
われている。
　また、橋梁についても長寿命化計画を策定し、計画的な
修繕を実施し、安全な道路網の整備が図れている。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

市が管理する橋梁は６１５橋あります。このうち建設から５
０年を経過する老朽化橋梁は、今後２０年後には447橋とな
り、急速に高齢化橋が増大します。そのため本事業の必要
性が増大している

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
市道認定による路線延長に増が生じた。
補助事業の年度計画及び総合計画事業実施計画による整備路線に変化が生じた。
国の予算配分による変化が大きい。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

市民は、円滑な道路交通整備は不可欠であると感じている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

市道総延長 15,854,199 11,594,481 13,223,299 15,476,920

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

道路橋梁新設改良
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 公共土木施設災害復旧事業 担当部課 都市整備部　建設課

項： 現年発生単独災害復旧費

一般財源 1,875,683 2,046,772

合　　計 30,275,683 2,046,772

地方債 28,400,000

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 30,275,683 2,046,772

27,413,683 災害復旧工事費 2,046,772

事業の目的
豪雨・地震等により被災した河川や道路などの公共土木施設について、災害復旧事業を実施し早期に復旧を
図ることにより、地域住民の生命の安全並びに、市民生活の安定と公共福祉の増進を図る。

事　 業　 の
実施内容等

異常な自然現象により被災した公共土木施設（河川・道路等）について復旧する事業

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料

事業開始年度 評価区分 評価

9 みんなで取り組む災害に強いまちづくり Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

目： 公共土木施設災害復旧費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

）
重点

款： 災害復旧費

20 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

被災公共土木施設（普通河川・市道）
受益者数

（対象者数）
-

単
位

2,862,000 測量試験委託料

15.工事費

平成 30 年度

土木災害復旧
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

災害規模・箇所数による変化。

災害復旧箇所数 箇所 8 0 6 100

災害規模による変化。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

災害復旧箇所数 箇所 8 0 6 100

100.00% #DIV/0! 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

10,151,346 0 2,187,172 2,078,433
10,151,346 0 2,187,172 30,478,433

0 28,400,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

10,151,346 0 2,187,172 30,478,433

事業費計 10,076,346 0 2,046,772 30,275,683

　正規職員人件費 75,000 140,400 202,750

15.工事費 災害復旧工事費 10,076,346 0 2,046,772 27,413,683

13.委託料 測量試験委託料 2,862,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 効率的・計画的かつ迅速に事業の進捗を図る必要がある。

今後の方向、見通し等 災害復旧事業は地域住民の生命や財産を守るために不可欠な事業であり現状維持とする。

土木災害復旧
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施
　災害復旧事業を実施し復旧を図ることにより、地域住民
の生命及び財産を保全し地域住民の民生の安定と公共福
祉の増進を図るため、必要不可欠な事業である。
　災害等により道路施設等が損壊した場合は、速やかに復
旧し、安全な通行等が確保されている。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充

災害により道路施設等が損壊した場合は関係者と協議の
うえ速やかに復旧し、安全な通行を確保することで市民が
安心して生活できるよう事業を実施する。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
災害規模・箇所数による変化。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

市民は迅速な災害復旧を望んでいる

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

同等のサービスが提供されている。

災害復旧箇所数 1,268,918 0 364,529 304,784

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

土木災害復旧
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 小規模河川改修事業 担当部課 都市整備部　建設課

項： 河川費

一般財源 30,431,695 12,846,467

合　　計 30,431,695 12,846,467

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 30,431,695 12,846,467

0 測量試験委託料 540,000

15.工事費 9,471,600 工事請負費 0

事業の目的
市が管理する河川を改修することで災害の発生を予防し、安全安心なまちづくりを進めることにより、市民生活
の安定と公共の福祉に寄与する。

事　 業　 の
実施内容等

市が管理する普通河川で、放置すれば市民生活に支障が生じる恐れのある個所を改修整備。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

11.需用費

事業開始年度 評価区分 評価

9 みんなで取り組む災害に強いまちづくり Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

目： 河川総務費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

）
重点

款： 土木費

20 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

20,960,095 河川改修修繕費 12,306,467

13.委託料

人

平成 30 年度

小規模河川
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

豪雨時の災害を未然に防ぐため、普通河川等維持管理を行っており、年度により改修箇所に変化が生じた。

河川改修箇所 箇所 7 14 22 31

豪雨時の災害を未然に防ぐため、普通河川等維持管理を行っており、年度により改修箇所に変化が生じた。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

河川改修箇所 箇所 7 14 22 29

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

21,224,000 16,829,275 13,726,967 31,525,295
21,224,000 16,829,275 13,726,967 31,525,295

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 26,000

21,224,000 16,829,275 13,726,967 31,525,295

事業費計 19,138,000 16,076,275 12,846,467 30,431,695

　正規職員人件費 2,086,000 727,000 880,500 1,093,600

15.工事費 工事請負費 9,471,600

13.委託料 測量試験委託料 108,000 496,800 540,000 0

11.需用費 河川改修修繕費 19,030,000 15,579,475 12,306,467 20,960,095

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 集中豪雨等による土砂堆積等により地域からの要望が多いため、対応する予算の確保が必要である。

今後の方向、見通し等 河川改修工事は災害等から住民の生命財産を守る上で重要な事業であり現状維持とする。

小規模河川
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施 　近年多発する局地的豪雨や台風等による洪水被害を防
ぐため、本事業を実施し、市民生活の安全・安心を図る必
要がある。
　地域からの要望も多く、局地的豪雨による被害の修繕並
びに被害の要因となる河川堆積土砂の撤去等、安全対策
が図れている。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

近年の異常気象により、全国各地で局地的豪雨による氾
濫被害が発生しており、河川の災害対策として、安全性が
保持されているか注意し観察していく必要がある。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　改修箇所及び規模により変化が生じた。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

市民の災害に対する危機意識は高く、対策要望は多い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

同等のサービスが提供されている。

河川改修箇所 3,032,000 1,202,091 623,953 1,087,079

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

小規模河川

別紙-699



別紙-700



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 公園整備事業 担当部課 都市整備部　建設課

項： 都市計画費

一般財源 0 4,602,790

合　　計 1,200,000 4,602,790

地方債 1,200,000 公園整備事業債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 1,200,000 4,602,790

0 設計委託料 4,494,960

15.工事費 1,200,000 公園整備工事

事業の目的
豊かな自然の中で、地域の人との触れあい、自然の美しさに触れながら、地域活性化機能として（仮称）坂根公
園整備を行います。

事　 業　 の
実施内容等

（仮）坂根公園整備
　張芝工　3,030㎡
　植栽工　高・中・低木　385本
　地被類　1,130本

アスファルト舗装　615㎡
真砂土舗装　1,387㎡
水車　1基
流れ工　36ｍ
池工　1式
電気設備工　1式　他

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

事業開始年度 評価区分 評価

17 快適な生活基盤の整備 Ｈ 25 事業種別 3.施設等整備事業

目： 公園費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

）
重点

款： 土木費

20 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

市民
受益者数

（対象者数）
30,848

単
位

0 出張旅費 107,830

13.委託料

人

平成 30 年度

公園整備
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

21,706,620 570,690 4,881,240 671,500
21,706,620 570,690 4,881,240 1,871,500

0 1,200,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 2,600

21,706,620 570,690 4,881,240 1,871,500

事業費計 19,428,620 101,690 4,602,790 1,200,000

　正規職員人件費 2,278,000 469,000 275,850 671,500

13.委託料 設計委託料 19,332,000 1,200,000

9.旅費 出張旅費 92,300 94,530 4,494,960

8.報償費 視察謝礼 4,320 7,160 107,830

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 与布土ダム建設に係る残土処分地の有効利用として整備を行う。今後利活用していただく地元区との調整が重要である。

今後の方向、見通し等 地元区の強い要望の事業であるため継続して事業を実施する。

公園整備
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

　ダム完成後、県事業の周辺整備も平成30年度完了予定
であり、合せて公園整備も完成し、地域の活性化に寄与す
る必要性がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充

ダム建設に伴う周辺整備はダム建設への地元の協力を得
るために実施しなければならない。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

ダム建設に伴って地形改変された自然景観の回復が必要。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

県下ではダム建設に伴い公園整備が実施されている。

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

公園整備
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

都市整備部　都市開発課

合　　計 20,491,240

事業費
内　 訳

節区分

15,996,511

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 8,988,000

一般財源 103,240 5,996,511

その他 11,400,000 ふるさと創生基金繰入金

合　　計 20,491,240 15,996,511

地方債

県支出金

社会資本整備総合交付金 10,000,000

19.負担金補助及び交付金 4,075,000 景観形成事業補助金、まちづくり協議会活動助成金 2,500,000

15.工事費 16,392,240 道路美装化工事 13,411,440

12.役務費 0

11.需用費 消耗品費 69,071

事　 業　 の
実施内容等

・道路美装化工事（市道米屋町新町線　L＝３６２ｍ）
・修景施設整備助成（２件）
・協議会活動助成（竹田地区）

9.旅費 0 職員出張旅費 0

8.報償費

平成29決算(円）

16,000

評価

5 計画的な土地利用と市街地整備の推進 Ｈ 17

事業の目的
旧街道沿いに歴史的な町並みが形成されており、竹田城跡とマッチした城下の整備を行うことで、歴史的・文化
的な景観の保存、創出及び快適な生活環境づくりと地域の活性化を進める。

3.施設等整備事業

総合
計画
体系

項： 都市計画費 目： 都市計画総務費

前年度決算（円）

24,000

事業開始年度 評価区分好きなまちで働く≪社会増促進≫

事業種別

月
決算 ）

事務事業名 街なみ環境整備事業（竹田地区） 担当部課

決算 30 年 6

款： 土木費

29 日
（平成 30 年度

重点 創生
行政マネジメント事務事業シート H 29

のセルにのみ入力してください。

事業の受益者
（対象者）

竹田地区
受益者数

（対象者数）
64

単
位

国県支出金を除いた比率 56.14%

景観形成審査会委員報酬

説明等

ha

区
分

予算

街なみ（竹田）

別紙-705



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・28年度は、お城祭りにおいて戦国中という大きなイベントを行ったことにより、大幅な増となっている。

28年度 29年度
まちづくりへの参加者数（協議会・城祭り・各種イベント
等）

人 2,600 1,600 4,000 1,950

修景助成件数 件 4 3

・修景助成件数は、申請者の都合により例年２～３件で推移している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度

1 2

29年度

協議会活動回数 回 9 10 8 6

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

90.42% 51.66% 37.49% 56.14%
17,880,871 22,469,590

43,204,730 49,052,954 7,880,871 2,081,590
11,400,000

0財
源
内
訳

特
定
財
源

4,300,000 41,200,000

47,504,730 90,252,954

10,000,000 8,988,000
0

750

47,504,730 90,252,954 17,880,871 22,469,590

　臨時職員人件費 268,000

20,491,240

　正規職員人件費 2,352,000 5,019,000 1,884,360 1,977,600

事業費計 44,884,730 85,233,954 15,996,511

22.補償補填及び賠償金 物件移転補償 7,287

34,778,160 78,585,930
19.負担金補助及び交付金 景観形成事業補助金、まちづくり推進協議会活動補助金 6,500,000 6,500,000 2,500,000 4,075,000

13,411,440 16,392,240

13.委託料 測量設計委託費 2,999,160

15.工事費 工事請負費

69,071

12.役務費 確認申請手数料 35,500

9.旅費 職員出張旅費 8,070 17,110

11.需用費 消耗品　印刷費 556,053 79,414

0

28年度 29年度

16,000 24,0008.報償費 景観形成審査会委員報酬 36,000 16,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

現在認識している課題
現在、竹田城跡への来訪客は、竹田城跡だけを目的に来訪し、城下の町中を素通りし、次の目的地に流れて
いる。

今後の方向、見通し等
竹田城跡への来訪客を城下の町中に誘導・回遊出来るよう、竹田城跡にマッチした施設整備を行い、魅力あ
る城下町の景観の保全及び創出を図る。

街なみ（竹田）
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

C

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

3

10．外部評価

評価 評価理由

B

直接のサービスの相手方のひろがり

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

市民ニーズの把握 3

受益者負担の適切さ

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

　第１期街並み環境整備事業に取り組み、観光の核となる
たけだ城下町交流館等整備し、事業の進捗を図ってきた。
　今後は、道路の美装化等、残事業に限定した中で、第２
期街環事業の継続実施し完了を図る。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2

主体の妥当性
平成１７年度より平成２７年度にかけ第１期街環事業に取
組みをしてきており、観光の核となる城下町交流館等を整
備し、事業の進捗を図ってきたが、道路美装化・案内看板
等の整備が出来ていない所もあり、２８年度から３２年度の
５箇年で第２期街環事業に取り組んでいる。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 改善見直し

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

事業計画で未実施事業の早期着工が要望されている。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

0 #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
・28年度は、お城祭りにおいて大きなイベントを行ったことによりコストが下がった。
・大きな工事が減となったことにより、人件費のコストが低下傾向である。

７．事業環境

27年度 28年度 29年度

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

篠山市等で街なみ環境整備事業を実施している。

まちづくりへの参加者数（協議会・城祭り・各種イベント等） 18,271 56,408 4,470 11,523

#DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度

９．二次評価

街なみ（竹田）
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

合　　計 44,187,453 184,501,844

国県支出金を除いた比率 70.75%

その他

一般財源 31,262,453

184,501,844

118,251,844

県支出金

地方債
財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 12,925,000

合　　計 44,187,453

社会資本整備総合交付金 66,250,000

22.補償補填及び賠償金 1,037,853 市営住宅改善工事に伴う移転費用 5,586,402

雇用促進住宅和田山宿舎　土地建物購入費 37,067,538

15.工事費 35,460,000 土田荘第2住宅改善工事 138,139,724

　朝来市公営住宅等長寿命化計画に基づき、既存の市営住宅ストックを有効に活用し、需給バランスに配慮し
ながら適切な住居を確保し提供するため、市営住宅のストック再編、長寿命化及びライフサイクルコストの縮減
を図る。

事　 業　 の
実施内容等

（現年）
・粟鹿住宅（１棟18戸）　建物調査及び改善工事基本設計業務

改善工事詳細設計業務

（繰越）
・土田荘第２住宅（24戸）　改善工事監理業務

　改善工事（屋根外壁断熱、給湯設備更新、浴室・トイレ・洗面所・台所改修）
改善工事に伴う移転費用（５件）

事業種別

13.委託料 7,689,600 建物調査及び設計業務委託 3,337,200

9.旅費 0

4 持続的な定住に向けた施策の推進 Ｈ 27

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等

3.施設等整備事業

事業の目的

款： 土木費 項： 住宅費

前年度決算（円）

総合
計画
体系

好きなまちで働く≪社会増促進≫ 事業開始年度 評価区分 評価

目： 住宅管理費

事務事業名 市営住宅整備事業 担当部課 都市整備部　都市開発課

のセルにのみ入力してください。

29 日
29 決算

創生

決算 30 年 6 月

事業の受益者
（対象者）

市営住宅管理戸数
受益者数

（対象者数）
363

単
位

職員出張旅費

17.公有財産購入費

）
重点

平成 30 年度
区
分

予算

戸

行政マネジメント事務事業シート （ H

雇用促進住宅　駐車場用地に係る不動産鑑定料12.役務費 370,980         

市営住宅整備
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

朝来市公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に実施しているが、工事の進捗により改善済みの住戸数にばらつきがでてい
る。

28年度 29年度

改善済の住戸数 戸 20 24 4

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度

29年度

改善済の棟数 棟 1 1 1

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

#DIV/0! 56.63% 64.09% 70.75%
185,208,424 44,587,453

0 59,721,945 118,958,424 31,662,453
0
0財

源
内
訳

特
定
財
源

43,732,000

0 103,453,945

66,250,000 12,925,000
0

0

0 103,453,945 185,208,424 44,587,453

　臨時職員人件費

44,187,453

　正規職員人件費 2,612,217 706,580 400,000

事業費計 0 100,841,728 184,501,844

4,741,728 5,586,402 1,037,853

17.公有財産購入費 雇用促進住宅和田山宿舎　土地建物購入費 37,067,538
22.補償補填及び賠償金 市営住宅改善工事に伴う移転費用

3,337,200 7,689,600

15.工事費 市営住宅改善工事 96,100,000

12.役務費 雇用促進住宅　駐車場用地に係る不動産鑑定料

138,139,724 35,460,000

13.委託料 建物調査及び設計業務委託

28年度 29年度

370,980

9.旅費 職員出張旅費 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

今後の方向、見通し等 入居者への丁寧な説明を行いながら工事を進める。

現在認識している課題 入居しながらの工事になるため、入居者の理解、協力が不可欠である。

市営住宅整備
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６．成果単位あたり金額（円）

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

11．最終評価

評価 評価理由

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

改善見直し

継続実施

C 市民ニーズの把握

廃止

抜本的見直し

休止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

2 廃止受益者負担の適切さ

2

○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3
　朝来市公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に維
持改善等実施しており、今後も引き続き事業の実施が必要
である。しかし、一方で、今後の人口減少や少子高齢化社
会の到来、住民ニーズなどの変化を考慮し、今後の適切な
公営住宅のあり方についても検討していく必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

　朝来市公営住宅等長寿命化計画に基づき、既存の市営
住宅ストックを有効に活用し、需給バランスに配慮しながら
適切な住居を確保し提供するため、市営住宅のストック再
編、長寿命化及びライフサイクルコストの縮減を図ってい
る。
　引き続き、市営住宅の長寿命化工事を進めていく必要が
ある。

事業実施の必要性 3 ○

評価項目 ランク

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

A

事業実施の緊急性 3 拡充

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2

主体の妥当性

継続実施

抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 改善見直し

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

住宅入居者は改善工事を希望している。

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

0 #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
朝来市公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に実施しているが、工事の進捗により改善済みの住戸数にばらつきがでてい
るため、コストにもばらつきがでている。

７．事業環境

27年度 28年度 29年度

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

養父市・豊岡市・丹波市でも社会資本整備総合交付金による市営住宅長寿命化事業を実施して
いる。

改善済の住戸数 #DIV/0! 5,172,697 7,717,018 11,146,863

#DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度

９．二次評価

市営住宅整備
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

都市整備部　都市開発課

合　　計 7,074,200

事業費
内　 訳

節区分

0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源 0 0

その他 7,074,200 定住促進住宅使用料、駐車場使用料、共益費 - 

合　　計 7,074,200 0

地方債

県支出金

25.積立金 4,994,567 ふるさと創生基金積立金

13.委託料 481,896 住宅管理委託料　デザイン業務委託料 - 

事　 業　 の
実施内容等

定住促進住宅の維持管理（入退去事務を含む）

管理業務委託（長期継続契約）
　委託業者 ： 北兵庫土地株式会社
　委託期間 ： 平成29年度～平成33年度
　契 約 額　： 平成29年度　 211,896円

 平成30年度　1,722,384円
　平成31年度　1,399,680円
　平成32年度　1,399,680円
　平成33年度　1,399,680円

住宅募集のパンフレット作成

朝来市広報にパンフレット折込

12.役務費 192,883 郵便料、火災保険料、施設設備保守点検料　等 - 

11.需用費

平成29決算(円）

- 

評価

4 持続的な定住に向けた施策の推進 Ｈ 29

事業の目的 若者や子育て世代の支援に資する安全で快適な住宅を整備し、定住人口維持に貢献する

2.維持管理事業

総合
計画
体系

項： 住宅費 目： 住宅管理費

前年度決算（円）

1,404,854

事業開始年度 評価区分好きなまちで働く≪社会増促進≫

事業種別

月
決算 ）

事務事業名 定住促進住宅管理事業 担当部課

決算 30 年 6

款： 土木費

29 日
（平成 30 年度

重点 創生
行政マネジメント事務事業シート H 29

のセルにのみ入力してください。

事業の受益者
（対象者）

市外からの転入世帯、結婚・子育て世帯
受益者数

（対象者数）
60

単
位

国県支出金を除いた比率 100.00%

電気代、水道使用料、修繕費　等

説明等

戸

区
分

予算

定住促進住宅管理
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

28年度 29年度

定住促進住宅入居戸数 戸 3

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度

29年度

定住促進住宅入居者募集戸数 戸 22

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.00%
0 7,668,950

0 0 0 594,750
0 7,074,200
0 0財

源
内
訳

特
定
財
源

0 0

0 0
0 0

87,750

0 0 0 7,668,950

　臨時職員人件費

7,074,200

　正規職員人件費 507,000

事業費計 0 0 0

481,896

25.積立金 ふるさと創生基金積立金

12.役務費 郵便料、火災保険料、施設設備保守点検料　等

4,994,567

13.委託料 住宅管理委託料　等

192,883

28年度 29年度

1,404,85411.需用費 電気代、水道使用料、修繕費　等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

現在認識している課題

・入居率向上のため、住宅の入居者募集を市内外にPRしていく必要がある
・住宅管理業務委託について、市や住民にとってより有益な内容となるよう調整していく必要がある
・定住促進住宅退去後も市内で定住されるよう、切れ目なく支援していく必要がある

今後の方向、見通し等

・定住促進住宅入居者募集を市内外にPRし、企業訪問や移住イベントでの広報を行う
・住宅管理業務委託について、市や住民にとってより有益な内容となるよう調整する
・定住促進住宅退去後も市内で定住されるよう、担当部局と連携し切れ目なく支援する

定住促進住宅管理
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６．成果単位あたり金額（円）

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

拡充

法人契約できる仕組みを検討しながら、継続実施する。

○ 継続実施

C

11．最終評価

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

3

10．外部評価

評価 評価理由

B

直接のサービスの相手方のひろがり

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

市民ニーズの把握 2

受益者負担の適切さ

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施
　H29年度の２号棟のリフォーム工事に引き続き１号棟のリ
フォーム工事を行う予定であり、朝来市の定住人口の維
持・朝来市の活性化を図る観点からも重要な事業で、引き
続き、定住促進住宅の適正な管理並びに入居者の増加に
向けた取り組みを図る必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3

主体の妥当性
　H29年度に２号棟のリフォーム工事を行い、引き続き１号
棟のリフォーム工事を行う予定である。この事業は朝来市
の定住人口の維持・朝来市の活性化を図る観点からも重
要である。
　引き続き、定住促進住宅の適正な管理、また、入居者の
増加に向けた取り組みを推進する。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 改善見直し

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

部屋の間取り等に満足している。

【３】代替サービスの有無 民間不動産住宅

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

0 #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

27年度 28年度 29年度

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

佐用町で定住促進住宅を設置している。

定住促進住宅入居戸数 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 2,556,317

#DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度

９．二次評価

定住促進住宅管理
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

合　　計 117,477,438 111,272,289

国県支出金を除いた比率 85.19%

その他

一般財源 100,077,438 87,072,289

県支出金

地方債

合　　計 117,477,438 111,272,289

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 17,400,000 社会資本整備総合交付金 24,200,000

22.補償補填及び賠償金 788,718 電柱移転補償費 1,708,790

15.工事費 116,676,720 市道立雲峡線道路改良工事 97,614,720

17.公有財産購入費 用地買収費 7,690,104

12.役務費 市道立雲峡線道路改良工事　鑑定評価料 884,520

13.委託料 0 事後評価支援業務委託料 3,314,520

事後評価委員謝礼 0

11.需用費 消耗品費 59,635

総合
計画
体系

事　 業　 の
実施内容等

（現年）
・市道立雲峡線　道路改良工事　Ｌ＝58ｍ

（繰越）
・市道立雲峡線　道路改良工事　Ｌ＝397ｍ
・電柱移転補償（１件）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 12,000

事業の目的
　竹田城跡を核とした歴史的資産を活用し、地域経済の活性化及び観光産業の振興を図ることを目的に、魅
力あるまちづくりを進める。

事業の受益者
（対象者）

竹田地区
受益者数

（対象者数）
600

単
位

ha

好きなまちで働く≪社会増促進≫ 事業開始年度 評価区分 評価

5 計画的な土地利用と市街地整備の推進 Ｈ 24 事業種別 3.施設等整備事業

款： 土木費 項： 都市計画費 目： 都市計画総務費

事務事業名 まちづくり交付金事業（竹田地区） 担当部課 都市整備部　都市開発課

のセルにのみ入力してください。

創生

決算 30 年 6 月 29 日
（ H 29 決算 ）

重点
平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

まちこう（竹田）
別紙-717



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・28年度は、お城祭りにおいて戦国中という大きなイベントを行ったことにより、大幅な増となっている。

現在認識している課題 市道立雲峡線　道路改良工事は完了し、全線供用を開始している。

今後の方向、見通し等 雲海シーズンの交通誘導、冬期間の通行規制等、安全対策が必要となる。

まちづくりへの参加者数（協議会・城祭り・各種イベント
等）

人 2,600 1,600 4,000 1,950

・協議会の開催回数は例年8～10回であるが、事業期間の最終年度ということもあり、29年度は６回となった。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

協議会活動回数 回 9 10 8 6

75.34% 48.38% 78.25% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

130,924,906 39,119,426 89,112,579 122,130,738
172,924,906 75,019,426 113,312,579 122,130,738

0
0

財
源
内
訳

特
定
財
源

42,000,000 35,900,000 24,200,000
0

　臨時職員人件費 268,000 0

172,924,906 75,019,426 113,312,579 122,130,738

事業費計 170,304,906 69,551,426 111,272,289 117,477,438

　正規職員人件費 2,352,000 5,468,000 2,040,290 4,653,300

22.補償補填及び賠償金 立雲峡線立木補償、電柱移転補償 5,644,225 1,708,790 788,718

17.公有財産購入費 立雲峡線用地費 7,690,104

15.工事費 市道立雲峡線　道路改良工事 142,266,629 65,959,920 97,614,720 116,676,720

14.使用料及び賃借料 社会実験シャトルバス使用料外 113,508

13.委託料 設計委託料、測量設計委託料 18,201,240 3,240,000 3,314,520

12.役務費 折込手数料、不動産仲介手数料外 3,713,820 80,484 884,520

11.需用費 事務用消耗品、シャトルバス実験消耗品 419,882 78,284 59,635

9.旅費 職員出張旅費 59,110 79,230

8.報償費 事後評価委員謝礼 12,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

まちこう（竹田）
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６．成果単位あたり金額（円）

○ 廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

事業完了のため廃止する。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3 休止

2 ○ 廃止受益者負担の適切さ

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2

　本事業は、竹田城跡を核とした歴史的資産を活用し、地
域経済の活性化及び観光産業の振興を図ることを目的と
した重要な事業であったが、平成29年度に事業は完了し
た。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

評価項目

3 休止

受益者負担の適切さ 2 ○ 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

平成24年度から都市再生整備計画事業に取り組んできて
おり、平成28年度が最終年度（繰越の為29年度に終了）。
これまで、増加する観光客に対応する事業の取り組みが
実施出来た。（公園・遊歩道・市道・駐車場整備等）。また、
28年度に市道立雲峡線の用地買収が終了したため、29年
度は拡幅工事（最終工区）に取り組み事業が完了した。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

８．一次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

・28年度は、お城祭りにおいて大きなイベントを行ったことによりコストが下がった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

竹田区民、観光客からも、市道立雲峡線改良工事の早期完成が望まれていた。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

養父市、豊岡市、丹波市、篠山市等においても都市再生整備計画事業を実施している。

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

29年度

まちづくりへの参加者数（協議会・城祭り・各種イベント等） 66,510 46,887 28,328 62,631

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度

まちこう（竹田）
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浄化槽設置促進事業

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事業の受益者

（対象者）
住民票を有し定住している者（集合処理区域外）

受益者数

（対象者数）
401

単

位
件

5,499,0006,393,000

県地域振興対策協議会負担金（12,000円）

地方債

733,000

維持管理補助金（3,580千円）（＠10千円×358基）

月

事業開始年度

普及促進補助金（600千円）（＠100千円×6基）

Ｈ 17

説明等

499,000

区

分

5,505,080

0

事業種別

設置補助金（2,201千円、5人槽5基・7人槽1基）

重点 創生

6,080

前年度決算（円）

職員出張旅費

担当部課 都市整備部　上下水道課

6 日

市民の福祉の向上と文化的で衛生的な住みよい生活環境の実現に努めるため、浄化槽の設置あるいは維持管理に要す

る費用に対し助成をおこない、公共用水域の水質汚濁の防止及び浄化槽の普及・設置を促進する。

1.ソフト事業

評価区分 評価

2930 年
（ 決算 ）H平成 30 年度

予算
行政マネジメント事務事業シート

総合

計画

体系 16 暮らしを支える上下水道の整備

款：

事務事業名

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

衛生費

決算

浄化槽設置促進事業

合　　計

事業の目的

目：項： 保健衛生費

29

環境衛生費

事　 業　 の

実施内容等

１．浄化槽の計画的な整備を推進するため、朝来市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱に基づき、朝来市生活排水処

理計画に定める集合処理区域以外において、浄化槽（営業用以外の用途に限る）を設置する者に対し補助金を交付する。

２．朝来市浄化槽設置促進補助金交付要綱に基づき、住民票を有し定住している者が設置する浄化槽（営業用以外の用

途に限る）の設置に要する経費に充てる費用として、促進補助金を交付する。

３．住民票を有し定住している者が設置する適正に維持管理されている浄化槽に対し、朝来市浄化槽維持管理補助金交付

要綱に基づき維持管理補助金を交付する。

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円）

9.旅費

19.負担金補助及び交付金

5,505,0806,393,000

財

源

内

訳

6,393,000

国県支出金を除いた比率 88.53%

特

定

財

源

県支出金

一般財源

合　　計

国庫支出金

その他

のセルにのみ入力してください。

5,660,000

合併処理浄化槽整備費補助金

0

5,006,080
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浄化槽設置促進事業

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 　維持管理補助金については、下水道利用者（集合処理区域）との個人負担の公平性を検証し、適正な執行に努める必要がある。

今後の方向、見通し等
　維持管理補助金は、集合処理区域と浄化槽による個別処理区域の相違による個人負担額の公平化を図ることを目的としているため、下水道使用料が改正された

場合には、現行の補助額が適正であるか検証するものとする。

基

9,086,089

88.53%

27年度

　新設浄化槽については、一般住宅の新築による増。

9.旅費

19.負担金補助及び交付金

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値 単位

年　　度

事業費計 5,505,080

節区分
28年度

6,080

26年度

0

27年度

0

説明等

733,000

0

499,000

0

12,533,50011,866,500

8,353,089

4,087,550

1,168,681430,400

90.94%

6,393,000

28年度 29年度

0

7,689,0005,276,000 1,524,408

9,086,08910,023,030

2

年　　度

12,533,500

358浄化槽維持管理補助金交付件数 件

9,524,030

64

26年度

　新設浄化槽の増加及び転出等による交付対象者の減による。

新設浄化槽設置基数

単位
28年度 29年度

359

5,499,000

0

10,023,030

267,000

6,323,500

11,866,500

6,323,500 4,585,500

259,000

100.00%

5

29年度

0

6,393,0004,585,500

0

0

27年度

349 358

12,269,500

11,866,500

94.24%

財

源

内

訳

職員出張旅費

普及促進・設置・維持管理補助金等

特

定

財

源

【２】事業の成果を表す数値

264,000

　正規職員人件費

年　　度

26年度

別紙-722



浄化槽設置促進事業

６．成果単位あたり金額（円）

８．一次評価

10．外部評価

11． 終評価

　職員人件費減によるもの。

　今後も事業の効率化を図る。

【１】市民ニーズ・団体の意見

（アンケートなど）

27年度

市民ニーズの把握

抜本的見直し

2

3

3

評価

継続実施

拡充

評価理由

A

2

C

改善見直し

25,380

年　　度

29年度
単位あたり金額

浄化槽維持管理補助金交付件数

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

廃止

休止

抜本的見直し

B

35,010 27,919

評価項目

◆現状の事業の分析を行い、適切に執行していく。

◇浄化槽設置者については、設置費用も高額であり、設置後の

維持管理費用についても全額個人負担となるため、下水道利用

者との個人負担の公平性からも継続実施が必要である。

廃止

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

2

2

2

ランク

休止

28年度26年度

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

A ○

34,001

本事業を促進することにより、住みよい生活環境の実現を図るこ

とができる。

個人負担の公平性からも継続実施が必要である。

2

休止

2 廃止

2

2 抜本的見直し

3 改善見直し

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

2B

C

ランク 評価

2 拡充

○ 継続実施

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

評価理由

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

【３】代替サービスの有無

　無。

 設置補助金については、他市町でも同等の制度がある。

　無。

７．事業環境

【２】近隣市町で提供されて

 いるサービス水準との比較

0

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

市立学校教職員
受益者数

（対象者数）
255

単
位

509,400 講師謝金 425,800

9.旅費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 事務局費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

22 魅力ある教育環境の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
今日的な教育課題に適切に対応できる教職員を育成するため、授業のユニバーサルデザイン化をはじめとし
た授業実践力を向上させる教育研修を実施する。

事　 業　 の
実施内容等

教員の資質を向上させるため研修の機会を設ける。
朝来市教育研修所を設置し、市内の教職員全員がそれぞれの課題や担当に応じて研修に努める。

・ 教育研修会：関西大学教授　竹内　理氏　教育研修会
　「学校の教育はどう変わっていくのか　～次期学習指導要領から見えてくるもの～

・ 指定校研修：和田山幼稚園・糸井こども園・大蔵こども園・枚田小学校・和田山中学校
・ 指定グループ研修：糸井小学校・朝来中学校
・ 職種別・課題別研究：小学校長会・中学校長会・栄養教員部会・養護教諭部会・事務職員部会
・ 授業のユニバーサルデザイン化事業として、中尾繁樹関西国際大学教授を招へいし、
アセスメントや授業研究等の研修会を実施する。梁瀬中学校・東河小学校・竹田小学校・山口小学校

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

271,530 講演会講師・職員旅費 186,470

11.需用費 650,297 各研修部調査・研修用消耗品、研究紀要等印刷費 668,736

合　　計 1,431,227 1,281,006

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 1,431,227 1,281,006

合　　計 1,431,227 1,281,006

事務事業名 教職員研修事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 教育総務費

教職員研修
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 研修会開催回数は、学校及び講師の都合により増減がある。

今後の方向、見通し等 教職員の研修の場として有効なので、今後も継続実施する。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 講師謝金 332,600 312,600 425,800 509,400

9.旅費 講演会講師・職員旅費 171,460 136,280 186,470 271,530

11.需用費 各研修部調査・研修用消耗品、印刷費 733,897 688,067 668,736 650,297
14.使用料及び賃借料 社会科副読本編集委員会委員自動車借り上げ料 0 0 0 0

12.役務費 教育講演会会議録作成業務 0 0 0 0

事業費計 1,237,957 1,136,947 1,281,006 1,431,227

　正規職員人件費 3,719,000 6,500,000 879,400 2,870,300

　臨時職員人件費 1,873,000 1,818,000 18,200 21,000

6,829,957 9,454,947 2,178,606 4,322,527

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

6,829,957 9,454,947 2,178,606 4,322,527
6,829,957 9,454,947 2,178,606 4,322,527

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

講演会開催数 回 1 1 1 1

研修会開催数 回 20 14 18 23

講演会開催回数は変化なし。研修会開催回数は学校及び講師の都合により増減がある。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

講演会参加人数（概数） 人 200 200 220 200

参加人数に大きな変化はなし。

教職員研修
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

講演会参加人数（概数） 34,150 47,275 9,903 21,613

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
講演会開催回数、研修会開催数、講演会参加人数はほぼ同じであるが、職員人件費により大幅な増減がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

教育実践に活かせる具体的な内容であり、多くの肯定的、積極的意見があった。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

不明

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

教育現場で児童生徒によりよい教育を行ううえで、教職員
の資質向上や技術習得が絶対必要であり、それを実践す
るにはこの研修事業が必要不可欠である。
また、地公法、教育公務員特別法等で教育公務員の研修
の実施に努めることが求められている。
今後においても、これまでの実績を基にこれまで以上に効
果的な研修事業を実施していく。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

教職員の資質向上や技術習得のため、本研修事業は内
容の充実を図りながら今後も継続して実施していく必要が
ある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

教職員研修
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

参加児童
受益者数

（対象者数）
452

単
位

37,800 ボランティスタッフ費 37,800

11.需用費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 事務局費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 18 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
朝来市の小学生が一堂に会し、日頃の音楽活動を発表しあうことにより、相互の感性を磨き、生涯を通して音
楽を愛好する心豊かな児童の育成を目指す。また、地域ならではの内容で発表を行うことにより、ふるさとを愛
する「あさごっ子」を育成する。

事　 業　 の
実施内容等

・音楽祭開催のための学校担当者との打合せ会を実施する。
・打合せ会での決定内容に基づき、各種準備物の用意、児童輸送のためのバス手配等を行う。
・和田山ジュピターホールにて小学校9校及び和田山特別支援学校の児童参加のもと音楽祭を開催する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

8,119 消耗品費 32,398

13.委託料 14,740 駐車場整理業務委託料 10,956

14.使用料及び賃借料 249,480 児童輸送用バス借り上げ料 230,040

合　　計 310,139 311,194

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 310,139 311,194

合　　計 310,139 311,194

事務事業名 学校音楽祭開催事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 教育総務費

学校音楽祭
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

６．成果単位あたり金額（円）

現在認識している課題
中学校の参加があることが望ましいが、但馬連合音楽祭や但馬の文化祭などが同時期にあるため、参加しにくい状況
がある。

今後の方向、見通し等
各校の事情に配慮し、参加が無理にならないように調整する。
各校単位で音楽会等が実施されるが、他校の取り組みを知ることや、教員の研修の一環として実施する。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

8.報償費 ボランティアスタッフ費 41,400 41,400 37,800 37,800

11.需用費 消耗品費 20,318 4,361 32,398 8,119

12.役務費 ピアノ調律 3,240 0 0 0

13.委託料 駐車場整理業務委託料 14,740 10,956 10,956 14,740

14.使用料及び賃借料 児童輸送用バス借り上げ料 248,940 289,440 230,040 249,480

事業費計 328,638 346,157 311,194 310,139

　正規職員人件費 118,300

　臨時職員人件費

328,638 346,157 311,194 428,439

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 0

328,638 346,157 311,194 428,439
328,638 346,157 311,194 428,439

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

参加児童数 人 434 429 434 452

大きな変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

参加校数 校 10 10 10 10

変化なし

学校音楽祭
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ｒ

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

参加校数 32,864 34,616 31,119 42,844

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
バスの借り上げ料に変動がある。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

鑑賞した保護者からは好評を得ている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

同程度

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

朝来市の小学生が一堂に会し、日頃の音楽活動を発表し
あうことにより、相互の感性を磨くという目的を果たしてお
り、今後も本目的を果たすため、継続実施の必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

全市を対象とした事業であり、児童に限らず、保護者を含
め相互の交流を高める機会の提供であり、継続する効果
は大きい。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

学校音楽祭
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

校・園

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

市立認定こども園・幼稚園・小学校・中学校の園児、児童、生
徒

受益者数
（対象者数）

20
単
位

0 英語指導助手賃金 0

9.旅費

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 事務局費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
グローバル社会に生きる児童生徒が、外国語に触れ、異文化を理解させることにより豊かな人間性をはぐくみ、
国際理解教育の基盤となる外国語によるコミュニケーション力を身につけることをに寄与する。

事　 業　 の
実施内容等

市が雇用するＡＬＴを招致し、市内の各小・中学校、市立幼・こども園へ派遣する。
①ＡＬＴ連絡会の開催（月1回）
②ＡＬＴ来日・帰国に関する手続き（人数分）
③ＡＬＴ住居等の生活環境整備（随時）
④新規ＡＬＴの招致要望（年1回）
⑤生野高等学校魅力化事業実行委員会との事業の実施（英語合宿、英語クリスマスイベント）

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

113,610 英語指導助手旅費 706,134

11.需用費 1,728 消耗品、修繕料 38,728

12.役務費 336,936 ＪＥＴ傷害保険料、宿舎契約更新手数料 287,250

14.使用料及び賃借料 3,756,000 英語指導助手家賃 3,840,000

19.負担金補助及び交付金 576,000 外国人青年誘致事業人員割会費 576,000

合　　計 4,784,274 5,448,112

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 2,916,000 英語指導助手宿舎借上実費負担金 2,880,000

一般財源 1,868,274 2,568,112

合　　計 4,784,274 5,448,112

事務事業名 英語指導助手設置事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 教育総務費

英語指導助手

別紙-733



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 小・中学校では、拠点研究校の授業展開とその他の学校の授業展開に差が生まれていること。

今後の方向、見通し等

・小学校の新学習指導要領の先行実施に対応するため、ＡＬＴ配置の再編を行う。
・任期満了等で朝来市を離れるALTの指導のノウハウ等の継承に努める。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 英語指導助手賃金 0 0 0 0

9.旅費 英語指導助手旅費 872,120 1,298,910 706,134 113,610

11.需用費 消耗品、修繕料 159,300 210,600 38,728 1,728

12.役務費 ＪＥＴ傷害保険料 134,736 374,930 287,250 336,936

14.使用料及び賃借料 英語指導助手家賃 2,256,000 3,427,730 3,840,000 3,756,000
19.負担金補助及び交付金 外国人青年誘致事業人員割会費 360,000 576,000 576,000 576,000

事業費計 3,782,156 5,888,170 5,448,112 4,784,274

　正規職員人件費 1,813,000 1,772,000 1,224,300 1,027,850

　臨時職員人件費 13,383,000 18,278,000 0 22,536,616

18,978,156 25,938,170 6,672,412 28,348,740

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0

2,512,000 2,920,000 2,916,000
18,978,156 23,426,170 3,752,412 25,432,740
18,978,156 25,938,170 6,672,412 28,348,740
100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

ＡＬＴ人数の推移 人 5 8 8 8

英語教育強化地域拠点事業の研究推進や平成30年度からの先行実施を見据えた増員

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

年間授業時数（幼・こ・小・中合計）（概数） コマ 6047 6076 6041 6012

年度によって、各学年のクラス数が違うため、コマ数も変化する。

英語指導助手

別紙-734



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

年間授業時数（幼・こ・小・中合計）（概数）　 3,138 4,269 1,105 4,715

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
臨時職員人件費（ＡＬＴ給与）を計上しない年度は、大幅に総事業費が減少し、１時数あたりのコストが大幅に減少した。
事業費のみだと、大きな変化はない。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

子どもたちはＡＬＴにすぐに慣れ、休み時間も積極的にＡＬＴに話しかけたり一緒に遊んだりして、
自然と文化や英語にふれることができている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

但馬エリアではＡＬＴ数は最多で、全国的にみても非常に充実した配置となっている。
加東市は小学校９校に対し、ＡＬＴは２名。高砂市は小学校10校に対し、ＡＬＴは５名。

【３】代替サービスの有無 民間企業がＪＥＴプログラムＯＢなどを雇用してＡＬＴの派遣を行うサービスがある。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 3 拡充
　グローバル社会の中で、英語は必要不可欠なため、幼児
期より英語に触れる機会を増やすことは、非常に大切であ
る。すぐに結果が表れるものではないため、早期に事業を
実施することが肝要である。また幼児・児童・生徒と切れ目
なく事業を継続することで、よりスムーズな英語習得につな
がる。
　今後も現状の人数と時数を維持しながら、こ・小の連携を
強化し、事業を継続する。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

新たな学習指導要領における平成32年度からの小学校に
おける外国語教育の導入に向け、本市においてはH26年
度からの研究成果を踏まえH30年度から先行実施を行うこ
ととしている。そのような状況下において、幼少期から外国
語に触れ、異文化を理解する機会は大切であり、その効果
には大きなものがある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

○ 拡充

新たな学習指導要領におけるH32年度からの小学校での外国語教育の導入に向け、英語教育を拡充す
る。

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

英語指導助手
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

市内４中学校生徒
受益者数

（対象者数）
821

単
位

5,374,000 国際交流協会補助金（中学生派遣事業5160千円、ﾏｳﾝﾄﾃｰﾊﾞｰ・ｼｬﾍｲﾗﾑﾊﾞﾚｰ中受入事業214千円） 5,610,000

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
）

重点

目： 事務局費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 27 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
　朝来市連合国際交流協会と連携し、市内中学校の生徒に生の英語に触れる機会を提供するとともに、異文化
交流による国際理解を推進し、生徒の英語能力の向上とグローバル社会に対応する人材の育成を図る。

事　 業　 の
実施内容等

■アメリカ中学生受入事業
【受入期間・人数】　マウントテーバー中学校（4月21日～5月1日）生徒40名・引率9名

シャヘイラムバレー中学校（5月15日～5月21日）生徒15・引率5名
　【内容】　 ホームステイ・学校交流・市内見学

■市内中学生のアメリカ派遣事業として市内中学生から応募を募り、アメリカオレゴン州に派遣する。
【派遣期間】　　平成29年8月2日～8月8日
【派遣人数】　　市内中学生27名　引率8名
【派遣先】　　　アメリカ　オレゴン州　＜ニューバーグ市・ポートランド市＞
【内容】　　　 　①英会話実地研修

②市内学生＜シャヘイラムバレー校・マウントテーバー校＞との交流
③ホームステイ
④ホストファミリーとの異文化体験

・各校においても派遣された生徒による報告会を開催し、他の生徒にも成果を還元する。
また、全体報告会として、交流協会員等に対して成果を報告する。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金

合　　計 5,374,000 5,610,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 5,300,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 74,000 5,610,000

合　　計 5,374,000 5,610,000

事務事業名 英語教育強化支援事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 教育総務費

英語教育強化支援

別紙-737



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
アメリカ派遣事業では時期が部活動の公式戦時期（県大会）と重なるため、選択を強いられる生徒がいる。
アメリカ派遣事業では教職員が引率をしているが、負担が大きいため、検討する必要がある。

今後の方向、見通し等 今後も継続して実施し、生徒の英語力の向上とグローバル人材育成を図りたい。

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
19.負担金補助及び交付金 国際交流協会補助金（中学校派遣事業、ﾏｳﾝﾄﾃｰﾊﾞｰ・ｼｬﾍｲﾗﾑﾊﾞﾚｰ中受入事業） 6,120,000 5,610,000 5,374,000

事業費計 0 6,120,000 5,610,000 5,374,000

　正規職員人件費 789,150 1,581,000

　臨時職員人件費 35,100

0 6,120,000 6,434,250 6,955,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0
0 0
0 5,300,000

0 6,120,000 6,434,250 1,655,000
0 6,120,000 6,434,250 6,955,000

#DIV/0! 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

アメリカ派遣中学生人数 人 35 32 27

生徒数の減少、派遣時期が部活動の公式戦時期（県大会）と重なるなど、応募者が減少傾向

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度
報告書で「今後も積極的に英語を学びたい」等の肯定的感想
を持った生徒の数

人 35 32 27

変化なし

英語教育強化支援

別紙-738



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

報告書で「今後も積極的に英語を学びたい」等の肯定的感想を
持った生徒の数

#DIV/0! 174,857 201,070 257,593

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
事業内容により、変動する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

派遣事業に参加した生徒、保護者からは大変意義のある事業だとの意見をいただいている

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

豊岡市は取り組んでいるが、養父市では取り組みなし

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

A

事業実施の緊急性 2 拡充

　中学校生徒に生の英語に触れる機会と、異文化交流に
よる国際理解を推進、生徒の英語能力の向上とグローバ
ル社会に対応する人材の育成を図れており、保護者からも
好評を得ている。
　今後においても必要な事業であり、継続実施が望まれ
る。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

中学校生徒に生の英語に触れる機会の提供と、異文化交
流による国際理解教育の推進、生徒の英語能力の向上と
グローバル社会に対応する人材の育成を図る上で当該事
業の効果には大きなものがある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

英語教育強化支援

別紙-739



別紙-740



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 小学校学びのサポーター配置事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 小学校費

一般財源 ▲ 6,582,168 ▲ 6,660,406

合　　計 17,832 39,594

地方債 6,600,000 過疎地域自立促進特別事業債 6,700,000

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 17,832 39,594

17,832 学びのサポーター児童引率旅費 39,594

事業の目的
情緒不安定及び肢体不自由により特別な支援を必要とする児童の安全確保、学習環境の向上や教育活動の
円滑な推進等、就学支援体制の充実を図るため、学びのサポーターを配置する。

事　 業　 の
実施内容等

学びのサポーターの配置等
　平成29年度配置人数…20人（学校看護師2人含む）

実施内容
・通常学級や特別支援学級において、支援が必要な児童に対し、担任等と連携し、学習活動が円滑に進むよ
うサポートを行う。
・装具を着用している生徒やアレルギー対応の児童の身体の安全確保のため、休み時間や給食時の支援を
行う。
・集団生活に入りにくい児童に対して、担任との連携をとりながら、情緒の安定を図り学校生活が円滑に送れる
よう支援を行う。
・特別支援教育に係る学校訪問を行い、サポートの様子を参観したり、サポーターとの面談を通じて勤務の様
子を把握する。
・学びのサポーター研修を実施し、児童への支援の方法や実態把握について専門性を高める研修を行ってい
る。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 23 事業種別 1.ソフト事業

目： 学校管理費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算 ）

重点

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

市内小学校
受益者数

（対象者数）
9

単
位

0 活動配分で整理（45,272,485円） 0

9.旅費

校

平成 30 年度
区
分

予算

小学校学びのサポーター

別紙-741



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

学校からの配置要望、学校訪問による現状確認などにより配置人数が変動する。

学びのサポーター配置人数 人 18 19 18 20

市内小学校（９校）すべてに配置しており、変化なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

学びのサポーター配置校 校 9 9 9 9

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

53,308,108 50,002,295 ▲ 6,143,656 50,127,722
53,308,108 50,002,295 456,344 56,727,722

6,600,000 6,600,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 56,341,540

53,308,108 50,002,295 456,344 56,727,722

50,856,000 47,798,000 0

事業費計 13,108 35,295 39,594 17,832

　正規職員人件費 368,3502,439,000 2,169,000 416,750

12.役務費 学びのサポーター保険料 3,790 7,580 0 0

9.旅費 学びのサポーター旅費 9,318 27,715 39,594 17,832

7.賃金 学びのサポーター賃金 0 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題

対象となる児童が近年特に増加している。通常学級にも発達障がいを含む様々な特性のある児童が在籍し
ており、学びのサポーターに対する要望は年々増加するとともに高度化している。サポーターの増加のみで
対応するのではなく、担任の特別支援教育に対する理解や知識、資質を高める研修等の必要がある。

今後の方向、見通し等 今後も学校からの意見を聞き、学校教育課で協議しながら、必要な学校に学びのサポーターを配置する。

小学校学びのサポーター

別紙-742



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

支援を必要とする児童に対し、安全確保、学習環境の向
上や教育活動の円滑な推進を図るため、今後も継続して
学びのサポーターを配置する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充 支援を必要な児童の主な実態
・特別支援学級の児童との交流学習の際、排泄の自立ができて

ない児童とともに学習する。
・ＡＤＨＤの診断を受け教師の指示の理解に対して支援の必要な

児童がいる。
・人とのかかわりが難しく、一斉の行動がとりにくく、教室に入りづ

らい児童がいる。
このように様々な実態があり、サポーターの支援は大きい。発達障害
等の理解や特別支援教育が進む中、支援を要する児童へのサポート
も年々増えている。よりきめ細かな支援を行うために事業の継続が必
要である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
配置人数はほぼ同数だが、職員人件費の計算方法の変更により、大幅な増減となった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

保護者の意見としては、教室で授業で分かりにくいところを声かけや指示をしてもらえるサポー
ターが配置されていることへの評価やニーズは高い。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町においても同じような状況での配置が行われている。

学びのサポーター配置人数 2,961,562 2,631,700 25,352 2,836,386

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

小学校学びのサポーター

別紙-743
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 小学校特色ある学校づくり事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 小学校費

一般財源 96,295 1,678,969

合　　計 1,796,295 1,678,969

地方債

その他 1,700,000 ふるさと創生基金繰入金

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 1,796,295 1,678,969

14.使用料及び賃借料 0 バス借り上げ料 0

171,200 講師旅費 144,720

11.需用費 540,095 事務用消耗品等 489,209

事業の目的
　各学校で、地域教材を活用し、地域に住む人々あるいは自然や歴史的な遺産等に触れる体験を通して、自尊
感情や郷土愛の向上を図る。

事　 業　 の
実施内容等

　知・徳・体の調和を生かしながら、児童に「生きる力」を培うことを目的として、それぞれの学校で特色ある実践
事業を展開する。
　広く社会で活躍されている地域の専門家、大学教授や一般企業の方などを学校に招聘し、専門的な授業や講
演を通じて、児童に夢をいだかせる。

講師招聘数（延人数）
　生野小：29　　糸井小：19　　大蔵小：13　　枚田小：20　　東河小：6
　竹田小：17　　梁瀬小：38　　中川小：　4　　山口小：13

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

目： 教育振興費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算 ）

重点

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

市内小学校児童
受益者数

（対象者数）
1,484

単
位

1,085,000 講師謝金 1,045,040

9.旅費

人

平成 30 年度
区
分

予算

小学校特色

別紙-745



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

重点事業となり、各校でのふるさと教育を実施するため、個人の講師派遣が増えているため。

延べ人数 人 124 147 189 159

市内小学校（９校）すべてを対象としているため、変化なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

実施校数 校 9 9 9 9

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

4,838,749 3,601,023 1,767,869 134,495
4,838,749 3,601,023 1,767,869 1,834,495

0 0
0 1,700,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

4,838,749 3,601,023 1,767,869 1,834,495

536,000 259,000 13,000

事業費計 1,084,749 1,719,023 1,678,969 1,796,295

　正規職員人件費 38,2003,218,000 1,623,000 75,900

14.使用料及び賃借料 バス借り上げ料 10,000 0 0 0

11.需用費 事務用消耗品等 274,179 586,493 489,209 540,095

9.旅費 講師旅費 95,070 90,330 144,720 171,200

8.報償費 講師謝金 705,500 1,042,200 1,045,040 1,085,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 本来の事業の目的を周知徹底し、重点事業としてのより効果的な事業展開をしていく。

今後の方向、見通し等 重点事業として、さらに事業の目的を理解した事業実施を推進する。

小学校特色

別紙-746



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

他の人財育成事業との連携を図りながら、継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施
総合計画における重点施策である「ふるさと朝来回帰人材
育成」に寄与する事業である。各小学校が位置する地域の
伝統文化や地域との交流を通じ、ふるさと朝来を認識する
とともに、その活動を通して各小学校の特色を形作る事業
として効果が大きく継続して実施することが必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 2 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

ふるさとの豊かな自然、伝統文化、人々とのふれあいを通
して、朝来の良さを知る事業として有効であった。
今後も現状を維持しながら継続して事業を実施する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
講師招聘数は学校により増減するが、必要なものは今後も継続して実施していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

地元講師等を招へいし、体験することで子供が意欲的に活動していた。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

不明

延べ人数 39,022 24,497 9,354 11,538

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

小学校特色

別紙-747
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

校
事業の受益者

（対象者）
市内中学校

受益者数
（対象者数）

4
単
位

事務事業名 中学校学びのサポーター配置事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

合　　計 117,238 110,936

その他

一般財源 ▲ 2,182,762 ▲ 2,089,064

県支出金

地方債 2,300,000 過疎地域自立促進特別事業債 2,200,000

合　　計 117,238 110,936

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

0 活動配分で整理（13,379,200円）

9.旅費 117,238 学びのサポーター生徒引率旅費 110,936

事業の目的
情緒不安定及び肢体不自由により特別な支援を必要とする生徒の安全確保、学習環境の向上や教育活動の
円滑な推進等、就学支援体制の充実を図るため、学びのサポーターを配置する。

事　 業　 の
実施内容等

学びのサポーターの配置等
　平成29年度配置人数…6人

実施内容
・通常学級や特別支援学級において、支援が必要な生徒に対し、教科担任等と連携し、学習活動が円滑に進
むようサポートを行う。
・装具を着用している生徒やアレルギー対応の生徒の身体の安全確保のため、休み時間や給食時の支援を行
う。
・集団生活に入りにくい生徒に対して、担任との連携をとりながら、情緒の安定を図り学校生活が円滑に送れる
よう支援を行う。
・特別支援教育に係る学校訪問を行い、サポートの様子を参観したり、サポーターとの面談を通じて勤務の様子
を把握する。
・学びのサポーター研修を実施し、生徒への支援の方法や実態把握について専門性を高める研修を行ってい
る。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金

事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 23 事業種別 1.ソフト事業

項： 中学校費 目： 学校管理費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

中学校学びのサポーター

別紙-749



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
対象となる生徒が近年特に増加している。通常学級にも発達障がいを含む様々な特性のある生徒が在籍しており、学
びのサポーターに対する要望は年々増加するとともに高度化している。サポーターの増加のみで対応するのではなく、
担任や教科担任等の特別支援教育に対する理解や知識、資質を高める研修等の必要がある。

今後の方向、見通し等 今後も学校からの意見を聞き、学校教育課で協議しながら、必要な学校に学びのサポーターを配置する。

学校からの配置要望、学校訪問による現状確認などにより配置人数が変動する。

学びのサポーター配置人数 人 7 6 6 6

市内中学校（４校）すべてに配置しているので、変化なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

学びのサポーター配置校 校 4 4 4 4

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

16,265,455 17,296,512 ▲ 1,920,264 14,918,950
16,265,455 17,296,512 279,736 17,218,950

2,200,000 2,300,000
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 16,902,462

16,265,455 17,296,512 279,736 17,218,950

13,383,000 15,890,000 1,300

事業費計 96,455 96,512 110,936 117,238

　正規職員人件費 199,2502,786,000 1,310,000 167,500

9.旅費 学びのサポーター旅費 96,455 96,512 110,936 117,238

28年度 29年度

7.賃金 学びのサポーター賃金 0 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

中学校学びのサポーター

別紙-750



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

3 廃止受益者負担の適切さ

3 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 3 改善見直し

支援を必要とする生徒に対し、安全確保、学習環境の向上
や教育活動の円滑な推進を図るため、今後も継続して学
びのサポーターを配置する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3 廃止

A

事業実施の緊急性 3 拡充 支援を必要な生徒の主な実態
・ＡＤＨＤの診断を受け教師の指示の理解に対して支援の必要な
生徒がいる。
・人とのかかわりが難しく、一斉の行動がとりにくく、教室に入り
づらい生徒がいる。
・一斉学習の中で指示や作業内容が理解がしにくく学力不振に
つながる生徒がいる。
このように様々な実態があり、サポーターの支援は大きい。発達
障害等の理解や特別支援教育が進む中、支援を要する生徒へ
のサポートも年々増えている。よりきめ細かな支援を行うために
事業の継続が必要である。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
配置人数はほぼ変化なしだが、職員人件費の計算方法の変更により、大幅な増減となった。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

保護者の意見としては、教室で授業で分かりにくいところを声かけや指示をしてもらえるサポー
ターが配置されていることへの評価やニーズは高い。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

近隣市町においても同じような状況での配置が行われている。

学びのサポーター配置人数 2,323,636 2,882,752 46,623 2,869,825

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

中学校学びのサポーター

別紙-751



別紙-752



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
市内中学校生徒

受益者数
（対象者数）

821
単
位

事務事業名 中学校特色ある学校づくり事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

合　　計 919,357 736,251

その他 900,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 19,357 736,251

県支出金

地方債

合　　計 919,357 736,251

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

11.需用費 239,187 事業用消耗品 247,991

14.使用料及び賃借料 0 0

654,400 講師謝金 444,000

9.旅費 25,770 講師旅費 44,260

事業の目的
　各学校で、地域教材を活用し、地域に住む人々あるいは自然や歴史的な遺産等に触れる体験を通して、自尊
感情や郷土愛の向上を図る。

事　 業　 の
実施内容等

　知・徳・体の調和を生かしながら、生徒に「生きる力」を培うことを目的として、それぞれの学校で特色ある実践
事業を展開する。
　広く社会で活躍されている地域の専門家、大学教授や一般企業の方などを学校に招聘し、専門的な授業や講
演を通じて、生徒に夢をいだかせる。

講師招聘数
　生野中：8　和田山中：5　梁瀬中：9　朝来中：3

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 中学校費 目： 教育振興費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

中学校特色

別紙-753



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 重点事業として、さらに事業の目的を理解した事業実施を推進する。

今後の方向、見通し等 本来の事業の目的を周知徹底し、重点事業としての成果が上がるような事業を展開していく。

体験型の講習が増加したため、講師招聘述べ人数が増加した。

延べ人数 人 19 19 12 25

市内中学校（４校）すべてを対象としているため、変化なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

実施校 校 4 4 4 4

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

2,341,228 2,096,831 799,401 48,907
2,341,228 2,096,831 799,401 948,907

0 0
0 900,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費 9,750

2,341,228 2,096,831 799,401 948,907

268,000 104,000 13,000

事業費計 498,228 692,831 736,251 919,357

　正規職員人件費 19,8001,575,000 1,300,000 50,150

14.使用料及び賃借料 0 18,000 0 0

11.需用費 事業用消耗品 197,748 156,631 247,991 239,187

9.旅費 講師旅費 7,480 47,600 44,260 25,770

28年度 29年度

8.報償費 講師謝金 293,000 470,600 444,000 654,400

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

中学校特色

別紙-754



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

2 休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

他の人財育成事業との連携を図りながら、継続実施する。

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

主体の妥当性 2 改善見直し

総合計画における重点施策である「ふるさと朝来回帰人材
育成」に寄与する事業である。各中学校が位置する地域の
伝統文化や地域との交流を通じ、ふるさと朝来を認識する
とともに、その活動を通して各中学校の特色を形作る事業
として効果が大きく継続して実施することが必要である。

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

ふるさとの豊かな自然、伝統文化、人々とのふれあいを通
して、朝来の良さを知る事業として有効であった。
今後も現状を維持しながら継続して事業を実施する。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
職員人件費の計算方法変更により減少しているが、事業費のみだと増加している。今後も重点事業として、事業目的をより一層
推進するため、事業を継続していく。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

地元講師等を招へいし、体験することで子供が意欲的に活動していた。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

不明

延べ人数 123,223 110,360 66,617 37,956

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

中学校特色

別紙-755



別紙-756



作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
市内中学校１年生

受益者数
（対象者数）

249
単
位

事務事業名 わくわくオーケストラ教室事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

合　　計 867,440 896,590

その他 249,000 参加者負担金 286,000

一般財源 335,440 355,590

県支出金 283,000 わくわくオーケストラ教室事業バス利用補助金 255,000

地方債

合　　計 867,440 896,590

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

867,440 バス借り上げ料、通行料 896,590

事業の目的
芸術文化に親しむ機会の少ない中学生に、学校教育の中で本格的な楽団の演奏に親しむ機会を設け、音楽を
愛好する心を育み、豊かな情操や感性を身に付けた人材の育成を図ることを目的とする。

事　 業　 の
実施内容等

西宮に設立された本格的な舞台芸術の創造拠点「兵庫県立芸術文化センター」において、県下全中学1年生を
対象にクラッシックの名曲を取り上げ、生のオーケストラの演奏を聴く体験活動である。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

14.使用料及び賃借料

事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

項： 中学校費 目： 教育振興費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 67.38%

わくわくオーケストラ

別紙-757



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 県からのバス利用の補助はあるが、減額方向であり市負担が大きい。

今後の方向、見通し等 徐々に市負担から保護者負担に切り替えを図る。

市内中学校1年生の在籍者数

わくわくオーケストラ教室事業参加人数 人 269 283 291 249

市内中学校（４校）を全てを対象としているため、変化なし。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

わくわくオーケストラ教室事業参加校 校 4 4 4 4

72.34% 76.19% 71.56% 67.38%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

1,621,120 728,716 386,240 476,540
1,818,120 1,251,716 927,240 1,008,540

0 0
0 300,000 286,000 249,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
197,000 223,000 255,000 283,000

　臨時職員人件費

1,818,120 1,251,716 927,240 1,008,540

事業費計 712,120 936,716 896,590 867,440

　正規職員人件費 141,1001,106,000 315,000 30,650

28年度 29年度
14.使用料及び賃借料 バス借り上げ料、通行料 712,120 936,716 896,590 867,440

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

わくわくオーケストラ

別紙-758



６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

主体の妥当性 3 改善見直し

C

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

3 休止

廃止

改善見直し

改善見直し

抜本的見直し

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

C 市民ニーズの把握 2

抜本的見直し

オーケストラの演奏を聴く機会の少ない環境にある生徒に
対し、その機会を提供することは、教養を高めることに大い
に寄与している。B

直接のサービスの相手方のひろがり

2 休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性

市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

「他を思いやったり感動したりする、優しく強い心の醸成」を
図ることを基本方針としており、多様な体験の場を提供す
ることは「優しく強い心の醸成」に寄与することから、今後も
本事業を継続する。他市町と同様に保護者から負担金を
徴収することで事業の継続を図る。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
職員人件費の算定方法の変更による減少と、中学校１年生在籍生徒数の変動により増減する。事業費はバスの借上げ料のみな
ので、生徒数の増減に左右される。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

参加生徒からの好評を得ている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

他市の市費負担割合以上の市費負担を行い、生徒負担の軽減を図っている。

わくわくオーケストラ教室事業参加人数 6,759 4,423 3,186 4,050

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

わくわくオーケストラ

別紙-759
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

17

説明等

区
分

7,313,573

事業種別

18.備品購入費

5,421,600

好きなまちで子育て《自然増促進》

教育費

22 魅力ある教育環境の推進

評価区分 評価

学校管理費

重点 創生

1,891,973

前年度決算（円）

改修工事設計監理費

担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

のセルにのみ入力してください。

2930 年
決算 ）H平成 30 年度

決算
29（

小学校整備事業

予算
行政マネジメント事務事業シート

事務事業名

款：

35,017,228

総合
計画
体系

月

事業の目的

目：項： 小学校費

事　 業　 の
実施内容等

■市内小学校の改修希望箇所調査
■市内小学校の改修箇所の査定、査定結果に基づき工事を発注

・竹田小プール等改修工事
・糸井小校庭芝生一部撤去工事
・枚田小更衣室改修工事
・その他工事

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円）

13.委託料

15.工事費

地方債
財
源
内
訳

7,313,57337,733,628

7,313,57337,733,628

国庫支出金

合　　計

37,733,628合　　計

事業開始年度

Ｈ

特
定
財
源

単
位

校9

プール改修工事、芝生一部撤去工事等

事業の受益者
（対象者）

市内小学校
受益者数

（対象者数）

国県支出金を除いた比率 100.00%

982,800

その他

県支出金

一般財源

01,733,600 特別支援教室用備品ほか

6 日

市内小学校の施設改修行い、安全で質の高い教育環境の整備を図る。

3.施設等整備事業

小学校整備

別紙-761



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

3,036,000 765,5502,125,000

1,733,6000

0
0

39,079,228
100.00%

0
0

0

8,079,123

1,345,600

37,733,628

29年度

7,313,573

0

施設改修工事費

28年度

節区分

9.旅費

11.需用費

12.役務費

事業費計

13.委託料

15.工事費

18.備品購入費

26年度

8,079,123
100.00%

0

27年度

0

79.13%100.00%

7,878 83,700 5,422

単位
年　　度

28年度

0

現在認識している課題

・学校施設の耐震補強はすべて終了しているが、老朽化による大規模改修を必要とする学校がある。
・学校プールの老朽化が著しく年次的な改修が必要である。
・厳しい財政事情のため、各学校からの改修要望箇所と実施件数に差が生じている。

今後の方向、見通し等
漏水等の突発的なものを除き、改修箇所の査定を行い緊急順位の高いものから実施していく。
また、施設の老朽化も目立つため、計画的に大規模改造等を実施し、施設の長寿命化が必要である。

39,079,228

0

0

1,891,973

5,421,600

29年度

0

0

0

982,800

35,017,228

27年度

0

0

2,000

3,600,720

83,700,000

15,212,440
8,079,123

018,345,000

3,161,000
12,051,440 39,079,228

38,537

72,589,880

38,537 38,537

26年度

0

133,920

0

90,934,880

90,934,88015,212,440

5,076,000

7,877,520

13,087,440 87,898,880

改修工事等の実施により増減している。

596,160

職員出張旅費

各種施設修繕

備品移転作業手数料

設計監理委託料、バス運行委託料

各種改修工事

特別支援教室用備品

【１】事業の活動を表す数値

千円

29年度

年　　度

35,017

説明等

財
源
内
訳

【２】事業の成果を表す数値 単位
28年度

38,540対象校面積 ㎡

　正規職員人件費

年　　度

26年度 27年度

　臨時職員人件費

特
定
財
源

小学校整備
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６．成果単位あたり金額（円）

10．外部評価

11．最終評価

2

3

3

受益者負担の適切さ

○

拡充

継続実施

改善見直し主体の妥当性

廃止

A

B

C

2

休止

3

3

2

抜本的見直し

ランク

C

事業実施の必要性

27年度

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

B

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

廃止

28年度

【３】代替サービスの有無

年　　度

休止

評価理由

市民ニーズの把握

抜本的見直し

休止

210 1,014

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

26年度
単位あたり金額

評価理由

児童生徒が安全で安心して学べる環境整備については、
今後も継続して計画的に取り組む必要がある。

3

2 抜本的見直し

評価項目

不具合箇所の改修や整備は他市町も同様に実施している。

なし

評価

廃止

事業実施の緊急性

直接のサービスの相手方のひろがり

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇教育環境の改善については教職員、保護者等からの要
望も多く、児童の安全面からも必要性は高い。
◇今後も現状の方法を維持しながら市が主体となって実施
する。

ランク 評価

2 拡充

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

A

事業手法の適切さ

休止

3 廃止

○ 継続実施

3 改善見直し

2

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

市民ニーズの把握

3

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

29年度

対象校面積

教職員の意見では不具合箇所の改修や整備要望を多く聞いている。

改修工事等の実施により増減している。
≪変化の理由及びそれへの対応策≫

395 2,360

0

８．一次評価

９．二次評価

７．事業環境

小学校整備
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 中学校整備事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 中学校費

一般財源 18,225,583 923,281

合　　計 18,225,583 923,281

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 18,225,583 923,281

918,000 改修工事設計監理費 432,000

15.工事費 17,307,583 屋内運動場床全面改修等 366,001

13.委託料

事業の目的 市内中学校の施設改修行い、安全で質の高い教育環境の整備を図る。

事　 業　 の
実施内容等

■市内中学校の改修希望箇所調査
■市内中学校の改修箇所の査定、査定結果に基づき工事を発注

・生野中屋内運動場床全面改修工事
・その他工事

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

12.役務費

事業開始年度 評価区分 評価

22 魅力ある教育環境の推進 Ｈ 17 事業種別 3.施設等整備事業

目： 学校管理費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算 ）

年 6 月

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

区
分

単
位

0 125,280

校

平成 30 年度

事業の受益者
（対象者）

市内中学校
受益者数

（対象者数）
4

中学校整備
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
・学校施設の耐震補強はすべて終了しているが、老朽化による大規模改修を必要とする学校がある。
・厳しい財政事情のため、各学校からの改修要望箇所と実施件数に差が生じている。

今後の方向、見通し等

対象校面積 ㎡ 23,961 24,007 24,007 24,007

改修工事等の実施により増減している。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

施設改修工事費 千円 59,622 51,281 4,935 27,633

100.00% 88.06% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

5,389,418 28,613,600 939,681 18,800,583
54,489,418 32,219,600 939,681 18,800,583

49,100,000 0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

3,606,000 0 0
0 0

　臨時職員人件費

54,489,418 32,219,600 939,681 18,800,583

事業費計 53,371,418 30,207,600 923,281 18,225,583

　正規職員人件費 575,0001,118,000 2,012,000 16,400

18.備品購入費 工事に伴う備品購入 591,840 0 0 0

15.工事費 各種改修工事 50,312,858 27,843,480 366,001 17,307,583

13.委託料 設計管理委託 2,408,400 2,364,120 432,000 918,000

12.役務費 調査手数料 58,320 125,280 0

9.旅費 職員出張旅費 0 0 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

漏水等の突発的なものを除き、改修箇所の査定を行い緊急順位の高いものから実施していく。
また、施設の老朽化も目立つため、計画的に大規模改造等を実施し、施設の長寿命化が必要である。

中学校整備
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６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

廃止

廃止

主体の妥当性 3

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

休止

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

児童生徒が安全で安心して学べる環境整備については、
今後も継続して計画的に取り組む必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

９．二次評価

評価理由

A

事業実施の緊急性

A

事業実施の緊急性 2

評価項目 ランク 評価

3 休止B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 3

拡充

◆現状の事業を継続的に実施する。
◇教育環境の改善については教職員、保護者等からの要
望も多く、児童の安全面からも必要性は高い。
◇今後も現状の方法を維持しながら市が主体となって実施
する。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

改善見直し

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
改修工事等の実施により増減している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

教職員の意見では不具合箇所の改修や整備要望を多く聞いている。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

不具合箇所の改修や整備は他市町も同様に実施している。

対象校面積 2,274 1,342 39 783

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

中学校整備
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

項： 小学校費

事務事業名 中川小学校大規模改造事業（繰越分） 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

目：

一般財源 51,034,597 150,829,210

合　　計 276,995,682 150,829,210

地方債 140,100,000 小学校施設整備事業債

その他 44,085 その他雑入（電気、水道代）

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 85,817,000 公立学校施設整備費補助金

県支出金

合　　計 276,995,682 150,829,210

18.備品購入費 16,720,560 管理備品購入 0

14.使用料及び賃借料 270,000 職員代替駐車場借地料 0

15.工事費 248,363,508 校舎大規模改造工事 150,326,160

3,036,204 備品移転作業手数料 496,260

13.委託料 8,596,800 校舎大規模改造工事設計監理業務 0

事業の目的
　学校施設の計画的な改善により、安全・安心な教育環境を確保する。
　学校施設は子どもたちが学習や生活の場として一日の大半を過ごすため、老朽化した施設の大規模改造改
造工事を行い、教育環境の充実を図る。

事　 業　 の
実施内容等

　中川小学校校舎は昭和60年度建設後、32年が経過し老朽化が目立つことから、大規模改造工事を行い、教
育環境の向上を図る。

■校舎面積　2,404㎡

■工期　平成28年12月2日～平成29年10月2日

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

9.旅費

事業開始年度 評価区分 評価

22 魅力ある教育環境の推進 Ｈ 27 事業種別 3.施設等整備事業

学校建築費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 69.02%

事業の受益者
（対象者）

児童・教職員
受益者数

（対象者数）
123

単
位

8,610 職員出張旅費 6,790

12.役務費

人

平成 30 年度

中川小大規模改修

別紙-769



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

変化なし

対象施設面積 ㎡ 2,404 2,404 2,404

平成27年度は実施設計、平成28年度から工事が始まったため。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

施設改修事業費 千円 5,032 150,829 276,996

#DIV/0! 100.00% 100.00% 69.02%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 5,031,720 151,057,110 52,633,697
0 5,031,720 151,057,110 278,594,782

140,100,000
44,085

財
源
内
訳

特
定
財
源

85,817,000
0

　臨時職員人件費

0 5,031,720 151,057,110 278,594,782

事業費計 0 5,031,720 150,829,210 276,995,682

　正規職員人件費 1,599,100227,900

18.備品購入費 管理備品購入 0 0 16,720,560

15.工事費 校舎大規模改造工事 0 150,326,160 248,363,508

14.使用料及び賃借料 職員代替駐車場借地料 0 0 270,000

13.委託料 校舎大規模改造工事設計監理業務 4,860,000 0 8,596,800

12.役務費 備品移転作業手数料 171,720 496,260 3,036,204

9.旅費 職員出張旅費 0 6,790 8,610

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
　児童の安全管理の充実及び災害時の安全な避難場所として、老朽化した校舎、屋内運動場の大規模改造
を行う。

今後の方向、見通し等

　中川小学校で校舎の大規模改造工事は市内全校で実施済みとなるが、小規模な修繕等は随時実施してい
く。
　また、屋内運動場等の老朽化が著しく、大規模な改修が必要であるため、順次改修を実施する。

中川小大規模改修

別紙-770



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

○ 廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

事業完了のため廃止する。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

事業完了により廃止。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 ○ 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業完了により廃止。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成27年度は実施設計のみで、平成28年度から工事が始まったため増加した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

教職員の意見では老朽化により、不具合箇所が多く、改修を望む声が多い。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

老朽化した校舎等の大規模改造は各市町とも国庫補助金を利用し実施している。

対象施設面積 #DIV/0! 2,093 62,836 115,888

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

中川小大規模改修

別紙-771



別紙-772



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 大蔵小学校屋内運動場大規模改造事業（繰越分） 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 小学校費

一般財源 116,509,715 2,466,720

合　　計 142,536,115 2,466,720

地方債

その他 21,400 その他雑入（電気、水道代）

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 26,005,000 公立学校施設整備費補助金

県支出金

合　　計 142,536,115 2,466,720

18.備品購入費 4,707,720 管理備品購入 0

2,894,400 改造工事設計監理業務 2,332,800

15.工事費 134,095,915 屋内運動場大規模改造工事 0

事業の目的
　学校施設の計画的な改善により、安全・安心な教育環境を確保する。
　学校施設は子どもたちが学習や生活の場として一日の大半を過ごすため、老朽化した施設の大規模改造改
造工事を行い、教育環境の充実を図る。

事　 業　 の
実施内容等

　大蔵小学校の屋内運動場は昭和59年度建設後、33年が経過し老朽化が目立つことから、大規模改造工事を
行い、教育環境の向上を図る。

■屋内運動場面積　1,065㎡

■工期　平成29年4月10日～平成29年9月5日

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

12.役務費

事業開始年度 評価区分 評価

22 魅力ある教育環境の推進 Ｈ 28 事業種別 3.施設等整備事業

目： 学校建築費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 81.76%

事業の受益者
（対象者）

児童・教職員
受益者数

（対象者数）
176

単
位

838,080 備品移転作業手数料 133,920

13.委託料

人

平成 30 年度

大蔵小大規模改造

別紙-773



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

変化なし

対象施設面積 ㎡ 1,065 1,065

平成28年度は実施設計、平成29年度に改修工事を行ったため

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

施設改修事業費 千円 2,467 142,554

#DIV/0! #DIV/0! 100.00% 81.76%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 0 2,466,720 117,800,715
0 0 2,466,720 143,827,115

0 0
0 21,400

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 26,005,000
0 0

　臨時職員人件費

0 0 2,466,720 143,827,115

事業費計 0 0 2,466,720 142,536,115

　正規職員人件費 1,291,000

18.備品購入費 管理備品購入 0 0 0 4,707,720

15.工事費 屋内運動場大規模改造工事 0 0 0 134,095,915

13.委託料 屋内運動場大規模改造工事設計監理業務 0 0 2,332,800 2,894,400

12.役務費 アスベスト試験手数料、備品移転作業手数料 0 0 133,920 838,080

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
　児童の安全な学校生活の確保及び災害時の安全な避難場所として、老朽化した校舎、屋内運動場の大規
模改造を行う。

今後の方向、見通し等
　平成２９年度で校舎の大規模改造工事は市内全校で実施済みとなるが、屋内運動場等の老朽化が著しく、
大規模な改修が必要であるため、順次改修を実施する。

大蔵小大規模改造

別紙-774



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

○ 廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

事業完了のため廃止する。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

事業完了により廃止。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 ○ 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業完了により廃止。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成28年度は実施設計、平成29年度に改修工事を行ったため

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

教職員の意見では老朽化により、不具合箇所が多く、改修を望む声が多い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

老朽化した校舎等の大規模改造は各市町とも国庫補助金を利用し実施している。

対象施設面積 #DIV/0! #DIV/0! 2,316 135,049

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

大蔵小大規模改造

別紙-775



別紙-776



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 梁瀬小学校屋内運動場大規模改造事業 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 小学校費

一般財源 1,978,560 0

合　　計 1,978,560 0

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 1,978,560 0

1,858,680 調査業務委託 0

事業の目的
　学校施設の計画的な改善により、安全・安心な教育環境を確保する。
　学校施設は子どもたちが学習や生活の場として一日の大半を過ごすため、老朽化した施設の大規模改造改
造工事を行い、教育環境の充実を図る。

事　 業　 の
実施内容等

　梁瀬小学校の屋内運動場は、昭和57年度建築後、35年が経過し老朽化が目立つことから、大規模改造工事
を行い、教育環境の向上を図る。
　平成29年度は建物調査を実施

■屋内運動場面積　725㎡

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

12.役務費

事業開始年度 評価区分 評価

22 魅力ある教育環境の推進 Ｈ 29 事業種別 3.施設等整備事業

目： 学校建築費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
決算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

児童・教職員
受益者数

（対象者数）
282

単
位

119,880 アスベスト試験手数料 0

13.委託料

人

平成 30 年度

梁瀬小大規模改造

別紙-777



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

対象施設面積 ㎡ 725

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

施設改修事業費 千円 1,979

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 0 0 1,978,560
0 0 0 1,978,560

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

0 0 0 1,978,560

事業費計 0 0 0 1,978,560

　正規職員人件費

13.委託料 設計業務委託 1,858,680

12.役務費 アスベスト試験手数料 119,880

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
　児童の安全管理の充実及び災害時の安全な避難場所として、老朽化した校舎、屋内運動場の大規模改造
を行う。

今後の方向、見通し等
　平成２９年度で校舎の大規模改造工事は市内全校で実施済みとなるが、屋内運動場等の老朽化が著しく、
大規模な改修が必要であるため、順次改修を実施する。

梁瀬小大規模改造

別紙-778



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

児童が安全で安心して学べる環境整備については、継続
して計画的に取り組む必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 ○ 拡充

平成30年度は実施設計、平成31年度から工事を開始

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

教職員の意見では老朽化により、不具合箇所が多く、改修を望む声が多い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

老朽化した校舎等の大規模改造は各市町とも国庫補助金を利用し実施している。

対象施設面積 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 2,729

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価

梁瀬小大規模改造

別紙-779



別紙-780



作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

事務事業名 東河小学校プール改修事業（繰越分） 担当部課 教育委員会事務局　学校教育課

項： 小学校費

一般財源 12,693,240 0

合　　計 12,693,240 0

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 12,693,240 0

12,228,840 工事請負費 0

事業の目的
　学校施設の計画的な改善により、安全・安心な教育環境を確保する。
　学校施設は子どもたちが学習や生活の場として一日の大半を過ごすため、老朽化した施設の大規模改造改
造工事を行い、教育環境の充実を図る。

事　 業　 の
実施内容等

　東河小学校のプールは昭和44年度建設後、47年が経過し老朽化が目立つことから、大規模改造工事を行
い、教育環境の向上を図る。

■改修内容
・ろ過機の更新
・プールサイドの補修
・プール槽の補修など

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

13.委託料

事業開始年度 評価区分 評価

22 魅力ある教育環境の推進 Ｈ 28 事業種別 3.施設等整備事業

目： 学校建築費

総合
計画
体系

好きなまちで子育て《自然増促進》

）
重点

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

年 6 月
予算

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

事業の受益者
（対象者）

児童・教職員
受益者数

（対象者数）
110

単
位

464,400 監理業務 0

15.工事費

人

平成 30 年度

東河小プール改修

別紙-781



３．事業費等の推移（単位：円（予算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

対象施設面積 ㎡ 579

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度（目標） 29年度（目標）

29年度（目標）

施設改修事業費 千円 12,693

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度（目標）

0 0 0 12,693,240
0 0 0 12,693,240

0 0
0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 0
0 0

　臨時職員人件費

0 0 0 12,693,240

事業費計 0 0 0 12,693,240

　正規職員人件費

15.工事費 工事請負費 0 0 0 12,228,840

13.委託料 監理業務 0 0 0 464,400

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 学校プールの老朽化が著しく年次的な改修が必要である。

今後の方向、見通し等 プールの改修工事については年次計画により改修していく。

東河小プール改修

別紙-782



６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

継続実施

○ 廃止

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

事業完了のため廃止する。

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

3 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

事業完了により廃止。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価

3 休止

受益者負担の適切さ 3 ○ 廃止

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業完了により廃止。

事業実施の必要性 3 継続実施

【３】代替サービスの有無 なし

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

教職員の意見では老朽化により、不具合箇所が多く、改修を望む声が多い。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

老朽化した校舎等の大規模改造は各市町とも国庫補助金を利用し実施している。

対象施設面積 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 21,923

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度（目標） 29年度（目標）

９．二次評価

東河小プール改修
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作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

220,310

600,000

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

説明等

11.需用費

15.工事費

13.委託料

後世に残したい歴史文化遺産の保存活用

事業の目的

評価区分 評価

2930
決算 ）

のセルにのみ入力してください。

教育委員会事務局　文化財課

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

教育費

担当部課

区
分

重点 創生
H

日年

予算
行政マネジメント事務事業シート

18

社会教育費

事務事業名

文化財保護費

文化財保護調査・啓発事業

月6
年度

決算
29（

事　 業　 の
実施内容等

○文化財保護事業
・赤淵神社防災保守点検事業に対する補助を実施。（補助額：16,000円）

○法隆寺ゆかりの都市文化交流事業
・都市文化交流協定調印式及び法隆寺サミットへ参加した。（7月22日）

法隆寺食封に関係のある５市町（奈良県斑鳩町、神奈川県小田原市、群馬県高崎市、兵庫県姫路市、朝来市）が集まり、文化交流
調印式を行った。

○神戸大学地域連携事業
・江戸時代の生野鉱山や鉱山町の様子を記した石川家文書、山田家文書の調査研究及び整理を神戸大学との共同研究により行っ

た。
・奥銀谷地域で確認された古文書について、神戸大学の指導を受けながら地域住民らとともに整理、調査を行った。
・研究成果として、３月に展示会と講演会を行った。

○市指定文化財説明看板設置・修理事業
H29年度は以下の文化財の説明看板を作成。
・旧生野警察署　　・慈照寺石幢、石造七重塔　　・芭蕉翁蓑塚
・埋蔵文化財センター案内板

総合
計画
体系

事業開始年度

平成 30

款： 目：項：

63,000

前年度決算（円）

事業種別17

単
位

人

文化財保護審議会委員報酬

1.ソフト事業

1,249,870

100,000

歴史文化遺産は、地域の歴史と先人たちの営みや思いを現在に伝え、住民の誇りや愛着心を高めるものであ
る。
市内の貴重な史跡、建造物、近代化遺産、天然記念物、民俗芸能など様々な歴史文化遺産を把握、調査研究
を行い、その価値付けと適切な保護を実施するとともに、指定・登録を推進する。

1,249,870

116,000

250,560文化財指定看板等設置、修繕工事

委員・職員出張旅費、神戸大学地域連携事業旅費

調査研究委託料

竹田城跡置き型案内看板

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円）

1.報酬

9.旅費

299,916

152,740

1,189,716

1,189,716

地方債

山田家文書寄付金その他

一般財源 1,089,716

021,060

全国史跡整備市町協議会等負担金、指定文化財修理補助金

600,000

1,149,870

国庫支出金

Ｈ

100,000

合　　計

財
源
内
訳

国県支出金を除いた比率 100.00%

0

19.負担金補助及び交付金 116,000

特
定
財
源

県支出金

合　　計

文化財保護・調査啓発
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

・少人数の担当者ですべての文化財業務を担うことになっているため、全ての文化財の対応ができず、取捨
選択をしなければならなくなっている。価値を明確にするための調査に手が回っていない。
・伝統芸能や文化継承については、補助金などを活用して活動してもらっているが、団体によって積極性に温
度差がある。

今後の方向、見通し等

・文化財担当職員だけでなく、一般事務のできる職員の配置が必要と考える。
・伝統芸能保存関係団体への周知徹底により、問合せが増加している。分かりやすく案内し、補助申請等につ
なげるよう努める。

現在認識している課題

113,000 116,000116,000216,000

29年度

299,916015.工事費 250,560
19.負担金補助及び交付金 全国史跡整備市町協議会等負担金等

139,320

0

1,201,25087,880518,0003,212,000

00
0

1,249,870 1,189,716

3,641,716

100.00%

1,250,7501,162,700

0

220,310

0

600,000

　毎月１回開催から２～３回に増加し、地域住民の参加も増加していることから、目録作成の成果は上がっている。古文書から読
み取れる当時の生活文化だけでなく、聞き取り調査等も実施し、毎年３月に成果報告、展示会を実施している。
　ただし、参加者が固定されつつあり、新たな参加者の確保が課題である。

0

0

152,740

21,060

600,000

63,000

0

3,641,716
100.00%

2,500,450
2,400,450

100,000

44,496

600,000

2,500,4505,295,146

3,642,000

0
0
0

3,541,716
100,000

29年度

年　　度

200 200

26年度

72,000

126,000

412,400

1,000,000
500,000

28年度

0

18,273,141

11,664,000

財
源
内
訳

回

回文化財保護審議会の開催

単位

　臨時職員人件費

【１】事業の活動を表す数値

古文書講座の開催

0

5,295,146

100,000
16,673,141

27年度26年度

100.00%55.85%
18,273,141

年　　度

28年度

30

2 2 2 0

17 3012

説明等

5,195,146

27年度

81,000

0

193,650

文化財保護審議会委員報酬

講演会講師等謝礼

委員・職員出張旅費

消耗品、印刷費

調査研究委託料

工事請負費

100,000

年　　度

3,397,141

特
定
財
源

【２】事業の成果を表す数値 単位

　文化財保護審議会については、平成29年度に新たな指定物件がなかったため、開催できていない。職員がそれぞれ担当業務に手を取ら
れ、十分な調査研究、考察ができなかったためである。しかしながら、審議会としてではなく個別に審議委員と連絡を取り合ったり、樹木パト
ロールに赴くなど、委員と事務局の連携はとっている。
　古文書講座は、定期的に開催されるようになり、地域住民の関心も高い。

28年度 29年度

古文書講座の参加者数 人 100 140

事業費計

　正規職員人件費

26年度 27年度

1,135,146

334,421

2,200,000

節区分

1.報酬

8.報償費

9.旅費

11.需用費

13.委託料

文化財保護・調査啓発
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

◆改善見直し（4/4）

　事業における、目標は提示がされているが、何をもって目標を達成したのかということの判断ができない。
現状、古文書講座のみが成果のようになってしまっている。
住民の愛着度を高める必要があるが、現在の事業が実際に住民の愛着度の向上につながっているかが不
明。愛着度を向上させるための、古文書講座にする必要性や、その他具体的な活動を検討する必要性があ
る。

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

直接のサービスの相手方のひろがり

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

拡充

11．最終評価

古文書講座の開催のみにならないよう事業内容を見直しながら、継続実施する。

○ 継続実施

評価 評価理由

改善見直し

抜本的見直し

抜本的見直し

C

3

廃止

2市民ニーズの把握

2

3

休止

27年度

ランク

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

評価理由

2

3

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

評価評価項目

７．事業環境

【３】代替サービスの有無 なし

0

８．一次評価

評価 評価理由

拡充

○

#DIV/0!

182,731 37,822 12,502

28年度

18,209

年　　度

29年度
単位あたり金額

古文書講座の参加者数

26年度

抜本的見直し

継続実施

改善見直し

B

2

C

○ 改善見直し3

◆継続実施すべきである。
◇文化財保護法の改定により、「歴史文化遺産を観光振興や地
域振興に活用していく」ことが明確に示された。朝来市は、歴史
文化基本構想の策定、日本遺産認定に取り組み、竹田城跡や
生野鉱山などの市内歴史文化遺産を生かした観光振興を進め
ている。
　とくに、古文書調査などは、地域の生活文化を解き明かし、地
域住民にとって文化財との距離感を埋めやすい資料であるた
め、今後も積極的に事業を実施すべきと考える。

評価

拡充

評価理由

地域に残された歴史文化遺産は、地域の歴史と先人の営
みにより継承された大切なものであり、地域の誇りと愛着
心を醸成するとともに、観光振興や地域振興にも寄与する
ものであり、継続して実施すべきものと考えるが、市内には
多種多様な歴史文化遺産が存しており、重点化と絞り込み
を行う必要がある。また、市民参加による文化財の保存活
用の振興を図るためにも、地域住民が主体となった古文書
調査について、生野地域のみならず、他の地域においても
取組を推進していく必要がある。

休止

廃止

2

3

A ○

拡充

継続実施

ランク

2

2A

B 事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ

10．外部評価

2

評価項目

事業実施の緊急性

事業実施の必要性

主体の妥当性

直接のサービスの相手方のひろがり

神戸大学との地域連携は、朝来市が他市町に先駆けて実施しているものである。

市民ニーズの把握

3

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

市民アンケートによると、「地域の歴史文化が大切にされている」に対し、６１％以上がそう思うと
回答している。平成２９年度から１．３％増加している。

　古文書講座を２７年度から月２～３回実施しているが、地域住民の技術も上がってきたため、整理点数が増加し、効率も上がっ
ている。また、嘱託職員が調査等に関わったことで、嘱託職員人件費が増加したため、成果単位あたりの金額が増加している。

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

文化財保護・調査啓発
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作成・更新日

平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
事業の受益者

（対象者）
朝来市民

受益者数
（対象者数）

30,848
単
位

文化財保存活用事業 担当部課 教育委員会事務局　文化財課

一般財源 954,342 2,582,000

合　　計 954,342 2,582,000

地方債

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

合　　計 954,342 2,582,000

19.負担金補助及び交付金 0 延応寺大ケヤキ修繕工事補助金 1,998,000

15.工事費 397,440 糸井の大カツラ散水施設修繕工事 0

10,000

11.需用費 27,702 オオサンショウウオマイクロチップ購入費 44,000

13.委託料 529,200 環境生息調査委託（伊由谷川、糸井川ほか） 530,000

事　 業　 の
実施内容等

○天然記念物の保護業務
・国特別天然記念物オオサンショウウオの市内河川での生息調査（２回実施）
・指定天然記念物樹木パトロール（１回実施）
・糸井の大カツラ散水施設修繕工事

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 0 樹木巡回点検調査謝礼

評価

Ｈ 24 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

　朝来市は、古代から中世、近現代にかけて幅広く貴重な文化遺産が多く存在しており、天然記念物も豊富に
生息する環境である。それらを適切に保存し、住民の誇りの醸成と地域活性化に寄与する活用方法を検討、実
施することで、市内外に向けて天然記念物をはじめとする朝来市の文化財の価値を拡げていく。

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

18 後世に残したい歴史文化遺産の保存活用

事業開始年度 評価区分

項： 社会教育費 目： 文化財保護費款： 教育費

月 29 日
（ H

予算
行政マネジメント事務事業シート 決算 ）

重点

事務事業名

のセルにのみ入力してください。

29
創生

30 年 6

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30
決算

年度
区
分

文化財保存活用

別紙-789



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題 ・国・県指定天然記念物について、樹勢が弱くなってきており、今後の保護、現状維持が非常に厳しい。

今後の方向、見通し等
・天然記念物の樹木については、一刻も早く対応していく必要があり、予算面も含めて適正な保護修繕方法を
検討、実施していく。

　竹田城跡の観光客減少がそのまま数字に表れている。ただ、歴史文化基本構想に伴う補助制度などの活用による自治協の地道な活動が実を結び、市内
の他の歴史文化遺産にも興味を持つ観光客は増加している。今後も適切に保護しつつ、多くの来訪者に魅力を感じてもらえる整備方針や活用方針を定め、
実行していく必要がある。
　日本ハンザキ研究所を中心とした活動により、オオサンショウウオに興味を持つ人も増加しており、研究所への訪問、夜間観察会への参加者も増え続けて
いる。国内でも有数のオオサンショウウオ生息地として、情報発信にも力を入れていくべきである。

観察会訪問者数 人 85 120 150 150

市内観光客数（生野銀山、竹田城跡、埋蔵文化財セン
ター）

人 689,840 526,893 424,113 336,277

　竹田城跡維持管理、生野文化的景観関係、歴史文化基本構想策定等の各種委員会の開催回数はほぼ変わらない。毎年、何らかの整備計
画や管理計画等を検討、策定している。これらは、歴史文化遺産の保存活用の在り方について現在の方針、考え方をを後世に伝えていくた
めに必要なものである。
　観察会は、オオサンショウウオの観察会であり、日本ハンザキ研究所とともに実施している。現在は月１回開催。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

観察会開催数 回 8 10 10 12

29年度

市内観光客数（全体） 人 2,617,677 2,450,422 2,293,496 2,353,282

34.26% 56.15% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

19,752,091 15,341,260 11,234,450 7,050,642
31,752,091 20,856,000 11,234,450 7,050,642

0 0 0 0
0 0 0 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

8,000,000 4,017,740 0 0
4,000,000 1,497,000 0 0

　臨時職員人件費 803,000 1,297,000 119,600 208,500

31,752,091 20,856,000 11,234,450 7,050,642

事業費計 18,254,091 12,576,000 2,582,000 954,342

　正規職員人件費 12,695,000 6,983,000 8,532,850 5,887,800

19.負担金補助及び交付金 延応寺大ケヤキ修繕工事補助金 0 0 1,998,000 0

16.原材料費 茅材料代 129,600 0 0 0

15.工事費 竹田城跡環境整備工事　茅葺住宅修復工事 9,340,000 4,986,000 0 397,440

13.委託料
計画策定委託、設計監理委託、環境生息調査委
託

6,429,628 4,610,000 530,000 529,200

12.役務費 手数料（新聞折込） 44,193 0 0 0

11.需用費 消耗品費、印刷費、原材料費 1,032,570 2,110,000 44,000 27,702

9.旅費 委員職員等出張旅費 623,700 488,000 0 0

8.報償費 委員会委員等謝礼、講座講師謝礼 654,400 382,000 10,000 0

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

文化財保存活用
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６．成果単位あたり金額（円）

９．二次評価

主体の妥当性 3 改善見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

廃止

改善見直し

抜本的見直し

11．最終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

抜本的見直し

休止

廃止

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

C 市民ニーズの把握 2

B

10．外部評価

3

直接のサービスの相手方のひろがり

2

廃止受益者負担の適切さ

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○

それぞれの地域に存する歴史文化遺産等を活用したまち
づくりについては、今後においても地域住民と連携した継
続的な取り組みが必要である。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充 ◆継続実施すべきである。
◇竹田城跡、生野銀山など朝来市が全国に誇る歴史文化
を保存活用していくことでその価値を再認識し、市民の誇
り、郷土愛の醸成につながっている。
また、オオサンショウウオの生息数が日本有数であること
も、自然が豊かである朝来市の魅力の一つであるととも
に、今後も適切な保護調査、情報発信を積極的に実施す
る。
今後も官民が一体となった歴史文化を活かしたまちづくり
に取り組む。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無し　日本ハンザキ研究所等と、より積極的に連携を図る。

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　竹田城跡や生野銀山など、朝来市文化財観光のシンボルタワーの保存と活用の両立について議論を重ね、多くの観光客が訪
れても変わらず文化財を守ることができ、さらに魅力を発信していくための事業を実施する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

・オオサンショウウオ夜間観察会への参加者へのアンケートでは概ね反応が良く、継続を望む声が強い。
・今後は文化的景観にかかる地域住民が住み続けたいと思える事業を実施する。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

竹田城跡の保存活用、日本ハンザキ研究所との連携等、文化財の活用については他市町に比
べて積極的である。

市内観光客数（生野銀山、竹田城跡、埋蔵文化財センター） 46 40 26 21

観察会訪問者数 373,554 173,800 74,896 47,004

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

文化財保存活用
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作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

人
単
位

事業の受益者
（対象者）

朝来市民
受益者数

（対象者数）
30,848

事務事業名 銀の馬車道　鉱石の道活用事業 担当部課 教育委員会事務局　文化財課

合　　計 891,113 0

その他 400,000 ふるさと創生基金繰入金

一般財源 48,597 0

県支出金

地方債

合　　計 891,113 0

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 442,516 地方創生推進交付金

13.委託料 200,000 文化的景観ガイドブックデザイン委託料 0

11.需用費 579,943 文化的景観シンポジウムチラシ、ガイドブック等印刷費 0

12.役務費 34,570 文化的景観シンポジウムチラシ広告手数料 0

60,000 文化的景観シンポジウム講師謝礼金 0

9.旅費 16,600 文化的景観シンポジウム講師旅費 0

事業の目的

　平成29年度に日本遺産認定を受けた「播但貫く、銀の馬車道 鉱石の道」の核となる国選定重要文化的景観
「生野鉱山及び鉱山町の文化的景観」の地域住民への普及啓発を行い、市民が文化的景観の価値と魅力をよ
り深く知ることで、郷土愛や鉱山町の誇りを醸成し、住み続けながら文化財を次世代へ継承していく機運を高め
る。
　日本遺産という新しい価値付けを得ることで、地域における協働のまちづくりの想いを再燃させ、文化財の保
護を推進する。

事　 業　 の
実施内容等

○日本遺産活用事業
・生野鉱山及び鉱山町の文化的景観シンポジウムの開催

地域住民へ文化的景観の価値と意味、地域の役割りについて普及啓発のためのシンポジウムを開催し
た。

・生野鉱山及び鉱山町の文化的景観ガイドブックの作成
平成28年度に策定した整備計画の概要版となる、地域住民向けガイドブックを作成した。

・日本遺産の活用
平成29年4月に認定を受けた日本遺産について、構成資産の文化財的価値を発信し、地域の誇りを醸成

　するため、文化的景観と合わせて、出前講座を実施。
　山口小学校、南但青年会議所からの依頼により講座を実施した。

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費

事業開始年度 評価区分 評価

18 後世に残したい歴史文化遺産の保存活用 Ｈ 28 事業種別 1.ソフト事業

項： 社会教育費 目： 文化財保護費

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

款： 教育費

29 日
（ H 29平成 30 年度

区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 50.34%

銀の馬車道鉱石の道

別紙-793



３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

現在認識している課題
・日本遺産とその中核を担う生野鉱山及び鉱山町の文化的景観について、人口減少化、少子化の中でいか
に市民と共働し活用事業を展開していくかを検討する必要がある。

今後の方向、見通し等

・日本遺産、文化的景観については、まず地域住民の理解を深め、自ら情報発信源となるようシンポジウム
や座談会、イベントなどを通じて普及啓発を実施する。
・文化的景観保護事業国庫補助を活用し、生野町に残る重要な構成要素を修理していく。

　竹田城跡の観光客数が減少したことにより、全体としても減少傾向。ただし、生野鉱山は日本遺産認定により観光客数は増加
している。今後も適切に保護しつつ、日本遺産とともに、多くの来訪者に生野地域の魅力を感じてもらえる整備方針や活用方針
を定め、実行していく必要がある。

市内観光客数（生野銀山、竹田城跡、埋蔵文化財セン
ター）

人 689,840 526,893 424,113 336,277

　平成29年度は日本遺産認定の効果により、生野鉱山への観光客数が増加した。竹田城跡の観光客数もピークを過ぎ、一定の
観光客数に落ち着くことから、今後は竹田城跡と生野鉱山及び鉱山町を核とした歴史文化遺産の適切な保存と観光等への活用
を進めることで、観光客の増加を目指す。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

市内観光客数（全体） 人 2,617,677 2,450,422 2,293,496 2,353,282

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 50.34%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

0 0 0 6,144,897
0 0 0 6,987,413

0 0
0 400,000

財
源
内
訳

特
定
財
源

0 442,516
0 0

　臨時職員人件費 208,500

0 0 0 6,987,413

事業費計 0 0 0 891,113

　正規職員人件費 5,887,800

13.委託料 文化的景観ガイドブックデザイン委託料 200,000

12.役務費 文化的景観シンポジウムチラシ広告手数料 34,570

11.需用費 文化的景観シンポジウムチラシ、ガイドブック等印刷費 579,943

9.旅費 文化的景観シンポジウム講師旅費 16,600

28年度 29年度

8.報償費 文化的景観シンポジウム講師謝礼金 60,000

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度

銀の馬車道鉱石の道
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６．成果単位あたり金額（円）

2

９．二次評価

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

主体の妥当性 3

改善見直し

抜本的見直し

評価理由

評価理由

○ 継続実施

廃止

廃止

交付金終了後のH32年度以降の自走の在り方について検討する。地域住民等の一層の理解と協力を得て
事業推進を図る必要がある。

10．外部評価

11．最終評価

評価

休止

改善見直し

拡充

抜本的見直し

評価

拡充

継続実施

休止

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

1

2

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

休止

継続実施

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

抜本的見直し

評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2

改善見直し

日本遺産認定の核となる重要文化的景観に係る構成要
素には、早急な修理の必要性がある建築物もあり、所有
者や地域住民の一層の理解と協力を得て事業推進を図る
必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

受益者負担の適切さ 2 廃止

休止

A

事業実施の緊急性 3 拡充
◇継続実施すべきである。
◆日本遺産認定により、朝来市が掲げる歴史文化遺産を
活かした経済振興、地域活性化が形になってきている。ま
た、地域住民へ広く周知することで、その価値を再認識し、
市民の誇り、郷土愛の醸成につながっている。
　今後は文化的景観保護事業の国庫補助金を得ながら、
構成要素の修理、景観の維持を図り、住民の営みの継続
を支援していく。

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

【３】代替サービスの有無 無し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　日本遺産認定をさらに効果的、広域的に活用していくため、他市町との連携や情報発信に努める。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
（アンケートなど）

地域が営みを継続しながら、鉱山町の象徴である景観を守り継承していくため、地域住民を加え
た検討委員会等を開催し、今後も継続して地域の声を整備に反映できるよう努める。

【２】近隣市町で提供されて
 いるサービス水準との比較

生野鉱山及び鉱山町の文化的景観の国選定など、文化財の活用については他市町に比べて積
極的である。また日本遺産認定では、近隣市町と連携を図っている。

市内観光客数（生野銀山、竹田城跡、埋蔵文化財センター） 0 0 0 21

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

銀の馬車道鉱石の道
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作成・更新日

平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

29 決算 ）
重点

平成 30 年度
区
分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月 29 日
（ H

のセルにのみ入力してください。

事務事業名 文化財保存活用事業 担当部課 教育委員会事務局　文化財課

款： 教育費 項： 社会教育費 目： 文化財保護費

評価区分 評価

18 後世に残したい歴史文化遺産の保存活用 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

事業の受益者
（対象者）

来城者
受益者数

（対象者数）
単
位

人

総合
計画
体系

好きなまちでエコライフ《社会減抑制》 事業開始年度

11.需用費 268,920 竹田城跡内ベンチ修繕費

40,850

事　 業　 の
実施内容等

事業費
内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

合　　計 26,034,693 64,237,580

地方債

3,750,000 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業補助金

1,875,000 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業補助金

その他

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

一般財源 13,474,309 50,317,580

合　　計 26,034,693 64,237,580

国県支出金を除いた比率 78.39%

12,809,880

0

34,310,724

9,280,000

4,640,000

6,935,384 ふるさと創生基金繰入金、竹田城跡観覧料

保護工事

18.備品購入費 414,828 竹田城跡内用ベンチ

25.積立金 11,483,319 竹田城跡保護基金積立金

0

15.工事費 0

0

12.役務費 1,950 資材運搬用モノレール保守点検料、新聞折込手数料、保険料 308,860

40,000

100,000

17,070

395,210

678,178

消耗品費 49,31011.需用費

9.旅費 261,140 委員職員出張費

11.需用費 730,800 消耗品・印刷費

8.報償費 60,000 講演会講師等謝礼

8.報償費 166,000 各種委員会委員等謝礼

9.旅費 19,300 講師職員出張費

14.使用料及び賃借料 3,600 著作権使用料

13.委託料 5,455,986 環境美化、調査研究、警備業務委託料 10,322,748

13.委託料 7,128,000 設計管理、計画策定業務委託料 5,205,600

歴史文化遺産である竹田城跡を後世に引き継ぐための計画を策定し、環境の整備を実施する。また、朝来市
を代表する史跡である竹田城跡に関する学習や周知活動を行うことで、市民が歴史文化遺産の価値を再認識
し、ふるさとに対する誇りや愛着心を高める。

350,000

○【04】竹田城跡2017ヘリテージ講座
竹田城跡のスペシャリストを養成するため、市民参加型のヘリテージ講座を開催

○【04】竹田城跡親子見学会
朝来市の将来を担う子ども達とその保護者を対象とした、竹田城跡の見学会を開催

○【04】竹田城跡環境美化委託業務
竹田城跡内の草刈り・石垣の除草等の清掃作業の実施

○【04】竹田城跡樹木等管理業務
城跡内及び周辺の樹木等の適正な管理を委託

○【05】竹田城跡保存整備計画（国庫補助事業）
竹田城跡の整備に関する基本計画を策定
※平成29年度は、計画策定のため「竹田城跡保存整備計画検討委員会」を3回開催

※【 】の中の数字は細々目の番号

竹田城跡保存活用・整備
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３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金
　県支出金
　地方債
　その他

　一般財源
　合　　　計
　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

0 0
0 0

15,000,000 9,280,000 3,750,000
7,500,000 4,640,000 1,875,000

5,887,800

0 79,034,000 50,171,000 32,130,993

事業費計 0 79,034,000 50,171,000 26,034,693

　正規職員人件費

18,000,000 11,483,319

財
源
内
訳

特
定
財
源

　臨時職員人件費 208,500

12,133,000 0

25,948,000 0 0

13.委託料 設計管理、計画策定業務委託料
14.使用料及び賃借料 著作権使用料

15.工事費 竹田城跡内見学通路等緊急・応急工事

15.工事費 大手道補修工事、北千畳等保護盛土工事

5,455,986

1,569,000 5,707,000 7,128,000

0 0 3,600

0 56,534,000 36,251,000 26,505,993
0 79,034,000 50,171,000 32,130,993

0

#DIV/0! 71.53% 72.25% 78.39%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

資材運搬用モノレール保守点検料、新聞折込手数料、保険料 50,000 354,000 1,950

13.委託料 環境美化、調査研究、警備業務委託料 15,312,000 12,885,000

4

20,000 40,850

11.需用費 竹田城跡内ベンチ修繕費 0 0 268,920

12.役務費

11.需用費 消耗品費 41,000

29年度

竹田城跡ヘリテージ講座の開催回数 回 3 2

11.需用費 消耗品・印刷費 111,000 244,000 730,800

9.旅費 委員職員出張費 276,000 420,000 261,140

竹田城跡親子見学会の開催回数 回 1 1 1

116,000 282,000 166,000

9.旅費 講師職員出張費 323,000 82,000 19,300

28年度 29年度

8.報償費 講演会講師等謝礼 288,000 44,000 60,000

8.報償費 各種委員会委員等謝礼

25.積立金 竹田城跡保護基金積立金 35,000,000

ヘリテージ講座は年間3回前後を目安に開催しているが、平成28年度は講師の手配ができず、開催回数を２回に減らした。しか
し、平成29年度については現地見学会をヘリテージ講座として追加したことにより、開催回数が4回に増加している。
親子見学会については年に１度の開催としており、実施回数に増減がない。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度

18.備品購入費 竹田城跡内用ベンチ 0 0 414,828

竹田城跡ヘリテージ講座の参加者数 人 181 140 230

竹田城跡親子見学会の参加者数 人 15 49 47

　ヘリテージ講座は、講座1回あたりの参加者数は平均は60人～70人程度で安定しており、年度ごとの参加者数の増減は、講座の開催回数に起因すると考
えられる。そのため、講座開催数が少なかった平成28年度は参加者が減少しているが、講座開催回数を4回に増やした平成29年度は参加者が増加してい
る。
　親子見学会については、初年度の平成27年度は参加者が少なかったが、平成28年以降は参加者数が50人前後で安定しており、参加者の増減は当日欠
席などによる微増減となっている。

現在認識している課題

・竹田城跡の見学環境の整備（見学通路・樹木等）
・竹田城跡の遺構の修理（石垣の修理、見学通路の調査等）
・講演や見学会を通した人材育成
・日本遺産における活用

今後の方向、見通し等
城跡の適正な保護と見学環境の整備を進めるとともに、ふるさとに対する誇りや愛着心を高めるための周知活動を進
める。
また、竹田城跡の新たな魅力を発信するため、日本遺産をいかした情報発信・魅力の掘り起こしを進める。

竹田城跡保存活用・整備
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６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

竹田城跡ヘリテージ講座の参加者数 #DIV/0! 436,652 358,364 139,700

竹田城跡親子見学会の参加者数 0 5,268,933 1,023,898 683,638

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
　ヘリテージ講座については、従来の講演会だけではなく見学会などの新たな取り組みを行った結果、参加者数が増加傾向となっている。そ
のため、事業開始当初と比較して単位あたりの金額が減少することになったと考えられる。また、親子見学会については、事業開始当初と比
べて広報や運営にかかる費用が低下したことにより、単位あたりの金額が減少したものと考えられる。
ただし、平成29年度は保護工事を実施していないため、総事業費が平成27・28年と比較して減少しており、両事業の単位あたりの金額の減
少に影響を与えたものと考えられる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見
      （アンケートなど）

竹田城跡は天空の城として人気を集めている。市外からの観光客が増加している一方で、地域の人が思
いを寄せにくい状況となっている。竹田城跡を地域の誇りとして後世に伝えるため、竹田城跡の魅力・価
値を市民が認識し、城跡への愛着を高めることが必要になっている。

【２】近隣市町で提供されて
   いるサービス水準との比較

竹田城跡に類する認知を得ている山城はほかに無く、「史跡」の活用としては先駆的な取り組みを展開し
ている。

ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充 ◆改善見直しが必要である。
◇歴史文化遺産である竹田城跡を後世に引き継ぐための
取り組みは、継続して行なわれるべきものである。市民が
歴史文化遺産の価値を再認識し、ふるさとに対する誇りや
愛着心を高めるためには、現在のような取り組みを継続す
ることで着実に人材を育てることが必要である。また、今後
は日本遺産などの取り組みなどと連携や、歴史文化遺産
の積極的な活用を通して、地域の魅力発信を行うことが必
要であると考える。

事業実施の必要性 2 継続実施

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ

主体の妥当性 3 ○ 改善見直し

【３】代替サービスの有無 無しし　地域の誇りとしての魅力を高め、後世に守り伝えるための取り組みは代替サービスがない。

８．一次評価

評価項目

2 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

策定した竹田城跡保存整備計画に基づき、城跡の適正な
保護と見学環境の整備を進める必要がある。また、減少
傾向にある観覧者に歯止めをかけるため、日本遺産との
連携等を図り、より一層観光振興や地域振興に活用すべ
きものと考える。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

９．二次評価

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

改善見直し

休止

受益者負担の適切さ

事業実施の必要性 2 継続実施

主体の妥当性 3 ○

B

直接のサービスの相手方のひろがり 3 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2

2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

○ 継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

11．最終評価

評価 評価理由

拡充

竹田城跡保存整備計画に基づき、継続実施する。

廃止

改善見直し

抜本的見直し

竹田城跡保存活用・整備
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子ども子育て支援計画

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 児童福祉費 目： 児童福祉総務費

事務事業名 子ども子育て支援計画策定事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

20 子育て支援の充実 Ｈ 26 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的

・子ども・子育て関連３法（子ども・子育て支援法、認定こども園法一部改正法、整備法）が平成24年8月22日に公布され、すべての子

どもの良質な成育環境の保障及び子ども・子育て家庭を社会全体で支援するための新制度が平成27年度からスタートしている。新制

度をさらに計画的に推進するため、平成27年度に策定した「朝来市子ども・子育て支援事業計画」により、「質の高い学校教育・保育の

一体的な提供」、「保育の量的拡充」、「家庭における養育支援の充実」等、必要な確保方策を推進する。計画の進行管理と、必要に

応じ計画・確保方策の見直しすることにより、朝来市における子育て支援を充実する。計画は５年間ごとに見直す。

事　 業　 の

実施内容等

・平成27年度に制定した子ども子育て支援事業計画の進行管理

・必要とされる子育て支援の量の見込み及び確保方策について、適宜子ども子育て会議を開催し、朝来市における子ども

子育て支援の充実を図る。

・現在の計画は平成31年度までの５か年計画のため、次期第２次計画策定に向けたアンケート等を次年度に実施する必

要がある。

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

8.報償費 90,000 子ども・子育て会議委員謝礼 22,500

合　　計 90,000 22,500

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 90,000 22,500

合　　計 90,000 22,500

事業の受益者

（対象者）
朝来市内の18歳未満の子ども

受益者数

（対象者数）
4,922

単

位
人
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子ども子育て支援計画

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

1.報酬 子ども・子育て会議委員報酬 94,500 49,500 22,500 90,000

11.需用費 ニーズ調査送付用・返信用封筒印刷代

12.役務費 調査票配布・回収郵便料

13.委託料 子ども・子育て支援事業計画書策定業務委託料 3,110,400

事業費計 3,204,900 49,500 22,500 90,000

　正規職員人件費 5,694,000 1,814,000 1,177,560 693,400

　臨時職員人件費 160,500

8,898,900 1,863,500 1,200,060 943,900

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0

0 0

8,898,900 1,863,500 1,200,060 943,900

8,898,900 1,863,500 1,200,060 943,900

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

計画 1 1 1 1

計画数に変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

会議の開催回数 回 3 1 1 2

計画策定年度や見直し年度により開催回数が変動する。

現在認識している課題
推計児童は計画より減少傾向にあるが教育・保育施設等の利用を希望する保護者、いわゆる子育て支援施設の利用は

増加傾向にある。

今後の方向、見通し等
・現在の計画について、計画に基づく実施状況の点検、評価等中間見直しを行う。

・人口推計等を見極めつつ、必要な子育て支援のための計画及び確保方策について検討する。
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子ども子育て支援計画

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

会議の開催回数 2,966,300 1,863,500 1,200,060 471,950

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
計画策定年度や見直し年度により策定等に係る事業費の増減と会議の開催回数により変動する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
病後児保育については認知度が低いので広報等検討してほしい。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
計画は全国の市町村で策定

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

当該計画は、平成24年に制定された「子ども・子育て関連３法」

により市町村に策定が義務付けされたものであり、今後において

も当該計画の評価点検を行い、子育て支援の充実を図る必要が

ある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

・この事業は継続実施する。

・国レベルで実施されているものなので、実施の必要性が高い。

・計画の評価点検は毎年実施し、計画的な子育て支援を実施す

る。

・朝来市内の子ども・子育て支援に関する施策の総合的な推進

のため会議に諮り、計画のPDCAを推進する。

事業実施の必要性 3 ○

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し
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公立こども園等運営管理

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

合　　計 127,195,358 121,998,332

国県支出金を除いた比率 99.78%

合　　計 127,195,358 121,998,332

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金 214,000 子ども・子育て支援体制整備総合推進費補助金 129,000

その他 87,806,221 利用者負担金　等 103,015,828

一般財源 39,115,137 18,813,504

県支出金 60,000 保育教諭確保のための資格・免許取得支援事業補助金 40,000

地方債

18.備品購入費 2,964,291 園児用備品購入費 2,537,428

19.負担金補助及び交付金 912,705 各種負担金、会費、園児共済掛金等 834,065

14.使用料及び賃借料 4,339,150 コピー・事務機器、自動車借上、下水、放送受信料 3,383,914

16.原材料費 0 施設修繕資材費 42,456

5,333,724 電話料、郵便料、保険料、手数料、設備保守点検料等 4,184,505

13.委託料 12,558,981 施設維持管理、病害虫駆除、警備、園児送迎バス運行等 11,841,724

9.旅費 819,496 職員出張旅費 934,533

11.需用費 67,503,142 園児用消耗品、光熱水費、修繕料、給食材料費等 69,686,071

2.維持管理事業

事業の目的

・保護者の就労や、病気等により、家庭で十分保育することができない就学前のこどもを、家庭と地域が連携を図り、一体

となって保育することにより、将来を担うこどもたちの心身の健全育成を図る。

・幼稚園・保育所と分けられていた施設を、「認定こども園」として一元化し、就学前のこどもへ一貫した幼児教育・保育を提

供することにより、スムーズに小学校への就学を迎えられるようにする。

・世代間交流や異年齢児との交流を通じて、感受性豊かな人格形成を図る。

事　 業　 の

実施内容等

【認定区分】

１号…教育を希望する３～５歳児/２号…保育を必要とする３～５歳児/３号…保育を必要とする０～２歳児

【こども園】（公立こども園：７園）

・保育所機能と幼稚園機能をそれぞれ活用し、子どもの年齢に応じた教育保育を実施。

・１号、２号（３～５歳児）、３号（０～２歳児）について、保護者の就労状況に応じ保育を実施。

　また年齢ごとに学級を編成し、教育保育を実施。

【２号・３号の利用時間】

・月～土曜日、基本時間　（保育標準時間認定）午前7時30分～午後6時30分、（保育短時間認定）午前8時～午後4時。

・延長保育、障害児保育、一時保育、子育て支援を実施。

【１号の利用時間】

・月～金曜日、教育標準時間午前8時～午後2時。

・春・夏・冬の長期休業期間があるため、その期間、保護者の希望により預かり保育を実施。

【在宅児】

・在宅で子育てしている家庭向けに、子育て広場（園庭開放など）を実施し交流の場を提供する。

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

20 子育て支援の充実 Ｈ 17 事業種別

7.賃金 30,276,969 嘱託職員、年休代替、臨時雇等賃金（163,667,834円人件費に計上） 25,859,516

款： 民生費 項： 児童福祉費 目： 保育所・こども園費

事務事業名 公立こども園運営管理事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

のセルにのみ入力してください。

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月 29 日
（ H 29 決算 ）

重点

事業の受益者

（対象者）
保育を必要とする０歳から５歳児

受益者数

（対象者数）
534

単

位
人

8.報償費 820,200 研修会等講師、評議員、事業協力者謝礼、卒園記念品等 897,120

1.報酬 1,666,700 園医、歯科医、薬剤師報酬 1,797,000

4.共済費 嘱託職員社会保険料等　(30,462,575円人件費に計上) 0

12.役務費
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公立こども園等運営管理

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

私立ひまわり保育園の認定こども園化に伴い、同じ小学校区の枚田岡保育所を閉園したことによる。

入園児数（H26:２号・３号）/（H27～:1号・２号・３号） 人 645 610 606 536

私立ひまわり保育園の認定こども園化に伴い、同じ小学校区内の枚田岡保育所を閉園したことによる。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

公立保育所・こども園施設数 人 8 8 8 7

99.99% 99.81% 99.86% 99.78%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

198,000 129,000 214,000

15,000 35,000 40,000 60,000

554,686,421 523,640,214 499,899,954 460,177,511

612,357,421 579,551,214 603,084,782 548,257,732

0 0

57,656,000 55,678,000 103,015,828 87,806,221

　臨時職員人件費 234,208,000 224,191,000 235,503,060 197,513,840

612,357,421 579,551,214 603,084,782 548,257,732

事業費計 107,854,421 125,857,214 121,998,342 127,195,358

　正規職員人件費 270,295,000 229,503,000 245,583,380 223,548,534

19.負担金補助及び交付金 各種負担金、会費、園児共済掛金等 814,355 871,820 834,065 912,705

18.備品購入費 園児用備品購入費 936,434 948,744 2,537,428 2,964,291

16.原材料費 施設修繕資材費 89,316 104,500 42,456 0

14.使用料及び賃借料 コピー・事務機器、自動車借上、下水、放送受信料 3,819,169 4,272,601 3,383,914 4,339,150

13.委託料 施設維持管理、病害虫駆除、警備、園児送迎バス運行等 10,171,699 13,160,907 11,841,724 12,558,981

12.役務費 電話料、郵便料、保険料、手数料、設備保守点検料等 3,937,138 5,056,769 4,184,505 5,333,724

11.需用費 園児用消耗品、光熱水費、修繕料、給食材料費等 70,097,958 72,376,131 69,686,081 67,503,142

9.旅費 職員出張旅費 618,579 579,382 934,533 819,496

8.報償費 研修会等講師、評議員、事業協力者謝礼、卒園記念品等 649,180 859,400 897,120 820,200

7.賃金 年休代替、臨時雇等賃金、嘱託職員 14,915,593 25,813,460 25,859,516 30,276,969

4.共済費 嘱託職員社会保険料等 0

1.報酬 園医、歯科医、薬剤師報酬 1,805,000 1,813,500 1,797,000 1,666,700

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題
現時点で待機児童は０であるが、０～２歳児といった低年齢の子どもの利用ニーズが増加している。

それに伴う保育教諭等の人材確保が難しくなっている。

今後の方向、見通し等 必要な人材確保を検討する。
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公立こども園等運営管理

６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

○ 抜本的見直し

休止

「○」は１か所のみ！
11． 終評価

評価 評価理由

拡充

人員配置の工夫（例：事務職を配置等）を行いながら、外部評価のとおり具体的な対処方法を検討する。

継続実施

廃止

改善見直し

○ 抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充 ◆改善見直し（2/4）

◆抜本的見直し（2/4）

　現在、待機児童は０であるが、０～２歳児のニーズが増加をしている中で、保育士等の人材確保が困難である。市と

して外国人の雇用、給食の民間委託、大学等への積極的なリクルーティング、潜在保育士の活用など具体的な対処

方法を提示すべきである。加えて、保育士や職員が働く上で、働きたいと思える職場環境の提供、やりがいや仕事に求

める条件を提供できるようにしなければ、問題の解決にはつながらない。

継続実施

○

評価項目 ランク 評価

3 廃止

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

改善見直し

評価理由

A

事業実施の緊急性 3 拡充

保育士等の確保が困難になりつつあり、将来的にも安定的な園

運営を図るためにも、勤務環境を含め保育士の処遇改善を検討

する必要があるとともに、就学前教育の充実を図るための職員

の資質向上に取り組む必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

少子化により全体の子どもの数は減少傾向にあるが、３歳未満

児のこども園利用率は増加傾向にあり、保育に対する市民ニー

ズは高い中で、待機児童を出すことなく、事業を実施している。今

後も引き続き事業を継続していく必要がある。

事業実施の必要性 3 継続実施

主体の妥当性 2 ○ 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 3 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

3 休止

受益者負担の適切さ 3 廃止

主体の妥当性 2

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
０～２歳児の子どもの利用ニーズが増加し、それに伴い人件費が増加したことによる。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
保育に対するニーズは高い。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
近隣市町でも同様のサービスを実施している。

８．一次評価

入園児数（H26:２号・３号）/（H27～:1号・２号・３号） 949,391 950,084 995,189 1,022,869

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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管外保育委託

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

合　　計 18,956,608 21,501,630

国県支出金を除いた比率 61.95%

合　　計 18,956,608 21,501,630

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金 4,808,390 子どものための教育・保育給付費 6,731,090

その他 539,500 保育所利用者負担金（管外） 736,000

一般財源 11,204,523 10,469,398

県支出金 2,404,195 子どものための教育・保育給付費 3,565,142

地方債

1.ソフト事業

事業の目的
・保護者の勤務地が市外にあるなどの理由で、朝来市外の保育施設の利用を希望された場合、当該市町村と広域入所に

係る協議を行い、保育ニーズに対応できるよう調整を行う。

事　 業　 の

実施内容等

・保護者の勤務地が市外にある等の理由により、市外にある保育園等へ広域入所を希望された保護者及び乳幼児に対し

支給認定申請及び入所申込を朝来市で行うもの。

・希望する広域入所保育園等がある市町村と協議をし、保育施設が利用できるよう調整する。（委託協議）

・委託先が公立施設については、当該市町村が定める公定価格に基づき、給付費を支払う（年度末に一括支払）。

・委託先が私立施設については、国が定める公定価格単価表に基づき、地域区分・入所人員・年齢等に応じて、特定教

育・保育に要する費用を算定し、保育所には「委託費」、認定こども園には「給付費」として、支払う。

（当月分を、毎月25日を目途に支払）

・公定価格単価から国基準保育料を差し引いた額の１／２が国庫負担金、１／４が県費負担金（子どものための教育・保

育給付費）として補てんされ、残り１／４については市の負担。【委託先が私立施設の場合のみ】

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

20 子育て支援の充実 Ｈ 17 事業種別

款： 民生費 項： 児童福祉費 目： 保育所・こども園費

事務事業名 管外保育委託事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

のセルにのみ入力してください。

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月 29 日
（ H 29 決算 ）

重点

事業の受益者

（対象者）
朝来市外で保育を希望する０歳児から５歳児

受益者数

（対象者数）
18

単

位
人

13.委託料 4,611,420 管外保育所委託料(給付費) 4,604,950

20.扶助費 14,345,188 管外公立・私立認定こども園、保育所教育・保育給付費 16,896,680
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管外保育委託

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

広域入所は年度によって利用者数が変動するため一概には言えないが、市内・管外問わず、人口が減っているものの、３歳未満児の保育施

設利用者数は増加しているため、全体の利用者数も増加傾向にあると考えられる。また、子ども子育て支援新制度発足に伴い、保護者がより

保育施設を利用しやすい状況になったことも増加要因の一つと思われる。

管外保育利用乳幼児数 延人数 16 28 26 11

平成27年度の子ども子育て支援新制度発足に伴い、従来「保育単価」で算出していた委託料が、公定価格に基づき算出する委託料（私立保育所）と給付費

（公立施設および私立認定こども園）に変更となった。従来、「保育士等処遇改善臨時特例事業」や「延長保育基本分」に係る費用はそれぞれの国県補助金

扱いだったが、これらの部分が公定価格単価に組み込まれる形となったため、単価が上がった。それに加え、前年度よりも広域入所児童数が増加したこと

により、委託料（給付費）の金額も増加。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

管外委託施設数 施設 7 7 11 8

69.25% 77.70% 52.11% 61.95%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

3,649,695 3,865,160 6,731,090 4,808,390

1,824,847 1,990,810 3,565,142 2,404,195

9,489,028 20,216,100 10,683,148 11,492,673

18,251,070 27,728,070 21,715,380 19,244,758

0 0 0 0

3,287,500 1,656,000 736,000 539,500

　臨時職員人件費

18,251,070 27,728,070 21,715,380 19,244,758

事業費計 17,803,070 26,261,070 21,501,630 18,956,608

　正規職員人件費 448,000 1,467,000 213,750 288,150

20.扶助費 管外公立・私立認定こども園、保育所教育・保育給付費 0 0 16,896,680 14,345,188

13.委託料 管外保育所委託料 17,803,070 26,261,070 4,604,950 4,611,420

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 保護者、利用施設所在市町村、利用施設等との連絡調整を密に行い柔軟に対応していく必要がある。

今後の方向、見通し等 市外の保育施設の利用希望の保育ニーズにこたえるため、今後も継続してこの事業を実施する。
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管外保育委託

６．成果単位あたり金額（円）

改善見直し

抜本的見直し

休止

11． 終評価

評価 評価理由

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

廃止

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

評価項目 ランク 評価

2 廃止

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 3 休止

受益者負担の適切さ

改善見直し

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

保護者の保育ニーズに応えるため、今後も継続して実施していく

必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

・市外の保育施設の利用を希望される保護者の保育ニーズに応

えるため、今後も継続してこの事業を実施する。

・市外の勤務先（病院・学校・その他）に勤務されている保護者で

近隣の保育施設の利用を希望される者は毎年10名前後いるた

め。

・他市町村とも十分調整を行い事業を実施する必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

3 休止

受益者負担の適切さ 2 廃止

主体の妥当性 3

【３】代替サービスの有無 無し

評価項目 ランク 評価 評価理由

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
保護者の広域入所利用ニーズは毎年変化するため、保護者・利用施設所在市町村・利用施設等との連絡調整を密にし、柔軟に対応すること

が必要である。平成27年度の子ども子育て支援新制度発足に伴い、保育施設を利用しやすい環境ができ利用人数が増加し、活動配分の人

件費や公定価格が施設ごとに加算等があり変動するため、単価は変動した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
勤務地が市外にある場合でも近隣の保育施設を利用できるため、保育ニーズに適した事業である。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
他市においても同等のサービスが実施されている。

８．一次評価

管外保育利用乳幼児数 1,140,692 990,288 835,207 1,749,523

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

９．二次評価
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私立障害児保育支援

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 児童福祉費 目： 保育所・こども園費

事務事業名 私立保育所・こども園障害児保育支援事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

20 子育て支援の充実 Ｈ 17 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
・集団生活が可能な障害児の受け入れを円滑に推進し、当該障害児の福祉の増進を図る。

・障害児を受け入れている私立保育園に対し保育士人件費相当分の補助金を支出し私立保育園の運営を支援する。

事　 業　 の

実施内容等

・集団生活が可能な障害児の受け入れをし、かつ加配保育士を配置した私立保育園・こども園に対し補助金を交付するも

の。

　　1　障害児保育の対象児童は特別児童扶養手当受給者。

　　2　障害児加配保育士一人当たり月額100,000円の補助。

　　3　対象施設（障害児数＝加配保育士数）

　　　　　ひまわり保育園、やなせこども園、照福こども園

※朝来市保育所等運営補助金交付要綱に基づく

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 7,700,000 障害児保育事業補助金 7,900,000

合　　計 7,700,000 7,900,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債 0 過疎地域自立促進特別事業債 5,500,000

その他

一般財源 7,700,000 2,400,000

合　　計 7,700,000 7,900,000

事業の受益者

（対象者）
市内の障害児を受け入れているこども園・保育園

受益者数

（対象者数）
3

単

位
園

別紙-813



私立障害児保育支援

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

19.負担金補助及び交付金 障害児保育事業補助金 5,200,000 6,900,000 7,900,000 7,700,000

事業費計 5,200,000 6,900,000 7,900,000 7,700,000

　正規職員人件費 87,000 885,000 225,800 374,000

　臨時職員人件費 11,050

5,287,000 7,785,000 8,136,850 8,074,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

5,700,000 5,500,000 0

0 0

5,287,000 2,085,000 2,636,850 8,074,000

5,287,000 7,785,000 8,136,850 8,074,000

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

障害児保育実施園 園 3 3 4 3

支援を必要とする子どもを受け入れる私立園数は保育ニーズにより変動する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

加配の職員数 人 5 6 7 7

加配の職員数は、支援を必要とする子どもの数により変動する。

現在認識している課題
支援を必要とする子どもの数が増加傾向にあるが、各園での支援に対する研修が不足している。また、受け入れる保育

園・こども園の介助員配置のための処遇改善が必要

今後の方向、見通し等 支援を必要とする子どもの保育の質の向上のため職員向けの研修等を開催する。
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私立障害児保育支援

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

加配の職員数 1,057,400 1,297,500 1,162,407 1,153,429

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
支援を必要とする子どもの年度途中における入退園の関係から補助金の額が変動し、それに伴い加配の職員数に係る成果単位当たりの金

額も変動する。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
保育士の加配については必要がある。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
他市においても障害児保育は増加傾向にある。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

発達障害等の支援を要する乳幼児が増えてきており、保護者の

ニーズもあることから今後も保育園に対する支援は必要である。

C 市民ニーズの把握 3

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

・障害児を受け入れている保育園に対し、引き続き保育士加配

（人件費相当分）は続ける。

・支援を必要とする乳幼児が増えてきており、保護者のニーズも

あることから今後も民間のこども園・保育園に対する支援は必

要。

事業実施の必要性 3 ○

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 3

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し
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私立運営改善支援

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 児童福祉費 目： 保育所・こども園費

事務事業名 私立保育所・こども園運営改善支援事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

20 子育て支援の充実 Ｈ 18 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的
・民間保育所等の安定経営と延長保育事業の支援対象事業に積極的に取り組む民間保育所に対して、保育内容・保育環

境の充実を図る。

事　 業　 の

実施内容等

【運営改善事業補助金】

・市内民間保育園６施設に補助。

1　事務費補助分として、定員数×1,000円×運営月数

2　事業費加算分として、朝来市保育所等運営補助金交付要綱の別表に掲げる対象事業のうち、実施事業数×年額100,000円

 　  【別表の対象事業】

　 　   ・保育所地域活動事業：６園（ひまわり、あわが、めばえのにわ、枚田みのり、やなせ、照福こども園）

　  　  ・延長保育促進事業：６園（ひまわり、あわが、めばえのにわ、枚田みのり、やなせ、照福こども園）

      　・一時預り事業：５園（あわが、めばえのにわ、枚田みのり、やなせ、照福こども園）

     　 ・地域子育て支援拠点事業：２園（枚田みのり、照福こども園）

      　・障害児保育事業：３園（ひまわり、やなせ、照福こども園）

      　・病児・病後児保育事業：１園（枚田みのり）

　　　  ・利用者支援事業：２園（枚田みのり、照福こども園）

3　看護師を配置した場合、看護師配置加算分として、月額65,000円×配置月数

 　 ただし、病児・病後児保育事業を実施の場合は除く。（枚田みのり保育園）

【施設整備補助金】　照福こども園　５歳児室増築費に対する補助を行う。基準額21,211,000×4分の3

【施設環境整備補助金】　子育て支援充実のための環境整備に対する補助を行う。

　　　　　　　　　　　　　枚田みのり保育園、やなせこども園、照福こども園　@1,000,000×3園

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

19.負担金補助及び交付金 8,792,000 運営改善支援事業補助金（6園） 8,840,000

19.負担金補助及び交付金 15,900,000 施設整備費補助金（H28あわが保育園、H29照福こども園） 8,880,000

19.負担金補助及び交付金 3,000,000 施設環境整備補助金（3園） 0

合　　計 27,692,000 17,720,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債 24,200,000 保育所施設等整備事業債 13,800,000

その他

一般財源 3,492,000 3,920,000

合　　計 27,692,000 17,720,000

事業の受益者

（対象者）
市内民間こども園・保育園

受益者数

（対象者数）
6

単

位
園
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私立運営改善支援

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

19.負担金補助及び交付金 運営改善事業補助金 8,000,000 8,200,000 8,840,000 8,792,000

19.負担金補助及び交付金 施設整備費補助金（照福こども園） 0 0 8,880,000 15,900,000

19.負担金補助及び交付金 施設環境整備補助金（3園） 0 0 0 3,000,000

事業費計 8,000,000 8,200,000 17,720,000 27,692,000

　正規職員人件費 87,000 885,000 653,590 770,000

　臨時職員人件費

8,087,000 9,085,000 18,373,590 28,462,000

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0 13,800,000 24,200,000

0 0

8,087,000 9,085,000 4,573,590 4,262,000

8,087,000 9,085,000 18,373,590 28,462,000

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

実施事業数 事業 26 27 29 28

各園の実施事業状況により変動する。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

特別保育事業の延利用児童数 人 22,898 23,747 19,369 24,047

保育ニーズに伴い、地域子育て支援事業や延長保育等各年度の園児の利用者数により変動する。

現在認識している課題
保護者のニーズにより年度ごとに利用児童が変動するため、各園における実施状況について把握する必要がある。民間

保育園における運営状況の把握

今後の方向、見通し等
交付申請及び中間報告時等に各園を視察し、事業実施のためのヒアリングを行う等、各園の利用状況等の把握に努め

る。補助金交付申請時及び実績報告時に適宜ヒアリング等行い、運営状況を把握する。
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私立運営改善支援

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

特別保育事業の延利用児童数 353 383 949 1,184

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
平成28年度に２園で事業が増え、またあわが保育園の５歳児室の整備を行ったために増加。

平成29年度は事業数は変化はないが、照福こども園の５歳児室の整備及び３園における環境整備補助金の実施のため増加している。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
継続的に補助してほしい

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
他市の状況は把握していない。今後把握につとめる。

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

民間保育所・こども園の安定経営と子育て支援充実のため、及

び利用者のニーズに応えるとともに保育内容・保育環境の充実

を図るため今後も実施する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

・民間保育所の安定経営と子育て支援充実のため取り組む。

・通常の保育以外に保育特別事業に積極的に取り組む民間保

育所に対して支援を継続的に実施する。

・利用者のニーズに応えると同時に保育内容・保育環境の充実

を図るため今後も実施する。

事業実施の必要性 2 ○

主体の妥当性 2 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 2 改善見直し
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こども園サポーター

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 100.00%

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 民生費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 児童福祉費 目： 保育所・こども園費

事務事業名 こども園学びのｻﾎﾟｰﾀｰ配置事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 26 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 ・こども園の障害児及び発達障害児等について介助員を配置し、障害児等の発育を促す。

事　 業　 の

実施内容等

・発達障害等、介助が必要な乳幼児の保育を実施するための人材の確保。

・学びのサポーターが必要なこども園等に対し嘱託職員（介助員）、パート職員を配置

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 5,495,544 嘱託介助員、パート介助員賃金（30,087,739円は人件費計上） 9,858,361

合　　計 5,495,544 9,858,361

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 5,495,544 9,858,361

合　　計 5,495,544 9,858,361

事業の受益者

（対象者）
こども園に在園する園児のうち支援を必要とする乳幼児

受益者数

（対象者数）
50

単

位
人
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こども園サポーター

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 嘱託介助員、パート介助員賃金 7,703,016 7,766,797 9,858,361 5,495,544

事業費計 7,703,016 7,766,797 9,858,361 5,495,544

　正規職員人件費 1,914,000 2,960,000 4,400 8,800

　臨時職員人件費 670,000 389,000 71,736,000 47,890,309

10,287,016 11,115,797 81,598,761 53,394,653

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

0 0

0 0

10,287,016 11,115,797 81,598,761 53,394,653

10,287,016 11,115,797 81,598,761 53,394,653

100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

学びのサポーター設置施設数 園 7 7 7 7

公立こども園の全園に設置のため変化なし

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

介助員の人数 人 23 23 28 26

支援を必要とする児童の人数により介助員が増減している。

現在認識している課題

支援を必要とする乳幼児が増加傾向にある。

介助員の確保が困難

支援が必要な乳幼児の症例等が多種多様になってきている。

今後の方向、見通し等
介助員を募集し、適正な配置を行う。

県・各種団体が主催する研修に介助員を参加させ、介助員の研修を充実する。
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こども園サポーター

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

介助員の人数 447,262 483,296 2,914,241 2,053,641

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
定期昇給及び介助員の増加による

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
－

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
他市における発達障害児等の受入れ状況が様々であるので対応は各市町によって相違する。

【３】代替サービスの有無

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

市立こども園において、発達障害等のある乳幼児の入園が増加

傾向にあるため、通常保育のみでの対応が困難になっている。

今後も学びのサポーターの配置を継続する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 ○ 継続実施

・支援を必要とする乳幼児の入園が増加傾向にあるため、通常

保育のみでの対応が困難になってきている。今後も学びのサ

ポーター配置は継続する。

・支援を必要とする園児の一人ひとりに対応して介助員を配置す

ることで、きめ細かな保育が出来るようになった。

・同一の介助員による配置は対象児にとっても保護者にとっても

安心感につながるため、引き続き介助員の配置をする。

事業実施の必要性 3 ○

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり継続実施する。

○ 継続実施

９．二次評価

2 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し
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幼保一元化整備

作成・更新日 1

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

合　　計 188,865,485 65,676,880

国県支出金を除いた比率 51.40%

合　　計 188,865,485 65,676,880

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金 91,795,000 保育所等整備交付金・認定こども園施設整備交付金 0

その他

一般財源 97,070,485 65,676,880

県支出金

地方債

19.負担金補助及び交付金 139,740,000 ひまわり保育園　認定こども園化整備補助金 57,864,000

3.施設等整備事業

事業の目的

就学前の乳幼児を対象に、幼稚園・保育所という施設で分け隔てすることなく、施設を一元化し運営する「認定こども園」に

よって、一貫した教育保育を行うことができ、スムーズな小学校への就学を迎えられるようにすることを目的に、幼保一元化

施設の整備を実施する。

事　 業　 の

実施内容等

・枚田岡保育所の閉所に伴い老朽化している保育所を解体撤去し、駐車場として整備する。

・大蔵こども園の慢性的な駐車場不足の解消のため、農地を買収・整備し新たに30台分の駐車スペースを確保する。

・社会福祉法人明照福祉会　ひまわり保育園の認定こども園化に伴う施設整備に対する補助。

　　保育所等整備交付金事業・・幼保連携型認定こども園の保育所機能整備に係る補助

　　認定こども園施設整備交付金事業・・幼保連携型認定こども園の幼稚園機能整備に係る補助

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

22 魅力ある教育環境の推進 Ｈ 27 事業種別

15.工事請負費 34,697,689 枚田岡保育所解体撤去・駐車場整備・大蔵こども園駐車場整備　工事費 7,316,080

款： 民生費 項： 児童福祉費 目： 保育所・こども園費

事務事業名 幼保一元化施設整備事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

のセルにのみ入力してください。

枚田岡保育所解体撤去・駐車場整備・大蔵こども園駐車場整備　設計管理委託料 496,800

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

創生

決算 30 年 6 月 29 日
（ H 29 決算 ）

重点

事業の受益者

（対象者）
市内こども園・保育園数

受益者数

（対象者数）
13

単

位
園

17.公有財産購入費 11,656,856 大蔵こども園駐車場整備土地購入費用 0

12.役務費 491,340 大蔵こども園駐車場整備土地鑑定手数料、収入印紙等 0

13.委託料 2,279,600
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幼保一元化整備

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

平成28年度に枚田みのり保育園、平成29年度にやなせこども園が認定こども園となった

認定こども園数 園 8 8 9 10

H27は枚田みのり保育園の認定こども園化に向けた整備に対する補助、H28は枚田みのり保育園整備への補助及びやなせ保育園の認定こ

ども園化に向けた梁瀬幼稚園の整備を行い、H29はひまわり保育園の認定こども園化にむけた補助を行った。

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

29年度

認定こども園化する保育園 園 1 0 1 1

#DIV/0! 35.89% 100.00% 51.40%

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0 0 91,795,000

0 115,729,000 0 0

0 66,318,988 68,224,070 99,405,285

0 182,047,988 68,224,070 191,200,285

0 0 0 0

0 0 0 0

　臨時職員人件費

0 182,047,988 68,224,070 191,200,285

事業費計 0 180,516,988 65,676,880 188,865,485

　正規職員人件費 1,531,000 2,547,190 2,334,800

19.負担金補助及び交付金 幼保一元化施設整備事業補助金 173,593,000 57,864,000 139,740,000

17.公有財産購入費 大蔵こども園駐車場整備土地購入費用 11,656,856

15.工事請負費 枚田岡保育所解体撤去・駐車場整備・大蔵こども園駐車場整備　工事費 6,427,188 7,316,080 34,697,689

13.委託料 旧枚田岡保育所解体撤去・駐車場整備・大蔵こども園駐車場整備　設計管理委託料 496,800 496,800 2,279,600

12.役務費 大蔵こども園駐車場整備土地鑑定手数料、収入印紙等 491,340

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

現在認識している課題 ３歳未満児の利用が増加しているため、受入れ体制を検討する必要がある。

今後の方向、見通し等

０～２歳の利用増を見据えた体制を検討していく必要がある。

また、和田山地域枚田小学校区は、私立の枚田みのり保育園とひまわりこども園の２園で教育保育を実施し枚田小学

校につないでいくことになる。
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幼保一元化整備

６．成果単位あたり金額（円）

A

評価理由

評価理由

評価

改善見直し

抜本的見直し

休止

11． 終評価

評価

拡充

○ 継続実施

廃止

2

B

2 休止

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

10．外部評価

評価

拡充

継続実施

評価項目 ランク

2 廃止

C 市民ニーズの把握

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

認定こども園の施設整備支援は教育・保育環境充実を図る観点

から、引き続き支援を継続する必要がある。

C 市民ニーズの把握 2

認定こども園化に向けた施設整備支援は教育・保育の一貫的実

施によりスムーズに小学校就学へ繋ぐことができ、引き続き市と

して支援を推進する必要がある。

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し

受益者負担の適切さ 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

廃止

主体の妥当性 3

【３】代替サービスの有無 無

評価項目 ランク 評価 評価理由

抜本的見直し

事業手法の適切さ

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 2 ○ 継続実施

改善見直し

2

≪変化の理由及びそれへの対応策≫

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
認定こども園化を図るための民間への支援により、事業者からは評価は得ている。

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
認定こども園化は近隣、県内でも同様に推進されている。

８．一次評価

認定こども園数 0 22,755,999 7,580,452 19,120,029

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

2次評価のとおり継続実施する。

９．二次評価
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幼稚園サポーター

作成・更新日

1 平成

1.事務事業の目的、事業内容

2.事業費等（単位：円）

のセルにのみ入力してください。

国県支出金を除いた比率 #DIV/0!

平成 30 年度
区

分

予算
行政マネジメント事務事業シート

款： 教育費

29 日
（ H 29

創生

決算 30 年 6 月
決算 ）

重点

項： 幼稚園費 目： 幼稚園費

事務事業名 幼稚園学びのサポーター配置事業 担当部課 教育委員会　こども育成課

総合

計画

体系

好きなまちで子育て《自然増促進》 事業開始年度 評価区分 評価

21 確かな学力と豊かな心を育む教育の推進 Ｈ 26 事業種別 1.ソフト事業

事業の目的 ・幼稚園の障害児及び発達障害児等について介助員を配置し、障害児等の発育を促す。

事　 業　 の

実施内容等

・幼児の保育を実施するための人材の確保

・幼稚園における嘱託職員・パート職員（介助員）を確保し配置する。

事業費

内　 訳

節区分 平成29決算(円） 説明等 前年度決算（円）

7.賃金 0 嘱託・パート介助員賃金（4,082,135円は人件費計上） 1,163,273

合　　計 0 1,163,273

財

源

内

訳

特

定

財

源

国庫支出金

県支出金

地方債 0 過疎地域自立促進特別事業 2,300,000

その他

一般財源 0 ▲ 1,136,727

合　　計 0 1,163,273

事業の受益者

（対象者）
公立幼稚園

受益者数

（対象者数）
1

単

位
園
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幼稚園サポーター

３．事業費等の推移（単位：円（決算））

　総　合　計

　国庫支出金

　県支出金

　地方債

　その他

　一般財源

　合　　　計

　国県支出金を除いた比率

４. 成果指標等

≪変化の理由≫

≪変化の理由≫

５. 今後の方向等

節区分 説明等
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

7.賃金 パート介助員賃金 2,316,119 1,872,101 1,163,273 0

事業費計 2,316,119 1,872,101 1,163,273 0

　正規職員人件費 1,853,000 3,092,000 2,200 4,400

　臨時職員人件費 670,000 389,000 10,248,000 5,634,154

4,839,119 5,353,101 11,413,473 5,638,554

財

源

内

訳

特

定

財

源

0 0

0 0

3,800,000 3,200,000 2,300,000 0

0 0

1,039,119 2,153,101 9,113,473 5,638,554

4,839,119 5,353,101 11,413,473 5,638,554

100.00% 100.00% 100.00% #DIV/0!

【１】事業の活動を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

幼稚園サポーター設置施設数 園 2 2 2 1

平成28年度末に梁瀬幼稚園が閉園したため減

【２】事業の成果を表す数値 単位
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

介助員の数 人 3 2 4 2

介助を必要とする園児数の増減により介助員の人数も増減する。

現在認識している課題 介助員の確保が困難

今後の方向、見通し等
平成29年度末に和田山幼稚園が閉園することに伴い、朝来市内に公立幼稚園がなくなるため、事業自体廃止となり、公

立こども園へと移行となる。
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幼稚園サポーター

６．成果単位あたり金額（円）

単位あたり金額
年　　度

26年度 27年度 28年度 29年度

介助員の数 1,613,040 2,676,551 2,853,368 2,819,277

0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

≪変化の理由及びそれへの対応策≫
介助が必要な幼児の人数により変動した。

定期人事異動及び昇給等により変動した。

７．事業環境

【１】市民ニーズ・団体の意見

      （アンケートなど）
無し

【２】近隣市町で提供されて

   いるサービス水準との比較
近隣市町の状況を確認していない。

【３】代替サービスの有無 無し

評価項目 ランク 評価 評価理由

８．一次評価

B

直接のサービスの相手方のひろがり 2 抜本的見直し

事業手法の適切さ 2 休止

受益者負担の適切さ

和田山幼稚園の閉園に伴い、幼稚園への介助員配置は不要と

なる。

C 市民ニーズの把握 2

評価項目 ランク 評価 評価理由

A

事業実施の緊急性 2 拡充

事業実施の必要性 3 継続実施

・就学前教育の一環として発達障害児への教育に寄与している。

・平成29年度末に和田山幼稚園が廃園になり、公立幼稚園がな

くなり、幼稚園学びのサポーターは一事業としては、廃止となる

が公立こども園学びのサポーターへ移行し、介助が必要な幼児

が入園した際には介助員を配置する。

事業実施の必要性 3

主体の妥当性 3 改善見直し

休止

2 抜本的見直し

事業手法の適切さ

2 ○ 廃止受益者負担の適切さ

C 市民ニーズの把握 2

B

直接のサービスの相手方のひろがり

2

廃止

10．外部評価

評価 評価理由

拡充

継続実施

改善見直し

抜本的見直し

休止

廃止

改善見直し

抜本的見直し

A　事業実施意義　　B　事業内容手法　C　市民とのコミュニケーション

11． 終評価

評価 評価理由

休止

拡充

2次評価のとおり廃止する。

継続実施

○

９．二次評価

2 ○ 廃止

A

事業実施の緊急性 2 拡充

継続実施

主体の妥当性 3 改善見直し
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